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第 ４ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 １ 号） 

  



 

議  事  日  程 第１号 

平成25年６月19日（水曜日） 

午前10時開議 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期の決定 

第３ 乙第１号議案から乙第12号議案まで（知事説明） 

第４ 陳情第20号、第29号、第38号、第40号から第42号まで、第50号の５、第57号及び第58号の付託の件 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期の決定 

日程第３ 乙第１号から乙第12号議案まで 
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      乙第５号議案 沖縄県緊急雇用創出事業等臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

      乙第６号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

      乙第７号議案 損害賠償請求事件の和解等について 

      乙第８号議案 指定管理者の指定について 

      乙第９号議案 沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について 

      乙第10号議案 沖縄県公安委員会委員の任命について 

      乙第11号議案 沖縄県教育委員会委員の任命について 

      乙第12号議案 沖縄県公害審査会委員の任命について 

日程第４ 陳情第20号、第29号、第38号、第40号から第42号まで、第50号の５、第57号及び第58号の付託の件 

 

出 席 議 員（44名）

議 長  喜 納 昌 春 君 

副議長  浦 崎 唯 昭 君 

１ 番  上 原   章 君 

２ 番  砂 川 利 勝 君 

３ 番  具志堅   透 君 

４ 番  又 吉 清 義 君 

５ 番  末 松 文 信 君 

６ 番  儀 間 光 秀 君 

７ 番  新 田 宜 明 君 

８ 番  仲 村 未 央 さん 

９ 番  玉 城   満 君 

10 番  西 銘 純 恵 さん 

11 番  比 嘉 京 子 さん 

12 番   田 勝 廣 君 

13 番  島 袋   大 君 

14 番  中 川 京 貴 君 

15 番  桑 江 朝千夫 君 

16 番  座喜味 一 幸 君 

18 番  仲宗根   悟 君 

19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

平成25年 

第 ４ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録（第１号） 

平成25年６月19日（水曜日）午前10時１分開会 
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24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

27 番  新 垣 良 俊 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

33 番  赤 嶺   昇 君 

34 番  新 垣 清 涼 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

48 番  嘉 陽 宗 儀 君 

欠 席 議 員（１名） 

17 番  呉 屋   宏 君 

欠     員（１名） 

  

説明のため出席した者の職、氏名

知 事  仲井眞 弘 多 君 

副 知 事  高 良 倉 吉 君 

副 知 事  川 上 好 久 君 

知 事 公 室 長  又 吉   進 君 

総 務 部 長  小橋川 健 二 君 

企 画 部 長  謝 花 喜一郎 君 

環境生活部長  當 間 秀 史 君 

福祉保健部長  崎 山 八 郎 君 

農林水産部長  山 城   毅 君 

商工労働部長  小 嶺   淳 君 

文 化 観 光 

スポーツ部長 
湧 川 盛 順 君 

土木建築部長  當 銘 健一郎 君 

企 業 局 長  平 良 敏 昭 君 

病院事業局長  伊 江 朝 次 君 

会 計 管 理 者  岩 井 健 一 君 

知事公室秘書 

広報交流統括官 
久 貝 富 一 君 

総 務 部 

財 政 統 括 官 
田 端 一 雄 君 

教 育 委 員 会 

委 員 長 
新 垣 和歌子 さん 

教 育 長  諸見里   明 君 

公 安 委 員 会 

委 員 長 
翁 長 良 盛 君 

警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

公 益 委 員 
春 田 吉備彦 君 

人 事 委 員 会 

委 員 長 
玉 城   健 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

 

 

 

○議長（喜納昌春君） ただいまより 平成25年第４

回沖縄県議会（定例会）を開会いたします。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 本日、知事から、お手元に配付いたしました議案12

件並びに平成25年５月末現在の平成25年度一般会計予

算執行状況報告書及び同一般会計繰越予算執行状況報

告書の提出がありました。 
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 次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情24件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。 

 次に、説明員として出席を求めた労働委員会会長藤

田広美君は、所用のため本日、６月26日から28日まで

及び７月１日から３日までの会議に出席できない旨の

届け出がありましたので、その代理として、本日の会

議に労働委員会会長代理春田吉備彦君、６月26日から

28日まで及び７月１日から３日までの会議に同委員会

事務局長真栄城香代子さんの出席を求めました。 

 その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 会議録署名議員の

指名を行います。 

 今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第121条

の規定により 

   15番 桑 江 朝千夫 君 及び 

    22番 渡久地    修 君 

を指名いたします。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 会期の決定を議題

といたします。 

 お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は、本日から７月11日までの23日

間といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は、本日から７月11日までの23日間と

決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第３ 乙第１号議案から

乙第12号議案までを議題といたします。 

 知事から提案理由の説明を求めます。 

 仲井眞知事。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事提出議案 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 平成25年第４回沖縄県議会（定例会）の開会に当た

り、提出いたしました議案について、その概要及び提

案の理由を御説明申し上げます。 

 今回提出いたしました議案は、条例議案５件、議決

議案３件、同意議案４件の合計12件であります。 

 それでは、まず乙第１号議案から乙第５号議案まで

の条例議案５件のうち、その主なものを御説明申し上

げます。 

 乙第１号議案「特別職に属する常勤の職員及び一般

職に属する職員の給与の臨時特例に関する条例」は、

国及び他の都道府県の職員の給与並びに平成25年度の

地方交付税などの削減の状況を考慮し、職員の給与を

減額して支給する特例措置を講ずる必要があるため条

例を制定するものであります。 

 なお、乙第１号議案につきましては、先議案件とし

て御審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 乙第２号議案「沖縄県職員定数条例の一部を改正す

る条例」は、県立病院のリハビリテーション部門の体

制を強化するとともに、経営改善を図るため病院事業

局の職員の定数を改めるものであります。 

 次に、乙第６号議案から乙第８号議案までの議決議

案については、「工事請負契約についての議決内容の

一部変更について」など３件について議決を求めるも

のであります｡ 

 最後に、乙第９号議案から乙第12号議案までの同意

議案４件は、収用委員会委員及び予備委員、公安委員

会委員、教育委員会委員並びに公害審査会委員の一部

の委員が任期満了すること等に伴い、その後任を任命

するため同意を求めるものであります。 

 以上、今回提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。 

 慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事の提案理由の説明は終わ

りました。  

 ただいま議題となっております議案中、職員に適用

される基準の実施、その他職員に関する事項について

必要な規定を定める条例については、地方公務員法第

５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要

がありますので、ただいまから人事委員会委員長の意

見を求めます。 

 人事委員会委員長。 

   〔人事委員会委員長 玉城 健君登壇〕 

○人事委員会委員長（玉城 健君） おはようござい

ます。 

 人事委員会委員長の玉城でございます。 

 ただいま議長から、地方公務員法の規定に基づき人
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事委員会の意見を求められましたので、当委員会の意

見を申し上げます。 

 乙第１号議案「特別職に属する常勤の職員及び一般

職に属する職員の給与の臨時特例に関する条例」のう

ち、一般職の給与の減額措置についてであります。 

 本条例案は、国からの給与減額の要請、地方交付税

の削減等の措置に伴い、職員の給与を臨時特例的に減

額するものですが、地方公務員法に定める給与決定の

諸原則にそぐわないものであり、遺憾であると言わざ

るを得ません。 

 労働基本権が制約された状況下において、職員の給

与は地方公務員法に定める給与決定の諸原則に沿って

人事委員会勧告に基づき適正な水準が確保されるべき

であり、特例とはいえ残念であります。 

 なお、今回の措置につきましては、職員の生活に少

なからず影響を与えるものと思料されることから、今

後、本委員会の勧告に基づく適正な給与が確保される

ことを強く望むものでございます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 人事委員会委員長の意見の開

陳は終わりました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、申し上げます。 

 先ほどの知事の提案理由説明の中で、乙第１号議案

「特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する職員

の給与の臨時特例に関する条例」は、早期に議決され

たい旨の要望がありました。 

 よって、本議案については、これより直ちに質疑に

入るのでありますが、ただいまのところ通告はありま

せん。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ただいま議題となっております議案のうち、乙第１

号議案については総務企画委員会に付託いたします。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第４ 陳情第20号、第29

号、第38号、第40号から第42号まで、第50号の５、 

第57号及び第58号の付託の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情９件のうち、陳情第20号、第40号か

ら第42号まで、第57号及び第58号の６件については米

軍基地関係特別委員会に、陳情第29号、第38号及び第

50号の５の３件については公共交通ネットワーク特別

委員会にそれぞれ付託の上、審査することにいたした

いと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 議案研究のため、明６月20日から25日までの６日間

休会といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明６月20日から25日までの６日間休会とす

ることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 次会は、６月26日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午前10時16分散会 
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平 成 2 5年 

第 ４ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 ２ 号） 

  



 

議  事  日  程 第２号 

平成25年６月26日（水曜日） 

午前10時開議 

第１ 乙第１号議案（総務企画委員長報告） 

第２ 地方公務員の給与費にかかる地方交付税の一方的な削減に関する意見書 

山内 末子さん 末松 文信君 

新垣 良俊君  仲田 弘毅君 

具志 孝助君  照屋 大河君 

髙嶺 善伸君  玉城 義和君 

田  勝廣君  前島 明男君 

渡久地 修君  當間 盛夫君 

大城 一馬君  新垣 安弘君 

嶺井  光君 

提出 議員提出議案 第１号 

第３ 代表質問 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 乙第１号議案 

      乙第１号議案 特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する職員の給与の臨時特例に関する条例 

日程第２ 地方公務員の給与費に係る地方交付税の一方的な削減に関する意見書 

日程第３ 代表質問 

 

出 席 議 員（47名）

議 長  喜 納 昌 春 君 

副議長  浦 崎 唯 昭 君 

１ 番  上 原   章 君 

２ 番  砂 川 利 勝 君 

３ 番  具志堅   透 君 

４ 番  又 吉 清 義 君 

５ 番  末 松 文 信 君 

６ 番  儀 間 光 秀 君 

７ 番  新 田 宜 明 君 

８ 番  仲 村 未 央 さん 

９ 番  玉 城   満 君 

10 番  西 銘 純 恵 さん 

11 番  比 嘉 京 子 さん 

12 番   田 勝 廣 君 

13 番  島 袋   大 君 

14 番  中 川 京 貴 君 

15 番  桑 江 朝千夫 君 

16 番  座喜味 一 幸 君 

17 番  呉 屋   宏 君 

18 番  仲宗根   悟 君 

19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

27 番  新 垣 良 俊 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

平成25年 

第 ４ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録（第２号） 

平成25年６月26日（水曜日）午前10時４分開議 
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33 番  赤 嶺   昇 君 

34 番  新 垣 清 涼 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

48 番  嘉 陽 宗 儀 君 

欠     員（１名） 

  

説明のため出席した者の職、氏名

知 事  仲井眞 弘 多 君 

副 知 事  高 良 倉 吉 君 

副 知 事  川 上 好 久 君 

知 事 公 室 長  又 吉   進 君 

総 務 部 長  小橋川 健 二 君 

企 画 部 長  謝 花 喜一郎 君 

環境生活部長  當 間 秀 史 君 

福祉保健部長  崎 山 八 郎 君 

農林水産部長  山 城   毅 君 

商工労働部長  小 嶺   淳 君 

文 化 観 光 

スポーツ部長 
湧 川 盛 順 君 

土木建築部長  當 銘 健一郎 君 

企 業 局 長  平 良 敏 昭 君 

病院事業局長  伊 江 朝 次 君 

会 計 管 理 者  岩 井 健 一 君 

知事公室秘書 

広報交流統括官 
久 貝 富 一 君 

総 務 部 

財 政 統 括 官 
田 端 一 雄 君 

教 育 委 員 会 

委 員 長 
新 垣 和歌子 さん 

教 育 長  諸見里   明 君 

公安委員会委員  安 里 昌 利 君 

警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

事 務 局 長 
真栄城 香代子 さん 

人 事 委 員 会 

事 務 局 長 
平 良 宗 秀 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 
 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

政務調査課長  大 村 浩 三 君 

副 参 事  宮 城   弘 君 

 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 ６月24日、山内末子さん外14人から、議員提出議案

第１号「地方公務員の給与に係る地方交付税の一方的

な削減に関する意見書」の提出がありました。 

 次に、説明員として出席を求めた公安委員会委員長

翁長良盛君は、別用務のため本日、６月27日、７月１

日及び３日の会議に出席できない旨の届け出がありま

したので、その代理として本日及び７月１日の会議に

公安委員会委員安里昌利君、６月27日及び７月３日の

会議に同委員会委員與儀弘子さんの出席を求めまし

た。 

 また、人事委員会委員長玉城健君は、所用のため本

日から６月28日まで及び７月１日から３日までの会議

に出席できない旨の届け出がありましたので、その代

理として人事委員会事務局長平良宗秀君の出席を求め

ました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 乙第１号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 
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   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） 皆様、おはよう

ございます。 

 ただいま議題となりました乙第１号議案の条例議案

について、委員会における審査の経過及び結果を御報

告申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 乙第１号議案「特別職に属する常勤の職員及び一般

職に属する職員の給与の臨時特例に関する条例」は、

国及び他の都道府県の職員の給与並びに平成25年度の

地方交付税等の削減の状況を考慮し、沖縄県職員の人

件費を削減するため、特別職に属する常勤の職員及び

一般職に属する職員に対する給与の支給に当たって、

平成25年７月１日から平成26年３月31日までの間減額

して支給する必要があることから、条例を制定するも

のであるとの説明がありました。 

  本案に関し、人事委員会委員長から、「本条例は国

からの給与減額の要請、地方交付税の削減等の措置に

伴い、職員の給与を臨時特例的に減額するものです

が、地方公務員法に定める給与決定の諸原則にそぐわ

ないものであり、遺憾であると言わざるを得ない。ま

た特例とはいえ残念である」との意見表明がありまし

たが、これをどう受けとめるかとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、地方公務員の給与については、公・民

の給与比較を行い、勧告している人事委員会勧告を尊

重し給与を決定している。しかし、本条例は、人事委

員会が勧告した現在の給与水準になっているものから

減額すること、勧告に基づかないものになっているこ

とから、非常に残念だという意見であったと理解して

いるとの答弁がありました。 

 次に、今回の提案は国からの強い要請があり、仕方

なく提案したのか、また、その要請はいつごろ、どの

ような要請だったのかとの質疑がありました。 

  これに対し、国から平成25年１月28日に、地方自治

法第245条に基づく技術的な助言として、給与の減額

を要請する文書が発出されている。今回の提案につい

ては、交付税の削減という形で交付税法が国会で成立

したこと、それを前提とした平成25年度一般会計予算

が成立したこと、他県においても同様な動きがあった

ことなどを総合的に判断し提案したとの答弁がありま

した。 

 次に、給与の減額特例措置に関する全国の取り組み

状況はどうなっているのかとの質疑がありました。 

  これに対し、本県を含む32団体が妥結、もしくは終

結ということで実施することになっており、５団体が

交渉中または検討中ということで、合わせて37団体が

方向性を示している。一方、方針の決まっていない団

体が３団体、方針は決定しているが未交渉の団体が２

団体、不実施の団体が５団体である。 

 なお、不実施の５団体については、地方交付税の不

交付団体が１団体、独自の給与カット実施が３団体、

国とは異なる給料表の適用が１団体であるとの答弁が

ありました。 

 次に、地方交付税減額に対する県の対応はどうなっ

ているのかとの質疑がありました。 

  これに対し、交付税の減額に対する穴埋めは、財政

調整基金の取り崩し、あるいは退職手当債を発行して

充てることになるが、本来、基金や将来の債務となる

ようなものについては、直接県民サービスに充てられ

るべきであることから、今回やむなく給与を減額せざ

るを得ないという結論になったとの答弁がありまし

た。 

 次に、給与等の削減額の内容と内訳はどのように

なっているのかとの質疑がありました。 

  これに対し、９カ月間の特例期間における歳出の削

減額が、人件費で46億円、その内訳は、共済費が10億

円、職員の給料と管理職手当で36億円となっている。

また、歳入の交付税削減額は75億円で、その内訳は、

地方交付税で67億円、義務教育の国庫負担金が８億円

であるとの答弁がありました。 

 次に、国は給与削減額に見合った事業費を特別枠で

交付税措置をしているようだが、本県への特別枠の金

額は幾らかとの質疑がありました。 

 これに対し、特別枠として交付税措置される地域の

元気づくり事業費は、国全体で3000億円となってい

る。沖縄県分としては、29億円が特別枠として交付税

措置される予定になっているが、その29億円は県全体

の交付税額1900億円の中で算定されていることから、

一般財源として地域活性化事業等に充てられることに

なっているとの答弁がありました。 

 次に、今回の国からの要請は地方制度そのものが根

底から崩されてしまうものであり、全国知事会等も抗

議しているようだが、知事としても何らかの見解を表

明すべきではと考えるがどうかとの質疑がありまし

た。 

  これに対し、全国知事会を初め地方六団体等が、総
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務大臣に対する抗議の要請や共同声明を発表するなど

の取り組みを行ったが、交付税法及び予算が成立し、

結果として給与の削減を実施せざるを得ない状況と

なった。しかし、全国知事会、全国市長会、全国町村

会の執行三団体の要請で、総務大臣から今年度限りの

措置であること、地方公務員の給与水準について協議

の場を設けることなどの言質をとっている。知事とし

ても、基本的に全国知事会の中で意見を集約させると

ともに、組合との意見交換の中で認識を示したところ

であるとの答弁がありました。 

 次に、人事委員会委員長の意見で「職員の生活に少

なからず影響を与えるものと思料される」とあるが、

どのような影響があるのかとの質疑がありました。 

  これに対し、今回の提案では、年収ベースで3.6％

程度のマイナスになり、月額平均で１万9000円程度の

減額となっている。階層によっても違いはあるが、生

活費、教育費、子育てにかかる費用など家計に圧迫を

与えると考えられるが、今回、若い世代及び中堅職員

ほど減額率が低くなるように配慮したとの答弁があり

ました。 

 次に、公務員給与の人事院勧告制度を国みずから空

洞化させるような今回の要請を県としてどう考えるか

との質疑がありました。 

  これに対し、労働基本権が制約された状況下におけ

る代償としての人事院勧告制度は、最大限尊重される

べきものだと考える。今回の国の要請は、臨時特例的

な措置であり、人事院勧告制度と次元が違うものだと

認識はしているが、いずれにしても本来の公務員給与

決定の仕組みに基づかないということがあってはなら

ないという認識は持っているとの答弁がありました。 

 次に、組合との交渉経過及び妥結の内容はどのよう

なものかとの質疑がありました。 

  これに対し、今回の給与削減措置に関して、県職員

労働組合、沖教組、高教組の３者で構成する団体と４

回の交渉を行い、労使双方で４点について確認がされ

た。 

 １点目が、条例案は当局の最終案で議会へ上程する

こと。２点目が、特例措置の実施後においても他県と

均衡を図る観点から必要な場合、減額率や実施期間を

緩和する方向で見直すこと。３点目が、仮に次年度以

降、国が今回と同様に地方交付税の減額措置を行う場

合には、全国知事会等と連携して適切な対応をするこ

と。４点目は、組合としては今回の提案に合意できる

ものではないが、条例提案そのものについては反対し

ないこと。以上の４点を確認し、決裂ではなく終結と

いう認識で交渉を閉じたとの答弁がありました。 

 そのほか、県独自の給与カットの取り組み、県の新

年度予算編成時の国の動き、給与削減を実施しない可

能性、県の事業執行に当たっての影響、県経済に与え

る影響、交付税減額までの経緯及びその効果、交付税

減額の根拠、市町村に対する指導、民間給与に与える

影響等について質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、社民・護憲ネット所属委員、県

民ネット所属委員及び共産党所属委員から、乙第１号

議案に関して反対する旨の意見表明がありました。 

 採決の結果、乙第１号議案は、多数をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 本案に対する討論の通告がありますので、順次発言

を許します。 

 渡久地 修君。 

   〔渡久地 修君登壇〕 

○渡久地 修君 おはようございます。 

 日本共産党県議団を代表して、乙第１号議案「特別

職に属する常勤の職員及び一般職に属する職員の給与

の臨時特例に関する条例」に反対の立場から討論を行

います。 

 この条例は、国が防災・減災事業、地域の活性化等

の緊急課題に対応するためにと称して、ことし７月か

ら来年の３月まで国家公務員の給与を削減したから、

地方公務員もそれに準じて給与を一方的に削減すると

いうものです。無駄な大型公共事業の再開、米軍への

思いやり予算などを放置しておいて本末転倒でありま

す。 

 第１に、この条例は国の地方自治への介入、実質的

な強制に屈したものだということです。国はあくまで

も要請だと言っていますが、そのための担当者会議ま

で招集して実行を迫り、各自治体の進行状況を逐一公

表するという見せしめまで行っています。 

 第２に、この強制が地方交付税を一方的に削減して

有無を言わせない、まさに兵糧攻めにしているという

ことです。地方交付税は地方の固有の財源であり、国
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が恣意的に削るなどとんでもない暴挙であります。 

 第３に、今回の一方的な給与の削減は、人事委員会

に諮ることなく強行しています。これは、公務員の労

働争議権などが奪われている代償としての人事委員会

勧告制度を県みずからが正面から否定するものになっ

ています。だから県人事委員会委員長は本会議での意

見開陳で、今回の措置について、「地方公務員法に定

める給与決定の諸原則にそぐわないものであり、遺憾

である」、「特例とはいえ残念である」と極めて異例

な意見を述べました。 

 第４に、県の雇用の最大の場である公務員給与の削

減は、沖縄経済に大きな打撃を与えるものだというこ

とです。46億円の削減はその分の消費を冷え込ませ、

1.5倍ないしは２倍のマイナスの経済波及効果を与え

るものだということです。 

 第５に、今盛んにアベノミクスと大宣伝されていま

すが、これで潤っているのは一部輸出大企業であり、

株などの投機でぼろもうけを上げている富裕層、大資

産家、大株主です。庶民の所得や賃金を引き上げる矢

は一本もありません。今必要なのは、庶民の所得を上

げること、賃金を上げる経済対策が求められていま

す。 

 今回の条例は、公務員が賃金を削減したから民間も

削れ、民間が削ったから公務員も削れと、賃金の引き

下げ競争に拍車をかけてしまうことになります。 

 よって、乙第１号議案に反対するものです。議員各

位の御賛同をよろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 末松文信君。 

   〔末松文信君登壇〕 

○末松 文信君 それでは自由民主党を代表いたしま

して、ただいま議題になっております乙第１号議案

「特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する職員

の給与の臨時特例に関する条例」案につきまして、賛

成の立場から討論を行います。 

 本条例案につきましては、総務企画委員会委員長か

ら先ほど報告がありましたように、審議の結果、委員

会では賛成多数で可決することが妥当だということの

報告がありました。そのことをまずもって確認してお

きたいと思います。 

 さて、本条例案が提出された経緯でありますけれど

も、平成25年１月24日の閣議において、平成25年度の

地方公務員の給与については、国家公務員の給与減額

支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに

国に準じて必要な措置を講ずるよう要請するという閣

議決定がなされ、１月28日の総務大臣による要請、３

月５日の地方財政計画の見直し、３月29日の給与関係

経費の削減を内容とする地方交付税法の改正、そして

５月15日の地方交付税の給与関係経費を削減した国の

平成25年度当初予算の成立を受け、沖縄県は約75億円

の地方交付税等の削減に対し、いかに対応すべきか検

討され、職員団体との交渉を経て提案に至ったもので

あります。 

 そもそも、地方公務員の給与は、議会や住民の意思

に基づき地方が主体的に決定すべきものであり、ま

た、地方交付税は地方の固有財源であることから、国

の政策目的を達成するための手段として用いることは

二度と行ってはならないと考えております。しかしな

がら、これは給与関係経費の削減を内容とするもので

あり、これを知りながら職員の給与を減額しなかった

場合、結果としてこれは財政調整基金の取り崩し、退

職手当債の発行などで対応しなければならない事態に

なります。換言すれば、本来県民サービスのために充

てるべき財源が職員の給与費の財源として充てられる

ことになり、そのような対応が県民の理解や支持が得

られるとは思いません。 

 今回、執行部が提案した条例案は、職員の士気、行

財政改革に対する職員の貢献、とりわけ平成20年４月

から２年９カ月にわたり実施されました独自の給与

カットなどにも配慮したものとなっております。ま

た、職員団体との交渉経過を見ても、かかる事態に対

し、職員みずからの給与を減額しなければならない職

員団体の苦渋の決断と、執行部のじくじたる思いでの

提案となっております。多くの県民の理解と支持を得

る内容だと高く評価するものであります。 

 議会としてこれに応えるためには、ただいま議題と

なっております条例案を原案どおり速やかに可決・成

立させ、国と地方との信頼関係を重視する立場から、

今回のような措置を二度と行わないよう、国に対して

強く求めることだと考えております。 

 以上のことから、乙第１号議案「特別職に属する常

勤の職員及び一般職に属する職員の給与の臨時特例に

関する条例」案に賛成する立場からの討論といたしま

す。 

 議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げ、

討論を終わります。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 休憩いたします。 

   午前10時26分休憩 

   午前10時26分再開 
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○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより乙第１号議案を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、乙第１号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 議員提出議案第１

号 地方公務員の給与費に係る地方交付税の一方的な

削減に関する意見書を議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第１号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん ただいま議題となりました議員提

出議案第１号につきましては、６月19日に開催した総

務企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出

議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。 

 提案理由は、地方公務員の給与費に係る地方交付税

の一方的な削減について関係要路に要請するためであ

ります。 

 次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。 

   〔地方公務員の給与費に係る地方交付税の一方

的な削減に関する意見書朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議員提出議案第１号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第１号

「地方公務員の給与費に係る地方交付税の一方的な削

減に関する意見書」を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決

されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、念のため申し上げま

す。 

 本日から６月28日まで及び７月１日から３日までの

６日間にわたって行われます代表質問並びに一般質問

及び議案に対する質疑につきましては、議会運営委員

会において決定されました質問要綱に従って行うこと

にいたします。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第３ 代表質問を行いま

す。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

 新垣良俊君。 

   〔新垣良俊君登壇〕 

○新垣 良俊君 おはようございます。 

 自由民主党を代表して、通告に従い代表質問を行い

ます。 

 まず１、日台・日中の漁業協定についてでありま

す。 

 去る４月10日、日本政府は台北市で、尖閣諸島周辺

海域における我が国の排他的経済水域（ＥＥＺ）で台

湾漁船の操業を認める取り決めを台湾との間で締結し

ております。 

 その内容は、東シナ海の北緯27度以南で共同管理水

域を設け、台湾側がＥＥＺとして主張してきた暫定執

法線を基準に久米島西方と八重山諸島北側の水域を拡

大しております。共同管理水域は、台湾側が主張して

きた範囲より拡大されていることから、台湾漁船の操

業域が拡大することとなり、台湾側有利な合意内容と

なっているとして、本県漁協などから不満と懸念が広
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がっております。 

 今回の合意内容は県の要望が全く反映されず、当事

者と言うべき本県の頭越しで行われており、しかも、

台湾側に大幅に譲歩したことで台湾漁船の操業範囲が

拡大し、本県の漁船と台湾の漁船との漁場の競合、漁

場の奪い合いの激化やトラブルが避けられず、安全操

業の確保や県水産業への影響を考えれば、到底認める

ことはできないのであります。５月10日の協定発効以

降、早くも台湾漁船の違反操業で３隻が水産庁所属の

漁船取締船に拿捕されております。政府においては、

県や県議会代表による要請に対し、見直しはできない

旨回答しておりますが、このような状況に至って最低

限、台湾漁船の操業数の制限について実行すべきであ

ります。 

 そこで伺います。 

 (1)、台湾漁船に尖閣諸島周辺での漁業を認める取り

決めが日本と台湾との間に締結された。締結に至るま

での経緯について伺いたい。 

 (2)、日台漁業協定の合意内容は県の要望が反映され

てなく、台湾側に大きく譲歩している。これまで県と

してどのように取り組んできたか伺いたい。 

 (3)、1997年に締結された日中漁業協定で、北緯27度

以南の広大な水域で中国漁船の操業が認められ、中国

漁船による貴重なサンゴが乱獲されているが、日本の

関係法令に基づく操業制限ができない状態である。県

として見直しを求めるべきではないか伺いたい。 

 ２、米軍基地問題について。 

 平成８年（1996年）４月に、当時の橋本総理とモン

デール駐日米国大使が普天間飛行場の全面返還に合意

したことを発表し、同年12月にＳＡＣＯ最終合意で代

替施設建設の条件つきで、５年から７年以内に全面返

還することが決定してから何ら進展もないまま既に11

年が経過しております。その経緯の中で、平成18年

（2006年）５月、日米安全保障協議委員会（２プラス

２）において、在日米軍再編が決定され、2014年まで

に辺野古への代替施設を完成させることを条件に嘉手

納飛行場以南の普天間飛行場を含む５施設の全面返還

と、キャンプ瑞慶覧の一部返還することで最終合意さ

れたのでありますが、今日まで何ら動いていないのが

現状であります。 

 そして、去る４月５日、日米両政府は嘉手納飛行場

以南の基地返還について、時期を明示した新たな６施

設・区域の返還・統合計画を発表しております。しか

し、今回の合意では、沖縄の過重な基地負担の軽減を

図る政府の本気度を示すとしておりますが、一部の区

域を除いて具体的な施設の規模や人員等、地元が最も

必要とする中身は示されていないのが実態であり、実

現を疑問視せざるを得ないのであります。 

 一方で、米側においてこれまでと違った動きが出て

きております。本県における米海兵隊の存在、オスプ

レイの配備理由を覆す研究報告が米国内から出てきて

いること、米海兵隊自身がオスプレイのオーストラリ

アへの配備を検討していることなど、昨今の米側の動

きは辺野古を断念したともとれるのであります。この

ことは、米政府自体が辺野古にかわる案の検討に入っ

たことを示しているのではないでしょうか。その背景

には、米上院軍事委員会の日米合意した普天間飛行場

の辺野古移設に対する不信感があることは明白であり

ます。米上院軍事委員会は、辺野古移設は破綻してい

ると見ており、その前提であるグアムへの予算は凍結

され、グアムのインフラ等の工事はおくれ、見通しは

立っていないのが現状のようであります。米国防省に

絶大な影響力を持つ米上院軍事委員会の強硬意見を無

視して、米政府が辺野古移設を推し進めるとは到底思

えないのであります。そこで本県が恐れるのは、普天

間の固定化であります。嘉手納以南の基地返還はほと

んどが辺野古への移設が条件となっており、辺野古移

設ができなければ、そのまま普天間を使用し続けるこ

とが懸念されるのであります。 

 そこで伺います。 

 (1)、普天間飛行場移設問題について。 

 ア、米海兵隊高官が米上院軍事建設小委員会で普天

間飛行場の補修に関し、今後10年から15年使用すると

証言している。辺野古移設を前提に2022年度以降に返

還するとした統合計画との整合性はどうか、県の見解

を伺いたい。 

 イ、日米両政府は、普天間飛行場に配備されている

オスプレイをことし夏にもさらに12機追加配備するこ

とで合意した。一方で米海兵隊は、普天間飛行場所属

のオスプレイについて、オーストラリアへ移駐する計

画があるとの報道がある。これをどう理解すればよい

か、県の見解を伺いたい。 

 ウ、ハワイ州知事が去る３月にハワイ大学東西セン

ター内で開かれたフォーラムで、在沖海兵隊の受け入

れを表明し、米政府に提案する考えを示したというこ

とだが、これは普天間基地そのものをハワイ州が受け

入れるということか、県の認識を伺いたい。 

 エ、沖縄防衛局が提出した名護市辺野古移設に係る

公有水面埋立承認申請の補正書について、県は、再補

正を求めず告示と縦覧手続に入った。今後、県として

手続をどのように進めるか伺いたい。 

 オ、日本維新の会は、米軍新型輸送機ＭＶ22オスプ
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レイの訓練の一部を大阪府の八尾空港で受け入れると

表明した。具体的な内容は明らかではないが、県はこ

の動きをどのように受けとめているか伺いたい。 

 カ、県は米政府に対し、本土における民間専用空港

や軍事専用空港の35カ所を提示し、新たな普天間飛行

場の移設候補地として検討するよう書簡を送ったとい

うことだが、米側の反応と、県として正式に日米両政

府に要請する考えはないか伺いたい。 

 キ、今回明らかとなった35カ所の空港について、ど

のような方針や視点から調査し、普天間の移設候補地

として可能性が高いと判断したか。また、県としても

別途調査を行っていると言われるが、今後整合性をど

のように図っていくか伺いたい。 

 (2)、嘉手納以南基地返還について。 

 ア、日米両政府は、嘉手納以南の普天間飛行場を含

む６施設・区域の返還・統合計画に合意した。今回の

合意について知事の見解を伺いたい。また、軍転協の

要請に対する政府の対応について伺いたい。 

 イ、報道によれば、グアム移転に係る米国防省の基

本計画の策定が2018年かそれ以降と想定していること

が、米政府監査院の報告書で明らかとなったとしてい

る。嘉手納以南の基地返還の破綻につながらないか伺

いたい。 

 ウ、那覇港湾施設については、返還合意から40年近

くも動かず遊休化している状況にあり、関係市長も移

設条件と切り離しでの返還を求めている。県の認識を

伺いたい。 

 エ、キャンプ瑞慶覧の西普天間住宅地域の返還が承

認された。今後、跡利用に向けた取り組みと国・県・

市など５者による跡利用協議会の役割について伺いた

い。 

 オ、国・県・関係市町村で構成する駐留軍用地跡地

利用協議会が開かれた。具体的にどのような事項が協

議され、県側として国に対し何を求めているか伺いた

い。 

 カ、普天間飛行場の跡地利用計画策定に向けた全体

計画の中間取りまとめが公表されたが、中南部都市圏

の形成、県土の有効利用との整合性を図りながら跡利

用計画をどのように描くか伺いたい。 

 (3)、基地周辺地域の環境問題について。 

 ア、Ｆ15戦闘機墜落事故付近の水域は、マグロやカ

ツオの漁場で多くの船舶が操業しており、漁業活動へ

の影響が心配されている。事故による漁業への影響調

査と事前の訓練通知について伺いたい。 

 イ、報道によれば、米政府は、最新鋭機ステルス戦

闘機Ｆ35を2015年にも嘉手納基地へ配備するというこ

とだが、県は情報を把握しているか。日本政府はどの

ような対応を見せているか伺いたい。 

 ウ、また、根本的な解決は日米地位協定の見直し以

外にはないと考えるが、日米両政府の壁がかたい中、

県としてどのような方策を考えているか伺いたい。 

 エ、嘉手納町が実施した2012年度の嘉手納飛行場周

辺３地域における騒音測定調査で、３年連続4000回を

超え、騒音防止協定の形骸化が進んでいる実態が明ら

かとなった。協定の遵守と実態に合った改善が必要で

あるが、県の認識を伺いたい。 

 オ、沖縄市諸見里の市サッカー場工事現場からドラ

ム缶十数本が見つかり、枯れ葉剤の内蔵が懸念されて

いる。ドラム缶が埋まっていた経緯や現場環境への影

響など、県として調査を含め対応を伺いたい。 

 ３、那覇空港滑走路拡張整備について。 

 経済や情報のグローバル化が進み国境の垣根が大き

な意味をなさなくなった今日、本県経済の発展・振興

を図る上でアジア・太平洋地域を見据えた国際的な

ネットワークづくりに積極的な貢献が求められます。

そのためには、空港を軸とした交流拠点の整備と交通

ネットワークの強化が必要であります。近年、アジア

地域に近接する本県の地理的・独特な文化・芸能も相

まって、観光、経済など多方面での交流が進展し、そ

の玄関口となる那覇空港の国際空港としての位置づけ

は急速に高まりを見せております。那覇空港は、国内

約90もの空港中、羽田、成田、新千歳及び福岡空港に

次ぐ民間航空機の年間乗降者数は５番目に入っており

ます。年々増加する乗客数や貨物数で既に過密状態に

あり、１本の滑走路では今後の需要状態に追いつけず

早急な拡充が求められておりました。国土交通省が那

覇空港の滑走路増設による経済効果を試算しておりま

すが、2030年時点で本県への入域客は25万3000人を超

え、345億円の経済効果が見込めるとしております。

さらに、第２滑走路完成から50年後には国が受ける利

益は3597億円に達し、投資効果は期待できるとしてお

り、需要予測でも20年度で1606万人、30年度で1665万

人に伸びると試算しております。懸念事項は、次年度

以降の財源の確保であります。しかし、那覇空港は国

が設置管理する空港であり、安倍首相の肝いりで工期

が５年10カ月に短縮された経緯もあることから、政治

の駆け引きに使われることはないと考えます。 

 そこで伺います。 

 (1)、2014年１月にも工事着工の見通しとなる中、次

年度以降の財源の確保が懸念されている。県は、空港

整備勘定等だけでなく、各省庁間の財源を含めた政府

全体として対応するよう戦略を構築すべきと考える
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が、県の考えを伺いたい。 

 (2)、那覇空港内に航空機の整備基地を建設する構想

について、事前調査の概要と整備基地の規模、需要予

測、県経済への波及効果等、計画をどのように描いて

いるか伺いたい。 

 ４、離島・過疎地域の振興について。 

 本県は、東西約1000キロ、南北約400キロに及ぶ広

大な海域に大小160の島々から成る島嶼県でありま

す。そのうち有人離島として39の島があり、面積は県

土全体の44.5％を占めておりますが、人口は県全体の

9.5％で12万9000人にしかすぎません。小規模離島町

村の現状は、財政力が弱く雇用の場の少なさから、人

口の流出と高齢化の進展に歯どめがかからない状況に

あり、上下水道やごみ処理に要する費用のコスト高、

住民の生活の足である航路の割高など、本島に比べ住

民負担の重さは脆弱な町村財政では賄い切れるもので

はないのであります。このような本県離島・過疎地域

の置かれた状況を踏まえ、住民の暮らしと地域環境を

どのように守り育てていくか、新たな施策の導入と有

効な振興策の展開をどのように図っていくか、県に課

された課題は大きいのであります。その意味で21世紀

ビジョン基本計画10年で実施する県の離島・過疎地域

に対する基本施策のあり方が重要であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、小規模離島においては、少子・高齢化の進展で

人口の減少が深刻となっている。若者が定着する仕組

みづくりをどのように図っていくか伺いたい。 

 (2)、離島住民の生活に欠かせない移動手段や物流に

係るコストの低減、島内における交通問題対策などに

ついて県の取り組みを伺いたい。 

 (3)、下地島空港の活用について、県は現状での存続

を目指すようだが、今後、航空会社等の訓練や試験機

の運用の見通し、宮古空港との役割分担等について県

の基本的な考えを伺いたい。 

 (4)、ＲＡＣの那覇―久米島間線の欠航や減便が相次

いだことに、地元久米島町が親会社のＪＴＡに抗議す

る事態となっている。このような事態に至った要因

と、県として改善に向けた取り組みを伺いたい。 

 ５、農林水産業の振興について。 

 本県は、我が国で唯一の亜熱帯海洋性気候にあるこ

とから、農林業は自然環境に左右されることが多く、

さらに狭隘な県土面積からの農地が限られ、生活活動

で制約されている状況にあります。農業は、国家運

営、国民生活を支えるかなめであり、農業の衰退はそ

のまま国の活力の衰退につながるのであります。我が

国の農業は、農産物の自由化の波をもろに受け、安価

な製品が国内市場にあふれ、生産農家の減少、従事者

の高齢化、その影響で耕作放棄地の増加など、状況は

深刻であります。本県においては、４次にわたる国に

よる振興計画で県内農林水産業の振興等を図ってきて

おりますが、台風常襲地に代表される不利性の克服に

は至っていないのが現状であります。本県の農業の現

状は、農家の総数は全国の0.85％、専業農家数は

1.60％、農業産出額は1.12％にすぎず、全国との比較

で本県の農業の規模の小ささ、零細さがうかがえま

す。また、農業の担い手は農家総数の減少傾向と相

まって減少傾向にあり、販売農家の農業従事者も年々

減少し、５割以上が65歳以上と高齢化が進んでおりま

す。 

 このように本県農業は厳しい状況にあり、これから

の農業振興、地域活性化に向け大胆な取り組みが求め

られ、担い手の育成は喫緊の課題であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、県内農業支援について。 

 ア、農業の６次産業化が全国的に注目を集めている

が、本県における事業化の可能性と本県農業の課題で

ある後継者育成や若者の参入、雇用環境への影響等に

ついて伺いたい。 

 イ、久米島地域におけるアリモドキゾウムシの根絶

が宣言され、今後はイモゾウムシ根絶に期待がかか

る。その見通しと県内全域での２つのゾウムシの根絶

に向けた取り組みを伺いたい。 

 ウ、円安の進行で漁船の燃料価格が高騰し経営が圧

迫され深刻な状況に陥っている状況に対し、国は2014

年度末までの時限措置で補助を決定しているが、これ

を受け、県の取り組みを伺いたい。 

 エ、海外から輸入の原料穀物価格の値上がりで畜産

用配合飼料価格が高騰し、県内畜産農家の経営が圧迫

されている。県に対し支援要請があるが対応を伺いた

い。 

 (2)、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）について。 

 ア、日本のＴＰＰ交渉参加について、先行加盟の11

カ国が日本の参加を認めることで一致し、米議会でも

手続が行われており、７月下旬にも交渉に合流する見

通しとなった。この状況に対し県としてどのように取

り組むか伺いたい。 

 イ、政府は、本県のサトウキビや牛肉などを含め我

が国の農業は守るとしているが、米国は日本の参加を

事実上の二国間ＦＴＡと位置づけ、我が国農産品市場

の開放を求め圧力を強めると思われるが、県の認識を

伺いたい。 

 ６、教育環境の整備について。 

－ 25 －



 教育の重要性は、子供たちが豊かな心とたくましさ

を育むための体験・訓練の場を提供することにありま

す。子供たちは、学校の教育活動を通して社会で生き

ていく上での心身の鍛練や人間としてのあり方につい

て学び、豊かな体験を通して道徳性を育むようになる

のであります。そのためには、子供たちが楽しく生き

生きと活動でき、学校に行きたいと思う学校づくりが

不可欠であります。しかし、県教育庁の調査で2012年

度における県内小・中・高・特別支援校で起きた教師

による体罰が153件に達したことが判明したことは、

子供たちにとって魅力ある学校づくりと言えるもので

はありません。確かに１人の先生と多数の生徒が向き

合う実際の学校現場では、理屈では言いあらわせない

ことが起きることは多々あると思われます。最後は真

剣に生徒に向き合うという教師としての心構えの基本

に戻ることが大事であると考えます。そして、今日の

体罰やいじめ問題が浮き彫りとなったことで、幼児期

から教育の重要性が再認識させられると考えます。県

教育庁においては、学校や地域、保護者が一体とな

り、魅力ある学校づくりに向け取り組みを進めること

が重要であると考えます。 

 そこで伺います。 

 (1)、県が実施している海外留学生受入事業につい

て、これまでの実績と今後の見通しについて伺いた

い。 

 (2)、教育庁の学び直し支援事業の受講希望者が予想

より少なく事業の存続が危惧されている。受講者が少

ない背景と広報・周知活動はどのように行われている

か伺いたい。 

 (3)、2012年度の県内の公立小・中・高と特別支援校

における教師による体罰は153件に達し、１次調査に

比べ４倍にふえている。今回の数字は氷山の一角との

声も聞こえるが、教育庁はどのように認識しているか

伺いたい。 

 (4)、文科省は、八重山地区の中学校で使う公民教科

書が統一できていない状況の中で、竹富町教育委員会

に対し初等中等教育局長名で指導文書を出したようだ

が、それに対する県教育庁の見解と今後の対応につい

て伺いたい。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 新垣良俊議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、米軍基地問題に係る御質問の中で、公

有水面埋立申請についての御質問にお答えをいたしま

す。 

 名護市辺野古移設に係る公有水面埋立承認申請書に

ついては、形式審査を終了し、平成25年６月28日に告

示・縦覧を行う予定であります。 

 県といたしましては、引き続き公有水面埋立法等関

係法令にのっとり手続を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、同じく米軍基地に係る御質問の中で、嘉手納

より南の統合計画についての御質問にお答えいたしま

す。 

 去る６月12日、軍転協の会長として上京し、安倍総

理大臣を初め防衛大臣、外務大臣、そして沖縄担当大

臣へ移設内容の具体的な説明、そして跡利用計画の円

滑な実施に配慮すること、さらに地元意見を聴取する

場の設置等々を要請したところであります。要請に対

して安倍総理大臣より、計画の実施に当たっては、

県・市町村と相談しながら円滑に進めていきたい旨の

発言があったところでございます。 

 次に、農林水産業の振興に係る御質問の中で、ＴＰ

Ｐ交渉参加を受けた取り組みについてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。 

 沖縄県といたしましては、農林水産分野等の懸念を

踏まえ、交渉の進展に応じた十分な情報提供に努める

こと、そして農林水産分野等の聖域が確保できなけれ

ば脱退も辞さないものとすることを求めているところ

であり、これからも求めていきたいと考えておりま

す。また、ＴＰＰに関して、私を本部長とする全庁的

な組織を立ち上げ、情報の共有や今後の対策等を協議

するなど適切に対応してまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） おはようございます。 

 ４月１日付で副知事という職を拝命いたしました高

良倉吉という者です。知事公約の実現、そして県勢発

展のために、これまでの乏しい経験ですけれども全力

でそれに対して取り組んでいきたいというふうに考え

ております。議員各位におかれましては、どうぞ御指

導、御鞭撻のほどよろしくお願いいたします。 

 日台漁業取決めに対するこれまでの県の取り組みに

ついて新垣議員から御質問がありましたので、これに

ついて私のほうからお答え申し上げます。 

 今回の日台漁業取決め合意は、好漁場の縮小を余儀

なくされるなど沖縄県の水産業へ多大な影響があると
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懸念しております。このために、県内漁業者の権益及

び安全操業を確保して漁業秩序を維持できるように、

国に対して日台漁業取決めの見直しを強く求めてきた

ところであります。 

 以上、お答えしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） おはようございます。 

 ４月１日付で高良副知事と同じように副知事を拝命

をいたしました川上好久でございます。沖縄県の振

興・発展のために、微力ではございますけれども力

いっぱい、スピード感を持って取り組んでまいりたい

と思います。議員各位の御指導、御鞭撻よろしくお願

いいたします。 

 それでは、新垣良俊議員の御質問にお答えいたしま

す。 

 那覇空港滑走路拡張整備についての御質問の中で、

航空機整備基地の事前調査の概要等についてお答えい

たします。 

 那覇空港は、多くの航空路線を有し、航空関連産業

の立地に優位な条件を備えております。沖縄県は、今

年度、航空機整備基地の基本計画調査等に取り組んで

おり、整備基地の規模・機能等について検討を行って

おります。県経済への波及効果につきましては一定の

雇用創出が図られるほか、航空関連産業の集積が期待

されるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） おはようございま

す。 

 ４月１日付で農林水産部長を拝命いたしました山城

でございます。沖縄県の農林水産業の振興・発展に向

けて全力で頑張る所存でございます。議員各位の御指

導、御鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。 

 それでは答弁させていただきます。 

 新垣良俊議員の日台・日中漁業協定についての中

の、日台漁業取決めの合意までの経緯について御答弁

申し上げます。 

 日本と台湾は、平成８年以降、漁業取り決めに関し

16回の協議を行いましたが、双方の主張に折り合いが

つかず、平成21年に協議が中断しておりました。県

は、日台の漁業交渉が再開された平成24年11月以降、

国に対し、１、交渉に当たっては、沖縄県漁業者の意

向を十分に配慮すること、２、漁業水域の設定に当

たっては、日本側が主張する排他的経済水域の地理的

中間線を基本として協議することについて４回にわた

る要請を行っております。要請に対して国から、沖縄

の漁業者の意向は理解している。頭越しに協定を締結

することはないとの回答を得ておりましたが、去る４

月10日に、地元に対して何ら説明がないまま日台漁業

取決めが合意されたものであります。 

 次に、日台漁業協定の中の、日中漁業協定の見直し

についてお答えいたします。 

 平成９年に締結された「日中漁業協定」は、北緯27

度以南の先島及び久米島の周辺水域において中国漁船

が自由に操業できる内容となっております。そのよう

な中、本県周辺水域では中国のサンゴ網漁船による無

秩序な操業が行われており、深海サンゴ資源の枯渇や

マチ類等の生育環境を破壊しております。このため、

県としましては、県内漁業者の権益及び安全操業を確

保し漁業秩序を維持できるよう、国に対し、１、日中

漁業協定の見直し、２、外務大臣書簡の破棄を強く求

めてきたところであります。 

 今後とも、漁業団体と連携し国に対し粘り強く見直

しを求めていくこととしております。 

 次に、米軍基地問題についての中の、Ｆ15戦闘機墜

落事故による漁業への影響調査と事前通知についてお

答えいたします。 

 墜落事故のあったホテル・ホテル訓練水域の周辺

は、マグロ類及びソデイカの好漁場となっており、ま

た、多数のパヤオが設置されております。事故当時、

沖縄県漁業無線協会等を通じて確認したところ、当該

訓練水域内で操業する漁船はなく被害はありませんで

した。墜落現場は、通常、漁船の操業が制限されてい

る訓練水域でありますが、一歩間違えば訓練水域外で

操業中の漁船を直撃して大惨事となりかねないもの

で、漁業者は大きな不安を抱いております。なお、事

前の訓練通知につきましては、平成25年４月16日に防

衛省から沖縄県宛て、「在日米軍の演習通報」として

届いており、漁業無線協会及び漁協を通して注意喚起

を行っております。 

 次に、農林水産業の振興についての中の、６次産業

化の推進と効果についてお答えいたします。 

 県内には、６次産業化法に基づき認定された44の農

林水産事業者がおり、加工品の生産・販売などに取り

組んでおります。６次産業化の推進は、付加価値の高

い商品を開発・販売することにより、農林水産事業者

の所得向上と新規就農者の育成確保が促進されるとと

もに、新たな雇用の創出に資するものと考えておりま

す。 

 県としましては、国が新たに創設した６次産業化
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ネットワーク活動交付金などにより、農林水産物など

多様な地域資源を活用した６次産業化を推進してまい

ります。 

 次に、農林水産業の振興についての中の、イモゾウ

ムシ等の根絶に向けた取り組みについてお答えいたし

ます。 

 イモゾウムシとアリモドキゾウムシの根絶防除事業

については、久米島と津堅島において実施していると

ころであります。久米島においては、本年４月に世界

初のアリモドキゾウムシ根絶を達成いたしましたが、

イモゾウムシについては有効な誘引剤がなく、広域の

防除には至っておりません。また、津堅島のゾウムシ

類については、現在、地域の協力を得ながら根絶を目

指した防除を強化しているところであります。 

 県としましては、今後、久米島におけるアリモドキ

ゾウムシ根絶防除事業の成果を踏まえ、事業規模拡大

に向けたイモゾウムシ等の大量増殖技術の確立や低コ

スト人工飼料を開発し、宮古、八重山、沖縄本島に防

除地域を拡大していきたいと考えております。 

 次に、農林水産業の振興についての中の、漁船の燃

油高騰対策についてお答えいたします。 

 近年の原油価格高騰に加え急激な円安の影響を受

け、漁船の燃油価格は平成21年６月の１リットル当た

り54円から、平成25年６月には84円と約57％上昇して

おり、県内漁業者の経営を圧迫しております。このた

め、県では、国及び漁業団体と連携し、漁業経営セー

フティネット構築事業の活用による燃油高騰対策に取

り組んでいるところであります。今回、同事業は、最

近の燃油高騰を踏まえ、燃油価格が１リットル当たり

95円を超えた場合、漁業者の負担が軽減されるなど内

容が拡充されたところであります。 

 県としましては、同事業の周知と加入促進に努める

とともに、燃油価格の動向を注視しながら漁業者及び

漁業団体の要望や他県の状況等も踏まえ、漁業者の経

営安定を図るための対策について検討してまいりま

す。 

 次に、農林水産業の振興についての中の、配合飼料

価格高騰対策についてお答えいたします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え急激な円安の影響を

受け、畜産経営は極めて厳しい状況となっており、畜

産団体から、１、経営安定対策の支援、２、備蓄サイ

ロの整備、３、消費者への理解醸成などの要請を受け

ております。 

 配合飼料価格高騰対策としては、国の「配合飼料価

格安定基金」があり、価格高騰時に一定の要件のも

と、補塡金を交付しております。加えて、国は、緊急

措置として通常補塡基金の生産者負担分の助成を決定

しております。 

 県としましては、これら国の支援策の動向を踏まえ

つつ、畜産経営の安定化に向けて独自に支援できない

か検討してまいります。 

 次に、農林水産業の振興についての中の、ＴＰＰの

農業分野に関する県の認識についてお答えいたしま

す。 

 ＴＰＰは、原則として全ての品目で関税を撤廃する

ことが前提となることから、本県農林水産業において

は、サトウキビ、肉用牛などで極めて大きな影響があ

るものと懸念されております。特に、農林水産業が基

幹産業である離島においては、地域経済に甚大な影響

があるものと認識しております。このため、４月以

降、生産者や地元市町村と連携し、県内調査などで来

県されたＴＰＰ政府対策本部の国内調整総括官や農林

水産副大臣に対し、サトウキビや肉用牛の重要性など

地域の実情を強く訴えたところであります。 

 県としましては、十分な情報開示を求めるととも

に、地域の実情を見据えた上で拙速な判断を行わない

よう、引き続き国に対して強く要請してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、米海兵隊高官の発言についてお答え

いたします。 

 去る５月９日、米上院歳出委員会の軍事施設・退役

軍人小委員会の公聴会において、米海兵隊の施設整備

責任者が普天間飛行場を今後10年から15年間使用する

見込みである旨の発言をしております。また、統合計

画では、普天間飛行場について「2022年度又はその後

に返還可能」としており、両者の整合性については明

らかではありません。県としては、さらなる情報収集

を行っているところであります。いずれにしまして

も、普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、

一日も早い県外移設・返還の実現が必要であります。

県は、これを強く求めてまいります。 

 次に、オスプレイのオーストラリア移駐計画につい

てお答えいたします。 

 ＭＶ22オスプレイの追加配備については、本年夏に

12機のオスプレイが岩国飛行場に陸揚げされ、その後

に普天間飛行場に移動することとなるとされておりま

す。米海兵隊が普天間飛行場所属のオスプレイをオー

ストラリアへ移駐させる案を検討していることについ

て、小野寺防衛大臣は５月10日の記者会見において、

－ 28 －



米側からこのような話はないと発言しており、県とし

ても承知しておりません。いずれにしましても、オス

プレイについては県民の不安が一向に払拭されておら

ず、配備計画の見直しや配置分散の実施などを引き続

き求めてまいります。 

 次に、ハワイ州知事の海兵隊受け入れ表明について

お答えいたします。 

 日米両政府は、2012年４月の２プラス２共同発表に

おいて、約9000人の在沖海兵隊が国外に移転するとし

ており、その内訳を政府に照会したところ、グアムが

約4000人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回

答がありました。また、ことし３月の米下院軍事委員

会の公聴会において米軍司令官は、在沖海兵隊のハワ

イへの移転数を2700人と証言しております。ハワイ州

知事は、これらを踏まえ、在沖海兵隊のハワイへの移

転について2500世帯の受け入れが可能と発言したと理

解しております。県は、３月にホノルルで行われた

フォーラムに職員を派遣したところであり、ハワイ州

知事の発言と普天間飛行場の移設に与える影響につき

ましては、引き続き情報収集を十分行いたいと考えて

おります。 

 次に、維新の会によるオスプレイ訓練受け入れ表明

についてお答えいたします。 

 日本維新の会がオスプレイ訓練の一部を大阪八尾空

港で受け入れる提案をしたことについては、報道等に

より承知しております。オスプレイについては、これ

まで軍転協を通じて配備計画中止と配置分散の実施な

どを求めているところです。八尾空港での受け入れに

ついて地元は反対との報道があることから、その実現

可能性については今後の動向を見守ってまいりたいと

考えております。 

 次に、米政府に送った書簡に対する反応及び移設候

補地の検討についてお答えいたします。２の(1)のカと

２の(1)のキは関連いたしますので一括してお答えいた

します。 

 普天間飛行場の移設につきましては、他の都道府県

の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早期に

課題を解決できる方策であると考えており、日米両政

府に対し県外移設を強く求めているところでありま

す。このため、県においては、普天間飛行場と同規模

の全国の飛行場について移設の可能性について研究を

行っているところであります。35カ所の施設について

は、調査研究の過程でその要件等について検討がなさ

れているものであり、専門家等との意見交換を通じて

その適否について討論をしているものであります。 

 次に、グアム移転計画策定の統合計画への影響につ

いてお答えいたします。 

 米政府監査院が発表した報告書は、太平洋における

海兵隊の再編について、国防総省がより信頼性のある

計画を議会へ提出することを求める趣旨であるものと

承知しております。 

 県としましては、同報告書が在沖海兵隊の国外移転

にどのような影響を与えるか、内容の確認を行ってい

るところであります。 

 次に、那覇港湾施設の移設についてお答えいたしま

す。 

 県としましては、那覇港湾施設の返還が実現されれ

ば基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄与

すると考えております。これまで移設協議会が21回開

催され、国・県・那覇市、浦添市、那覇港管理組合が

連携し、移設の実現に向け代替施設の位置や形状、港

湾計画との関連等について協議を進めてきたところで

あります。 

 県としましては、これまでの経緯を踏まえつつ、協

議会の枠組みの中で適切に対応する必要があると認識

しておりますが、現時点では現行の方針に基づいて進

めることが現実的と考えております。 

 次に、Ｆ35戦闘機の嘉手納飛行場配備についてお答

えいたします。 

 今月、米国防総省が米国議会へ提出した報告書にお

いて、空軍については2016年、海兵隊については2015

年にＦ35戦闘機の「初期作戦能力」を獲得するとされ

ております。同報告書の発表を受け、県が沖縄防衛局

へ照会したところ、Ｆ35戦闘機の嘉手納飛行場への配

備についてはいかなる決定もなされていないとの回答

がありました。 

 県としては、引き続き同機の配備計画について情報

収集をしてまいりたいと考えております。 

 次に、日米地位協定見直しの方策についてお答えい

たします。 

 日米地位協定の見直しについて、県は、これまであ

らゆる機会を通じ日米両政府に対し要請してきたとこ

ろであります。 

 県としては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図る

ためには、米側に裁量を委ねる形となる運用の改善だ

けでは不十分であり、地位協定の抜本的な見直しが必

要であると考えております。このため、今後とも軍転

協や渉外知事会とも連携し、さらには関係閣僚への直

接の面談による要請や訪米による要請などの機会を通

じ日米両政府に日米地位協定の見直しを求めてまいり

たいと考えております。 

 次に、騒音防止協定の遵守と改善についてお答えい
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たします。 

 平成８年に嘉手納飛行場及び普天間飛行場における

航空機騒音規制措置が合意されておりますが、周辺地

域においては依然として環境基準を超えるなど騒音が

軽減されているとは言いがたい状況にあります。 

 県としましては、これまであらゆる機会を通じ航空

機騒音の軽減を日米両政府に対して働きかけてきたと

ころであります。嘉手納飛行場においては、米軍再編

に伴う一部訓練移転が実施されておりますが、外来機

のたび重なる飛来などにより依然として目に見える形

での負担軽減が実現されているとはいえないと考えて

おります。 

 次に、教育環境の整備についての御質問の中で、海

外留学生受入事業についてお答えいたします。 

 海外留学生受入事業は、沖縄県出身移住者の子弟及

びアジア諸国から優秀な人材を県内の大学で修学さ

せ、将来、本県と出身国との交流を推進する人材の育

成を目的として実施しております。昭和44年度から平

成24年度までの留学生受け入れ実績は、15カ国１地域

から584名となっております。 

 県としましては、21世紀ビジョンに掲げる「世界に

開かれた交流と共生の島」の実現に向けた取り組みと

して、本事業を継続してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 米軍基地問題について

の御質問の中の、西普天間住宅地区の跡地利用に向け

た取り組み等についての御質問にお答えいたします。 

 本年４月５日に公表された統合計画においては、

キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区の返還時期が平成26

年度またはその後と示され、去る６月13日の日米合同

委員会において同地区の返還が合意されたところであ

ります。同地区は返還時期が迫っており、早急に跡地

利用に取り組む必要があることから、跡地利用計画や

支障除去措置等に係る諸問題について協議するため、

去る４月26日に宜野湾市、市地主会、沖縄県、沖縄防

衛局及び沖縄総合事務局の５者で構成する跡地利用に

関する協議会が開催されたところであります。今後、

同協議会を活用し、国・県・市が連携して同地区の跡

地利用の円滑な推進に向けて取り組んでいくこととし

ております。 

 次に、跡地利用協議会の協議事項等についてお答え

いたします。 

  去る５月28日に、跡地利用推進法に基づき沖縄担当

大臣、沖縄県知事、関係市町村長で構成する跡地利用

推進協議会の初会合が開催されたところであります。

同協議会では、協議会の運営要領の決定や跡地利用の

課題について意見交換が行われ、関係市町村長から文

化財調査等の立入調査や西普天間住宅地区の跡地利用

に対する国の支援などについて意見がありました。県

は、関係市町村長の意見を踏まえ、立入調査の円滑な

実施、西普天間住宅地区の拠点返還地の指定及び国の

取り組み方針の策定、次回協議会への防衛大臣や国土

交通大臣等の関係大臣の参加などを国に対して求めた

ところであります。 

 普天間飛行場跡地利用計画の策定についてお答えい

たします。 

 今後返還が予定されている普天間飛行場を含む中南

部都市圏の大規模な駐留軍用地の跡地は、沖縄の新た

な発展のための貴重な空間であり、その跡地利用は中

南部都市圏の都市構造のゆがみを是正し、県土構造の

再編にもつながる大きなインパクトを持っておりま

す。そのため、県では、関係市町村の協力を得て、広

域的観点から跡地利用の方向性を示した「中南部都市

圏駐留軍用地跡地利用広域構想」を本年１月に策定し

たところであります。また、普天間飛行場の跡地利用

は、その大規模性や地理的位置などから沖縄全体の振

興に影響を及ぼすものであり、県は、宜野湾市と共同

で広域構想を踏まえた幹線道路や公園、緑地の配置方

針を示した「全体計画の中間取りまとめ」を本年３月

に策定したところであります。今後は、中間取りまと

めをもとに、県民、地権者等の意見を踏まえて計画内

容の具体化に向けた取り組みを行い、中南部都市圏の

都市構造の再編及び県全体の発展につながる普天間飛

行場の跡地利用計画を策定していきたいと考えており

ます。 

 次に、那覇空港滑走路拡張整備についての御質問の

中の、那覇空港滑走路増設事業の財源確保に対する県

の考えについてお答えいたします。 

 県は、これまで政府に対し、那覇空港は国が設置管

理する空港であること。同空港が沖縄県にとどまら

ず、将来にわたり東アジア地域と日本の安定した社会

経済活動を支える重要な拠点であること。このため、

第２滑走路の整備財源は、空港整備勘定等のほか、日

本再生の原動力としての観点から将来世代を含む社会

及び国民全体で相応に負担される仕組みが必要である

との考えを強く訴えてきたところであります。 

 県としては、沖縄振興の施策展開に影響が出ないよ

う、引き続き国に対し整備財源の検討と総額の確保を

求めていきたいと考えております。 
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 次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

の、離島における若者の定着に向けた取り組みについ

てお答えいたします。 

 離島において若者の定着を図るためには、若者が島

で安心して働くことができるよう、雇用の場の創出と

定住条件を整備することが重要であると考えておりま

す。このため、地域資源を生かした観光・リゾート産

業の振興や担い手の育成確保等による農林水産業の振

興など、離島の特色を生かした産業の振興に取り組ん

でまいります。また、移動に係る負担の軽減や利便性

の向上、医療サービスの確保、沖縄本島との情報格差

の是正、公営住宅の整備など、定住条件の整備に取り

組んでまいります。 

 離島住民の移動手段や物流コストの低減等について

の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県では、離島の果たしている役割に鑑み、県民

全体で離島住民の負担をともに分かち合い、離島地域

を支えるという理念のもとに、交通・生活コストの低

減などの離島振興策を推進しているところでありま

す。離島における交通は、住民生活及び産業活動を支

える生命線であることから、航路・航空路及び島内交

通であるバス路線の赤字路線に対し運航費補助を行

い、路線の確保・維持に努めております。また、平成

24年度から新たに沖縄振興特別推進交付金を活用して

離島住民の交通コストの負担を、航空便については新

幹線運賃並み、航路についてはＪＲ在来線運賃並みに

軽減しております。さらに、離島の小売店で販売され

る生活必需品について、沖縄本島から対象離島までの

輸送経費等を補助する離島生活コスト低減実証事業を

平成24年度から実施しております。 

 沖縄県としましては、引き続きこの施策を推進し、

離島地域の定住条件の整備に努めてまいります。 

 次に、ＲＡＣの那覇―久米島間線の減便要因と改善

策についてお答えいたします。 

 久米島町がＪＴＡへ抗議するに至った背景は、ＪＴ

Ａの構造改革による機材数の削減に伴うＲＡＣへの路

線移管や、久米島路線のＲＡＣ便に欠航が相次いだこ

とによるものと考えております。加えて、ＲＡＣのパ

イロットが他社への転職により欠員が生じ運航体制の

維持が困難となり、ＲＡＣの減便が発表されたことが

大きな要因となっていると考えております。県は、６

月７日にＪＴＡ及びＲＡＣから同計画の報告を受け、

離島における安定的な運航が重要との認識から、運航

乗務員の不足に起因する減便が生じないよう、離島路

線の運航体制を確保する措置を講じること、また、路

線の運航計画の検討に当たっては地元の意向に最大限

配慮することなどを口頭で申し入れるとともに、６月

17日付で文書においても要請したところであります。

親会社であるＪＴＡでは、ＲＡＣの減便による久米島

町民の生活や経済活動への影響が生じないよう、ＲＡ

Ｃの減便期間中にジェット便の増便を行い提供座席数

や貨物搭載容量の確保を行うとともに、「ＲＡＣの運

航体制強化委員会」の立ち上げや運航乗務員の出向を

行い、ＲＡＣの運航体制の確保に取り組んでいるとこ

ろであります。 

 県としましては、引き続き航空事業者による離島航

空路線の安定的な確保を求めるとともに、県、離島関

係市町村長及び航空事業者で構成する「沖縄県離島航

空路線確保維持協議会」を早急に開催し、久米島路線

における減便への対応のみならず、他の離島の航空路

に係るさまざまな課題の改善に向けて取り組むことと

しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） おはようございま

す。 

 ４月１日付で環境生活部長を拝命いたしました當間

秀史と申します。 

 環境の保全と県民生活の向上のために全力で取り組

む所存であります。議員各位の御指導、御鞭撻のほど

をよろしくお願い申し上げます。 

 それでは答弁いたします。 

 米軍基地についての中で、沖縄市サッカー場で発見

されたドラム缶に係る県の対応についてお答えいたし

ます。 

 沖縄市のサッカー場で見つかったドラム缶について

は、その内容物が特定されておりませんが、何らかの

有害物質による土壌汚染の可能性が考えられることか

ら、県は、沖縄市及び沖縄防衛局と連携して周辺地下

水などの環境調査を実施しているところであります。

ドラム缶などが埋まっていた経緯などについては、沖

縄防衛局が米軍に照会しているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 離島・過疎地域の

振興についての御質問の中で、下地島空港の活用につ

いての御質問にお答えいたします。 

 宮古圏域の空港の役割分担については、昨年度開催

された「下地島空港利活用検討協議会」において、宮

古空港は旅客機能を分担し、下地島空港は訓練や試験
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機等の機能を分担することなどが提案されました。県

としては、この提案を参考にしながら、両空港の今後

の利活用について、今年度は宮古島市や関係部局等で

構成する検討会議を設置し、より具体的な検討を行い

たいと考えております。また、今後の航空会社等の訓

練の見通しにつきましては、全日本空輸は平成26年度

以降の訓練実施は現時点では明らかにしておりません

が、今後も実機訓練は必要としていることから、県と

しては、全日本空輸に対して訓練継続を働きかけると

ともに、新たな航空会社の訓練誘致に取り組んでいき

たいと考えております。  

 試験機の運用につきましても、過去において航空機

製造メーカーや国の研究機関などが下地島空港での試

験機の運用を調査していることから、県としては、積

極的な誘致に取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） このたび、県教育長を拝

命いたしました諸見里でございます。 

 本県教育の充実・振興に、微力ではございますが誠

心誠意取り組んでいきたいと思いますので、御指導の

ほどよろしくお願いいたします。 

 それでは教育環境の整備についての御質問で、義務

教育未修了者支援事業についてお答えいたします。 

 同事業は、戦中戦後の混乱期に中学校を卒業でき

ず、学ぶことを希望する方々を対象に実施しているも

のであります。これまで多くの参加を求めるため、対

象者への面談、ポスターの掲示やチラシの配布、広報

誌や新聞、テレビ等で広報周知を図ってまいりまし

た。しかしながら、高齢から来る体力面の不安、通学

場所や通学方法等の課題が参加者の少なかった要因と

考えております。 

 県教育委員会としましては、受講者の通学の利便性

を図るため、那覇地区に続き、昨年度は中頭地区にも

学習支援施設を開設したところであり、本年度は島尻

地区への開設に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、体罰の調査についてお答えいたします。 

 体罰は、児童生徒に屈辱感を与え、心を深く傷つけ

る人権侵害行為であり、絶対にあってはならないこと

であります。今回の２次調査は、全ての児童生徒、保

護者、教職員を対象として実施したものです。調査の

結果によりますと、児童生徒、保護者からの報告件数

と、教員みずからの申告件数もほぼ一致しており、実

態を反映した数値であると認識しておりますが、憂慮

すべき状況であります。 

 県教育委員会としましては、今回の結果を重く受け

とめ、有識者など外部人材を起用した検討委員会を設

置し、体罰防止マニュアルの作成等に取り組み、体罰

の根絶に努めてまいります。 

 次に、文部科学省からの指導文書への見解と今後の

対応についてお答えいたします。 

 当該文書は、所管の教科書課長に続き初等中等教育

局長からの指導文書であり、重く受けとめているとこ

ろです。同課題につきましては、当該３市町教育委員

会が主体的に取り組み解決していくべきものと考えて

おり、現在、私自身が直接３市町教育長と話し合い、

同一の教科書が採択できるよう再協議を促していると

ころです。なお、本日、第１回目の八重山採択地区協

議会が開催されると聞いております。 

 県教育委員会としましては、今後とも引き続き３市

町教育委員会それぞれの立場を尊重しつつ指導助言を

行い、同一の教科書採択の実現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣良俊君。 

   〔新垣良俊君登壇〕 

○新垣 良俊君 １点だけ再質問したいと思います。 

 ２の米軍基地問題の(2)、嘉手納以南基地返還につい

ての中でありますが、県が強く要望した駐留軍用地内

の土地の先行取得制度について、我々自民党もバック

アップし昨年４月に譲渡所得の5000万円特別控除が適

用される画期的な制度が創設されました。県は、昨年

度に普天間飛行場内の土地を取得する基金を設置した

ところでありますが、現在の申し込み状況はどうなっ

ているのか伺いたい。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 新垣議員の再質問にお

答えします。 

 沖縄県の駐留軍用地、他県と違いますのは、やはり

何と言っても民間、民有地が多いということでありま

す。跡地利用を円滑に推進するためにはどうしても公

共用地の確保ということで、そのインセンティブとし

て5000万控除というのが必要であります。そういった

中で、我々強く要望しておりましたが、おかげさまで

当該制度ができました。この場をおかりしてお礼を申

し上げます。 

 沖縄県と宜野湾市は、昨年度、駐留軍用地跡地の円

滑な利用を推進するため、駐留軍用地内の土地取得を

目的とした基金を設置し、今年度から公共用地を先行
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取得することとしているところであります。 

 買い取り希望の申し出等についての御質問でありま

すけれども、窓口となっている宜野湾市に確認いたし

ましたところ、６月21日時点で買い取り希望の相談が

20件あり、面積にすると約1.6ヘクタール分、金額に

すると約７億円分が寄せられているようであります。

今後、県は跡地利用推進法の土地取得制度を積極的に

活用し、宜野湾市と連携しながら駐留軍用地跡地の円

滑な利用を推進していくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

午前11時48分休憩 

午後１時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き代表質問を行います。 

 又吉清義君。 

   〔又吉清義君登壇〕 

○又吉 清義君 皆さん、こんにちは。 

 ただいま議長からお許しがありました、又吉清義で

す。 

 自由民主党を代表して、通告に従い代表質問を行い

ます。 

 まず１、知事の政治姿勢についてであります。 

 (1)、憲法改正について。 

 日本国憲法は、1946年11月３日に公布、翌47年５月

３日に施行され、ことしで66年目を迎えました。平和

主義、基本的人権の尊重及び国民主権を基本に据え、

戦争放棄、戦力の不保持を規定した憲法は国民の間に

定着してまいりましたが、その間、一度も改正される

ことなく今日まで続いております。 

 現憲法は、いわゆる「硬性憲法」と呼ばれ、国会が

憲法改正を発議する場合、その要件として96条の規定

で衆参両院のそれぞれ総員の３分の２の賛成を必要と

し、一般法に比べ改正のハードルを高くしておりま

す。 

 世界の国々では、その時代の要請に即した形で憲法

の改正が行われておりますが、我が国は戦後一度とし

て憲法を改正していないのであります。その間、我が

国をめぐる国際情勢や環境は大きく変化してまいりま

した。 

 我が自民党は、結党以来、自主憲法の制定を党是と

してまいりました。現行憲法は、連合国軍の占領下に

おいて、同司令部が指示した草案をもとに、その了解

の範囲において制定されたものであります。当時、日

本国の主権が制限された中で制定された憲法は、国民

の自由な意思が反映されていないと考えます。このた

め、我が自民党は、平成17年に「新憲法草案」を発表

した後、平成19年に憲法改正国民投票法が施行され、

衆参両院に憲法審査会が設置されたことで憲法改正議

論が本格化するのを機に、平成24年４月に新たな「日

本国憲法改正草案」を発表しております。国民に広く

憲法改正の議論や理解が深まることを願うものであり

ます。 

 そこで伺います。 

 ア、日本国憲法は施行から66年目を迎え、国民の間

にも憲法改正を求める声も多くなっている。来る参議

院選挙においても争点になると思われるが、憲法改正

について知事の見解を伺いたい。 

 イ、憲法９条の改正についてはさまざまな意見があ

るが、知事はどのような考えを持っているか伺いた

い。 

 ウ、憲法改正の発議要件として、96条で衆参両院の

それぞれ総員の３分の２の賛成が必要と規定してい

る。この96条の改正を先行させることについて県の考

えを伺いたい。 

 エ、日本の安全保障環境は悪化の傾向にあり、日米

同盟を強化し抑止力を高めることが重要である。その

ため、集団的自衛権が行使できるように改める必要性

が高まっていると考えるが、県の考えを伺いたい。 

 ２、沖縄振興策の推進について。 

 去る６月６日、政府は、安倍首相が座長を務める経

済財政諮問会議で経済財政運営の指針である「骨太の

方針」に、沖縄が日本経済活性化の牽引力となるよ

う、沖縄をイノベーション（技術革新）の拠点にする

ことを検討すると明記しております。これは、去る５

月20日の経済財政諮問会議で、安倍政権の経済政策ア

ベノミクスの３本目の矢である成長戦略に沖縄の振興

策を生かすため、経済財政運営の指針である「骨太の

方針」に具体策を明記するよう、山本一太沖縄担当相

が要請したことを受けたものであります。沖縄振興策

のさらなる推進を図るため、沖縄担当相主導で「沖縄

イノベーション特区推進本部」（仮称）の創設の必要

性も提唱しております。これはまさに沖縄版の成長戦

略であり、経済の自立を目指す本県にとってまたとな

い好機の到来であります。沖縄がイノベーションの拠

点として骨太の方針により国家戦略として取り組むも

ので、沖縄がアジア各都市と結ぶ我が国の拠点として

位置づけられることを意味します。 

 本県には、世界最高水準を目指す沖縄科学技術大学

院大学を中心とする先端技術研究基盤が備わってお

り、アジアに近接するという地の利という地域資源も

備わっております。さらに、沖縄とアジアの各都市を
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深夜貨物便で結ぶ国際貨物ハブ事業も好調に推移して

おり、沖縄イノベーション拠点構想、それを実現する

ための「沖縄イノベーション特区推進本部」（仮称）

の創設は本県経済の発展にとって追い風となるものと

考えます。 

 そこで伺います。 

 (1)、21世紀ビジョン基本計画10年で、自立型経済の

構築に向けた基盤整備をどのように進めていくか。ま

た、10年間で重点的に整備する施策と目標とする達成

率について伺いたい。 

 (2)、2010年度の１人当たり県民所得で、全国平均

287万７000円に対し、本県は202万5000円と全国最下

位となっている。その要因等について県はどのように

分析しているか伺いたい。 

 (3)、沖縄振興特別推進交付金の使途については、事

業の事後評価が求められるが、前年度の活用をどのよ

うに評価するか。また、特に効果が出たと思われる事

業について伺いたい。 

 (4)、円安の進行で輸出産業を中心に景気回復の兆し

も見え始めているが、一方で原材料や燃料の高騰によ

る経営圧迫を訴える企業も出ている。本県の状況につ

いて伺いたい。 

 (5)、去る６月14日に閣議決定された「骨太の方針」

及び「成長戦略」において、沖縄をイノベーションの

拠点とすることを検討するなど、国家戦略として沖縄

振興策を総合的・積極的に推進することが明記され

た。国の経済政策に特定の地域の振興が取り上げられ

ることは異例なことと考えるが、これを踏まえ、今

後、県はどのように取り組むのか対応を伺いたい。 

 ３、行財政改革の推進について。 

 本県は、昭和60年に「沖縄県行政改革大綱」を策

定、その後もさまざまな改革プランを策定し行財政の

改革に取り組んでまいりました。平成22年に策定した

平成22年から25年までの４年間とする「新沖縄県行財

政改革プラン」に基づき実施した平成24年度の改革実

績が示され、33の推進項目のうち31項目で目標を達成

したとあります。民間委託を進めた部門で多くの成果

が出ているようであります。しかし、少子・高齢化の

進展による社会構成の変化や国による沖縄振興計画が

終了し、県独自の県の責任による振興計画がスタート

するなど、県行政組織や県財政への県民の見方も変化

し、ますます厳しさを見せております。特に本県にお

いては、県財政状況で自主財源の柱である県税収入の

県財政に占める割合が低い状況にあり、国の財政に大

きく依存している脆弱な構造にあります。このような

状況が長期に続くことは財政の硬直化につながり、ひ

いては県民に対するサービスの提供にも支障を来すこ

とにもなりかねません。本県においては、これからも

行財政改革は避けては通れなく、これまでの改革の成

果を踏まえ、さらなる改革の推進が必要であると考え

ます。 

 そこで伺います。 

 (1)、県の新行財政改革プランで掲げた改革推進目標

について、2010年度から３年間の達成実績と達成が難

しい項目について、その理由を伺いたい。 

 (2)、県財政は、今後４年間で433億円の収支不足が

見込まれるとしているが、歳出が歳入を大幅に上回る

背景には何があるか。また、一括交付金の導入と関連

があるのか伺いたい。 

 (3)、去る４月１日、那覇市が中核市に移行したこと

に伴い、県は、2490項目にわたる事務を那覇市に移管

したようだが、主な移管事務と県の行財政への影響に

ついて伺いたい。 

 ４、社会資本の整備について。 

 本県は、復帰後、米軍統治による27年間で生じた本

土との格差是正を目指し、国による総合的な施策が実

施されたことにより、社会資本の整備が図られてまい

りました。しかし、離島県である本県は、空港、港湾

への依存が強く、鉄軌道がないことによる道路網の整

備など、社会資本の整備はいまだ未整備の状況にあり

ます。   

 本県の陸上交通は、そのほとんどを道路に依存して

おり、人口や自動車台数当たりの道路延長は全国平均

の60％程度しかなく、依然として整備率は低い状況に

あります。また、離島県である本県は、空港は本土と

の交通手段として極めて重要であり、また、港湾は経

済を支える物流の輸送を担っているほか、国内外との

交流の拠点としても重要な役割を果たしております。 

 現在、那覇港においては、那覇空港や埠頭間等を結

ぶ臨港道路の整備などが進んでおりますが、国内航路

については、生活物資や産業関連物資等が集中するこ

とから、船舶の大型化に対応した岸壁、埠頭用地、上

屋等の拡充強化、大型クルーズ船の寄港に対応した国

際旅客ターミナルの整備などが急がれております。自

立型経済の構築を目指す本県にとって、アジア・太平

洋地域に近接した優位性を生かし、我が国とアジアと

を結ぶ交流拠点の整備が必要であり、そのためには、

空港、港湾等の戦略的な整備を図り、国際競争力を強

化することが必要であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、県内公共事業の推進について。 

 ア、道路網の整備は、県民生活や観光を初め産業活
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動の活性化を図る上で重要であるが、今後10年間で重

点的に推進する事業箇所や予想される資金の投入額に

ついて伺いたい。 

 イ、離島県である本県において、港湾の整備は県経

済の根幹をなす物流輸送を支える産業基盤であるが、

国際物流港湾としての那覇港の整備、大型クルーズ船

に対応する港湾整備・国際旅客ターミナルの整備につ

いて県の取り組みを伺いたい。 

 ウ、中城湾港泡瀬地区埋立事業について、現在の進

捗状況と今後の作業スケジュールを伺いたい。 

 エ、県内建設業者の米軍発注工事の受注状況と県が

まとめた受注促進を図るためのボンド制を含めた支援

策について、その内容を伺いたい。 

 オ、識名トンネル工事契約問題で、監査委員の勧告

に係る措置等に対する対応と、今後、再発防止に向け

た取り組みについて伺いたい。 

 (2)、鉄軌道の導入について。 

 ア、2012年度、県による鉄軌道導入に向けた実現化

戦略調査で、上下分離方式を採用すれば黒字化は可能

と試算している。その根拠とインフラ整備等を全額国

庫負担とする特例制度の創設は可能か伺いたい。 

 イ、都市モノレールの延長について、県が整備する

事業に対する認可がおり、2019年３月末までの完成が

必要となるが、今後の作業スケジュールと想定される

課題等について伺いたい。 

 ５、子ども・子育て支援について。  

 保育所に入りたくても入れない待機児童は、平成24

年４月１日現在で２万4825人に達し、保育所利用率は

右肩上がりが続いており、施設の増加が追いつかない

のが現状のようであります。このような状況に対し安

倍首相は、「待機児童解消加速化プラン」を発表し、

今後、平成29年度までに保育所の定員を40万人ふや

し、待機児童ゼロを目指す方針を明らかにしておりま

す。 

 さらに、政府は、認可保育所への株式会社の参入を

加速する方針を示しており、それにより女性の就労支

援と待機児童ゼロの早期達成を目指すとしておりま

す。しかし、多くの自治体からは、2008年に首都圏を

中心に30もの企業の保育所が突然閉鎖した例があるこ

とから、倒産への懸念から参入を認めるには消極的

で、株式会社の認可保育所は2012年４月現在、376施

設で全体の1.6％にとどまっているのが現状のようで

あります。 

 保育所問題は、それぞれの自治体において一律に解

決できるものではなく、地域の実情を考慮する必要が

あります。特に、認可外保育所や待機児童数が多い本

県にとって抱える課題も異なっているのであります。

そのような中、去る４月15日の衆議院予算委員会で、

自民党の宮崎正久議員は、本県において、防衛施設周

辺の生活環境の整備等に関する法律により、学校や病

院などは防音工事の対象となっているにもかかわら

ず、本県の認可外保育園は国の防音対策事業の補助対

象地域にありながら補助対象から外されている実態に

ついて、小野寺防衛大臣に質問しております。これに

対し小野寺防衛大臣は、検討する意向を示しておりま

す。県は、この問題については、断固として国として

対象として認めるよう強く求めるべきであります。 

 そこで伺います。 

 (1)、政府は、待機児童ゼロに向け、株式会社の認可

保育所運営への参入を加速する方針を示しているが、

全国の自治体においては参入認可に消極的だと言われ

る。本県における参入状況と県としての基本方針を伺

いたい。 

 (2)、本県の認可外保育園が国の防音対策事業の補助

対象地域にありながら補助対象から外されている。補

助を必要とする認可外保育所数について伺いたい。 

 (3)、米軍嘉手納基地や普天間飛行場の騒音の激しい

地域に同様に立地し、同じように幼児を保育しながら

認可外ということで補助対象から外し、現在まで国と

して改善策を講じてこなかった。県の認識を伺いた

い。 

 (4)、政府は、待機児童解消に向け、保育所用地とし

て国有地を提供する方針を示している。本県は那覇市

など４市が該当するようだが、県としてどのように取

り組むか伺いたい。 

 ６、地域福祉・医療の充実強化について。 

 本県は離島県で、全国でも産業構成や生産力は低

く、自己財源の少なさから県財政は国の財源に依存す

る度合いが高いのが現状であります。地域における住

民サービスやニーズに沿った住民福祉を提供する市町

村においては、厳しい財政の中、対応に苦慮している

状況にあります。そのため、県内における地域医療

は、県内５カ所にある県立病院が担っているのが現状

であります。 

 本県の地域医療の現状は、県立病院への依存の高ま

りで医師や看護師の過重負担が表面化し、また、産

科・小児科医師不足による地域住民の不安の増大など

課題も抱えております。県は、県立病院の医師の適正

配置に向け、県内外からの医師確保に努め、さらに若

い臨床研修医の専門医や指導医等の資格取得を図ると

ともに、女性医師が継続して就労しやすい勤務環境の

整備を進め、医師の定着を図っております。同時に、
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全ての県立病院において７対１看護体制への移行を早

急に進めることが必要であります。離島の多い本県に

おいて、離島住民に対する適正な医療の提供は重要で

あり、離島・僻地への医師の派遣は離島住民の安心・

安全な生活上不可欠であります。 

 このように、県民ニーズに即した保健医療サービス

の提供は県政の重要課題であり、その中核を担う県立

病院の人的整備を含めた体制整備を進めることが必要

であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、障害者総合支援法が施行され、福祉サービスの

対象範囲が広がったが、県内における対象者総数と対

象者に対する周知はどのようになされているか伺いた

い。 

 (2)、風疹患者が全国的に急増し、過去５年で最多

だった昨年の倍以上にふえているようだが、県内にお

ける状況とワクチン接種呼びかけについて伺いたい。 

 (3)、政府の生活保護費不正受給対策強化策は、申請

手続を厳格化するものとして危惧する向きもある。県

はどのように考えるか伺いたい。 

 (4)、県立病院における７対１看護体制については、

我が党の従前からの適正配置の要望を受け、県におい

て取り組みを進めてきておりますが、さらなる拡充が

必要であります。そこで、2013年度以降の病院事業局

の職員増員計画について、増員を予定している職種と

産科・小児科医師の適正配置、７対１看護体制等につ

いて伺いたい。 

 (5)、県は、県立八重山病院の建てかえについて、

2018年度の新病院開所の方針を示したが、今後の作業

工程、建設場所等について伺いたい。 

 (6)、性暴力被害者ワンストップ支援センターの設置

について、その目的とどのような支援を考えている

か。また、運用に当たっての課題等について伺いた

い。 

 ７、県警関係について。 

 本県においては、飲酒運転による交通事故が全国で

も高く、特に人身事故に占める飲酒が関係している割

合は、23年連続で全国一高いということであります。

県飲酒運転根絶条例が2009年に施行され、飲酒運転根

絶に向け県民挙げて取り組んでおりますが、2011年に

飲酒運転で警察に摘発されたのは2019件、これは人口

1000人当たりで全国一ということであります。 

 本県は夜型社会と言われ、飲酒に寛容な県民性も要

因の一つと指摘されており、県警だけの取り締まりで

根絶するのは限界があります。そこは、家庭はもちろ

ん、職場においては飲酒運転者に対して厳しく対処

し、それなりのペナルティーを科するなど、職場環境

や社会的機運を高めることが重要であると考えます。 

 そこで伺います。 

 (1)、脱法ドラッグについては新たに759種を薬物指

定し、現在出回っているハーブの大半が規制にかかる

ようだが、県内の販売店舗と取り締まりの状況につい

て伺いたい。 

 (2)、本県は、飲酒運転による人身事故の割合が全国

ワーストで不名誉な記録が続いている。飲酒運転が根

絶できない要因として夜型社会が指摘されるが、県警

の取り締まりだけでなく、社会全体としての取り組み

が必要ではないか。県の考えを伺いたい。 

 (3)、米国のボストンマラソンのゴール近くで起きた

爆弾テロで多くの死傷者が出たが、このような不特定

多数の市民を狙った無差別攻撃は本県でも起こり得る

と考えるが、県警の認識を伺いたい。 

 以上、皆様方の御答弁をよろしくお願いいたしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 又吉清義議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、憲法

改正に対する見解いかんという御趣旨の御質問にお答

えいたします。 

 第１に、日本国憲法は、国民主権、そして基本的人

権の尊重、平和主義を基本理念とし、広く国民に浸透

し、国民生活の向上と我が国の平和と安定に大きな役

割を果たしてきたものと考えております。しかしなが

ら、施行から66年が経過し、制定後の状況変化や現実

との乖離などの課題を踏まえ、憲法改正の国民的議論

は必要ではないかと考えております。 

 次に、沖縄振興策の推進についての中で、「骨太の

方針」などの県の取り組みについてという御趣旨の御

質問にお答えをいたします。 

 このたび、山本沖縄担当大臣を初め関係者の御提言

等により、「骨太の方針」や「成長戦略」に沖縄振興

が明記されましたことは画期的なことであります。国

が沖縄を日本経済活性化の牽引役として重要視してい

ることのあらわれでもあると考えられます。  

 沖縄県としましては、成長戦略を全庁的に分析し、

沖縄振興に資する施策を積極的に取り込むなど適切に

対応し、沖縄21世紀ビジョン実現に向けた取り組みを

加速させてまいる所存でございます。 

 次に、社会資本の整備についての御質問の中で、那

覇港の整備についてという御趣旨の御質問にお答えい
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たします。 

 那覇港につきましては、現在、国際流通港湾として

さらなる機能強化を図るため、ガントリークレーン

３、４号基の整備工事を行っております。平成26年度

完了の予定でございます。また、国際コンテナターミ

ナルの背後地に総合物流センターの整備を計画いたし

ております。そして、大型クルーズ船に対応する旅客

船バースの整備につきましては、平成21年９月から暫

定供用を開始し、平成28年度の完了予定となっており

ます。国際旅客ターミナルビルの整備につきまして

は、平成25年度の完了予定でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 又吉清義議員の御質問の知

事の政治姿勢についての中の、憲法９条の改正につい

て、私のほうからお答えしたいと思います。 

 去る大戦で悲惨な地上戦を体験した沖縄県民ですの

で、命の大切さ、それから平和のとうとさというもの

を肌身で感じていて、世界の恒久平和というものは沖

縄県民が心から望んでいるものだというふうに考えま

す。 

 憲法第９条につきましては、平和主義の理念が将来

にわたって堅持されるよう十分に議論が尽くされるべ

きであると考えております。 

 以上です。  

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄振興策の推進について

の御質問の中で、沖縄振興特別推進交付金の評価につ

いてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金については、従来の補助金

と比較をして、対象事業が広くなったことにより、離

島の交通コストを軽減する事業などの離島の定住条件

の支援や、子育て分野など県民により身近なサービス

の提供が可能となったほか、予算規模の拡大により、

国際物流拠点施設やクラウドデータセンターなど、産

業振興に資する大規模施設を加速的に整備することが

可能となっております。また、市町村においては、離

島に介護・障害者福祉サービスを行う多機能施設が開

所されるなど、定住条件の向上が図られております。

そのほか、津波避難ビルの整備など、防災・減災に向

けた取り組みも強化されており、住民生活により密着

した事業に活用されたものと認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢の中

の、憲法96条の先行改正について。 

 憲法改正については、制定後の状況変化や現実との

乖離等の課題を踏まえ、十分な国民的議論が必要であ

ると考えております。改正の手続を定めた第96条につ

いても、憲法全体の論議とあわせて、国会や国民の間

で慎重に議論がなされるべきであると考えておりま

す。 

 次に、地域福祉・医療の充実強化についての中で、

性暴力被害者ワンストップ支援センターの目的、支援

内容及び課題などについてお答えします。 

 性暴力被害者ワンストップ支援センターは、被害者

に対して産婦人科医療の提供、相談・カウンセリング

などの総合的な支援を可能な限り１カ所で提供するこ

とを目的としております。課題としましては、産婦人

科医療の行える病院との連携、相談員の育成を含めた

人材及び運営費等の確保が必要であると考えておりま

す。これらの課題を踏まえ、同センターにつきまして

は、次年度中の設置を目指して取り組んでまいりま

す。 

 次に、県警関係について、飲酒運転根絶のための取

り組みについてお答えします。 

 飲酒運転根絶に向けた対策としましては、「飲酒運

転をしない、させない、許さない」という社会風土を

つくり上げていくことが重要だと考えております。県

では、平成21年の飲酒運転根絶条例の制定を踏まえ

て、県民大会の開催や飲食店への掲示用啓発グッズの

配布など各種施策を推進しております。特に、若い世

代に交通ルールを守る規範意識を高めてもらうため

に、高校生を対象にラジオコマーシャル用の飲酒運転

根絶メッセージを募集したり、交通安全運動に積極的

に参加してもらうなど、効果的な広報啓発にも力を入

れております。 

 今後とも、引き続き飲酒運転根絶に向け、粘り強く

取り組んでまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、集団的自衛権についてお答えいた

します。 

 集団的自衛権について、政府は我が国が国際法上、

集団的自衛権を有していることは、主権国家である以

上、当然であるが、憲法第９条のもとにおいて許容さ
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れている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必要

最小限度の範囲にとどまるべきものであると解してお

り、集団的自衛権を行使することは、その範囲を超え

るものであって、憲法上許されないと考えているとし

ております。 

 県としても、これを踏まえるものでありますが、集

団的自衛権については、我が国の外交・安全保障のあ

り方とも関連し、国民の間にもさまざまな意見がある

と承知しており、国政の場等で十分な議論を尽くす必

要があると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興策の推進につ

いての御質問の中の、自立型経済の構築に向けた基盤

整備についてお答えいたします。 

 沖縄県は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の期間であ

る10年間において、空港、港湾、道路、鉄軌道など、

産業発展に必要な基盤整備を戦略的に進め、自立型経

済の構築に必要不可欠な条件整備を図り、国際的な競

争力を強化することとしております。このため、アジ

ア・ゲートウェイを目指す那覇空港の滑走路増設、那

覇港の国際コンテナターミナル整備など国際的な交

通・物流の拠点となるインフラ整備に重点的に取り組

むとともに、離島空港や拠点港湾の整備、機能向上を

図り、人・物・資金・情報などが国境を越えて活発に

行き交う基盤づくりを進めてまいります。また、沖縄

西海岸道路の整備など幹線道路網を構築するととも

に、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に向

けた取り組みを推進し、陸上交通基盤の整備を図って

まいります。 

 沖縄21世紀ビジョン実施計画では、目標として、那

覇空港の年間旅客者数1800万人、那覇港の年間取扱貨

物量2840万トン、沖縄西海岸道路における豊見城・糸

満道路の完成供用等の指標を掲げているところであ

り、自立型経済の構築に向けた基盤整備を着実に進め

てまいりたいと考えております。 

 次に、2010年度１人当たりの県民所得についてお答

えいたします。 

 １人当たりの県民所得は、県民所得を県の総人口で

割った値となっております。2010年度において、全国

的には政府の景気刺激策もあって、リーマンショック

後の景気後退局面からの持ち直しにより、39道府県の

１人当たりの県民所得が増加しております。一方、本

県におきましては、実質で６年連続経済成長率がプラ

スとなっているものの、人口増加率が高いこともあ

り、１人当たり県民所得が伸び悩んでいる状況にあり

ます。 

 次に、行財政改革の推進についての御質問中の、中

核市移行に伴う主な移譲事務についてお答えいたしま

す。 

 那覇市の中核市移行に伴い県から移譲された主な事

務は、身体障害者手帳の交付や保育所の設置認可等の

民生行政に関する事務、飲食店の営業許可や感染症の

予防に関する措置等の保健所関連業務、産業廃棄物の

収集運搬業者や処分業者に対する措置命令等の環境行

政に関する事務、屋外広告物の条例による設置制限等

の都市計画に関する事務等となっております。 

 次に、社会資本の整備についての御質問の中の、鉄

軌道において黒字化可能とする根拠と特例制度の創設

についてお答えいたします。 

 平成23年度の内閣府調査では、一般的な整備手法で

ある施設の整備・保有から運行までを運行事業者が全

て行う上下一体方式を前提として検討を行っており、

その結果として厳しい事業採算性が示されておりま

す。そのため、県調査では、鉄軌道を含む新たな公共

交通システムの早期導入の可能性を高める観点から、

整備新幹線の整備方式を参考に、駅やレール、高架橋

等のインフラ部分を公共が整備して保有し、運行会社

は運行のみを行う公設民営型上下分離方式の特例制度

の適用を想定し検討を行いました。このような方式を

適用することにより、運行会社はインフラ整備に伴う

費用負担がなくなることから、１日当たり４万人程度

の需要があれば、運行会社の単年度黒字は可能との試

算結果を得ております。 

 特例制度につきましては、他県において戦後間もな

く国の鉄道復興５カ年計画や戦災復興都市計画等に基

づき復旧・復興が行われたのに対し、沖縄戦で壊滅し

た沖縄県営鉄道は復旧が行われていないなどの歴史的

な経緯なども踏まえ、県としては制度の創設を国に求

めていきたいと考えており、その内容については、今

年度、検討を深めることとしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働部長を拝命

いたしました小嶺でございます。 

 恒産なくして恒心なしと申しますけれども、一生懸

命、産業振興、雇用に取り組んでまいります。よろし

くお願いをいたします。 

 沖縄振興策の推進についてという御質問の中で、原

材料及び燃料の高騰に伴う県内産業、企業への影響に
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ついてという趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 中小企業者への円安の影響については、沖縄県中小

企業団体中央会が各業界に対して行った５月の景況動

向調査によりますと、食料品や繊維、印刷等の製造

業、運輸業などにつきましては、４月よりも円安の影

響により経営が厳しくなっていると報告がございま

す。 

 沖縄県といたしましては、円安の進行に伴う原油・

原材料価格の今後の動向を注視しながら、国の制度で

ございます「セーフティネット保証５号」及び県融資

制度の「中小企業セーフティネット資金」の活用を促

進することにより、中小企業の資金繰りを支援してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） ４月１日付で総務部長

を拝命いたしました小橋川健二でございます。 

 県勢発展のために誠心誠意努めてまいりたいと思い

ますので、議員各位の御指導、御鞭撻をよろしくお願

い申し上げます。 

 それでは、行財政改革プランの３年間の実績と、達

成に至っていない項目についてお答えいたします。 

 沖縄県では、平成22年度から始まる新沖縄県行財政

改革プランにおいて、38の推進項目を掲げ行財政改革

に取り組んでいるところでございます。そのうち、県

単補助金の廃止・縮小に伴う歳出の削減、職員定数等

の定員管理の適正化、未利用財産の売却促進など、31

の推進項目においておおむね計画どおりに進捗してお

り、３年間の財政効果の実績は目標額の約103億円を

上回る約141億円となっております。また、達成に

至っていない項目といたしまして、県税や貸付金等に

係る未収金の問題がありますが、長引く経済停滞の影

響等が主な理由となっております。これらの項目につ

きましては、さらなる取り組みの強化を図るなど、今

後とも目標達成に向けて全力で取り組んでまいりま

す。 

 次に、今後の財政収支の見通しについてお答えいた

します。 

 今後の財政収支の見通しは、平成25年度当初予算を

基礎として、一定の仮定のもとに試算したものであり

ます。 

 歳入面では、県税、地方消費税清算金等が一定の経

済成長を前提として増となるとともに、地方交付税、

国庫支出金及び県債が一定規模で推移することから、

全体としては緩やかな増加が見込まれております。一

方、歳出面では、人件費が退職手当制度の改正により

減少するものの、公債費が臨時財政対策債の発行によ

り増加することや、社会保障関係費が大半を占める補

助費等が高齢化の進行などに伴い大幅に増加すること

から、全体としては、歳入を上回る規模で歳出が増加

をし、今後４年間で433億円の収支不足が見込まれた

ところでございます。 

 なお、沖縄振興交付金の導入により、歳入・歳出規

模はそれぞれ増加いたしますけれども、同交付金は高

率補助であり、また交付税措置もあることから、県の

財政への影響は限定的なものであると考えておりま

す。 

 次に、那覇市の中核市移行による県の行財政への影

響についてお答えいたします。 

 那覇市への事務移譲等に伴い県中央保健所を廃止

し、全福祉保健所職員の定数417名から52名を削減し

ております。県財政への影響につきましては、歳入に

おいては地方交付税が約16億9000万円減額となる一方

で、歳出においても事務事業の移譲等により一般財源

分で約18億9000万円の減を見込んでおります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 社会資本の整備に

ついての御質問の中で、道路網の整備における今後10

年間の重点事業箇所と投資規模についての御質問にお

答えいたします。 

 県におきましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画に

基づき、道路整備を重点的に取り組んでいくこととし

ております。 

 今後10年間で重点的に整備を推進する道路事業とい

たしましては、まず国の事業として那覇空港自動車

道、沖縄西海岸道路、県の事業といたしまして南部東

道路、沖縄都市モノレール延長整備、国道449号、胡

屋泡瀬線、浦添西原線、真地久茂地線、伊良部大橋を

含む平良下地島空港線、石垣空港線などが挙げられま

す。また、道路整備の予想される投資規模につきまし

ては、事業継続箇所や数年内に事業化が予定される箇

所の概算事業費と近年の予算状況から、国・県・市町

村分合わせて、10年間でおおむね8000億円程度となる

ものと想定をしているところでございます。 

 同じく社会資本の整備についての御質問の中で、泡

瀬地区埋立事業の進捗状況と作業スケジュールについ

ての御質問にお答えいたします。 

 泡瀬地区埋立事業は、国と県が連携を図り推進して

いるもので、埋立面積95ヘクタールのうち、国が86ヘ

－ 39 －



クタール、県が９ヘクタールを埋め立てることとして

おります。平成24年度末までの進捗率は、国は埋立土

量ベースで約29％、県は事業費ベースで約14％となっ

ております。今後のスケジュールといたしましては、

国は新港地区の泊地しゅんせつ、泡瀬地区の護岸工

事、揚土工事等を実施し、平成28年度を目途に事業完

了する予定と聞いております。県は、人工海浜等の整

備を進め、平成30年度を目途に埋立工事を完了する予

定としております。 

 本事業につきましては、地元沖縄市から早期完成の

要望があることから、国や沖縄市と連携を図りなが

ら、環境に配慮して早期の完成に向け取り組んでいく

考えでございます。 

 同じく社会資本の整備についての御質問の中で、米

軍発注工事の受注状況及び受注促進を図るための支援

策についての御質問にお答えいたします。 

 昨年度、県で実施いたしました「米軍発注工事参入

支援可能性調査」によりますと、平成19年から平成24

年11月までの約６年間の発注総額は、約783億円であ

ります。そのうち、県内建設業者は22.4％の175億

6000万円を受注し、中小規模工事については、約８割

を受注しているという状況でございます。 

 県におきましては、建設業者への支援窓口である

「ちゅらしま建設業相談窓口」において、平成24年度

から米軍工事参入のための集中支援セミナー、専門家

派遣事業などを行っております。また、今年度は、県

内建設業者の海外展開を支援する沖縄建設産業グロー

バル化推進事業の中で、海外ボンド会社の活用等の検

討を行うとともに、米軍等関係機関に対する県内業者

への分離・分割発注・ボンド率減免の要請を引き続き

行い、県内業者の受注促進に努めてまいりたいと考え

ております。 

 同じく社会資本の整備についての御質問の中で、識

名トンネル工事契約問題における監査委員の勧告に係

る措置等及び再発防止に向けた取り組みについての御

質問にお答えいたします。 

 識名トンネル工事契約問題において、住民監査請求

に基づき監査委員による監査が実施され、県がこう

むった損害金の補塡のため、本件にかかわった職員及

び関係人を改めて調査の上、必要な措置を講ずること

を勧告するとされたところであります。しかしなが

ら、住民監査請求人からは、既に住民訴訟が提起され

ているところであります。このため、勧告に係る措置

については、裁判所の判断を踏まえて対応したいと考

えておりますとの通知を監査委員に行ったところであ

ります。また、再発防止につきましては、コンプライ

アンス研修の実施等による職員の意識改革、土木建築

部の内規等の見直しとその周知徹底、本庁の適正な関

与のための体制の強化などに取り組んでいるところで

あり、今年度もコンプライアンス研修を実施すること

としております。 

 県といたしましては、このような問題を二度と発生

させないよう、万全を期していく所存でございます。 

 同じく社会資本の整備についての御質問の中で、都

市モノレールの作業スケジュールと課題についての御

質問にお答えいたします。 

 沖縄都市モノレールの延長事業につきましては、こ

とし４月、インフラ部分に係る施行認可を取得いたし

ました。今年度は、実施設計や関連道路の用地取得及

び支柱工事を実施し、平成31年春の開業に向けて事業

を推進してまいります。また、想定している課題につ

きましては、モノレール関連道路の用地取得、モノ

レール延長事業、関連事業の予算確保と進捗管理、浦

添市などによる（仮称）浦西駅周辺まちづくりとの連

携などがあるものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子ども・子育て支援

についての御質問の中で、認可保育所への株式会社参

入についてお答えいたします。 

 沖縄県内におきましては、株式会社が設置運営して

いる認可保育所はございません。平成27年度から施行

が予定されている子ども・子育て支援新制度において

は、保育需要が充足されていない地域において、審査

基準に適合している者から申請があった場合は、設置

主体を問わず、認可するものとなっております。ま

た、国においては、新制度施行前であっても、新制度

施行後を見据え、積極的かつ公平公正な認可制度を運

用するよう各都道府県に対し通知がなされておりま

す。 

 県としては、各市町村に対し、同通知の趣旨につい

て周知を図ったところであり、今後、保育の実施主体

である市町村の意向を踏まえながら、適切に対応して

まいります。 

 次に、防音対策事業の補助対象地域内の認可外保育

施設数についてお答えいたします。 

 国の防音対策事業において、住宅防音工事の補助対

象区域内の認可外保育施設数は、平成25年４月１日現

在で97施設となっております。 

 次に、認可外保育施設が防音工事の補助対象外に

なっていることについてお答えいたします。 
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 認可外保育施設については、認可保育所と同様に、

児童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保す

る必要があると認識しております。そのため、沖縄県

では、認可外保育施設を防音対策事業の補助対象施設

とするよう、国に要請したところであります。次年度

には実現できるよう、国に働きかけてまいります。 

 次に、保育所用地としての国有地活用についてお答

えいたします。 

 本県においては、国有財産の活用に関する厚生労働

省からの通知を受け、各市町村に対して周知を図った

ところであります。今後も、県内の国有財産を所管す

る沖縄総合事務局と連携を図りながら、保育所用地と

しての国有財産の活用を市町村に働きかけてまいりま

す。 

 次に、地域福祉・医療の充実強化についての御質問

の中で、障害者総合支援法の施行に伴う対象者総数と

周知についてお答えいたします。 

 平成25年３月末現在、障害者手帳の交付総数は10万

4496件、障害福祉サービスの利用者数は１万3133人と

なっております。障害者総合支援法の施行により、

130疾患の難病患者等が新たに障害福祉サービスの対

象となります。福祉サービスを受けるためには、対象

者からの申請に基づき、各市町村で支給決定が必要と

なるため、現時点では、その総数を把握することは困

難な状況にあります。対象者に対する周知について

は、県広報誌や新聞、ホームページ等での広報を行っ

ております。また、各市町村においても、広報誌やポ

スター、パンフレット等により周知を図っておりま

す。 

 次に、県内における患者発生状況とワクチン接種の

普及啓発についてお答えいたします。 

 県内の過去５年間の患者発生状況は、2008年に１

例、その後2011年までの３年間発生がなく、昨年は46

例の報告がありました。ことしは、１月から６月19日

までに38例の患者の発生がありました。県民に対する

予防接種の普及啓発については、ホームページやマス

コミ等を通じて行っております。また、市町村におい

ても、ホームページや広報誌への掲載、リーフレット

やポスター等により呼びかけております。 

 次に、生活保護費不正受給対策についてお答えいた

します。 

  今回の生活保護制度の改正は、支援が必要な方には

確実に保護を実施するという考え方を維持しつつ、今

後とも生活保護制度が国民に信頼され、持続可能な制

度として確立されるための見直しとなっております。

このため、就労による自立の促進、不正受給対策の強

化、医療扶助の適正化などを行うこととなっておりま

す。 

 県としましては、法律上認められた保護の申請権を

侵害しないことはもとより、侵害していると疑われる

ような行為自体も厳に慎むべきであると考えており、

今後とも各実施機関に対しそのような周知を図ってま

いります。 

 次に、県警関係についての御質問の中で、違法ド

ラッグの取り締まり状況についてお答えいたします。 

 沖縄県内の違法ドラッグを販売していると疑われる

店舗の数は、平成24年１月末現在で24店舗でしたが、

平成25年５月末現在では７店舗と大幅に減少しており

ます。また、平成24年１月から12月までの間に、違法

ドラッグによると思われる救急搬送事例は40件で、10

代、20代の若年層が全体の７割以上を占めておりま

す。このようなことから、県では、販売店舗に対し、

県警と合同で立入検査を実施するなど、指導・取り締

まりを強化するとともに、学校等において薬物乱用防

止に関する講習会を行っております。 

 県としましては、今後とも県警等関係機関と連携

し、薬物乱用防止対策を講じていくこととしておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 地域福祉・医療の充

実強化についての御質問の中で、病院事業局の職員の

増員等についてお答えいたします。 

 病院事業局職員定数の増員については、産科・小児

科の医師やリハビリ等のコメディカルなど、県立病院

の役割を踏まえ、医療提供体制の確保を図る観点か

ら、必要な全職種を対象に関係機関と調整を行ってい

るところです。また、その中で北部病院への７対１看

護体制の導入についても、収支見込み等に関してより

詳細な分析を行いながら、引き続き調整を行っていく

こととなっております。病院事業局としましては、で

きる限り早い時期に医療提供体制に応じた必要な定数

の確保を図りたいと考えております。 

 次に、県立八重山病院の建てかえまでの作業工程、

建設場所等についてお答えいたします。 

 新八重山病院の建設については、現在基本構想を策

定しているところであり、2014年度に基本計画を策定

した後、基本設計・実施設計を行い、2016年度に工事

に着手し、2018年度に開院したいと考えております。

また、新病院の建設場所については、離島における県

立病院の果たしている役割や機能を踏まえ、救急搬送
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や患者の利便性、災害時における安全性などを考慮し

選定することとしており、諸外国との交流拡大も見据

え、新病院の建設に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） ４月５日付で警察本部

長を命ぜられました笠原でございます。県民の安全・

安心を確保するため全力で取り組んでいく所存であり

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、県警関係についての御質問の中で、米国

のボストンマラソンでの爆弾テロに関し、国際テロに

対する県警察の認識についてお答えをいたします。 

 我が国は、アルカイダを初めとするイスラム過激派

から、米国の同盟国としてこれまでたびたびテロの標

的として名指しをされていることなどから、我が国に

対するテロの脅威があるものと認識をしております。

このような情勢を踏まえ、県警察におきましては、テ

ロリストを国内に入れない、拠点をつくらせない、テ

ロを起こさせないとの観点から、テロを未然に防止す

るため各種対策に取り組んでいるところであります。 

 具体的には、関係機関と連携しつつテロ関連情報の

収集に努めるとともに、多数の人が集まるイベントに

おける主催者と連携した対策の実施、重要施設の警戒

警備、テロ対処能力向上のための体制の整備と装備資

機材の充実強化等に努めているところであります。ま

た、爆弾を使用したテロを未然に防止する観点から、

爆発物の原材料を取り扱う事業者に対する指導等にも

努めているところであります。 

 県警察といたしましては、今後ともこれらの各種対

策を強力に推進し、テロの未然防止を図っていく所存

であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 又吉清義君。 

   〔又吉清義君登壇〕 

○又吉 清義君 では、２点ほど再質問をさせていた

だきたいと思います。 

 確認と考え方についてなんですが、まず１点目で

す。 

 行財政改革の推進ということなんですが、先ほど努

力をなさって103億の数値目標から141億円も削減でき

たと、これは非常にすばらしいことだと私は思いま

す。その中で、削減方式なのかなと思うんですが、そ

れ以外にもう一度やはり県民挙げて、お互いこの無

理、無駄を省く努力という意識づけもしていただきた

いなと。 

 例えば、学校現場でどういうのがあるかといいます

と、各学校、年ごとに月ごとに同じ生徒数、同じ規模

で光熱費にえらいばらつきがあります、ばらつきが。

これは埼玉県で実際にあった実例なんですが、過去５

年間の維持管理の平均をとって、その平均よりも削減

できた学校には、その削減できた分を還元するんだ

と、皆さんに備品代としてですね。生徒みずから学校

みずからそういった努力もしていただきたいという、

そういった意識づけもぜひ検討していただきたいな

と。やはり教育たるもの非常にお金がかかるものです

から、やっぱりその学校現場でも光熱費に関して各学

校、同じ生徒数、同じ規模で非常に毎年そして毎月の

ばらつきがかなり大きいと。去年の同じ月とことしの

同じ月も同じ金額でないのは確かでございます。調べ

てみたらすぐわかると思います。そういった努力をぜ

ひ教育長、学校現場と話し合って姿勢というんですか

その施策も出して話し合っていただけませんかという

ことが１点目と、次は、今部長からもありましたが、

県立八重山病院、実をいいますと文教厚生委員会で５

月に視察に参りました。やはりかなり老朽化していろ

いろな弊害が出ております。ですから、それをまた皆

さん方も十分御承知のとおり2016年度着工、2018年開

業ということなんですが、やはり一日も早く急務なこ

とだと思います。ぜひ部長、その辺はまた2014年から

基本計画をしてそれに向けて取り組んでいる御尽力は

大いに感謝いたします。しかし、もっともっと早くで

きる方法等がないかぜひ努力をなさって、何も2018年

の開業にこだわるのではなく、一日も早い開業を目指

して努力していただきたいんですが、その２点につい

てもう一度御答弁をお伺いしたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時33分休憩 

   午後２時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 再質問にお答えいたしま

す。 

 御指摘の学校現場での電熱費等の節減につきまして

は、現在あき時間等の節減等に努めているところでは

ありますけれども、御指摘のとおり現場によっていろ

いろ違いがあるのは確かでございます。今後とも学校

現場といろいろ協議をいたしまして、それから電熱費

の節減等いろいろなエコ活動にも努めてまいります。 
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立八重山病院の建

てかえのその作業工程の短縮についての再質問にお答

えいたします。 

 八重山病院は、同圏域における中核的病院として地

域の医療確保に大きな役割を果たしており、病院事業

局としてもその整備充実は急務であると認識している

ことから、専門家の意見も取り入れながら、できるだ

け早い時期にできるよう取り組んでいきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん こんにちは。 

 社民・護憲ネットを代表して質問を行います。 

 １、沖縄戦全戦没者追悼式で初となった外務・防衛

両大臣の出席、慰霊の日の総理との会談について所感

を伺います。 

 ２、知事公約の「県外移設」について。 

 県研究員による「移設可能な候補地35カ所」は県の

公式見解か。候補地選定の基準、比較優位性をどのよ

うに検証したか伺う。 

 「候補地」とは普天間基地の輸送機能のみを移設す

る先か。在沖海兵隊の機能全体をパッケージで移設す

ることも可能であると判断して選んだものか。 

 日本政府にも送付する考えか。 

 名護漁協から埋立同意書が提出されたことについて

知事の所感を伺います。民意の動きについて、知事は

辺野古移設反対の声はなお圧倒的だと感じているか。 

 知事を支持する２人の国会議員が選挙公約である

「県外」を撤回したことについての所感、知事公約実

現への影響を伺います。 

 自民党参議院マニフェスト「辺野古移設」について

知事の所感を伺います。 

 ３、辺野古埋立申請手続について。 

 形式審査が終了していたのであれば、県議会代表質

問の前に公告・縦覧を行うことが望ましいと考えてい

ましたが、知事の判断はどうだったか。また、内容審

査に要する期間、免許の意思決定の時期について見通

しを伺う。 

 県が補正を指示した項目については、県民が知るべ

き重要な情報である。補正前、補正後の内容が比較で

きるよう県民に公開されたい。 

 審査の基準となるのは「公有水面埋立実務ハンド

ブック」と「公有水面埋立実務便覧」の２つか。実務

ハンドブックには「埋立不実施も含む代替案の比較検

討」が求められている。措置されたか。 

 土砂の調達について、県内からの調達量はどれほど

と見込まれるか。調達場所はどこか。 

 政府は、代執行や特措法制定などは「検討していな

い」旨答弁している。不承認の場合、埋立事業はその

まま中止に向かうと考えているか。 

 最終的な知事の判断は、何に基づいてなされるのか

判断基準を伺います。 

 ４、米軍Ｆ15戦闘機墜落事故と訓練再開について。 

 事故原因が解明されない中、米軍の安全宣言を受け

入れ飛行中止すら求めない防衛省、外務省の対応につ

いて知事の見解を伺います。 

 県は、米軍訓練水域、訓練空域が県民の安全と経済

活動にどれだけ損失を与えているか実態を調査してい

るか。返還、解除を正式に要求しているのか伺いま

す。 

 嘉手納基地周辺の騒音被害は増大悪化の一方ではな

いか。騒音実態を伺います。 

 ５、オスプレイの違反飛行と追加配備に知事はどう

対応するか。 

 ６、沖縄市内米軍跡地のドラム缶について。 

 退役米軍人の証言など、沖縄への枯れ葉剤持ち込み

の疑念は強まるばかりである。県の主体的な調査を求

めます。 

 (2)、ドラム缶が発見された土地の履歴を明らかにさ

れたい。使用履歴と遺棄されたドラム缶、ダウ・ケミ

カル社との関係はどのようなことが想定されるか。異

臭の原因物質は何だと考えられるか。 

 土壌汚染対策法やダイオキシン類対策特別措置法な

どの既存法は、使用履歴さえ判明しない米軍基地跡地

の開発をそもそも予測していない。今後相当な規模の

返還が予定される中、国や米軍に提起すべき課題を伺

います。 

 調査の手順や分析項目、調査機関の選定については

住民に説明し透明性を確保されたい。第三者の検証に

耐え得るサンプル検査の実施、工事現場全体の調査の

必要性についても伺います。 

 工事請負の作業員、関係者の健康調査を速やかに実

施すること。また、待機費用等の補償についても不安

のないよう対応されたい。 

 米軍基地跡地に起因する問題として、調査や補償に

係る経済的負担は最終的に国の責任であることを担保

するよう求めます。 

 ７点目、与那国への自衛隊配備について知事の見解
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を伺います。 

 「自衛隊誘致は経済対策」とする考え方に県知事と

して賛同するか。 

 ８、日台漁業取決め、日中漁業協定について。 

 (1)、沖縄の漁業、漁場を取り巻く現状認識を伺う。 

 安倍首相は日台漁業取決め締結後、「アジア地域の

安全保障環境に大きな前進だ」と答弁したがそのとお

りか。県漁業関係者がこうむる損失、経済主権への侵

害を県はどのように主張してきたのか。結果、問題は

どう整理されたか。 

 日台双方の交渉の責任者は誰か。県の役割は何か。

県漁業者の権利と県益は誰が担保し、どのような「操

業ルール」を確立するのか。 

 次回交渉の時期と議題を伺う。交渉のタイムリミッ

トはあるか。 

 県の基本姿勢として、県民の頭越しに締結された両

協定については破棄し、再交渉するよう国に求めるべ

きではないか。 

 ９、21世紀ビジョン及び一括交付金の評価につい

て。 

 ビジョン実現に向けた事業評価のシステムとＰＤＣ

Ａの取り組みを伺う。あわせて24年度の執行率、25年

度の交付確定状況について伺う。 

 10、随意契約について。 

 包括外部監査人は、委託料の契約実態について、入

札をしない随意契約が委託契約全体の78.2％にも上り

圧倒的に多いことを指摘している。指摘に対する県の

見解を伺う。 

 (2)、県が競争入札に適しないとした委託契約のう

ち、23年度、24年度の上位３位までの額と契約者を示

されたい。 

 11、県職員の天下りについて。 

 退職した県職員が役員等に就任している団体の数に

ついて、過去３年の推移を伺う。また、同一人のわた

りの最多は何団体目になっているか伺う。 

 12、急激な円安による県経済への影響と対策につい

て。 

 飼料、燃料等の価格高騰により深刻な影響を受けて

いる産業、県経済への影響をどのように把握している

か、実態と対策を伺う。 

 13、離島航空路線の安定確保について。 

 那覇―久米島線の頻繁な欠航の理由は何か。不安定

な運航や減便による流通、経済活動など島への影響は

どうか。離島航空路線の安定確保に関する県の責務と

緊急を要する課題への取り組みを伺う。 

 14、認可外保育施設の防音対策助成について。 

 児童福祉法の理念に照らし、今日なお認可外保育施

設が国の防音工事助成事業の対象外とされていること

について、県はどう考えるか。 

 防音対策されるべき認可外保育施設の数。何市町村

に立地しているか。県としてその適用基準はどうある

べきとの認識か。 

 その他、福祉施設等において本来対象とされるべき

施設が除外されている例はないか。 

 今後の国との交渉について伺う。認可外保育施設を

対象外としてきた「防衛施設周辺の生活環境の整備等

に関する法律施行令」の改正についてもあわせて求め

るか。 

 15、学校施設の防音対策に伴う稼働維持費の助成適

用期間について。 

 爆音被害の実態に即し通年適用するよう求めてきた

が、何らかの改善があったか、従来と改正後の期間に

ついて伺う。適用されない月においても到底爆音が軽

減されている状況になく、教育現場には年中著しい支

障がある。通年適用へのさらなる改善を求める。 

 16、児童虐待の実態と児童相談所の相談体制につい

て。 

 児童虐待に関する相談の推移、児童福祉司１人当た

りの対応件数、体制面の課題を伺う。 

 (2)、虐待相談を受ける市町村の担当職員のうち、児

童福祉司の有資格者はどれほどか。兼務や非正規など

の実態と課題を伺う。 

 (3)、「情緒障害児短期治療施設」の設置について、

その後の進捗を伺う。 

 17、ワンストップ支援センターについて。 

 開所に向けた取り組み、ニーズの高い「病院拠点

型」の可能性と課題を伺う。 

 県警における専門性の発揮と女性警察官の増員につ

いて見解を伺う。 

 ＤＶ、ストーカー、児童虐待について本県の特徴と

課題を伺う。 

 18、国による沖縄戦の被害実態調査について。 

 国は沖縄戦の被害を調査したことがあるか。 

 沖縄戦の被害実態について国はどのように把握して

いるか。沖縄戦による死者数、一般住民の被害者数、

被害面積や損害額についても伺う。 

 沖縄戦体験者の心の傷はいまだ癒えていない。ＰＴ

ＳＤ発症リスクや現在も米軍基地が集中することによ

る二次被害など専門家からの指摘もあり、これらを含

め沖縄戦の被害は続いている。沖縄戦被害の実態を主

体的に調査し把握するよう国に求めよ。 

 19、県立病院事業について。 
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 県立八重山病院の建てかえに向けた進捗、計画を伺

う。 

 本議会に上程されている定数条例改正増の内容、そ

の必要性、病院経営への影響を伺う。 

 20、子宮頸がんワクチン接種について。 

 厚生労働省は接種呼びかけの一時中止を勧告した

が、希望者は従来どおり無料接種であり自己判断が求

められ戸惑いがある。県の方針と県民への指導につい

て伺う。 

 21、八重山教科書問題について。 

 関係３市町教委の協議再開について取り組みの進

捗、教育長の見解を伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲村未央議員の御質問にお

答えいたします。 

 第１に、沖縄戦全戦没者追悼式の御質問の中で、慰

霊の日の総理との会談についての御質問にお答えいた

します。 

 総理とは来県するたびに面談の機会をつくっていた

だいております。今回は昼食をしながらの懇談の中

で、那覇空港第２滑走路の計画であるとか、鉄軌道の

話、それからＯＩＳＴの研究能力の強化などなど、そ

の他総理と沖縄とのこれまでのおつき合いといいます

か関係についてなど、いろいろなお話をいたしまし

た。総理は無論、沖縄の基地問題、特に基地負担の軽

減や沖縄の振興について大きな関心を持っていると強

く印象を受けました。 

 次に、知事の公約の県外移設についての中で、国会

議員の県外移設公約の撤回についてという御趣旨の御

質問にお答えをいたします。  

 普天間飛行場の移設に関し、国会議員が県内移設を

容認する発言をされたことは、無論承知いたしており

ます。しかしながら、このことは議員それぞれのお考

えによるものと認識をいたしております。 

 次に、知事の公約の県外移設についての中で、自民

党参議院選挙公約についての御質問にお答えをいたし

ます。 

 普天間飛行場の移設に関し、自由民主党が参議院選

挙公約において、辺野古移設を推進するとしたことは

承知いたしております。しかし、これは自由民主党沖

縄県連は県外を求めるという方針、公約といいますか

これは変えておりませんので、自民党党内におけるさ

まざまな意見を踏まえてまとめたものと理解をいたし

ております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 県立病院事業についての御

質問の中で、職員定数条例改正の内容等についてお答

えいたします。 

 今回提案をいたしました「沖縄県職員定数条例の一

部を改正する条例」の内容は、県立病院の理学療法士

31人、作業療法士12人、言語聴覚士４人、合計47人を

増員するものであります。 

 県立病院では、急性期医療を担うことからリハビリ

をより適切に実施することで後遺症の軽減を図ること

などが求められております。土曜・祝祭日のリハビリ

実施などにより、これまで以上に患者のニーズに応じ

た手厚い医療体制の整備が図られることになります。

また、病院経営への影響につきましては、増員により

人件費などが増加する一方で、リハビリ回数の増加や

高い施設基準の取得による収益の増加もあり、一定の

収支の改善が見込まれているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 沖縄戦全戦没者追悼

式についての御質問の中で、沖縄戦全戦没者追悼式へ

の外務・防衛両大臣の出席についてお答えいたしま

す。 

 今回の外務大臣及び防衛大臣の参列については、沖

縄全戦没者追悼式の趣旨を踏まえ、さきの大戦で一般

住民をも巻き込んだ悲惨な地上戦となった沖縄の冷厳

な歴史的事実について理解を深めていただく機会にな

るとの考えから、関係省からの参列の意向を踏まえ対

応したところであります。 

 次に、認可外保育施設の防音対策助成についての御

質問の中で、認可外保育施設が防音工事の補助対象外

になっていることについてお答えいたします。 

 認可外保育施設については、認可保育所と同様に児

童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保する

必要があると認識しております。そのため、沖縄県で

は、認可外保育施設を防音対策事業の補助対象施設と

するよう国に要請したところであります。次年度には

実現できるよう国に働きかけてまいります。 

 次に、防音対策されるべき認可外保育施設数等につ

いてお答えいたします。 

 国の防音対策事業において、住宅防音工事の補助対

象区域内の認可外保育施設数は、平成25年４月１日現

在で９市町村で97施設となっております。認可外保育
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施設についても、認可保育所と同様に設備に関する工

事費のほか、関連維持費も補助対象とするよう要望し

たところであります。 

 次に、防音対策助成から除外されている福祉施設等

についてお答えいたします。 

 防音対策助成の対象となる社会福祉施設について

は、「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

施行令」第７条において、障害児入所施設など12施設

が、同施行令第12条において、児童養護施設など４施

設が対象となっているところです。なお、それ以外の

社会福祉施設について、どのような施設が対象となる

か国に照会しているところであります。 

 次に、今後の国への働きかけについてお答えいたし

ます。 

 認可保育所の防音対策については、政令を補助の根

拠としておりますが、「防衛施設周辺防音事業補助金

交付要綱」を補助の根拠としている僻地保育所の例も

あり、認可外保育施設を補助対象施設とするために必

ずしも政令の改正を必要としない場合もあると聞いて

おります。 

 県としましては、できる限り早期に認可外保育施設

への補助が実現できるよう、今後とも国に求めてまい

ります。 

 次に、児童虐待の実態と児童相談所の相談体制につ

いての御質問の中で、児童虐待相談の推移等について

お答えいたします。 

 児童相談所が対応した児童虐待相談処理件数は、平

成21年度が435件、22年度が420件、23年度が414件、

24年度が363件となっております。児童虐待について

は、児童相談所の初期対応担当の児童福祉司が対応し

ておりますが、平成24年度においては、中央及びコザ

児童相談所の各２名、計４名の初期対応職員が363件

の児童虐待相談に対応したことから、１人当たりの件

数は１年間で約90件となっております。また、児童虐

待については、早期発見・早期対応を図ることが重要

であると考えており、今後とも児童虐待等に適切に対

応するための体制強化に努めてまいります。 

 次に、市町村における児童虐待担当職員についてお

答えいたします。 

 平成24年４月１日現在、市町村で虐待相談を受ける

児童家庭相談業務担当職員は120名となっており、う

ち児童福祉司の任用資格を有する職員は25名となって

おります。また、120名の担当職員のうち、兼務職員

は65名、非正規職員は58名となっております。市町村

における児童虐待の早期発見・早期対応のためには、

引き続き専任職員、正規職員の確保など、相談体制の

充実強化を図ることが重要であると考えております。 

 次に、情緒障害児短期治療施設についてお答えいた

します。 

 情緒障害児短期治療施設については、現在、関係団

体等と意見交換を行うとともに、他県の情緒障害児短

期治療施設の視察や同施設職員との意見交換等を行う

など、条件整備における課題の整理に取り組んでいる

ところであります。 

 今後は、情緒障害児短期治療施設の運営主体の確保

に向け取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、ワンストップ支援センターについての御質問

の中で、本県のＤＶ、児童虐待の特徴と課題について

お答えいたします。 

 平成24年度における本県のＤＶ相談件数は2311件と

なっており、年々増加傾向にあります。また、保護命

令件数は、人口10万人当たり全国１位となっておりま

す。ＤＶへの対応については、広報啓発により未然防

止を図るとともに、ＤＶ被害者の状況に応じた適切な

対応を行うことが重要であると考えております。ま

た、平成24年度における本県の児童相談所の虐待相談

件数は363件となっており、全国的には身体的虐待が

最も多いのに対し、本県においてはネグレクトが多い

ことが特徴となっております。児童虐待への対応につ

いては、早期発見・早期対応が重要であると考えてお

ります。 

 次に、国による沖縄戦の被害実態調査についての御

質問の中で、国の沖縄戦被害調査についてお答えいた

します。 

 厚生労働省に確認したところ、これまで国により沖

縄戦における総合的な被害状況調査は行われたことは

ないとのことであります。 

 次に、沖縄戦による死者数、一般住民の被害者数、

被害面積及び損害額についてお答えいたします。 

 国が把握している沖縄戦における日本人の全戦没者

数は18万6500人となっており、そのうち一般県民の戦

没者数は９万4000人とされております。なお、被害面

積や損害額については調査されておりません。 

 次に、沖縄戦被害の実態調査についてお答えいたし

ます。 

 沖縄戦につきましては、さきの大戦で国内で唯一、

住民を巻き込んだ地上戦が行われた悲惨な戦争であっ

たことは広く認識されていると考えております。沖縄

県の戦後処理については、国においてしっかり対応し

ていくことが重要であると考えております。 

 次に、子宮頸がん予防ワクチン接種についての御質

問の中で、県の方針と県民への指導についてお答えい
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たします。 

 国は、子宮頸がん予防ワクチン接種について、副反

応の発生頻度等がより明らかになり、国民に適切な情

報提供ができるまでの間、積極的に勧奨すべきでない

としております。 

 県としても、国の方針を踏まえた対応を図るよう、

市町村に周知しているところであります。また、県民

に対しワクチンの効果及び副反応について、保健所や

市町村を通してリーフレット等を配布し情報を提供し

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事公約の県外移設に

ついての御質問の中で、移設候補地の選定基準、海兵

隊機能全体の移設検討及び日本政府への送付について

お答えいたします。２の(1)と(2)、(3)は関連いたし

ますので一括してお答えいたします。 

 普天間飛行場の移設につきましては、他の都道府県

の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早期に

課題を解決できる方策であると考えており、日米両政

府に対し県外移設を強く求めているところでありま

す。このため、県においては、普天間飛行場と同規模

の全国の飛行場について移設の可能性について研究を

行っているところであります。35カ所の施設について

は、調査研究の過程でその要件等について検討がなさ

れているものであり、専門家等との意見交換を通じて

その適否について討論をしているものであります。ま

た、その検討結果の活用方法についても、今後検討し

てまいります。 

 次に、民意の動きについてお答えいたします。 

 県としましては、地元の理解が得られない移設案の

実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の一日も早

い県外移設を求める考えに変わりはありません。 

 次に、辺野古埋立申請手続についての御質問の中

で、不承認の場合、埋立事業は中止されるのかについ

てお答えいたします。 

 県としては、政府の姿勢にかかわらず法令等にのっ

とり適切に審査し、結論を出したいと考えておりま

す。 

 次に、Ｆ15墜落事故と訓練再開についての御質問の

中で、墜落事故の防衛省、外務省の対応についてお答

えいたします。 

  去る５月28日に発生したＦ15戦闘機の墜落事故につ

いて、県は、翌日29日、米軍や関係機関に対し、原因

が究明されるまでの同機種の飛行中止、事故原因の徹

底的な究明と早急な公表、再発防止措置及びなお一層

の安全管理の徹底を申し入れました。それにもかかわ

らず事故から２日後に同機種の飛行が再開されたこと

は県民の不安を増大させるものであり、遺憾でありま

す。国は、県民の不安を真摯に受けとめ、事故原因の

徹底的な究明と公表、再発防止を米軍に強く求めるべ

きであると考えております。 

 次に、訓練空域・水域が県民経済に与える影響につ

いてお答えいたします。 

 本県及びその周辺には米軍の訓練水域が28カ所、訓

練空域が20カ所設定されております。沖縄県周辺海域

に広大な米軍提供水域が設定されているため、漁場へ

の制限、事故への不安、航空経路への制約があると承

知しております。なお、訓練水域については漁業損失

補償制度があり、平成23年度の補償額は約６億8000万

円となっております。 

 県としましては、鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場

の返還並びにホテル・ホテル訓練区域の一部解除につ

いては、漁業関係者の要望を踏まえ、平成20年度以降

要請を行ってきており、引き続き軍転協等と連携しな

がら、あらゆる機会を通じ求めていきたいと考えてお

ります。 

 次に、オスプレイの違反飛行と追加配備についてお

答えいたします。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に、可

能な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けるこ

とや、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内

に限り転換モードの時間を可能な限り短くすること等

を内容とした日米合意事項が公表されております。県

では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行運

用の実態について情報収集を行ったところ、318件の

合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもとに

オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等について政

府の責任で説明することを求めております。これにつ

いて、防衛省は、これまで行っている目視調査等の結

果も踏まえ確認作業を行っているとのことであり、現

時点では調査結果は示されておりません。県として

は、早急に調査結果を示すよう求めているところであ

ります。 

 また、オスプレイの追加配備については、去る６月

12日に安倍内閣総理大臣を初め関係閣僚に対し、配備

計画中止や配置分散の実施などを緊急要請しておりま

す。 

 次に、沖縄市内米軍跡地ドラム缶についての御質問

の中で、枯れ葉剤の調査についてお答えいたします。 

 枯れ葉剤については健康に重大な影響を与える可能
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性があり、県民の間に不安の声があるものと承知して

おります。このため、県では、昨年11月より市町村に

対し、枯れ葉剤に係る健康相談の情報提供を依頼する

とともに、累次にわたり沖縄駐留軍離職者対策セン

ターなど関係機関と情報交換を行っているところであ

ります。これまでのところ、市町村や関係機関から枯

れ葉剤に関する具体的な情報はもたらされておりませ

んが、県としては、引き続き関係機関との連携のも

と、情報収集を行ってまいります。 

 次に、国や米軍に提起する課題についてお答えいた

します。 

 米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月に施

行された跡地利用推進法により、国の責任において支

障の除去に関する措置が講じられることとなっており

ます。また、本年４月に統合計画が示されたことか

ら、去る６月12日に軍転協を通じ、跡地利用を効果的

かつ円滑に進められるよう、返還する施設・区域の使

用履歴、土壌・土質調査情報の提供や立入調査の円滑

な実施、支障除去措置の徹底等への配慮を政府に対し

求めたところであります。 

 次に、国の責任を担保することについてお答えいた

します。 

 沖縄市のサッカー場で米国製と思われるドラム缶が

発見された問題について、県は６月19日に沖縄防衛局

に対して、沖縄市や県と連携してドラム缶の内容物の

特定及び土壌汚染等周辺の環境調査に迅速に対応する

こと、汚染があった場合は、国の責任で徹底的に周辺

地域の汚染状況調査及び汚染物等の除去に取り組むよ

う申し入れを行っております。沖縄防衛局からは、国

の責任においてドラム缶の付着物の成分分析や周辺土

壌の汚染状況調査等を検討している旨の回答がありま

した。６月24日には沖縄市、沖縄防衛局、県の三者に

よる対策会議を持ち、調査方法や早期に対応すること

などを確認いたしました。 

 県としましては、引き続き沖縄市等と連携し、今後

の環境調査及び情報収集等、状況に応じて適切に対応

してまいります。 

 次に、与那国への自衛隊配備についてお答えいたし

ます。 

 自衛隊の配備については、我が国の防衛やさまざま

な緊急事態対応などの観点から、政府において適切に

検討されるべきものと認識しております。与那国への

自衛隊の誘致をめぐって与那国町長は、地域振興の一

つとして経済効果に言及しており、地元にはさまざま

な受けとめ方があるものと理解しております。 

 県としましては、政府において地元の意見をよく聞

き、あらゆる側面から地元の理解と協力を得るよう最

大限の努力をするべきであると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事公約の県外移

設についての御質問の中で、名護漁業協同組合から埋

立同意書が提出されたことについての御質問にお答え

いたします。 

 公有水面埋立承認申請書については、法令により権

利を有する者の同意を得たことを証する書類または同

意が得られない旨及びその事由を記載した書類の添付

が義務づけられているところであります。そのため、

沖縄防衛局が法令にのっとり漁業権を有する名護漁業

協同組合の同意を求め、これに対して同漁協は同意書

を提出したものと考えております。 

 次に、辺野古埋立申請手続についての御質問の中

で、形式審査の状況、告示・縦覧の時期、内容審査の

期間、意思決定の時期についての御質問にお答えいた

します。 

  埋立承認申請書については、形式審査を終了したこ

とから、公有水面埋立法の規定に基づき６月28日に告

示・縦覧を予定しております。また、告示後、内容審

査手続に要する標準処理期間については、おおむね４

カ月から６カ月程度と定めておりますが、今回の申請

につきましては多数の利害関係者意見が提出される見

込みであることなどから、審査期間及び意思決定の時

期についてはいまだ明確ではありません。 

 同じく辺野古埋立申請手続についての御質問の中

で、補正前、補正後の申請書を県民に公開することに

ついてお答えいたします。 

 補正後の公有水面埋立承認申請書については、公有

水面埋立法に基づき６月28日に告示・縦覧し県民へ内

容を公開する予定となっております。また、縦覧開始

後に申請書の補正部分が確認できる資料を何らかの方

法で公開したいと考えております。 

 同じく辺野古埋立申請手続についての中で、審査の

基準と埋立不実施も含む代替案の比較検討についての

御質問にお答えいたします。 

 「公有水面埋立実務ハンドブック」及び「公有水面

埋立実務便覧」は、公有水面埋立法等関係法令の内

容、主務省庁通知、法令の運用や解釈が記載された解

説書であると考えております。 

 埋立不実施も含む代替案の比較検討につきまして

は、埋め立てが環境に及ぼす影響の程度や範囲の予測

及び当該予測結果と地域において確保すべき環境保全
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水準との比較検討を行う際に留意すべき事項について

述べたもので、埋め立てによる環境影響の予測、評価

に当たっては、埋め立てをしなかった場合の環境につ

いても予測することにより、埋め立てによる環境影響

を明確にする必要があるという趣旨であるものと認識

しております。今回の申請におきましても、当該趣旨

に基づき申請書が作成されているものと理解をしてお

ります。今後実施する内容審査において、公有水面埋

立法に規定されている承認基準への適合状況を慎重に

審査してまいりたいと考えております。 

 同じく辺野古埋立申請手続についての御質問の中

で、土砂の県内からの調達量及び調達場所についての

御質問にお答えいたします。 

 埋立申請書には、埋立土砂として、山土、海砂及び

岩ズリを用いると記載されております。このうち、山

土については、約360万立方メートルをキャンプ・

シュワブ陸上部、辺野古ダム周辺から採取するとして

おります。また、海砂については、約58万立方メート

ルを沖縄周辺から購入するとしております。なお、岩

ズリについては、約1644万立方メートルを沖縄、九

州、瀬戸内周辺から購入するとしておりますが、その

内訳は示されておりません。 

 同じく辺野古埋立申請手続について、最終的な知事

の判断についての御質問にお答えいたします。 

 公有水面埋立承認申請については、公有水面埋立法

等関係法令にのっとり承認基準への適合状況、利害関

係者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総合的

に勘案し承認するか否か判断してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） Ｆ15墜落事故と訓練

再開についての中で、嘉手納基地周辺の騒音実態につ

いての御質問にお答えします。 

 県では、関係市町村と連携し、嘉手納飛行場周辺に

おいて航空機騒音の常時監視測定を実施しておりま

す。平成24年度の測定結果によりますと、依然として

14測定局中７局でＷ値（うるささ指数）による環境基

準を超過している状況にあります。 

 県としましては、引き続き航空機騒音の監視に努

め、米軍等関係機関に対し航空機騒音の軽減を強く要

請してまいります。 

 次に、沖縄市内米軍跡地ドラム缶についての中で、

土地の履歴と発見されたドラム缶についての御質問に

お答えします。 

 ドラム缶が埋まっていた土地の経緯等については、

沖縄防衛局が米軍に照会しているところであります。

また、異臭の原因物質については、沖縄市と沖縄防衛

局が実施する調査により明らかになるものと考えてい

ます。 

 同じく沖縄市内米軍跡地ドラム缶について、調査方

法の透明性と信頼性及び工事請負事業者等への対応に

ついての質問にお答えします。６の(4)と(5)は関連しま

すので一括してお答えします。 

 県と沖縄市が実施する周辺環境調査の内容等につき

ましては、既に県のホームページ上で公表しており、

調査に係る問い合わせ先もお知らせしております。ま

た、調査機関の選定につきましては、国の審査による

受注資格を持つ分析機関を選定しております。工事現

場全体の調査の必要性については、沖縄防衛局及び沖

縄市が実施する土地の使用履歴や土壌等の調査の結果

を踏まえて判断することになると考えています。工事

請負事業者等の健康調査や待機費用等の補償について

は、当面、沖縄市と事業者等の間で協議されるものと

考えております。 

 次に、ワンストップ支援センターについての中で、

ワンストップ支援センター開所に向けた取り組み等に

ついての質問にお答えします。 

 県では、性暴力被害者ワンストップ支援センターの

開設に向け、医療関係機関、相談支援機関等を構成員

とする検討会議を平成25年５月に設置したところであ

ります。同会議の中では、産婦人科医療の行える病院

との連携、相談員育成を含めた人材及び運営費の確保

が課題として挙がっており、今後、検討を重ねていく

こととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 日台漁業取決め、日

中漁業協定についての中の、沖縄の漁業、漁場を取り

巻く現状認識についてお答えいたします。 

 本県の沿岸域は、サンゴ礁が発達した広大な浅海域

が形成され、サンゴ礁性の魚介類を対象にさまざまな

漁業が営まれております。また、沖合域はマグロ類や

ソデイカ、マチ類などの好漁場が形成されておりま

す。しかしながら、沖縄本島とその周辺離島の沿岸域

及び太平洋側の沖合水域では、日米地位協定に基づく

広大な米軍訓練水域が設定されているため漁業が制限

されるとともに、漁場間の移動にも大きな制約を受け

ております。また、先島及び久米島の周辺水域では、

日中漁業協定や日台漁業取決めにより、中国と台湾の

漁船が自由に操業できる水域が設定されており、操業
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トラブルを恐れる本県漁船は好漁場の縮小を余儀なく

されております。本県漁業者は、これらの水域の設定

により思うように操業できない上にトラブルの派生に

不安を抱いている状況であります。 

 次に、安倍首相の答弁及び日台漁業取決めの本県漁

業への影響とその対応についてお答えします。 

 首相の答弁については、今回の日台漁業取決めの関

係について、その意図するところは承知しておりませ

ん。日台漁業取決めの合意は、好漁場の縮小を余儀な

くされるなど、本県水産業へ多大な影響があると懸念

しております。このため、県は、漁業団体と連携し、

国に対し日台漁業取決めの見直しなどを強く求めたと

ころであります。この要請に対し、国は、日台漁業取

決め締結直後であり、すぐの見直しは困難であるとし

ております。 

 県としましては、今後とも日台漁業取決めの見直し

などを粘り強く求めていくとともに、取り決め適用水

域における操業ルールを策定するため漁業者間の協議

を進めていくこととしております。 

 次に、日台漁業取決めに関する交渉責任者と県の役

割、操業ルールについてお答えいたします。 

 日台漁業取決めは、日本側の公益財団法人交流協会

と台湾側の亜東関係協会が合意し署名しております。

また、同取決めの交渉に当たっては、実質的には水産

庁と外務省が行っていることから、県としましては、

本県漁業者の権益及び安全操業を確保し、漁業秩序を

維持できるよう日台漁業委員会への漁業者代表の参加

について国に働きかけております。沖縄と台湾の漁業

者間で協議することとしている操業ルールについて

は、操業トラブルを避けることを目的とした漁具の入

れ方や漁場と時期のすみ分けなどの操業方法を取り決

めることを想定しております。 

 次に、次回の交渉についてにお答えいたします。 

 第２回の日台漁業委員会は、沖縄と台湾の漁業者間

会合の進捗状況を踏まえて開催されることとなってお

ります。議題は、「取り決め適用水域における操業

ルールについて」になると想定しております。なお、

交渉にタイムリミットは設けられていないと認識して

おりますが、漁場での操業トラブルを避けるため、早

急に操業ルールを策定する必要があると考えておりま

す。 

 次に、日台漁業取決め及び日中漁業協定の破棄につ

いてお答えいたします。 

 本年４月10日に合意された日台漁業取決めは、沖縄

からの要望が反映されず、台湾側に大幅に譲歩した内

容となっております。また、平成12年に発効された日

中漁業協定では、北緯27度以南の先島及び久米島の周

辺水域において中国漁船が自由に操業できる内容と

なっております。このため、本県漁業者の権益及び安

全操業を確保し、漁業秩序を維持できるよう、国に対

し日台漁業取決めの見直し及び日中漁業協定に関する

外務大臣書簡の破棄を強く求めてきたところでありま

す。 

 今後とも、漁業団体と連携し、国に対し粘り強く見

直しを求めていくこととしております。 

 次に、急激な円安による県経済への影響と対策につ

いての中の、飼料価格高騰の実態と対策についてお答

えします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え急激な円安の影響を

受け、畜産経営は極めて厳しい状況となっておりま

す。本年４月から６月期の配合飼料価格はトン当たり

６万650円であり、前年同月期と比較すると、トン当

たり約3150円高騰しております。配合飼料高騰対策と

しては、国の「配合飼料価格安定基金」があり、価格

高騰時に一定の要件のもと、補塡金を交付しておりま

す。加えて、国は緊急措置として、通常補塡基金の生

産者負担分の助成を決定しております。 

 県としましては、これら国の支援策の動向を踏まえ

つつ、畜産経営の安定化に向けて独自に支援できない

か検討してまいります。 

 次に、漁船の燃油高騰の実態と対策についてお答え

いたします。 

 近年の原油価格高騰に加え急激な円安の影響を受

け、漁船の燃油価格は平成21年６月の１リットル当た

り54円から、平成25年６月には84円と約57％上昇して

おり、県内漁業者の経営を圧迫しております。このた

め、県では、国及び漁業団体と連携し、漁業経営セー

フティネット構築事業の活用による燃油高騰対策に取

り組んでいるところであります。今回、同事業は最近

の燃油高騰を踏まえ、燃油価格が１リットル当たり95

円を超えた場合、漁業者の負担が軽減されるなど、内

容が拡充されたところであります。 

 県としましては、同事業の周知と加入促進に努める

とともに、燃油価格の動向を注視しながら、漁業者及

び漁業団体の要望や他県の状況等も踏まえ、漁業者の

経営安定を図るための対策について検討してまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 21世紀ビジョン及び一

括交付金の評価についての御質問の中の、ビジョン実
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現に向けたＰＤＣＡの取り組みについてお答えいたし

ます。 

 沖縄県は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の着実な推

進を図るため、Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実施）、Ｃ

ｈｅｃｋ（検証）、Ａｃｔｉｏｎ（改善）のいわゆる

ＰＤＣＡサイクルを導入したところです。現在、平成

24年度の取り組みについて、進捗状況や成果指標の達

成状況を取りまとめるとともに、推進上の留意点など

の内部要因や社会経済情勢の変化などの外部環境、事

業スキームなどの改善余地の検証、これらに対する改

善案の検討などの作業を進めているところです。検証

結果については、夏ごろをめどに県民に公表するとと

もに、次年度の予算要求等への活用を図りたいと考え

ております。 

 次に、沖縄振興特別推進交付金の市町村分の執行率

等についてお答えいたします。 

 平成24年度の沖縄振興特別推進交付金の市町村分の

執行状況については、予算額303億円に対して執行額

は140億8272万円、繰越額は152億7242万1000円で、執

行率は46.5％となっております。また、平成25年度の

市町村分については、５月30日付で内閣総理大臣より

223億1036万7000円の交付決定を受け、同日付で各市

町村に対して通知したところであります。平成25年度

の市町村の事業執行に当たっては、事業効果の早期発

現に向けて円滑な事業執行に努めるよう、市町村に対

して助言を行っているところであります。 

 次に、急激な円安による県経済への影響と対策につ

いての御質問の中の、燃料の価格高騰による影響につ

いてお答えいたします。 

 近年の原油価格高騰に加え急激な円安の影響を受け

た県内の船舶燃料価格は、平成24年６月の１リットル

当たり79.5円から、平成25年６月には86円と約９％上

昇しております。また、県内の軽油価格は、平成24年

６月の１リットル当たり123円から、平成25年４月に

は133円と約８％上昇しております。県では、住民の

生活に不可欠な離島航路及びバス路線の維持確保のた

め、航路運営、路線運行に伴い生じた欠損に対して、

国・市町村と協調して補助をしているところであり、

本制度においては、燃料価格上昇に伴い生じた欠損も

含めて補助することとしており、県としましては、今

後とも離島航路及び生活バス路線の維持確保に取り組

んでまいります。 

 次に、円安による県経済への影響についてお答えい

たします。 

 最近の円安などを背景に、観光については、平成25

年第１・四半期の入域観光客数が前年同期と比べて

6.5％増加するなどプラスの影響が見られます。一方

で、輸入価格の上昇による県経済へのマイナスの影響

も懸念されます。 

 沖縄県としましては、県経済への影響について、今

後とも注視するとともに適切に対応してまいります。 

 次に、離島航空路線の安定確保についての御質問の

中の、那覇―久米島路線の安定確保についてお答えい

たします。 

 那覇―久米島路線については、平成25年６月21日か

ら12月末までの間、ＲＡＣの減便が計画されておりま

す。減便の要因としましては、ＲＡＣのパイロットに

他社への転職等による欠員が生じ、運航体制の維持が

困難となり、減便せざるを得ない状況に至ったための

措置と聞いております。ＲＡＣの減便期間中について

は、久米島町民の生活や経済活動への影響が生じない

よう、ＪＴＡが増便を行い提供座席数や貨物搭載容量

を確保することとしております。しかしながら、離島

にとって航空路線は島民の生活路線としての役割のみ

ならず、産業振興を図る上でも極めて重要であり、安

定的な運航が確保される必要があることから、県とし

ましては、航空事業者の運航体制の確保に向けた取り

組みの強化を要請したところであります。また、県、

離島関係市町村長及び航空事業者で構成する「沖縄県

離島航空路線確保維持協議会」を早急に開催し、久米

島路線における減便への対応のみならず、他の離島の

航空路に係るさまざまな課題の改善に向け取り組むこ

ととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） まず、21世紀ビジョン

及び一括交付金の評価についての中で、沖縄振興特別

推進交付金の県分の執行率等についてお答えいたしま

す。 

 平成24年度沖縄振興特別推進交付金事業の県分の執

行状況につきましては、最終予算額610億円に対しま

して執行額が451億9303万円、繰越額が115億4189万円

で、執行率は74.1％となっております。また、平成25

年度事業につきましては、５月30日付で内閣総理大臣

より、当初予算に計上した全事業474億1126万円につ

いて交付決定を受けております。 

 県としましては、事業の効果が早期に発現できるよ

う、交付金事業の円滑な執行に取り組んでまいりま

す。 

 次に、随意契約についての中で、包括外部監査人の

指摘に対する見解についてお答えいたします。 
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 地方公共団体が締結する契約につきましては、一般

競争入札が原則とされておりますが、契約金額が少額

であるもの、その性質または目的が競争入札に適しな

いものなどについては、地方自治法及び同法施行令の

規定により随意契約によることができるとされており

ます。委託料に係る随意契約につきましては、関係法

令等に基づき適正な契約事務がなされているものと考

えておりますが、包括外部監査人からは、例外的であ

るはずの随意契約が大きな割合を占めていること、一

部の契約について随意契約の要件を満たしていないの

ではないかなどの監査意見が示されているところであ

ります。 

 県としましては、今後、当該意見の内容を十分に精

査した上で適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 同じく随意契約についての中で、競争入札に適しな

い、競争入札だと不利とした委託契約につきましてお

答えいたします。 

 県が締結した委託契約のうち、契約額上位３位まで

の契約額及び契約者は、平成23年度においては、沖縄

県土地開発公社と締結した用地取得及び物件保証業務

委託のうち街路事業に係るものが31億9855万3000円、

道路事業に係るものが26億7895万円、沖縄観光コンベ

ンションビューローと締結した沖縄観光振興強化事業

の委託が13億6364万4000円、平成24年度につきまして

は、沖縄観光コンベンションビューローと締結した沖

縄観光戦略的誘客活動推進事業委託が48億3444万9000

円、沖縄県土地開発公社と締結した用地取得及び物件

保証業務委託のうち街路事業に係るものが34億6925万

円、道路事業に係るものが22億1010万円となっており

ます。 

 次に、退職した県職員の再就職している団体の数等

についてお答えいたします。 

 「公社等の指導監督要領」に基づき毎年公表してお

ります公社等の常勤役員への県退職者の就任状況は、

平成22年度８団体、平成23年度８団体、平成24年度９

団体となっております。また、平成22年度から平成24

年度までの過去３年間において、複数の公社等の常勤

役員に就任した者はおりません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 学校施設の防音対策に伴

う稼働維持費の助成適用期間についての御質問で、改

正後の適用期間についてお答えいたします。 

 学校施設の防音対策につきましては、防衛省所管の

補助金を活用して実施しているところです。これまで

５月から11月までの７カ月間としていた補助対象期間

が、本年度より３月から11月までの９カ月間に拡大さ

れ、２カ月間延長されたところであります。 

 県教育委員会としましては、学校現場の状況等を踏

まえ、教育活動に支障がないよう、今後とも適切に対

応していきたいと考えております。 

 次に、八重山教科書問題についての御質問で、八重

山教科書の進捗についてお答えいたします。 

 同課題につきましては、当該３市町教育委員会が主

体的に取り組み解決していくべきものと考えており、

現在、私自身が直接３市町教育長と話し合い、同一の

教科書が採択できるよう再協議を促しているところで

す。なお、本日、第１回目の八重山採択地区協議会が

開催されると聞いております。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き３市町

教育委員会それぞれの立場を尊重しつつ指導助言を行

い、同一の教科書採択の実現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） ワンストップ支援セン

ターに関する御質問の中で、県警における専門性の発

揮と女性警察官の増員についてお答えをいたします。 

 本年４月１日現在、本県の女性警察官は160名と

なっており、そのうち育児休業、休職者を除く144名

の女性警察官が警察本部及び各警察署に配置をされ、

男性警察官と同様に刑事部門や交通部門等の各部門に

おいて勤務をしております。また、女性警察官として

の能力や特性を生かすべく多くの女性警察官がＤＶ、

ストーカー対策指定要員、被害者支援要員等に指定を

されております。 

 女性警察官の採用拡大につきましては、年間12名を

計画的に採用し、平成32年度には全警察官に占める割

合を現在の6.2％（160名）から8.2％（211名）まで拡

大する計画を推進しているところであります。さら

に、先般、警察庁において開催された「警察における

女性の視点を一層反映した対策の推進に関する検討

会」の報告を踏まえて、女性の力をより積極的に取り

込む等の警察運営を今後とも計画的に推進してまいり

たいと考えております。 

 次に、本県のストーカーの特徴と課題についてお答

えをいたします。 

 平成24年中、県警が受理をいたしました本県のス

トーカー事案の相談件数は88件で、一昨年より19件減

少をしているところであります。この件数は、人口10
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万人当たりで全国平均を大きく下回っておりますが、

この種事案は潜在化していることも考えられるため、

いかに早期に相談を受けるかが課題であり、関係機関

と連携した広報啓発活動等を推進しているところであ

ります。また、この種事案の特徴といたしましては、

当事者の行動等に伴い事案の状況や危険性が刻々と変

化し、重大事件に発展する危険性があることでありま

す。このため、県警察といたしましては、これまでも

被害者の安全確保を最優先とした各種対策を講じてま

いりましたが、他県において警察部門間及び関係警察

との連携不足が指摘をされたことから、生活安全部の

安全・安心統括官を本部司令塔として指定をするとと

もに、警察庁においても警察署長を司令塔としてこの

種事案に迅速・的確に対応しているほか、他府県警察

との積極的な情報交換も推進しているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立病院事業につい

ての御質問の中で、八重山病院建てかえの進捗、計画

についてお答えいたします。 

 新八重山病院の建設については、機能・役割、診療

体制などについての現状と課題の分析を行うため、県

立病院課内及び八重山病院内に検討チームを設置し、

関係機関と連携を図りながら基本構想の策定作業を

行っているところであります。作業スケジュールとし

ましては、平成26年度に基本計画を策定した後、基本

設計・実施設計を行い、平成28年度に工事に着手し、

平成30年度には開院したいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん まず、ドラム缶の発見に関連して

知事にお尋ねしますが、防衛局の伝達を待っていては

一向にその使用履歴等は明らかになりません。この

際、米国に直接その情報自由法あるいは情報公開法を

駆使して、使用履歴を主体的に県が求めるという手続

をとるよう求めます。 

 それから２点目に、先ほど申し上げたように、従来

の既存法はこのような状況に対応する法では到底あり

ません。そういう意味で、今民間、専門家、第三者を

含む手続の確保、公開制、このようなことが必要では

ないかというのが大きく求められておりますので、そ

の点について仕組みづくりをぜひ検討されたい。これ

も答弁をお願いいたします。 

 それから、今県が調査を委託している民間の調査機

関、民間の会社、このダイオキシン類の調査を委託し

ている調査先を明らかにしてください。 

 それから、随意契約です。 

 事業を達成できる企業、これは特に23年度、24年度

においては一括交付金活用事業48億もの一件契約でコ

ンベンションビューローに委託をしております。事業

を達成できる企業、団体というのがこの１社しかな

い、コンベンションビューローしかないということ

を、どのように検証して随意契約に付したのかお尋ね

をします。 

 それから、48億円もの委託契約一件としてその

ビューローに丸投げしたこと、これについては適切

だったのか。また、結果、ビューローこれが元請と

なって実際の事業は民間企業に細部にわたって再受注

させていくわけですが、その間で発生したコスト、そ

してそのマージンのような手数料がビューローの運営

費になっていないかということの疑念もあります。こ

のような事業執行というのは、一括交付金の使われ方

として適切か伺います。 

 それから、知事に基地問題の中で、県外公約の中

で、２人の国会議員が公約を翻した、撤回をしたこと

について知事の公約実現への影響をお尋ねしました。

もう一度伺います。 

 それから、県職員の天下りについて。 

 通告の際にこれは公社、いわゆる公営企業それから

指定管理者も含む数値を出してくださいということで

調整したにもかかわらず、先ほどの答弁であるという

のが非常に不誠実、遺憾であります。対応をお願いい

たします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの仲村未央さんの再

質問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩

後に回したいと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後３時47分休憩 

   午後４時12分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前の仲村未央さんの再質問に対する答弁を願い

ます。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲村未央議員の再質問にお

答えいたしますが、まず自民党選出の国会議員お二人

が普天間の移設先について、県外にという考えから辺

野古へという方向に方向転換したら、知事の考えてい

る県外にという、知事の考えを実現する上でマイナス
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になるのではないかという御趣旨の御質問だというふ

うに考えますと、１つは、まずこのお二人も自由民主

党のちゃんと立派な経歴と経験を持った先生方です。

ですから、普天間飛行場の危険性を一日も早く除去す

る、そして返還を早くしてもらう。こういう点は全く

変わっておられないし、私どもも全く同じだと思いま

す。ですが、そういう中でこのお二人が自由民主党選

出の議員として今東京で活動されている中で、お二人

がどういう考えを持って考え方をこれまでと違う方向

をとられたかというのは、まだきちっと確認をしてお

りませんが、無論長い議員歴を持っておられるお二人

ですから、いろんなお考えのもとにおやりになったと

思います。そしてこれが現実に今沖縄県連と東京の自

由民主党さんの本部、そしてまた県連の中、自由民主

党の中でも恐らくいろんな議論が、考えがあるだろう

というのも私は想像できます。そういう中で、このお

二人が御自身でお考えになったということであります

から、私としてはどういうふうに変えたか、それがど

ういうふうに私の考えを進める上でプラスになるかマ

イナスになるかというのを私のほうで申し上げる立場

にはありません。 

 ですから、これは結局このお二人に内容をお聞きす

るしかないんですけれども、ただプラスの方向になる

のか、マイナスの方向になるのか、恐らくマイナスが

ないとは正直言ってこれは言えないかもしれません。

ですが、このお二人はお二人で御自身の考えでやって

おられます。そして私は、かねてから県外のほうが早

く危険性の除去そして返還につながるということを申

し上げてきましたから、その考えは私は変えておりま

せん。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 沖縄市のサッカー場跡

からドラム缶が見つかった問題、枯れ葉剤の問題につ

いて県として主体的に調査をしてはいかがかというよ

うな御提案だったと考えております。 

 まずこの枯れ葉剤の問題が、これは健康被害が万が

一見つかった場合は大変な問題になると。さらに、こ

の問題について明らかになっていない情報があるので

はないかと。その思いは恐らく議員と我が県は同じで

ございます。そのため、県は再三にわたって政府に正

確な情報の調査、公表を求めているわけでございまし

て、この動きを受けてことし３月８日に国防総省にお

いて、沖縄におけるオレンジ剤疑惑に関する調査報告

書というのが出ております。 

 この中身につきましてはこれは仮訳でございますけ

れども、米国の国防総省としては歴史的文献及び情報

を徹底的に調査したと。広範囲に及んだ調査には米国

国立公文書館等も含まれていると。結論としまして

は、沖縄におけるオレンジ剤の関連性、運搬された、

沖縄を経由して輸送された、沖縄でおろされた、沖縄

において使用されたあるいは埋蔵されたという記述、

記録は発見されなかったとこうなっているわけでござ

います。しかしながら、県といたしましてはやはり住

民の不安が大変多いということでございますので、市

町村とも連携し、何らかのそういう手がかり、そうい

う証拠がもしあるとするならば直ちに対応できる体制

をとりたいと思っております。 

 また、今般のドラム缶の問題につきましてもその調

査の結果を待ちまして、万が一そういう事態が、流出

されるような事態がありましたら直ちに対応したいと

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 沖縄市サッカー場の

ドラム缶問題に関する質問の中で、米軍返還跡地の土

壌汚染の対策については既存の土壌汚染対策法、ある

いはダイオキシン類対策特別措置法では対応できない

のではないか、何か新たな仕組みが必要ではないかと

いう質問にお答えいたします。 

 土壌汚染対策法に基づく汚染物質の除去について

は、まず土壌汚染に係る調査を土地の所有者が行いま

して、それに関してさらに汚染の除去についても土地

の所有者が行うというのが原則となっております。さ

らに、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく土壌汚

染の対策につきましては、県知事がダイオキシンに汚

染された地域指定を行い、県のほうで計画を立てて、

それに基づいて県のほうで対策事業を行うということ

になります。ただし、その費用については、事業者、

その土地を汚染した事業者から徴収するという事業者

負担法に基づき徴収することとなっております。 

 なお、今回の場合は沖縄市が土地の所有者であった

ことから、土壌汚染対策法に基づく自主調査を行って

今のところ対応しておりますが、これが民間企業の場

合、民間が土地の所有者であった場合はかなり対応が

困難になると考えております。 

 そういった意味からしても、今後返還された米軍跡

地の十数年、長い年月を経た後に見つかった土壌汚染

についての対策について、新たなスキームについて研

究してみたいと考えております。 
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 以上でございます。  

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） こんにち

は。 

 ４月１日に文化観光スポーツ部長を拝命しました湧

川です。文化とスポーツの振興とあわせまして、文化

とスポーツが連携した観光産業の振興に精いっぱい頑

張らせていただきますので、議員各位の御指導、御鞭

撻よろしくお願いいたします。 

 それでは再質問の、観光コンベンションビューロー

との随意契約の理由についてお答えいたします。 

 20年度の委託事業において、公募によらず観光コン

ベンションビューローと随意契約を行った理由につい

てですが、当事業は主にプロモーション事業で構成さ

れておりますが、プロモーション業務は観光関連事業

者と連携しながら取り組むものであり、事業者が提案

する企画の選定や事業者への助成など事業を伴うこと

から、公平中立な立場で事業者と接する必要がござい

ます。 

 次に、受託者は競争関係にある競合他社の企画内容

及び執行管理体制などの状況を知り得る状況にあり、

収支性等について事業者からの信頼を得ている必要が

ございます。 

 次に、航空会社や旅行会社、観光施設、ホテル等の

多様な事業者とさまざまな連携を行うため、事業者の

実施事業に県の施策を反映させるためのアドバイスや

コーディネートを行う機能、観光事業者全般にわたる

ネットワーク及び情報共有体制を有している必要がご

ざいます。 

 次に、沖縄観光コンベンションビューローは観光誘

致促進等により県経済の発展を図ることを目的に設立

されました、県が出資する一般財団法人であり、公的

な性格を有すること、多数の県内事業者等を賛助会員

とする団体であること、沖縄県の観光推進母体として

長年、各種観光施策の実施に取り組んできたことなど

から、これらの要件を備えた唯一の団体との認識でご

ざいます。 

 次に、県からの丸投げになっているんじゃないかと

いう御質問にお答えいたします。 

 観光プロモーション業務の実施に当たっては、広く

関係事業者と協働関係を構築する必要があるととも

に、行政の補完的機能及び業界の統括を担う機能が必

要とされることから、沖縄の観光振興の中核機関に位

置づけられている観光コンベンションビューローに委

託しているところでございます。事業の執行に当たっ

ては、県が狙いや基本方針等を示すとともに、沖縄観

光コンベンションビューローが収集した業界からの情

報や提案も踏まえ、県と沖縄観光コンベンション

ビューローの案件ごとに調整しながら展開しておりま

す。また、プロモーションは複数の業務を一体的に展

開することで効果が最大限に発揮される面もございま

すので、沖縄観光コンベンションビューローが全体を

管理しつつ、必要に応じて広告掲載やブース出店、そ

れからパンフレット製作等について事業目的に即し、

そしてより細分化した形でさまざまな専門業者に委託

することは合理的と考えております。これらのことか

ら、いわゆる丸投げに該当するものではないと考えて

おります。また、全体管理に伴う事務費等を沖縄観光

コンベンションビューローに支払うことは問題ないと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 先ほどは失礼いたしま

した。 

 県退職者が再就職している指定管理者等についてお

答えいたします。 

 県退職者が常勤役員に就任している指定管理者は、

平成22年度５団体、平成23年度４団体、平成24年度５

団体となっております。また、公営企業が１団体ござ

います。そのほか公社はございません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 答弁漏れがあります。 

 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 県が地下水、底質、

排水の委託調査を契約している会社についてですが、

これは、いであ株式会社沖縄支店となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲村未央さん。 

   〔仲村未央さん登壇〕 

○仲村 未央さん 知事、先ほどは答弁ありがとうご

ざいました。 

 半分ぐらいは何かわかったような感じもしました

が、その２人の国会議員が公約を翻したことによって

知事公約の達成が非常にマイナスの影響を受けるので

はないかというような視点でもちろん質問をしていま

すが、最終的に知事は公約は変わらないということの

発言でしたので、そのように理解をいたします。 

 そして今、環境生活部長に答弁を求めたところは答

弁なかったんですが、先ほど申し上げましたように、
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使用履歴については一向に明らかになる気配がないと

いうことであれば、やはりこれは防衛局あるいは外務

省を介さずに直接的に請求できるという仕組みがある

わけですね。アメリカの情報自由法、情報公開法のよ

うなものだということで、利害関係者、当事者かかわ

らず誰でも請求ができるということですから、沖縄中

の土地の履歴を速やかに主体的にそれをまず明らかに

させて、そこにかかわる米軍の活動がどうであったか

ということをしっかりと主体的に把握をしてほしいと

いうことについて答弁を求めたんです。 

 それから、その専門機関を入れた第三者的な目線に

よるその仕組みづくりを含めて提案をしてその答弁を

求めましたが、その点について伺います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 失礼いたしました。 

 若干御質問の趣旨を履き違えた部分がございまし

て、基本的なところで申し上げますと、やはり米軍の

この土地の返還に当たりましては、これまでも北谷町

で返された土地で油の汚染が見つかる等、さまざまな

問題が起きております。これらを踏まえ、従前から県

は軍転協等を通じて土地の使用履歴を明らかにしてい

ただきたい。さらに、返還が決まった土地、今後将来

返される土地につきましても履歴を明らかにしていた

だきたいというようなことを強く要望しているところ

でございます。 

 議員御提案の、県独自で米国の情報公開法等を活用

してはということですが、一つのお考えだと思いま

す。そういうことも含めて強く政府に求めてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

   〔崎山嗣幸君登壇〕 

○崎山 嗣幸君 社民・護憲ネットを代表しまして質

問をします。 

 まず、知事の政治姿勢についてでありますが、(1)、

安倍首相は、憲法改正の国会発議要件を緩和する第96

条改正にこぎつけ、自民党憲法草案に沿って第９条改

正をもくろむ２段階の姿勢であります。沖縄戦で悲惨

な体験をした県民は、戦前回帰を危惧し、不戦を誓っ

た平和憲法の理念を生かすことを求めております。知

事は、この歴史的史実から目をそらすことなく憲法改

正の動きに警鐘を鳴らすべきではないか、見解を伺い

ます。 

 (2)、政府は、サンフランシスコ講和条約で沖縄が本

土から切り離された４月28日に、主権回復の日として

政府式典を開催しました。沖縄戦と米軍統治を強いら

れた屈辱の思いを再び踏みにじる行為だとして政府に

激しく抗議する沖縄大会が宜野湾市の海浜公園で開催

され、１万余の県民が結集しました。知事は、政府式

典に高良副知事を出席させ、沖縄の抗議大会には出席

を見送りました。知事の見解を伺います。 

 (3)、日本維新の会・橋下共同代表は、沖縄の米海兵

隊司令官に風俗活用の提言を行いました。米軍基地が

あるがゆえの米兵による暴行事件など、筆舌に尽くし

がたい苦しみを受けている沖縄の現状を知らずして

か、人権感覚を欠いた発言は暴言であり許しがたい発

言であります。知事の見解を伺います。 

 (4)、政府は、参院選後、秋の臨時国会に「秘密保全

法案」を提出する動きをしております。国民の知る権

利、報道の自由を初め憲法の諸原理を侵害するおそれ

がある。「秘密保全法」の制定に反対し、法案の国会

提出の断念を求めるものであります。知事の見解を伺

います。 

 (5)、安倍政権の経済政策アベノミクスは金融緩和と

機動的な財政出動、成長戦略で構成し、デフレからの

脱却と日本経済の再生を目指しております。しかし、

働く者の賃金は上がらず、株価の乱高下や金利上昇、

円安で食品価格や電気料金も上がるなど、暮らしはま

すます苦しくなっているのが実態であります。知事の

見解を伺います。 

 (6)、来年４月から消費税８％の増税が予定され、そ

して2015年10月には10％の引き上げが控えており、家

計への大打撃は間違いありません。全国的にも県民所

得の低い沖縄県民には特に深刻な事態であり、消費税

増税の撤回を求めます。知事の見解を伺います。 

 (7)、安倍政権はことし３月、ＴＰＰ（環太平洋経済

連携協定）交渉への参加を表明しております。参加各

国との事前協議でも農産物の重要品目の関税例外確保

は何ら担保されておらず、ＴＰＰ参加で日本農業の壊

滅的打撃は避けられません。21分野もの規制緩和で地

域経済や国民生活の隅々に甚大な悪影響を及ぼすＴＰ

Ｐへの参加は断じて認められません。知事の見解を伺

います。 

 次に２点目でありますが、鉄軌道導入についてであ

ります。 

 県は、鉄軌道導入の調査報告書をまとめ、2015年末

にも国に事業化を働きかける方針を示しております。

調査報告書は、事業規模や採算性の問題点を整理し、

早期導入の実現化を図るものとしており、その概要を

伺います。 
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 ３、道州制導入について。 

 道州制基本法案が国会に提出される動きがありま

す。道州には、国の権限や財源が移行しふえるため、

地方分権が進むとされるが、州都が置かれる都市への

一極集中など、全国知事会では賛否が分かれ、小規模

自治体の多くが反対をしております。 

 以下、問題点を伺います。 

 (1)、道州間の格差に加え道州内格差の一層の拡大と

なり、農漁村の疲弊につながり、「選択と集中」の理

論で「地域切り捨て」にならないか伺います。 

 (2)、国民的議論も不十分なまま、拙速過ぎる導入に

問題はないのか伺います。 

 (3)、都道府県を広域的な自治体として機能強化する

など、現行二層制での分権、自治を進めるべきではな

いか伺います。 

 (4)、中央省庁を抜本的に見直し、権限・財源を一体

として地方へ移譲する分権・自治を積極的に推進すべ

きではないか伺います。 

 ４、自然エネルギーについて。 

 日本国内における太陽光の発電能力が昨年に比べ

2.2倍の530万キロワットに拡大し、ドイツを抜いて世

界一の見通しとの報道があります。急拡大の理由に、

福島第一原発事故もきっかけとなり、再生可能エネル

ギーの固定価格買い取り制度で買い取り価格が高目に

設定され、導入意欲が高まっているとのことでありま

す。しかし、沖縄県内の再生エネルギーの導入はおく

れており、化石燃料による火力発電から再生可能なエ

ネルギーをどう位置づけるのか問われております。 

 次のとおり伺います。 

 (1)、県内における新エネルギーの発電電力量の割合

は幾らか伺います。 

 (2)、大規模な太陽光や風力による電力系統への安定

化対策や、小規模離島の蓄電池を導入した実証実験の

成果はどうか伺います。 

 (3)、住宅用の太陽光発電システム導入における国・

県・市町村の補助金の実態を伺います。 

 ５、公務員給与削減について。 

 県当局は、県職員給与を来年３月までの９カ月間、

最大9.6％削減の方針を示しております。対象は、県

職員を初め警察や教職員を含め約２万4000人と言われ

ております。これは政府による復興財源化を目的に、

国家公務員給与を平均7.8％削減したので、地方にも

人件費相当分の地方交付税の削減を求めてきたからで

あります。この政府の手法は、法や制度の趣旨を無視

し、地方自治を否定することになり、多くの問題をは

らんでいます。 

 以下、問題点を伺います。 

 (1)、政府は、今回、給与削減のために地方交付税を

減額をしております。国の政策目的達成の手段として

の地方交付税の減額は、地方自治の趣旨に反するもの

ではないか伺います。 

 (2)、全国知事会、市長会、町村長会等は、独自の給

与カットなどの行財政改革に取り組んだことや、交付

税の削減が景気を冷え込ますとして国の政策に反発を

しております。このことをどう考えるか伺います。 

 (3)、公務員給与は、人事委員会勧告を受けて労使交

渉を経て決定をしていく仕組みであります。今回、こ

のシステムを無視し、国からトップダウンで地方交付

税を削減し給与削減を求めてくることは、人勧制度の

否定と地方自治への介入であり不当ではないか伺いま

す。 

 (4)、県内では那覇市など各市町村の大半が地方交付

税を政策誘導の手段として用いていることは問題があ

るとして給与削減をしないと表明しております。県内

の市町村の動向と、県も同じ立場をとるべきではない

か伺います。 

 ６番、識名トンネル問題について。 

 平成24年11月24日に公表された識名トンネル建設工

事に係る住民監査請求に対する監査結果は、国庫補助

金返還金の返還に伴う県の損害金について、工事請負

費支出相当額の５億708万７000円については監査請求

期間を過ぎているとして請求を却下したものの、利息

7177万6779円を県の損害金と判断しております。ま

た、職員の故意、過失または重過失については、過失

ないし重過失があったと認定し、請負者についても責

任の一端があるとその責任を認めています。そして、

自治法第242条第４項の規定に基づき、知事に対し、

国庫補助金の返還に伴い、県がこうむった損害金の補

塡のため、本件にかかわった職員及び関係者を改めて

調査の上、必要な措置を講ずることを勧告すると結論

づけております。 

 以下、３点は監査委員に質問をします。 

 (1)、監査委員が利息7177万6779円を県の損害金と判

断した理由及び根拠は何か伺います。 

 (2)、職員の賠償責任について、県はこの間の議会答

弁等において、職員に故意または重大な過失はなかっ

たとして、職員に賠償責任を求めることはできないと

の考え方を表明しているが、監査委員として、職員に

過失ないし重過失があったと認めた理由及び根拠は何

か伺います。 

 (3)、工期を偽装した契約に係る請負者の責任につい

て、請負者の大成ＪＶにも責任の一端があったと認定
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した理由及び根拠は何か伺います。 

 次に、知事に質問します。 

 (4)、請負者に対する工事請負代金の返還請求につい

て、県は平成24年２月議会において、請負業者に対し

て代金の返還を求めるべきではないかということにつ

いては、業者に対する追及を含めて、前向きに検討し

てまいりたいと答弁し、その後も、現在現討中である

と答弁しております。前向きに検討すると答弁してか

ら１年以上が経過をしておりますが、検討状況はどう

なっているのか。特に、請負者の責任についてはどの

ように検討されているか伺います。 

 (5)、監査委員は、地方自治法第242条第４項の規定

に基づいて、本件にかかわった職員及び関係人を改め

て調査の上、必要な措置を講じるとの勧告を行った

が、知事は職員及び関係人の調査を行ったのか伺いま

す。 

 ７、非正規雇用について。 

 改正労働法が施行され、有期雇用の「５年ルール」

が実施されました。非常勤など有期雇用の労働者が５

年を超えて勤めた場合、労働者が無期契約を申し込め

ば転換できることを定めております。しかし、雇用主

がその適用を避けようとして、反復更新は行わないと

する雇いどめの問題が起こっております。全国的には

34％、1756万人が非正規で、賃金も安価で不都合にな

れば解雇される不安定雇用の実情であります。 

 以下、問題点を伺います。 

 (1)、県内の非正規労働者の割合と人数は幾らか伺い

ます。 

 (2)、改正労働法が施行されてから１年以上たつが、

雇いどめ等、県内の実情はどうか伺います。 

 (3)、非正規の安定雇用の対策はどうしているのか伺

います。 

 (4)、非正規の労働紛争の実態と対策を伺います。 

 (5)、非正規を限定正社員にシフト化させ、安易に解

雇できるルールが策定されたら問題ではないか伺いま

す。 

 ８番、離島教育支援について。 

 (1)、離島の高校生の通学費や居住費を補助する離島

高校生支援事業の実施状況を伺います。 

 (2)、沖縄離島体験交流促進事業の実績と効果を伺い

ます。 

 (3)、離島・僻地の学習支援事業の実施状況を伺いま

す。 

 (4)、離島出身者の公設寄宿舎建設の進捗状況を伺い

ます。 

 以上であります。よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 崎山嗣幸議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、憲法改正の動

きについての御質問にお答えいたします。 

 日本国憲法は、国民主権、基本的人権の尊重、平和

主義を基本理念とし、広く国民に浸透し、国民生活の

向上と我が国の平和と安定に大きな役割を果たしてき

たものと考えております。 

 憲法改正につきましては、制定後の状況変化や現実

との乖離などの課題を踏まえつつ、我が国が築いてき

た平和主義が堅持されるよう、国会及び国民的議論が

なされるべきではないかと考えております。 

 次に、同じく知事の政治姿勢の中で、政府主催式

典、これは４・28の式典における代理出席及び沖縄大

会における欠席についての御質問にお答えをいたしま

す。 

 政府主催の式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のも

と、政府、国会議員、そして民間の代表、さらには都

道府県の代表が参加することから、いろいろな御意見

がございましたが、本県としても参加を決めたもので

ございます。そして、副知事に出席を頼みました。無

論、県民にさまざまな意見や思いがあることは十分承

知いたしておりましたが、副知事の代理出席を決めて

おります。 

 以上のようなことから、政府主催式典に抗議をする

沖縄大会には出席を見合わせたものでございます。 

 次に、公務員給与の削減についての御質問の中で、

全国知事会などの対応についての御質問にお答えをい

たします。 

 私は、今回の国の手法は、地方六団体の共同声明に

もありますように、「地域経済の再生なくして、日本

経済の再生なし」との国と地方の共通認識からも問題

であると考えております。 

 この間、全国知事会など地方六団体は、歩調を合わ

せて国に抗議・要請をし、総務大臣との間で、今回の

措置が今年度限りの臨時異例の措置であるとの確認も

行われております。このことにつきましては、私も全

国知事会の一員として、当然強くこの考えを支持いた

しているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての
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御質問の中で、消費税率の引き上げについてお答えい

たします。 

 消費税は、他の税目に比べ景気変動による影響を受

けにくく、少子・高齢化がますます進展する中で、

国・県・市町村における安定的な財源の確保等のため

その役割は重要であることから、消費税法等の一部が

改正されたところであります。改正法においては、消

費税率の引き上げを踏まえ、低所得者に配慮するため

の対策などの措置を講ずることとされております。 

 県としましては、今後も引き続き国の検討状況や対

応動向を注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、橋下大阪市長の米海兵隊司令官に

対する発言についてお答えいたします。 

 橋下徹大阪市長の米海兵隊司令官に対する発言につ

きましては、女性の人権に対する配慮を欠くととも

に、沖縄の基地問題の解決に資するものとは考えられ

ず、日ごろから米軍人による事件の防止に取り組んで

いる沖縄県といたしましては理解できないものであ

り、遺憾であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての中で、秘密保全法案に関する見解についての質

問にお答えします。 

  政府が保有する特に秘匿を要する情報の漏えいを

防止することを目的とした、いわゆる秘密保全に関す

る法制については、具体的な内容が明らかになってい

ないことから、沖縄県としましては、今後、国会及び

国民の議論の動向を注視してまいりたいと考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、アベノミクスに対する見解につい

てお答えいたします。 

 安倍政権は、強い日本を取り戻すことを最重要課題

とし、長期デフレからの脱却と持続的な成長を実現

し、雇用や給与の拡大につなげることを目指しており

ます。これにより、円安を背景とした観光客数の増

加、企業業績が回復し設備投資や賃金が上昇すること

により消費が増加することで将来的に県経済への好影

響が期待されます。一方で、輸入価格の上昇による県

民生活への影響も懸念されることから、引き続きアベ

ノミクスの影響について注視してまいります。 

 ＴＰＰ交渉参加についてお答えいたします。 

 ＴＰＰは、本県の基幹作物であるサトウキビを初め

とする農産物などの物品貿易のみならず、サービスや

投資、政府調達など幅広い分野にかかわるものであ

り、県内の関係団体から、国民皆保険制度の維持や食

の安全・安心についての懸念などが示されておりま

す。 

 県としては、農林水産分野等の懸念を踏まえ、交渉

の進展に応じた十分な情報提供に努めること及び農林

水産分野等の聖域が確保できなければ脱退も辞さない

ものとすることを求めていきたいと考えております。

また、知事を本部長とする庁内組織を立ち上げ、全庁

的に情報の収集や影響の調査等を行うとともに、今後

の対策等を協議するなど適切に対応してまいります。 

 鉄軌道導入について、県の鉄軌道導入調査報告書の

概要についてお答えいたします。 

 平成23年度の内閣府調査では、一般的な整備手法で

ある施設の整備・保有から運行までを運行事業者が全

て行う上下一体方式を前提とした検討を行っており、

その結果として厳しい事業採算性が示されておりま

す。そのため、県調査では、鉄軌道を含む新たな公共

交通システムの早期導入の可能性を高める観点から、

整備新幹線の整備方式を参考に、駅やレール、高架橋

等のインフラ部分を公共が整備して保有し、運行会社

は運行のみを行う公設民営型上下分離方式の特例制度

の適用を想定し、検討を行いました。このような方式

を適用することにより、運行会社はインフラ整備に伴

う費用負担がなくなることから、１日当たり４万人程

度の需要があれば、運行会社の単年度黒字は可能との

試算結果を得たところであります。 

 道州制導入についての御質問の中の、道州制の問題

について、３の(1)と３の(2)は関連いたしますので一括

してお答えします。 

 現在、国会提出に向け議論されている道州制基本法

案は、道州制の導入のあり方について具体的な検討を

開始することを目的とするもので、有識者らでつくる

道州制国民会議において制度内容を検討し、３年以内

の答申後、必要な法整備を行うなどの内容となってお

ります。道州制は、国の形の根幹にかかわるものであ

り、導入により国・都道府県・市町村の全てを大きく

変革するものであります。そのため、国民・県民生活

への影響が大きいことから、各界各層の幅広い議論が
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なされる必要があるとともに、その制度設計に当たっ

ては地方の意見を十分反映させる必要があると考えて

おります。 

 県としましては、国や全国知事会等の議論に参画

し、本県の地理的・歴史的事情や県民意識など幅広い

観点から、望ましい道州制の姿について積極的に検討

を進めてまいります。 

 次に、同じく道州制導入についての御質問の中の、

分権・自治に向けた取り組みについて、これは３の(3)

と３の(4)は関連いたしますので一括してお答えいたし

ます。 

 政府は、さらなる地方に対する規制緩和と権限移譲

のため、内閣を挙げて地方分権改革に取り組んでお

り、義務づけ・枠づけの見直し、都道府県から基礎自

治体への権限移譲等を内容とする第３次一括法が今通

常国会において成立するなど、一定の進展が見られる

ところであります。 

 県としましては、道州制の議論にかかわらず国と地

方の役割分担を見直し、地方の自主性・自立性を高め

ることにより、地域のニーズや特性に応じた政策決定

が可能となる自治を目指して、真の分権型社会を実現

するための改革を着実に推進しなければならないと考

えており、全国知事会等と連携し引き続き取り組んで

まいります。 

 次に、公務員給与削減についての御質問の中の、給

与削減に関する県内市町村の動向についてお答えいた

します。 

 県内41市町村において、国が国家公務員と同等の給

与削減措置を要請しているラスパイレス指数100を超

える団体は28団体あります。そのうち、那覇市は給与

削減を実施しないことを表明しております。また、名

護市は給与削減案を６月議会に提出し、昨日可決され

ております。給与削減の方向で職員団体と交渉中の団

体は石垣市、うるま市、南風原町の３団体で、給与削

減について職員団体と協議中の団体は沖縄市と今帰仁

村の２団体となっております。その他の21団体は、検

討中となっております。 

 次に、離島教育支援についての御質問の中の、沖縄

離島体験交流促進事業の実績と効果についてお答えい

たします。 

 沖縄離島体験交流促進事業は、平成22年度から沖縄

本島の児童生徒を離島に派遣し、地域の人々や児童生

徒との交流のもと、体験学習や民泊等を実施しており

ます。これまでの実績については、平成22年度は小学

生163人を５離島に、平成23年度は小学生558人を13離

島に、平成24年度は小学生及び中学生1904人を16離島

に派遣したところであり、平成25年度は小学生及び中

学生2285人を18離島に派遣する予定としているところ

です。 

 効果については、アンケート調査を実施したとこ

ろ、参加した多くの児童から、島のよさを知ることが

できた、島と本島との違いを知ることができたなどの

回答がありました。また、離島関係者からは、島のよ

さを伝えることができた、体験プログラムの開発・改

善に結びついたなどの回答が得られ、一定の効果が

あったものと考えております。 

 県としては、離島地域の自然、文化及び産業を生か

した新たな体験学習の場の構築や地域間交流の促進に

より、離島地域の活性化が図られるよう、今後とも本

事業の実施に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 自然エネルギーにつ

いてという御質問の中で、県内における新エネルギー

の発電電力量の割合についてという御質問にお答えい

たします。 

 沖縄県の新エネルギー導入の割合は、平成24年度実

績値で、沖縄県の全体発電電力量の約２％となってお

ります。 

 同じく太陽光や風力発電による電力系統安定化対策

や蓄電池を導入した実証についてという御質問でござ

います。 

 沖縄県では、島嶼地域に適した自然エネルギーの利

用モデルに関する実証事業に取り組んでおります。大

規模な太陽光発電設備については、平成23年度に整備

が完了し、出力制御機能の効果について一定の成果が

得られております。なお、大規模風力発電設備や小規

模離島の蓄電池を用いた実証については、今年度、施

設の整備が完了する予定でございます。 

 同じく住宅用太陽光発電システムの導入に対する

国・県及び市町村の補助金についてという御質問でご

ざいます。 

 住宅用太陽光発電システム導入に対しては、国にお

いて、１キロワット当たり最大２万円の補助を実施し

ております。沖縄県では、平成21年度から定額２万円

の補助を実施しており、今年度は1000万円の予算を計

上しているところでございます。また、那覇市を初め

県内11市町村において総額約3600万円の補助が実施さ

れる予定となっております。 

 沖縄県といたしましては、国の動向を踏まえなが

ら、市町村と連携して太陽光発電を含む再生可能エネ

－ 60 －



ルギーの普及促進を図ってまいりたいと考えておりま

す。  

 続きまして、非正規雇用についてという御質問の中

で、県内の非正規労働者の割合と人数についてという

御質問でございます。 

 「労働力調査」によると、平成25年４月の県内の雇

用者総数につきましては51万6000人、このうち非正規

雇用者数は21万人、40.8％の割合となっております。 

 同じく雇いどめ等の県内の実情についてという御質

問でございます。 

 労働契約法が改正され、無期労働契約への転換が平

成25年４月から施行されておりますが、雇いどめで問

題になった事例としては、ことし３月に琉球大学にお

いて、非常勤講師の雇用期間の問題が発生したことは

承知しております。国におきましては、事業主及び労

働者に対して、有期労働契約の利用に当たり、労働契

約法改正の趣旨及び内容を十分理解するよう求めてい

るところでございまして、県といたしましても、引き

続き沖縄労働局と連携して、法改正の趣旨等の周知に

努めてまいりたいと考えております。 

 同じく非正規雇用の安定雇用対策についてという趣

旨の御質問でございます。 

 沖縄県では、正規雇用の機会拡大を図るため、若年

者ジョブトレーニング事業などの職場訓練により、求

人と求職者のミスマッチを解消するとともに、関係機

関と連携した合同面接会を開催しております。また、

正規雇用化を目的としまして、事業主に対して一時金

を支給する起業支援型地域雇用創造事業を実施すると

ともに、国が行う「キャリアアップ助成金」や「若年

者人材育成・定着奨励金」の利用促進を図っておりま

す。さらに、「みんなでグッジョブ運動」を通して、

産業振興による企業の経営向上と雇用の拡大及び安定

に向けた経営者の意識改善にも取り組んでいるところ

でございます。 

 同じく非正規労働者の労働紛争の実態と対策につい

てでございます。 

 沖縄労働局によりますと、解雇、労働条件の引き下

げなど民事的トラブルに係る個別労働関係紛争に関す

る相談は、平成24年度は3390件となっており、そのう

ち、非正規労働者に係る件数は1385件（40.9％）との

ことであります。一方、沖縄県労働委員会への非正規

労働者に関するあっせん等の申請は、平成24年は２件

となっておりまして、過去５年間における合計の件数

は31件となっております。 

 県といたしましては、個別労働紛争を未然に防止し

その自主的な解決を促進するため、沖縄労働局及び沖

縄県労働委員会と連携しつつ、労働関係法令の周知や

情報の提供、相談等の施策に努めてまいります。 

 続きまして、同じく非正規労働者を限定正社員にシ

フト化させ、安易に解雇できるルールについて問題で

はないかという趣旨の御質問でございますが、政府

は、現在、規制改革会議において、限定正社員いわゆ

るジョブ型正社員の雇用ルールの整備について検討を

行っております。 

 今後、関係省庁における有識者会議や審議会等にお

ける議論が予定されており、県としては、議論の行方

を注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 公務員給与削減につい

て、地方交付税の減額についてお答えいたします。 

 今回の措置は、地方固有の財源である地方交付税を

給与引き下げの要請手段として用いたと受けとめざる

を得ず、このことは、地方の固有財源という性格を否

定するものであり、断じて行うべきものではないと考

えております。 

 次に、同じく公務員給与削減についての中で、人勧

制度と今回の特例措置についてお答えいたします。 

 今回の特例措置は、地方交付税等の削減等に伴い職

員の給与を臨時特例的に減額するものであり、人事委

員会勧告とは別次元のものであると考えております。

なお、人事委員会の給与勧告制度は、公務員の労働基

本権制約の代償措置の中核をなすものであり、最大限

尊重すべきものであると考えております。 

 次に、給与削減に関しまして、県も同じ立場をとる

べきではないかということについてお答えいたしま

す。 

 県においては、地方交付税等の給与関係経費約75億

円が削減されておりますが、職員の給与を減額しな

かった場合、財政調整基金の取り崩しなどによって対

応せざるを得ないこと、また、他県においても同様の

措置が行われていることなどを考慮し、県民の理解を

得るためには職員の給与を減額せざるを得ないと判断

したところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

   〔代表監査委員 知念建次君登壇〕 

○代表監査委員（知念建次君） 識名トンネル問題に

ついての御質問で、県の損害金と判断した理由及び根

拠についてお答えいたします。 

 識名トンネル関連工事については、県は工期を偽る
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契約書等を作成して交付申請した国庫補助金の一部を

国の返還命令を受けて返還するとともに、返還金額に

係る利息を国に納付しております。当該利息について

は、補助金の返還によって新たに生じた県の損害と認

められること、監査請求が地方自治法が定める請求期

間内になされていることから、監査委員の合議の上、

利息を損害と判断したものでございます。 

 次に、職員に過失ないし重過失があったと認めた理

由及び根拠についてお答えいたします。 

 識名トンネル関連工事については、施工済みの工事

内容を事後的に請負業者との間で契約するなど、偽り

の書類を作成し、不適切な手続を行っていたことそれ

自体が、過失ないし重過失があったと認められるもの

と判断したものでございます。 

 同じく識名トンネル問題についての中で、請負者の

責任を認定した理由及び根拠についてお答えいたしま

す。 

 大成ＪＶは、施工済みの工事について事実と異なる

契約書を締結し、契約の履行確認に必要な保証証券、

着手届、完成通知書等を県に提出しております。契約

の締結及び契約の履行確認に必要な書類を整えること

は、相手方の協力なしに県単独ではできるものではあ

りませんので、契約当事者としての責任の一端がある

と判断したものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 識名トンネル問題

についての御質問の中で、請負業者の責任及び返還請

求についての御質問にお答えいたします。 

 請負業者への返還請求については、県の顧問弁護士

等に相談し、慎重に検討してきたところであります

が、法的根拠等について明確な結論は得られておりま

せん。一方、「監査委員の勧告は、不十分なものであ

る。」として、知事に対し、「請負業者に対しても金

員を支払うよう請求せよ」との判決を求める住民訴訟

が提起されております。このため、請負業者の責任及

び返還請求については、住民訴訟の中で明らかにされ

ていくものと考えており、県としては、裁判所の判断

を踏まえて対応したいと考えております。 

 同じく識名トンネル問題についての御質問の中で、

職員及び関係人の調査についての御質問にお答えいた

します。 

 関係した職員については、従来から聞き取りを行っ

ておりましたが、監査委員の勧告を踏まえて、当初契

約に係る工法変更についても改めて聞き取りを行った

ところ、変更契約手続は適切に行われていたものと考

えております。また、関係人である請負業者からも聞

き取りを行ったところ、工事は適切に行い請負代金を

清算したものであり、虚偽契約との認識はなかったこ

と、住民訴訟が提起されており、訴訟の動向を注視し

ていきたいとの意見がございました。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 離島教育支援についての

御質問で、離島高校生支援事業の実施状況についてお

答えいたします。 

 同事業につきましては、高校未設置離島に居住する

保護者の経済的・精神的負担の軽減を図るため、国が

２分の１、県４分の１、市町村４分の１の補助率で、

市町村において実施しているところです。平成24年度

は15市町村、対象生徒552名に対し居住費など総額約

8123万円を補助しております。 

 次に、離島・へき地学習支援事業についてお答えい

たします。 

 同事業は、沖縄振興特別推進交付金を活用し、離

島・僻地において中学３年生を中心に、高等学校への

進学実現を図ることを目的に実施しております。平成

24年度は６町村に９カ所の学習支援室を設置し160名

へ学習支援を行いました。昨年度は、同事業を活用し

た生徒全員が志望校に合格し、進学を実現しておりま

す。県教育委員会としましては、引き続き同事業の効

果的な実施に努めてまいります。 

 次に、離島児童・生徒支援センターの進捗状況につ

いてお答えいたします。 

 県教育委員会では、離島における教育の機会均等及

び定住条件の改善を図る観点から、離島児童・生徒支

援センターの整備を進めております。現在、設計業務

を実施し、今年度内の建築工事着手に向け取り組んで

いるところであり、今後とも関係離島町村と意見交換

等を行いつつ、平成27年度の供用開始に向けて事業を

推進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 崎山嗣幸君。 

   〔崎山嗣幸君登壇〕 

○崎山 嗣幸君 では、再質問をします。 

 まず憲法改正についてでありますが、午前のときに

も高良副知事が憲法９条の平和主義は堅持をするとい

う発言があったと思っております。 

 それから、知事は去る６月23日の全戦没者追悼式の

挨拶の中でも、沖縄戦の教訓を継承し、我が国が築い
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てきた平和主義の堅持を強く望むと宣言をしておりま

す。この知事の平和宣言でありますが、憲法９条１項

の、戦争、武力による威嚇、武力の行使を永久に放棄

する。また、９条２項の戦力の不保持、交戦権否認の

平和主義、それを堅持するということで理解していい

かということの答弁をお願いします。 

 それからもう一点は、憲法改正の発議要件でありま

すが、96条改正は与党の一部、それから改憲派まで慎

重、反対の表明をしておりますが、県民世論調査も多

数が改憲反対を表明しておりますので、知事も96条改

正に関しては、反対の表明をしたらいかがかどうかを

再質問をしたいと思います。 

 それから、識名トンネルの問題でありますが、この

識名トンネル問題は、国からの刑事告発、住民訴訟、

議会の百条委員会などが設置をされて大きな社会問題

となっておりますので、議会のチェック機能の役割も

結局問われているというふうに思います。先ほど、監

査委員から損害金についての明快な判断があったと思

いますので、これを受けてさらに職員の賠償責任につ

いての根拠と理由も聞かせてもらいました。 

 そして知事に伺いますが、まず請負業者への返還請

求について、監査委員は工事請負者の責任を認定をし

ているということではっきりしておりますが、県は、

代金の返還請求を前向きに検討すると述べてからもう

１年以上たっておりますが、幾ら見解が分かれている

からといっても慎重に検討するといっても余りにも長

過ぎるのではないかと思いますが、この判断する時

期、明示はできないかということで伺いたいというふ

うに思います。 

 それから、公務員給与の件でありますが、地方交付

税法について、今回の地方交付税削減は今年度に限定

するということで説明を受けました。しかし、地方交

付税法第３条２項では、「国は、交付税の交付に当つ

ては、地方自治の本旨を尊重し、条件を付け、又はそ

の使途を制限してはならない。」とありますが、これ

はこの法律を無視する手法になっていないのかと思い

ますが、答弁をお願いをしたいというふうに思いま

す。 

 あと行財政改革が206億も経済改善効果を出したと

言っておりますが、そうであるならば他市町村と足並

みをそろえたらどうかということで再度お伺いをした

いと思います。 

 答弁よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時20分休憩 

   午後５時25分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 崎山嗣幸議員の知事に対す

る再質問について、私のほうから少しお答えをしたい

と思いますがいいでしょうか。 

 先ほどの崎山議員が質問された憲法改正の問題につ

いての知事の答弁、それから御指摘になりました６・

23の平和宣言両方に絡めて御説明したいと思います

が、知事がおっしゃっているのは憲法制定後、さまざ

まな状況の変化とか環境変化があって、憲法をどうす

るかという国民的な議論があると。そのときに一番大

事なことは、多分、大変大きな問題ですので、これは

国民的な深くて幅広い議論がなされるべきであるとい

うことです。そしてそのときに一番大事な問題は、日

本国憲法が大事にしてきた国民主権でありますとか、

基本的人権の尊重でありますとか、平和主義というも

のを大事にするのだと。そういう意味で憲法をどうす

るか、改正するかと議論をしていくときに大事なの

は、この沖縄戦の経験も踏まえて言うところの平和主

義というものはとても大事な理念ではないでしょうか

ということをまず申し上げたんだろうと思います。し

たがって、国民的な議論が必要であることと、憲法の

理念を大事にするということを指摘されたというふう

に理解します。 

 それから、96条の問題につきましても、国民的な議

論の中でそれをどうするのかということを幅広く議論

をして検討していただきたいという趣旨を述べたとい

うことであります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 識名トンネルの問

題につきまして、工事請負者の責任について前向きに

検討すると発言してから長過ぎるのではないかと、判

断する時期等についてという御質問にお答えをいたし

ます。 

 何人かの弁護士に相談いたしましたところ、返還請

求は法的に難しいという御意見もある一方、契約は錯

誤無効であり一部返還を求められるという意見がござ

いまして、県としてもなかなか難しい対応を迫られて

いるところでございます。今般、住民訴訟が提起され

ておりまして、この住民訴訟の中で大成建設ＪＶの責

任、そして返還の義務等についても明らかになってい

くものと考えております。したがって県といたしまし

ては、裁判所の判断を踏まえて対応を考えたいという
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ふうに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） まず１点目、交付税法

第３条に反しているのではないかという御質問にお答

えいたします。 

 地方交付税法第３条第２項は、「国は、交付税の交

付に当つては、地方自治の本旨を尊重し、条件をつ

け、又はその使途を制限してはならない。」というふ

うになっております。今回の措置は、確かに明確に断

定的に地方交付税法違反というふうにはなかなか申し

上げられません。というのは、国会で適正な審議を経

て法律が改正をされたという経過もございます。ただ

しかしながら、結果として交付税を給与削減の手段に

使ったというふうに思わざるを得ないというふうに私

ども思っておりまして、これはやはり地方交付税法の

趣旨にかかわる根本的な問題があるのではないかとい

うふうに思っています。 

 それからあと１点、行革との関係で他の団体と足並

みをそろえるべきではないかというようなお話でござ

いました。 

 県においても自主的な給与カットというものを平成

20年から２年９月行いました。それは三位一体の改革

によって交付税が急激に減ってまいりました、これは

平成19年の時点でございました。その時点では、向こ

う４年間で1200億余の収支不足が生ずるということ

で、基金を全て取り崩し、あるいは県債を増発しても

なお予算が組めないということからやむなく職員の給

与についても、職員組合との話し合いのもとで減額を

させていただいたということがございます。 

 ただ今回の件は、現実に平成25年の地方交付税が削

減をされ、あるいは国庫給与負担金が削減をされると

いうことで合計75億円の収支不足、結果としてそう

なっております。これの穴埋めは、先ほど御案内しま

したように財政調整基金を取り崩し、あるいは退職手

当債という将来の債務を増発をして賄うということに

なりますけれども、本来その基金、それから将来の債 

 

 

 

 

 

 

 

 

務にわたるものについて、県民サービスに直接かかわ

るような事業に充てるということの予定でございま

す。そういうことから、やむなく今回の提案に至った

わけでございますが、ただ、行革の努力ということか

らいいますと、今回、当初の提案が給与の削減、それ

からそれに加えて期末勤勉手当の削減、それから給与

に連動する手当も削減の対象にするというような提案

でございました。これは、そういう行革の件もござい

まして、それでこの分は撤回をしたということも一応

やったつもりでございます。 

 以上でございます。 

○崎山 嗣幸君 議長、答弁漏れがあります。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時32分休憩 

   午後５時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 私の言葉が大変舌足らず

だったようですので、今わかりました。 

 実は、９条についてはさまざまな議論があると承知

しております。立場も違いますし、いろいろな意見も

ありますし、96条をめぐってもそうです。私がお答え

したのは、９条や96条の特定の条項、条文に絡んで発

言したというよりも、憲法が決めている基本的平和主

義というものの大事さというものに立って、広く国民

的な議論をした上で、この問題を国民的に考えていく

と。そのときに大事にしてほしいのは沖縄の視点から

言うと、平和主義というのは大事な一つの理念ではな

かろうかということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の代表質問は終わ

りました。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明27日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後５時34分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程第１ 代表質問を行います。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

 瑞慶覧 功君。 

   〔瑞慶覧 功君登壇〕 

○瑞慶覧 功君 皆さん、おはようございます。 

 県民ネットの瑞慶覧功です。 

 代表質問を行います。 

 質問に入る前に所見を述べたいと思います。 

 去る日曜日には参議院選挙の前哨戦と言われる東京

都議選挙が行われました。与党の自民党、公明党が圧

勝しました。この結果を喜んでいる人、がっかりして

いる人がいると思いますが、私は、沖縄の視点からし

てオスプレイの強行配備や辺野古の新基地建設を押し

つける政党が圧勝したことにがっかりしております。 

 さて、７月４日公示、21日投開票の参議院選挙が近

づいてまいりました。これまでにも決算特別委員会で

国や県から補助金を受けたり、利害関係にある者の選

挙活動について異議を唱えました。関係する企業や団

体、農林水産業、建設業、観光業、医療・福祉事業の

経営者団体が公然と選挙に関与している実態があり、

疑問を感じております。 

 日ごろから我々革新・中道の野党は県民生活の向

上、経済産業振興の発展のために頑張っています。な

ぜ一方に肩入れするのか、ガッティンなりません。お

客様である有権者の支持する政党は一つではありませ

ん。また、集会やビラ配布、期日前投票等の企業動員

は、職員にとっては圧力となっております。国や県が

保革のどちらの政権になったとしても、利害関係にあ

る企業・団体は中立性を保つべきであると思います。

これから猛暑の中で厳しい選挙となりますが、お互い

に体に気をつけながら頑張ってまいりましょう。 

 質問に入ります。 

 知事の政治姿勢について。 

 政府主催の「４・28主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」について。 

 県議会で政府式典開催に反対し、強く抗議する決議

が可決されました。政府は、一顧だにせず挙行しまし

た。沖縄県民にとってまさに新たな差別と屈辱のガッ

ティンナラン日となりました。 

 ア、1952年４月28日発効のサンフランシスコ講和条

約について知事の見解を伺います。 

 イ、式典への対応として知事の欠席、副知事の代理

出席に至った理由について伺います。 

 ウ、４・28政府式典に抗議する「「屈辱の日」沖縄

大会」に対する見解を伺います。 

 次に、橋下日本維新の会共同代表の「風俗提案」発 

－ 68 －



言と「従軍慰安婦」必要発言について知事の見解を伺

います。 

 次に、ハワイ州アバクロンビー知事の「沖縄海兵隊

のハワイ受け入れプロジェクト」について。 

 ことし３月11日にハワイ大学東西センターで開かれ

た「沖縄基地問題フォーラム」でアバクロンビー州知

事が講演し、「沖縄海兵隊のハワイ受け入れプロジェ

クト」を公表しました。我が会派県民ネットでは、奥

平一夫会派長を団長に玉城義和、新垣清涼、山内末子

議員の４名でプロジェクトについてその真意を確認

し、膠着している米軍再編問題の打開策を探るべく５

月６日から９日までの日程でハワイを訪問しました。 

 ア、県は、ハワイ州知事の発言の真意を把握してい

るか、内容を伺います。 

 イ、知事は、ハワイ州知事と会う考えはあるか見解

を伺います。 

 戦争の本質である悲惨さ、残忍さ、地獄を知らな

い・知ろうとしない戦後生まれの首相や大臣が懸命に

なって日本を戦争のできる国にしようとしておりま

す。安倍政権を支持するある団体は、公然と沖縄県民

を非国民・売国奴呼ばわりし、在日の中国人や韓国人

を殺せと叫んでパレードまでしています。戦争を肯定

する危うい流れが大きくなっています。 

 安倍政権による自衛隊の国防軍化、集団的自衛権の

行使、憲法９条改正の動きに対する見解を伺います。 

 次に、６・23慰霊の日、沖縄全戦没者追悼式典につ

いて。 

 去る日曜日に沖縄県主催の追悼式が行われました。 

 ア、追悼式典の開催目的と趣旨について伺う。 

 イ、政府関係機関への出席案内先と、今回、外務大

臣、防衛大臣、駐日米大使が参列することになった経

緯について伺う。 

 ウ、多くの基地問題、基地被害に苦しめられている

県民にとって、厚生労働大臣ではなく基地押しつけの

当事者である外務大臣、防衛大臣、駐日米大使と橋下

日本維新の会の共同代表の参列は政治利用のそしりは

否めない。見解を伺います。 

 ２、基地問題について。 

 日米地位協定問題。 

 日米地位協定の見直しについて、これまで県は幾度

となく日米両政府に求めてきました。県議会も全会一

致で意見書を採択・要請し、県は平成15年に「日米地

位協定の抜本的見直しに関する全国行動プラン」を発

表し、関係自治体訪問に取り組み、全国知事会、渉外

知事会、全国都道府県議会議長会、衆議院、参議院、

特別委員会、そして自治労や連合といった労働団体、

そして日本青年会議所も見直しを求める決議等を行っ

ています。すなわち、日米地位協定の見直しは日本国

民の総意であるはずです。しかし、一向に解決され

ず、日本政府は消極的な姿勢に終始しており、主権国

家の体をなしていません。 

 伺います。 

 日本政府が不平等な日米地位協定の改定を強く求め

ない理由と、アメリカがかたくなに改定を否定するの

はなぜか見解を伺います。 

 次に、知事は日米地位協定の改定ができないのであ

れば、嘉手納基地を初め全ての米軍基地の撤去を求め

るべきではないか伺います。 

 枯れ葉剤疑惑問題について。 

 代表質問通告締め切りの後に北谷町キャンプ桑江跡

地の土壌汚染問題が報じられました。同地域ではこれ

までもＰＣＢやアスベスト等の汚染物が次から次に出

てきて、そのたびに区画整理事業のおくれを招いてい

ます。米軍施設の返還跡地から必ずといっていいほど

不発弾や汚染物が出ています。枯れ葉剤を初めとする

有害な汚染物質の調査を徹底して行う必要があると思

います。 

 伺います。 

 ア、県は、早急に特別調査委員会を設置すべきであ

る。見解を伺います。 

 イ、2002年、北谷町での事案を教訓に、分析項目に

ついて専門家等と事前協議した上で透明性を確保する

ために第三者の専門機関に調査を依頼する必要がある

と思います。見解を伺います。 

 次に、Ｆ15墜落後、原因究明もなされぬまま、わず

か２日後に飛行訓練が再開されました。Ｆ15墜落事故

に対する日本政府、在沖米軍の対応と県の見解を伺い

ます。 

 次に、嘉手納より南の米軍施設返還・統合計画案に

ついて、県の見解と関連市町村の反応について伺いま

す。 

 次に、認可外保育園の防音対策事業補助対象外問題

について。 

 ア、見解と今後の対応について伺います。 

 イ、防音工事対象地域外、中城村、西原町の実態に

ついて伺います。 

 ３、教育行政について。 

 県教育委員会は、文部科学省の指導に基づき育鵬社

版を使うよう竹富町に求めたとのこと。八重山教科書

問題の課題と対応について伺います。 

 ４、医療行政について。 

 子宮頸がんワクチンの副作用問題について。 
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 県内における接種状況と副作用の報告件数、今後の

対策について伺う。 

 ５、経済、産業振興について。 

 安倍政権は、流行語よろしくアベノミクスとか「３

本の矢」などの言葉を使って国民をあおって盛り上が

り、にわかバブルの様相です。一握りの大企業、自動

車など輸出産業は売り上げを伸ばし、富裕層は株で大

もうけと思ったら長続きせず、５月23日に株価が大暴

落しました。公共事業、金融緩和に続く「第３の矢」

は、国民総所得１人当たり150万円の収入増を掲げま

したが、根拠がありません。民間給与のアップを経済

界に要請しながら、一方では地方交付税削減を行い、

地方公務員の給与削減を迫るアベコベミクスになって

います。 

 伺います。 

 アベノミクスによる県民生活と沖縄経済への影響、

具体的な金額、数値について伺う。 

 次に、安倍政権の公約破り、ＴＰＰ参加による県民

生活と沖縄経済に与える影響、具体的な金額、数値に

ついて伺います。 

 次に、日台漁業協定問題について。 

 去る５月14日、15日の２日間の日程で経済労働委員

会は石垣市と久米島町に出向き、日台漁業協定につい

て漁業関係者等と意見交換を行ってまいりました。そ

の中で、漁民の皆さんから、当事者にきちんと確認も

されず締結され、寝耳に水であった。決まってから説

明に来るとはとんでもない、国益のための交渉の手段

としてずっと沖縄県が利用されている。国は、金銭的

な補償のことばかりにおわせてくる。次の世代を考え

ると補償など要らないから海を返してほしいなど、政

府に対し怒りと悲痛な訴えがありました。 

 ア、県と県議会は、日中漁業協定及び日台漁業協定

に強く抗議し見直しを求めた。政府の対応を伺う。 

 イ、沖台漁業者意見交換会の協議内容と今後の日程

を伺う。 

 ウ、県の台湾政府への対応について伺う。 

 ６、沖縄県の天下りの実態について。 

 県退職者の役員就任の実態と「公社等の指導監督要

領」は遵守されているか伺う。 

 ７、沖縄県の随意契約の実態について。 

 原則的契約方法は一般競争入札とされながら、契約

件数、金額ともに随意契約が突出している理由と、今

後の方針について伺う。 

 ８、沖縄組織ビジョンについて。 

 各部で一括交付金の２年目を迎え、さまざまな事業

がスタートし始めたばかりの時期に、県は来年度、組

織の大改編をしたいとおっしゃっています。今改編さ

れたら混乱を来し、一括交付金事業の遂行に支障を来

すことが懸念されます。安易な組織改革を繰り返さな

いためにも、議会や職員、専門家等の意見を聞く必要

があるのではないか。 

 次に、観光行政について。 

 クルーズ船受け入れについて。 

 ア、日本籍、外国籍を含めた観光クルーズ船の入港

状況について伺う。 

 イ、出入国手続、税関検査等の課題と対策について

伺う。 

 次に、観光消費額アップの取り組みについて伺う。 

 次に、ＯＣＶＢの人事体制のあり方について伺う。 

 以上、御答弁よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 瑞慶覧功議員の御質問に答弁いたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、政府主催式典

における代理出席について、４・28の式典についてお

答えいたします。 

 政府主催の式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のも

と、政府、国会議員、民間の代表、そして都道府県の

代表が参加することから、県として参加を決めまし

た。そして、高良副知事に出席を依頼したところであ

ります。無論、県民にさまざまな思いや意見があるこ

とは承知いたしております。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、嘉手納よ

り南の統合計画についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施することが必要と考えておりま

す。去る６月12日、軍転協の会長として、そしてメン

バーの市町村長さん７人とともに上京し、安倍総理大

臣を初め防衛大臣、外務大臣、沖縄担当大臣へ移設内

容の具体的な説明が必要であること、そして跡利用計

画の円滑な実施に配慮すること、さらに地元意見を聴

取する場の設置等を要望したところであります。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、認可外保

育施設が防音工事の補助対象外になっていることにつ

いての御質問にお答えいたします。 

 認可外保育施設につきましては、認可保育所と同様

に児童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保

する必要があると認識いたしております。そのため、

沖縄県では、認可外保育施設を防音対策事業の補助対
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象施設とするよう国に要請したところであります。次

年度には実現できるよう国に働きかけてまいる所存で

ございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢についてに

関する御質問の中で、サンフランシスコ平和条約につ

いてお答えをしたいと思います。 

 日本国はサンフランシスコ平和条約締結により、敗

戦で途絶えていた各国との外交関係が正常化し、国際

社会に復帰したと認識しています。しかし、同条約第

３条により、奄美、小笠原、沖縄が米軍の施政権下に

置かれ日本から切り離されました。このことは、過重

な基地負担など今日に至るさまざまな問題の原点と

なっており、決して忘れることのできないものであり

ます。 

 続きまして、屈辱の日沖縄大会についてお答えしま

す。 

 1952年４月28日が沖縄が本土から切り離され、基地

問題を初め今日に至るさまざまな問題の原点となって

いることは事実であり、これらに対する県民の意思表

示の一つだと受けとめています。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄組織ビジョンについ

て、沖縄県組織ビジョンについての御質問にお答えい

たします。 

 沖縄21世紀ビジョンで掲げる将来像の実現と固有課

題の解決を図るためには、全国画一的な組織から21世

紀ビジョンの体系に沿った施策をみずからの判断と責

任で立案し実行する組織への転換を図る必要がありま

す。現在、県では、今後の知事の事務部局の組織編成

の基本的な指針となる「沖縄県組織ビジョン」の策定

に向け庁内から意見を募り、調整を行っているところ

であります。平成26年度組織については、今後、議会

を初め関係機関等の意見を参考に編成作業を進めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、橋下大阪市長の米海兵隊司令官に

対する発言についてお答えいたします。 

 橋下徹大阪市長の米海兵隊司令官に対する発言につ

きましては、女性の人権に対する配慮を欠くととも

に、沖縄の基地問題の解決に資するものとは考えられ

ず、日ごろから米軍人による事件の防止に取り組んで

いる沖縄県としては理解できないものであり、遺憾で

あります。 

 次に、ハワイ州知事の発言の真意についての御質問

について、１の(3)アとイは関連しますので一括してお

答えいたします。 

 日米両政府は、2012年４月の２プラス２共同発表に

おいて、約9000人の在沖海兵隊が国外に移転するとし

ており、その内訳を政府に照会したところ、グアムが

約4000人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回

答がありました。また、ことし３月の米下院軍事委員

会の公聴会において米軍司令官は、在沖海兵隊のハワ

イへの移転数を2700人と証言しております。ハワイ州

知事は、これらを踏まえ、在沖海兵隊のハワイへの移

転について2500世帯の受け入れが可能と発言したと理

解しております。県は、３月にホノルルで行われた

フォーラムに県職員を派遣し、その後もハワイと連絡

をとっており、ハワイ州知事の提案につきましては、

引き続き情報収集を十分に行いたいと考えておりま

す。  

 次に、安倍政権による自衛隊の国防軍化等について

お答えいたします。 

 安倍政権による自衛隊の国防軍化、集団的自衛権の

行使、憲法第９条改正については、平和憲法の理念及

び我が国の外交・安全保障のあり方とも関連し、国民

の間にもさまざまな意見があると承知しております。

これらは国民的な議論とともに国政の場などで十分な

審議が尽くされる必要があると考えております。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、日米両政

府が日米地位協定の改定を行わない理由についてお答

えいたします。 

 日米両政府は、日米地位協定について、「米軍及び

在日米軍施設・区域を巡る様々な問題を解決するため

には、その時々の問題について、日米地位協定の運用

の改善によって機敏に対応していくことが合理的と考

えている」と説明しており、県としては、このことが

同協定が見直されなかった大きな理由と考えておりま

す。 

 県としては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図る

ためには、米側に裁量を委ねる形となる日米地位協定

の運用改善だけでは不十分であり、同協定を抜本的に

見直す必要があると考えております。 

 次に、全ての米軍基地の撤去についてお答えいたし
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ます。 

 日米安全保障体制を含む日米同盟関係は、我が国及

び東アジアにおける国際の平和と安定の維持に寄与し

ていると理解しております。しかし、国土面積の0.6

％にすぎない沖縄県に在日米軍専用施設の約74％が集

中し、沖縄本島の約18％が基地に占められているなど

県民は過重な基地負担を背負い続けております。 

 県としましては、我が国における米軍の地位等につ

いて規定した日米地位協定は一度も改正されないまま

締結から50年以上が経過しており、時代の要求や県民

の要望にそぐわないものとなっていることから、引き

続き日米両政府に対し同協定の抜本的な見直しを求め

てまいりたいと考えております。 

 次に、Ｆ15墜落事故について、日本政府と在沖米軍

の対応についてお答えいたします。 

 去る５月28日に発生したＦ15戦闘機の墜落事故につ

いて、県は、翌日の29日、米軍や関係機関に対し、原

因が究明されるまでの同機種の飛行中止、事故原因の

徹底的な究明と早急な公表、再発防止措置及びなお一

層の安全管理の徹底を申し入れました。それにもかか

わらず事故から２日後に同機種の飛行が再開されたこ

とは県民の不安を増大させるものであり、遺憾であり

ます。国は、県民の不安を真摯に受けとめ、事故原因

の徹底的な究明と公表、再発防止を米軍に強く求める

べきであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての中で、従軍慰安婦に関する橋下発言についてお

答えします。 

 橋下徹大阪市長の従軍慰安婦に関する発言につきま

しては、女性の人権に対する配慮を全く欠いており、

理解に苦しむものであり、また、その人権感覚を疑う

ものであります。 

 次に、基地問題についての中で、特別調査委員会の

設置及び調査手法についてお答えします。２の(2)アと

２の(2)イは関連しますので一括してお答えします。 

 ドラム缶の内容物は特定されておりませんが、何ら

かの有害物質であった可能性も考えられることから、

県と沖縄市により地下水等の周辺環境調査を実施して

おり、その調査内容については既に県のホームページ

で公表しております。また、調査機関の選定につきま

しては、国の審査による受注資格を持つ分析機関を選

定しております。なお、ドラム缶内部の付着物及び

サッカー場土壌については、沖縄市及び沖縄防衛局が

調査を行うこととなっております。 

 今回の事案については、県・沖縄市及び沖縄防衛局

が連携して対応しており、改めて特別調査委員会を設

置するまでは考えておりません。 

 次に、経済、産業振興についての御質問の中で、ア

ベノミクスによる県民生活への影響についてお答えし

ます。 

 円安による原油及び輸入原材料の価格上昇は、さま

ざまな商品価格への影響が懸念されるところです。小

売物価統計調査によりますと、平成25年４月現在の本

県の状況は、家庭用小麦粉１キログラムは248円、食

用油１リットルは368円となっており、平成24年４月

と同額となっております。その他生活関連物資もおお

むね前年同月と比較して横ばいにあり、４月時点での

影響は限られたものとなっています。しかしながら、

７月以降の家庭用小麦粉やその他生活関連物資の値上

げが相次いで発表されていることから、今後は家計へ

の負担が増すものと考えられます。 

 県としましては、円安による生活関連物資の価格の

動向に注視するとともに、県民への情報提供に努めて

いきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、追悼式典の開催目的と趣旨につ

いてお答えいたします。 

 沖縄全戦没者追悼式は、さきの大戦でとうとい生命

を失った人々について、国籍、立場を超え、全てのみ

たまを慰霊・追悼するとともに、世界の恒久平和を願

う趣旨で毎年６月23日の慰霊の日に開催しておりま

す。 

 次に、追悼式への外務・防衛大臣、駐日米大使の参

列の経緯についてお答えいたします。 

 今回の外務大臣、防衛大臣及び駐日米国大使の参列

については、沖縄全戦没者追悼式の趣旨を深く理解す

る機会になるとの考えから、関係省等からの参列の意

向を踏まえ対応したところであります。 

 次に、外務大臣、防衛大臣、駐日大使、橋下日本維

新の会の共同代表の参列についてお答えいたします。 

 県としましては、「戦没者のみ霊を慰めるととも

に、世界の恒久平和を願う沖縄の心を発信する」とい

う式典の趣旨を踏まえ、さきの大戦で一般住民をも巻

き込んだ悲惨な地上戦となった沖縄の冷厳な歴史的事

実について理解を深めていただく機会になると考えて

おります。 
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 次に、基地問題についての御質問の中で、防音工事

の補助対象地域外となっている中城村、西原町の実態

についてお答えいたします。 

 平成25年４月１日現在の認可外保育施設数は、中城

村が11施設、西原町が10施設となっております。中城

村及び西原町においては、住宅防音工事の対象区域は

ありませんが、認可保育所の防音工事は、中城村で２

施設、西原町で５施設の実績があります。 

 次に、医療行政についての御質問の中で、子宮頸が

んワクチン接種状況と副反応の報告件数及び対策につ

いてお答えいたします。 

 子宮頸がん予防ワクチンは、平成22年11月から開始

され、本年３月末までに県内では４万4775名が接種し

ております。その間における副反応の報告件数は、全

国では1968件となっておりますが、都道府県別には公

表されておりません。定期接種となった今年度の接種

者の数は把握しておりませんが、副反応については、

国から６月20日現在４件であるとの報告を受けており

ます。国においては、調査を行った上で速やかに専門

家による評価を行い、改めて今後の対応を判断すると

しております。県としても、この調査に協力するとと

もに、県民に対しワクチンの効果及び副反応について

情報提供をしてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは、御質問にお答

えいたします。 

 教育行政についての御質問で、八重山教科書の課題

と対応についてお答えいたします。 

 八重山地区教科書につきましては、３市町教育委員

会で同一の公民教科書が採択できず、需要数報告がで

きていないことが課題であります。同課題につきまし

ては、当該３市町教育委員会が主体的に取り組み解決

していくべきものと考えており、現在、私自身が直接

３市町教育長と話し合い、同一の教科書が採択できる

よう再協議を促しているところです。なお、昨日、八

重山採択地区協議会総会が開催され、今後、改めて日

程を調整し協議していくことを互いに確認したと聞い

ております。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き３市町

教育委員会それぞれの立場を尊重しつつ指導助言を行

い、同一の教科書採択の実現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 経済、産業振興につい

ての御質問の中の、アベノミクスの沖縄経済への影響

についてお答えいたします。 

 アベノミクスの県経済への影響としては、円安を背

景とした観光客数の増加、企業業績が回復し設備投資

や賃金が上昇することにより消費が増加することで、

将来的に県経済への好影響が期待されます。県経済の

現状としては、観光では平成25年第１・四半期の入域

観光客数が前年同期と比べて6.5％増加するなど好調

に推移しております。また、雇用では完全失業率が平

成25年第１・四半期で6.1％と前年同期と比べて1.0ポ

イント改善しております。一方で、輸入価格の上昇も

懸念されますことから、引き続きアベノミクスの影響

について注視してまいります。 

 次に、ＴＰＰ参加による影響についてお答えいたし

ます。 

 沖縄県の農業分野については、直接影響額が約580

億円、関連産業への波及も含めると約1420億円の影響

が出るとの試算があります。このため、十分な農業対

策が打ち出されないまま妥結し、関税が撤廃された場

合、深刻な影響が懸念され、特にサトウキビ生産が主

要な産業となっている離島地域において重大な影響を

与えるおそれがあります。また、ＴＰＰは物品貿易の

みならずサービスや投資、政府調達など幅広い分野に

かかわるものであり、県内の関係団体から、農業分野

以外にも国民皆保険制度の維持や食の安全・安心につ

いての懸念などが示されております。一方、輸入にか

かわる業者にとっては、輸入品の価格低下による販売

額の増加など一定のメリットがあり、同時に一般消費

者もその恩恵を受けることが考えられます。製造業に

ついては、海外・国内市場等の違いや企業規模などに

よって企業ごとにプラス・マイナスの影響があると考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 経済、産業振興につ

いての中の、日中漁業協定及び日台漁業取決め見直し

要求に対する政府の対応についてお答えいたします。 

 平成12年に発効された日中漁業協定では、北緯27度

以南の先島及び久米島の周辺水域において、中国漁船

が自由に操業できる内容となっております。また、本

年４月10日に合意された日台漁業取決めは、沖縄から

の要望が反映されず、台湾側に大幅に譲歩した内容と

なっております。このため、本県漁業者の権益及び安

全操業を確保し、漁業秩序を維持できるよう、国に対
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し日中漁業協定に関する外務大臣書簡の破棄及び日台

漁業取決めの見直しを強く要求してきたところであり

ます。この要請に対し、国は、１、日中漁業協定につ

いては、日中漁業共同委員会で問題提起し粘り強く協

議していく、２、日台漁業取決めについては、取り決

め直後であり、すぐの見直しは困難であると回答して

おります。 

 県としましては、今後とも漁業団体と連携し、国に

対し粘り強く見直しを求めていくこととしておりま

す。 

 次に、沖縄と台湾の漁業者間会合についてお答えい

たします。 

 本年５月に行われた「日台漁業者間会合」は、取り

決め適用水域における操業ルールについて、沖縄と台

湾の漁業者同士が意見交換を行う目的で開催されたも

のであります。協議内容は、双方の操業方法などにつ

いて意見交換を行っております。その結果、沖縄と台

湾の漁船では操業方法に大きな違いがあることから双

方が持ち帰って検討し、次回以降の会合で協議するこ

ととしております。次回の会合については、速やかに

開催できるよう漁業団体とも連携してまいります。 

 次に、台湾政府への対応についてお答えいたしま

す。 

 現在、台湾政府とは日台漁業委員会を通して国レベ

ルで漁業交渉をしているところであります。このた

め、県及び漁業者代表が沖縄海区漁業調整委員会とし

て日台漁業委員会の特別委員へ参画し、本県漁業者の

意見を反映できるよう対応しております。 

 今後とも、この日台漁業委員会の中で台湾側へ働き

かけていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 県退職者の役員就任の

実態と公社等の指導監督要領についてお答えいたしま

す。 

 「公社等の指導監督要領」に基づき毎年公表してお

ります公社等の常勤役員への県退職者の就任状況は、

平成24年７月１日現在で９団体に12人おります。県で

は、公社等に対する県関与の透明性及び公平性を確保

するため、同要領において指導監督及び調整に必要な

事項を定め、必要な指導等を行っているところであ

り、また、公社等においてはその指導等に対して適切

に対応しております。 

 次に、随意契約が多い理由と今後の方針についてお

答えいたします。 

 県が締結した委託契約のうち随意契約の割合が大き

い理由としては、件数については契約金額が少額であ

るものが多数あること、金額については、土地開発公

社との用地取得契約やプロポーザル方式により選定し

た相手方との契約で金額が多額なものがあることなど

が考えられます。これについて、包括外部監査人か

ら、例外的であるはずの随意契約が大きな割合を占め

ていること、一部の契約について随意契約の要件を満

たしていないのではないかなどの監査意見が示されて

いるところであります。 

 県としましては、今後、当該意見の内容を十分に精

査した上で、適切に対応してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光行政の

御質問の中の、クルーズ船の入港状況についてお答え

いたします。 

 国内外のクルーズ船の沖縄への入港状況について

は、平成24年は那覇港や石垣港等に延べ126回、前年

比で15回の増、乗船者数では22万3768人、前年比で２

万4778人の増となっており、増加傾向にあります。平

成24年の主な増加要因としては、乗客数3000人を超え

る大型クルーズ船「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ

号」が４回入港したことが挙げられます。 

 次に、出入国手続等の課題と対策についてお答えし

ます。 

 外国人のクルーズ船観光客の出入国においては、特

に入国審査手続に時間を要していることから、海外ク

ルーズ会社等から簡素化等が要望されております。沖

縄県においては、平成24年１月に法務大臣等に対し、

入国審査手続の簡素化及び体制の拡充強化等による審

査の迅速化を要請しております。その後、平成24年６

月には2000名以上の外国クルーズ船の乗客に対する審

査手続の簡素化が実現しております。その結果、平成

24年７月に寄港した大型クルーズ船「ボイジャー・オ

ブ・ザ・シーズ号」では入国審査が迅速に行われ、大

きな混乱は生じておりませんでした。沖縄県として

は、引き続き入国審査手続のさらなる簡素化を求めて

いきたいと考えております。 

 次に、観光消費額アップの取り組みについてお答え

いたします。 

 県が実施した平成24年度観光統計実態調査によりま

すと、観光客１人当たり県内消費額は６万7459円と

なっており、平成23年度の６万8427円と比べ1.4％減
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少しております。県としましては、沖縄が持つさまざ

まな資源を活用し、文化資源活用型観光やスポーツ・

ツーリズムなど付加価値の高い観光を推進するととも

に、観光消費額の高い外国人観光客を対象とした誘客

活動を強化するなど、観光消費額の増加を図ってまい

りたいと考えております。 

 次に、沖縄観光コンベンションビューローの人事体

制のあり方についてお答えします。 

 沖縄観光コンベンションビューローの役員の人事体

制については、当財団の定款に基づき決定されるもの

であります。理事及び監事は、評議員会の決議によっ

て選任され、会長等については、理事会の決議によっ

て理事の中から選定されます。このような手続を経て

25名の理事が選任され、新会長には前副知事である上

原良幸氏が昨日選定されたところでございます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

   〔瑞慶覧 功君登壇〕 

○瑞慶覧 功君 再質問を行います。 

 初めに、知事の政治姿勢についての中から、政府主

催の「４・28主権回復・国際社会復帰を記念する式

典」についてですけれども、知事は天皇皇后を初め各

界の代表が参加するので沖縄県として参加を決めた。

そして高良副知事に代理出席を頼んだとしています

が、県民のこの心中を察して受けとめたなら、沖縄県

の立場としてはやっぱり参加を拒否なさるべきではな

かったのかというふうに思うんですが、伺います。 

 そして次に、高良副知事には初議会で言うのも何で

すけれども、代理出席の理由を沖縄県の席があいてい

るというのは日本の一県としてあり得ないとの発言を

されたようですけれども、もし事実なら不適切な発言

ではないかと思います。その真意が、４・28が沖縄に

とって屈辱の日とするその真意と、４・28が沖縄に

とって屈辱の日とする認識はないのか伺います。 

 次に、見識ある天皇陛下にとってさぞ迷惑な話だっ

たのではないかと察するわけですけれども、改憲への

政治利用は否めません。違憲ではないか、見解を伺い

ます。 

 次に、ハワイ州のアバクロンビー知事の沖縄海兵隊

ハワイ受け入れプロジェクトについてですけれども、

普天間飛行場の移設問題で知事は県外としているわけ

ですが、もっと選択肢を広げるべきではないでしょう

か、伺います。 

 先ほどちょっと私が聞き漏らしたのかもしれません

けれども、ぜひアバクロンビー知事と直接お会いをし

ていただいて話し合いを持っていただきたいと思いま

す。いかがでしょうか。 

 次に、安倍政権による憲法改正の動きについて。 

 知事は安倍政権による憲法改正の動きに対し、広く

国民の議論がなされるべきとの苦しい答弁をされてい

ますけれども、戦没者追悼式での平和宣言の中で、

「沖縄戦の教訓を継承するとともに、わが国が築いて

きた平和主義の堅持を強く望むものであります。」と

述べておられます。これはすなわち平和憲法の堅持を

うたっているのではないでしょうか、見解を伺いま

す。 

 次に、６・23慰霊の日、沖縄全戦没者追悼式典につ

いて。 

 先ほど理解を深めてもらう機会にするということ

で、今回追悼式典のこの特別招待者名簿には当初ない

んですよね。にもかかわらず、防衛、外務、そして駐

日アメリカ大使が参列したということで、橋下大阪市

長も参列しているわけですけれども、多くの県民は本

当に違和感を覚えたと思います。まさにオスプレイ、

辺野古の新基地建設、日米地位協定を押しつけている

当事者であるわけですから、なぜ職名まで読み上げ

て、献花までさせる必要があったのか伺います。もっ

と県民の思いを酌んだ県民本意の追悼式にするべきで

はないか、見解を伺います。 

 次に、日米地位協定問題について。 

 知事は、日ごろから安保条約を容認する立場だと

おっしゃっております。しかし、日米地位協定こそ安

保条約の根幹であるわけですから、諸悪の根源とまで

おっしゃっております。矛盾はないのか伺います。 

 次に、枯れ葉剤疑惑問題です。 

 特別調査委員会の設置は考えてないということです

けれども、この問題でこれまで本当に知事公室長も国

の責任でとか、政府に強く求めるという答弁が繰り返

されてきましたけれども、やっぱり米軍が明らかにし

ないのであれば、県民の命と安全にかかわる問題であ

ることからして、県がもっと主体となって動くべきで

あると思います。そのためにも早急に特別調査委員会

を設置して、これはただその都度その都度ではなく

て、本当に沖縄県内どこでも跡地からこういう汚染物

質が出てくるわけですから、そういった特別調査委員

会を設置すべきではないか。これを強く求めたいと思

いますけれども、もう一度伺います。 

 次に、認可外保育園の防音工事。 

 次年度実現を目指して取り組むとのことですけれど

も、この問題はいい方向で動いていると思います。工

事は当然ですけれども、その光熱費、維持費なども

やっぱり助成が必要です。稼働期間等も含め国にどう
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求めていくつもりですか、伺います。 

 次に、八重山教科書問題です。 

 昨日、当該３市町教育委員会の第１回協議会が開か

れたとのことですけれども、これをもう少し詳しく状

況を聞かせてください。 

 次に、答弁で当該３市町の立場を尊重しつつとおっ

しゃっていますけれども、教育長は竹富町に育鵬社版

を使うよう求めたとニュース記事で見ましたけれど

も、それはなぜなのか。 

 次に、この問題は八重山だけの問題ではないと考え

ます。2007年の高校歴史教科書検定意見撤回を求め開

催された県民大会と連動するものであります。県の認

識を伺います。 

 次に、日台漁業協定問題です。 

 言うまでもなく台湾は沖縄に最も近く、観光業を初

めとする経済交流、そして農林水産部門での技術交流

など深い友好関係にある国です。県議会も琉中親善議

員連盟が結成されております。大変難しい問題です

が、漁業関係者間だけの問題にするのではなく、やは

り知事が先頭に立って台湾政府とも対話をする必要が

あるのではないでしょうか。これは議員連盟も避けて

はいけないと思いますので、その見解を伺います。 

 次に、天下りの実態についてですけれども、昨日、

上原前副知事がＯＣＶＢ会長に就任したということで

すけれども、それに伴い役員報酬が改正され500万か

ら800万になるそうです。この指導監督要領では月44

万円以内というふうに私は見た覚えがあるんですけれ

ども、そこら辺はどうなっているか。 

 次に、また任期についてですけれども、任期は２期

で68歳までとなっているんですが、信用保証協会の仲

里会長、元副知事ですけれども、何期目で何歳になる

んですか。そこら辺の整合性はどうなっているかお尋

ねします。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時２分休憩 

   午前11時11分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 瑞慶覧議員の再質問に答弁

させていただきます。 

 いろいろございましたが、まず初めにおっしゃった

政府主催の４・28の式典に出席は見合わせたほうがよ

かったのではないのかという御趣旨の御質問だと思い

ますが、これにつきましては先ほども答弁いたしまし

たように、県内でさまざまな思いや意見があるという

ことは十分承知いたしております。ですから、我々も

これは参加すべきか見合わせるべきかいろいろ実は部

内でいろんな人の意見を聞きながら、私どももいろい

ろ考えたわけですが、先ほども申し上げましたとお

り、全国の知事会を含め知事さんやその代理の方々が

出席なさるということ、それから先ほど申し上げた天

皇皇后両陛下も御臨席されている、いろんな国会の先

生、民間団体も含めていろんな分野の国民が参加する

ということになりました。そういう状況の中で私ども

として、確かにいろんな言い分も考え、思いもあるの

ではございますが、一つの県としてやはりこれは参加

を拒否すべきではなかろうというふうに結論を出しま

した。そういうことで副知事の代理出席ということ

で、出席はするということで決めさせていただいたわ

けでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 瑞慶覧議員の再質問につき

まして、私のほうから幾つかお答えをしておきたいと

思います。 

 まず先ほどの答弁で申し上げましたけれども、1952

年４月28日、サンフランシスコ平和条約において、沖

縄、奄美、小笠原等が日本の施政権から切り離された

と。そして先ほど申し上げましたように、現在に至る

沖縄の過重な基地負担の原点で、沖縄県民にとって忘

れることのできない日であるというふうに申し上げま

した。その日について、４・28につきまして沖縄県民

の間で屈辱の日であるというふうに表現する、その趣

旨、気持ちは当然理解できるわけです。 

 先ほど知事が答弁されましたように、私たちは政府

主催の式典に参加すべきかどうかということについて

議論したわけですが、私は政府が主催する式典、さま

ざまな日本の代表が来られて天皇皇后両陛下も御臨席

されるということで、そこに沖縄の席があいた場合、

行政として沖縄県がそこに出ないということは多分ぐ

あいが悪いという趣旨のことを申し上げたわけです。

そして同じ日に県民大会が開かれました。まさに屈辱

の日という言い方に立って政府式典に抗議する大会で

あったわけですが、そのような催しを持つということ

の沖縄県民の思いというものがそこの意思として表示

されているという理解もしつつ、私は知事の代理とし

て政府式典に出席したということであります。 

 それから瑞慶覧議員から、平和主義というのは平和

憲法というものと同じだろうかという趣旨の御質問が
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ありましたけれども、平和主義を堅持するというのは

個々の憲法の条文・条項に依拠することではなくて、

平和主義というものが憲法にとって大事な理念である

という立場に立って、その上で広く国民で議論をし、

そして沖縄の立場からしてもそういう広い国民的な議

論の上で物事が議論されていくことが大事だというふ

うに申し上げているわけです。 

 瑞慶覧議員が指摘された日台漁業協定、それから日

中漁業協定の問題ですけれども、もちろん県は漁業者

の声を聞きながら政府に強い見直しを求めております

し、それから漁業者の声を確かめながら県に何ができ

るかということを考えております。先ほどの御指摘を

踏まえてさらに沖縄の漁業者と一体となって、さらに

漁業者の権利、生活を守るための状況を改善するため

に知事を含めて当然奮闘していくというふうに申し上

げたいと思います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 再質問にお答えいたし

ます。 

 まず４・28主権回復の日に天皇皇后両陛下が御臨席

されたのは、これは天皇の政治利用ではないかという

ようなものに対する見解でございますけれども、菅官

房長官は、定例会見でもございますけれども、奄美、

小笠原、沖縄を含めた日本の未来を切り開くという決

意を新たにする式典であり、天皇皇后両陛下の御臨席

を賜るということはある意味では自然なことだと述

べ、政治利用には当たらないという見解を示しており

ます。県は、その見解に理解を示すものであります。 

 次に、海兵隊のハワイ移転をめぐってアバクロン

ビー知事に会う考えはあるかという御質問でございま

した。 

 先ほど答弁させていただきましたように、去る３月

10日に行われましたフォーラムにつきましては、アバ

クロンビー知事が発言されておりますが、沖縄県から

も職員をメンバーとして出しております。その後、ア

バクロンビー知事からは現在具体的な計画をつくって

いるというようなお話がありまして、後ほど提供して

いただけるというお約束もいただいております。この

件につきましては沖縄県とハワイでやりとりをしてご

ざいまして、それも入手できるであろうと。したがっ

て、こういう形で交流は続けてまいりますし、また必

要であればアバクロンビー知事に接触することも考え

てまいりたいと考えております。 

 次に、安保を容認する立場と地位協定を変えていく

立場というのは矛盾しているのではないかというよう

な御質問だったと思いますけれども、沖縄県は日米安

全保障条約の重要性を認識し、それを認める立場でご

ざいます。しかしながら、沖縄の米軍基地の負担とい

うのは余りにも過重であると、その軽減を求めている

わけでございます。その米軍基地が引き起こすさまざ

まな問題の一つの要因となっている日米地位協定は、

この50年間全く改定されていないという現実がござい

まして、このことをしっかり時代に合うように、ある

いは基地問題の解決に資するような形で見直していた

だきたいということで、平成12年以来11項目の見直し

を求めているものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 再質問にお答えいた

します。 

 さきの全戦没者追悼式は県民本意の式典とするべき

であって、外務・防衛大臣などの招待には違和感を感

じる。なぜ職名まで読み上げて紹介をしたのかという

質問でありますけれども、お答えいたします。 

 今回の外務大臣及び防衛大臣の参列につきまして

は、沖縄全戦没者追悼式の趣旨を踏まえ、さきの大戦

で一般住民を巻き込んだ悲惨な地上戦となった沖縄の

冷厳な歴史的事実について理解を深めていただく機会

になるとの考えから、関係省から参列の意向がありま

したので、そういうことを踏まえ対応したところであ

ります。そして献花の際、特別招待者については職名

を読み上げておりますので、外務・防衛大臣等につい

ても同様に対応したところであります。 

 次に、認可外保育施設の防音対策事業の要請に関し

て、工事費に加え維持費も含めて求めるべきというこ

とと、今後国にどう求めるかということの質問であっ

たと思います。 

 先日、沖縄防衛局のほうに認可外保育施設を防音対

策事業の補助対象施設とするように要請をいたしまし

たけれども、その際、工事費に加えて維持費も含めて

補助対象とするように要請をしたところであります。

次年度には実現できるように国のほうにさらに働きか

けていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 恒常的な特別調査委

員会の設置についての御質問にお答えします。 

 今回の沖縄市における対応については、沖縄市、沖
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縄防衛局、県とともに連携して迅速かつ円滑な対応及

び透明性が確保できたものと考えております。 

 恒常的な特別調査委員会の設置については、御提言

として承りたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 再質問にお答えいたしま

す。 

 昨日、八重山地区で開催された採択地区協議会総会

での内容を詳しく説明してほしいという御質問にお答

えいたします。 

 県内２紙の新聞の内容が違い、情報が錯綜しており

ますが、協議会事務局を通して得た情報によります

と、総会後に私から要請のあった協議の場の設定につ

いて提案があったそうです。その口火を切って、この

問題は竹富町の問題だという意見をもとに、３市町で

言い合いが始まってしまったということです。しばら

く続いた互いの応酬を聞いていたある委員から、この

場でおさまりそうもない雰囲気から、この話し合いは

終わらない。３教育長で改めて後日話し合いを持って

ほしいという提案がありました。それを受けて改めて

日程を調整し協議していくことを互いに確認したとい

う内容でございます。 

 ２つ目に、竹富町に育鵬社版を求めたことについて

お答えいたします。 

 この点につきましては、当新聞社がどういう意図で

掲載したか承知しておりませんけれども、私自身就任

以来、竹富町に対して当該教科書を求めたことは一度

もありません。なお、当記事に対しましては異議を申

し入れたことをこの場で申し添えたいと思います。 

 ３つ目の、今回の八重山教科書がさきの県民大会に

まで発展した教科書検定の問題にもつながるものであ

るという御質問につきましては、両者の連動性につき

ましては特に承知しておりません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） ＯＣＶＢの会長の報酬

の件についてお答えいたします。 

 報酬についてはまだ決定をされていないというふう

に認識をしておりますけれども、一般論といたしまし

て就任された御本人の経験、あるいは力量にふさわし

い額としてその団体がみずから判断をし、それぞれの

手続にのっとって決定をされるものというふうに考え

ております。そして県においては、この協議があった

場合には指導監督要領に基づきまして役員報酬への県

からの財政支援の有無などを勘案し、判断することと

なると思います。ちなみに、現在ＯＣＶＢに対して

は、県からの役員報酬に対しての財政支援はございま

せん。 

 それから次に、信用保証協会の会長の年齢と何期目

かという御質問にお答えいたします。 

 現在76歳で、２期目でございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 瑞慶覧 功君。 

   〔瑞慶覧 功君登壇〕 

○瑞慶覧 功君 再々質問ですけれども、さっき

ちょっと抜かしている部分もあったんですけれども、

今さらできないので。 

 この天下りの話ですけれども、この要領ですか、そ

れとどうなのかということをお伺いしたんですけれど

も、今２期目ですと。また３期目までという話になっ

ているという話を聞いたんですけれども、そこら辺

の、要領と照らし合わせて先ほどの給与の問題、そし

て任期の問題はどうなのか、それをもう一度お願いし

たいと思います。 

 そして、この４・28の式典問題、そして６・23慰霊

の日に関連して、４・28はさまざまな意見があると。

しかし、やっぱり沖縄県において圧倒的な県民の思い

というのは出席してほしくない、そうだったとこれは

思います。 

 そしてまた、６・23では防衛・外務、そして駐日ア

メリカ大使が参加したものを理解を深めてもらう機会

になるようにということをおっしゃっているんですけ

れども、ここにはやっぱり本来の主役である県民が見

えない、そういう思いが私はないという思いがしま

す。これは質問ではないんですけれども、やっぱりこ

ういったことをしっかりと県民の総意というか、多数

の意見、そういったものをやっぱりもっと判断してい

ただきたい。これは要望としておきます。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時32分休憩 

   午前11時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 再々質問にお答えいた

します。 

 まず、指導監督要領に照らしてどうかというお話で

す。 
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 まず、ＯＣＶＢの件ですが、報酬の額については、

指導監督要領では、「公社の常勤役員に就任するに当

たっては、次に掲げる事項を公社等に求めるものとす

る。」と。その中に、「報酬等は、別に定める報酬等

の基準の範囲内とする」と。これが御質問にありまし

た44％以内ということでありますが、「この場合、当

該公社等における県の財政支援の有無、他の常勤役員

との均衡等を考慮して要請を行うものとする。」とい

うような条項がございます。そういうことで、仮に新

たに任命された会長の報酬の協議があった際は、私ど

もとしてはこの財政支援の有無、現在は財政支援がご

ざいませんので、団体が適切に判断される額を了とす

ることになろうかと思います。 

 それから、信用保証協会の会長の２期、それから現

在は76歳ということですが、要領でいいますと65歳と

いうことです。 

 信用保証協会の会長職については、信用保証協会の

定款で知事が任命をするというふうになっておりま

す。もちろん任命の際には指導監督要領というものを

念頭に進めるわけでございますが、今回、仲里氏につ

いては中小企業施策やそれから企業経営、組織体制の

知識を有し関係機関との調整能力にすぐれた経験を有

することから任命されたものと理解をしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 金城 勉君。 

   〔金城 勉君登壇〕 

○金城  勉君 こんにちは。 

 公明党・県民会議無所属を代表して質問をいたしま

す。 

 質問に入る前に若干、所見を申し上げたいと思いま

す。 

 参議院選挙が近づいております。私は、このたびの

選挙は、衆参のねじれを解消して本格的な政権運営が

できるかどうかという意味で重要な選挙だと考えてお

ります。長いデフレ状態、不景気の期間を脱して本格

的な景気回復への道を歩み、国民生活を安定させなけ

ればなりません。選挙の争点として、景気・経済対

策、社会保障、雇用問題、原発、憲法改正などが挙

がっております。 

 憲法改正について一言申し上げますと、憲法論議に

は改憲論、護憲論、加憲論等々いろいろな議論があり

ます。改憲論の中には、現憲法は戦後マッカーサーに

よって押しつけられた憲法であるから、自主憲法を制

定すべしという主張があります。一方、護憲論は、現

憲法に一切手をつけるべきではないとの主張もあるよ

うでございます。私は、押しつけ憲法ということにつ

いては違和感を覚えております。平和、人権、民主の

基本三原則は極めて重要な理念であり、高く評価して

おります。押しつけということについては、憲法より

もむしろ、日米安保条約第６条に規定された日米地位

協定こそ日本の独立国家としての主権を著しく侵害し

ている「押しつけ協定」というべきでありましょう。

その意味で、日米地位協定こそ即、抜本的見直しが必

要であり、優先すべき課題であります。 

 現憲法を押しつけ憲法として抜本的見直しを主張す

る国会議員から、日米地位協定を改定すべしという声

を残念ながら私は聞いたことがありません。主権が侵

害されているという自覚がないのではないでしょう

か。押しつけ憲法という一見、わかりやすいフレーズ

を使うことで国民を説得し、本音は別に狙いがあるの

ではないかという意見もあります。また、96条を先行

改正すべしという考え方についても受け入れることは

できません。例えば、これまで憲法改正について諸外

国、アメリカでは６回改正されております。ドイツは

59回改正しているようであります。しかし、改正条件

は３分の２であります。一般の法律とは違う、高い改

正条件を設けるという意味で「硬性憲法」と言われて

おりますが、３分の２条項はしっかり堅持すべきであ

ると考えます。もし改正するのであれば、堂々と改正

の必要性を国民に訴え、３分の２条項を満たした上で

国民に信を問うべきでありましょう。 

 一方、憲法を「不磨の大典」のごとく一切手をつけ

てはいけないとする考え方にもくみすることはできま

せん。改憲の議論そのものを否定するということは、

国民を思考停止状態に押し込めてしまうことにつなが

るからであります。堂々と憲法を議論することによっ

て、現在の憲法のよさを再認識するとともに、不足の

分についても考えるきっかけになると思います。 

 私ども公明党は、現憲法の果たしてきた役割を高く

評価しつつ、一方で時代の変化に伴い足らざるところ

もあるのではないか。また、位置づけを明確にしたほ

うがいいところもあるのではないか等々、現実を踏ま

えて議論を積み上げていったほうがいいという立場で

あります。今後、憲法について国民的議論が高まるこ

とを期待するものであります。 

 では、質問に入ります。 

 １、知事の政治姿勢。 

 (1)、日中関係がいまだ緊張状態にありますが、万が

一にも紛争が起こるようなことは決してあってはなり

ません。沖縄にとっても中国との関係回復は極めて重

要であります。日中の交流を再開・発展させるために

は、沖縄が活路を開く役割を担えるのではないでしょ
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うか。県の戦略を伺います。 

 (2)、去る４月５日に発表された在沖米軍基地の統合

計画は、返還手順や跡地利用計画との整合性は検討さ

れているでしょうか、県の見解と対応を伺います。 

 (3)、オスプレイがこの夏にも追加配備されるという

報道がありますが、県への連絡はあるのか、またその

対応を伺います。 

 (4)、ＴＰＰは21分野に及ぶ広範囲の交渉になりま

す。県内農業に対する影響は明らかでありますが、そ

の他の分野の影響についてもメリット・デメリットを

明らかにするために、県独自に調査研究をすべきでは

ないでしょうか。 

 (5)、政府は「沖縄をイノベーション拠点」に位置づ

ける方針とのことであります。政府との連携の中で沖

縄の成長戦略をどう構築するか、県の考えを伺いま

す。 

 ２、総務部関連。 

 (1)、一括交付金は24年度、25年度と県の要望がかな

いました。今後も一括交付金制度の継続ができるかど

うか、見通しはどうでしょうか。 

 (2)、県は「今後の財政収支見通し」を発表しました

が、歳入より歳出が上回る見込みになっております。

財政基盤の安定、確立のための取り組みはどうでしょ

うか。 

 ３、知事公室関連。 

 (1)、先日、沖縄市で米軍基地返還跡地からドラム缶

が発見されました。枯れ葉剤の疑いも指摘されており

ますが、県としての対応を伺います。 

 (2)、米軍飛行場周辺において、防音工事エリアの見

直しを求める声があります。爆音被害の実態把握につ

いて、県は独自の調査を実施して防衛省に要望すべき

ではないでしょうか。 

 (3)、国交省が整備するＧＰＳ波浪計津波防災システ

ムについて、沖縄県への設置を要請してはどうでしょ

うか。 

 (4)、昨年９月議会で提案しました女性防災クラブ研

修の一環として招聘するとした専門家を招いての講演

会開催はどうなっているでしょうか。 

 (5)、認可外保育園の防音工事について、認可園同

様、施工対象にすべきであります。見通しはどうで

しょうか。 

 ４、企画部関係。 

 (1)、公共交通体系整備について伺います。 

 ア、鉄軌道導入の県案、内閣府案とＮＰＯ等県民意

見との整合性をどう図っていきますか。 

 イ、地下方式、高架方式、それと地平方式の比較検

討はどのようにしておりますか。 

 ウ、公共交通の活性化のためにノンステップバス導

入、バスレーンの延長､ＩＣ乗車券システム導入、バ

スロケーションシステム導入、バス停のグレードアッ

プ等の実施状況はどうでしょうか。 

 (2)、がん治療に大きな効果を発揮すると言われる重

粒子線がん治療センター設置が検討されております

が、調査状況と見通しはどうでしょうか。 

 ５、福祉保健部関連。 

 (1)、「待機児童解消加速化プラン」について伺いま

す。 

 政府は、深刻な待機児童問題の解消に向けて、平成

27年から実施予定の計画を２年前倒しして取り組むこ

とになりました。県や市町村に対して積極的な支援策

を講じることにより、問題解決を図る方針でありま

す。 

 ア、待機児童解消に向け、国は平成25年、26年を

「緊急集中取組期間」と位置づけ20万人分の保育環境

整備、平成27年から29年は「取組加速期間」として40

万人分の保育環境を整備し、待機児童解消を目指すこ

とになっております。県としても、待機児童ゼロに向

けて計画の前倒しを検討すべきではないでしょうか。 

 イ、保育士確保のための処遇改善や非正規職員の問

題についてどう改善していきますか。 

 ウは取り下げます。 

 エ、事業所内保育施設の県内での事業所数、児童数

の実績はどうでしょうか。 

 オ、認可外保育園への給食費助成について、本年度

も引き上げていただきました。高く評価したいと思い

ます。また、さらなる向上に向けた計画はどうでしょ

うか。 

 (2)、各市町村における子供医療費の自動償還払い方

式の導入状況はどうなっておりますか。 

 (3)、虐待などにより傷ついた子供たちの心のケアの

ための「情緒障害児短期治療施設」の設置に向けた取

り組みはどうでしょうか。 

 (4)、航空医療について。 

 ドクターヘリが運用されるようになってから救急医

療が充実してきました。しかし、宮古、八重山、久米

島等、我が沖縄県は離島が多く点在しており、離島住

民の命を守る航空機輸送は非常に重要であります。自

衛隊や海上保安庁の協力を仰いで対応している現状で

すが、今後の離島住民の緊急時の輸送手段について伺

います。 

 ア、自衛隊や海上保安庁による患者輸送の実績や課

題はどうでしょうか。 
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 イ、北海道で実施しているメディカルウイング（医

療優先固定翼機）研究運航事業を視察してまいりまし

た。沖縄でも実証実験として国に要請してはどうで

しょうか。また、県医師会とも連携して「航空医療研

究会」（仮称）を設置して検討してはどうでしょう

か。 

 ウ、浦添総合病院が運営するドクターヘリのヘリ

ポートについて、浦添市で議論になっているようです

が、県はどうかかわりますか。 

 ６、商工労働部関係。 

 (1)、中小企業金融円滑化法が３月末をもって終了し

ました。資金繰りや企業経営への影響が懸念されます

が、県内企業の状況はどうでしょうか。 

 (2)、雇用対策。 

 ア、高校生、大学生のキャリア教育は就職率や定着

率に課題があります。実績豊富な民間の教育機関との

連携は重要だと思いますが、いかがでしょうか。 

 イ、県外・海外インターンシップの実績と本年度の

取り組みについて伺います。 

 ウ、ニート、ひきこもりの実態把握と対策について

伺います。 

 エ、障害者法定雇用率が国・地方公共団体、教育委

員会、民間等、それぞれで決められておりますが、県

から民間委託する事業についての数値は守られている

でしょうか。 

 ７、教育庁関連。 

 (1)、「子どもの貧困対策法」について。 

 去る６月19日、「子どもの貧困対策法」が成立しま

した。子供の貧困解消、教育の機会均等、健康で文化

的な生活の保障、次世代への貧困の連鎖の防止等を基

本理念としております。県内においては、子供の貧困

問題は重要課題であります。 

 ア、県内の子供の貧困率等は、実態調査はどうで

しょうか。 

 イ、子供の貧困対策計画の策定はどうでしょうか。 

 ウ、低所得世帯への支援策はどうでしょうか。 

 (2)、英語立県事業について。 

 ア、英語マイスター公開授業の成果と今後の展開は

どうか。 

 イ、大学院大学、アミークス、基地内学校との連携

はどうか。 

 ウ、海外との姉妹校提携の進捗状況はどうか。 

 (3)、国公立大学への県内高校生の進学率はどうか。 

 (4)、難聴児童の補聴器助成について伺います。  

 昨年２月議会でも取り上げましたけれども、両耳の

聴力が70デシベルより悪くなると身体障害者と認定さ

れて身体障害者手帳が発行され、補聴器への助成制度

が適用されます。しかし、70から55デシベルの聞こえ

の人を中等度、50より軽い人を軽等度難聴者という言

い方をいたしますが、30を超えたら補聴器が必要にな

ることは一緒でございます。 

 そこで伺います。 

 ア、補聴器が必要とされる聴力30デシベル以上70デ

シベル未満の軽度・中等度の難聴児童の補聴器への助

成制度を検討すべきではないか 

 イ、小・中・高校生の難聴児童生徒の実態に去年と

変化はありますか。 

 ８、土建部関連。 

 (1)、米軍発注工事に係るボンド制度への対応につい

てどう検討されておりますか。  

 (2)、国は今年度、人材確保や経営支援として公共工

事の労務単価を引き上げました。国による労務単価引

き上げについて、県内での運用は下請、孫請等を含め

適正になされているか。また、効果はどうでしょう

か。 

 (3)、定期貨物船就航実証実験について。 

 平成23年11月から実証実験が開始されております。

中城湾港の活性化、背後地への企業誘致の促進、雇用

拡大等が期待されております。 

 そこで伺います。 

 ア、実証実験後の貨物輸送量の推移はどうでしょう

か。 

 イ、上り便が実施されてなく、中城湾に立地してい

る企業の貨物は那覇港に陸送されているとのことで

す。上り便も定時運航すべきではないでしょうか。 

 ウ、鹿児島以外の便拡充はどうでしょうか。 

 エ、先島への就航実験も求められております。計画

はどうでしょうか。 

 ９、農林水産部関係。 

 (1)、県は、日台漁業協定の見直しについて国に要請

しておりますが、見通しはどうでしょうか。 

 (2)、県内の水産業の現状は小規模操業で、他県や台

湾、中国に比べ見劣りするとの指摘がありますが、今

後の取り組みについてはどうでしょうか。 

 10、公安委員会関係。 

 脱法ドラッグや脱法ハーブ等による健康被害や事

件・事故が起こっておりますが、国は本年３月、成分

構造が類似していれば一括して薬事法の規制対象にで

きる「包括指定」を導入しました。 

 そこで伺います。 

 (1)、県内での脱法ドラッグ、脱法ハーブ乱用の実態

と対策について御説明をお願いします。 
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 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの金城勉君の質問に

対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回し

たいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時52分休憩 

   午後１時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の金城勉君の質問に対する答弁を願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 金城勉議員の御質問に答弁

をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての中で、イノベー

ション拠点に係る県の戦略についてという点でござい

ますが、これは政府が今やっております成長戦略に係

る関連の御質問についてでございます。答弁いたしま

す。 

 このたび、山本沖縄担当大臣を初め関係者の御提案

といいますかお骨折りをいただきまして、「骨太の方

針」や「成長戦略」におきまして、沖縄をイノベー

ションの拠点として検討し、国家戦略として特区制度

の活用も図りつつ、その振興策を総合的そして積極的

に推進することが明記されております。沖縄県といた

しましては、成長戦略を全庁的に分析をし、沖縄振興

に資する施策を積極的に取り込むなど適切に対応し、

沖縄21世紀ビジョン実現に向けた取り組みを加速させ

てまいりたいと考えております。 

 次に、商工労働部関連についての御質問ということ

で、金融円滑化法の終了に伴う県内企業への影響につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県では３月末の金融円滑化法終了を受けまし

て、今年度から「資金繰り円滑化借換資金」を創設を

し、資金繰りの支援を行っているところでございま

す。そのため、現在のところ特に大きな混乱はないも

のと認識をしているところでございます。 

 次に、土木建築部関連についての御質問の中で、米

軍発注工事に係るボンド制度への対応についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 今年度は、県内建設業者の海外展開を支援する沖縄

建設産業グローバル化推進事業の中におきまして、第

１に、海外ボンド会社の活用等の検討を行いますとと

もに、第２に、米軍等関係機関に対する県内業者への

分離・分割発注、そしてボンド率減免の要請を引き続

き行い、県内業者の受注促進に努めてまいりたいと考

えているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 金城勉議員の知事の政治姿

勢についてに関する御質問の中で、日中関係における

沖縄の役割についてお答えをしたいと思います。 

 沖縄と中国とは長い交流の歴史を持ち、友好的な関

係を築いてまいりました。現在は、留学生等の相互派

遣など人的交流のほか、観光を中心とした経済交流を

積極的に推進しているところであります。 

 沖縄県としましては、これまでの交流の伝統を生か

し、沖縄ならではの中国との交流を推進することで、

日中関係の改善に貢献してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 総務部関連についての御質

問の中で、財政基盤の安定、確立のための取り組みに

ついてお答えいたします。 

 「今後の財政収支の見通し」の中では、歳入総額が

緩やかに増加する一方で、歳出総額は公債費や今後の

社会保障関係費の増等に伴いまして、歳入総額を上

回って増加をし、今後４年間でおおむね433億円の収

支不足が見込まれているところであります。このた

め、沖縄県では、新たな行革プランの策定により、自

主財源の確保そして事務事業の見直しなど、歳入歳出

両面の見直しを継続をして進めるとともに、沖縄振興

交付金を活用して、観光、情報通信、それから国際物

流などの産業振興施策に重点的に取り組むことによっ

て、安定的な税源の涵養を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、統合計画と跡地利用との整合性に

ついてお答えいたします。 

  嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施されることが必要と考えておりま

す。４月５日に日米両政府が発表した統合計画におい

ては、具体的な返還規模やスケジュールが明らかにさ

れていないことから、県は、去る６月12日、軍転協と

して知事が政府に対し移設内容の具体的な説明、跡利
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用計画の円滑な実施に配慮すること、地元意見を聴取

する場の設置等を直接要望したところであります。 

 次に、オスプレイの追加配備についてお答えいたし

ます。  

 沖縄防衛局から、去る４月30日に、在日米軍司令部

及び在京米国大使館が日本政府に対し説明があったと

のことであり、昨年配備されたオスプレイ部隊に続

き、本年夏にＣＨ46飛行隊にかわることとなる２番目

のＭＶ22飛行隊について、12機のＭＶ22が岩国経由で

普天間飛行場に配備されるとのことであります。オス

プレイ配備については、県民の不安が一向に払拭され

ておらず、さらなる負担の増大は認められるものでは

ないことから、引き続き配備計画の見直しと配置分散

の実施などを政府に強く求めてまいります。 

 次に、知事公室関連についての御質問の中で、女性

の専門家を招聘しての講演会の開催についてお答えい

たします。 

 県は、女性の視点に立った防災対策を推進する観点

から、女性の専門家の活用は重要と考えております。

このため、議員から御提案のあった講演会の開催につ

いて、実施に向け調整を行っているところでありま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、農業以外の分野でのＴＰＰの影響

についての調査研究についての御質問にお答えいたし

ます。 

 ＴＰＰは物品貿易のみならず、サービスや投資、政

府調達など幅広い分野にかかわるものであり、県内の

関係団体から、農業分野以外にも、国民皆保険制度の

維持や食の安全・安心についての懸念などが示されて

おります。また、正式参加するまでは、国においても

詳細な交渉内容の入手が困難となっております。県と

しましては、今後、知事を本部長とする庁内組織を７

月の早い段階で立ち上げ、全庁的に情報の収集や影響

の調査等を行うとともに、今後の対策等を協議するな

ど適切に対応してまいります。 

 企画部関連の御質問の中で、鉄軌道導入に向けた県

案、内閣府案及びＮＰＯ等県民意見との整合性につい

てお答えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて複数のモデル

ケースを設定して、既存の整備・運営スキームを前提

に検討を行い、沖縄における新たな公共交通システム

の導入にかかわる課題整理を行っております。平成24

年度からは、整理された諸課題について可能な限り幅

広く調査を行い、段階を踏んで検討を行っているとこ

ろであります。一方、県においては、国の調査におい

て、膨大な事業費や厳しい事業採算性などの課題が示

されたことを踏まえ、鉄軌道等の早期導入の可能性を

高める観点から、昨年度、先進事例調査等によるコス

ト縮減策の検討、持続的な運営を可能にする特例的な

制度の検討を実施しました。また、ＮＰＯ等県民から

は、県民及び観光客の移動利便性向上や交通渋滞の緩

和などの観点から、これまでさまざまな意見や御提言

をいただいているところであります。県としまして

は、国との連携を図りつつ、今年度は、これまでの調

査結果や県民等からいただいた意見や提言を勘案し、

導入ルートやシステム、事業スキーム、ＬＲＴや基幹

バス等のフィーダー交通との有機的な連携等について

幅広く検討を行い、導入に向けた県としての考え方を

まとめていくこととしております。 

 地下・高架方式等と地平方式の比較検討についてお

答えいたします。 

 平成24年度の県調査では、沖縄県総合交通体系基本

計画で示す南北骨格軸の構築とともに、那覇・名護間

を１時間で結ぶ県土構造の将来像を踏まえ、那覇、普

天間、沖縄市、うるま市、名護市を結ぶ概略ルートを

設定し、検討を行いました。那覇、沖縄市、うるま市

にかけての区間につきましては、既に過密な市街地が

形成されており、連続した用地確保や物件補償等の課

題があることから、道路下を基本とした地下構造での

導入が有利と考えております。一方、うるま市以北な

どの郊外の区間では、連続した用地確保の容易さ及び

コスト縮減を考慮し、高架構造が有利と考えておりま

す。地平方式につきましては、市街地では膨大な物件

補償費の発生や用地取得に長期間を要すること、さら

に、踏切設置や道路上への導入に伴う電車と車または

人との事故の懸念、車線減少による自動車交通への影

響などの課題があると考えております。そのため、沖

縄本島を縦断する南北骨格軸については、市街地は地

下構造、郊外では高架構造を基本に検討を行っている

ところであります。 

 次に、公共交通活性化の実施状況についてお答えい

たします。 

 本県は、急激な自動車利用の拡大とバス利用者の減

少により、極めて高い自動車依存型社会が形成され、

交通渋滞が日常化しております。県としては、交通渋

滞の緩和には公共交通利用への転換が重要であると考

えていることから、公共交通の利用環境を改善する各

種事業を実施しております。平成25年３月には、交通
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弱者を含む全ての利用者の乗降性にすぐれるノンス

テップバスを沖縄県内に40台導入し、平成28年度まで

に計200台の車両を導入する計画としているほか、バ

ス停での待ち時間を短縮できる、沖縄本島バス４社共

通のバスロケーションシステム「バスなび沖縄」と、

外国人観光客向け４カ国語に対応した公共交通の経路

検索サイト「ルートファインダー沖縄」について、平

成25年４月から運用を開始しております。乗降時間の

短縮や運賃精算の手間を軽減するＩＣ乗車券システム

については、基本計画案を昨年度取りまとめ、平成27

年４月の運用開始に向けて交通事業者と調整を行って

いるところであります。また、バス停のグレードアッ

プについては、各関係機関において実施設計等の取り

組みが進められているほか、今年度予定している国道

58号のバスレーン延長についても、沖縄県警察本部と

実施に向けた調整を行っております。年々減少傾向に

あった路線バスの輸送人員が、平成25年４月の実績で

は昨年度と比較して約４万人の増加に転じていること

から、これらの取り組みにより路線バスのイメージ

アップが図られ、公共交通の利用促進に寄与している

ものと考えております。 

 次に、重粒子線がん治療センターの設置についてお

答えいたします。 

 重粒子線治療施設の導入については、昨年度、基礎

調査が行われ、県医師会、琉球大学、重粒子線治療研

究機関、経済団体等で構成する協議会が設置され、導

入可能性についての検討が行われました。今年度は、

昨年度の基礎調査や協議会で洗い出された課題等につ

いて詳細な調査を行い、秋ごろをめどに想定される事

業主体、整備コスト、運営コスト、収支計画等につい

て中間報告の取りまとめを行いたいと考えておりま

す。この中間報告をもとに、施設の導入に向けた具体

的な計画案を策定する予定であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 総務部関連で、沖縄振

興交付金制度の継続見通しについてお答えいたしま

す。 

 沖縄振興交付金は、沖縄振興特別措置法において、

10年間の持続的な制度として創設されたものでありま

す。沖縄県としては、同交付金を活用し、離島振興、

子育て支援、医療・福祉の向上、観光振興、産業振

興、人材育成など、沖縄の振興に資する事業を推進し

ているところであります。次年度におきましても、引

き続き必要な施策・事業が展開できるよう、県議会を

初め関係各位の御協力をいただきながら、所要額の確

保を国に求めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事公室関連につい

ての中で、沖縄市で発見されたドラム缶に係る県の対

応についての御質問にお答えします。 

 沖縄市の米軍基地返還跡地で見つかったドラム缶に

ついては、何らかの有害物質による土壌汚染の可能性

が考えられることから、県としては、沖縄市及び沖縄

防衛局と連携し、周辺地下水等の環境調査を実施して

いるところであります。なお、ドラム缶の内容物及び

サッカー場の土壌については、沖縄市及び沖縄防衛局

が調査を行うこととなっています。 

 同じく知事公室関連の中で、米軍機騒音の実態調査

の御質問にお答えします。 

 県では、環境基準の類型当てはめ地域外での騒音苦

情が増加していることから、平成23年度及び24年度

に、嘉手納及び普天間飛行場周辺において「米軍基地

航空機騒音実態調査」を実施しました。同調査の結果

によりますと、平成23年度においては、住宅防音工事

対象区域外の４地点において、Ｗ値（うるささ指数）

による環境基準を超過している状況が確認されており

ます。これらの調査結果を精査の上、沖縄防衛局に対

し、住宅防音工事対象区域の拡大について要請してま

いりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事公室関連の御

質問の中で、ＧＰＳ波浪計津波防災システムの設置要

請についての御質問にお答えいたします。 

 ＧＰＳ波浪計は、港湾整備に必要な沖合の波浪を精

度よく観測するために国土交通省が設置しておりま

す。地震発生時には津波の観測も可能であることか

ら、気象庁等関係機関と連携することにより、港湾を

含む沿岸地域での津波への迅速な対応にも活用できる

と聞いております。全国では東北地方を中心に15カ所

設置されておりますが、県内にはまだ設置されており

ません。今後、防災の観点から関係機関と調整し、設

置要請について検討していきたいと考えております。 

 次に、土木建築部関連についての御質問の中で、労

務単価引き上げの適用と効果についての御質問にお答

えいたします。 

 県における新年度の公共工事労務単価は、対前年度
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比で12.3％上昇しており、各発注機関において、新単

価による工事の発注を行っているところであります。

また、旧単価で４月１日以降に契約した工事について

も、契約変更により新単価を適用するよう各関係機関

へ通知しております。さらに、下請企業等の技能労働

者の賃金水準の引き上げについても、発注機関及び業

界団体を通じて周知徹底を図っているところでありま

す。今後は新労務単価で積算した工事が発注されるこ

とから、建設企業等の賃金水準の向上が図られるもの

と考えているところでございます。 

 同じく土木建築部関連の御質問の中で、中城湾港の

貨物輸送量の推移についての御質問にお答えいたしま

す。 

 中城湾港の実証実験は、平成23年11月から開始し、

ことし５月末までに76回、合計２万6000トンの貨物を

取り扱っております。輸送量は、平成23年度の月平均

が980トンだったのに対し、平成24年度には月平均

1430トンと約1.5倍の伸びとなっております。直近の

３カ月の平均では、1770トンとなっております。 

 同じく土木建築部関連の質問の中で、中城湾港の上

り便の定時運航についての御質問にお答えいたしま

す。 

 上り便につきましては、中城湾港新港地区からの移

出貨物が少ないことから、これまでは定期運航に至っ

ておりません。しかしながら、新港地区に立地する企

業や久米島の飲料水において、大都市圏等への移出の

増加が見込まれることから、上り便の定期運航の実現

に向け取り組みたいと考えております。  

 同じく土木建築部関連の御質問の中で、中城湾港の

鹿児島以外の便拡充についての御質問にお答えいたし

ます。 

  平成24年度には、実験船で鹿児島県志布志港まで輸

送し、既存の志布志・大阪航路に積みかえて、大阪へ

の輸送を２回行っております。今年度は、大阪を含む

大都市圏への移出回数及び貨物量の増加に向け取り組

んでいきたいと考えております。 

 同じく土木建築部関連の御質問の中で、中城湾港か

らの先島への就航計画についての御質問にお答えいた

します。 

  新港地区に立地する企業から先島への新たな移出貨

物が見込まれていることから、今後、企業ヒアリング

等を実施し、先島への実証実験に向けて前向きに取り

組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事公室関連につい

ての御質問の中で、認可外保育施設が防音工事の補助

対象となる見通しについてお答えいたします。 

 国においては、平成26年度の概算要求に向けて、８

月までに沖縄も含めた基地周辺自治体に所在する認可

外保育施設の実態調査を行い、結論を出すと聞いてお

ります。沖縄県としましては、平成26年度予算におい

て、認可外保育施設に対する防音工事の補助が実現す

るよう、国に働きかけてまいります。 

 次に、福祉保健部関連についての御質問の中で、待

機児童解消に対する県計画の前倒しについてお答えい

たします。 

 沖縄県におきましては、沖縄21世紀ビジョン実施計

画において、今後10年間で潜在的待機児童も含めた

9000人の待機児童の解消を目標として掲げておりま

す。県としましては、今後、県が策定する指針に基づ

き、市町村計画の策定を促進し、沖縄21世紀ビジョン

基本計画の早い段階で、潜在的待機児童も含めた待機

児童解消を図っていくため取り組んでまいります。 

 次に、保育士の確保についてお答えいたします。 

 沖縄県においては、保育士の給与等の改善を図るた

め、平成25年度予算で６億6000万円を計上し、保育士

等処遇改善臨時特例事業を実施しております。また、

保育士の処遇改善に向けた制度の見直しについて、九

州各県保健医療福祉主管部長会議を通じて国に要望し

ております。非正規職員の問題については、認可保育

所に対し、正規職員率を６割以上にするよう、指導助

言を行っております。県としては、今後も保育士の確

保に向けた支援に取り組んでまいります。 

 次に、事業所内保育施設の数、児童数についてお答

えいたします。 

 平成25年４月１日現在、県内の事業所内保育施設数

は39施設で、入所児童数は660人となっております。 

 次に、認可外保育施設の給食費助成についてお答え

いたします。 

 認可外保育施設への給食費助成については、単価の

見直しや対象日数をふやすなどして、これまで段階的

に支援の拡充を図ってまいりました。平成24年度から

沖縄振興特別推進交付金を活用し、待機児童の解消と

認可外保育施設における保育の質の向上を一体的に取

り組んでおります。認可外保育施設については、今後

新たな支援策を検討していきたいと考えております。 

 次に、こども医療費助成事業の自動償還の導入状況

についてお答えいたします。 

 自動償還の導入に向けて、現在、平成26年１月実施

を目標に関係機関と調整を進めているところでありま
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す。今年度中に自動償還導入を予定しているのは９市

町村、次年度に導入予定が７市町村となっておりま

す。また、導入予定ではあるが実施時期が未定と回答

したのは３市町村となっております。県としまして

は、６月に自動償還導入に向けた事務手続等につい

て、全市町村を対象に説明会を実施したところであ

り、今後とも市町村が自動償還を円滑に導入できる環

境整備を図ってまいります。 

 次に、情緒障害児短期治療施設についてお答えいた

します。 

 情緒障害児短期治療施設については、現在、関係団

体等と意見交換を行うとともに、他県の情緒障害児短

期治療施設の視察や、同施設職員との意見交換等を行

うなど、条件整備における課題の整理に取り組んでい

るところであります。今後は、情緒障害児短期治療施

設の運営主体の確保に向け取り組んでまいりたいと考

えております。 

 次に、自衛隊及び海上保安庁ヘリによる患者搬送実

績と課題についてお答えいたします。 

 平成24年度の自衛隊機による患者搬送は118件、海

上保安本部ヘリコプターによる患者搬送は76件となっ

ております。患者搬送については、現在、10カ所の病

院の協力により添乗医師の派遣が行われております

が、協力病院における診療体制の維持や医師個人の負

担が大きいことから、協力病院の確保について課題が

あります。県としましては、平成24年度から協力病院

への財政支援を実施するなど、対策に取り組んでいる

ところであります。 

 次に、メディカルウイング研究運航事業及び航空医

療研究会の設置についてお答えいたします。 

 北海道では、平成22年度から小型航空機を活用した

メディカルウイング研究運航事業を実施しておりま

す。同研究事業はことし９月に終了し、事業結果や課

題等について国へ報告すると聞いております。県とし

ましては、事業結果等について情報収集するととも

に、医師会等の関係機関で構成する「沖縄県救急医療

協議会」等において、小型航空機の活用等について議

論していきたいと考えております。 

 次に、ドクターヘリのヘリポートについてお答えい

たします。 

 浦添総合病院が搬送に利用している港川へリポート

について、浦添市から退去するよう通告を受けている

との報道がされたところであります。浦添市に確認し

たところ、報道された整備計画が決定しているわけで

はないこと、ドクターヘリは重要な役割を果たしてい

ると認識しており、退去通告は行っていないとの回答

を得ております。県としましては、引き続き市町村や

関係機関の理解と協力を求め、同事業の円滑な実施に

努めてまいります。 

 次に、商工労働部関連についての御質問の中で、ひ

きこもりの実態と対策についてお答えいたします。 

 平成24年度におけるひきこもりの相談件数は、県総

合精神保健福祉センターが39件、保健所が99件、市町

村が322件で、合計460件となっております。 

 ひきこもり対策に関連する事業としましては、関係

部局と連携を図りながら、子ども・若者自立促進事業

や社会的包摂・「絆」再生事業において心理カウンセ

リングや職業相談等の支援を実施しているところであ

ります。また、ひきこもり等の社会生活を円滑に営む

上での困難を有する子供・若者を支援するため、平成

25年１月に「沖縄県子ども・若者支援地域協議会」を

設置したところであり、今後は同協議会において、各

支援機関の連携体制の構築等に取り組んでまいりま

す。 

 次に、教育庁関連についての御質問の中で、県内の

子供の貧困率等についてお答えいたします。 

 平成23年７月に国が公表した、我が国における子供

の貧困率は15.7％となっておりますが、厚生労働省に

よると、各県ごとの貧困率を算出することは困難との

ことであります。本県の場合、全国に比較して所得水

準が低いこと、ひとり親家庭が多いことなど、子供を

取り巻く環境が厳しいことを勘案すると、本県におけ

る子供の貧困の状況は全国より厳しい状況にあるので

はないかと考えております。また、子供の貧困の実態

につきましては、生活困窮世帯等に対する各種支援施

策を実施する中で状況の把握に努めているところであ

ります。 

 次に、子供の貧困対策計画についてお答えいたしま

す。 

 去る６月19日に成立した「子どもの貧困対策の推進

に関する法律」において、都道府県は「子どもの貧困

対策計画」を策定するよう努めるものとされておりま

す。また、同法では、都道府県子供の貧困対策計画に

ついては、国が定める「子どもの貧困対策に関する大

綱」を勘案して策定するものとされております。この

ため、本県における子供の貧困対策計画につきまして

は、今後示される国の大綱を踏まえて検討してまいり

ます。 

 次に、低所得世帯への支援策についてお答えいたし

ます。 

 県におきましては、低所得世帯に対する支援につい

て、従来から児童福祉、母子福祉、生活保護など幅広
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い分野からの支援を実施しているところであります。

特に子供の貧困への対策につきましては、貧困の連鎖

を防止するための取り組みが重要であると考えており

ます。このようなことから、県では、生活保護世帯の

子供を対象に学習支援を行う子どもの健全育成事業、

準要保護世帯の子供に対する学習支援と、親に対する

養育支援、就労支援をあわせて行う子育て総合支援モ

デル事業等を実施しているところであります。 

 次に、公安委員会関連についての御質問の中で、違

法ドラッグ乱用の実態と対策についてお答えいたしま

す。 

 沖縄県内の違法ドラッグを販売していると疑われる

店舗の数は、平成24年１月末現在で24店舗でしたが、

平成25年５月末現在では７店舗と大幅に減少しており

ます。また、平成24年１月から12月までの間に、違法

ドラッグによると疑われる救急搬送事例は40件で、10

代、20代の若年層が全体の７割以上を占めておりま

す。このようなことから、県では、販売店舗に対し、

県警と合同で立入検査を実施するなど、指導・取り締

まりを強化するとともに、学校等において薬物乱用防

止に関する講習会を行っております。県としまして

は、今後とも、県警等関係機関と連携し、薬物乱用防

止対策を講じていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 商工労働部関連について

の御質問で、高校生のキャリア教育の効果についてお

答えいたします。 

 県教育委員会では、高校卒の就職内定率や定着率の

改善に向けた多くの施策を展開し、積極的にキャリア

教育の推進に取り組んでいるところです。現在、高校

卒の就職内定率は前年度比6.3ポイント増と改善して

きたところですが、定着率におきましては、なお課題

を残すところとなっております。また、民間のノウハ

ウを活用する観点から、平成24年度より民間委託によ

るキャリア教育マネジメント事業を立ち上げ、研修会

や講演会、フォーラム等を実施するなど、学校の教育

活動全体を通した児童生徒のキャリア発達に努めてい

るところです。 

 次に、教育庁関連についての御質問で、英語授業マ

イスターの成果と今後の展開についてお答えいたしま

す。 

 英語授業マイスター発掘プロジェクトは、他の模範

となるすぐれた授業力を備えた教員を認定すること

で、沖縄県全体の英語教員の授業力向上に資すること

を目的としております。県教育委員会としましては、

平成25年３月に、中学校教員１名、高等学校教員１名

を英語授業マイスターとして認定したところでありま

す。今後は、英語授業マイスターを研修会、公開授

業、校内研修等で活用し、授業力向上に資するととも

にその拡充に努めてまいります。 

 次に、大学院大学等との連携についてお答えいたし

ます。 

 県教育委員会では、沖縄科学技術大学院大学、基地

内学校等との連携により、児童生徒が活用できる27の

交流プログラムを提供しております。具体的には、沖

縄科学技術大学院大学への「オープン・キャンパス」

や「こどもかがく教室」、また、基地内高校生との

「スポーツ大会」や「漫画コンテスト」等、児童生徒

の英語コミュニケーション能力の向上及び異文化交流

が図られるような内容となっております。 

 次に、海外との姉妹校提携の進捗状況についてお答

えいたします。 

 県教育委員会では、国際交流拠点形成を図るため、

海外との姉妹校締結を積極的に推進しているところで

あります。昨年度はシンガポール、中国、アメリカ、

オーストラリアの教育委員会等と交流意向書の締結を

行い、今年度は、カナダのヴィクトリア市教育委員会

等とも締結を予定しております。今後ともグローバル

な教育先進地域づくり及び国際性を涵養する教育シス

テムの拡充に努めてまいります。 

 次に、国公立大学への県内高校生の進学率について

お答えいたします。 

 平成25年３月の県立高等学校における国公立大学進

学希望者は2018名で、そのうち進学者は1165名、進学

率は57.7％となっております。 

 次に、難聴児童生徒の実態及び助成についてお答え

いたします。７(4)アと７(4)イは関連しますので一括し

てお答えいたします。 

 平成24年度学校保健統計調査報告書によりますと、

本県の小・中・高校生の難聴児童生徒は、小学生

0.81％で516名、中学生0.73％で228名、高校生0.65％

で200名と推定されており、ここ数年、ほぼ横ばいの

傾向にあります。そのうち、重度の難聴児童生徒は、

小学生35名、中学生16名、高校生15名となっておりま

す。なお、軽中等度難聴児童生徒への助成につきまし

ては、障害者総合支援法において現在適用外となって

いることから、同法の適用拡大が望まれます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 
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○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働部関連の御

質問の中の、大学生のキャリア教育の効果と民間にノ

ウハウを学ぶべきではないかという趣旨の御質問でご

ざいます。 

 沖縄県における大学卒の就職内定率は、平成23年が

59.8％、平成24年が65.9％、平成25年が65.4％となっ

ております。また、大学卒の１年目の離職率でござい

ますが、平成21年卒が20.8％、平成22年卒が25.2％、

平成23年卒が26.2％となっております。 

 沖縄県においては、大学生等のキャリア形成を支援

するため、県外インターンシップや就職意識啓発のた

めのフォーラム、沖縄県キャリアセンターにおける就

職支援セミナーの開催等を実施をしてまいりました。

さらに、平成24年度は、教育関係者に加えまして民間

の有識者の意見を取り入れたキャリア形成支援プログ

ラムを策定し、本年度はキャリア教育に精通した民間

企業に委託をし大学等で実証検証を行い、平成26年度

以降に県内各教育機関へ普及・定着させる予定でござ

います。 

 今後とも大学等と連携し、民間のノウハウを活用し

内定率の向上や離職率の低下に取り組んでまいりま

す。 

 同じく県外・海外インターンシップの実績と本年度

の取り組みについてという御質問でございます。 

 平成24年度の県外インターンシップについては、高

校生126名、大学生等248名を派遣いたしました。海外

インターンシップについては、２週間の短期インター

ンシップに大学生等103名を派遣をいたしました。ま

た、海外就職を目指す３カ月の長期ジョブトレーニン

グには若年求職者14名を派遣し、うち９名がその後ト

レーニング先の海外企業等に就職をしております。平

成25年度も引き続き実施をすることといたしておりま

すが、今月、高校生109名を県外インターンシップへ

派遣したところでございます。 

 今後、大学生等を県外インターンシップに250名、

海外短期インターンシップに100名、若年求職者を海

外長期ジョブトレーニングに26名、それぞれ派遣する

予定となっております。 

 同じく若年無業者の実態と対策についてという御質

問でございます。 

 平成24年の労働力調査において、若年無業者数は全

国が約63万人、沖縄県が約１万1000人でございます。

15歳から34歳人口に占める若年無業者の割合は、全国

平均が2.3％、沖縄県は3.3％となっており、全国平均

と比較して高い割合となっております。 

 若年無業者対策といたしまして、国においては、15

歳から39歳までの若年無業者に対し、日常生活から就

労までの幅広い相談や職業的自立支援のため、本島北

部・中部・南部の３カ所に地域若者サポートステー

ションを設置しております。県におきましては、平成

24年度から就職に必要な知識・技能の習得や企業実習

を中心とした若年無業者職業基礎訓練事業を実施をし

ております。 

 県といたしましては、引き続き若年無業者に対する

支援を行ってまいりたいと考えております。 

 それから、同じく障害者法定雇用率が県の委託企業

に適用されるかという趣旨の御質問でございます。 

 障害者法定雇用率は「障害者の雇用の促進等に関す

る法律」で定められておりまして、従業員が50人以上

の民間事業主は２％の障害者雇用義務がございます。

この基準は、県の委託を受ける民間事業主にも守って

いただくべきものと認識をしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産部関連につ

いての中の、日台漁業取決め見直しの見通しについて

お答えいたします。 

 本年４月10日に合意された日台漁業取決めは、沖縄

からの要望が反映されず、台湾側に大幅に譲歩した内

容となっております。今回の取り決め合意は、好漁場

の縮小を余儀なくされるなど本県水産業へ多大な影響

があると懸念しております。このため、県は漁業団体

と連携し、国に対し本県漁業者の権益及び安全操業を

確保し、漁業秩序を維持できるよう、日台漁業取決め

の見直しを強く求めてきたところであります。この要

請に対して、国は、日台漁業取決め締結直後であり、

すぐの見直しは困難であるとしております。 

 県としましては、今後とも漁業団体と連携し、国に

対し粘り強く見直しを求めていくこととしておりま

す。 

 次に、本県水産業の今後の取り組みについてお答え

いたします。 

 本県の漁業は、沖合域ではマグロ類やソデイカな

ど、沿岸域ではハタ類やブダイ類などの多種少量の特

性を持つ資源を対象とした漁業が営まれております。

このため、漁船等の規模は、水産資源の特性等から比

較的小規模な経営体が主体となっております。 

 県としましては、マグロの品質向上などによる安

全・安心な県産水産物のブランド化を進め、安定的な

漁家経営の確立に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 
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○議長（喜納昌春君） 金城 勉君。 

   〔金城 勉君登壇〕 

○金城  勉君 御答弁、大変ありがとうございまし

た。 

 ４点再質問をさせていただきます。 

 高良副知事から御答弁いただきました日中関係の改

善についてでありますけれども、高良副知事は歴史の

専門家でもありますし、また、特に中国との関係にお

いても造詣が深いというふうに受けとめておりますけ

れども、今後、具体的にそういう中国との交流再開、

あるいはまたこれまで以上に友好を温めるという意味

で訪中計画など御検討はいかがでしょうか。 

 次に２点目、企画部長にお尋ねをいたします。 

 沖縄市の米軍返還跡地からドラム缶が発見されたこ

とについてですけれども、環境生活部長から御答弁い

ただきましたけれども、昨年、返還跡地の利用推進法

が新たに定められまして、その返還跡地については

「国の責任」を明記しておりますけれども、今回の

ケースはそういうことが適用されるのかどうか、お答

えをいただきたいと思います。 

 それから福祉保健部長にお尋ねをいたします。 

 待機児童解消の加速化プランに関連することですけ

れども、これまで認可外の小規模保育所の、例えば６

人から19人程度のそういう小規模事業所に対して、今

回、新制度で公的な支援ができるようになったという

ふうに聞いておりますけれども、今回の沖縄における

そういう取り組みについてはいかがでしょうか。 

 最後に、この情短施設――情緒障害児短期治療施設

のことですけれども――私ども会派でことし２月に青

森県の同様の施設を視察してまいりました。非常にき

め細やかなケアがなされておりまして、虐待やあるい

はまた家庭のトラブル、親子のトラブル等々さまざま

な事情で傷ついた子供たちを手厚くケアをしながら学

校生活に戻していくというそういう取り組みがなされ

ておりました。そういう意味で、沖縄はもっと深刻な

状況があるやに聞いておりますので、このことについ

ては関係団体と鋭意話し合いの最中というふうに答弁

がありましたけれども、それを沖縄県において具体的

にスケジュールを明確にしていただいて、そして早い

時期に子供たちがこういう手厚いケアが受けられるよ

うな環境整備をすべきではないかというふうに考えて

おりますので、具体的なスケジュールについてお尋ね

をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時18分休憩 

   午後２時19分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 金城勉議員の再質問につい

てお答えいたします。 

 沖縄と中国、もちろん観光ですとか経済、物流です

とか、それをさらに活発化していくということが必要

でしょう。とにかく中国からたくさん人が来ていただ

ける状況をつくるということが大事だと思いまして、

４月に北京にトップセールスに行きました。そして、

来月また北京に行きまして、向こうの航空会社、それ

から政府の航空関連の方々と今後の交流について、こ

ちらの希望でありますとか問題意識を説明をしたいと

いうふうに考えております。 

 それからもう一つ、これは公務を兼ねて行くことに

なると思いますが、11月には台湾の台北で琉球と中国

の交流史に関する国際会議が開かれます。そこには地

元台湾はもとより、北京を初め中国からたくさん研究

者がやってきます。沖縄と中国の交流の歴史をテーマ

とする会議なんですけれども、もう30年近くやってい

る会議ですけれども、それに顔を出して、中国の方々

との学術的な交流を深めていきたいというふうに思い

ます。 

 １つだけ補足いたしますと、実は沖縄県はこの30年

くらい、中国との歴史的な交流の伝統や歴史があると

いうことを踏まえて、沖縄独自の努力が活発に行われ

てきました。その一つの例は、沖縄県教育委員会と中

国・北京にあります中国第一歴史档案館という中国最

大の資料館がありますが、そこと特別な協定を結んで

おりまして、そこにある沖縄歴史を解明するための資

料を沖縄側に提供する。そして沖縄は中国に対して必

要な資料を提供する。そして学術情報をともに交換す

る。そして隔年ごとに北京と那覇でシンポジウムをし

て意見交換をするということなど、さまざまな分野で

いろんな独自の交流が行われていると。私もその交流

を促進するメンバーの一人だったんですけれども、今

回、観光を含む担当副知事になりましたので、観光も

含めて、物流も含めてさまざまな分野で沖縄が地道に

沖縄でしかできないような交流を県民皆様と一緒にや

れるような状況づくりに尽くしていきたいというふう

に思います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 金城勉議員の再質問に

お答えいたします。 
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 コザ運動公園内で発見されたドラム缶、汚染物質が

あるんじゃないかということですが、これについて、

昨年制定された跡地利用推進法、これには国の責任も

明記されているけれども、今般の事案に適用されるの

かという御質問でございます。 

 まず、今回の跡地利用推進法の大きな特徴、たくさ

んあるわけですが、一番大きなものとしては「原状回

復措置の徹底」という規定がございます。これはやは

り北谷などこれまでの返還跡地から返還された後、Ｐ

ＣＢですとかアスベストなどが出たと。そういった経

験を踏まえまして、これまでは蓋然性のある部分のみ

補足調査を行った。それを我々は強く要望いたしまし

て、全地域をやるようにということを求めたところで

ございます。 

 もう一つ大きな特徴といたしましては、議員からも

ございましたように、「国の責任」という言葉を入れ

ております。その前に「基本理念」というものも実は

入れておりまして、ちょっと読み上げさせていただき

ますと、「駐留軍用地跡地は、戦後長期間にわたって

駐留軍によって使用された後にようやく返還される沖

縄県の貴重な土地」であると。そういったところか

ら、「その有効かつ適切な利用が推進されなければな

らない。」という１項の規定があります。また、２項

では、「国は、駐留軍用地が」といろいろありまし

て、過去の経緯を踏まえてその「駐留軍用地跡地の有

効かつ適切な利用を主体的に推進しなければならな

い。」という「基本理念」がある。今のは第３条なわ

けですが、第４条で「国の責務」といたしまして、

「国は、前条の基本理念にのっとり、沖縄県及び関係

市町村との密接な連携の下に、駐留軍用地跡地の有効

かつ適切な利用の推進に関する施策を総合的に策定

し、及び実施する責務を有する。」、そういうふうに

規定されております。 

 それでは、こういったものが今回のものに適用され

るかどうかなんですが、原状回復、今は返還実施計画

の第８条にありますけれども、ここでは返還が合意さ

れた駐留軍用地というふうになっておりまして、今般

の土地は昭和62年に返還されたものでございますの

で、いわゆる駐留軍用地跡地ではありますけれども、

駐留軍用地ではございません。ですから支障除去措置

の適用はないわけですが、この法律は駐留軍用地と駐

留軍用地跡地と２つのことを規定しておりまして、今

回の場所も駐留軍用地跡地であることは間違いありま

せんので、私どもとしましては、この今回のものも支

障除去措置の規定は適用できませんけれども、跡地利

用推進法の趣旨に基づいて国は基本理念にのっとり、

国の責任において跡地から出された汚染物質について

も主体的に除去する責任があるだろう、そういうふう

に考えております。 

 そういったことを踏まえてだろうと思いますけれど

も、沖縄防衛局からは跡地利用推進法の支障除去措置

の規定を適用することはできないが、法の趣旨を踏ま

えてドラム缶の付着物及び周辺土壌の調査を検討して

いるという話がありましたし、また、６月24日に防衛

大臣は沖縄市長の要請を受け、防衛省が責任を持って

対応すると発言しております。我々企画部といたしま

しても、関係部局と連携いたしまして跡地利用を円滑

に推進できるように努めてまいりたいと、そういうふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 再質問にお答えいた

します。 

 まず１つ目ですけれども、小規模保育事業など新制

度の先取りを活用し待機児童の解消を図ってはどう

か、その際、公的支援はどうかという御質問ですけれ

ども、お答えいたします。 

 待機児童の大部分を占めている３歳未満児の受け皿

として期待できる小規模保育事業については、待機児

童解消の有効な方策であると考えております。今後、

県としまして、保育の実施主体である市町村に対し、

小規模保育事業の実施を働きかけてまいります。その

際の公的支援でありますけれども、運営費補助事業に

対し運営費補助がなされることになっております。 

 次に、情緒障害児短期治療施設設置に向けた具体的

スケジュールについてという御質問にお答えいたしま

す。 

 情緒障害児短期治療施設については、運営主体の確

保に向け取り組んでまいりたいと考えております。そ

して、できるだけ早く設置スケジュールを具体化でき

るよう取り組んでまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

   〔西銘純恵さん登壇〕 

○西銘 純恵さん こんにちは。 

 日本共産党を代表して質問します。 

 ６月23日は、戦後68年目の慰霊の日でした。犠牲者

を悼み戦争をしないと平和を誓う追悼式で安倍首相か

ら、辺野古新基地建設の断念もオスプレイの撤去とい

う言葉もありませんでした。自民党の憲法９条を改悪

をして国防軍の創設を狙う96条改定は、二度と戦争を
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しないという県民の平和の願いに背を向けるもので

す。 

 それでは質問します。 

 知事の政治姿勢について。 

 ４・28「屈辱の日」沖縄県民大会は１万人余の抗議

集会となり、東京や全国各地で連帯の集会が開かれま

した。憲法改定の狙いをもって安倍内閣が開催した式

典は、沖縄と本土の怒りの広がりの中で惨めな失敗を

しました。４・28式典に対する知事の見解を問う。 

 安倍政権は侵略戦争を反省せず、憲法９条を改悪し

て国防軍をつくりアメリカとともに海外で戦争する国

づくりを加速させています。憲法96条の改定は９条を

改悪するためです。元自民党古賀幹事長や改憲論者か

らも反対の声が上がっている96条改定に反対をすべき

ではないか、知事の見解を問う。 

 ＴＰＰは、例外なき関税と非関税障壁の撤廃が大原

則とされ、日本農業、沖縄のサトウキビも壊滅し、国

民皆保険が破壊され、食の安全が脅かされ、アメリカ

型のルールが日本に押しつけられます。「ウソつかな

い。ＴＰＰ断固反対。ブレない。」自民党と総選挙で

ポスターまで張り出していながら、日本を丸ごとアメ

リカに売り渡すＴＰＰ参加に、知事は反対の行動をと

るべきではないか。 

 福島第一原発の事故は、いまだ放射性物質の放出が

続き15万人余が避難生活を送っています。処理できな

い汚染水には大気中に放出された10倍の放射能が含ま

れるなど、原発と人類は共存できません。即時原発ゼ

ロを決断し、再生可能エネルギーに転換すべきです。

福島原発の収束宣言、原発再稼働、原発輸出に対する

知事の見解を問う。 

 橋下維新の会共同代表・大阪市長の日本軍「慰安婦

は必要だった」暴言は、今なお傷の癒えない当事者を

苦しめ、人間を冒瀆するもので許されません。侵略戦

争を美化し、普天間基地司令官に「風俗業の活用」を

進言したのも米軍基地の固定化・強化を容認する立場

であり許せません。知事の見解を問う。 

 県平和祈念資料館の総合案内に、県内の慰安所が45

カ所記載されています。「女たちの戦争と平和資料

館」の最新の調査結果では、144カ所が図示されてい

ます。訂正をすべきではないか。 

 日台漁業協定は、地元に説明もなく台湾の主張を丸

ごと認めただけでなく、歴史的に沖縄漁民が漁をして

きたマグロの好漁場まで提供され、漁業関係者に大き

な打撃を与えています。 

 日台漁業協定、日中漁業協定の見直しを強く求める

こと。 

 米軍久米島射爆撃場、鳥島射爆撃場、米軍訓練水域

の早期無条件返還を求めることについて。 

 安倍政権の暮らし、経済を壊す政治から県民生活を

守るために。 

 アベノミクスの金融緩和による円安で、輸入原材料

の高騰が中小業者や県民生活に及ぼす影響及び金利上

昇による影響について。 

 次の矢となる雇用破壊をやめさせ、安定した雇用と

非正規雇用の待遇改善について。 

 アベノミクスは、「名ばかり正社員」、「解雇の自

由化」、「サービス残業の合法化」であり、雇用ルー

ルを一層破壊するものです。雇用破壊をやめさせて雇

用は安定した正規雇用に、中小業者を支援して最低賃

金は1000円にする抜本改革が必要ではないでしょう

か。大企業が非正規社員を拡大してため込んだ内部留

保金は260兆円になっています。その内部留保の１％

を労働者の賃金に回せば８割の企業で１人当たり月額

１万円の賃金引き上げが可能です。非正規労働者の時

給100円の引き上げが可能です。賃金を大幅に引き上

げて内需を拡大して景気を回復させることが必要で

す。知事の見解を問う。 

 アベノミクスで民間企業の雇用破壊が進められると

労働環境はどう変わるのか。公務員の雇用はどうか。

沖縄県の知事部局の正規と非正規の人数と割合は５年

前と比べてどうか。福祉など必要な部署で恒常的に非

正規雇用しているが正規雇用にすべきです。また、臨

時職員の待遇を正規職員並みに改善することについ

て。 

 県発注工事や指定管理で労働者の賃金や労働条件の

基準を定める公契約条例を制定することについて。 

 消費税が10％と２倍に増税されようとしています。

働く人の所得は減り、中小企業は販売価格に転嫁でき

ずに身銭を切って消費税を払っています。そこに消費

税増税で13兆5000億円、年金の引き下げ、医療費の引

き上げなど20兆円の負担増をかぶせようとしていま

す。沖縄県で消費税は４人標準世帯で年間幾らの増税

になりますか。大企業減税をやめて応分の負担で財源

をつくり、所得の低い沖縄県民ほど負担の重い消費税

増税は中止を求めることについて知事の見解を問う。 

 消費税増税と一体となった社会保障大改悪が目白押

しとなっています。憲法25条の生存権を脅かす生活保

護の基準引き下げは、最低賃金の引き下げ、住民税の

課税最低基準の引き下げなどで非課税が課税となるな

ど負担増となります。影響を受ける内容について、そ

れぞれについて県民負担はどうなるか。 

 米軍基地問題について。 
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 政府は、辺野古新基地建設の埋立申請手続を強行し

たが、知事が補正を求めた項目と内容、政府の回答を

問う。 

 「普天間基地の閉鎖・撤去、県内移設断念」は、41

市町村長・議長、県議会の「建白書」に込めた沖縄県

民の総意となっています。自民党の参院選公約に「辺

野古の移設推進」を明記し、衆議院議員が公約を投げ

捨て辺野古推進をしていることについて知事の見解を

問う。 

 環境アセスの評価書に対する知事意見は、新基地建

設で「辺野古の環境保全は不可能」となっていたが、

辺野古埋め立てが着々と進められようとしています。

知事は、埋立反対を明確にして申請を却下すべきでは

ないか。 

 嘉手納基地所属のＦ15戦闘攻撃機が沖縄近海に墜落

しました。墜落原因も不明のまま２日後に訓練を開始

して、連日午前６時過ぎから、県民住宅地上空で編隊

飛行訓練を繰り返し８回以上も緊急着陸をしていま

す。老朽化したＦ15が墜落したら大惨事になりかねま

せん。知事が米軍に即時訓練中止を申し入れるべきで

はないか。 

 県と市町村の調査では、オスプレイの配備後２カ月

間で住宅地上空の飛行や訓練などの日米合意違反は

318件に上っています。米軍の調査報告はどうなって

いるか、知事の見解を問う。低周波音を含む爆音被害

の実態はどうなっているか。住民地域での飛行、伊江

島、宜野座、普天間、高江などの訓練実態と知事の見

解について問う。高江のヘリパッド建設の中止を求め

ることについて問う。８月の追加配備も含め、知事を

先頭に配備反対、オスプレイ撤去の行動をすべきだ

が、どのような行動計画を持っているか。 

 嘉手納以南の「統合計画」は、既に破綻している県

内移設が条件となっています。牧港補給基地の地主会

が分割返還に反対、一括全面返還を要求し、移設先自

治体からも基地強化になると反対が上がっています。

無条件全面返還を明確に求めるべきではないか。 

 米軍の性犯罪はどれだけ起こったか。米兵犯罪が連

続して、マグルビー米総領事は「犯罪は根絶できな

い」と明言しています。根絶のためには海兵隊の撤

退、基地撤去を求めるべきではないか。 

 「統合計画」による部分返還で、返還地域の工作物

はどこの経費負担で移設建設するのか。 

 牧港補給基地の米軍郵便局はどこの基地に、どこの

経費負担で移設新築するのか。キャンプ瑞慶覧の倉庫

はどうか。銃剣とブルドーザーで県民の土地を強奪し

てつくられた米軍基地の返還をするのに、県民の税金

で新たな施設建設をする法的根拠はありません。知事

は建設拒否をすべき。また、キャンプ瑞慶覧の西普天

間地区の住宅地区は年内返還の見通しだが、知事は工

作物の移設建設負担の拒否を表明すべきです。 

 国民健康保険を全県一つの広域化にすれば、国保税

を引き上げられる市町村は何カ所か。引き上げ額の最

も大きいところはどこで、税額は幾らになるのか。政

府は広域化の狙いを、医療費を抑えるために医者に行

くのを我慢するか、それとも保険料を引き上げるかの

選択を迫り、強制徴収の強化も明確にしている。所得

の低い沖縄県ほど負担の大きくなる広域化に反対を

し、安心して医者にかかれるように、国庫負担金の増

額を求め、県として市町村国保に国保税軽減のための

法定外繰り入れを行うべきです。知事の見解を問う。 

 子供医療費を中学卒業まで通院費も無料にし、窓口

払いをなくすことについて。 

 民間アパートへの入居が困難な高齢者がふえていま

す。介護つき公営住宅を建設することについて。ま

た、高齢者などの民間住宅への入居保証を支援するな

どの居住支援協議会の進捗を問う。県営住宅の同居人

の承継については、県条例を完全実施することについ

て。 

 深刻な保育所不足を早急に解消するため、政府に国

有地の活用を要請するなど認可保育所を増設すること

について。また、離島の僻地保育園で保育士不足を解

消するため、県が補助を行い保育士の安定確保を図る

ことについて。 

 県立八重山病院は、老朽化が激しく早急に改築が必

要です。石垣空港跡地の県有地、国有地の活用で改築

計画を早めることについて。また、新八重山病院には

措置入院に対応できる精神科病棟を設置することにつ

いて。県立病院の７対１看護体制が切望されていま

す。実施計画を問う。 

 教育行政について。 

 教育実行再生会議が、教育長の任命権を教育委員会

から首長にする提言を行い、文部科学大臣が、教科書

の採択権限を市町村の教育委員会に定めた地教行法を

改悪して「教科書検定・採択」を見直そうとしていま

す。教育長の見解を問う。 

 八重山地区では、教科書の一本化に向けた３市町の

全教育委員が一堂に会議に参加して、議論の結果、

「東京書籍」が採択されました。竹富町の「東京書

籍」を無償給付するのは当然であり、沖縄県や市町村

の教育行政に対する文科省の政治介入は問題ではない

か。教育長の見解を問う。 

 臨時教員を全国並みの正規雇用にする取り組みはど
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うなっているか。あと２年で全国並みにする計画の進

捗はどうか。達成に向けての課題を問う。 

 八重山の離島を委員会で調査をしたが、生徒が１人

でも特別支援学級の開設を求める声や、複式学級の教

員加配は生徒８人の条件の緩和を求める声が切実でし

た。離島で小規模校という実情に見合った教育条件の

整備が必要です。改善をして教育の機会均等を保障す

ることについて。 

 離島学校では臨時教員の確保が困難という訴えがあ

ります。正規教員を配置することについて、また、教

職員宿舎、高校生寄宿舎の増設について伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 西銘純恵議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、政府主催の式

典についての御質問に答弁をいたします。 

 政府主催の式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のも

と、政府、国会議員、民間の代表、そして都道府県の

代表が参加することから、県として参加を決め、副知

事に出席をしてもらいました。報告によりますと、滞

りなく運んだ旨聞いているところでございます。 

 次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、自民党公

約等による辺野古移設推進についての御質問にお答え

をいたします。 

 普天間飛行場の移設に関し、自民党が参議院選挙公

約において辺野古移設を推進するとしたことや、２人

の国会議員が県内移設を容認する発言をされたことは

承知しております。これらは、党による決定や議員そ

れぞれのお考えによるものと理解をいたしておりま

す。 

 なお、自由民主党沖縄県連は県外を求めるとしてい

ると思いますし、また私も県外移設はそのままでござ

います。念のため、申し添えます。 

 次に、米軍基地問題についての御質問の中で、牧港

補給地区の無条件全面返還についての御質問にお答え

をいたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施されることが必要と考えておりま

す。去る６月12日、私も直接、軍転協の会長としてメ

ンバーの市町村長とともに上京し、安倍総理大臣を初

め、防衛大臣、外務大臣、沖縄担当大臣へ移設内容の

具体的な説明が必要なこと、そして跡利用計画の円滑

な実施に配慮すること、さらに地元の意見を聴取する

場を設置することなどなど要望をしたところでござい

ます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、ＴＰＰへの参加についてお答えいたし

ます。 

 ＴＰＰは、本県の基幹作物であるサトウキビを初め

とする農産物などの物品貿易のみならず、サービスや

投資、政府調達など幅広い分野にかかわるものであ

り、県内の関係団体から、国民皆保険制度の維持や食

の安全・安心についての懸念などが示されておりま

す。 

 県としては、農林水産分野等の懸念を踏まえ、交渉

の進展に応じた十分な情報提供に努めること及び農林

水産分野等の聖域が確保できなければ脱退も辞さない

ものとすることを求めていきたいと考えております。

また、知事を本部長とする庁内組織を立ち上げ、全庁

的に情報の収集や影響の調査等を行うとともに、今後

の対策等を協議するなど適切に対応してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての中の、憲法96条の改正についての御質問にお答

えいたします。 

 憲法改正については、制定後の状況変化や現実との

乖離等の課題を踏まえ、十分な国民的議論が必要であ

ると考えております。改正の手続を定めた第96条につ

いても、憲法全体の論議とあわせて国会や国民の間で

慎重に議論がなされるべきであると考えております。 

 同じく知事の政治姿勢についての中で、従軍慰安婦

に関する橋下発言についての御質問にお答えします。 

 橋下徹大阪市長の従軍慰安婦に関する発言につきま

しては、女性の人権に対する配慮を全く欠いており、

理解に苦しむものであり、また人権感覚を疑うもので

あります。 

 同じく知事の政治姿勢についての中で、県平和祈念

資料館総合案内に記載されている慰安所についての御

質問にお答えします。 

 慰安所の箇所数等については、国の調査結果におい

ても明らかにされておらず、総括的な資料が乏しいこ

とから、正確な数の把握は難しいものと考えておりま

す。このため、沖縄平和祈念資料館においては、慰安

所があったとされる当時の行政区域を示した図を展示
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しており、同館発行の総合案内にも同様に掲載してい

るところであります。  

 次に、安倍政権の暮らし、経済を壊す政治から県民

生活を守ることについての中の、円安の県民生活に及

ぼす影響、金利上昇による影響についての御質問にお

答えします。 

 円安による原油及び輸入原材料の価格上昇は、さま

ざまな商品価格への影響が懸念されるところでありま

す。小売物価統計調査によりますと、平成25年４月現

在の本県の状況は、家庭用小麦粉１キログラムは248

円、食用油１リットルは368円となっており、平成24

年４月と同額となっております。その他、生活関連物

資もおおむね前年同月と比較して横ばいにあり、４月

時点での影響は限られたものになっています。しかし

ながら、７月以降の家庭用小麦粉やその他生活関連物

資の値上げが相次いで発表されていることから、今後

は、家計への負担が増すものと考えられます。また、

金利が上昇した場合、住宅ローン等の家計支出への影

響は大きいものと考えております。 

 次に、米軍基地問題についての中の、低周波音を含

む騒音の実態についての御質問にお答えします。 

 県では、普天間飛行場周辺において、航空機騒音の

常時監視測定を実施しております。 

 当該測定装置は機種別の航空機騒音を識別する機能

を有していないため、オスプレイに限定した評価では

なく、全体としての評価となりますが、オスプレイ配

備後の平成24年10月から平成25年３月の測定結果によ

りますと、８測定局中２局で環境基準を超過している

状況にありました。低周波音につきましては、平成24

年11月に上大謝名において実施した調査によります

と、オスプレイの低周波音レベルはジェット機等より

高い傾向にあり、環境省が示した固定発生源からの低

周波音による心身及び物的苦情に関する参照値を超過

しておりました。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 知事の政治姿勢につ

いてという御質問の中の、福島第一原発事故の収束宣

言、原発再稼働、原発輸出に対する知事の見解につい

てという趣旨の御質問にお答えいたします。 

 福島第一原発事故の収束、原発再稼働及び原発輸出

などの原子力政策については、国民の生活や産業に大

きくかかわることであるため、国において適切に判断

されるべきものと考えております。 

 安倍政権の暮らし、経済を壊す政治から県民生活を

守ることについてという御質問の中の、輸入原材料の

高騰及び金利上昇に伴う中小企業者への影響について

という趣旨の御質問でございます。 

 中小企業者への円安の影響については、県中小企業

団体中央会が各業界に対して行った５月の景況動向調

査によりますと、食料品や繊維、印刷等の製造業、運

輸業などで４月よりも円安の影響により経営が厳しく

なっていると聞いているところでございます。また、

県内金融機関の平均貸し出し金利はほぼ横ばいであ

り、今後の推移を見ていく必要があります。県として

は、円安の進行に伴う原油・原材料価格の今後の動向

を注視しながら、国の制度でございます「セーフティ

ネット保証５号」及び県融資制度の「中小企業セーフ

ティネット資金」の活用を促進することにより、中小

企業の資金繰りを支援していくこととしております。 

 同じく賃金を引き上げて内需を拡大し、景気を回復

させることについてという趣旨の御質問でございま

す。 

 新聞報道によりますと、安倍総理は経団連等の経済

団体に対し、業績が改善した企業から賃金を引き上げ

るよう要請したとのことでございます。国において

も、内需拡大のためには賃金の引き上げが必要との認

識に立っているものと理解をしております。 

 同じくアベノミクスの民間企業の雇用破壊と労働環

境についてという趣旨の御質問でございます。 

 政府の「規制改革会議」は、去る６月５日の答申の

中で、雇用分野については、労使双方の納得感とメ

リットを生む改革、国際比較から見て合理的な改革、

働き手が多様な雇用形態を選択でき、雇用形態による

不合理な取り扱いを受けない規制改革を推進するとし

ておりますが、県としましても今後の議論の行方を注

視してまいりたいと考えております。 

 同じく公契約条例を制定することについてという趣

旨の御質問でございます。 

 県が発注する公共工事や指定管理者制度について

は、県担当部局において適正な積算が行われ、公共

サービスの質及び公正な労働条件が確保され、労働関

係法令やその他の法律等についても、下請業者まで含

めて遵守されるよう指導がなされているものと考えて

おります。現在、我が国における労働者の賃金等、

個々の労働条件につきましては、労働基準法や最低賃

金法等に定める最低基準を満たした上で、労使が対等

の立場において決定されるという枠組みになっており

ます。国では、現在、公契約条例等を制定した地方自

治体の取り組みに関する情報の収集及び関係団体との

意見交換により研究を行っていると聞いております。
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沖縄県といたしましては、国や他県の動向を見守って

まいりたいと考えております。 

 続きまして、生活保護の基準引き下げによる最低賃

金への影響についてという趣旨の御質問でございま

す。 

 地域別最低賃金は、公益、労働者及び使用者の代表

で構成される地方最低賃金審議会において、「労働者

の生計費や賃金」、「通常の事業の賃金支払い能力」

を総合的に勘案して審議を行い、同審議会からの答申

を受けて、都道府県労働局長により決定されることに

なっております。なお、生活保護の基準引き下げによ

る最低賃金への影響につきましては、厚生労働省より

それぞれの制度の趣旨や目的、実態を十分考慮しなが

ら、できる限りその影響が及ばないよう対応すること

を基本的な考え方とする旨の通知がなされているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長(又吉 進君) 知事の政治姿勢について

の御質問の中で、橋下大阪市長の米海兵隊司令官に対

する発言についてお答えいたします。 

 橋下徹大阪市長の米海兵隊司令官に対する発言につ

きましては、女性の人権に対する配慮を欠くととも

に、沖縄の基地問題の解決に資するものとは考えられ

ず、日ごろから米軍人による事件の防止に取り組んで

いる沖縄県としては理解できないものであり、遺憾で

あります。 

 次に、射爆撃場及び水域の無条件返還についてお答

えいたします。 

 鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場の返還並びにホテ

ル・ホテル訓練区域の一部解除については、これまで

累次にわたり要請を行っております。鳥島射爆撃場に

ついては、長年の実弾射爆撃訓練により島としての形

状を失いつつあり、我が国の領土保全上、重大な問題

であると考えております。県としましては、久米島

町、漁業関係団体、軍転協とも連携しながら、当該空

域・水域の一部解除や返還について、あらゆる機会を

通じ求めているところであります。 

 次に、米軍基地問題についての御質問の中で、Ｆ15

飛行訓練中止の申し入れについてお答えいたします。 

 事故から２日後に、Ｆ15戦闘機の飛行が再開された

ことは、県民の不安を増大させるものであり、県は、

直ちに米軍や関係機関に対し、極めて遺憾である旨を

申し入れております。県としましては、米軍及び関係

機関に対し、原因究明がなされるまでの間、同型機の

飛行中止を求めるとともに、早急に事故原因及び再発

防止措置等について説明を行うよう強く求めたところ

であります。今後も渉外知事会、軍転協とも連携を図

りながら、あらゆる機会を捉えて日米両政府に対し求

めてまいります。 

 次に、オスプレイ飛行実態の調査についてお答えい

たします。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に、可

能な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けるこ

とや、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内

に限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること

等を内容とした日米合意事項が公表されております。

県では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行

運用の実態について情報収集を行ったところ、318件

の合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもと

に、オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等につい

て政府の責任で説明することを求めております。これ

について、防衛省は、これまで行っている目視調査等

の結果も踏まえ確認作業を行っているとのことであ

り、現時点では調査結果は示されておりません。県と

しては、早急に調査結果を示すよう求めてまいりま

す。 

 次に、オスプレイの訓練実態についてお答えいたし

ます。 

 県では、昨年10月から11月までの間、市町村と連携

して、オスプレイの飛行運用の実態について調査を

行ったところ、伊江村や宜野座村、東村高江における

飛行について報告されており、その後も引き続き情報

収集に取り組んでいるところです。オスプレイについ

ては、県民の不安は一向に解消されておらず、県とし

ては軍転協とも連携し、配備計画の見直しと配置分散

の実施などを、あらゆる機会を通じ日米両政府に求め

てまいりたいと考えております。 

 次に、高江ヘリパッドの建設についてお答えいたし

ます。 

 県は、ＳＡＣＯ合意事案の着実な実施が本県におけ

る基地の整理縮小及び地元の振興につながることか

ら、北部訓練場の過半の返還の実現を求めているもの

であります。その条件とされている６カ所のヘリ着陸

帯の移設については、地元東村とも連携を図りなが

ら、当該地域の自然環境や地域住民の生活に十分に配

慮するよう求めてきたところであり、直ちに工事中止

を求める考えはありません。 

 次に、オスプレイに対する県の行動計画についてお

答えいたします。 

 オスプレイについては、県民の不安が一向に払拭さ
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れておらず、去る６月12日に軍転協として安倍内閣総

理大臣を初め関係閣僚に対して、オスプレイの配備計

画中止や配置分散の実施などを知事が直接緊急に要請

をしております。県としては、さらなる負担の増大は

認められるものではないことから、引き続きあらゆる

機会を通じて政府に強く求めてまいります。 

 次に、米軍の性犯罪数と犯罪根絶のための海兵隊の

撤去についてお答えいたします。 

 沖縄県警察の資料等によりますと、復帰後、平成24

年末までの米軍人等による強姦事件の検挙数は128

件、146人となっております。また、強制わいせつを

含む風俗犯の検挙数は69件、78人となっております。

米軍の犯罪を防止するためには、日米両政府による実

効性のある再発防止策が重要であると考えておりま

す。 

 県としましては、米軍の綱紀粛正、再発防止がより

実効性を持つよう、日米両政府に対し引き続き強く要

求していきたいと考えております。 

 次に、統合計画による移設の費用負担についてお答

えいたします。 

 去る４月５日に発表された「沖縄における在日米軍

施設・区域に関する統合計画」では、牧港補給地区の

郵便局はキャンプ瑞慶覧へ、キャンプ瑞慶覧の倉庫等

についてはトリイ通信施設、嘉手納弾薬庫知花地区等

へ移設されることが示されております。移設に係る費

用については、平成18年５月の２プラス２で合意され

たロードマップにおいて、｢再編の実施における施設

整備に要する建設費その他の費用は、明示されない限

り日本政府が負担する」こととなっております。ま

た、西普天間住宅地区の返還に係る費用についても、

同様の措置がとられることとなっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 知事の政治姿勢につ

いての中の、日台漁業取決め及び日中漁業協定の見直

しについてお答えいたします。 

 本年４月10日に合意された日台漁業取決めは、沖縄

からの要望が反映されず、台湾側に大幅に譲歩した内

容となっております。今回の取り決め合意は、好漁場

の縮小を余儀なくされるなど、本県水産業へ多大な影

響があると懸念しております。また、平成12年に発効

された日中漁業協定では、北緯27度以南の先島及び久

米島の周辺水域において、中国漁船が自由に操業でき

る内容となっております。このため、県では、漁業団

体と連携し、国に対して、本県漁業者の権益及び安全

操業を確保し、漁業秩序を維持できるよう、日台漁業

取決めの見直し及び日中漁業協定に関する外務大臣書

簡の破棄を強く求めてきたところであります。今後と

も、漁業団体と連携し、国に対し粘り強く見直しを求

めていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 安倍政権の暮らし、経

済を壊す政治から県民生活を守ることについての中

の、公務員の雇用、職員の人数と割合、非正規職員の

正規職員化及び待遇についてお答えをいたします。 

 政府は、現在、雇用制度改革の調査・審議におい

て、民間の正社員改革等の検討を行っております。公

務員の雇用については、直接影響を与えないものと考

えておりますが、今後の議論の行方を注視していきた

いと考えております。 

 次に、平成25年度における職員数と割合は、正規職

員は4181人、非正規職員は1284人であり、職員数に占

める非正規職員の割合は23.5％となっております。こ

れを平成20年度と比べると、正規職員数で234人の

減、非正規職員数で81人の減となっており、職員数に

占める非正規職員の割合は0.1ポイントの減となって

おります。また、非正規職員を正規職員にすることに

ついては、県行政を円滑に推進するため、正規職員と

非正規職員がそれぞれの役割を分担しながら業務を推

進していくことが重要であると考えており、そのよう

な観点から、今後とも適切に対処していきたいと考え

ております。なお、臨時職員の待遇につきましては、

常勤職員の給与との均衡を考慮して定めておりますの

で、適切であると考えております。 

 同じく安倍政権の暮らしの項目の中で、消費税率の

引き上げ等についてお答えいたします。 

 消費税は、少子・高齢化がますます進展する中で、

国・県・市町村における安定的な財源の確保等のた

め、その役割は重要であることから、消費税法等の一

部が改正されたところであります。消費税増税の世帯

への影響額については、家計調査で公表された本県に

おける１世帯当たりの平成23年平均消費支出を参考に

民間研究所が用いた手法で算出しますと、消費税が

10％に引き上げられた場合、本県における２人以上の

世帯のうち勤労者世帯では、年間負担額が約22万3000

円となり、現状に比べ約10万6000円の負担増になると

試算されます。改正法におきましては、消費税率の引

き上げを踏まえ、中小企業の価格転嫁対策及び低所得

者に配慮するための対策などの措置を講ずることとさ
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れております。県としましては、今後とも引き続き国

の検討状況や対応動向を注視してまいりたいと考えて

おります。 

 次に、同じ安倍政権の暮らしの項目の中で、生活保

護基準引き下げの住民税への影響についてお答えいた

します。 

 国においては、住民税に係る非課税限度額の見直し

について、平成26年度以降の税制改正において所要の

検討を行うこととしております。その際、総務省は、

生活保護基準の見直しに係る厚生労働省の考え方を踏

まえて、住民税の非課税限度額のあり方について検討

していくと聞いております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 安倍政権の暮らし、

経済を壊す政治から県民生活を守ることについての御

質問の中で、生活保護の基準引き下げによる被保護世

帯への影響についてお答えいたします。 

 平成25年８月から生活保護基準が見直されることに

なっております。国が具体例として示した世帯を沖縄

県で当てはめ影響額を算出してみますと、那覇市で保

護を受給している30代と20代の夫婦と４歳の子の標準

３人世帯では、月額4850円の減額となります。具体例

のうち、最も影響を受ける世帯は、40代の夫婦と小学

生、中学生の子供２人の４人世帯で月額6070円の減額

となります。また、30代の母と４歳の子の２人世帯で

は、月額2710円の減額となります。 

 次に、国民健康保険についての御質問の中で、広域

化したときの国保税についてお答えいたします。 

 現在、「社会保障制度改革国民会議」において、国

民健康保険等、医療保険制度の抜本的改革について審

議が行われており、国保の保険者のあり方が大きな論

点となっております。その中で、保険税の算定基準の

取り扱いについても審議されているところであり、広

域化された場合の税額を示すことは困難であります。 

 次に、国庫負担の増及び県独自の支援についてお答

えいたします。 

 沖縄県としましては、市町村国保の安定的運営、特

に小規模保険者の財政基盤の安定を図る観点から、

「沖縄県広域化等支援方針」を策定し、市町村等とと

もに、広域化に向けた検討を行っているところであり

ます。また、広域化だけでは解決されない、財源を含

めた国保の構造的課題については、国に対し、国費の

拡充を含めた抜本的な解決策について全国知事会とと

もに要望しているところであります。市町村国民健康

保険は、国・県の公費負担や保険税等を財源として保

険者である市町村の責任により運営されており、県が

独自の支援を行うことは困難であると考えておりま

す。 

 次に、子供医療費についての御質問の中で、中学卒

業までの通院費無料化等についてお答えいたします。 

 こども医療費助成事業の見直しに当たっては、実施

主体である市町村の意向も踏まえ、保護者の負担がよ

り重い入院について、平成24年10月から中学卒業まで

拡大したところであります。通院年齢の引き上げにつ

いては、入院年齢の拡大による事業費の動向や効果を

見きわめ、また、実施主体である市町村の意向も踏ま

え検討していきたいと考えております。また、窓口払

いをなくすことにつきましては、受診の増加による医

療費の増大、小児救急体制への過重負担、国庫支出金

の減額調整などの課題が指摘されております。県とし

ては、市町村から要望の多い自動償還の導入を進めて

まいります。 

 次に、深刻な保育士不足についての御質問の中で、

保育所増設による待機児童解消と県の支援による僻

地・離島の保育士確保についてお答えいたします。 

 待機児童対策については、安心こども基金事業及び

待機児童対策特別事業を活用してその解消に努めてお

り、平成25年度はこれらの事業の実施により1300人の

定員増を図る予定であります。また、保育所等を整備

する場合の未利用国有地の活用について国から情報提

供があり、県としても説明会等を通じて市町村に対し

周知を図っております。 

 保育士確保につきましては、離島の潜在保育士を含

めて研修会や合同説明会を開催するなどして保育士の

確保を支援しております。また、僻地保育所の運営確

保を図るための制度の見直しについて、「九州各県保

健医療福祉主管部長会議」を通じ国に要望しておりま

す。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 米軍基地問題につ

いての御質問の中で、補正を求めた項目と内容、政府

の回答についての御質問にお答えいたします。 

 沖縄防衛局が提出した公有水面埋立承認申請書につ

いて形式審査を行ったところ、不明瞭な記述に係るも

のが２件、記述の不足に係るものが11件及び誤植等に

係るものが20件確認されたことから、平成25年４月12

日付で当該申請書を補正するよう求めるとともに、そ

の内容を公表したところであります。これに対して、
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沖縄防衛局から５月31日に補正した文書が提出され、

その内容を確認したところ、適正に補正されていたこ

とから、再補正は求めず形式審査を終了したところで

あります。 

 同じく米軍基地問題についての御質問の中で、申請

を却下すべきことについての御質問にお答えいたしま

す。 

 公有水面埋立承認申請については、公有水面埋立法

及び行政手続法により手続が定められていることか

ら、当該法令に基づき所要の審査などを実施した上

で、埋め立てを承認するか否かを判断してまいりたい

と考えております。 

 次に、民間アパートへの入居が困難な高齢者につい

ての御質問の中で、介護つき公営住宅の建設について

の御質問にお答えいたします。 

 介護つき公営住宅に関する事業といたしましては、

高齢者の居住の安定を図るための福祉施策との連携方

策として、バリアフリー化された公営住宅と生活援助

員による日常生活支援サービスとの提供をあわせて行

う、いわゆるシルバーハウジング制度があります。シ

ルバーハウジングにつきましては、これまで那覇市、

沖縄市及び与那原町で建設した実績があり、県として

は、市町村から同様な整備の要望があれば予算の優先

配分を行うなど、今後とも積極的にその支援に努めて

いきたいと考えております。  

 同じく民間アパートへの入居が困難な高齢者につい

ての御質問の中で、居住支援協議会の進捗についての

御質問にお答えいたします。 

 高齢者などの住宅の確保に配慮を要する者について

は、その居住の安定を図ることを目的として、ことし

の３月27日に沖縄県居住支援協議会が設立されており

ます。同協議会は来る７月12日に第１回総会を開催

し、今年度はまず高齢者部会を設置することにしてお

ります。この部会において、高齢者向け住宅に関する

情報提供や家賃債務保証制度の周知などの取り組みを

推進し、高齢者の民間賃貸住宅への入居を支援してま

いります。 

 同じく民間アパートへの入居が困難な高齢者につい

ての御質問の中で、県営住宅への同居人の入居承継に

ついての御質問にお答えいたします。 

 沖縄県営住宅の設置及び管理に関する条例第14条

で、同居人の承継については、知事の承認が必要と定

めております。県営住宅においては、同一世帯が長く

居住し続けている反面、応募倍率が高く入居できない

方が多いという実態がございます。そのため、県で

は、長期居住者と入居希望者の公平化を図りつつ、国

が通知した入居承継基準を踏まえ、配偶者、高齢者、

障害者等で特に居住の安定を図る必要がある者は承継

を認めているところであります。今後とも、居住の安

定を図る一定の配慮が必要な方に対しましては、可能

な限り配慮していきたいと考えているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立八重山病院につ

いての御質問の中で、新八重山病院の早期建設、措置

入院病棟の設置及び県立病院の７対１看護についてお

答えいたします。 

 新病院の建設については、早期実現の観点から、用

地取得が容易である場所への建設が望ましいと考えて

おり、精神措置入院等における課題についても、重要

な問題として認識しています。このことから、基本構

想・計画の策定に当たっては、離島における県立病院

の果たしている役割や機能を踏まえ、充実強化が図ら

れるよう取り組んでまいります。また、県立病院にお

ける７対１看護体制の導入については、収支の改善が

見込まれる北部病院への早期導入に向け関係機関と調

整を進めているところであり、宮古病院及び八重山病

院についても、他の病院での実施状況や看護師確保、

経営への影響等を考慮しながら、引き続き検討を続け

ていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、教科書検定・採択等への見解についてお答えい

たします。 

 教科書検定制度の見直しにつきましては、現在、議

論の途中であること、また、八重山教科書に係る文部

科学省の指導が政治介入であるかどうかにつきまして

も、見解を申し述べる立場にないことから、コメント

は控えさせていただきたいと存じます。 

 なお、八重山教科書につきましては、県教育委員会

として、３市町それぞれの立場を尊重しつつ指導助言

を行い、再協議を促してまいります。  

 次に、臨時教員についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、平成23年度以降、計画的に採用

人数をふやし、正規教員の比率の改善に取り組んでま

いりました。その結果、定数に占める正規教員の割合

は、平成22年度の82.3％から平成25年度の84.2％に改

善しているところであります。一方、初任者研修にお
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ける指導教員の確保等、研修の受け入れ体制等に係る

諸般の事情から、大量に新規採用することは困難であ

り、全国並みの比率とすることにまだ時間を要するも

のと考えます。今後とも、正規教員の比率の改善に向

けて、年次的・計画的に取り組んでまいります。 

 次に、離島における教育条件の整備についてお答え

いたします。 

 県教育委員会としましては、教育に離島・僻地が

あってはならないという理念のもとで、離島教育の環

境整備に取り組んでいるところです。特別支援学級の

新設につきましては、原則３人を下限としております

が、障害の種類や程度、環境等を勘案し、弾力的に対

応しているところです。また、複式学級につきまして

は、平成24年度から学習支援員としての非常勤講師を

配置し、教育環境の改善に努めているところです。な

お、配置対象の拡大につきましては、非常勤講師の確

保等において課題を残しております。離島の教育条件

の整備につきましては、引き続き、全国都道府県教育

委員長協議会等を通して国へ要望してまいります。 

 次に、離島への正規教員の配置及び教職員宿舎等に

ついてお答えいたします。 

 教職員配置につきましては、各学校の実情等を考慮

した適正な配置に努めているところですが、離島にお

いては、臨時的任用職員の確保が困難な状況にあるこ

とは認識しております。また、離島の県立学校の教職

員住宅につきましては、現在、ほぼ全ての希望者が入

居している状況であり、当分の間、現有戸数を確保し

ていきたいと考えております。 

高校生寄宿舎につきましては、現在、入寮希望者の

増や老朽化等に対応した整備を進めているところで

す。県教育委員会としましては、今後とも離島教育の

環境整備に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時28分休憩 

   午後３時29分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○西銘 純恵さん 答弁漏れ。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時29分休憩 

   午後３時30分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 西銘純恵さん。 

   〔西銘純恵さん登壇〕 

○西銘 純恵さん 再質問を行います。 

 ただいま公室長から答弁ありましたけれども、牧港

補給基地の米軍郵便局とキャンプ瑞慶覧の倉庫につい

ては、沖縄県民の税金負担でつくるということが日米

合意されたということになっていました。公室長は、

これは日本政府に負担をさせるということをおっしゃ

いましたので、その補償担保についてお尋ねをいたし

ます。 

 次に、高江の裁判で、去年11月19日住民側の弁護士

が当時の東道路管理課長、上原班長、眞榮城主査を訪

ねて、県は住民を裁判にかけることに同意をしたのか

と質問したら、同意を与えたことはないと答えていま

す。ところが、防衛局は県が同意したと言っていま

す。見解を問います。 

 県営住宅の承継についてお尋ねをいたします。 

 県営住宅の条例14条の承継規定、部長は答弁なさい

ましたけれども、承継については知事が承継を承認を

するとおっしゃいました。14条をちゃんと読んだら、

「県公営住宅の入居者が死亡し、又は退去した場合に

おいて、その死亡時又は退去時に当該入居者と同居し

ていた者が引き続き当該県公営住宅に居住を希望する

ときは、当該入居者と同居していた者は、省令第11条

で定めるところにより、知事の承認を得なければなら

ない。」と、この省令について触れませんでした。こ

の省令11条というのは、承認をしてはならないという

部分しか書いていません。ですから、私は当然に同居

人は承継をできるという立場だと思っています。 

 母子世帯で25年間県営住宅に入居していて、ことし

の２月21日お母さんが亡くなりました。そうしたら、

４月に――このお母さんは９年間病気をしていて介護

していたんですね。亡くなったショックで体調を崩し

ていたときに、この県営住宅に住むことはできないか

ら退去してくれとこのように言われたんですね。本当

に親が亡くなって悲しんでいる。25年間も団地で皆さ

んのいろいろ世話を受けたりしながら成長してきた。

でもお母さんもいなくなって大変なときに、退去しな

さいとこういうことを言われているんですよ。今の14

条、そして省令においても省令の11条は承認をしては

ならないという条項で、同居していた期間が１年に満

たない場合は違いますよと、承継できませんよとか。

そこら辺を県は当たり前に承継ができる人たちを追い

出していると思います。 

 質問をいたします。 

 １つは、民間アパートに退去をされた人たち、何名

いますか。そして知事に、条例では承継できるんです

よ。退去をさせるのが当然だという立場をとってい

る。これは省令にも反していると、条例にも反してい

ると思います。知事の答弁も伺います。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時34分休憩 

   午後３時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） それでは再質問に

お答え申し上げます。質問３つございました。 

 まずキャンプ・キンザーの郵便局の取り扱いについ

てでございます。 

 これは従来、私どもが進めております港川道路の建

設に伴いまして、公共事業の補償によって移設をする

というようなことが日米合同委員会で決められていた

経緯がございます。しかし、先般の統合計画によりま

して日本政府のほうで移設をするということが決まり

ましたので、現在その手続などについては沖縄防衛局

と調整中でございます。したがいまして、県のほうの

公共事業の補償で行う予定はございません。 

 ２番目の、東村高江のヘリパッドの建設についてで

ございますけれども、この件につきましては訴訟を起

こす前に議員から御指摘がありましたとおり、意見照

会のようなものがございました。その中で、県は当該

訴訟の当事者ではございませんので、その訴訟をする

しない、あるいは内容に同意や不同意をする立場には

ないということも明確にお答えしてございます。 

 そして最後に、公営住宅の同居人の承継についての

御質問にお答えいたします。 

 確かに議員御指摘のとおり、省令、これは施行規則

でございますけれども、11条によって承認はしてはい

けないというような規定はございますが、平成17年に

住宅局長通知がございまして、その省令11条の解釈と

して、これは最低限の基準のみが定められたもので

あって県知事の一定の裁量ができるというようなこと

で、現在は配偶者、障害者、高齢者など社会的な配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を要する方々の承継については認めているところでご

ざいます。 

 そしてどのぐらいのものがあるかという件数につい

てでございますけれども、平成18年度以降入居承継で

名義変更した件数は1211件、これに対して承継できず

に退去した件数は209件でございます。 

 以上でございます。 

○西銘 純恵さん 議長、答弁漏れがあります。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時40分休憩 

   午後３時42分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 答弁漏れというこ

とでしたので、改めて答弁をさせていただきます。 

 先ほども申し上げましたけれども、県のほうでは裁

判の当事者ではございませんので、裁判の提訴、ある

いはその内容について同意や不同意をする立場にはな

いということで、同意も不同意もしておりません。た

だ、その裁判の中では、これもマスコミ報道等で知る

限りですけれども、裁判所の判断で県は同意ではな

かったというようなことが取り上げられたやに聞いて

おりますけれども、私どもはその裁判所の判断につい

てはコメントをする立場にはございません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって代表質問は終わ

りました。 

 本日の日程はこれで終了いたしました。 

 次会は、明28日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後３時43分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、乙第２号議案か

ら乙第12号議案までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 新田宜明君。 

   〔新田宜明君登壇〕 

○新田 宜明君 グスーヨー チューウガナビラ。 

 私、社民・護憲ネットの新田宜明でございます。 

 最初に、知事の政治姿勢について伺いたいと思いま

す。 

 68年前の太平洋戦争におきまして、アジアの人々に

約2000万ないし3000万以上の犠牲者が出たと言われて 
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おります。国内でも300万人以上の人々が犠牲になっ

たと言われております。この数字については、さまざ

まな数字があるわけでございます。県内でも20万人余

のとうとい命が奪われました。一たび戦争が起これ

ば、勝者も敗者もないのが戦争だと思います。 

 去る６月23日、68年目の慰霊の日に「沖縄全戦没者

追悼式」が行われましたけれども、私もさまざまな思

いを抱きながらこの日を迎えました。 

 それでは、質問をいたしたいと思います。 

 最初に(1)でございますが、慰霊の日の沖縄全戦没者

追悼式での知事の平和宣言、「普天間飛行場の県外移

設、そして、日米地位協定の抜本的な見直しを強く求

めます。」ということに対して、安倍総理はどう受け

とめたのでしょうか、知事の所感を伺いたいと思いま

す。 

 次、(2)番目でございますが、「沖縄戦の教訓を継承

する」というのはどういう意味でございましょうか、

伺いたいと思います。 

 次、(3)番目でございます。「わが国が築いてきた平

和主義の堅持」とは、現憲法を堅持すると理解してよ

ろしいのでしょうか伺いたいと思います。 

 (4)番目でございます。防衛大臣、外務大臣出席は、

辺野古移設推進のための宣撫工作として受けとめる向

きもありますけれども、知事の見解はどうでしょうか

伺いたいと思います。 

 (5)、沖縄戦の実相、いわゆる一人一人の死に至る実

相でございますけれども、これを記録しどう伝えてい

くのか、その施策を伺いたいと思います。 

 次、２番目、農業振興策についてでございます。 

 国内で唯一の亜熱帯地域の特性を生かした農業が本

県では展開されております。しかしながら、耕地面積

が小さく台風常襲地という不利性も抱えております。

さらには、農産物の輸入自由化によって価格の低迷な

ど農業経営も大変厳しいものがあります。担い手の減

少、高齢者の進行、耕作放棄地などがふえているのが

現状でございます。 

 そこで、次のことを伺いたいと思います。 

 最初に(1)でございます。県内農業の現状と課題につ

いてでございますが、ア、農業従事者の減少に対する

施策をソフト・ハード面でどのように工夫しているの

か、あるいはまた、農業所得の向上策について伺いた

いと思います。 

 イでございますが、一括交付金による県・市町村の

取り組み状況はどうなっているのか、あるいは市町村

とのミスマッチはないのか伺いたいと思います。 

 次にウでございますが、主要農産物――10品目程度

でございますけれども――今後の生産の見通しと奨励

品目ないし有望品目はどういう品目なのか伺いたいと

思います。 

 エでございます。ここ最近、近年でございますけれ

ども、県内でスリップスの中のチャノキイロアザミウ

マというのが蔓延しております。特に私ども、マン

ゴーの里宣言を豊見城市などやっておりますが、県内

でもこれから大変有望なマンゴーなどに、このチャノ

キイロアザミウマが蔓延しておりますが、その防除策

はどうなっているか伺いたいと思います。 

 ３番目に、公契約条例制定についてでございますけ

れども、私も、昨年県議に当選以来、この公契約条例

の制定について求めてきたわけでございますけれど

も、この条例制定の法的な問題はほとんどクリアされ

ているというふうに私は理解をしております。特に、

低賃金労働者がふえている現状で、県の業務契約によ

る労働者等の適正な労働条件を確保することによっ

て、公契約に係る事業の質の向上を図ること、もって

県民が安心して暮らせるようなこういう地域社会の実

現に寄与するものが公契約条例だと思っておりますの

で、この公契約条例の制定に向けて取り組む決意を伺

いたいと思います。 

 ４番目でございます。 

 豊見城団地南分譲地内の崖崩れ対策工事の早期実施

に関する陳情でございますが、既に知事を初め県議会

議長にも出されておりますが、この件に関しては沖縄

県住宅供給公社が所有する豊見城団地南分譲地内にお

いて、平成23年11月９日に崖崩れが発生いたしまし

た。豊見城市は、沖縄県住宅供給公社に対し対策工事

の実施を求めておりますけれども、同公社は予算がな

いとの理由で、いまだ対策工事が実施されておりませ

ん。当該用地に接する住宅２世帯は、昼夜不安な毎日

を送っているわけであります。県は、沖縄県住宅供給

公社に対し、対策工事を早急に実施するよう指導すべ

きではないでしょうか。同公社が実施困難な場合は、

県の事業として対策工事を実施すべきだと思うのでご

ざいますけれども、県の対応を伺います。 

 ５番目に、我が会派の代表質問との関連についてで

ございますが、最初に、知事は八重山病院をいつ視察

されたのでしょうか。そして、現状を見てどう考え、

今後どうすべきとお考えになったのか伺いたいと思い

ます。 

 次、２点目に、我が会派の仲村未央議員が伺った質

問でございますけれども、「わたり」について、「わ

たり」とはどういう意味で捉えているのか、執行部の

考え方を伺いたいと思います。 
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 以上、また質問席で質問をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 新田宜明議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄戦の教訓

の継承についての御質問にお答えいたします。 

 沖縄戦では、一般住民を巻き込んだ激しい地上戦が

行われ、多くのとうとい命とかけがえのない文化遺

産、美しい自然などが失われました。そのため、県民

は、命のとうとさや平和の大切さを身をもって感じて

おります。このような歴史的体験から学んだ教訓を風

化させることなく、さまざまな機会を通じて語り継い

でいくことなどが重要であると考えております。 

 次に、知事の政治姿勢についての中で、平和主義の

堅持と現憲法についての御質問にお答えいたします。 

 我が国は、過去の戦争の惨禍を教訓に、不戦の決意

のもと、諸外国と協調し平和を築いてきたものと考え

ております。憲法改正については、このように我が国

が築いてきた平和主義を堅持するとともに、制定後の

状況変化や現実との乖離などの課題を踏まえ、国会で

の議論や国民的議論がなされるべきであると考えてお

ります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕  

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、平和宣言に対する総理の受けとめ

についてお答えいたします。 

 県は、地元の理解が得られない移設案を実現するこ

とは事実上不可能であり、他の都道府県の既に滑走路

がある場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決で

きる方策であると考えております。また、日米地位協

定については、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図る

ためには、米側に裁量を委ねる形となる運用の改善だ

けでは不十分であり、抜本的な見直しが必要であると

考えております。 

 安倍総理は、追悼式の総理大臣挨拶において、「米

軍基地の集中が、今なお沖縄県民の大きな負担となっ

ています。沖縄の負担を少しでも軽くするよう、全力

を尽くすことを、ここに改めて誓います。」と発言さ

れております。首相を初め政府においては、沖縄の意

見に耳を傾け真摯に受けとめていただきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、外務・防衛大臣の式典出席につ

いてお答えいたします。 

 今回の外務大臣及び防衛大臣の参列については、沖

縄全戦没者追悼式の趣旨を踏まえ、さきの大戦で一般

住民をも巻き込んだ悲惨な地上戦となった沖縄の冷厳

な歴史的事実について理解を深めていただく機会にな

るとの考えから、関係省からの参列の意向を踏まえ対

応したところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての中で、沖縄戦の実相についての御質問にお答え

します。 

 沖縄県では、平和祈念資料館において、子や孫につ

なぐ平和のウムイ事業を初めとする戦争体験映像の収

録や編集を行っております。あわせて、資料館での常

設展示や証言の一部をパソコンや携帯端末からデジタ

ルコンテンツとして閲覧できるよう整備しており、平

和学習教材として活用するほか、英語、中国語など６

カ国語で国内外へ発信しております。 

 沖縄県といたしましては、これらの施策を通じ、沖

縄戦から学んだ教訓を風化させることがないよう、さ

まざまな機会を通して語り継いでいくことが重要であ

ると考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農業振興施策につい

ての中の、農業従事者の減少に対する施策及び農業所

得の向上対策についてお答えいたします。 

 県におきましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画に

基づき、農業従事者の減少や高齢化に対処するため、

ソフト・ハード両面から担い手の確保と農業者の経営

安定対策を推進しております。ソフト面の対策としま

しては、１、「人・農地プラン」作成支援事業、２、

沖縄県新規就農一貫支援事業、３、青年就農給付金事

業などにより、担い手への農地集積を強化するととも

に、就農相談から就農定着まで一貫した支援を実施し

ております。ハード面の対策としましては、１、特定

地域経営支援対策事業、２、耕作放棄地対策事業、

３、農業農村整備事業などにより、優良農地の集積・

確保や生産施設等に支援を実施しております。また、
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農業所得の向上対策としましては、１、災害に強い栽

培施設の整備事業、２、農林水産物流通不利性解消事

業などにより、安定生産や流通コストの低減などの対

策を実施しております。 

 県としましては、今後とも各種の事業を総合的に推

進し、農業従事者の確保と農業者の経営安定化を図っ

てまいります。 

 次に、農林水産関係の一括交付金の取り組み状況に

ついてお答えいたします。 

 平成25年度当初予算で農林水産振興関係のソフト事

業に係る沖縄振興特別推進交付金は、国庫ベースで約

120億円が配分されており、事業数は59事業となって

おります。主な事業としては、農林水産物流通条件不

利性解消事業や災害に強い栽培施設の整備事業など、

従来の国庫補助メニューになかった事業に取り組み、

持続的な農林水産業の振興を図っているところでござ

います。また、沖縄振興特別推進交付金の平成25年度

市町村分については、５月30日付で農林水産分野に約

24億円、78事業の交付決定が国からなされておりま

す。 

 沖縄県の農林水産業の振興を図るためには市町村と

の連携が重要であることから、沖縄振興特別推進交付

金の活用に当たっては、産地における課題解決を図る

ため、市町村と連携をしミスマッチがないよう一層強

化してまいります。 

 次に、主要農産物の今後の見通し及び有望品目につ

いてお答えいたします。 

 県におきましては、沖縄21世紀農林水産業振興計画

に基づき、市場競争力の強化による生産拡大が期待さ

れる「おきなわブランドの確立」に向けて園芸品目な

どを戦略品目として位置づけ、拠点産地の形成に取り

組んでいるところでございます。 

 園芸品目としましては、野菜がゴーヤーやサヤイン

ゲンなど15品目、花卉が小菊や洋ランなど11品目、果

樹がマンゴーや生食用パイナップルなど11品目となっ

ております。これらの品目においては、定時・定量・

定品質の出荷が可能な拠点産地を育成し、現在の96産

地から10年後は150産地を目標に拡大してまいりま

す。 

 県としましては、今後とも我が国唯一の亜熱帯性気

候等の優位性を生かして、島ラッキョウやヘチマなど

の島野菜及び紅茶などの有望品目について栽培技術の

開発や品種育成などに取り組んでまいります。 

 次に、チャノキイロアザミウマの防除対策について

お答えいたします。 

 チャノキイロアザミウマは、果樹や果菜類の害虫で

あります。現在、一部地域のマンゴー園で多発し、

葉、花及び果実に被害を及ぼしている状況にありま

す。チャノキイロアザミウマの防除対策については、

耕種的防除法及び化学的防除法を農業改良普及セン

ターが指導しているところであります。具体的には、

１、計画的間伐による密植園の解消、２、温湿度管理

によるハウス内環境の改善、３、登録農薬のローテー

ション散布などの指導を行っております。 

 県としましては、今後とも耕種的防除及び化学的防

除を組み合わせた総合的な防除対策に取り組んでまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

  〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 公契約条例制定につ

いてという御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県が発注する公共事業や指定管理者制度につい

ては、担当部局において適正な積算が行われ、公共

サービスの質及び公正な労働条件が確保され、労働関

係法令やその他の法律等についても、下請業者まで含

めて遵守されるよう、指導がなされているものと考え

ております。 

 現在、我が国における労働者の賃金等、個々の労働

条件については、労働基準法や最低賃金法等に定める

最低基準を満たした上で、労使が対等の立場において

決定されるという枠組みになっております。 

 沖縄県といたしましては、国の「公契約に関する基

本法」の法制化や、他県の動向を見守りつつ適切に対

応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 豊見城団地南分譲

地内の崖崩れ対策工事の早期実施に関する陳情につい

ての御質問の中で、豊見城団地南分譲地内の崖崩れへ

の対応についての御質問にお答えいたします。 

 住宅供給公社において分譲した当該団地の崖崩れ箇

所及びその影響範囲並びに対策に必要な範囲を明らか

にする必要があることから、現在、住宅供給公社にお

いて測量調査及び土地所有者の調査を実施していると

ころであります。 

 県としましては、どのような対策工事が行えるか、

公社及び関係機関と連携して検討を行っており、周辺

土地所有者の同意など要件が整い次第、可能な限り早

期に工事着手できるよう取り組んでいるところでござ

います。 
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

  〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 「わたり」の認識につ

いてお答えいたします。 

 「わたり」とは、県が退職後の職員を企業、団体等

にあっせんして再就職させることを複数回繰り返すこ

とをいうものと認識をしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時29分休憩 

   午前10時30分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 新田宜明君。 

○新田 宜明君 それでは、再質問をさせていただき

たいと思うんですけれども、知事の政治姿勢について

でございますけれども、総理初め閣僚の皆さん、沖縄

の基地の負担軽減に努めると何回となくおっしゃって

おります。沖縄防衛局にたびたび要請行動に行きまし

ても、ＳＡＣＯ合意に基づく負担軽減のために沖縄防

衛局はあるんだということをよくおっしゃるわけです

けれども、実際は普天間の代替施設を辺野古に移設す

るということを強引に推し進めているという事実があ

るんじゃないですか。一方ではそういうことをしなが

らこの負担軽減に努めると言っても、これはもう非常

に空疎な言葉にしか受けとめられない。これに対して

私ども県民は非常に不信感を政府に抱いているわけで

ございます。そういう意味では、この負担軽減という

言葉を知事はそのとおり実行されるというふうに受け

とめられているのか、この辺どうなんでしょうか、そ

の辺の心情はどうでしょうか。一方においては公有水

面埋立申請を進めているわけですよね。それで、今度

またオスプレイも８月には追加配備するということを

言っているわけですよね。嘉手納にも、ステルス戦闘

機がまた新たに配備されると。こういう事態が今、進

んでいるわけですよ。こういう事実がありながら負担

軽減というのは非常にどうも信用できないというのが

私の感じなんですけれども、知事はどう受けとめてい

らっしゃるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時32分休憩 

   午前10時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員の御指摘は、ある意味

でよくわかるのは、我々も目に見える形で負担軽減を

しっかりとやってもらいたい。これは騒音の低減であ

るとか基地の返還というようなこと、いろいろあるわ

けですが、事件・事故も抜本的に減らしてもらいたい

とかいろんなことを申し上げています。これは私も知

事になって何年かずっと同じことを実は言って、のれ

んに腕押しのようなこともないわけではありません

が、ただし、防衛局の皆さんが負担軽減に努力をしよ

うとしていることはある程度は私は理解できないこと

はありません。ただ、内容がなかなか米軍ないしアメ

リカ政府相手にうまく結果を出し切れてないなという

感じもないわけではありませんが、もう少ししっかり

と目に見える形の負担軽減に取り組んでもらいたいと

いうのは、率直に言って私のほうでもそういう感じは

持っております。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 それではあと１点、この平和宣言の

中身の件でございますけれども、日米地位協定の抜本

的な見直しの件ですけれども、昨年、米兵による女性

暴行事件がありました。そのときにアメリカ総領事に

私ども抗議に行きました。そうしたら、日本政府側か

ら日米地位協定の改定を求められたことがないという

ふうに明言していました。このことについてどうお考

えですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時35分休憩 

   午前10時36分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員がお聞きになったの

は、今の総領事ですよね。そういうことでと思うんで

すけれども、総領事が全部わかっているかどうか、少

し疑義がないわけではありません。ただ、この抜本的

な改正というのは我々のほうではもう長年にわたって

日本政府に強く申し入れていることであります。た

だ、それについてアメリカ政府からの返答というの

は、政府筋の話だと、運用でいきたいということに

なっているのだと理解をしております。これは日本政

府もそうですが、アメリカ政府もそうだろうという感

じはあります。ですから、一回もないというのは私は

必ずしもそう思いません。現に環境については、例え

ば自然環境についての項目が余り入っていないから、

これについては検討したいというのは２プラス２の発

表の中でも入っていたこともありますし、まだこれは

続いているだろうと思いますから、全くなかったとい

う返答というのはちょっとどうでしょう、事実認識の

違いだと思います。ただし、我々が主張している、要

－ 108 －



求していることに対して抜本的な見直しへ全く至って

いないという点では、まさに全く残念のきわみでござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 この議論はまた次の機会に回したい

と思いますが、沖縄戦の教訓ということをもう少し具

体的に御説明いただけないかなと。要するに、沖縄戦

というのは戦前の教育や政治やあるいは国際環境を取

り巻く状況の中で、さまざまな要件があったかと思う

わけですけれども、しかしながら、やはり国内的には

あの沖縄戦の教訓というのは、日本、我々自身の内な

る検証が大事ではないかなというふうに思うわけです

ね。そういう意味では世界の見方、見解としては日本

が侵略戦争を起こしたんだというふうな認識を持って

いると思うんですね。なぜ、じゃ、そういう侵略戦争

を行ったのか、その背景や教育の問題を含めて、もう

少し沖縄戦の教訓といったときに具体的にもう少し明

示されてもよろしいんじゃないかというのが私の質問

の趣旨でございますが、よろしく御答弁をお願いした

いと思います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時39分休憩 

   午前10時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 新田議員の今の御質問に私

のほうからお答えしたいと思いますが、沖縄戦が終了

して、戦後もう70年近い時間が過ぎたわけですが、あ

る意味で沖縄の県民にとって戦後の時間、沖縄戦の教

訓を日々確認しながら、確かめながら過ごしてきた時

間だということだと思います。その中で当然、あの戦

争をどういうふうに受けとめるべきなのかという、御

指摘のような教訓をどう考えていくのかということも

あるでしょうし、それから、あの戦争はなぜ起こった

のかと、起こった戦争の原因についてもさまざまな考

察が行われてきたんだろうと思います。我々は、そう

いう戦争が起こった原因でありますとか、それから戦

争で受けた大きな被害も含めて、そういったものを現

代を生きる人間としてそれをどのようにきちっと受け

とめられるかということを絶えず考え続けると、まさ

に戦争というものが提示しているものと真剣に向き合

うということが大事であろうという趣旨で、沖縄戦の

教訓を継承するというふうに説明したわけです。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 沖縄戦の戦後補償の根本的な問題だ

と思うんですが、沖縄戦の被害の悉皆調査がまだ行わ

れていないと。これについてしっかりと県は求めるべ

きだと思うんですけれども、なぜやらないのでしょう

か。これについて、きのうも御答弁があったんです

が、ひとつよろしく御回答お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時41分休憩 

   午前10時42分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 被害調査を含めてそ

ういった戦後処理については国の責任で実施するべき

ものだというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時42分休憩 

   午前10時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） きのうの質問の答弁

ですけれども、沖縄戦被害の実態調査について、沖縄

戦被害の実態を主体的に調査し把握するよう国に求め

たらどうかというふうな質問に対して、沖縄戦につき

ましては、さきの大戦で国内で唯一、住民を巻き込ん

だ地上戦が行われた悲惨な戦争であったことは広く認

識されていると考えておりますと。沖縄戦の戦後処理

については、国においてしっかり対応していくことが

重要であると考えておりますということで答弁をして

おりますので、そういうことであります。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 なぜ沖縄だけ調査されていないんで

すか。いまだまだ調査されていないんですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） その件については国

のほうにも確認をしておりますけれども、国のほうで

もわからないということであります。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 全くいいかげんで、これで県民は納

得するとは思いません。沖縄戦の教訓を継承するとい

う知事の御答弁がございましたけれども、沖縄戦では

一人一人の死に至る原因、あるいは死にざまとかさま

ざまな要因で亡くなられたと思うんですけれども、こ

れをやっぱり具体的にデータベース化するということ

が非常に大事ではないかということを常々高良副知事

もおっしゃっているかと思います。それについては今

後どういう施策に反映させようと考えているのかお伺

いしたいと思います。 

－ 109 －



○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 新田議員の今の御質問、御

指摘はごもっともだと思います。ただ、１つ私のほう

で少し確認させていただくと、沖縄戦の被害の調査に

ついては、1970年前後に沖縄県教育委員会が行った聞

き取り調査があります。それ以降、各市町村におきま

して、戦争体験者から相当詳細な調査が行われてい

て、しかも、ある市町村においては字ごとの被害の実

態を調査された膨大なデータがあります。そういう点

では、むしろ沖縄の県民、沖縄県を含む市町村におい

て、もちろん沖縄戦に関心を持つ研究者、専門家も含

めてですけれども、そういった方々が非常に分厚い被

害の実態についての調査を行っておりますので、私の

今の印象でもそういった膨大なデータをどういうふう

にデータベース化して、利用・活用しやすいような状

況をつくるかという全県的な課題が一つ残っているな

という印象を持っております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 副知事は歴史家でもございますし、

少しだけ副知事の本を、1997年ごろに出された「「沖

縄」批判序説」でしたか、あれを少し読ませていただ

きました。その中に、沖縄戦のことについて触れてお

りましたのでこの御質問をした次第でございます。ど

うかぜひ沖縄戦の教訓を科学的な検証のもと、その事

実を検証していく作業に取り組んでいただきたいとい

うふうに思っております。 

 余り時間がございませんけれども、県内農業の現状

と課題についてですが、このチャノキイロアザミウ

マ、部長、これは幼虫が大変なんですね。今、どの地

域で一番蔓延しているのか御存じですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 県全域調べたところ

なんですが、チャノキイロアザミウマは、果菜類ある

いは果樹類につく害虫であるんですが、今のところ豊

見城地区の一部地域で発生しているというふうに聞い

ております。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 これは、一度使った農薬はなかなか

効果が出ないという、先ほど部長のお話にもありまし

たとおり、そういうことを農家の皆さんから伺ってお

ります。しかし、この防除効果上がっていません。で

すから、今後どうするのか、もう少し明確に御答弁お

願いしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 現在、登録農薬数に

つきましては12薬剤ございます。それを本来ですと12

の薬剤を交互に使ったほうが抵抗性がつかないという

ことで今進めているわけなんですが、それ以外にも25

年度には新たに２の薬剤を追加登録する予定としてご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 人体に影響のない、そういう農薬の

使用も一つの防除方法だと思っておりますけれども、

私が農研機構の資料を取り寄せましたら、カブリダニ

類の天敵があるそうですね。そのことについて御存じ

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） スワルスキーカブリ

ダニということで聞いておりまして、ほかの害虫も食

虫するということで非常に効果があるというふうに聞

いてございますが、それで県外のほうについては導入

が進んでございます。ところが、この害虫につきまし

ては、５度以下になったときに死滅するということ

で、本土のほうについては寒さで放飼したときに死滅

するというメリットがございます。ところが、沖縄県

の場合は常時、温度が高いものですから、それを放飼

したときに常駐化しまして、ほかの作物との、ほかの

虫との影響が懸念されることから、今のところはメー

カーのほうも導入については自粛をしているというふ

うに聞いてございます。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 わかりました。それ以外の天敵駆除

の方法もぜひ研究されるようにお願いしたいと思いま

す。 

 それと、公契約条例についての答弁ですが、前任の

部長から一歩も前に進んでないという感じがいたしま

した。今度の那覇の市議会でこの問題が取り上げられ

て、那覇市はこの公契約条例制定に向けてプロジェク

トチームを立ち上げることになったと。全国でも今、

７市・区でございますけれども、県内自治体では初の

取り組みとなるというふうに新聞で報道されておりま

す。この問題は、これは法令遵守を元請の業者がやっ

ていたとしても、やっぱり下請、孫請まできちんと法

的な根拠に基づいて遵守させないと、なかなか見えな

い部分での実態が低賃金労働にはあるわけですから、

ぜひ県としてこれを前に進めていただきたいというこ

とをお願いしたいんですが、もう一度決意のほどをお

願いしたいと思います。 

 それと土木建築部長ですが、これは早期工事着手で

きるように取り組んでいるということですが、これは

確実にお約束できますね。よろしく御答弁をもう一度
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伺いたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） まず、議員おっしゃ

るとおり６つの自治体、既に施行されておりますが、

都道府県レベルではまだ施行されておりません。国に

おいても公契約法の制定についていろいろ研究をされ

ているようですので、その動向を見ながら沖縄県とし

ても検討するということになると思います。先ほど下

請関係も、公共事業については御承知のとおり労務単

価が設定されておりますけれども、その他、警備とか

清掃業務についても昨年の10月に商工労働部長名で各

部局長にも労働者の生活の安定が図れるような適正な

委託条件を設定していただきたいというお願いをして

おりますし、また、これはちょっとさかのぼりますけ

れども、平成20年には沖縄県警備業協会長、それから

沖縄県ビル労働メンテナンス協会長に対しましても法

令遵守をお願いしているということでございます。そ

れから、国のほうでも下請契約における代金支払いの

適正化等ということで、これに基づいて下請契約につ

いてもそういった遵守を求めると。それから、入札の

際も最低制限価格、70％以上を設定する等の対策を

とっているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 住宅供給公社が分

譲いたしました豊見城南分譲でございますけれども、

先ほど答弁いたしましたとおり、現在、住宅供給公社

のほうでいろいろな調査をしております。住宅供給公

社も応分の負担をしたいというふうに聞いております

ので、私どもとしましては、何らかの対策事業を早目

にできるように、事業要件などの整備を整えていきた

いというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新田宜明君。 

○新田 宜明君 ありがとうございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

   〔玉城ノブ子さん登壇〕 

○玉城 ノブ子さん おはようございます。 

 日本共産党の玉城ノブ子でございます。 

 一般質問を行います。 

 その前に、日本共産党は、東京都議会議員選挙で、

現有８議席から17議席に議席を倍増いたしました。暮

らしをよくしてほしい、原発ゼロの日本を、日本国憲

法を守り生かそうというこの願いを託してほしいとの

訴えが都民の心を動かしました。政治は必ず変えられ

ます。日本共産党は、この国民の切実な願いに応えて

頑張ります。 

 生活保護改悪問題について。 

安倍自公政権は、社会保障の全分野の給付抑制を目

指し、生活保護制度の改悪、生活保護基準の引き下げ

を強行しています。生活保護は、憲法25条に基づいて

保障された国民の権利です。今、年収200万以下の

ワーキングプアが６年連続で1000万人を超えるなど、

貧困問題が深刻化しています。生活保護の改悪は、国

民生活をさらに一層改悪させ、生存権さえも脅かして

います。安倍自公政権は、憲法25条で保障する「健康

で文化的な最低限度の生活」をも踏みにじり、「生存

権」をも脅かす生活保護法の改悪を強行しています。

絶対に容認できません。撤回を要求すべきです。 

 県内の生活保護の受給世帯数の３年間の推移につい

て伺います。 

 県内の餓死による死亡者数の３年間の推移について

伺います。 

 ２、安倍自公政権の金融政策（アベノミクス）につ

いて。 

 安倍自公政権の金融政策で急激な円安を引き起こ

し、燃油、飼料、光熱水費、資材が高騰し、漁業、農

業、中小商工業に深刻な打撃を与え県民生活にも大き

な影響が出ています。国の抜本的な対策、県の支援に

ついて伺います。 

 アベノミクスの金融政策による県内の農業、漁業、

中小商工業者への影響額について伺います。 

 電気、ガス料金等の公共料金の値上げは、県民生活

に大きな負担になっています。公共料金の値上げによ

る影響額はどうなっていますか。 

 輸入品の高騰で中小商工業者の８割は価格に転嫁で

きないと言われています。小麦粉、大豆の高騰によっ

てそば屋、パン屋、豆腐業者の関連事業主に与える影

響について伺います。 

 生活必需品のトイレットペーパーの卸値が15％高く

なると言われています。消費者価格は幾らになってい

ますか、生活用品関連への影響について伺います。 

 酪農、畜産用配合飼料価格安定制度の支援拡充につ

いて。 

 酪農、畜産の輸入粗飼料への支援について伺いま

す。 

 燃油高騰によりビニールハウスの資材、化学肥料の

値上がりは農業経営にも大きな影響が出ています。施

設園芸、菊、果樹への支援について伺います。 

 燃油高騰で漁業経営は甚大な影響を受けています。

漁業経営セーフティネット構築事業への支援策を拡大

することについて伺います。セーフティネットへの加

入漁船数、加入率、加入促進を図るため、加入手続の
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簡素化、漁協への支援策、加入促進の具体的な対策に

ついて伺います。 

 農業、漁業の経営改善を図るため、太陽光発電の導

入を積極的に推進することについて伺います。 

 辺野古埋立申請について。 

 辺野古海域に隣接する宜野座、金武、石川３漁協の

「辺野古地先の米軍飛行場建設に反対する漁民大会」

で各漁協の代表は、埋め立てによる汚染や藻場の消

失、潮流の変化が漁業に大きな悪影響を及ぼす、若い

世代が希望を持って漁を行い、子供たちに豊かな海を

引き継いでいくために埋め立てに反対との訴えが相次

ぎました。埋め立てによって辺野古周辺の東海岸一帯

海域の生態系が破壊されることは明白です。その影響

についてどう認識されますか。 

 環境に重大な影響を及ぼす辺野古新基地建設の公有

水面埋立承認申請に、知事は明確に反対すべきです。

知事の所見を伺います。 

 憲法改悪問題について。 

 沖縄県民は、あの悲惨な沖縄戦で多くの人たちの命

が奪われ、今なお戦争の被害で苦しんでいます。再び

戦争の悲劇を繰り返させてはならない、県民の譲るこ

とのできない平和への願いです。しかし、自公安倍政

権は、憲法96条、９条を変え国防軍を創設し日本を戦

争する国に変えようとしています。知事は憲法改悪に

反対すべきです。知事の所見を伺います。 

 沖縄戦を体験した高齢者の４割が、深刻な心の傷

（トラウマ）を抱え、心的外傷ストレス障害（ＰＴＳ

Ｄ）を発症、あるいは発症する可能性が高いとの調査

結果をトラウマ研究会が明らかにしました。この現状

を県はどのように認識しますか。国・県は、全ての体

験者を対象にＰＴＳＤの調査を行い適切な治療を要求

すべきであります。 

 日台漁業協定、日中漁業協定の見直しについて。 

 日台漁業協定は、地元や漁民の意向も全く無視し、

地元に何の説明もなしに「久米西」の好漁場を初め先

島諸島の北側の水域も含めて台湾が主張する暫定執法

線よりも広い水域での操業を認めるものになっていま

す。漁業者の安全操業と生活に大きな打撃を与え、食

料主権を放棄するものであり、絶対許されません。中

台の連携を恐れたアメリカの意向が強く働いたと言わ

れている日台漁業協定に強く抗議し、日台漁業協定同

様に日中漁業協定の見直しを要求すべきです。 

 漁業者が最大限の譲歩として要求している先島諸島

の北では、東経125度30分以東の水域に台湾漁船を入

れないこと。先島諸島の南では、台湾漁船の操業を認

めないことについて国に実効ある対策を要求せよ。 

 台湾漁船に対して、拿捕など徹底取り締まりを行う

ことについての沖縄側の要求について、どのような対

策が講じられていますか。 

 漁業者の安全操業を確保するため、無線機の整備拡

充に対する支援について伺います。 

 米軍と海上自衛隊の艦船による沖縄久米島沖でのマ

グロはえ縄切断事件は、漁民の間に大きな不安を広げ

ています。漁業者は、操業していて朝、目が覚めると

日米の艦船に囲まれていたということもあると、安心

して漁に出ることができないと訴えています。漁民の

安全操業を守るための対策について伺います。 

 日本維新の会共同代表の橋下大阪市長は、戦時中の

旧日本軍「慰安婦」について、慰安婦制度は必要なの

は誰だってわかる。さらに、米軍司令官に「風俗業を

活用してほしい」との暴言は、女性の人権を踏みにじ

り人間の尊厳を冒瀆するものです。日本軍の「慰安

婦」問題は、侵略戦争の中で女性の人権を極限まで

じゅうりんした人権侵害の戦争犯罪です。橋下暴言の

根底には、歴史を歪曲し侵略戦争を肯定するものがあ

り断じて容認できない。撤回と謝罪を強く求めるべき

です。 

 就学援助支援制度について 

 憲法で定められている「義務教育は無償」に基づ

き、国に義務教育の無償化を求めることについて伺い

ます。 

 県も独自の支援を実施するとともに、認定基準の緩

和、支援内容の拡充を図ることについて伺います。 

 各市町村の認定数、認定率、認定基準、給付内容の

３年間の推移について伺います。 

 就学援助の認定に「民生委員の助言不要」との法改

正が行われました。改善されていない市町村への指導

について伺います。 

 学校給食の無償化について。 

 学校給食は教育の一環であり、本来無償にすべきで

あります。県内では、学校給食の無償化を実施する市

町村がふえています。実施状況について伺います。県

の支援で学校給食の無償化を実施するよう求めます。 

 非婚世帯について。 

 非婚世帯への「寡婦控除」みなし適用で住民税等の

軽減策を講ずること、県が財政支援し、市町村でのみ

なし適用の促進を図ること、国に対し、所得税法の抜

本改正を求めることについて伺います。 

 非婚世帯数、非婚世帯に「寡婦控除」の適用がない

ことによる影響について伺います。 

 台風災害対策について。 

 糸満市の真壁南、真栄平南冠水被害対策について。 
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 糸満市の真壁南、真栄平南土地改良地区で繰り返さ

れている冠水被害に「農業を続けていけない」との悲

鳴が上がり、生産意欲が失われかねない深刻な事態に

なっています。一刻も早い緊急対策と抜本対策を講ず

ることについて伺います。 

 農作物、お墓への補償支援を図るとともに、希望者

には施設の移転補償を行うこと。 

 糸洲後原の冠水被害対策について。 

 糸洲後原では、県農業研究センターの貯水池からあ

ふれ出た水が畑や畜舎に流れ込み甚大な被害を与えて

います。緊急対策と抜本対策について伺います。 

 被災した農作物、修理工場、畜舎への補償を行うこ

と。 

 武富ハイツの傾斜地崩壊危険区域の緊急対策と抜本

対策を講ずることについて伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城ノブ子議員の御質問に

答弁をいたします。 

 第１に、安倍政権の金融政策（アベノミクス）につ

いての御質問の中で、太陽光発電の農業、漁業の経営

改善のために導入・推進をしてはどうかという御趣旨

の御質問にお答えをいたします。 

 農業、漁業の経営改善を図る対策の一環として、こ

れまでかんがい排水事業等によりまして、太陽光発電

の整備を行ってきております。さらに、農業水利施設

への太陽光発電の導入を推進するため、平成25年度中

に県全体のマスタープランを策定することといたして

おります。沖縄県といたしましては、関係機関と連携

をして、太陽光発電を活用し農業、漁業の経営改善に

取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、憲法改正問題についての御質問で、憲法改正

に対する所見いかんという御趣旨の御質問にお答えい

たします。 

 日本国憲法は、国民主権、基本的人権の尊重、平和

主義を基本理念とし、広く国民に浸透し、国民生活の

向上と我が国の平和と安定に大きな役割を果たしてき

たものと考えております。 

 憲法改正につきましては、制定後の状況変化や現実

との乖離等の課題を踏まえつつ、我が国が築いてきた

平和主義が堅持されるよう、国会及び国民的議論がな

されるべきであると考えているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 生活保護改悪問題に

ついての御質問の中で、生活保護法改正についてお答

えいたします。 

 生活保護法の一部を改正する法律案は、第183通常

国会で廃案となりました。報道によりますと、国は、

秋の臨時国会に法案を再提出する考えを示していると

のことであります。県としては、引き続き国の動向を

注視してまいりたいと考えております。 

 次に、生活保護の受給世帯数及び受給者数の推移に

ついてお答えいたします。 

  沖縄県の生活保護世帯及び受給者は、全国と同様に

増加傾向で推移しており、平成22年度は１万9982世

帯、２万9028人、平成23年度は２万1550世帯、３万

844人、平成24年度は２万3174世帯、３万2701人と

なっております。 

 次に、県内の餓死による死亡者数の推移についてお

答えいたします。 

 厚生労働省の人口動態統計によると、死因が「食料

の不足」とされた県内の死亡者数は、平成21年が０人、

平成22年が１人、平成23年が１人となっております。  

 次に、沖縄戦体験者へのＰＴＳＤ調査についての御

質問の中で、沖縄戦体験者のＰＴＳＤ発症についてお

答えいたします。 

 沖縄戦につきましては、さきの大戦で国内で唯一、

住民を巻き込んだ地上戦が行われた悲惨な戦争であっ

たことは、広く認識されていると考えております。な

お、沖縄戦体験者に心的外傷後ストレス障害いわゆる

ＰＴＳＤを抱えている可能性については、新聞報道等

で承知しております。県としては、どのような対応が

できるか検討したいと考えております。 

 次に、非婚世帯への寡婦控除をみなし適用し住民税

等の算定についての御質問の中で、非婚世帯への寡婦

控除の適用についてお答えいたします。11の(1)と11の

(2)は関連しますので一括してお答えいたします。 

 沖縄県の児童扶養手当受給者における非婚母子世帯

数は、平成24年３月末現在で2465世帯となっておりま

す。非婚母子世帯については、所得税及び住民税にお

いて寡婦控除の適用がないことから、他の母子世帯と

比較して税額や保育料等の負担が大きくなるほか、公

営住宅の入居等において不利となる可能性があると考

えております。市町村の保育料における寡婦控除のみ

なし適用について調査したところ、今後の予定も含

め、11市８町村、計19団体で実施されることとなって

おります。これにより、非婚母子世帯の約９割が保育

料において寡婦控除のみなし適用を受けられることと

なります。県においては、非婚母子世帯に対して寡婦
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控除が適用されるよう、九州各県保健医療福祉主管部

長会議等を通じて引き続き国へ要望してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 安倍自公政権の金融

政策（アベノミクス）についての中の、急激な円安に

伴う農林水産業の影響額と支援策について、２の(1)ア

と２の(2)アは関連しますので一括してお答えします。 

 近年の配合飼料価格や原油価格の高騰に加え、急激

な円安に伴い、農林水産業分野では、畜産業や漁業で

大きな影響を受けております。畜産業においては、本

年４月から６月期の配合飼料価格は、トン当たり６万

650円であり、前年同月期と比較すると、トン当たり

約3150円上昇しております。また、漁業においては、

漁船の燃油価格は、平成21年６月の１リットル当たり

54円から、平成25年６月には84円と、30円上昇してお

ります。このため、県としましては、「配合飼料価格

安定基金」や漁業経営セーフティネット構築事業の活

用による、配合飼料高騰対策及び燃油高騰対策に取り

組んでいるところであります。 

 次に、配合飼料価格安定制度の支援拡充についてお

答えいたします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え、円安の影響によ

り、飼料価格が高騰し、畜産経営は厳しい状況となっ

ております。国の配合飼料価格高騰対策としては、

「配合飼料価格安定基金」があり、価格高騰時に一定

の要件のもと、補塡金を交付するものであります。基

金の発動基準を直近１カ年の平均価格の115％から

112.5％に下げることで支援の拡充を図っておりま

す。加えて、国は緊急措置として、通常補塡基金の生

産者負担分の助成を決定しております。県としまして

は、これら国の支援策の動向を踏まえつつ、畜産経営

の安定化に向けて独自に支援できないか検討してまい

ります。 

 次に、輸入粗飼料への支援についてお答えいたしま

す。 

 県としては、粗飼料については、輸入粗飼料から自

家の粗飼料に転換し、増産することが安定した畜産経

営につながると考えております。そのため、草地造成

のための畜産担い手育成総合整備事業を実施しており

ます。さらに、今年度から、畜産団体と連携し沖縄振

興特別推進交付金により、粗飼料の収穫機械の導入等

に対する支援を行っております。県としましては、今

後とも畜産団体と連携し、粗飼料自給率の向上への取

り組みを推進してまいります。 

 次に、施設園芸、菊、果樹への支援についてお答え

いたします。 

 園芸品目においては、ハウス栽培のマンゴー及び露

地の菊栽培などの一部において、加温機及び電照施設

の導入が行われており、燃油及び電気代の値上がりは

農家経営にも影響を与えると懸念されます。果樹の場

合、農業研究センターにおいて、加温マンゴー施設内

の温度設定を変更することにより、品質向上及び燃料

費の節減を図る技術を開発し、生産農家に対して指導

を行っているところであります。また、菊の電照栽培

では、蛍光灯電球を使用した経費削減対策等のモデル

実証により、生産コストの低減と単収向上による経営

安定に取り組んでいるところであります。県としまし

ては、今後とも、燃油価格の動向を勘案し、出荷団体

等と連携して、栽培管理の改善等経費縮減の対策に取

り組んでまいります。 

 次に、漁業経営セーフティネット構築事業の加入状

況と加入促進についてお答えいたします。 

 県では、国及び漁業団体と連携し、漁業経営セーフ

ティネット構築事業の活用による燃油高騰対策に取り

組んでいるところであります。同事業の平成24年度の

加入件数は141件、加入率は5.4％となっております。

同事業は、今回、事業内容が拡充され、小規模漁業者

については、漁協による一括加入が可能となるなど、

加入手続の簡素化が図られたところであります。県と

しましては、同事業の周知と加入促進に努めるととも

に、燃油価格の動向を注視しながら、漁業者及び漁業

団体の要望や他県の状況等も踏まえ、漁業者の経営安

定を図るための対策について検討してまいります。 

 次に、日台漁業協定、日中漁業協定の見直しについ

ての中の、日台漁業取決め及び日中漁業協定の見直し

等について、６の(1)と６の(2)は関連しますので一括し

てお答えいたします。 

 本年４月10日に合意された日台漁業取決めは、沖縄

からの要望が反映されず、台湾側に大幅に譲歩した内

容となっております。今回の取り決め合意は、好漁場

の縮小を余儀なくされるなど、本県水産業へ多大な影

響があると懸念されております。また、平成12年に発

効された日中漁業協定では、北緯27度以南の先島及び

久米島の周辺水域において、中国漁船が自由に操業で

きる内容となっております。このため、本県漁業者の

権益及び安全操業を確保し漁業秩序を維持できるよ

う、国に対し、１、日台漁業取決めを見直すこと、

２、先島諸島の南側の水域については、今後一切協議

の対象としないこと、３、平成９年の外務大臣書簡を

破棄するとともに、日中漁業協定を見直すことなどに
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ついて強く求めてきたところであります。県としまし

ては、今後とも、漁業団体と連携し国に対し粘り強く

見直しなどを求めていくこととしております。 

 次に、台湾漁船に対する取り締まりについてお答え

いたします。 

 県は、日台漁業取決めについて、国に対し、水域の

見直し等を求めるとともに、台湾漁船に対する取り締

まりの徹底を要請してきたところであります。この要

請に対して、国は、「拿捕を含む徹底した取締りを行

う」として、取り決めが発効した５月10日以降、漁業

取締船を10隻に倍増し、違法操業を行う４隻の台湾漁

船を拿捕したところであります。県としましては、今

後とも、漁業団体と連携し国に対し取り締まりの徹底

を求めていくこととしております。 

 次に、漁業無線機の整備拡充についてお答えいたし

ます。 

 県としましては、マグロ漁船等の安全操業の確保を

早急に実現するため、平成24年度から沖縄振興特別推

進交付金を活用し、漁船に対する高出力無線機の設置

に係る経費を補助しております。補助の対象は、ソデ

イカやマグロ漁業の沖合で操業する漁船であり、平成

25年度は約50隻の漁船に機器を整備するとともに、平

成28年度までに合計250隻に設置する計画でありま

す。県としましては、引き続き安全操業の確保に努め

てまいります。 

 次に、沖縄久米島沖でのマグロはえ縄切断事件につ

いての中の、漁民の安全操業対策についてお答えしま

す。 

 先島及び久米島の周辺水域で操業していた県外のマ

グロはえ縄漁船のはえ縄漁具を、海上自衛隊の艦船が

切断する事故があったことについては、マスコミ報道

により承知しております。県は、事故直後に、県内漁

業関係者に対し、注意するよう呼びかけるとともに被

害調査を行った結果、県内漁船に対する同様の被害報

告はありませんでした。県としましては、引き続き情

報の収集、伝達と注意喚起を徹底し、漁業者の安全操

業の確保に努めてまいります。  

 次に、台風災害対策についての中の、糸満市真壁南

地区、真栄平南地区の冠水被害対策について、12(1)ア

と12(1)イは関連しますので一括して答弁します。 

 本年５月23日、豪雨により大規模な湛水が発生した

当該地区については、従前より排水処理をドリーネに

依存した特殊な地域であります。今回の湛水につきま

しては、１、当日の豪雨やそれ以前の大雨が重なった

ことによること、２、ドリーネの中への土砂の流入等

により排水能力が低下したことが原因であると考えら

れます。これらのことから、今回の湛水は自然災害で

あり、県としての農作物、お墓などへの補償は困難で

あります。 

 集中豪雨の緊急対策としましては、今年度真栄平南

地区において、沈砂池の増設を予定しており、現在、

用地の買収作業を進めているとともに、11月の工事着

手に向け鋭意取り組んでいるところであります。真壁

南地区につきましても、同様の対策事業を平成26年度

に事業着手できるよう取り組んでおります。抜本的対

策としては、ドリーネにかわる海域への排水路の設置

が有効であると考え、平成24年度から、複雑な地下構

造を把握するための基礎調査を実施しております。 

 なお、被災された農家への支援としましては、湛水

後の病害を防ぐため、農業改良普及センターによる巡

回指導を強化する等、栽培技術指導を実施しておりま

す。また、沈砂池予定地内にある施設については事業

実施とあわせて移転等の対応は可能と考えておりま

す。県としましては、湛水被害が発生しないように整

備を早急に進めるとともに、今後とも被災農家が営農

活動を継続できるように支援してまいります。 

 次に、糸満市糸洲後原地区の湛水被害について、12 

(2)アと12(2)イは関連しますので一括して答弁いたしま

す。 

 糸満市糸洲後原地区においては、集中豪雨時に農業

研究センター内の雨水調整池からの越流や、周辺地域

からの雨水の流入により湛水が発生しております。今

回の湛水につきましては、１、当日の豪雨やそれ以前

の大雨が重なったこと、２、雨水の流入が仮設排水路

の排水能力を上回ったことなどが原因であると考えら

れます。これらのことから、今回の湛水は自然災害で

あり、県としての農作物等への補償は困難であると考

えております。 

 集中豪雨に対する緊急対策としましては、農業研究

センター内での貯留量の拡大等、応急的な措置を講じ

ることとしております。また、抜本的対策につきまし

ては、研究センター敷地外の受益も含めて検討する必

要があることから、現在、末端排水の規模算定に必要

な流量測定の調査等を行っております。県としまして

は、調査結果を踏まえ、県、糸満市、関係地権者で構

成する「農業研究センター湛水対策協議会」において

対策を検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 安倍自公政権の金融

政策についてという御質問の中の、急激な円安による
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資材等の高騰に伴う中小商工業への影響額及び支援策

についてという趣旨の御質問にお答えをいたします。

２の(1)のイ、同じく(2)のイ、それから２の(4)は関連し

ますので一括してお答えをいたします。 

 中小企業者への円安の影響額については、現時点で

は把握できておりませんが、沖縄県中小企業団体中央

会が各業界に対して行った５月の景況動向調査により

ますと、麺類製造業、豆腐・油揚げ業、パン製造業や

繊維、印刷、運輸業などで４月よりも円安の影響によ

り経営が厳しくなっているとの報告を受けておりま

す。沖縄県といたしましては、円安の進行に伴う原

油・原材料価格の今後の動向を注視しながら、国の制

度である「セーフティネット保証５号」及び県融資制

度の「中小企業セーフティネット資金」の活用を促進

することにより、中小企業の資金繰りを支援していく

ことといたしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 安倍自公政権の金融

政策（アベノミクス）についての中で、電気、ガス料

金等の値上げの影響についてとの御質問にお答えしま

す。 

 沖縄電力の公表による平均的家庭モデルの平成25年

７月分の料金は、8116円となる見込みとなっておりま

す。昨年12月からの値上げは、442円となります。ま

た、石油情報センターによると、４月のＬＰガス５立

方メートルの小売価格は4656円となっており、昨年12

月からの値上げは87円となっております。以上のこと

から、家計の光熱費への負担は大きくなっているもの

と認識しております。 

 同じく、安倍自公政権の金融政策（アベノミクス）

についての中で、生活用品関連への影響についての御

質問にお答えします。 

 小売物価統計調査によりますと、平成25年４月現在

の沖縄県内のトイレットペーパーの価格は238円と

なっており、前月比で25円、約12％の値上がりとなっ

ております。家庭用小麦粉は１キログラム248円、食

用油は１リットル368円で、前月と同額となっており

ます。その他消費生活関連物資についても、４月時点

での物価上昇の影響は一部に限られたものとなってい

ます。しかしながら、７月以降の家庭用小麦粉やその

他生活関連物資の値上げが相次いで発表されているこ

とから、今後は、家計への負担が増すものと考えられ

ます。 

 次に、辺野古埋立申請についての中で、埋め立てに

よる辺野古周辺海域への影響についての御質問にお答

えします。 

 県は、普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影

響評価において、環境保全上不適切な事項を指摘し、

環境保全上重大な問題があると意見を述べておりま

す。今後、埋立承認申請の添付書類である「環境保全

に関し講じる措置を記載した図書」において示される

環境保全措置が、十分なものになっているかについて

精査することとしております。 

 次に、日本維新の会共同代表の橋下大阪市長発言に

ついての中で、従軍慰安婦に関する橋下発言について

の御質問にお答えします。  

 橋下徹大阪市長の従軍慰安婦に関する発言につきま

しては、女性の人権に対する配慮を全く欠いており、

理解に苦しむものであり、また人権感覚を疑うもので

あります。同市長の発言に対しては、発言直後から県

の考え方をはっきりと表明しているところであり、こ

れ以上の対応は考えておりません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 辺野古埋立申請に

ついての御質問の中で、公有水面埋立承認申請につい

ての御質問にお答えいたします。 

 今回の埋立承認申請については、公有水面埋立法等

関係法令にのっとり、承認基準への適合状況、利害関

係者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総合的

に勘案し、承認するか否か判断してまいります。 

 次に、台風災害対策についての御質問の中で、武富

ハイツの傾斜地の対策についての御質問にお答えいた

します。 

 武富ハイツ北側の斜面一帯は、過去に県と糸満市が

崩壊防止対策等の工事を実施した区域でありますが、

近年、その一部区域において斜面の変状が見られてお

ります。県では、これまでも現地調査を実施し、必要

な維持補修工事を行ってきたところでありますが、今

後とも糸満市と連携し必要な対策工事を行っていきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 就学援助支援制度につい

ての御質問で、国に義務教育の無償化を求めることに

ついてお答えいたします。 

 義務教育につきましては、授業料や教科書代等にお

いて無償化が図られておりますが、一部経費につきま
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しては、保護者の負担となっているところでありま

す。なお、経済的理由により就学が困難な児童生徒に

つきましては、就学援助制度の中で学校給食費や医療

費、学用品費等を援助し支援を行っております。 

 県教育委員会としましては、引き続き全国都道府県

教育長協議会等を通して、国に対し十分な財源措置に

ついて要請を行っていきたいと考えております。 

 次に、就学援助事業の拡充等についてお答えいたし

ます。 

 就学援助事業における対象者の認定や支給等につき

ましては、市町村においてそれぞれの実情に応じて実

施されているところであります。 

 県教育委員会としましては、教育の機会均等の観点

から、市町村教育委員会へ就学援助事業の対象費目、

援助額の拡充など適切な実施を促すとともに、全国都

道府県教育長協議会等を通して、国に対し十分な財源

措置について要請しているところであります。 

 次に、認定者数等の推移についてお答えいたしま

す。 

 学用品費等を受給している要保護・準要保護児童生

徒数及び全児童生徒数に占める受給率は、平成21年度

は、２万2795人で15.34％、平成22年度、２万5206人で

17.10％、平成23年度、２万6894人で18.31％となって

おります。平成24年度の準要保護に係る市町村の認定

につきましては、市町村民税の非課税世帯、生活保護

の停止または廃止世帯、児童扶養手当の受給世帯等が

その基準となっております。また、主な対象費目は、

学用品費、修学旅行費、通学用品費等となっておりま

す。 

 次に、民生委員の助言についてお答えいたします。 

 準要保護児童生徒に係る就学援助事業につきまして

は、平成17年度より市町村の単独事業となったことか

ら、「民生委員に対して助言を求める」旨の条文が法

令から削除されております。現在、一部市町村におい

ては、実情に応じて民生委員の所見を求め活用してい

る状況があります。 

 県教育委員会としましては、就学援助事業の実施に

支障を来すことのないよう、市町村の実情を把握し、

適切な実施を促していきたいと考えております。 

 次に、学校給食の無償化についての御質問で、学校

給食の無償化等の実施状況についてお答えいたしま

す。 

 学校給食は、学校給食法により、施設及び設備に要

する経費や人件費等は設置者である市町村で負担し、

個々人へ還元される食材費等は保護者が負担すること

を原則としております。現在、県内において給食費の

全額助成を実施している自治体は２町村で、一部助成

は７市町村となっております。また、独自で学校給食

の無償化を実施している都道府県は現在のところない

ものと伺っております。なお、経済的に困窮している

児童生徒につきましては、市町村において、学校給食

の就学援助が行われているところです。 

 県教育委員会としましては、引き続き、全国都道府

県教育長協議会等を通して、国に対し就学援助の十分

な財源措置について要請を行っていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時43分休憩 

   午前11時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほどの餓死者数に

ついてですけれども、統計上、栄養失調と食料不足と

いうことの統計がありますので、食料不足と栄養失調

ということで合計をいたしますと、平成21年食料不足

ゼロ、栄養失調22、平成22年食料の不足１、栄養失調

14、平成23年食料不足１、栄養失調30という統計の数

字になっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 最初に、アベノミクスの金融政

策の中小業者への影響についてですけれども、実は全

国商工団体連合会がアベノミクス円安による緊急調査

を行っているんです。昨年末に比べて、材料、経費が

上昇していると回答している人は57.6％に上っていま

す。コスト上昇分を価格に転嫁できないというふうに

答えているのが70.5％に上っているわけです。パン製

造業者は小麦、油脂、チョコレート、ナッツ類全ての

原材料が円安によって上昇して、現況では価格転嫁が

極めて困難、こういうふうに言っています。仕出し業

者はマヨネーズ、小麦粉、油など価格上昇で仕入れ先

がどんどん潰れているというふうなこうした悲鳴の声

が上がっているわけです。今後、さらに原材料費の高

騰で経営危機に陥っていきます。 

 国のアベノミクスの政策によって起きている状況で

ありますので、こういう県内のまず実態について皆さ

ん方がすぐにやっぱり調査を実施すべきではないで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 先ほど申し上げまし
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たように、現段階では中小企業団体中央会の調査をし

たものをお話をしましたけれども、22の回答がありま

してこのうちの８件、８社が悪化をしているというお

話です。少し子細にお話をしますと、麺類、副材料の

高騰、それから豆腐、油揚げ、これも原料の大豆価

格、それから繊維、これは原料の糸、この価格が上

がっていると。それから印刷関連、これは今後ですけ

れども、印刷用紙が上がるだろうと。それからコンク

リート製品等、これは燃料費の高騰、それからトラッ

ク、これはもちろん原油の高騰ということ、今のとこ

ろこういう影響ですが、今後ほかの商工会とか工連と

かそういうところを通して調査をしたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 早急にやっぱり実態を調査し

て、県がまずこういう危機的な状況になっている中小

業者の皆さん方にどういう支援をするかということを

考えていく必要があると思います。まず、これは国の

金融政策によってこういう状況が起きているわけです

ので、まず国に対して、経営危機救済のための無利

子・無担保の特別融資制度の創設をやっぱり要求して

いくべきだと思いますがどうでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） そういう意味では、

セーフティネット保証５号という国の保証の制度がご

ざいまして、これは市町村長の認定を受けた中小企業

で、最近３カ月間の売上高等が前年同月比で５％以上

減少している中小企業、こういった企業を対象にして

その保証限度額とか保証料率、そういった保証の制度

がございます。このほかには、現時点では具体的な対

応というのは出てきていないようでございますけれど

も、県融資、中小企業セーフティネット資金こういっ

たものを活用して対応してまいりたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 具体的にやっぱりこういう政策

によって出てきているわけですから、新たな政策、無

担保・無保証の融資制度の新たな創設も進めるという

ふうなことでやっていかないと、これからどんどん原

材料費の値上がりで、中小業者の皆さんが苦境に陥っ

ていくということになるわけですから、皆さん方それ

の状況を見て現実を見て中小業者への支援対策をやっ

ていくべきだというふうに思います。今あるセーフ

ティネットを活用する、拡大していく。それと同時に

新たなやっぱりこの対策も必要です。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 今後、いろいろな高

騰が長引いて、その影響の深刻度、そういったことを

見ながらということになっていくということであれ

ば、そういう状況を見ながら、現行の施策以外にも必

要な施策については検討していきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん ぜひそれをやっていただきた

い。 

 それとあと円安により畜産配合飼料価格が高騰して

います。県内畜産農家の経営が大変危機的な状況に

陥っているわけです。先ほども答弁がありましたけれ

ども、2013年の４月から６月期には１トン当たり６万

650円にも飼料価格が達しているわけです。さらにそ

れ以上に値上がりするというふうに見込まれているわ

けですね。家畜生産コストの６割を占める配合飼料が

こんなに高騰すると、畜産農家の皆さんはもう経営を

維持できないということで悲痛な訴えが上がっている

わけです。しかも沖縄の場合には、輸送コストにも経

費がかかって肥料が割高になっているという現状があ

りますので、やっぱり県の具体的な支援、そして国に

対する抜本的な支援を要求すると同時に、県のこの現

状に対する支援を抜本的にやっぱり図っていくという

ことが必要であります。これは緊急に私は急がなけれ

ば畜産農家の皆さんが廃業に追い込まれていくという

ことになるというふうに思いますが、この県の具体的

な対策、もっと具体的にこの対策をどうするのか答弁

いただきたい。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 配合粗飼料につきま

しては、輸入飼料がかなり高騰しているというのは

我々も認識いたしておりまして、今、国の基金を活用

しながらやっていくわけなんですが、全国制度になっ

ているものですから、それだけでは沖縄の畜産経営に

とってどうなのかなということも検討しながら、県独

自でどういう支援ができるかというところで、ハード

的な直接外国から原料飼料を入れてコストを安くする

とか、あるいはソフト的な経営安定に向けてどういう

支援があるかどうかというのは、団体のほうと一緒に

連携しながら検討しているところでございますので、

これについては早急に取り組んでいきたいなというふ

うに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 輸送コストに対する支援は、沖
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縄県がやっぱり離島県であるということとの関連でそ

ういう状況になっているわけですから、飼料が割高に

なると他の都道府県に比べても。それで余計畜産農家

の皆さん方には大変重い負担になっているというのが

ありますので、これは県が一括交付金を活用してでも

この輸送コストに対する対策を図っていくということ

が必要だというふうに思います。知事、どうでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） それにつきまして

は、一括交付金をうまく活用しながら取り組んでいけ

るように頑張っていきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん これはもう非常に急いでいただ

きたいというふうに思います。 

 それで次に、非婚世帯の問題でございますけれど

も、日弁連が知事のほうに要望書を提出しているとい

うふうに思いますけれども、寡婦控除規定が適用され

ないことによって寡婦と比較すると各種金額算定に当

たり著しい不利益を受けている。これは非婚の母を合

理的な理由もなく差別することであり、憲法14条に違

反するというふうに明確に訴えているわけです。非婚

の母に対して寡婦控除をみなし適用することによっ

て、母子世帯の経済的負担を軽減する適切な措置を

図っていかなければならないというふうなことを訴え

ているわけです。根本的にはやっぱり所得税法の抜本

的な改定が必要であるというふうに考えます。国に対

して所得税法の抜本改定をやっぱり求めるということ

が必要と思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 県においては、非婚

母子世帯に対して寡婦控除が適用されるよう、これま

で九州各県保健医療福祉主管部長会議等を通して要望

してきましたけれども、今後とも引き続き国に要望し

てまいります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん それと同時に、抜本改定の間で

すね、やっぱり非婚世帯に対してみなし規定を適用し

てぜひ非婚世帯の負担の軽減を図っていくということ

が必要だろうというふうに思うんですね。 

 先ほどの話で、県内では11市８町村で寡婦控除のみ

なし適用で保育料を減免しているというふうなことが

ありました。これは国保税とか就学援助制度とかそれ

以外にもみなし適用によって非婚世帯の負担軽減を図

る措置ということができるというふうに思うわけです

から、県のほうでまず寡婦控除のみなし適用でその他

の制度についても減免措置を図っていくということ

を、県のほうでやっぱり各市町村に対してそれの促進

を図っていくということが必要だろうというふうに思

うんですが、ぜひ県のほうで積極的なみなし規定の適

用をするための策をとっていただきたいというふうに

思うがどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 県においては、引き

続き市町村に対しそういった実施状況等についても情

報提供を行うとともに、先ほど申し上げましたように

国のほうにも要望してまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん ぜひこれは県のほうが積極的

に、県もそうだし各市町村のほうに対しても寡婦控除

のみなし適用を積極的に適用促進を図っていただきた

いということを申し上げておきたいというふうに思い

ます。 

 それでは時間がございませんけれども、実は生活保

護の問題ですけれども、この改悪問題。改悪問題につ

いては参議院で廃案になりました。これは国民の世論

とやっぱり闘いの成果だというふうに思っています。

日本共産党は引き続き憲法25条の国民の生存権が生き

る政治の実現を目指して頑張りたいというふうに思い

ます。しかし、安倍政権は秋に予定される臨時国会に

再提出をする考えを示しております。やっぱり再提出

させないこの闘いが必要であります。 

 先ほど話がありましたけれども、本当にこの経済大

国日本で餓死で死ぬというふうな状況が沖縄県内に

も、全国では1700人以上の人たちがそういう状況にあ

るわけです。生活保護法の改悪はそれをさらに一層拡

大していくことになる、これでは憲法25条で保障され

ている生存権を保障することができない。私たちはこ

の生存権の保障の実現のために頑張りたいというふう

に思っておりますので、ぜひ。これは答弁は要りませ

ん。 

 よろしくお願いします。どうもありがとうございま

した。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後０時１分休憩 

   午後１時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 狩俣信子さん。 

   〔狩俣信子さん登壇〕 

○狩俣 信子さん 皆さん、こんにちは。 

 午後の部、社民・護憲ネット、狩俣信子から始めま
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す。 

 ３日前からつえなしで歩けるようになりました。い

ろいろ御心配をおかけいたしましてありがとうござい

ます。自民党の照屋さんがいつも心配して電話をかけ

てくれましたから、ありがとうございます。 

 さて、一般質問を行わせていただきます。 

 １、知事の政治姿勢についてです。 

 普天間基地の県内移設について。 

 沖縄県の知事として、日本政府との対応は大変な御

苦労があると思います。普天間基地の問題やオスプレ

イの問題、米軍基地から派生するさまざまな問題、日

米地位協定のことなど、幾ら沖縄が要請しても聞く耳

を持たない日本政府です。県民の不信感は頂点に達し

ています。知事は、県民の負託に応えて普天間の県内

移設は絶対認めないという強い決意を貫いていただき

たいと思います。所見をお伺いいたします。 

 次に、西銘恒三郎衆議院議員、島尻安伊子参議院議

員の辺野古移設容認についてです。 

 県選出の２国会議員が米軍普天間飛行場の県外移設

の公約を覆し、県民への約束を破って県内の辺野古移

設を認めたことを受け、知事は、なるべく早く考えを

確認したいと述べていますが、結果はいかがですか。 

 次、教育問題について。 

 30人以下学級について伺います。 

 小学校における30人以下学級の編制について、中核

市の那覇市を含めた11市の状況について、１年生で実

施率が88.6％、未実施率が11.4％となっています。２

年生では実施率が80.3％、未実施率が19.7％です。糸

満市は小学校１・２年生とも100％で、名護市は小学

校１年生が100％の実施率です。南城市の１年生は実

施率が70.6％しかありません。知事の初めの公約は、

小学校で30人以下学級の導入でした。今は小学校１・

２年からとのことですが、それにしても実態はずれて

います。100％にするための課題は何ですか。いつま

でに達成できますか。 

 次、公立学校（小・中・高）の病気休職者について

お伺いいたします。 

 過去３カ年間の公立学校（小・中・高）における病

気休職者はどうなっていますか。そのうち精神的疾患

での病気休職者は何人ですか。メンタルヘルスの実施

状況について伺います。効果はどうですか。また、年

休の取得状況はどうでしょうか。 

 次、学童クラブについて伺います。 

 民立民営の県内の学童クラブについて、預けるとき

の費用が高いとの声があります。実態と課題について

伺います。また、経営については自治体からの補助を

受けていることもあり、会計報告、領収書などきちん

と整理されているかも問われていますが、確認はどう

なっておりますか。中学校でのＰＴＡ職員による横領

事件等もありましたので、そこらあたりは学童クラブ

についてもしっかりとやるべきだと思ってこれをお伺

いしております。 

 次、特別支援学校高等部分教室について伺います。 

 去る２月に文教厚生委員会で久米島高校を視察した

とき、特別支援学校の生徒たちが久米島高校で学んで

いることを知りました。とても生き生きとしていて楽

しそうでした。健常者と障害を持った人が同じ学校で

ともに学ぶことで得るものがあると思います。今後の

取り組み、計画はどうなっていますか。 

 次、県立病院についてですが、県立病院の医師不足

を解消する方法と７対１看護体制について伺います。 

 先日、県民から県立病院の医師不足について電話が

ありました。県立病院の医師不足の実態と医師確保の

方法、システムについての展望を伺います。 

 ７対１看護体制については、収支見込みなどより詳

細な分析が必要とのことでしたが、今後の展望を伺い

ます。 

 次、「母さん助けて詐欺」、これはオレオレ詐欺と

いうようですが、県内における「母さん助けて詐欺」

の件数と被害額について伺います。 

 実は、これは私の姉に実際にオレオレ詐欺の電話が

かかってきまして、お母さん、女の子を妊娠させてし

まった。何とかしてという電話だったらしいんです

よ。私の姉は、お母さんはあんたたちにそんな教育を

した覚えはない。ばかたれ、時間があるなら勉強せ

よ。がちゃんと切ったそうです。そして、それからは

もう続きはかかってこなかったらしいんですが、身近

でやっぱりこういう被害があると、沖縄はどうなって

いるんだろうと思っておりまして質問を出させていた

だきました。 

 次、我が会派の代表質問との関連についてお伺いい

たします。 

 １点目は随意契約、２点目は児童虐待の相談体制に

ついてです。 

 １点目の随意契約ですが、仲村未央議員への答弁い

ろいろございました。しかし、その中で48億円もの事

業、さまざまな事業がその中に入っていると思うんで

すけれども、それを１件として契約しているんです

ね。そうすることが本当に随意契約で適当と思うのか

どうか。監査委員の資料を調べてみますと、250万ま

でが随意契約なんだと。それ以降はそういうものでは

なかなかやるものじゃないというふうなのもあります
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ので、本当にこの48億一括で随意契約したこと、これ

はどういうふうに県民に説明するんでしょうか。その

中に含まれる事業の一つに、本当に一つ一つが競争性

がなかったのか、それで随意契約が妥当だというふう

に判断したのかどうか、そこらあたりがちょっとわか

りませんので、もう一度お願いします。 

 それから、一括交付金を使ってそれをやっているか

と思うんですが、一括交付金がある意味不透明です

よ、私たちから見ると。何に使われたか一括でぱっと

やりましたよということになるわけですから、そうい

う使われ方もいいのかどうか、そこらあたりをお聞か

せください。 

 それから次に、幼児・児童虐待の実態と相談体制な

んですが、実は先日の仲村未央議員に対する答弁で

は、平成21年から435件とずっと来て、大体400件前後

でこの児童虐待が推移しております。これで聞きまし

たら、１人が90件、しかも４名でこれをやっている。

そして市町村ではどうかというと、120名が対応して

いる。そのうちの資格を持った人はわずか25名。そし

てその中の兼務が60名、非常勤が58名、こういう形で

本当に傷ついた子供たちの心、虐待を受けた子供たち

にどのように対応するんでしょうか。資格もない皆さ

んが多いわけです。これは資格がないというのは、沖

縄県に資格者がいないんでしょうか。それとも金銭的

な経済的な理由で雇えないんでしょうか。そして県は

どのようにそういうところを指導しているんでしょう

か。 

 以上、お聞きしたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 狩俣信子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての御質問の中で、

普天間飛行場の移設についての御質問にお答えをいた

します。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。 

 県といたしましては、他の都道府県の既に滑走路が

ある場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決でき

る方策であると考えています。日米両政府に対し、普

天間飛行場の県外移設及び早期返還に向け真摯に取り

組むよう、引き続き強く求めてまいる所存でございま

す。 

 次に、同じく知事の政治姿勢の中で、国会議員の県

外移設公約の撤回についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。 

 普天間飛行場の移設に関し、２人の国会議員が県内

移設を容認する発言をされたことは承知いたしており

ます。このことは、議員それぞれのお考えによるもの

と認識しているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育問題についての御質

問で、少人数学級の導入についてお答えいたします。 

 少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生の30人学級に加え、小学校３年生において35人学級

を実施しているところです。なお、空き教室の確保や

定数の確保等に課題があることから、一部の学校にお

いて未実施となっております。このため、少人数学級

のさらなる推進のためには市町村教育委員会の意向等

はもとより、国の動向等も踏まえる必要があることか

ら、なお時間を要するものと考えます。 

 県教育委員会としましては、引き続き市町村教育委

員会と連携し少人数学級の導入に努めるとともに、定

数の改善について、全国都道府県教育委員長協議会等

を通して国へ要望してまいります。 

 次に、公立学校における病気休職者等についてお答

えいたします。 

 病気休職者につきましては、平成22年度は397人、

平成23年度は373人、平成24年度は406人となってお

り、うち精神性疾患による者は平成22年度は161人、

平成23年度は158人、平成24年度は170人となっており

ます。メンタルヘルス対策としましては、保健師等に

よる相談窓口の設置や学校訪問による面談等に加え、

今年度から新たに元気力アップ研修会を各学校におい

て開催するなど、メンタルヘルス支援体制の強化に努

めております。これらの対策により、相談しやすい職

場環境への改善やセルフケア意識の浸透などの効果が

あるものと考えております。 

 年次休暇の取得状況につきましては、平成23年にお

いて、小学校は１人当たり12.5日、中学校は12.6日、

県立学校は13.3日となっており、前年と比較してそれ

ぞれ増加している状況にあります。 

 県教育委員会としましては、今後とも教職員の勤務

環境の改善及び健康管理に努めてまいります。 

 次に、県立特別支援学校高等部分教室の今後の取り

組み等についてお答えいたします。 

同分教室は、調査研究モデル校事業の検証結果を受

け、平成25年４月から正式に久米島高等学校等、３つ
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の県立高等学校に分教室が設置されているところで

す。 

 県教育委員会としましては、第五期県立特別支援学

校編成整備計画において、同モデル校事業の検証結果

も参考にし、分教室等について検討することとしてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 教育問題についての

御質問の中で、放課後児童クラブの実態と課題及び補

助の確認についてお答えいたします。 

 沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、小学校区ごとの公的施設活用の割合が低い

ことから、家賃や送迎などの負担のため保育料が全国

よりも高くなっている状況にあります。そのため、沖

縄県としましては、公的施設の活用を促進し、利用者

の負担軽減につなげていきたいと考えております。市

町村が補助を行っているクラブにつきましては、実施

主体である市町村において会計報告などの確認を行っ

ております。 

 沖縄県としましては、引き続き市町村と連携し、事

業の適正な執行に努めてまいります。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中で、県・市町村における児童虐待相談体制につ

いてお答えいたします。 

 児童相談所においては、児童虐待の増加等に対応す

るため、平成17年度から24年度までの８年間で児童福

祉司15名、児童心理司８名、計23名を増員し、現在、

中央及びコザの両児童相談所で児童福祉司45名、児童

心理司13名を配置しております。また、児童虐待対応

協力員など専門職の嘱託員を28名増員してきたところ

であります。特に、平成24年度においては、両児童相

談所にスーパーバイザー各２名を増員し、相談対応等

を行う担当職員への支援、教育体制の強化に努めたと

ころであります。また、児童虐待対策において市町村

の役割は極めて重要であることから、各市町村の児童

相談体制の充実強化を支援するとともに、要保護児童

対策協議会の設置促進、運営支援に努めているところ

であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立病院の医師不足

を解消する方法と７対１看護体制についての御質問の

中で、県立病院の医師不足の実態と医師確保について

お答えいたします。 

 平成25年６月１日現在、県立病院における医師不足

の状況は、県立北部病院産婦人科２名、県立南部医療

センター・こども医療センター泌尿器科１名、県立宮

古病院耳鼻咽喉科１名及び県立八重山病院眼科１名で

合計５名となっております。このため、医師不足の解

消に向けて、大学や民間病院との協力・連携による医

師派遣、医師の人的ネットワークの活用及び臨床研修

による医師の養成など、あらゆる手段を講じて医師確

保に努めているところです。 

 病院事業局としては、今年度から沖縄振興特別推進

交付金事業である離島へき地病院勤務医師研修派遣事

業の活用なども通して医師を安定的に確保し、県立病

院における安定した医療提供体制の確保に努めてまい

ります。 

 次に、７対１看護体制についてお答えいたします。 

 県立病院における７対１看護体制の導入について

は、南部医療センター及び中部病院での実施状況や経

営への影響等を踏まえ検討を進めてきたところです。

その結果、北部病院では７対１看護体制とあわせて急

性期を経過した患者への適切な医療提供を目的とした

亜急性期病床を一部導入することにより、患者の退院

促進とともに診療報酬上のメリットも期待できるもの

と考えております。一方、当該亜急性期病床では60日

以内に入院患者の60％を退院させなければならないと

いう制度上の要件があり、効率的なベッドコントロー

ル等が必要なことからそのような運用が可能か、導入

に向けた詳細な検証をしながら関係機関と調整を進め

ているところです。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 「母さん助けて詐欺」

の御質問についてお答えをいたします。 

 まず初めに、御質問の「母さん助けて詐欺」という

名称についてでありますが、これは本年５月に警視庁

におきまして一般公募の結果、振り込め詐欺の広報用

の名称として決定をしたものと承知をしております。

そこで、本答弁におきましては、全国的に使用されて

おります振り込め詐欺として説明をさせていただきま

す。 

 警察では、いわゆるオレオレ詐欺、架空請求詐欺、

融資保証金詐欺、還付金等詐欺の４つの手口の詐欺を

振り込め詐欺と称しており、振り込め詐欺に類似した

詐欺、いわゆる金融商品等取引名下詐欺、異性との交

際あっせん名下詐欺、ギャンブル必勝法情報提供名下
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詐欺などを振り込め詐欺とあわせて特殊詐欺と総称を

しております。 

 次に、被害の実態についてお答えをいたします。 

 本県における平成24年中の振り込め詐欺の認知件数

は17件、被害総額は約1270万円、振り込め詐欺に類似

する詐欺の認知件数は19件、被害総額は約１億6000万

円となっており、これらを合わせた特殊詐欺全体の認

知件数は36件、被害総額は約１億7270万円となってお

ります。また、本年５月末現在の２つ合わせた特殊詐

欺の認知件数でありますが９件、被害総額は約7309万

円で、前年同期比で３件の減少となっておりますが、

被害総額につきましては逆に約2147万円増加をしてい

るところであります。 

 最近の被害実態を見てみますと、過去に詐欺被害に

遭った被害者を狙い、虚偽の投資話を持ちかける金融

商品等取引名下詐欺やパチンコ攻略法やロトくじの当

選番号を事前に教えるといったギャンブル必勝法情報

提供名下詐欺の被害が多くなっております。 

 対策といたしましては、マスコミ等を通じた注意喚

起のほか、巡回連絡等あらゆる警察活動を通した広報

啓発活動や、金融機関、証券会社等との連携等により

県民にその実態を広く知らせております。県警察にお

きましては、今後とも振り込め詐欺を初めとする特殊

詐欺の被害者を出さないため、繰り返し被害防止対策

を実施して、県民の抵抗力を高める周知活動を図って

いくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 我が会派関連の、随意

契約の多いことについて答弁いたします。 

 県の事業の執行に当たっては、一括交付金事業を含

め公正な競争、透明性の確保、適正な品質の確保、効

率的な事務の執行等の観点から、契約方法等を含め適

正に対処すべきものと考えます。 

 委託料に係る随意契約につきましては、関係法令等

に基づき適正な契約事務がなされているものと考えて

おりますが、包括外部監査人からは、例外的であるは

ずの随意契約が大きな割合を占めていること、一部の

契約について随意契約の要件を満たしていないのでは

ないかなどの監査意見が示されたところであります。 

 県としましては、今後、当該意見の内容を十分に精

査した上で適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 御答弁ありがとうございました。 

 私、知事にちょっとお尋ねしたいんですけれども、

私がお聞きしましたのは、普天間の県内移設は絶対認

めない、知事は折に触れてそういうニュアンスのこと

を言っているんですが、それは絶対認めないというこ

とで私どもは理解してよろしいんでしょうかというこ

とです。 

○議長（喜納昌春君）休憩いたします。 

   午後１時52分休憩 

   午後１時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の御質問ですが、普天間

飛行場の県内移設、特に辺野古移設というのは、前か

らあった日米間の懸案で、私がずっと申し上げてきた

のは絶対認める、絶対認めないという表現はしており

ません。基本的に辺野古移設というのは時間が物すご

くかかりますから現実的かどうか、そして一日も早い

普天間の危険性の除去という、この一日も早くという

観点から特に言えば、これは日本国内の他の都道府県

の滑走路のあるところへ移すほうがはるかに早くて合

理的ではないかというふうに申し上げているわけでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 時間がかかるとか、知事は絶対認

めるとか認めないとか言ってないという、そこらあた

りが県民は不安なんですよ。本当に知事は普天間の県

内移設をはっきりノーと言えるのかどうか、そこらあ

たりは日本政府といろいろあるかもしれないんですけ

れども、やはり私は県政の最高責任者として県民が不

安に思っていることははっきりと認めませんよと、県

内移設は認めませんよということをやっぱり言ってい

ただきたいと思うんです。もう一度お尋ねいたしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員のお考えとか議員のお

立場上はこれを認める、認めないという表現でしょう

が、私の場合は、これも前から申し上げていますよう

に、この普天間飛行場の一日も早い危険性の除去と返

還ということが一番の目的ですから、そして辺野古は

前から候補に挙がっている地域です。ですが、いろん

な紆余曲折があって、これは物すごく時間がかかるよ

うになった。したがって、ほかの県の滑走路が既にあ

るところへ移すべきだという言い方をずっと私はやっ

てきておりますので、議員がおっしゃるような表現で

言いなさいと言われても、それは私は私の表現で申し
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上げたとおり、ずっと言い続けてきているわけでござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん そこらあたりがやっぱり明確じゃ

ないということで私どもは心配しております、正直、

知事。だから滑走路のあるところ、ここにやるのはも

う時間がかかるからほかのところにというのはわかる

んですけれども、やっぱり知事としてははっきりノー

だということを。でも、今の話を聞いたら明確に知

事、言えないんですね、今の場合、今の状況で。県内

移設ノーだとはっきり言えるんでしょうかというこ

と。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 普天間基地の移設のような

話は、イエスかノーかという表現のものではないと前

から私は申し上げているとおりです。ですからどれぐ

らい時間がかかって危険性を除去できる、返還が早く

できるかという視点で私はいつも申し上げているわけ

です。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 知事としてはここらあたりの答弁

で私はやめておきますけれども、次の西銘恒三郎議員

と島尻安伊子議員についてなんですが、知事は、これ

は承知しているけれども、議員それぞれの考えによる

ものというふうな話をしております。私たち県民とし

ては、公約破りの２人の議員なんですよ。県外移設と

いうことで当選しました。それに対して、それぞれの

考えがあるという知事のお答えなんですが、公約違反

をしたことに対して知事はどう思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 公約と違う意見になってき

ているということについて、私がどうこう申し上げる

あれはないと思います。これはやっぱり国会議員とし

てきちっとした識見と見識と考えを持ってお話しをさ

れていることですから、それはそれとしてそういうも

のだと、こう私は申し上げたわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん きのうの仲村未央さんに対する答

弁、知事は県外実現に対してはマイナスだと受けとめ

ているとおっしゃっていましたね、このお二人の発言

が。それはそうですよね、知事。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 確かにお二人が辺野古とも

言われたのかどうか新聞でしか知りませんけれども、

ただ、県外へと私が申し上げていることの実現にプラ

スかマイナスかといえば、どうでしょうか。こういう

意見というのは少なくともプラスとは言いがたい感じ

がしますし、しかし、マイナスもどれぐらいかと言わ

れれば、またこれはこれでそれぞれの御意見ですか

ら、そういうことを基準にしてプラスである、マイナ

スであるというのも本当は申し上げるべきではないと

いう感じもあるんですが、ただ、マイナスではないと

も言いがたいだろうと、こういう趣旨を申し上げたわ

けであります。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 知事、仲村未央議員に対しての答

弁よりは後退しないでください。 

 次、30人学級についてなんですが、知事、覚えてい

ますか。最初に立候補するときに、30人学級を小学校

全部でやると言ったんですよ。これが公約でした。私

は学校現場にいた立場から非常に喜んだんですよ。こ

れで30人だったら、子供たちは本当に授業もわかりや

すい授業を少人数でやれるなと。だから喜んだから、

いつまでも私はこれにこだわるんですが、知事、今、

私が４カ年ここにいなかった間に、今や１・２年が30

人以下学級になったんですね、公約が。そうすると、

それですらもう100％まだなんですよ。これはもう一

刻も早く公約でありますから実現いただきたいんです

が、今、教育長のお話を聞きますと、空き教室の問題

とか国の動向を見てとか、引き続き時間がかかるとい

う答弁なものですから、そんなものじゃないでしょう

と。これは知事の公約ですよということなんですが、

どうですか、知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと待ってください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時59分休憩 

   午後２時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 確かに１期目、私は小学校

における30人学級の実現と言っていますが、全ての学

年においてということは私、申し上げてないと思いま

す。ただし、なるべく早くまず１・２年生から始めて

いってやろうという考えは持っておりました。そし

て、２期目についても、ただ、現実も踏まえながら30

人学級の実現については、何もギブアップはしており

ません。ですから、教育長とよく相談しながら一つ一

つそのバーをクリアしながら、なおこの30人学級の実

現については取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 小学校で30人学級導入というと、
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私たちは１年から６年までと受けとめるわけですよ、

知事、正直言って。多くの保護者もそう思ったんです

よ、話をすると。けれども、ただ今回は１・２年だと

いうことですが、この１・２年ですらまだパーセン

テージでいくと88.6％なんですね。だからやっぱりそ

れは１・２年だけでもせめて一日も早く100％にや

る。知事のお約束としてこれはお願いしたいと思いま

す。お約束できますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 公約の考えに沿って努力を

やめるつもりはありませんので、教育の専門家、教育

長とも相談しながら実現に向けて頑張ってまいりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん ありがとうございます。 

 次、私は、公立学校の精神的疾患について、結構ま

た去年もふえたんですね。学校で研修会をやるとおっ

しゃっておりますが、これはどういう形で年何回ぐら

い、どういう人が講師になって来るんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時３分休憩 

   午後２時４分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） お答えいたします。 

 精神性疾患による病気休職者への対応についてです

が、県はかなり多くの取り組みをやってきたつもりで

す。例えば、スクールカウンセラーの配置であると

か、悩み相談事業、それから専門医によるメンタルヘ

ルス相談事業、医師による24時間のフリーダイヤル相

談事業、それから管理職を対象としたメンタルヘルス

研修事業、それから復職プログラム等の実施です。そ

れから、今年度からなんですけれども、教職員元気力

アップ事業を実施しておりまして、これは臨床心理士

を現場に派遣してセルフケア・ラインケア等の校内研

修会を実施しているところです。これが本年度41校に

派遣してそれぞれ講演会、そういう相談事業等を実施

する予定でございます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 教育長、どうもありがとうござい

ます。教育長は４月からですよね。また教育問題、と

もどもに一生懸命頑張りましょう。 

 それでは次に行きます。 

 病院の医師不足についてなんですが、実は私も地域

の住民から電話があって、県議なのにあなたはどこが

不足しているかわからないのと言われて大変ショック

を受けました。それでこの問題を出したんですが、

今、不足の数はお聞きしたんですけれども、他府県に

おいて医師不足を解消するためにどういうことがされ

ているんでしょうか、他県においては。沖縄県の場合

は、今、事業局が中心ですか。医師不足を解消するた

めのシステムというんですか、方法としては。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 現実の病院現場の直接の医師確保については、病院

現場と県立病院課がタイアップしてやっているという

状況がありまして、医師の養成に関しては福祉保健部

も一緒にやっているということでございます。 

 それから、他府県については、詳しいことは余り把

握しておりませんけれども、やはり他府県も同様に医

師の確保にはかなり御苦労しているようでして、我々

と同じように大阪や東京などで行われる医師確保のイ

ベント等に参加していろんな広報をしてやっていると

いう状況はございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 先ほど医師の地域・離島医療確保

モデル事業ですか、という話がありましたけれども、

ことしで何年目で、何名がこれで確保されたんでしょ

うか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 地域・離島医療確保モデル事業といいまして、これ

は沖縄県で勤務を希望した医師に実際にその現地を見

ていただいて、それから現地の病院の医師ともいろん

な意見交換をして現状をしっかり把握した上で、自分

がそこに合っているかどうかを決めるための事業でご

ざいまして、これは旅費等も含めてこちらが持って来

ていただいているという事業でございます。平成21年

度から行っておりまして、実際に招聘した数は、21年

度から44名、実際にそれで来られた先生方は27名。最

初の年は25％ほどでしたけれども、平成24年度は75％

まで上がっております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん こういう事業があると、あちこち

全国を回って御苦労はあるかと思うんですが、医師不

足を少しでも解消できるのかなという思いがありま

す。私、ちょっと聞きますと、医師不足の都道府県で

は県も一緒になって医師確保の推進班みたいなのをつ

くってやっていると聞いたんですよ。沖縄県はそこは

どうですか。 

－ 125 －



○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 沖縄県の場合は、現

実に直接的に医師の確保に回っているのは我々県立病

院課の職員と、それから病院現場の職員です。院長を

初め医師が一緒になってやっております。ですから、

ほかの部局が直接的に医師確保に行くということは今

のところはございません。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 県民の命を預かる県立病院ですか

ら…… 

○病院事業局長（伊江朝次君） 追加ですけれども、

実は、申しおくれましたけれども、一昨年でしたか順

天堂大学には知事にも行っていただいて、八重山病院

の産婦人科の医師の確保に御尽力していただきまし

た。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 知事、ありがとうございました。 

 私がお聞きしたいのは、県の中にそういう医師確保

の推進班みたいなものができると、病院事業局だけ

じゃなくて県を挙げてオール沖縄で、この沖縄県民の

命を守っていくというそういうシステムをつくっても

らいたい。実は、私はこの電話を受けたときに、医師

不足を解消するためのシステム、それを沖縄県はどう

考えているのか、どうつくっていくのかという質問も

あったものですから、そこらあたりどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 まさしくこれは狩俣議員のおっしゃるとおりでござ

いまして、そういう意味では全県的に民間あるいは大

学も含めた医師確保を、そのシステムをつくることが

できれば、これはかなり効果が出るものだろうと思っ

ております。ぜひそういう方向で私たちも取り組んで

いきたいというふうに思っております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 県民もそうですけれども、県庁内

ではどうですか。例えば、福祉保健部が一緒になると

か、そこらあたりはどうですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医師の確保について

はいろんな取り組みをしておりまして、臨床研修制度

というのがありますので、そういった臨床研修制度で

の医師の確保であったり、後期臨床研修制度において

も県はその補助を出していると、あるいは医師修学資

金貸与事業ということで琉球大学の入学者に対して修

学資金を貸与するとか、あるいはドクターバンク事業

とかいろんな形で医師確保に取り組んでおります。そ

ういった医師確保について、全県的に医師会あるいは

琉球大学、県立病院、そういったところと連携をとり

ながら取り組んでいくというふうなことがやっぱり重

要だというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん ありがとうございます。 

 次、最後になるかと思うんですが、随意契約につい

てなんですが、48億円。これは沖縄県の財務規則から

すると250万ぐらいまでが随意契約であって、あとは

できるだけ一般入札とかその他のものだというんです

が、しかし、皆さんはこれに値しない、これになじま

ないからそうしたんだというのは答弁ではあったんで

すけれども、本当に78％が随意契約。これは県民とし

ては納得できないですよ。もっと明確に、もっと随意

契約でやらなくても済むような部分があったんじゃな

いかと。そこらあたりどうですか、総務部長。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 78％に今及ぶというお

話で、内容はまだ詳細に分析はしておりませんが、例

えば、件数が多い理由としては、やはり小額の契約件

数がかなりあるのではないかなというふうに推察して

います。例えば、機械設備の保守管理、空調の保守管

理の委託ですとか、消防設備の点検ですとかボイラー

の保守点検、それから庁舎の維持管理に関するものと

して廃棄物の処理委託、それから害虫の駆除ですと

か、あるいは小規模なイベントあるいは展示関係の写

真撮影、パンフレットの作成等々小さいものがかなり

あるのではないかなと思っております。 

 それから、金額についてはこの前御案内しましたよ

うに、土地開発公社の土地取得の委託ですとか、１件

でかなりのものがあるということで、額としてはこれ

が割合を押し上げているのではないかというふうに

思っています。 

 ただ、いずれにしましても包括外部監査人からも今

おっしゃるような250万を超えるもので随意契約をし

ている例もあるということですので、そこはちょっと

詳細に分析をしてみたいなというふうに思っておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん この監査人の報告を見ても結構い

ろいろあるんですよ。これはやっぱり不自然だという

ことで出てきていると思うものですから、ちゃんと

やっていただきたい。次年度もこういう形で一括丸投

げをするつもりですか。 

○総務部長（小橋川健二君） 休憩お願いします。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時16分休憩 

   午後２時16分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今あった事

業は戦略的誘客活動推進事業というものです。これに

ついては主にプロモーション事業で構成されておりま

すが、このプロモーションというものは、複数の業務

を一体的に展開するということで効果が最大限に発揮

されるというような面もございます。そして、コンベ

ンションビューローがこれ全体を管理しながら、必要

に応じて広告掲載、ブース出展、パンフレット製作等

について事業目的に則してより細分化した形でさまざ

まな専門業者に委託するということは合理的ではござ

いますが、ただ、できるだけ私たちのほうも分割でき

るというか、民間に委託できる部分は工夫しながら民

間にも委託するような形で努力はしているところでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん ちょっとお尋ねします。 

 一旦受けて、またそれぞれに発注していくんですよ

ね。そうすると、そこらあたりに中間マージンみたい

なものは発生しておりますか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） これはマー

ジンという表現ではなく、いわゆる一括して48億円と

いう予算を委託しますので、その中でさらにそこから

助成をやったりもしくは再委託をしたりしますので、

それに関する全体を管理する事業費という形でコンベ

ンションビューローに行くものはございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

○狩俣 信子さん 今のお話を聞きましたら、助成と

か再委託とかいろいろある中で、その仲介料みたいな

のが発生するとおっしゃたよね。そういうのは二重に

コンベンションに行くわけですから、やっぱりそこら

あたりはしっかり精査してもらえますか。大丈夫です

か。答弁下さい。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 先ほどお話

しましたように、できるだけ民間に委託できる部分は

精査しながら、その方向で努めてまいります。 

○狩俣 信子さん ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

   〔新垣清涼君登壇〕 

○新垣 清涼君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 県民ネット、新垣清涼、一般質問を行います。 

 まず１番目に、基地行政についてであります。 

 嘉手納以南の返還計画について。 

 返還時期の表示とその実現性についてであります

が、日米両政府は去る４月に、米軍嘉手納基地より南

の普天間飛行場を含む６施設・区域の返還をめぐる統

合計画を発表した。ところが、時期を示しつつも、ま

たはその後に返還可能と含みを持たせた表現も併記し

ており、その実現性に疑問を持つものであります。そ

の内容と実現性について県の見解を伺います。 

 次に、キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の返還

についてであります。 

 キャンプ瑞慶覧の西普天間住宅地区は、2014年度に

返還予定、その住宅地域にはアスベストが使われてい

るとのことであります。返還期日までの作業工程（ア

スベストなどの調査、撤去など環境対策）については

どうなっていますか。返還に向けて県の役割と見解を

伺います。 

 次に、オスプレイ追加配備計画についてでありま

す。 

 米軍は昨年に引き続き、ことし７、８月にも米軍基

地普天間飛行場にオスプレイを追加配備する計画があ

るようです。具体的な日時の連絡はありましたか。追

加配備について県の見解と対策を伺います。 

 次に、オスプレイの飛行運用で、県が調査を求めた

318件の運用ルール違反に対する防衛省の報告は、明

確な違反は確認されてなかったとか、米側は合意の範

囲内で運用しているなどとしていることについて県の

見解を伺います。 

 次に、オスプレイの低周波音調査についてでありま

す。 

 オスプレイを初めＣＨ53Ｅ型ヘリコプターなどから

派生する低周波音は、私たちに健康被害を及ぼすと言

われています。基地周辺での低周波音の調査が求めら

れています。県の見解とその対応を伺います。 

 次に、防音工事指定区域の拡大についてでありま

す。 

 オスプレイの配備後、騒音測定結果はどのように変

化しているか。現在の防音工事指定区域と実態につい

て県の見解と対応を伺います。 

 次に、軍用地の先行取得についてであります。 

 一括交付金を活用した普天間飛行場における軍用地

先行取得事業の今年度の計画、予算、面積等を伺いま

す。 

 次に、Ｆ15戦闘機の墜落事故についてであります。 
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 米軍は、Ｆ15戦闘機墜落事故後２日目から訓練を開

始しました。墜落事故後の県からの要請に対する米軍

や防衛施設局の対応について県の見解とその対応を伺

います。 

 次に、事故が発生するたびに原因究明と改善策を求

めておりますが、過去の事故についてその原因等は報

告されているか伺います。 

 (6)番目に、沖縄市諸見里の市営サッカー場工事現場

から出たドラム缶についてであります。 

 ドラム缶に表記されている「ダウ・ケミカル社」

は、枯れ葉剤を製造した会社だと聞いています。ドラ

ム缶には何が入っていて、何に使い、誰がなぜそこに

埋めたのかなど調査結果を伺います。 

 (7)、普天間基地の早期閉鎖・返還についてでありま

す。 

 普天間基地については、県民総意として「県外」を

求めています。その県民の声を無視するかのように日

米両政府は相変わらず辺野古移設を言っています。名

護市辺野古移設に向けた公有水面埋立承認申請につい

て、今後の県の対応を伺います。 

 次に、普天間基地の返還について県の見解を伺いま

す。 

 オスプレイの追加配備などで普天間基地をますます

強化しています。宜野湾市民だけでなく、県民が安心

して生活するための危険性の除去はもはや閉鎖・返還

しかありません。県の見解を伺います。 

 次に、海兵隊の沖縄での役割と移転計画について伺

います。 

 ２、公共交通の整備充実についてであります。 

 (1)、鉄軌道の整備について。 

 県内は、鉄軌道の整備がなされてないために、朝夕

の交通混雑は県民に多くの経済的負担を強いていま

す。戦後68年、本土復帰後も41年になりますが、国鉄

の恩恵は受けていません。よって、国の責任において

鉄軌道の整備が待たれていると思います。国・県の調

査の進捗状況とその実現に向けた取り組みについて伺

います。 

 (2)、バス停留所の整備充実についてであります。 

 県内では、県民の交通機関としてバス交通は大変重

要な役割を担っています。児童生徒の通学や職場への

通勤、高齢者の医療機関や福祉施設利用のための交通

手段としてなくてはならない機関であります。 

 そこで伺います。 

 屋根つきのバス停留所の整備促進についてでありま

すが、日差しの強い沖縄では屋根つきのバス停留所の

整備が求められています。整備率や今後の予定などに

ついて伺います。 

 次に、利用者がわかりやすい運行表示についてであ

りますが、時刻表があっても時間どおりに来ないバ

ス、予定時間になってもなかなか来ないバス、でも最

近はＧＰＳによるバスロケーションシステムによって

携帯でバスの運行を知ることができるようで、次のバ

スが何番目で、どのあたりまで来ているかということ

がわかるようです。いらいらやいつ来るのかわからな

い不安もなくなっていいです。 

 そこで提案ですが、携帯で知ることができるこのよ

うな表示をバス停留所に設置することはできないで

しょうか。携帯を持たないお年寄りや子供たちのため

にも便利になり、利用者はふえると思います。鉄軌道

が実現するまでに公共交通を利用する県民をふやすた

めにも、また、交通渋滞で県民の経済的損失を減らす

ためにもいいのではないでしょうか。御検討をお願い

します。 

 ３番目に、教育行政についてでありますが、八重山

地域における教科書問題について伺います。 

 八重山地区協議会では中学校で使用する公民教科書

の選定をめぐって協議が整わず、八重山地区内で違う

教科書が使われています。そのことに対する県教育委

員会の方針とかかわりの経緯、諸見里教育長が就任さ

れてからの経過や教育委員会の方針に違いがあれば説

明を伺います。 

 しまくとぅば県民運動について、その取り組みを伺

います。 

 しまくとぅば力を確実に向上させるために、平成25

年度からしまくとぅば県民運動推進事業に取り組むと

のことでありました。その進捗状況について伺いま

す。 

 琉球・沖縄の歴史教育についての取り組みについて

伺います。 

 去る４月28日に政府は「主権回復の日」として式典

を行い、私たちは「屈辱の日」としてガッティンナラ

ンということで県民大会を開きました。61年前のサン

フランシスコ講和条約は、沖縄を切り離した日本の主

権回復でしかなかった。新聞報道によると、若い世代

の多くが４・28を知らないという。６月23日の慰霊の

日は小・中・高校の授業の一環として、その日が近づ

くと平和学習として取り組まれているものと思います

が、４・28や６・23が何の日で、どんなことが行われ

た日なのかを全ての県民が学び、次の世代にしっかり

と伝えることが大切ではないでしょうか。私たちウチ

ナーンチュの先人たちは、どの時代にどのように生き

てきたのか私もまた学びたいと考えています。 
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 そこで伺います。 

 琉球の時代を含め沖縄の歴史について、小・中・高

校でどのように取り組まれているか伺います。 

 ４番目に、観光振興についてであります。 

 県は、観光振興基本計画に基づきさまざまな取り組

みがなされていると思いますが、観光振興は沖縄県に

とって大変重要な事業となっています。観光収入をふ

やすためには、入域客数をふやす、滞在日数をふや

す、あるいは１人当たりの県内消費額をふやすことだ

と思いますが、湧川新部長として新たな観光スポット

や沖縄観光のブランドづくりについて抱負と決意を伺

います。 

 ５番目に、ＴＰＰ参加による県民生活に及ぼす影響

について県の見解を伺います。 

 ６番目に、琉球民族独立総合研究学会設立について

であります。 

 去る５月15日に琉球民族独立総合研究学会設立総会

が沖縄国際大学で開かれました。このことに対する知

事の見解を伺います。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 新垣清涼議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、基地行政に係る御質問の中で、駐留軍

用地の土地取得事業についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。 

 沖縄県は、普天間飛行場における道路用地として約

17ヘクタールの先行取得を行うため、今年度は約12億

円の予算を計上しているところであります。今後、沖

縄県は、跡地利用推進法の土地取得制度を積極的に活

用し、宜野湾市と連携しながら、駐留軍用地跡地の円

滑な利用を推進していくことといたしております。  

 次に、教育行政についての御質問の中で、しまく

とぅば県民運動についての御質問にお答えいたしま

す。 

 沖縄県といたしましては、消滅の危機にあるとも言

われておりますしまくとぅばの次世代への継承に向け

まして、中長期的な視点で全県的な県民運動を展開す

ることといたしております。現在、10年間の運動の柱

となりますしまくとぅば普及推進計画の策定に取り組

んでいるところでございます。今年度は、同計画に基

づき、しまくとぅば県民大会の開催や県民意識調査の

実施、そして普及パンフレットの作成、広報活動など

などに取り組むことといたしております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地行政についての御

質問の中で、嘉手納より南の統合計画についてお答え

いたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施されることが必要であると考えて

おります。４月５日に発表された「沖縄における在日

米軍施設・区域に関する統合計画」では、嘉手納飛行

場より南の６施設・区域について、返還区域、時期、

手順等が示されておりますが、いまだ具体的な取り組

み内容が示されていない部分があります。去る６月12

日、知事が直接、軍転協を通じ、安倍総理大臣を初め

防衛大臣、外務大臣、沖縄担当大臣へ移設内容の具体

的な説明、跡利用計画の円滑な実施に配慮すること、

地元意見を聴取する場の設置等を要望したところであ

ります。 

 次に、オスプレイの追加配備についてお答えいたし

ます。  

 沖縄防衛局から、去る４月30日に在日米軍司令部及

び在京米国大使館が日本政府に対して、昨年配備され

たオスプレイ部隊に続き、本年夏にＣＨ46飛行隊にか

わることとなる２番目のＭＶ22飛行隊について、12機

のＭＶ22が岩国経由で普天間飛行場に配備されるとの

連絡があった旨の説明がありましたが、具体的な日時

等は示されておりません。 

 オスプレイ配備については、県民の不安が一向に払

拭されておらず、さらなる負担の増大は認められるも

のではないことから、県は、去る６月12日に軍転協を

通じ、安倍内閣総理大臣を初め関係閣僚に対し、オス

プレイの配備計画中止や配置分散の実施などを緊急要

請しております。 

 次に、オスプレイの違反飛行についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に、可

能な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けるこ

とや、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内

に限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること

等を内容とした日米合意事項が公表されております。

県では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行

運用の実態について情報収集を行ったところ、318件

の合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもと

に、オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等につい

て政府の責任で説明することを求めております。これ
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について、防衛省はこれまで行っている目視調査等の

結果も踏まえ、確認作業を行っているとのことであ

り、現時点では調査結果は示されておりません。県と

しては、早急に調査結果を示すよう求めているところ

であります。 

 次に、防音工事指定区域の拡大についてお答えいた

します。 

 県は、嘉手納飛行場及び普天間飛行場における航空

機騒音等の軽減を図るため、政府に対し、防音工事対

象区域の拡大等、騒音対策の強化・拡充について、あ

らゆる機会を通じ求めているところであります。平成

23年12月の軍転協要請に対する政府回答によると、

「現在、嘉手納及び普天間飛行場周辺に設置している

航空機騒音自動測定装置の測定結果を踏まえれば、住

宅防音工事の対象区域となる第一種区域を拡大するよ

うな状況にないが、両飛行場の飛行態様の変更や航空

機騒音に係る環境基準の改正・施行等も踏まえつつ、

必要な調査の実施について検討していく」とのことで

あります。県としては、引き続き軍転協等関係機関と

連携しながら、航空機騒音対策の強化・拡充を政府に

対して強く求めていきたいと考えております。 

 次に、Ｆ15戦闘機の墜落事故に係る米軍等の対応に

ついてお答えいたします。 

 去る５月28日に発生したＦ15戦闘機の墜落事故につ

いて、県は、翌日29日、米軍や関係機関に対し、原因

が究明されるまでの同機種の飛行中止、事故原因の徹

底的な究明と早急な公表、再発防止措置及びなお一層

の安全管理の徹底を申し入れました。それにもかかわ

らず、事故から２日後に同機種の飛行が再開されたこ

とは、県民の不安を増大させるものであり、遺憾であ

ります。国は、県民の不安を真摯に受けとめ、事故原

因の徹底的な究明と公表、再発防止を米軍に強く求め

るべきであると考えております。 

 次に、過去のＦ15戦闘機の事故原因報告についてお

答えいたします。 

 沖縄における米軍のＦ15戦闘機墜落事故は、これま

で９件発生しております。そのうち、平成18年及び平

成14年並びに平成６年に発生した墜落事故について

は、事故調査報告書が公表されております。 

 次に、普天間飛行場の移設返還についてお答えいた

します。１の(7)のアとイは関連いたしますので一括し

てお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。県とし

ましては、他の都道府県の既に滑走路がある場所への

移設が、合理的かつ早期に課題を解決できる方策であ

ると考えております。日米両政府に対し、普天間飛行

場の県外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組

むよう、引き続き強く求めてまいります。 

 次に、海兵隊の役割と移転計画についてお答えいた

します。 

 国は、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」の冊子

の中で、海兵隊を即応性・機動性にすぐれた初動展開

部隊とし、在沖海兵隊は抑止力の重要な要素の一つと

の見解を示しております。また、海兵隊を含む在日米

軍が沖縄に駐留する必要性について、「沖縄の地政学

的位置」を根拠としております。しかし、県として

は、これらの説明は具体的でなく、在日米軍基地の大

部分を占める沖縄の米軍基地の役割や必要性について

十分な議論がなされてきたとは言えないと考えてお

り、国において県民が納得できる説明が必要であると

考えております。在沖海兵隊の移転計画については、

日米両政府は、2012年４月の２プラス２共同発表にお

いて、約9000人の在沖海兵隊が国外に移転するとして

おり、その内訳を政府に照会したところ、グアムが約

4000人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回答

がありました。在沖海兵隊の国外移転については、今

後も情報収集を行ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 基地行政についての御

質問の中の、西普天間住宅地区の返還についてお答え

いたします。 

 本年４月５日に公表された統合計画においては、

キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区の返還時期が平成26

年度またはその後と示され、去る６月13日の日米合同

委員会において同地区の返還が合意されたところであ

ります。今後、国は、跡地利用推進法に基づき、返還

される区域の全部について、支障の除去に係る調査方

法及びその調査結果に基づき国が講ずる措置に関する

方針等を定めた返還実施計画を、県・市、所有者等の

意見を聞いた上で速やかに策定し、返還後、引き渡し

前までの間に徹底した支障除去に関する措置を講ずる

こととなっております。県としましては、跡地利用推

進法に基づき、国の責任において、所有者等に土地を

引き渡す前までに支障の除去に関する措置が徹底して

行われるものと考えております。  

 次に、公共交通の整備充実についての御質問の中

の、鉄軌道整備に向けた国・県の調査の進捗状況とそ

の取り組みについてお答えいたします。 

 国は、平成22年度から23年度にかけて複数のモデル
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ケースを設定して、既存の整備・運営スキームを前提

に検討を行い、沖縄における新たな公共交通システム

導入にかかわる課題整理を行っております。平成24年

度からは、整理された諸課題について可能な限り幅広

く調査を行い、段階を踏んで検討を行っているところ

です。一方、県においては、国の調査において、膨大

な事業費や厳しい事業採算性などの課題が示されたこ

とを踏まえ、鉄軌道等の早期導入の可能性を高める観

点から、昨年度、先進事例調査等によるコスト縮減策

の検討、持続的な運営を可能にする特例的な制度の検

討を実施しました。特例的な制度については、他県に

おいて､戦後間もなく国の鉄道復興５カ年計画や戦災

復興都市計画等に基づき復旧・復興が行われたのに対

し、沖縄戦で壊滅した沖縄県営鉄道は復旧が行われて

いないなどの歴史的な経緯等も踏まえ、県としては制

度の創設を国に求めていきたいと考えており、その内

容については、今年度、検討を深めることとしており

ます。 

 同じく公共交通の整備充実についての御質問の中

の、バス停留所の整備充実について、これは２の(2)ア

と２の(2)イについて関連いたしますので、恐縮ですが

一括して答弁させていただきます。 

 現状のバス停留所については、強い日差しと風雨を

しのぐ上屋がない、高齢者等のためのベンチがない、

時刻表が剥がれている、時刻表の位置が低く見づら

い、路線図がわかりにくい等の指摘があることから、

バス利用者にとって快適な環境が確保されているとは

言いがたい状況にあると考えております。県では、利

便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けて、利

用者や交通事業者、国・県・市等により構成する「沖

縄県公共交通活性化推進協議会」において、路線バス

の利用環境改善に取り組んでおり、バス停上屋の設置

については、道路管理者等において事業実施に向けた

取り組みが進められております。また、バス停標識に

ついては、昨年度、具体的な改善策が示されており、

その内容としては、１、バス停標識を大きくする、

２、４社共通の時刻表に統一する、３、系統ごとの経

由地をわかりやすく表示する系統図を新たに追加する

など、バス利用者にとってわかりやすい新たなバス停

標識の設置を計画しており、県としては事業化に向け

て各関係機関と調整を行ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 基地行政についての

中で、オスプレイの低周波音調査についての御質問に

お答えします。 

 昨年10月に普天間基地へオスプレイが配備されたこ

とから、同年11月に上大謝名における低周波音の測定

を実施しました。測定の結果、オスプレイの低周波音

レベルはジェット機等に比べ高い傾向にあり、環境省

が示した固定発生源からの低周波音による心身及び物

的苦情に関する参照値を超過しておりました。県とし

ましては、今後とも基地周辺での低周波音の実態調査

を行ってまいります。 

 次に、同じく基地行政についての中で、沖縄市サッ

カー場から出たドラム缶についての御質問にお答えし

ます。 

 沖縄市のサッカー場で見つかったドラム缶について

は、何らかの有害物質による土壌汚染の可能性が考え

られることから、県としては、沖縄市と連携し、周辺

地下水等の環境調査を実施しているところでありま

す。また、ドラム缶の内容物及びサッカー場の土壌に

ついては、沖縄市及び沖縄防衛局が調査を行うことと

なっています。調査結果は今後明らかになるところで

す。 

 次に、ＴＰＰ参加による県民生活に及ぼす影響につ

いての御質問にお答えします。 

 ＴＰＰへの参加は、我が国の国民生活に大きな影響

を与えることが予想されることから、歓迎する声、懸

念する声などさまざまな意見があります。消費者物価

に関しては、輸入品の価格低下により一般消費者もそ

の恩恵を受けるものと推測されますが、一方、規制緩

和により食品の安全が危惧されるとの意見もありま

す。このようにさまざまな見解があり、効果の試算も

さまざまです。現時点ではその影響を把握することは

困難であります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、八重山地域における教科書についてお答えいた

します。 

 八重山地区教科書につきましては、３市町教育委員

会で同一の公民教科書が採択できず、文部科学省への

需要数報告ができていない状況にあります。 

 八重山教科書については、当該３市町教育委員会が

主体的に取り組み解決していくべきものと考えてお

り、現在私自身が直接３市町教育長と話し合い、同一

の教科書が採択できるよう再協議を促してきたところ

です。なお、一昨日、八重山採択地区協議会総会が開

催され、今後、改めて日程を調整し協議していくこと
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を互いに確認したと聞いております。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き３市町

教育委員会それぞれの立場を尊重しつつ指導助言を行

い、同一の教科書採択の実現に努めてまいります。  

 次に、琉球・沖縄の歴史教育の取り組みについてお

答えいたします。 

 戦後68年が経過し、戦争の風化が叫ばれる中、沖縄

戦の悲惨な実相や教訓を正しく後世に継承することは

重要なことであります。県内小・中・高等学校等にお

きましては、慰霊の日の取り組みとして、平和資料

展、平和集会、戦跡めぐり等の体験的な取り組みが全

ての学校で行われています。サンフランシスコ平和条

約につきましても、沖縄が本土から切り離された経緯

等を公民などの授業において適切に教えられていると

認識しております。 

 県教育委員会としましては、学校教育の指導の努力

点に位置づけるなど、今後とも児童生徒が平和で民主

的な国家及び社会の形成者として育つよう、沖縄戦の

実相を正しく伝えられるよう、歴史及び平和教育の充

実に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光振興に

関する御質問の中の、新たな観光スポット、ブランド

づくりについてお答えします。 

 沖縄県では、豊かな自然や歴史・文化等のさまざま

な地域資源を活用した観光メニューの開発を促進して

おります。 

 具体的には、平成24年度において、クメジマボタル

が生息する自然環境を体験するツアーや、沖縄国際映

画祭と連動した各種イベント、エイサーなどの伝統芸

能を活用したエンターテインメントの創出等の取り組

みに対して支援を行っております。また、野球やサッ

カーなどのキャンプ・大会の誘致等、スポーツを活用

した観光やリゾートウエディング等を積極的に推進し

ております。県としましては、引き続き世界に誇れる

沖縄観光ブランドの形成に向けて関係機関と連携し、

戦略的な取り組みを展開してまいります。 

 次に、琉球民族独立総合研究学会設立に関する御質

問の中の、琉球民族独立総合研究学会設立についてお

答えいたします。 

 琉球民族独立総合研究学会は、新聞報道等によれ

ば、ことし５月15日に経済、社会及び言語の研究者に

よって設立されたとのことでございます。設立趣意書

によれば、「琉球民族は独自の民族」や「琉球國はか

つては独立国家」との切り口で、琉球の独立に関する

研究、討論などを行う学会となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 答弁ありがとうございました。 

 オスプレイの低周波音についてでありますが、琉球

大学の渡嘉敷准教授は、騒音を測定している普天間第

二小学校や宜野座村、名護市の国立工業高等専門学校

でもオスプレイの低周波音が物的影響や心理的影響の

基準を大きくオーバーすることを確認したとして、米

軍も人口密集地の上空を飛ばないのは不可能だとかコ

メントしており、そういう報道があるわけですね。で

すから、先ほど実態調査を行うというふうに答弁あり

ました。実態調査をぜひ今の騒音測定器がありますけ

れども、そのあたりも含めてちょっと広げて検討いた

だけるんでしょうか。お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） ただいまの騒音測定

は、自動騒音測定装置となっています。これは24時間

測定できる装置なんですけれども、ただ低周波の場合

はハンドメード、要するに人が行ってその対応を見て

測定をするというような方法でしか低周波音の測定は

できないところであります。ですから、調査ポイント

を例えば今、一般的な騒音測定器のように金をかけて

10カ所、20カ所というような方法でふやすと。機械を

置いて測定するというわけにはいかなくて、なかなか

にわかにはポイント数をふやすという状況にはないと

ころです。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 機械を置いてではなくても、やはり

ある一定の期間、普天間飛行場の周辺では毎日毎日、

ほとんど毎日オスプレイが飛んでいるんです。ですか

ら、これはどのぐらいの専門知識が必要なのかという

のもあると思うんですが、その機械を使える、あるい

は交渉をしてぜひ一定の期間――ある期間でもいいと

思うんですね――そこでどのぐらいの低周波音が発生

しているかというのはぜひ調査をしていただきたいと

思うんですが、それによって、今低周波音は心理的影

響だとかいろいろ言われています。肉体的な影響とし

ても、特に女性、妊婦さんのほうに大きな影響がある

と言われているわけですよ。そうすると、この低周波

音というのはなかなか見えないので、あるいは今受け

たからすぐ気分が悪くなったということでもないわけ

ですから、毎日毎日少しずつ繰り返し繰り返し影響を

受けることが積み重なって大きな影響、健康被害につ

ながると思うんですね。そういう意味ではある一定の
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期間をぜひ設定をしていただいて、どの地点でどのぐ

らいの低周波音で、これが人体にどういう影響がある

かということでぜひ調査に取り組んでいただきたいん

ですが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 低周波音の特徴的な

ものは、要するに周波数が１から100までの間という

ことで、この低周波音というのはどういうものかとい

いますと、例えば風のそよぎ、風が吹いたときでも低

周波音が発生するというような状況でありまして、で

すから、低周波音を確実に調査しようとする場合は、

風のないときに実際にオスプレイを見て調査するしか

ないというような状況があってなかなか難しいところ

ではありますけれども、ただ低周波音の人体における

健康被害についても、環境省においてもまだ治験が明

らかになっていないところで、データがなかなか蓄積

できてない部分があります。そういったことも含めて

県としても先ほど答弁申し上げましたけれども、低周

波音の調査につきましては引き続き行っていきたいと

考えています。 

○新垣 清涼君 済みません、最後のほうがちょっと

聞こえなかったんですが……。 

○環境生活部長（當間秀史君） 引き続き調査を行っ

てまいりたいと考えています。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 低周波音の専門の先生方もいらし

て、そういう人体に影響のある可能性が高いというこ

とをおっしゃっているわけですから、そういう意味で

は難しいからやめようということではなくて、沖縄の

県民がそういう被害を受けて、そしてさきの県の調査

によりますと、要するに基地の周辺では低体重児が多

く生まれているということもあるわけですよ。それか

らすると、やはり立証はなかなか難しいかもしれませ

んけれども、そういう影響が出ている可能性があるわ

けですから、そういう意味では引き続きぜひ調査をし

ていただいて、そしてそのデータをもとにいろいろ外

務省やあるいは防衛局あるいは米軍に対して改善を求

めていくことが求められていると思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 それから普天間基地の返還についてでありますが、

やはりこれだけオスプレイの配備などあれだけ県民が

反対しても国も米軍もなかなか聞く耳を持たないで沖

縄に配備をして押しつけてくる。そして今度また12機

が新たに加わってくる。とてもじゃないけれども、も

うこれ以上御免ですよと言いたいわけです、近くに住

んでいる者としてですね。そういう意味ではやはりこ

のオスプレイに来てくれるなということを、もっと強

く知事、訴える必要があると思うんですが、どうで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） オスプレイに関しまし

ては、御答弁申し上げましたように、昨年の第１陣の

飛来に当たっても県といたしましては、配備中止を含

める配備計画の見直しということを強く申し上げて、

知事がこのために上京したという状況もございまし

た、軍転協で上京したということもございました。し

かしながら、この第２陣が近くまた配備されるという

計画が示されているわけでございまして、県民の不安

は議員おっしゃるとおり一向に払拭されていないとい

う状況は認識しております。６月の上旬に軍転協で上

京いたしました際にも、知事から総理に対して直接申

し上げておりますけれども、引き続き県としましては

配備計画の見直し、分散・移転、配置分散といったも

のを強く求めてまいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 引き続きお願いします。 

 それから普天間基地の返還についてでありますが、

知事は県外移設を求めておられます。私たちはさきの

５月に、ハワイのほうにアバクロンビー州知事に会い

に行ってきました。ハワイの州知事もかなり真剣にと

いうのか、そういう表現をしていいのかなと思うんで

すが、ハワイでは国民ですから同じ国の軍隊ですの

で、向こうでは経済的な問題として取り上げているん

ですね。自国民の中では悪さはしないわけです。例え

ば普天間の基地ですと、役所の上をパイロットが飛ん

でいくものなら市長がすぐ電話して、司令官に、今の

は誰だと、こいつは首にしろというぐらい、市長がそ

ういう強い発信をできるわけですよ。ところが、沖縄

では全然まるっきり違う。平気で市庁舎だろうがどこ

だろうが飛んでいく。こういう二重基準といいますか

――が行われています。ハワイは経済問題として、そ

の海兵隊2500から2800引き受けられると、今すぐにで

も引き受けたいと。それ以上についても国から話があ

れば自分たちは十分話し合う余地を持っているんだ

と、こうおっしゃっているわけですね。そういうふう

におっしゃっているときに、ぜひ知事あるいは副知事

のどなたかが行かれて、ぜひ皆さんのそういう計画 

――私たちのところは困っているのでぜひまたタイ

アップして沖縄の海兵隊を減らしたいという相談をし

に行かれたらどうかなと思うんですが、どうでしょう

か、知事。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 
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   午後３時３分休憩 

   午後３時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） ハワイにおけるアバク

ロンビー知事の御主張というものは、報道あるいは３

月に行われたフォーラムにおきましても県の職員が出

席しております。また、先般、議員を含め県民ネット

の皆様がハワイに行かれて知事に面談をしたと。この

御尽力には大変敬意を表したいと思っております。 

 県の受けとめなんですけれども、そういう形でハワ

イ州知事がこの沖縄の海兵隊を含め受け入れる用意が

あるよということをおっしゃっておりまして、県にお

きましてもこのフォーラムの際に計画をこれからつく

るので、その計画は提供したいという形でお約束とい

うんですか、そういうことをいただいております。た

だ、ハワイとは連絡をとっておりまして、その計画が

できたかどうかということですが、現時点ではまだで

きていないようでございます。 

 また、県議の皆様に、国防長官に要請するというお

約束をされたやに聞いておりますけれども、まだその

動きもないということですので、慎重にハワイとは引

き続き連絡をとりまして、議員の御提案でありますア

バクロンビー知事との接触というんですか、そういっ

たことも機会を見て図っていきたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 ハワイには沖縄県人会の方も多くい

らっしゃいまして、そしてその軍の関係者もいらっ

しゃいます。そういう意味ではアンテナというんです

か、チャンネルといいますか、いろいろあると思いま

すので、ぜひそこはつないでいただいて職員同士の接

触ということだけではなくて、ハワイ州のアバクロン

ビー知事がおっしゃっているわけですから、ぜひ仲井

眞知事も何かの機会に接触をしていただいてそのこと

に取り組んでいただきたいなと思います。よろしくお

願いします。 

 次に、独立学会の件なんですけれども、副知事に

ちょっとお伺いしたいんですが、以前に副知事も沖縄

の琉球独立――沖縄の県民がこれだけいろんな意味で

虐げられているというんですか抑圧されている。そう

すると県民は独立の方向に向かうんじゃないかという

問い合わせをされたときにお答えになっていますね。

副知事として沖縄の琉球独立についてどのようにお考

えでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 新垣議員の今の御質問に正

面からたくさんの言葉を費やして答えたい気持ちはあ

りますけれども、ただ今副知事という職責にありま

す。今回琉球民族独立総合研究学会というのが研究者

の有志を中心にして設立されたということですので、

沖縄問題をさまざまな切り口から検討なさるというこ

とだと思います。それは学術の世界、研究の世界の

方々のお仕事ということで、行政の立場としては少し

コメントを控えたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 よろしくお願いします。 

 それから教育長、琉球の歴史ですね。ぜひ学校教育

の中で時間をとって、子供たちにいつの時代に沖縄の

我々の先人がここに来てどういう生活をしていたか、

ヤマトとの関係も含めてどういう歴史があったかを

しっかり教える必要があると思うんです。学校教育の

中で１時間でもいいですから、必修科目として取り入

れることを考えていただきたいんですが、どうでしょ

うか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 平和教育については、指

導の努力点等に位置づけるなど大変重要に感じており

ます。頑張ってまいりたいと思っております。 

 以上です。 

○新垣 清涼君 どうもありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時９分休憩 

   午後３時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 嘉陽宗儀君。 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 こんにちは。 

 通告に基づき質問します。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、自民党の「改憲草案」は、天皇元首化、国防軍

と国民主権の制限を前面に掲げています。憲法99条、

憲法尊重擁護義務のある知事の立場からどのような見

解をお持ちですか。 

 (2)、日米両政府は、普天間基地の県内移設反対の県

民総意を無視して辺野古移設を押しつけ、欠陥機オス

プレイの配備まで強行しました。力づくでも県民をね

じ伏せるような日米両政府の態度は絶対に許せませ

ん。このような事態で知事は県民を守ることができる

のですか、見解を伺う。 

 ２、米軍基地問題について。 
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 (1)、嘉手納以南の返還計画は、移設条件つきでなく

無条件返還を求めるべきではありませんか。 

 (2)、負担軽減の対象に嘉手納基地は含まれています

か。 

 (3)、オスプレイ配備反対の取り組みについて。 

 ア、飛行訓練や飛行経路は日米合意を遵守していま

せん。この米軍の横暴を野放しにするのですか。 

 イ、飛行訓練に対する県民からの苦情や抗議の状況

はどうなっていますか。 

 ウ、それに対して、知事はどのような対処をしてき

ましたか。 

 (4)、Ｆ15戦闘機は、40年も経過して老朽化が進行し

て、いつ墜落するかわからない危険な状況にありま

す。緊急着陸が毎日のように続いています。早急に飛

行中止を求めるべきです。知事の決意を伺います。 

 (5)、新基地建設のための公有水面埋立承認願書は県

民の反対意思を無視し民主主義をじゅうりんするもの

です。知事は明確に反対を表明すべきではありません

か。 

 ３、性暴力被害者救援のためのワンストップ支援セ

ンターの設立について。 

 (1)、なぜ検討委員会は会議を公開しないのか。意思

のある当事者を含め、知見のある県民から広くメン

バーを募る必要があると思うがどうでしょうか。 

 (2)、14年度にも開設の方針のようですが、それまで

にどのような人材を確保する計画になっているか明ら

かにすべきです。 

 (3)、支援センターのスタッフの雇用と人材確保の予

定はどうなっていますか。 

 (4)、支援センターをどんな形にするのか。産婦人科

医をどう確保するのか。 

 (5)、支援者の養成計画はどうなっているのか明らか

にしてください。 

 (6)、センター設置へ向けての予算の確保は、その具

体的内容を説明してください。 

 (7)、横のつながり、連携の強化を図るべきでありま

す。その計画はどうなっているでしょうか。 

 (8)、検討委員会メンバーは公表すべきではないで

しょうか。 

 ４、沖縄市の産業廃棄物処理施設からの汚染水問題

について。 

 (1)、「沖縄市北部における水質調査について」の結

果はどうなっていますか。 

 (2)、汚染水に関する実態調査の結果はどうなってい

ますか。 

 (3)、地下水からヒ素が検出された問題で、除染はど

こが行うのか。 

 ５、教育問題について。 

 (1)、教師の多忙化の解決策の取り組みを説明してく

ださい。 

 (2)、教育委員会からの学校訪問が、教育現場の多忙

化の要因になっているという声が寄せられています。

検証すべきだと考えますが所見を伺います。 

 (3)、教職員の評価の取り組みが多忙化の要因にも

なっていないか。 

 (4)、「負担軽減検討委員会」の活動の実態と実績に

ついての説明を求めます。 

 (5)、学力向上推進運動のこれまでの取り組みについ

ての総括が求められていると考えます。自己分析を深

め見直すべきではありませんか。 

 (6)、私学の抱えている問題点を教育委員会は掌握し

ているのか。その解決のための施策を伺う。 

 (7)、私学はなぜ教育委員会の所管にしないのか。 

 ６、泡瀬干潟の埋立問題について。 

 (1)、県と沖縄市の埋立地に関する協定書はどうなっ

ているか。 

 (2)、埋立面積に東側突堤は含まれていないにもかか

わらずいろいろな利用計画がなされているが、公有水

面埋立法違反ではないか。 

 (3)、埋立地周辺で再確認された絶滅危惧種の「フジ

イロハマグリ」の保全を全く図らずに工事を強行して

いる。保全策を放棄している。それが許されるのか。 

 (4)、トカゲハゼの繁殖期である５月から７月までは

工事は中止してきましたが、ことしは５月８日から再

開しています。トカゲハゼの保全をやめたのですか。 

 ７、保育問題について。 

 (1)、待機児童対策について。 

 保育所不足が深刻になっている状況の中で、待機児

童解消のためとして保育条件が切り下げられるという

危惧すべき事態が進行しています。県は、児童福祉法

遵守の立場を改めて明確にすべきではありませんか。 

 (2)、全ての待機児童の解消をいつまでにやるのか、

具体的な施策はあるのか。 

 (3)、認可外保育園に対する財政的援助を認可並みに

行うべきではありませんか。  

 (4)、認可促進の障害になっているのは何か、具体的

に説明してください。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての中で、自民党の
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「改憲草案」についての御質問にお答えいたします。 

 自民党の「日本国憲法改正草案」は、政党としての

憲法改正に対する考え方を示したものと理解いたして

おります。 

 日本国憲法は、施行から66年が経過し、制定後の状

況変化や現実との乖離等の課題を踏まえ、憲法改正の

国民的議論が必要であると考えております。 

 次に、同じく知事の政治姿勢の中で、辺野古移設及

びオスプレイ配備についての御質問にお答えいたしま

す。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題でありま

す。沖縄県は、地元の理解が得られない移設案を実現

することは事実上不可能である旨、申し上げてきたと

ころであります。日米両政府に対し、県外移設及び早

期返還の実現に向け真摯に取り組むよう強く求めてま

いりたいと考えております。 

 また、オスプレイにつきましては県民の不安が一向

に払拭されておらず、配備計画の見直しや配置分散の

実施などを引き続き求めてまいります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、嘉手納以南の無条件返還についてお

答えいたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施されることが必要と考えておりま

す。ことし４月５日に日米両政府が発表した統合計画

においては、具体的な返還規模やスケジュールが明ら

かにされていないことから、去る６月12日、知事が直

接、軍転協を通じ安倍総理大臣を初め関係大臣へ移設

内容の具体的な説明、跡利用計画の円滑な実施に配慮

すること、地元意見を聴取する場の設置等を要望した

ところであります。 

 次に、負担軽減の対象に嘉手納基地は含まれている

かとの御質問にお答えいたします。 

 嘉手納飛行場については、これまで日米両政府によ

り負担軽減策として、平成８年のＳＡＣＯ合意におけ

る海軍駐機場の移設、平成18年のロードマップでの米

軍再編に伴う一部訓練移転等が合意されております。 

 次に、オスプレイの違反飛行についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に可能

な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けること

や、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内に

限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること等

を内容とした日米合意事項が公表されております。 

 県では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛

行運用の実態について情報収集を行ったところ、318

件の合意事項に反する飛行が報告され、その結果をも

とに、オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等につ

いて政府の責任で説明することを求めております。こ

れについて、防衛省は、これまで行っている目視調査

等の結果も踏まえ、確認作業を行っているとのことで

あり、現時点では調査結果は示されておりません。 

 県としては、早急に調査結果を示すよう求めている

ところであります。 

 次に、飛行訓練に対する苦情及び対処についてお答

えいたします。２の(3)のイとウは関連いたしますので

一括してお答えいたします。 

 県では、オスプレイの運用実態や苦情等に関する情

報が寄せられる機会が多い関係市町村と、昨年度３回

にわたり基地関係県・市町村担当者会議を開催し状況

を確認したところであります。これらの情報をもと

に、昨年12月25日に外務省及び防衛省に対し、オスプ

レイの飛行実態と日米合意事項との関係の検証や航跡

調査の実施を求めたところであります。 

 オスプレイについては、県民の不安は一向に解消さ

れておらず、県としては軍転協とも連携し、配備計画

の見直しと配置分散の実施などをあらゆる機会を通じ

日米両政府に求めてまいりたいと考えております。 

 次にＦ15戦闘機の飛行中止についてお答えいたしま

す。 

 事故から２日後にＦ15戦闘機の飛行が再開されたこ

とは、県民の不安を増大させるものであり、県は直ち

に米軍や関係機関に対し極めて遺憾である旨を申し入

れております。 

 県としましては、米軍及び関係機関に対し、原因究

明がなされるまでの間、同機種の飛行中止を求めると

ともに、早急に事故原因及び再発防止措置等について

説明を行うよう強く求めたところであります。  

 今後も、米軍による事件・事故の防止について、渉

外知事会、軍転協とも連携を図りながら、あらゆる機

会を捉えて日米両政府に対し求めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 米軍基地問題につ

いての御質問の中で、公有水面埋立承認申請について

の御質問にお答えいたします。 
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 今回の埋立承認申請については、公有水面埋立法等

関係法令にのっとり、承認基準への適合状況、利害関

係者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総合的

に勘案し、承認するか否か判断してまいります。 

 次に、泡瀬干潟の埋立問題についての御質問の中

で、沖縄市との協定についてお答えいたします。 

 平成15年３月に県と沖縄市との間で締結した協定書

では、沖縄市が県から土地を購入する時期及び価格等

について協議を行うことになっております。土地利用

計画の見直しに伴い協定書を新たに締結する必要があ

ることから、現在、市と協議を行っているところであ

ります。 

 同じく泡瀬干潟の埋立問題についての御質問の中

で、東側突堤についての御質問にお答えいたします。 

 東側突堤は、海浜の安定を図る目的で整備している

施設であり、埋立地に含まれるものではありません。

なお、公有水面埋立許可申請書では、「その他別途工

事として実施される公共施設」として記載しており、

公有水面埋立法に適合しているものと考えておりま

す。 

 同じく、泡瀬干潟の埋立問題についての御質問の中

で、フジイロハマグリの保全についての御質問にお答

えいたします。 

 フジイロハマグリは、平成24年度の工事実施に伴う

ニライカナイゴウナの採取・放流調査において、国の

工事区域箇所で確認されており、その際、埋立区域外

の採取場所と同様な環境下へ移動措置を行っておりま

す。また、フジイロハマグリの移動措置については、

環境影響評価書に基づき環境監視委員会や環境部局へ

も報告しております。 

 事業者としては、今後も環境調査等に伴いフジイロ

ハマグリが確認された場合には移動措置を行い、保全

することとしております。 

 同じく、泡瀬干潟の埋立問題についての御質問の中

で、トカゲハゼの保全についての御質問にお答えいた

します。 

 トカゲハゼへの配慮については、環境保全措置とし

て、「４月～７月の海上工事は、仔魚の分散上支障を

及ぼさないと考えられる工事にとどめ」としており、

国と県は環境影響評価書を遵守し工事を進めていると

ころであります。平成25年５月８日から着手した工事

につきましては、トカゲハゼに影響のない陸上工事で

あります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 性暴力被害者救援の

ためのワンストップ支援センターの設立についての中

で、検討委員会の公開などについての御質問にお答え

します。３の(1)と３の(8)は関連しますので一括してお

答えします。 

 性暴力被害者ワンストップ支援センター検討会議

は、県警や性暴力被害者に対する支援実績のある医療

機関、相談機関等で構成されており、当事者の方々か

らもヒアリングを行う機会を設ける等、実態把握に努

めながら運営することとしております。会議の公開に

ついては、委員として参加されている団体の内部情報

や被害者などの個人情報を取り扱う可能性があること

から、会議に諮った結果、非公開といたしました。議

事概要につきましては、会議終了後、その都度県の

ホームページに掲載し公表することとしており、ま

た、委員名簿につきましても同様に掲載をしておりま

す。 

 同じく性暴力被害者救援のためのワンストップ支援

センターの設立についての中で、センター開設の方針

や人材確保などについての質問にお答えします。恐縮

ですが、３の(2)から３の(7)までは関連しますので一括

してお答えします。 

 平成25年５月に性暴力被害者ワンストップ支援セン

ター検討会議を設置しており、今後、同会議において

支援センターの設置形態、産婦人科医の確保、相談員

の養成を含めた人材の確保、関係機関や団体との具体

的な連携方法について検討していくこととしており、

これらの検討状況を踏まえ次年度の予算要求に反映し

ていきたいと考えております。 

 次に、沖縄市の産業廃棄物処理施設からの汚染水問

題についての中で、水質調査の結果についての御質問

にお答えします。 

 沖縄市の産業廃棄物最終処分場の事業者が平成23年

８月に実施した周辺地下水調査において、環境基準を

超えたヒ素が検出されております。このようなことか

ら、地元３自治会、営農団体、事業者、県及び沖縄市

の７者で構成される「ごみ山改善進行管理協議会」に

おいて、風評被害を防止するため、ファームポンドの

地下水調査について沖縄市から要望が出されておりま

す。 

 県においては、沖縄市からの要望を受け、ファーム

ポンド３カ所において平成25年４月23日に地下水の調

査を実施したところ、ヒ素等を含む全ての項目につい

て環境基準値内であり、通常の地下水と変わらない値

となっております。 

 同じく沖縄市の産業廃棄物処理施設からの汚染水問
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題についての中で、実態調査の結果についての御質問

にお答えします。 

 県では、ヒ素が基準値を超過した原因把握を行うた

め、地元自治会、営農団体及び沖縄市の意見を踏まえ

て本年１月と５月に地下水の検査を実施したところで

あります。その結果、調査を行った11カ所のうち４カ

所で環境基準を超えたヒ素などが検出されております

が、下流側と考えられる民間井戸水３カ所において

は、環境基準値内となっておりました。 

 県としましては、調査を複数回実施し、季節的な

データの推移や傾向も踏まえて総合的に考察すること

としており、専門家の意見も参考にしながら慎重に原

因究明を図ることとしております。 

 同じく沖縄市の産業廃棄物処理施設からの汚染水問

題についての中で、ヒ素が検出された問題についての

御質問にお答えします。 

 環境関連法においては、一般的な対応として、人為

的な要因により地下水の汚染などが確認された場合、

原因者が対策を行う必要があります。また、平成24年

11月に地元３自治会、営農団体、事業者、県及び沖縄

市の７者で締結した「ごみ山改善協定に向けた基本合

意書」においても、環境負荷があった場合は事業者が

全ての責任を負うものとしています。 

 県としましては、継続的に調査を実施しているとこ

ろであり、調査結果がまとまり次第、「ごみ山改善進

行管理協議会」とも協議をしながら適切に対応してい

きたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育問題についての御質

問で、教師の多忙化の解決策及び負担軽減検討委員会

の実態と実績についてお答えいたします。５の(1)と５

の(4)は関連しますので一括してお答えいたします。 

 県教育委員会では、教職員の多忙化解消に向けて、

調査依頼や通知文書の見直し、電子メールによる発

送、指定研修の期間縮減等に取り組んでおります。ま

た、各学校におきましては、負担軽減検討委員会等を

設置し、定時退校日、ノー部活動日等の設定、会議や

学校行事の精選、校内組織のスリム化等を推進し、各

学校の実情に応じた取り組みを行っているところで

す。 

 県教育委員会が実施した教職員の実態調査によりま

すと、業務量が多いと感じている割合や１日平均の時

間外勤務時間の割合等は年次的に減少しております。 

 県教育委員会としましては、多忙化の解消に向け

て、負担軽減検討委員会等の活性化を図るとともに、

今年度新たに公立小中学校校務改善検討委員会を設置

したところであり、今後とも教職員がより働きやすい

環境づくりに努めてまいります。 

 次に、教育委員会の学校訪問についてお答えいたし

ます。 

 学校訪問は、幼児・児童生徒の健やかな成長に資す

るために、学校力、教師力の向上並びに学習環境の充

実・改善、教育施策の進捗状況の確認等、学校教育の

ニーズに対応した多様な目的から実施されるもので、

教育行政において重要な業務に位置づけられます。ま

た、学校と行政がコミュニケーションをとり課題意識

を共有することから、相互の信頼関係を構築する上で

も有意義だと考えます。 

 県教育委員会としましては、学校の負担軽減を図り

ながら、今後とも学校教育の充実に資するよう、各学

校を具体的に支援してまいりたいと考えております。 

 次に、教職員評価と多忙化についてお答えいたしま

す。 

 教職員評価システムは、教職員の資質向上を図り児

童生徒の学習権を保障するとともに、学校全体を活性

化させ教育力を高めるために実施されるものです。各

学校においては、面談を通して管理職とのコミュニ

ケーションが深まり、教職員の信頼関係の醸成にもつ

ながるものと考えております。また、教職員が自己の

業務を計画的に管理運営することによって仕事の効率

化を図り、年間を見通したゆとりある業務の遂行を可

能にするものと考えます。 

 次に、学力向上推進についてお答えいたします。 

 本県の幼児・児童生徒一人一人が自己実現を図り、

国際社会で堂々と振る舞うことができる「確かな学

力」を身につけることは、県民の願いであります。県

教育委員会では、学力の向上を図るため、少人数指導

や少人数学級の導入、教師の授業力の向上に係る研修

会及び基本的な生活習慣の確立等の取り組みを推進し

てまいりましたが、依然として全国と開きがある状況

です。 

 県教育委員会としましては、今後とも児童生徒の主

体的な学びを促すとともに、知・徳・体をバランスよ

く身につけた本県の将来を担う人材の育成に努めてま

いります 

 次に、私学の抱える問題点等についてお答えいたし

ます。 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律により、

私立学校に関することは地方公共団体の長の所管であ

りますが、私立学校の運営費、老朽校舎の改築費用、
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健康診断費等の問題があることは承知しております。 

 県教育委員会では、私学教育におきましても本県を

支える人材育成という観点から、所管部局との役割分

担を踏まえて対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 私立学校の所管につい

てお答えいたします。 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第24

条において、私立学校に関することは、都道府県知事

が所管することとなっております。私立学校は、建学

の精神に基づき特色ある教育活動を行っていることか

ら、その自主性・独自性を考慮して、教育委員会とは

所管を分けております。 

 県といたしましては、私学の独自性を生かすために

は、教育委員会に所管を移すことについては慎重な検

討が必要と考えております。なお、同法第27条の２に

おいて、知事は教育委員会に対し、「助言又は援助を

求めることができる。」と定められており、常時教育

委員会と連携・協力しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育問題についての

御質問の中で、保育条件についてお答えいたします。 

 保育所の設備及び運営の基準は、児童福祉法に基づ

き都道府県が条例で定めることになっております。保

育士の数や保育室の面積等の基準については、国の定

める基準に従うものとされております。このため、従

来の国の基準に基づいて条例で規定しており、保育の

質は確保されているものと考えております。 

 次に、待機児童の解消時期と具体的施策についてお

答えいたします。 

 沖縄県においては、沖縄21世紀ビジョン実施計画に

おいて、今後10年間で潜在的待機児童も含めた9000人

の待機児童の解消を目標として掲げております。今

後、県が作成する指針に基づき市町村計画の策定を促

進し、安心こども基金や待機児童対策特別事業を活用

しながら、沖縄21世紀ビジョン基本計画の早い段階で

潜在的待機児童も含めた待機児童解消を図っていくた

め取り組んでまいります。 

 次に、認可外保育施設への支援についてお答えいた

します。 

 認可外保育施設の支援につきましては、認可化の促

進と保育の質の向上を一体的に取り組むため、これま

で段階的に拡充してまいりました。認可外保育施設に

対しては、今後新たな支援策を検討していきたいと考

えております。 

 次に、認可化促進の障害についてお答えいたしま

す。 

 認可外保育施設においては、敷地が狭隘であること

や建物が賃貸物件であるなどが認可化の障害となって

いるという意見がありました。これを受けまして、県

においては、認可化移行支援事業の対象経費につい

て、これまで既存施設の改修に限定していたものを建

物購入費用も対象にするなど要件を緩和するととも

に、補助の上限額も3000万円から5000万円に引き上げ

を行ったところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 知事にお聞きします。 

 この県内移設反対に対しまして、力ずくでねじ伏せ

ようとしているということについて、県外移設を求め

るだけではなかなか事態が解決できないのではないか

という思いがあって、知事が先頭になって県内移設は

反対、即時撤去せよとか、何とかやっぱりインパクト

のあるような訴えに切りかえないと、従来どおりの同

じパターンじゃ、また日米両政府は力ずくで押しつけ

てくるのではないかと思うんですけれども、いかがで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時９分休憩 

   午後４時９分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今のは議員からのいわば御

提案だとは思うんですが、長い、もう大分前から日米

両政府は辺野古だ辺野古だということで、変えており

ません。そういう中で即時閉鎖、返還、県外というこ

とを言ったらどうかという今の御提言だとは思うんで

すが、私のほうではいずれにしましても、この県内移

設というのは、特に辺野古はこういうことになって長

い時間がかかるし、そして政権が自民党から民主党、

民主党からまた自民党に戻って、随分長いことかかっ

てきて、どうしても辺野古だということを日米両政府

は変えていません。ただ、私はもう前から申し上げて

いるように、時間が猛烈にかかりますよ。ですから、

本当に一日も早い危険性の除去というのは、もう移設

しかない。しかし、普天間を辺野古ではこれはもう固

定化と変わらない。したがって、現実的には県外移設

というのをしっかりやってもらいたいという、この言
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い方のほうが説得力はあると実は思ってやってきたと

ころでございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 基本的に知事の政治姿勢の中には、

普天間基地をどう解決するのかというものがないん

じゃないかと私は感じるんですけれども、これは、普

天間基地をどうするかというのはアメリカの問題です

よね。知事の立場は、そういう中で県民の命と暮らし

を守る、これを最優先にする。その立場からこのこと

を考えればおのずと答えは非常にはっきりしてくると

思うんです。知事には今それがないんじゃないかとい

う疑問を持っているんですけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時12分休憩 

   午後４時13分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員のおっしゃっているこ

とがまず正確につかめているかどうか、心もとないと

ころはあるんですが、いずれにしましても県外。普天

間基地が危険である、その危険性を一日たりとも早く

除去する。そのためにはどこかに移設すべきだという

のが私の主張で、即時閉鎖という言葉を使っても即時

になくなるとはゆめ思いませんから、私はむしろ現実

的にはどこかへ移設しなさい。しかし、辺野古ではも

う長い間これはお互いに反対の人たちもいましたし、

いろんな意見がありました。さらに埋め立てをやりコ

ンクリートを打たないといけないと。そうなると既に

滑走路のあるところへ移すというのは最も現実的で早

い方法だろうと私は言っているわけで、即時閉鎖とい

うこと自身にどれだけの現実的な処理の効果があるか

は、私はまだ議員のおっしゃっている意味がよくわか

りかねるんですが。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 沖縄県民のこれまでの歴史を考えれ

ば、移設条件つきだったら、那覇軍港の問題だってま

だ解決しない。それからこの普天間にしたってＳＡＣ

Ｏ合意から17年過ぎている。県内移設にこだわってい

る間はいつまでも動かないという実態があるじゃない

ですか。そこで、県民が苦しんでいる。私から言えば

この普天間基地は世界で最も危険な基地ですから、人

間であればがんみたいなものですよ、苦しみ。その人

間を、沖縄県民を痛めつけている、苦しめているこの

大もとはよそに移してくれではなくて、がんを切除し

て撤去せよ、これを明確に言えば事態は進むと私は考

えているんです。だから、知事がなぜそのことを言え

ないのか、よくわからない。基地撤去をなぜ言えない

のかと、がんの切除のために。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 言葉として言うことは簡単

ですよ。即時と、こう言えばいいだけですから。ただ

し、これ自身にどれぐらいの現実的な力があるかが私

は恐らく議員とは見解が違うんだと思います。むし

ろ、現実的にはちゃんと既に動いている飛行場で余り

使われていないところで、民家から離れているとか、

いろんな条件がありますが、こういうものは探せば幾

つでもあると私は思っておりますから、そこへ移した

らどうかと言うほうが極めて現実的だと私は思ってお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 この件については、しばらくまた議

論を続けていきましょう。 

 次に、Ｆ15の件について聞きますけれども、県議会

決議をして関係要路に抗議に行きました。私どもの主

張は、あのＦ15は40年たっていると。鉄筋コンクリー

ト建ての住宅でさえも40年過ぎたら老朽化して建てか

えしなければならない。ところが、この戦闘機という

のはマッハ２・３で大変な激しい勢いで訓練するし、

大変な重力加速度がかかっていて金属疲労を起こすん

ですよ。だから、そういう意味ではこのＦ15は金属疲

労を起こしていて、いつ墜落するかわからんぞという

ことを嘉手納の司令部のほうにも言いましたけれど

も、向こうの言い分は、エックス線検査をしているか

ら大丈夫ですと言いましたので、私は、私は70になっ

たけれども、入れ歯を入れかえただけでは体は新しく

ならない。Ｆ15は40年過ぎているから、いつ、どこ

で、どういう事故が起こるかわからんぞということを

言ってきたんですよね。そういう意味では、あれから

連日、毎日のように不時着、墜落と同じようなもので

すよ。これが繰り返されている。10回ぐらい続いてい

るんじゃないですか。だから、知事、このＦ15につい

ては危機的状況にあるという緊迫感を持って、そして

米軍にも政府にも抗議をすべきではないですか、これ

は。飛行を直ちに中止せよと言って。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） Ｆ15につきましては、

県は、米軍機というのは一般にシリアル番号でその調

達年度がわかるわけでございまして、現在、嘉手納飛

行場で運用されているＦ15は1985会計年度で調達され

たものが主なようでございます。したがいまして、議

員のおっしゃるように30年近く機齢はたっていると。

しかしながら、一般論ではありますけれども、飛行機
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が老朽化して墜落の危険性があるというものを、いか

にアメリカ軍でも、これは乗員の生命にかかわること

でございまして、議員がおっしゃったように放置する

かどうかということはちょっとはっきりしておりませ

ん。私どももなかなか確認ができないところでありま

す。いずれにしましても、県としましては、航空機の

安全はやはり住民の不安につながり、さらにＦ15が実

際に事故を起こしているという現状では、やはり日米

両政府に対して安全の確保の徹底、再発防止策を求め

るということをやっているわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 これも引き続き問題にしていきたい

と思います。 

 次に、嘉手納以南の負担軽減の問題で、嘉手納基地

は含まれていますかということをお聞きしたんですけ

れども、私も沖縄市に住んでいて、大変、今、爆音が

ひどい。だから、外来機が来て訓練しているんじゃな

いかと思われるんですけれども、実態としてやっぱり

軽減になっていないということを強調しておきたいと

思います。 

 そこで、今、嘉手納の黙認耕作地の皆さん方に去年

からいろいろな動きがあって、第18航空団が管理運営

している黙認耕作地、これについて使用制限、例えば

夜は向こうでチェックされている人がいますけれど

も、夜は出入り禁止するとか、いろんな制限をつけて

きています。これは、先ほど基地対策課にアメリカの

文書を渡しましたけれども、これは事実は知っていま

すかね。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 先ほど議員から提供を

受けまして、それを拝見いたしたところでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 これは、米軍から沖縄市長宛てに送

られてきた文書で、いろいろやっていることについて

制限をかけてくるということになっていますから、こ

れについてはこれ以上言いませんけれども、ぜひ実態

を調べて、向こうで農耕をしている皆さん方が、ある

いは畜舎をやっている皆さん方が、これによって、こ

の通達、嘉手納基地に指示書、32-9003という指示書

でこういうのがありますので、実態を調べて市民の負

担にならないように取り組んでいくべきだと思います

けれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 黙認耕作地の問題につ

きましては、これは一定の歴史を持つ問題でございま

して、沖縄市とも十分情報交換をしながら、市町村の

意向も聞きつつしっかりと対応してまいりたいと思っ

ております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 次に進みますけれども、沖縄市の水

質調査問題について、先ほど説明がありました。これ

は、県のほうがつくって沖縄市に渡したものですね。

（資料を掲示） これにヒ素が検出されているんじゃ

ないかということでやったけれども、２つ大事な点が

あります。１つは、この箇所、赤くやっているのが安

定型処分場、管理型処分場ですけれども、この中から

は取水していない。その周辺で４カ所から高濃度のヒ

素が出ていて、あとはそれ以外の離れた場所からはヒ

素は出ていませんという、こういう説明ですよね、先

ほどのは。そこで聞きますけれども、集中してヒ素が

出ている。これは原因は何だと考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 当該地域においてヒ

素が環境基準を超えている原因につきましては、自然

由来であるのか、あるいは当該施設に起因しているも

のなのかは、今後のあと２回ほど調査を予定していま

すので、そういったものを含めて原因を究明するとい

うことで、ごみ山の管理改善協議会の中で申し合わせ

がされているところです。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 従来この件で私はずっと質問をして

きましたけれども、皆さん方は基本的にはヒ素は出て

いません。今、検出されているヒ素は自然由来ですと

いうことを答弁してきていますけれども、どうです

か。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 当該地域におけるヒ

素の検出については、２つの原因が考えられると。自

然由来の場合もあるし、当該施設からの原因もあると

いうことで、そこが自然由来であるという断言は今の

ところしておりません。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 皆さん方とこれまでいろいろ議論を

してきたんですけれども、私もそれぞれ専門家の皆さ

ん方からも意見を聞きましたけれども、県の取水の仕

方にもまず問題があると。本当の意味での地下水、取

水しての調査の手法になっていない。県はそれを知ら

ないのではないかという専門家の意見が報道されてい

ます。それから、自然由来説を言うけれども、こんな

に高濃度なヒ素が自然にできるわけがないという、こ

れも出ているんですよ。ところが、それでも自然由来
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説ということを繰り返すと、これはこのヒ素がさらに

拡散される危険性がある。部長はヒ素の危険性につい

てはどう認識しているんですか、説明してください。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） ヒ素は当然、有毒で

あって、かつて歴史的にはナポレオンの暗殺にも使わ

れたというような毒があるということは知っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 私も当時の琉大の化学科の教授から

この分析表を入手して読みましたら、非常にびっくり

しました。これは古くからヒ素は自殺や殺人に使われ

る、カレーヒ素事件がありましたね。古くから自殺や

殺人に使われ青酸カリと同じぐらい毒性が強いと。そ

ういう毒性の強いものがこういうところからどんどん

検出されている、この周囲からね。それについては、

やっぱり抜本的になぜそこから出てきたかということ

については、処分場の関係だと思うんですよ。それに

ついては、やっぱり的を絞って、どこから出てきたか

というのを的を絞って、今後調査をしっかりとやるべ

きだと思うんですけれども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 地下水の調査につき

ましては、今後、季節的変動も含めて２回ほど調査を

やっていくこととしております。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 ここのほうに、沖縄県廃棄物処理施

設生活環境影響評価専門委員の報告書があります。部

長、これを見たことがありますか。（資料を掲示）  

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） まだ見ておりませ

ん。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 この報告書によると、地下水汚染が

発生すれば、下流域の登川、池原から川崎、天願、み

どり町へとうるま市の中心部一帯の地下水汚染に拡大

する危険性がある。そのため、この処分場において平

成16年から云々と言って、きちっとやっていないから

広がっているぞと。今も地下水を伝ってどんどんどん

どん拡大しているという警告書を皆さん方がちゃんと

報告したのがあるじゃないですか、これ。少なくと

も、皆さん方が行政として、ヒ素については拡散が続

いているぞということを警告しているわけだから、そ

れはやっぱり真剣に受けとめて対策をとってください

よ。 

 それから、取水の仕方についても、前の議会でも私

は表層水が入らないようにして、地下をずっと掘って

いって汚れていない、汚染されていない水を取り出し

て汚染されていませんという、こういうことをやった

らインチキだと、だめだと。これはそれぞれの専門家

がそれを指摘していますよ。だから、改めて取水をし

て、汚染の実態調査についても、できるだけ拡散をさ

せない。それから、非常に意図的だと思うんですけれ

ども、これは皆さん方が頼んだと思うんだけれども、

一番ヒ素が多いであろうこの処分場の中は全然さわっ

ていない。この周辺からしか出ていないにもかかわら

ず、肝心かなめの本丸は手を触れずに、ヒ素は余り出

ていませんと。こういう言い方はやっぱりやめるべき

ですよ。改めて、やっぱり環境行政ですから、こうい

うことが指摘されないように、本当に県も必死だと。

倉敷環境の業者が垂れ流している問題についても原因

を追及して、解決するために奮闘するべきではないで

すか、部長。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） ただいま御指摘の

あったヒ素の水質調査の箇所、あるいは回数について

は、ごみ山の協議会のほうで諮って申し合わせて今、

実施しているところであります。今後も、協議会とも

相談をしながら調査を実施していきたいと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 嘉陽宗儀君。 

○嘉陽 宗儀君 今の部長の答弁を聞いていたので

は、これじゃ県民の命が守れないなという思いが

ちょっとしているんですよ。知事、これについては

やっぱり命にかかわる重大な事案ですから、しっかり

知事も含めて今後どうするかということについては、

検討を進めてもらえますか。決意を。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時31分休憩 

   午後４時31分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 現在の地下水の調査

の手法は、専門家のほうとも相談をして決定してあり

ますので、現調査の方法であと２回ほどやってみたい

と考えております。 

○嘉陽 宗儀君 議長、休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時32分休憩 

   午後４時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 嘉陽宗儀君。 
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○嘉陽 宗儀君 教育長に１つだけ聞きますけれど

も、私はずっとこれまで学力向上推進運動について執

念を燃やして、学力向上が沖縄の子供たちをゆがめて

いるぞと言ってきましたけれども、改めて検証をす

る、それから今、学校現場に教育委員会から行って威

張って歩いているけれども、学校現場の先生方の切実

な、どう教えたらいいかということについて答えるよ

うな体制になっていない。特に先ほどの答弁を聞いた

ら、この教育長もなかなか実態を知らないんじゃない

かという思いをしたものだから、改めて検証してくだ

さい。どうですか、ひとつ決意は。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 学力向上については、

我々は一生懸命やっているつもりでございます。それ

から、学校現場の実態につきましても、いろいろまた

情報をつかんで、実態と我々との感覚が離れてないか

どうか、このような反省も含めて努めてまいりたいと

思っております。よろしいでしょうか。 

○嘉陽 宗儀君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

   〔玉城義和君登壇〕 

○玉城 義和君 一般質問を行います。 

 まず、知事、副知事の政治姿勢についてでございま

す。 

 1952年の「サンフランシスコ平和条約」と同時発効

の安保条約についての知事の見解を承ります。 

 (2)番、両副知事にそれぞれ県政に取り組む抱負をお

伺いをいたします。 

 (3)番、高良副知事へ、尖閣列島問題をめぐる日中関

係のあり方と我が県の役割についてはどうお考えで

しょうか。 

 ２番、鉄道建設について。 

 (1)番は削除いたします。 

 (2)番、国の調査との関係をどのように整理するの

か。 

 (3)番、過去の調査結果を踏まえ課題は何か。 

 (4)番、今後の建設計画のあらましを示されたし。 

 ３番、基地問題。 

 (1)、辺野古埋立申請。 

 ア、公有水面埋立承認申請書の補正についてどのよ

うに反映されたか。また購入砂や岩ズリの採取場所、

摂取量についてそれぞれ明らかにされたし。 

 イは明らかになっておりますので、削除いたしま

す。 

 ウ、知事の埋め立て是非判断の基準と時期。 

 (2)、地位協定の改定については、大田県政以来一歩

も進んでいない。取り組み方法について抜本的な見直

しが必要ではないか。 

 (3)番、ハワイのアバクロンビー知事は、沖縄の海兵

隊を受け入れる用意があると表明しております。副知

事を派遣するか、あるいはお呼びするか、何らかの折

衝をしてむしろアバクロンビーさんを沖縄の味方につ

けて大いにワシントンについても働いていただける方

法があるんじゃないかと思いますが、いかがでしょう

か。 

 (4)番、「吉川書簡」の位置づけ。 

 ４番、子供をめぐる諸課題について。 

 (1)、県内における小中学校のいじめの実態について

はどうか。また法律の成立によってどのような効果が

期待できるか。また公立学校における教師の体罰はど

うか。 

 (2)、法律も成立したが、子供の貧困についての県内

の実態はどうか。 

 (3)番、学業について支援を必要とする児童の数の推

移について。 

 観光政策について。 

 (1)番、観光商品をいかにふやすか。 

 (2)番、お土産品などの開発によりいかに個人消費額

をふやしていくのか。 

 (3)番、一泊増泊のための誘導策をどうするか。 

 (4)番、観光産業を担う人材の育成について。 

 現在の県立芸大に観光関連学科の新設を考えたらい

かがでしょうか。文化観光スポーツ部というぐらいで

すから。 

 ６番、自殺防止について。 

 (1)番は、削除いたします。 

 (2)番、平成24年の自殺者のうち健康上の理由が42％

を占めておりますが、うつ病対策が特に必要と思われ

ます。対策を伺います。 

 (3)、「県民の為のいのちを守るフリーダイヤル」な

ど、自殺防止のために電話相談を続けている「沖縄い

のちの電話」など、民間団体への助成を強化すべきだ

と思うがいかがでしょうか。 

 ７番、沖縄戦の伝承と琉球沖縄史教育について。 

 沖縄戦の実相について現場ではどのように教えてい

るか。 

 (2)、沖縄戦の犠牲者を祭る慰霊碑等の管理が困難で

放置されるのが出ている。現状と対策を伺います。 

 (3)番、改めて琉球沖縄史教育の必要性が出ておりま

す。必修科目にするなど全高校で取り組む必要がある

と思いますが、いかがでしょうか。 

 ８番、農林水産業について。 
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 (1)番、円安の影響はどのような分野に出ているか。

またいかほどか。 

 (2)、シークヮーサーの生産量と価格の保証が必要と

思われるが、県の対策を伺います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時39分休憩 

   午後４時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城義和議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、基地問題についての御質問の中で、埋

め立て是非判断の基準と時期についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。 

 今回の埋立承認申請につきましては、公有水面埋立

法等関係法令にのっとり、承認基準への適合状況、利

害関係者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総

合的に勘案し、承認するか否か判断してまいる所存で

ございます。なお、その時期につきましては、現時点

では明確になっておりません。 

 次に、観光政策についての御質問の中で、土産品開

発などによる個人消費額の増加についてという御趣旨

の御質問に答弁いたします。 

 観光の個人消費額を増加させるためには、滞在日数

を延ばすとともに、観光商品の新規開発や付加価値の

向上等を図る必要があります。特に、観光土産品の開

発等により個人消費額を増加させることは、他の産業

への波及効果の拡大にもつながります。このため、今

後、庁内関係部や民間企業等から成る連絡会議を立ち

上げ、課題の抽出や連携の仕組みなどを構築し、効果

的な施策展開を図ってまいりたいと考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 玉城義和議員の知事、副知

事の政治姿勢に関する御質問の中で、副知事の県政に

取り組む抱負についてという御質問にお答えしたいと

思います。 

 まず、最初に私の抱負をお尋ねくださって感謝した

いと思います。 

 ２月にこの県議会の御同意をいただきまして、副知

事に就任することができました。基地問題それから文

化・観光、農林水産業、環境、そして教育等にかかわ

る分野の担当副知事ですけれども、いずれも沖縄の大

きな課題を担当することになります。大変身の引き締

まる思いです。これまでの乏しい経験ですけれども、

それを最大限に生かしながら、知事の政策実現に尽力

したいと考えております。実は初めての議会でして、

至らないことも多々あろうかと思いますが、議員の皆

様方の御指導をよろしくお願いしたいと思います。抱

負は実はたくさんありますけれども、短いほうが力強

いかと思いまして、これでとどめたいと思います。あ

りがとうございました。 

 玉城議員から、同じく知事、副知事の政治姿勢の中

で、尖閣列島問題をめぐる日中関係のあり方と沖縄の

役割についてという大変大事な質問をいただきまし

た。お答えしたいと思います。 

 尖閣諸島をめぐる問題につきましては、偏狭なナ

ショナリズムに陥ることなく、日中両政府の冷静かつ

平和的な外交によって解決されるべきものと考えてお

ります。沖縄と中国とは長い交流の歴史を持ち、友好

的な関係を築いてまいりました。沖縄県としては、こ

れまでの交流の歴史と伝統を生かし、学術や教育など

の分野において、沖縄ならではの交流を推進すること

で日中関係の改善に貢献してまいりたいと考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 副知事の県政に取り組む抱

負についてお答えいたします。 

 高良副知事同様、去る２月に県議会の御同意をいた

だきました。これまで企画部長、それから総務部長と

して知事を補佐してまいりましたけれども、これから

また予算、人事、企画に加えまして産業振興、福祉・

医療、社会資本整備等の担当副知事として知事を補佐

することとなりました。気持ちを新たに、皆様の御協

力のもと、山積する課題解決に全力で取り組んでまい

りたいと考えております。今後ともよろしく御指導の

ほどお願い申し上げます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事、副知事の政治姿

勢についての御質問の中で、サンフランシスコ平和条

約と日米安全保障条約の締結についてお答えいたしま

す。 

 日本は、サンフランシスコ平和条約締結により、戦

争で途絶えていた各国との外交関係が正常化し、国際

社会に復帰したと認識しております。しかし、同条約

第３条により、奄美、小笠原、沖縄が米軍の施政権下
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に置かれ、日本から切り離されました。このことは、

沖縄県にとって過重な基地負担など、今日に至るさま

ざまな問題の原点となっており、決して忘れることの

できないものであります。日米安全保障条約につい

て、日米安全保障体制を含む日米同盟関係は、我が国

の平和と安全を守るため、現在の東アジア情勢を踏ま

え、国際社会のルールにのっとって構築された現実的

な条約であると理解しております。県としましては、

日米安全保障体制が安定的に維持されるためには、何

より沖縄の社会的安定が不可欠であり、そのために

は、沖縄県の過重な基地負担の軽減が必要であると考

えております。沖縄における基地問題は、基地が集中

する沖縄県だけの問題ではなく、我が国の外交や安全

保障にかかわる全国的な問題として政府全体で考える

べき問題であり、国民的な議論が必要であると考えて

おります。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、地位協定

改定の取り組み方法についてお答えいたします。 

 日米地位協定の見直しについて、県は、これまであ

らゆる機会を通じ日米両政府に対し要請してきたとこ

ろであります。県としましては、米軍基地をめぐる諸

問題の解決を図るためには、米側に裁量を委ねる形と

なる運用の改善だけでは不十分であり、地位協定の抜

本的な見直しが必要であると考えております。このた

め、今後とも軍転協や渉外知事会とも連携し、さらに

は関係閣僚への直接の面談による要請や、訪米による

要請など、あらゆる機会を通じ日米両政府に日米地位

協定の見直しを粘り強く求めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、ハワイ州知事の発言についてお答えいたしま

す。  

 日米両政府は、2012年４月の２プラス２共同発表に

おいて、約9000人の在沖海兵隊が国外に移転するとし

ており、その内訳を政府に照会したところ、グアムが

約4000人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回

答がありました。また、ことし３月の米下院軍事委員

会の公聴会において米軍司令官は、在沖海兵隊のハワ

イへの移転数を2700人と証言しております。ハワイ州

知事は、これらを踏まえ、在沖海兵隊のハワイへの移

転について、2500世帯の受け入れが可能と発言したと

理解しております。県は３月にホノルルで行われた

フォーラムに県職員を派遣したところであり、ハワイ

州知事の提案につきましては、ハワイ州当局と連絡を

とりつつ、引き続き情報収集を十分に行いたいと考え

ております。 

 次に、米政府に送った書簡の位置づけについてお答

えいたします。 

 普天間飛行場の移設につきましては、他の都道府県

の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早期に

課題を解決できる方策であると考えており、日米両政

府に対し、県外移設を強く求めているところでありま

す。このため、県においては、普天間飛行場と同規模

の全国の飛行場について移設の可能性について研究を

行っているところであります。35カ所の施設について

は、調査研究の過程でその要件等について検討がなさ

れているものであり、専門家等との意見交換を通じ

て、その適否について討論をしているものでありま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 鉄道建設についての御

質問の中の、２の(1)は取り下げられておりますので、

国の調査との関係、過去の調査結果を踏まえた課題及

び今後の建設計画について、２の(2)から２の(4)までは

関連いたしますので、恐縮ですが一括して答弁させて

いただきます。 

 国におきましては、平成22年度から平成23年度にか

けて複数のモデルケースを設定し、既存の整備・運営

スキームを前提に検討を行い、沖縄における新たな公

共交通システム導入にかかわる課題整理が行われ、膨

大な事業費や厳しい事業採算性などが課題として示さ

れたところであります。これらを踏まえ、平成24年度

の県調査では、鉄軌道を含む新たな公共交通システム

の早期導入の可能性を高める観点から、整備新幹線の

整備方式を参考に、駅やレール、高架橋等のインフラ

部分を公共が整備して保有し、運行会社は運行のみを

行う、公設民営型上下分離方式の特例制度の適用を想

定し検討を行いました。このような方式を適用するこ

とにより、運行会社はインフラ整備に伴う費用負担が

なくなることから、１日当たり４万人程度の需要があ

れば、運行会社の単年度黒字は可能との試算結果を得

ております。今年度は、国との連携を図りつつ、導入

ルートやシステム、事業スキーム、ＬＲＴや基幹バス

等のフィーダー交通との有機的な連携等について幅広

く検討を行い、導入に向けた県としての考えをまとめ

ていくこととしております。その結果を踏まえ、平成

26年度から平成27年度にかけては、県としての考え方

をもとに、学識経験者、専門家、国、地方自治体、交

通事業者、道路管理者、交通管理者等で構成される検

討委員会を立ち上げ審議し、事業化に向けた県の計画

案を策定してまいりたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基地問題について

の御質問の中で、公有水面埋立承認申請書の補正と購

入砂や岩ズリの採取場所などについての御質問にお答

えいたします。 

 県が補正を求めた事項については、補正後の申請書

において適正に補正されておりました。また、購入砂

につきましては、約58万立方メートルを沖縄周辺か

ら、岩ズリについては、約1644万立方メートルを沖

縄、九州、瀬戸内周辺から購入することとしておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 子供をめぐる諸課題につ

いての御質問で、いじめの実態と体罰についてお答え

いたします。 

 平成24年８月に実施された文部科学省による緊急調

査結果によりますと、県内では小学校2727件、中学校

353件のいじめが確認されております。今般成立した

｢いじめ防止対策推進法｣では、学校の報告義務、イン

ターネット対策、警察との連携等が定められることか

ら、より迅速な対応と早期解決が図られるものと考え

ます。また、体罰につきましては、今回の調査結果に

よりますと、小学校79件、中学校67件、高等学校７

件、合計153件となっております。 

 県教育委員会では、今回の結果を重く受けとめ、い

じめにつきましては、｢沖縄県いじめ対応マニュアル｣

の効果的な活用を図るとともに、体罰につきまして

は、有識者を含めた外部人材を起用した検討委員会を

設置するなど、いじめ、体罰の根絶に努めてまいりま

す。 

 次に、学業支援者の推移についてお答えいたしま

す。 

 学用品費等を受給している要保護・準要保護児童生

徒数及び全児童生徒数に占める受給率は、平成21年度

は２万2795人、15.34％、平成22年度２万5206人、

17.10％、平成23年度２万6894人、18.31％となってお

り、増加傾向にあります。 

 県教育委員会としましては、教育の機会均等の観点

から、市町村教育委員会へ就学援助事業の対象費目、

援助額の拡充など適切な実施を促していきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子供をめぐる諸課題

についての御質問の中で、県内の子供の貧困の実態に

ついてお答えいたします。 

 子供の貧困率につきましては、本県の貧困率を算出

することは困難でありますが、全国に比較して所得水

準が低いこと、ひとり親家庭が多いことなど、子供を

取り巻く環境が厳しいことを勘案すると、本県は全国

より厳しい状況にあるのではないかと考えておりま

す。また、県内の子供の貧困の実態につきましては、

生活困窮世帯等に対する各種支援施策を実施する中

で、状況の把握に努めているところであります。 

 次に、自殺防止対策についての御質問の中で、鬱病

対策についてお答えいたします。 

 鬱病などの精神保健福祉相談については、保健所や

総合精神保健福祉センター、市町村等において電話相

談・来所相談を行っております。県においては、鬱病

等の相談支援体制を強化するため、市町村などの関係

機関の職員を対象にした研修や、内科医等のかかりつ

け医への鬱病対応力向上研修等を実施しております。

自殺対策においては、鬱状態にある人の早期発見、早

期治療が重要であることから、引き続き鬱病対策に取

り組んでまいります。 

 次に、民間団体への助成強化についてお答えいたし

ます。  

 県では、平成21年度から「沖縄いのちの電話」が行

う電話相談事業を支援するため、同団体が実施する相

談員の人材育成やテレビ、ラジオ等での普及啓発に要

する経費への助成を行っております。今後とも市町村

や「沖縄いのちの電話」などの関係団体が実施する所

要の事業に対する助成を行うことにより、地域の自殺

対策の強化に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光政策に

関する御質問の中の、観光商品をいかにふやしていく

かについてお答えいたします。 

 沖縄県では、豊かな自然や歴史・文化等のさまざま

な地域資源を活用した観光メニューの開発について、

市町村、地域の観光協会との連携や、民間事業者等の

ノウハウを活用した取り組みを促進しております。具

体的には、地域の資源を活用した観光メニューの開発

やエンターテインメントの創出・拡充、修学旅行等の

体験メニュー商品の開発に対して支援しております。 
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 県としましては、今後とも関係団体・事業者等と連

携して観光商品の開発に取り組み、沖縄観光の魅力を

高めていきたいと考えております。 

 次に、一泊増泊のための誘導策についてお答えいた

します。 

 平均滞在日数につきましては、平成16年度以降3.8

日前後で推移しており、観光消費額を引き上げるため

には、滞在日数の延伸を図る必要があると考えており

ます。このため、県としましては、文化資源活用型観

光やスポーツ・ツーリズムなど付加価値の高い観光を

推進するとともに、豊かな自然環境と独特の歴史・文

化資源を有する離島の魅力やイメージを積極的に発信

するなど、離島への誘客拡大を通して滞在日数の延伸

を図ってまいります。 

 次に、観光人材の育成及び県立芸大への観光関連学

科の新設についてお答えいたします。 

 県としましては、沖縄が国際競争力のある観光・リ

ゾート地として発展していくためには、国内外の観光

客が満足する質の高いサービスを提供できる人材の育

成が重要であると考えております。そのため、県内の

観光関連企業等が実施する各種研修への支援を実施し

ているほか、平成25年度からは沖縄特例通訳案内士の

育成を図っていくこととしております。 

 沖縄県立芸術大学に観光関連学科を新設することに

ついては、芸術系の単科大学であることや建学の理念

等から、難しい状況にあると考えております。しかし

ながら、平成24年３月の沖縄県立芸術大学あり方検討

委員会からの提言により、「観光とのマッチング」や

「文化の産業化」のために、芸術と社会をつなぐ

「アーツマネジメント」が必要不可欠とされたことを

受け、今年度後期から、新たに「アーツマネジメン

ト」の講義科目を開設することとしております。今後

とも、沖縄県立芸術大学の卒業生が観光産業を初めさ

まざまな分野へ就職し、社会に貢献できるような仕組

みづくりについて同大学と連携してしっかりと取り組

んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業について

の、農林水産業への円安の影響についてお答えいたし

ます。 

 近年の配合飼料価格や原油価格の高騰に加え、急激

な円安に伴い、農林水産業分野では畜産業や漁業で大

きな影響を受けております。畜産業においては、本年

４月から６月期の配合飼料価格はトン当たり６万650

円であり、前年同月期と比較すると、トン当たり約

3150円上昇しております。また、漁業においては、漁

船の燃油価格は、平成21年６月の１リットル当たり54

円から平成25年６月には84円と、30円上昇しておりま

す。このため、県としましては、「配合飼料価格安定

基金」や漁業経営セーフティネット構築事業の活用に

よる、配合飼料高騰対策及び燃油高騰対策に取り組ん

でいるところであります。 

 次に、シークヮーサー生産量と県の対策についてお

答えいたします。 

 近年、シークヮーサーの生産量は、生産農家の高齢

化や担い手不足に加え、たび重なる台風の襲来によ

り、平成20年の3555トンから平成23年には1707トンと

大幅に減少しております。また、加工用価格も生産の

増減に伴い変動し、平成23年度はキロ当たり100円、

平成24年度には160円となっております。県としまし

ては、持続的なシークヮーサーの安定生産を確立させ

ることが農家経営において重要と考えております。そ

のため、ＪＡや生産者と連携し、安定生産に向けて、

１、柑橘産地構造改革推進支援事業による低木化及び

樹園地の改善支援、２、災害に強い栽培施設の整備事

業による栽培施設の整備、３、農家の所得向上のた

め、加工用中心から青切り・フルーツ用への用途拡大

などに取り組んでいるところであります。また、国に

おいては平成25年度に果実加工需要対応産地育成事業

を創設し、国２分の１、生産農家２分の１の基金を積

み立て、加工原料用果実の価格が著しく低落した場合

に、生産者補給金を交付し、加工用果実の産地育成を

することとしております。 

 県としましては、農家の経営安定を図るため、事業

導入について生産者を初め市町村、出荷団体等と検討

していくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時８分休憩 

   午後５時10分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 サンフランシスコ講和条約について

でありますが、これは1948年ごろからアメリカにおい

てはこの対日講和の準備が始まるわけですが、時の駐

日米国大使は当時の日本国内の状況を、沖縄や奄美か

らは日本への帰属などについて多くの要請があるが、

肝心の日本政府からはアメリカに対してはそれらにつ

いては何の要請もないということを当時の駐日米国大

使は国務省に報告をしております。1947年９月の天皇
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メッセージなどもあって、結局その日本政府の意向は

既定方針として沖縄、奄美、小笠原を切り離すという

ことがあったと思うんですね。先ほど知事公室長が

言っていた、その主権独立の回復やあるいはその国体

の護持と引きかえに沖縄を切り捨てていったというこ

とは、政府の当時の既定方針だったのではないかとこ

ういうふうに思うわけですね。ちょっと考えてみる

と、この沖縄の帰属の問題やあるいは搾取などのこと

というのは別に1950年に始まったわけじゃなくて、古

い話で恐縮ですが、例えば1609年の薩摩の侵攻だとか

1879年の琉球処分だとか、あるいは52年のこの講和だ

とか今日まで引き続いている、いわゆる主権あってな

きがごとく沖縄の状況というのはずっと連綿として続

いているのではないかというふうに思うわけですね。

特に、私が特筆すべきことはこの琉球処分の翌年の

1880年に起こった、沖縄本島から北を日本に帰属させ

て、南のほうは当時の清ですね、中国に割譲してもい

いということを日本政府が提起しているわけですね。

それは、当時清も合意成立して調印の寸前まで行って

いるわけですが、これがいろんな諸事情があって棚上

げされて、1894年の日清戦争で日本が勝ったおかげで

それはなくなったとこういうことになっているわけで

すね。だから私はそういう意味では、この日本と沖縄

の関係みたいなものをどう考えるかというのは、今度

の４・28の大会の式典で、重要な問題提起を日本政府

はしたと思いますね。その1880年にしても、日本政府

は明治政府は清に対して、欧米列強と同じような商圏

を日本にくれと、こういうことを駆け引きとして沖縄

の宮古・八重山を切り捨てて、清にそれを割譲すると

いうこういうことを決めているわけですね。そういう

意味で言えば私は、この今回の４・28の式典の持って

いる意味というのは非常に重くて、改めて日本政府が

沖縄と日本という、琉球とヤマトというかそういうあ

り方を提起をしたのではないかとこういうふうに思う

んですね。だから、私はいつも沖縄にとって日本とい

うのは何だったのかと、何なのかと、何であり得るの

かということを考えるんですが、そういう意味では非

常に重要な問題提起をしたんだろうと思うんです。 

 そういう意味で、知事、連綿と続くヤマトとこの琉

球・沖縄の関係性をどういうふうに日ごろ御認識をさ

れて県政に臨んでおられるのか、そこはひとつ一言お

聞きをしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時14分休憩 

   午後５時14分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 大変難しい問題を少し御質

問いただいたわけですが、沖縄と日本あるいはウチ

ナーとヤマトということをめぐる歴史的な問題につい

ては、御案内のようにたくさんの研究者たちがこれま

で多くの蓄積を提示しております。それからさまざま

な議論、論点もいろいろと出されているわけですね。

その歴史的な議論というものを踏まえながら、沖縄と

日本あるいはウチナーとヤマトとの関係をどう考えて

いくかという問題について、ここで県の立場からそれ

について一つの論評を加えるということは多分適当で

ないと思いますけれども、ただ、ことしの４月28日に

政府が主催した式典は、まさに御指摘のように多くの

問題提起を提供することになったと思います。さまざ

まな思い、考えというものがそのことによって喚起さ

れたというふうに考えていまして、当然、仲井眞県政

もそれに参加するかどうか、出席するかどうかという

ことについて悩んだわけですし、それで県民の間では

その日を何と呼ぶべきかという議論もあったわけです

し、抗議の趣旨を含めた県民大会も開かれたわけで

す。そういうたくさんの沖縄の意見や思いというもの

を喚起させる、それが台頭してくるような過去の歴史

的な背景があるのだという点でとどめておきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 県政の立場にあるからこそやっぱり

こういうことについての見解というのは出すべきだと

思うんですね。今の沖縄の基地のあり方も私はその流

れの中にあると思うんですね。主権というのは日本と

いう国にあると言いながら、なおかつ現状はまさに主

権が踏みにじられているようなそういう現状にあっ

て、アメリカには我がほうの意見は通らないという現

状があるわけですね。だから、清に割譲するかアメリ

カに貸しているかという、そういう形は違えども私は

流れは同じ流れにあるんじゃないかということをこの

４・28の式典で非常に強く思い知らされたわけです

ね。そういう意味では、私は大変深刻な問題で、かつ

て西銘知事が沖縄の心はと問われて、ヤマトゥン

チュー（日本人）になりたくてなれないと言ったのは

まさにそういうものは、優越感とコンプレックスされ

たものがあって私はそういう言葉になると思うんです

ね。だからできれば知事にも今この時点で、知事に沖

縄の心とは何ですかとこういうふうにお聞きをしたい

んですが、どうでしょうか。突然で申しわけないで

す、知事からひとつ言っていただかないと。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 
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○副知事（高良倉吉君） 大変大事なことを多分提示

されたんだと思いますが、ただ同時に私のほうから少

し申し上げておきたいことが１つありまして、それは

我々今現在の沖縄県は、日本国憲法体制下の一地方自

治体として存在しているということを確認しなければ

なりませんし、それからもう一つは、これは少し余計

なことかもしれませんが、安全保障体制をめぐって我

が国の中にはさまざまな意見があってという状況も勘

案して、そういう現在の沖縄県というのを取り巻く状

況と、過去の歴史的な論議というものをどううまく重

ね合わせて、同時に過去を整理し、そして現在をうま

く説明できるかという難しい問題が多分あるんだろう

と思います。ここが歴史をめぐるシンポジウムでした

らたくさんのことが申し上げられますけれども、一応

副知事という立場からするとその程度のコメントで控

えたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 高良副知事は非常に歯切れのいい積

極的な発言がよさだと思いますが、途端に何かよくわ

からなくなってまいりまして、どうぞ引き続いてもっ

と積極的に発言をしていただきたいと思います。 

 知事は非常に合理的なテクノクラートという感じが

しますので、こういうことについてはなかなか余り言

わないというのが身上かもしれませんですね。だから

そのところ私はもう少し何か本音を言ってもいいん

じゃないかというふうに思います。 

 高良副知事、もう一つ尖閣をめぐる問題であります

が、あなたはかつてポルトガルの詩人の言葉を引用し

たのかもしれませんが、日本ここに終わり、アジアこ

こに始まるということを何かの本で書かれていて、僕

は非常に印象深くこれはなかなかすばらしい着想だと

思っておりました。そういう意味では沖縄も東アジア

に属していて、どこかヨーロッパに引っ越すわけには

いかないので、中国や朝鮮半島あるいは東南アジアと

仲よくするしかないわけですね。そういう意味では、

沖縄の置かれている地政学的地位というのは別に軍事

的な問題だけではなくて、文化的にも政治的にもいろ

んな意味で重要だと思うんですね。そういう意味で、

今、尖閣はまさに日中間に横たわる最大の難問になっ

ているわけですね。尖閣は同時に我が県の県土でもあ

ると。同時に沖縄県は台湾とも非常に歴史的に親しい

し、中国とも親しいわけですね。そういう意味で言え

ば、我が県がそれらの有利な条件を駆使をして、今の

日中の非常に険しい関係を解きほぐすそういう役割も

できるのではないかと。尖閣は我が県の県土ですか

ら、やる資格もあるし権利もあると思うんですね。何

も前東京都知事の専売特許ではないわけで、そういう

意味で言えばぜひ私は積極的にやっていただきたいと

こういうふうに思うんですね。そういう意味で、あな

たの本を読んでいると、福建省とかあるいは沖縄で日

中の集会をやったらどうかと、こういう会合をしたら

どうかとこういう意見も何か書いてあるのを見たこと

があるんですが、そういう意味でひとつ何か新しい動

きをつくるというか、沖縄県がひとつ役割を果たせる

と。こういうことについて少し具体的に考えているこ

とはないですか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） ありがとうございます。 

 いろいろ御意見いただきましたことはしっかりと受

けとめたいんですが、一応県としましては、既に北京

ですとか上海ですとか香港等に県事務所を置いて、ス

タッフが詰めていろいろ情報収集もしています。それ

から、観光の面ではトップセールスのような活動もい

ろいろとやっております。実は、いろんな活動、事業

がこれまで展開されていまして、特に学術文化部門で

の活動というのはこの二、三十年ぐらい大きな実績が

中国との間にあります。そういったこれまでの蓄積を

踏まえた上で、日中間の大変厳しい緊張状態にある尖

閣列島問題というものをにらみながら、玉城議員御指

摘のように沖縄というこの場所、あるいはその可能性

を持ったその場といいますか、それが一体どういう役

割を果たすべきなのかということについて、これは当

然県の職員のみではなくて、県議会の皆様、それから

各界の県民の方々、あるいは場合によっては例えば世

界の有識者といいますか、そういった方々の意見も取

り入れて、どんなことができるんだろうかと、何が一

番沖縄にふさわしい貢献的な事業であるかといった問

題について、実は今年度そういったことを考える、今

実は少し知恵を磨くためのプロジェクトといいます

か、それを始めてみたいと考えておりまして、そのた

めには、沖縄の視点を生かすんですけれども、沖縄に

だけ限定するんじゃなくて幅広い視点から沖縄がどう

いうふうに評価されるか、どういう可能性を沖縄が

持っているかということを詰めていきたいというふう

に考えています。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 そういうことは広い意味で我が国の

国益にも資するということになるわけで、まさにそう

いう意味では沖縄の持っている可能性というものをど

ういうふうにここで生かしていくかというのは、まさ

に私は出番だと思いますので、ぜひ期待をしておりま

すので、そこはひとつ話を詰めていってください。 
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 それで先ほど私、出したつもりだったんですが出て

いなかったので、これは要望として教育長に申し上げ

ておきますが、今申し上げたのは沖縄の歴史につい

て、やはりきちっと我が足元を掘っていかなければい

けないだろうと思うんですね。そのことが将来の沖縄

の行く末をきちっと定める場合にも非常に必要なこと

であって、アジアとの関係あるいは日本という国との

関係含めてどう考えるかという基本的なところの沖縄

のアイデンティティーの必要があると思うんですね。

そういう意味では、ぜひ琉球沖縄史を必修科目、履修

科目にすると。60のうち二十四、五しかないですね教

えているのは。これを全部広げて、県議会の決議もあ

りますからきちっとやっぱりやると。鎌倉時代とか平

安京はわかっても琉球処分がわからぬというのではど

うにもならないわけですよ。だからここのところは自

分の足元を掘るということをしっかりやっていただき

たい。これは質問の中に抜けていますので答弁認めら

れませんが、ひとつ提言として申し上げておきますの

で、ぜひ取り組んでいただきたいと思います。 

 鉄道建設についてでございますが、沖縄にはかつて

50キロにわたって県営鉄道があったわけですね。これ

が戦争でみんなだめになったわけで、戦争がなければ

今ごろ名護まで届いていますよ。それは鉄道省も16年

ぐらいにそういう提言しているんですね。だからそう

いう意味では、私はこれは県のほうもインフラの公共

負担とか経営安定基金とかいうのが出て公的な関与と

いうことについて非常に強く出していますが、私は

やっぱり特別立法をつくって思い切った公の関与とい

うものをやっぱりやっていかなきゃならぬだろうと思

うんですね。だから四国も九州もみんな赤字なんです

ね。必要性があるから鉄道はあるんで、余り採算性だ

けに目を奪われるとそういう議論になってしまって前

に進めなくなっちゃうんです。だから、もっと戦後処

理的な観点も含めて、私は堂々とここは言うべきだろ

うと。国鉄の恩恵も受けていないしね。そういう意味

では大幅な公共の関与をやっぱりやるべきだろうと思

うんですね。そういう意味でどうなんでしょうか、そ

ういう特別立法も含めてそういう内容みたいなものは

少し議論されているんでしょうか、県庁の中では。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 やはり我々が今、事業採算性の議論をしたときに、

国と圧倒的に違うのが整備手法です。答弁もいたしま

したが、国は上下一体方式ということでやっていま

す。どうしても運営会社が上物も整備するとなるとや

はり運営コストが赤字を当初から抱えてしまうと、40

年間で6000億という赤字になるわけです。そうすると

やっぱりできないだろうという話になるものですか

ら、我々上下分離方式というものを求めております。

いろんな方法があるわけですが、先ほど来申し上げま

したように、これまで申し上げましたように、国にお

きましては国の鉄道復興５カ年計画そういったものを

使って鉄道の復興を通して、戦災で荒廃した日本を復

活させたという流れがある。そういった中で沖縄は復

興されないままいわゆる自動車依存型の社会になった

ということの背景も踏まえながら、いろんな特例制度

を考えないといけないだろうと思っております。ただ

それは、やはりより詳しい事業の計画などをつくらな

いといけないと思っておりますので、今年度ある程度

県の基本的な考え方を整理いたしまして、２カ年ほど

かけて各界各層の意見を踏まえてしっかり理論構築も

して国に対しては提案をしていきたいとそういうふう

に考えているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 北海道も九州も300億円とかの赤字

が出ているのに、その利息も運営してくれる政府のお

かげで黒字になっているわけですね。そういう意味で

私は沖縄の立場から言えば、思い切ったそういう公的

な関与を進めていくということをやっぱり理屈も含め

て構築すべきだろうと思います。 

 それから公有水面の埋め立てについてですが、関係

市町村長、これは名護市長ということですね。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） はい、そうです。

名護市長でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 名護市長の意見が出たときに、この

意見のウエートというか、知事が判断をするときのこ

の受けとめ方ですが、それはどういう形になります

か。関係市町村長１人ということですから、地元の市

長の意見というのはどういうウエートを持って知事判

断に反映されるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 名護市長の意見は

議会の議決を経てそれから県のほうに出されるわけで

すけれども、それ以外に法律に基づく承認適合基準と

かいろいろとございますので、そういうものを総合的

に判断をいたします。その中で、どの程度のウエー

ト、重みを持つかということについては、ここでは明

確にはお答えできないということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 ここでは明確にお答えできないとい
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うのはどういう意味ですか。どこでやるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 法律上、例えばそ

ういう名護市長の意見を重く見る、あるいは適合基準

のほうを重く見るというようなことはございませんの

で、これは最終的に総合的に判断するときにどのよう

な形になるのかというのは、今ここでは申し上げかね

るということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 方法としてもそれは制度として確保

しているわけですから、当然地元の首長の意見という

のは、大きなウエートを持つというのは当然なことで

すよね。つまり、一般論として地元の首長の意見と反

対の判断が出るということもあり得るんですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時30分休憩 

   午後５時30分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 可能性としてはも

ちろんあるんでしょうけれども、これまでの実績とし

ては、地元の市町村長さんの同意があったものが承認

ということに、あるいは免許ということになっており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 当然のことだと思いますね。地元の

市町村長の意見を聞くということはそういう意味で

あって、それと全く違うことをやるということになる

とそれこそこの法の趣旨も含めて私は違ってくるんだ

ろうと思っております。 

 吉川さん、この研究員の書簡についてですが、私は

いろんな方がいろんな確認することは結構だと思いま

す。ただし、これをやったことによって何が起こるか

というそういうきちっとした戦略・戦術を持たない

と、今回みたいにこの原文読んでみても、又吉さんの

かわりに私は手紙を書いていますと、こういうふうに

書いているわけですね。すると、又吉さんは知事の部

下であり、その重要な筆頭のあれです。こうなってい

るんで、この吉川書簡を見れば知事の代理で書いてい

るというのが読めるわけです。それがアメリカの重要

な、しかしまた私は一研究員だとも書いてあるわけで

すね。そういう意味で受け取るほうはどう受け取るの

かということと、問題は35カ所を出したことですよ。

これは練られていないものを生煮えで出して、私のと

ころにも北海道とか九州から電話来ますよ、どこどこ

の地名ですかと。するとこれは成果がないのに結果だ

けが残って全国で反対運動が起こって、この地域全体

を敵に回しかねないという結果になってくるんですよ

ね。非常に私は拙速でやり方がまずいと思うんです

ね。こういうことをやるときにはもっと慎重に、き

ちっとした戦術・戦略を持たないと、彼女がどういう

立場で送っているのかということもあって、受け取る

ほうは一研究員から来た手紙が一体どういう意味を持

つのかと戸惑いますよ、これは。そういう意味で私は

極めてこれはまずかったんじゃないかと思うんです

が、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） まずこの資料が出たと

いうことは、県にとりましては想定の範囲外であった

ということを申し添えておきたいと思います。 

 知事が現在この普天間飛行場の代替施設について、

飛行場のある県、国内に移設することが最も合理的で

あるというこういう知事の姿勢を受けまして、安全保

障研究を担当する課、さらにその県が採用した安全保

障のいわゆる研究員に対して、この公約の背景あるい

はこの可能性についてしっかりと検討するようにとい

うのが私の指示でございます。ただ、ここのところは

大変難しい面がございまして、やはり研究・検討ある

いは先方からそういう自由闊達な意見を引き出すとい

う手法において、ある程度役所言葉でないところでや

りとりをするということは私もそれは許しておりまし

た。したがいまして、こういう形で出てしまって、そ

れが県の公式見解だと言われますと、これはもう既に

公表していますのでごらんになったらおわかりになる

と思いますけれども、これは検討・議論の途中の資料

でございます。35カ所、ここに地図がプロットしてご

ざいますけれども、これはどこか大体予想がつくわけ

ですけれども、そこには地名は明記しておりません。

ただ、受け入れ先に関する諸条件ということで、こう

いうところで35ぐらいあるけれどもこういう形で検討

で、さらにこの上で要件について意見を聞いたりやり

とりをするというような形で議論をしておったという

ところでございます。 

 この研究員の活用につきましては、やはり米国のシ

ンクタンクというものを大変そういうアメリカの政策

に影響を持っていると。そことのやりとりというのは

大変有意義であろうということでこういう活動をした

わけでございますが、一つの課題としては議員おっ

しゃったようにその方法論の問題と、さらに沖縄県と

行政の立場と、この研究のある種の自由さというもの
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をどうやって両立するかという課題は残ったと考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 義和君。 

○玉城 義和君 アメリカの高官に手紙を書くのに公

室長の代理で書いていますみたいなそういうのも失礼

な話であって、逆ですよ、話が。だからそういう意味

では、受け取るほうも私はどういう気持ちで受け取っ

たか非常に複雑だと思いますね。だから非常にこうい

うことは慎重にやっていかないと困るんだろうと思う

んですよね。申し上げておきます。 

 それから自殺対策なんですが、これはいのちの電話

なんかは私もずっとかかわっていますが、本当に1600

件という自殺志願者の電話があって、日夜本当にこれ

はもう命がけというか大変な前線なんですね。ここの

ところは非常に大切にしていただいて、これはささや

かな補助金の要請ですから、知事、ぜひここのところ

は相談いただいて、ひとつぜひその要請に応えていた

だくようにお願いしたいのですが、どうでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この自殺対策につい

ては、こういった民間団体と連携をして取り組んでい

るわけでありますけれども、こういった民間団体から

のそういった要望なりにもちゃんと我々もしっかり応

えるようにやっております。予算についても増額をし

て取り組んでいるところでありますので、今後とも連

携をして取り組んでいきたいと思います。 

○玉城 義和君 以上です。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、７月１日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後５時36分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 説明員として出席を求めた教育委員会委員長新垣和

歌子さんは、別用務のため本日から３日までの会議に

出席できない旨の届け出がありましたので、その代理

として本日の会議に教育委員会委員富川盛武君、２日

の会議に同委員会委員泉川良範君、３日の会議に同委

員会委員長職務代理者宮城奈々さんの出席を求めまし

た。 

   ―――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、乙第２号議案か

ら乙第12号議案までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 新里米吉君。 

   〔新里米吉君登壇〕 

○新里 米吉君 社民・護憲ネットの新里米吉です。 

 一般質問を行います。 
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 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、憲法96条の改定には、改憲派の学者や文化人か

らも批判が強く、「邪道」、「憲法の破壊」、「96条

は世界の標準」との発言が起きている。日本ペンクラ

ブは６月21日、96条改正に反対する声明を発表した。

96条改定について知事の所見を伺いたい。 

 (2)、安倍政権と中国、韓国等近隣諸国との関係は、

かつてなく悪化している。アメリカからも安倍政権の

歴史認識等に懸念が表明されている。オバマ大統領と

の首脳会談も日米が１時間余であったのに比べ、米中

は８時間。日韓の外相会談、首脳会談が中止される事

態になっている。一方、中韓が接近し親密な状況が創

出され、日本の孤立化が懸念されている。近隣諸国と

の関係を良好にすることは、日本経済及び安全保障上

も重要かつ必要なことである。沖縄県の観光や経済に

とっても重要なことと思う。知事の所見を伺いたい。 

 (3)、県は、今年度中に「人口増加計画」を作成する

と報道されている。人口を増加するために行政として

の重点を伺いたい。 

 ２、基地問題について。 

 (1)、知事の主張する県外には国外も含まれているか

伺いたい。 

 (2)、沖縄市サッカー場の工事現場からドラム缶が十

数本見つかった。その中に「ダウ・ケミカル社」の社

名が記載されていることが明らかになった。これまで

指摘されてきた枯れ葉剤について、県内で貯蔵されて

いた可能性が大きくなった。県の所見を伺いたい。 

 (3)、2002年に北谷町で土の中からコールタール入り

のドラム缶が工事中に発見され、今回もドラム缶が発

見された。これまでの返還跡地利用がずさんに行われ

ていたことが明白である。県の所見を伺いたい。ま

た、今回の沖縄市での問題について、県はどのように

かかわるのか伺いたい。 

 ３、辺野古公有水面埋め立てについて。 

 (1)、埋立材の購入土砂について、公有水面埋立法で

は、購入する場合でも採取場所、採取量、埋立地への

搬入経路の明示が求められている。採取場所、採取

量、搬入経路は明示されているのか伺いたい。その内

容も説明してください。 

 (2)、滑走路を1600メートルから1200メートルにし、

オーバーランを各300メートルにした。ＭＶ22オスプ

レイは、離陸滑走路が1536メートル必要とのことであ

り、1200メートルの滑走路ではオーバーラン部分を恒

常的に滑走路として使用することになる。県の所見を

伺いたい。また、オスプレイ配備についての環境保全

措置はどうなっているか伺いたい。 

 (3)、環境、生活に重大な影響を及ぼす場合には承認

してはならないと思う。県の所見を伺いたい。 

 ４、土木建築行政について。 

 (1)、小波津川整備について。 

 小波津川は過去に大雨のたびに氾濫を起こし、県管

理の二級河川として整備を進めることになった。しか

し、去る５月23日に９年ぶりの氾濫が起き周辺住民か

ら不満や不安の声があり、以下について伺います。 

 ア、今年度の整備予定と進捗状況及び今後の予定に

ついて。 

 イ、遊水池の氾濫抑制機能が不十分でありさらなる

整備が必要ではないか。また、遊水池内の除草作業が

必要ではないか。 

 ウ、小波津川増水による地域排水路への逆流が起き

ないようフラップゲート（逆止弁）の設置を行う予定

があるか伺いたい。 

 (2)、県営住宅の家賃減免要綱の主な改正点を伺いた

い。 

 ５、病院定数条例の定数増の職種ごとの内訳と理由

を伺いたい。 

 ６、経済振興について。 

 (1)、物流大手のヤマトホールディングスの社長が、

那覇空港を拠点（ハブ）とする国際航空貨物事業を活

用したアジアへの宅急便事業に関し、那覇空港の重要

性を語ったと報道されている。県経済にとって重要な

ことである。県の所見を伺いたい。 

 (2)、沖縄懇話会は、大型国際商談会「沖縄大交易

会」をことしと来年11月に県内で開催するとのことで

ある。県経済への影響や将来展望等について所見を伺

いたい。 

 (3)、県産紅茶のブランド化について現状と展望を伺

いたい。 

 ７、奨学金返済問題について。 

 日本学生支援機構が大学生等に貸し付ける奨学金の

返済滞納額がふえ続け、2011年度、全国で約33万人が

滞納し、滞納額は過去最高の876億円になったと報道

されている。県内の実態を伺いたい。 

 ８、我が会派の仲村未央議員の代表質問との関連に

ついて。 

 當間部長は、「今回の場合は沖縄市が土地の所有者

であったことから、土壌汚染対策法に基づく自主調査

を行って今のところ対応しておりますが、これが民間

企業の場合、民間が土地の所有者であった場合はかな

り対応が困難になると考えております。」と答弁して

います。それから、「今後返還された米軍跡地の十数

年、長い年月を経た後に見つかった土壌汚染について
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の対策について、新たなスキームについて研究してみ

たい」と答弁しています。 

 そこで質問します。 

 １、返還跡地の汚染除去は、民間の土地であっても

政府の責任で実施されるべきと思う。県の所見を伺い

たい。 

 ２、新たなスキームについては政府任せにしてはい

けないと思う。県の基本的考えを伺いたい。 

 答弁後、再質問を行います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 新里米吉議員の御質問に答弁をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての中で、人口増加

計画についての御質問に答弁をいたします。 

 沖縄の活力と成長力を維持・発展させるためには、

積極的な人口増加施策を展開する必要があると考えま

す。このため、人口増加に向けた計画を策定し、出生

率の向上、子育て支援の強化、移住者の増加に加え、

固有課題ともいえます離島、そして過疎地域における

定住促進や産業振興のための施策を重点的に推進し、

持続的な人口増加の実現に向けて取り組んでまいる所

存でございます。 

 次に、経済振興についての御質問の中で、ヤマトグ

ループの沖縄ハブ活用に係る御質問にお答えいたしま

す。 

 ヤマトグループは、全日空の沖縄国際物流ハブの優

位性に着目し、沖縄を拠点に国際宅急便事業や全国の

農林水産物の輸出拠点、そして電子部品等の配送拠点

などさまざまなアジア向け物流事業を実施及び計画い

たしております。 

 沖縄県といたしましては、今後、同グループの事業

を臨空・臨港型産業の誘致や県産品の販路拡大など、

新たな産業の振興及び雇用の拡大につなげていきたい

と考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、日本と近隣諸国との関係改善についてに

お答えしたいと思います。 

 近隣諸国との友好的な関係を構築することは、日本

のみならず本県の振興にとって大変重要なことと考え

ております。 

 沖縄県としては、これまでどおり各国との友好交流

を積極的に推進することで、我が国と近隣諸国との関

係改善に貢献してまいりたいと考えております。 

 引き続き経済振興に関する御質問の中で、県産紅茶

の現状と展望についてにお答えしたいと思います。 

 沖縄県産紅茶の生産量は、平成21年の120キログラ

ムに対し、平成24年には10倍の1200キログラムとなっ

ております。沖縄県は、紅茶の色や香りなどの品質を

向上させる紫外線量が豊富であることから、高品質な

紅茶生産の可能性を有しております。このため、沖縄

県では、おきなわ紅茶のブランド化に向けて、沖縄振

興特別推進交付金を活用し、高品質生産技術の開発に

取り組んでいるところであります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、憲法96条の改正についてお答え

します。 

 憲法改正については、制定後の状況変化や現実との

乖離等の課題を踏まえ、十分な国民的議論が必要であ

ると考えております。改正の手続を定めた96条につい

ても、憲法全体の論議とあわせて国民や国会の中で慎

重に議論がなされるべきであると考えております。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、沖縄市で

発見されたドラム缶に係る県の対応についてお答えし

ます。 

 沖縄市で見つかったドラム缶については、何らかの

有害物質による土壌汚染の可能性が考えられることか

ら、県は沖縄市と連携して地下水等の周辺環境調査を

実施しているところであります。なお、ドラム缶の内

容物及びサッカー場の土壌については、沖縄市及び沖

縄防衛局が調査を行うこととなっており、県として

は、土壌汚染対策法等に照らした助言を行っておりま

す。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中で、返還跡地の土壌汚染対策に係る新たなス

キームについてにお答えします。 

 返還後、既に土地利用され、長い年月を経て見つ

かった米軍跡地における土壌汚染の事案など、今後、

多様なケースが想定されます。このようなことから、

県としても、跡地利用推進法の運用及びその課題解決

に向けた新たな仕組みを研究していきたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 
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○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、県外移設には国外も含まれているかとの

御質問にお答えします。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。 

 県としましては、他の都道府県の既に滑走路がある

場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方

策であると考えており、国外への移設は含まれており

ません。 

 次に、枯れ葉剤の県内貯蔵の可能性についてお答え

いたします。 

 枯れ葉剤については、健康に重大な影響を与える可

能性があり、県民の間に不安の声があるものと承知し

ております。このため、県では、昨年11月より市町村

に対し枯れ葉剤に係る健康相談の情報提供を依頼する

とともに、累次にわたり沖縄駐留軍離職者対策セン

ターなど関係機関と情報交換を行っているところであ

ります。これまでのところ、市町村や関係機関から枯

れ葉剤に関する具体的な情報はもたらされておりませ

んが、県としましては、引き続き関係機関との連携の

もと、情報収集を行ってまいります。 

 次に、これまでの返還跡地利用についてお答えいた

します。 

 これまで米軍施設・区域の返還跡地から汚染物質や

不発弾等が発見される事例がたびたび発生しておりま

す。米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月に

施行された跡地利用推進法により国の責任において支

障の除去に関する措置が講じられることとなっており

ます。このため、県としましては、去る６月12日に軍

転協を通じ跡地利用を効果的かつ円滑に進められるよ

う、今後、返還される施設・区域の使用履歴、土壌・

土質調査情報の提供や立入調査の円滑な実施、支障除

去措置の徹底等への配慮を政府に対し求めたところで

あります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 辺野古公有水面埋

め立てについての御質問の中で、埋立材の採取場所、

採取量、搬入経路についての御質問にお答えいたしま

す。 

 申請書には、埋立土砂として山土、海砂及び岩ズリ

を用いると記載されております。このうち、山土につ

いては約360万立方メートルをキャンプ・シュワブ陸

上部、辺野古ダム周辺から採取し、海砂については約

58万立方メートルを沖縄周辺から、岩ズリについては

約1644万立方メートルを沖縄、九州、瀬戸内周辺から

購入するとしております。また、これらの埋立土砂の

搬入経路も記載されております。 

 同じく辺野古公有水面埋め立てについての御質問の

中で、オーバーラン部分を恒常的に使用すること、オ

スプレイ配備の環境保全措置についての御質問にお答

えいたします。 

 申請書に添付されている「環境の保全に関し講じる

措置を記載した図書」によりますと、「米国政府内に

おいて安全性に係る詳細な検討を行った結果、オー

バーランの長さについては、両側300ｍ必要であると

いう結論に至りました。  オーバーランの長さを

300ｍにしたことにより、通常であればオーバーラン

と滑走路の合計の長さを延ばすこととなりますが、こ

れまでの日米合意（オーバーランを含み護岸を除いた

合計の長さを1,800ｍとする）を順守する観点から、

オーバーランと滑走路の合計の長さは変えず、滑走路

長を1,600ｍから1,200ｍに短くしました。 他方で、

Ｃ－20、Ｃ－21、ＭＶ－22が最大重量で離陸する場

合、必要な滑走路長は1,200ｍ以上となることを踏ま

え、極力、長い滑走距離を確保することが必要であっ

たことから、離陸時にオーバーランを実質的に滑走路

として使用することができるよう、オーバーランは滑

走路と同一の荷重支持能力を有することとしたところ

です。」と記載されております。 

 また、オスプレイ配備についての環境保全措置につ

きましては、「滑走路をＶ字型にすることにより周辺

地域上空を基本的に回避する飛行経路で運用を図るも

のとし、航空機騒音による影響を低減します。」と記

載されております。いずれにいたしましても、環境影

響について適切に予測されているかどうかも含めまし

て、今後詳細に審査を行ってまいりたいと考えており

ます。 

 同じく辺野古公有水面埋め立てについて、埋立承認

についての御質問にお答えいたします。 

 今回の埋立承認申請については、公有水面埋立法等

関係法令にのっとり承認基準への適合状況、利害関係

者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総合的に

勘案し、承認するか否か判断してまいります。 

 次に、土木建築行政についての御質問の中で、小波

津川整備の進捗状況等についての御質問にお答えいた

します。 

 小波津川河川改修事業は、延長3.8キロメートル、

総事業費約85億円となっております。事業は平成15年

度から進めており、平成24年度末で事業費ベースで

48％の進捗となっております。平成25年度は用地買収
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を推進するとともに、町道橋３橋、国道橋上部工、護

岸工を実施する予定となっております。なお、河川改

修につきましては、下流からの整備が原則であること

から、引き続き下流から上流に向けて整備を進めてい

くこととしております。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、遊水

池のさらなる整備と除草についての御質問にお答えい

たします。 

 小波津川は、平園地区付近の河川断面が狭隘となっ

ており浸水被害が頻発したことから、被害軽減策とし

て、平成20年度に暫定的に約１万立方メートルの調整

池を設置し一定の効果が発現されているところであり

ます。今後のさらなる調整池の暫定施工箇所について

は、可能性の検討をしたいと考えております。なお、

遊水池内の除草については、実施を予定しておりま

す。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、フ

ラップゲートの設置についての御質問にお答えいたし

ます。 

 小波津川の整備事業において、現時点では地域排水

路への逆流防止のためのフラップゲートの設置は予定

しておりません。今後、地域排水路の管理者である西

原町と協議し、その必要性等について検討していきた

いと考えております。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、県営

住宅の家賃減免要綱の主な改正点についての御質問に

お答えいたします。 

 県営住宅の家賃については、入居者が不測の事由に

より収入が著しく減少した場合、要綱に基づきこれま

でも減免を実施しております。今回、さらに入居者の

状況に応じきめ細やかな対応を行うため新たに生活保

護受給者で特別な事由がある者等の家賃の免除規定、

非婚の母子・父子世帯の家賃の減額に関する規定を設

けたところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 病院定数条例の定数増

の内訳と理由についてお答えいたします。 

 今回提案いたしました「沖縄県職員定数条例の一部

を改正する条例」で、定数を増員する47人の職種ごと

の内訳は、県立病院の理学療法士31人、作業療法士12

人、言語聴覚士４人となっております。 

 急性期医療を担う県立病院には、リハビリをより適

切に実施することにより後遺症の軽減を図ることなど

が求められております。増員により土曜・祝祭日のリ

ハビリ実施など、これまで以上に患者のニーズに応じ

た手厚い医療体制の整備を図るとともに、リハビリ回

数の増加や高い施設基準の取得による収益の増加が見

込まれることから条例改正を行うものであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 経済振興についてと

いう御質問の中で、沖縄大交易会の県経済への影響及

び将来展望についてという趣旨の御質問にお答えいた

します。 

 沖縄大交易会は、国際物流拠点の形成や関連産業の

集積に寄与することを目指すものでございます。国際

的な交易拠点としての魅力発信や沖縄国際航空物流ハ

ブを国内外にＰＲすることが可能になるものと期待を

しております。これにより、国際物流拠点形成が促進

され、県経済の発展につながるものと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 奨学金返済問題について

の御質問で、県内の実態についてお答えいたします。 

 日本学生支援機構が大学生等に貸し付ける奨学金の

返済滞納額が年々増加していることは報道により承知

しております。同機構に対し、県出身者の貸与、滞納

状況等について再三にわたり照会してまいりました

が、出身都道府県別での集計は行っていないという回

答しか得られず、県内の実態は把握できていない状況

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 我が会派の代表質問と

の関連についての御質問の中の、民間に返還された跡

地の汚染除去についてお答えいたします。 

 昨年４月に施行された跡地利用推進法第８条では、

支障除去措置の徹底を規定しておりますが、既に返還

された土地については、第８条の規定は適用されませ

ん。しかしながら、同法第３条の基本理念には、第１

項で「駐留軍用地跡地は、戦後長期間にわたって駐留

軍によって使用された後にようやく返還される沖縄県

の貴重な土地資源であることに鑑み、（中略）その有

効かつ適切な利用が推進されなければならない。」こ

と、第２項で、「国は、駐留軍用地が日米安保条約に

より我が国が駐留軍に提供してきたものであることに
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鑑み、国の責任を踏まえ、駐留軍用地跡地の有効かつ

適切な利用を主体的に推進しなければならない。」こ

とと明記されております。これらのことから、県とし

ては、既に民間に返還された駐留軍用地跡地において

も、法の趣旨を踏まえ、国の責任において汚染等の支

障の除去措置が行われるべきものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 辺野古公有水面埋め立てについて再

質問をいたします。 

 購入土砂の採取場所の環境は、今の形式審査を終え

た段階で保全できるというふうに考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 購入土砂の埋め立

てにつきましては、これは岩ズリとそれから海砂でご

ざいますけれども、例えば、岩ズリは県外からも購入

いたしますけれども、それぞれの場所でのキャパシ

ティーをある程度調査をしておりまして、1644万立米

は確保できるというふうなことになっております。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 私が言っているのは、購入土砂の採

取をする地域、それから埋め立てをする地域も含めて

両方の環境保全は大丈夫と、形式審査の段階ではそう

いう判断をしましたか、しているんですかということ

を聞いています。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 形式審査の段階で

はそういう判断はしておりません。これは内容審査の

ほうになってまいります。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 そうしますと、当然これから縦覧を

して意見を聞いて内容審査という手順になってくるか

と思いますが、内容審査の段階では今の購入土砂の採

取場所、それから埋立地を含めての環境保全がどうな

るのか。さらには、これまでもいろいろ言われてきた

有害物質の混入、そして外来生物の混入、当然外来生

物が入ってきた場合に沖縄の環境に与える影響が出て

くるわけですね。これは内容審査の段階で厳しく行っ

ていくというふうに考えていいんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基本的には内容審

査の段階で行ってまいりますけれども、今回、購入土

砂について分析結果とかがついていない理由ですけれ

ども、現在、購入土砂がある一定の企業なりどこかに

あるわけですけれども、それの調査をしたとしても、

それが埋立時に実際に埋め立てに使われるものではな

いということから、その書類の提出は求めておりませ

ん。ただ、山土につきましては、キャンプ・シュワブ

陸上部及びそのダム周辺から取るということですの

で、分析結果をつけてもらったと、こういうことでご

ざいまして、基本的には内容審査の中で詳細に審査を

してまいります。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 そういうことであれば十分に環境問

題を、先ほど指摘した外来生物、それから有害物質等

を含めて内容審査の段階で環境上の問題についても保

証できる、そういうことまでやりますと、そういうこ

となんですね。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 保証という言葉が

使えるかどうかはわかりませんけれども、私どもの審

査の中では利害関係人の意見も聞きますし、また、地

元の市長さんやそれから関係部局ということで環境部

局の意見も聞くこととなっておりますので、そういう

ものも聞きながら最終的に判断をしていくというよう

なことになるかと思います。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 それからオスプレイの関係ですが、

先ほども話がありましたように、オスプレイの場合

に、当初の滑走路の長さでは不十分であると。ところ

がもう1800メートルということになったので、とりあ

えずは帳尻合わせで1200と300、300。実際に滑走路は

1200では足りないと。1200以上必要なんだと。恐らく

1500前後ぐらい必要であると。オーバーランも300必

要だと言いながら、オーバーランを滑走路がわりに使

わざるを得ないというのが先ほどの答弁でも明らかな

んですね。オーバーランを滑走路並みに強化しないと

いけない。滑走路とオーバーランは使用頻度が違うか

ら、強度も当然違うようにつくっていかなきゃならな

いわけですね。そうすると、先ほどの答弁からする

と、オーバーランも滑走路と同じように使うことにな

るので、オーバーランの一部は強化してつくるんだと

いう答弁でしたよね。300メートル必要と言いなが

ら、オーバーランとして300メートル必要と言ってい

ますよ。そう言いながらオーバーランの一部を滑走路

として使うと、強度も滑走路並みにしますと。これは

やっぱりかなり無理のある話だなと思うんですよ。日

米両政府のやり方が帳尻合わせで、どうもそういう話

を聞くと矛盾が出てきているような感じがするんです

が、県は矛盾を感じませんか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今回の申請書の中
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には、先ほど読ませていただきましたとおり必要な滑

走路長は1200メートル以上となることを踏まえ、そし

て滑走路と同一の荷重指示能力をオーバーランも必要

なんだと、そういうふうに書いてございます。一般的

に私どもも、例えば県が空港の滑走路をつくる場合に

はオーバーラン部分というのは荷重支持能力は若干落

とします、頻度が低いということですね。今回、米軍

が使うこういった滑走路がどういうスペシフィケー

ションでやっているのかというのはよく承知しており

ませんけれども、私どもの普通つくる空港とはちょっ

と違うなという感じは持っております。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 私たちがつくる空港と米軍がつくる

空港が違うわけないでしょう。常識で考えて、滑走路

とオーバーランは強度が違うのはこれは当たり前のこ

とだと思うんですよ。それは使用頻度が全然違うわけ

だから。オーバーランというのはめったに使わないと

いうのがオーバーランであって、危険防止的な話で

しょう。でありながら、米軍のほうが100メートル

じゃ困ると、300メートル必要ですと。滑走路は最初

1600メートル必要だと。恐らく今も1600メートル必要

だと思うんですよ、本来は。1600プラス100だったの

を300にせざるを得ないと言いながら、つじつま合わ

せで合計1800メートルに合わせるために、1600必要な

滑走路を1200にして、強度を変えますと。オーバーラ

ンも滑走路と同じように使いますと言っているんです

よ。そこに矛盾を感じませんかと言っているわけで

す。矛盾を感じているから我々のつくっているのと違

いますねとは言っているんだけれども、これ以上部長

を苦しめても回答は出ないでしょうから、これは今後

県の内容審査の段階でもしっかり踏まえてやってほし

いということを要望します。 

 それから、低周波音の問題が出てまいりましたよ

ね。低周波音は僕らもよくわからないんですが、琉大

の渡嘉敷准教授がいろいろ調査をして、国立高専で当

初予定でした閾値を超えると、上回るということが出

てまいっております。低周波音の問題は、これから内

容審査でチェックしていくんですか。今、現時点では

どうなっていますか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時44分休憩 

   午前10時44分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 低周波の問題につ

きましても、今後、内容審査を進めていく中で詳細に

検討していきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 小波津川の整備に関してですが、先

ほど遊水池、調整池の件についてはこれから検討して

いきたいという話がありました。県も一生懸命やって

いるのはよくわかるんです。下流からやらんといかぬ

というのも以前から、ずっと前から説明を聞いており

ますが、ただ残念なことに、最近スコールみたいな雨

が降るものですから、遊水池、調整池もつくって、そ

れでそれも防ぎながら下流から今、拡幅工事を始めて

いるんですが、せっかくつくったのに、恐らく容量が

足りないんじゃないかなと思うんですね、遊水池の容

量がですね。せっかくつくったんだけれどもあふれて

しまった、冠水してしまった、氾濫を起こすというこ

となので、これはぜひ前向きに検討して、次年度予算

にでも、できたら今年度予算でやれればもっといいん

ですが、これをやるという姿勢は持っておられます

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 現在つくっており

ます暫定的な遊水池については容量が足りないのでは

ないかということでございます。確かにその容量を超

えるような大雨が降りますとあふれてしまうことは事

実でございまして、暫定掘削することが今後可能かど

うかはぜひ検討させていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 ぜひ前向きに検討してください。た

だ検討というとやらない場合が多いものですから、よ

ろしくお願いします。 

 それから、我が会派の代表質問との関連で取り上げ

たのは、きのうの當間部長も一生懸命検討はしている

ようだったんですが、民間の土地についてはかなり対

応が困難と言ったものですから、きょう関連質問を

やったわけです。謝花企画部長が金曜日の公明党の金

城さんの質問に対して、特措法の適用はできないが、

国は法の基本理念にのっとり跡地から出た汚染物質を

国の責任で主体的に除去する責任があると考えるとい

うことと同趣旨の答弁をされて、いわゆる民間であっ

ても、この間はこれは公的機関だったんですね、金曜

日の話は、沖縄市の話ですから。それも先ほどの答弁

では、民間であっても法の趣旨にのっとって、県とし

ては政府に要請していくと。当たり前だと思います

よ。これは公的機関はいいけれども、民間はこれはど

うなるかわからぬでは、同じ米軍跡地でありながら、
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しかも先ほど指摘したように、これまでの返還がずさ

ん過ぎて――最近からですね、ちゃんと検査もしてや

るようになったのは――余りにもずさん過ぎてドラム

缶やら汚染物質が出てくる。それは私たちの責任じゃ

ないので、そこは企画部長も環境生活部長も同じ認識

に立って進めてほしいんです。環境生活部長、改めて

答弁をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） おっしゃるように、

基地の跡地の問題については基本的にその原因が米軍

にあるならば、やはり公用地であろうが民間有地であ

ろうが原則として国の責任でやっていただくというこ

とを前提として進めつつ、なおかつそこから多少、も

しかしたらとれる場合もあるので、そのことも想定し

つつ我々としては研究を進めていきたいと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 新里米吉君。 

○新里 米吉君 新聞の報道で、中村さんという

ジャーナリストが枯れ葉剤を一生懸命追及しているよ

うですが、その中に米国に原状回復をさせているベト

ナムや韓国の事例と。ベトナムはもうみんなよくわ

かっていますよね、直接枯れ葉剤の被害を受けてい

る。韓国にもあったというのか。そして韓国は、その

ことで米国に原状回復をさせたと。それを考えます

と、沖縄になかったとは言えないんですよ。これはも

う常識的にあのベトナム戦争のときには米軍の物資は

ほとんど沖縄に持ってきて、沖縄に置いて、沖縄から

ベトナムに運んだわけですから、枯れ葉剤だけは直通

で行くわけがない。ましてや韓国にもあったとなる

と、沖縄になかったということのほうがむしろ不思議

で、今回のドラム缶にそのつくっていた会社の記号が

あったということからしても、今後も引き続き私たち

もこの問題については関心を持っていく必要があるな

ということを感じております。 

 それから、奨学金返済問題ですが、九州の教育長協

議会あたりでぜひ取り上げてほしいんですが、このよ

うに生活が非常に苦しくなって、正規採用もできない

人が多くなってこういう事態が起きているわけです。

ところが、払えない人にペナルティーの措置がある。

これをやっていくと余りにもかわいそうで、ますます

ひどくなってくる。そのことについてぜひ教育長協議

会で取り上げて、学生支援機構にも話ができるよう

に、要請ができるようにしていただくことをお願いし

て終わります。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

   〔奥平一夫君登壇〕 

○奥平 一夫君 皆さん、おはようございます。 

 それでは午前中、２番手で質問させていただきま

す。 

 県民ネットの奥平一夫でございます。 

 質問の前に、ちょっとお礼を言いたいと思います。 

 実は、去る６月１日に宮古圏域の住民がずっと願っ

ておりました県立宮古病院がこうして開院いたしまし

た。（資料を掲示） これもひとえに本当に知事の思

いと離島医療に対する関心の高さで、このように立派

な病院ができたことを圏域の住民の一人として感謝申

し上げます。本当にありがとうございました。 

 実は、県立宮古病院の新築移転は、私９年前にこの

県議会に来たときの公約の一つでありましたので、私

は公約を果たしたということになります。本当にあり

がとうございます。実は、もう一つ、その柱のあと２

つは、もうじき完成いたします伊良部架橋の実現、そ

してまだ解決済みではないんですけれども、下地島空

港の周辺残地の利活用、これをぜひめどづけしたいな

というふうな思いで、今、議会に取り組んでおります

ので、知事ひとつよろしくお願いいたします。 

 それでは一般質問を行いたいと思います。 

 知事の政治姿勢について伺います。  

 米軍普天間飛行場の移設問題について。 

 基地問題が動かないのは、知事、なぜだと思います

か。また、私からすれば一括交付金制度、あるいは那

覇空港の滑走路増設、鉄軌道の導入など沖縄の振興策

で知事の周辺の外堀を埋めていく。一方でまた尖閣の

領域問題で中国と軍事的な緊張も高まって、なかなか

それが静まる気配さえないし、政府にもなかなかそれ

を静めようという外交的な強力な動きが見えない。そ

ういう中で、尖閣にオスプレイをという話が出るな

ど、そういう軍事的な緊張の中で、だから普天間は辺

野古へというそういう政府の狙いがどうも透けて見え

るような気がいたしますが、知事はどうお考えでしょ

うか。 

 イ、知事は県外移設を求める根拠に、危険性の除去

は喫緊の課題、手続や埋め立て、反対運動などで非常

に時間がかかることが予想されると答弁をされていま

す。時間軸が判断のキーワードですか、お伺いいたし

ます。 

 ウ、 自民党中央は今回の参議院選挙における公約

で、「辺野古移設を推進する」と明記いたしました。

一方で県連は「県外移設」で選挙に臨むとしています

が、知事の見解をお聞かせください。 

 (2)番目に、県立病院事業の経営再建についてお伺い

をいたします。 
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 健全経営に重要なファクターは、財源と人事（人

材）といかに現場のモチベーションを上げるかだと思

いますが、加えてスピード、それは欠かせません。現

在の県立病院事業を取り巻く運営は総務部を挟んで知

事の了承を得るという変則的な運営となっておりま

す。知事と病院事業局長が「経営や運営」、そしてビ

ジョンについて直接要望・相談するというシステムが

必要ではないのか、知事の見解を伺います。 

 イ、持続的経営健全化達成に向けて「さらなる経営

改善」への取り組み方策について検討するとしていま

すが、「達成」するとはどういう状態を言うのか。経

営数値や現場の人的体制の目標値について示してくだ

さい。 

 それから病院経営と人材確保について知事の認識を

伺います。 

 次に、県立病院の人材確保と養成あるいは育成等に

ついて伺いたい。 

 離島を抱える沖縄での「医師確保」や「定着」につ

いては多くの課題があります。初期臨床研修を含め人

材養成と医師確保についての基本的方針について示し

てください。 

 イ、離島・僻地地域への医師派遣や代診医の現状と

課題について伺います。常態化する医師、看護師不足

について見解を伺う。 

 ウ、「第７次看護職員需給見通し」では、27年まで

供給の不足が指摘をされている中、県立病院における

７対１看護体制の実現をどう図っていくのか、見通し

を含めて計画（方針）を聞きます。また、看護師養成

についても伺います。 

 (4)、新装となった新県立宮古病院が地域の中核病院

として果たすべき役割と課題は何なのか。また、当該

地域の住民に対する要望をお聞きしたい。 

 大きい３番目、少子化対策について伺います。 

 地域や自治社会の担い手であり牽引者は若者であり

ます。しかし、少子化社会の進行で地域社会から若者

が減り続けています。深刻な社会問題として捉えなけ

ればならないと思います。少子社会という人口構造の

変化は、社会の基盤を支えるべき生産年齢人口の減少

による税収減や企業の収縮、年金や医療・介護などの

社会保障負担など「相互扶助」を理念とした制度への

影響も必須でああります。見解を伺います。 

 (2)、低収入、不安定雇用で働かなければならず、結

婚したくても結婚できない若者がふえています。将来

結婚し子供を持ちたいと願う若者は多いはずでありま

す。そのような若者に県はどう応えるのか見解を伺い

ます。 

 県の人口増加計画については割愛をしたいと思いま

す。 

 大きい４番目、子供の貧困対策について。 

 (1)と(3)は割愛いたします。 

 (2)、子どもの貧困対策法はどのような骨子になって

いるのか。また、それによって沖縄の貧困の何がどう

変わっていくのかお伺いいたします。 

 ５番目、沖縄県がん対策推進計画について。 

 (1)、計画策定の趣旨及び沖縄ならではの施策、そし

て本県を取り巻く現状について説明してください。 

 (2)、離島及び僻地における医療の確保及びがん患者

等関係者への支援について伺います。 

 大きい６番目、離島振興について。 

 (1)、「沖縄21世紀ビジョン離島振興計画」では、こ

れまでさまざまな離島振興に係る施策が進められてき

た。しかしながら、住民生活や産業振興の両面で本島

との格差が存在し、多くの市町村で人口減少がある。

さまざまな分野で課題が残されており、その解決を図

ることが求められていると記されております。これま

での振興施策にどのような課題があり、それがなぜ解

決できなかったのか。また、今回の計画がこれまでの

振興策とどう違い、どのように離島振興を図ろうとす

るのか見解を伺います。 

 (2)、先島旅客航路の再開について見解を伺います。 

 先島圏域と沖縄本島、本土間を結ぶ旅客船舶航路が

就航していないため、移動手段は航空路のみとなり、

離島住民の生活の利便性や産業振興を図る上で支障を

来しております。見解を伺います。 

 (3)、ＲＡＣ那覇―久米島線の欠航及び減便問題につ

いて。 

 久米島町や町議会、町商工会などが航空会社に対し

強い抗議を行っております。公共交通機関として住民

の生活や経済活動などに重要な役割を担っている航空

会社の欠航や一方的な減便に対し、「異常事態」とい

う表現で厳しく抗議をしております。「異常事態」の

背景や解決策について示してください。 

 ７番目、下島島空港及び周辺残地の利活用について

見解を伺います。 

 利活用検討協議会で協議された課題と取り組み、可

能性の評価について伺います。 

 (2)、日本航空との「覚書効力確認等調停事件」の調

停内容の履行はどうなっているのか。その際、内容12

では「県は下地島空港施設株式会社の株式の譲り受け

先を斡旋する。」となっております。経緯はどうなっ

ているのか伺います。 

 我が会派の代表質問との関連でお伺いをいたしま

－ 164 －



す。 

 自民党政府は、守るべきものは守り、国益にかなう

最善の道を追求すると公約している。昨年の衆議院選

挙の公約では、ＴＰＰへの交渉参加に反対としていた

が、政権を奪取するや聖域を掲げてＴＰＰに前のめり

です。その聖域さえも交渉では、聖域については堅持

できないという流れが加速をしております。知事は農

業に関する関税撤廃のみに姿勢を表明しております

が、ＴＰＰは県民生活の多くに影響を及ぼすものであ

り、決して農業問題についてのみ言及すべきではない

と思います。知事の見解を伺います。 

 (2)、日台漁業協定は県益を損なう政府の外交の誤り

であります。知事の認識と今後県益を守る立場でこの

問題をどのように解決していくのか、知事の見解を伺

います。  

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 奥平一夫議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、県立病院の人材確保と養成（育成）等

についての御質問の中で、医師の養成・確保について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県では、県立病院での後期臨床研修や医師修学

資金等により、地域医療を担う医師の養成・確保を

図っております。さらに、定着促進のため琉球大学等

と連携をし、キャリアアップの仕組みづくりを行うな

ど、医師の安定確保に努めてまいる所存でございま

す。 

 次に、下地島空港及び周辺残地の利活用についての

御質問の中で、利活用の課題と取り組み、可能性の評

価についてという御趣旨の御質問に答弁をいたしま

す。 

 昨年度の協議会では、宮古空港との役割分担などが

協議され、宮古空港は旅客機能を分担し、下地島空港

は訓練や試験機などの機能を分担することなどが提案

されました。沖縄県といたしましては、関係部局等で

構成する検討会議を設置し、提案の具体化に取り組み

たいと考えております。今後の可能性につきまして

は、全日本空輸株式会社に対して訓練継続を働きかけ

ますとともに、新たな航空会社の訓練や試験機の誘致

に取り組んでまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間は辺野古へという政府の狙

いについてお答えいたします。 

 県は、地元の理解が得られない移設案を実現するこ

とは事実上不可能である旨、繰り返し申し上げてきた

ところです。それにもかかわらず、日米両政府が辺野

古移設案を推進する姿勢をとり続けていることには疑

問を呈さざるを得ません。県としましては、日米両政

府に対し、引き続き普天間飛行場の県外移設及び早期

返還の実現に向け、真摯に取り組むよう強く求めてま

いります。 

 次に、時間軸が判断のキーワードかとの御質問にお

答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。辺野

古移設案は、これから埋め立てをして飛行場を建設す

るため、手続や工事、反対運動などで非常に時間がか

かることが想定されます。また、地元の理解が得られ

ない移設案を実現することは、事実上不可能であると

考えております。県としましては、他の都道府県の既

に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早期に課題

を解決できる方策であると考えております。  

 次に、自民党参議院選挙公約についてお答えいたし

ます。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であるという認識

は共通するものと考えております。移設に関する自民

党の公約につきましては、党の中で議論していただく

ものであり、県としての見解は差し控えたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、県立病院の経営や運営について

お答えいたします。 

 地方公営企業法の全部を適用する事業管理者におい

ては、予算の調製権や議案の提出権など、知事に留保

されている権限を除き、業務の執行に関して法律上広

範な権限が与えられております。このことから、病院

事業においては、予算、人事及び組織の面で広範な権

限を持つ事業管理者として病院事業局長を設置して、

経営責任の明確化と機動的な病院経営が可能となる体

制をとっております。一方で、県立病院の開設者の立

場にある知事には、予算や決算の状況、病院事業局が

推進する経営改善の取り組み、県民へ公的医療を提供

するために必要な施設、人員体制の整備等について適
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宜報告、説明を行い、予算編成や条例改正等に関して

所要の措置を受けているところであります。 

 次に、経営数値や現場の人的体制等の目標値につい

てお答えいたします。 

 病院事業局では、「経営再建計画」の目標達成の成

果を受け、持続的な経営の健全化を目的とし、県立病

院改革を継続するという基本的な考え方のもと、大綱

的な計画として平成24年４月に「経営安定化計画」を

策定したところであります。同計画では、１、経常収

支の黒字維持、２、手元流動性の確保、３、長期債務

の解消を３つの目標とし、収益の確保、費用の縮減、

人員体制の整備と人材の安定確保、効果的・効率的な

設備投資、長期債務の縮減に取り組むこととしており

ます。また、人員体制については、県立病院の役割を

踏まえ、医療提供体制の確保と経営への影響等を総合

的に考慮し、医療制度改革の動向を注視しつつ、事業

運営に必要な人員体制の整備に取り組んでまいりま

す。 

 次に、病院経営と人材確保についてお答えいたしま

す。 

 県立病院が地域の中核的な医療機関としての役割を

果たすため、適正な人員・人材の確保は重要な課題で

あると考えております。また、医療ニーズを踏まえ、

適正な人員配置を行うことで診療報酬上の加算の取得

等による収益の向上を図ることができる一方で、増員

による人件費などの新たな恒常的・義務的な費用負担

の増加も生じることとなります。このことから、県立

病院の人員体制については、県立病院の役割を踏ま

え、医療提供体制の確保を図る観点から、国の医療制

度の動向を注視しながら、その必要性や緊急性、経営

への影響等を慎重に検討し、判断していく必要がある

と考えております。 

 次に、県立病院の人材確保と養成（育成）等につい

ての御質問の中で、県立病院における７対１看護体制

についてお答えいたします。 

 ７対１看護体制の導入を含む職員定数の改正につい

ては、県立病院が地域の中核的な医療機関としての役

割を果たすため、医療提供体制の確保や経営への影響

等を総合的に勘案し、国の医療制度改革の動向を注視

しつつ、関係機関と調整しながら検討を行うこととし

ております。病院事業局としては、現在、国の医療制

度改革において、一般病床の機能分化の推進とあわ

せ、７対１病床について、要件の厳格化や病床数の削

減が議論されていること等からも、慎重な検討が必要

であると考えております。なお、県内の「看護職員需

給見通し」では、平成23年度から27年度にかけての看

護師の需要が供給を上回っておりますが、その需給の

バランスは年々改善する見通しとなっており、県立病

院の平成23年度以降の看護師採用においては、募集を

上回る数の応募があり、必要な看護師の確保は十分図

られていることから、特段の支障はないものと考えて

おります。 

 次に、新県立宮古病院の果たすべき役割と課題、地

域住民に対する要望についてお答えいたします。 

 県立宮古病院は、平成25年６月１日に新築移転し、

これまで順調に診療が行われており、宮古圏域におけ

る医療機能の充実強化が図られたところであります。 

 県立宮古病院は、救急医療、小児医療、周産期医療

及び精神科医療など政策的に確保していかなければな

らない医療において重要な役割を担っており、離島と

いう地理的条件を踏まえ、可能な限り地域内で完結で

きる医療提供体制の充実に努めていく必要があると考

えております。しかしながら、その医療機能を維持す

るためには、医師や看護師などの安定的な確保が重要

な課題と考えております。 

 病院事業局では、医師や看護師等の確保について、

大学や民間病院との協力・連携による医師派遣、人的

ネットワークの活用、臨床研修医の育成及び看護学生

の実習受け入れなどあらゆる手段を講じて取り組んで

おります。また、地域住民に対する要望については、

24時間体制の救急医療を継続するために、地域住民の

適切な医療機関の利用のあり方が重要であると考えて

おります。 

 病院事業局としては、今後とも関係機関と連携を図

りながら、地域に必要な医療提供体制の確保に努めて

いきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、県立病院の持続的な経営健全化

の達成についてお答えいたします。 

 経営再建検証委員会の評価においては、持続的な経

営健全化の達成について、入院・外来患者数の確保、

安定的な病院経営と地域医療の確保に必要な人材確保

への取り組みとともに、将来見込まれる投資、費用等

へ対応できるよう、さらなる経営改善が行われること

などが課題として示されております。達成状態とは、

病院事業局の取り組みによりこれらの課題が克服さ

れ、地域において必要とされる医療を安定的かつ持続

的に提供できる状態を指すものと考えております。 

 次に、県立病院の人材確保と養成（育成）等につい
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ての御質問の中で、離島等地域における医師及び看護

師の確保等についてお答えいたします。２の(2)と２の

(3)イは関連しますので一括してお答えいたします。 

 離島の中核病院の医師確保については、主に琉球大

学や県立病院の後期臨床研修修了医により対応されて

おり、県立診療所については、自治医科大学卒業医や

県立病院のプライマリーケア医が派遣されておりま

す。また、離島診療所の代診医については、ドクター

プール事業や代診等担当医師確保事業により対応して

おります。これら地域への医師派遣については、産科

医など専門医の確保が課題となっております。県とし

ましては、後期臨床研修事業や医師修学資金等貸与事

業の中で、専門医養成の充実を図っているところであ

ります。看護師については、「第７次看護職員需給見

通し」において、需要に対する供給の不足は平成23年

が約500人、最終年の平成27年が約200人になると見込

んでおります。看護師の養成については、大学や看護

師養成所で行っており、毎年約700人の卒業生を輩出

していることから、需給のバランスは年々改善する見

通しとなっております。 

 次に、少子化対策についての御質問の中で、少子化

の進行に対する見解についてお答えいたします。 

 少子化の進行は、経済や社会の活力の低下、若年世

代に対する社会保障負担の増加など、さまざまな面で

社会に影響を及ぼすものと考えられております。県に

おいては、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」を

策定し、福祉、保健、医療、教育、労働、生活環境な

どの各分野において全庁的に取り組むとともに、市町

村とも連携しながら、同プランの着実な推進に努めて

いるところであります。  

 次に、子どもの貧困対策法についての御質問の中

で、子どもの貧困対策法の骨子などについてお答えい

たします。 

 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」では、国

及び地方公共団体は、子どもの貧困対策を策定し、及

び実施する責務を有するものとされております。ま

た、基本的施策として、政府は「子どもの貧困対策に

関する大綱」を定めること、都道府県は大綱を勘案し

て「子どもの貧困対策計画」を定めるよう努めること

とされております。さらに、国及び地方公共団体は、

教育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支

援、経済的支援のために必要な施策を講じることなど

が規定されております。今後は、同法に基づき子ども

の貧困対策が総合的に推進されることから、貧困の連

鎖を防止するための取り組みの進展が図られるものと

考えております。 

 次に、沖縄県がん対策推進計画についての御質問の

中で、計画策定の趣旨及び現状についてお答えいたし

ます。 

 沖縄県がん対策推進計画を策定した趣旨は、がん対

策の総合的かつ計画的な推進を図り、本県の特性に応

じた施策を推進することであります。計画では、多く

の離島を抱える本県の地域特性を考慮し、「離島・へ

き地におけるがん医療の確保及びがん患者等関係者へ

の支援」に関する施策を盛り込んでおります。本県の

現状としましては、がんが死亡原因の１位であるにも

かかわらず、検診受診率が伸び悩んでいること、離

島・僻地の患者等への支援などが主な課題となってお

ります。県としましては、同計画に基づき、がん対策

の一層の推進を図っていくこととしております。 

 次に、離島・僻地医療及びがん患者等への支援につ

いてお答えいたします。 

 県では、地域がん診療連携拠点病院機能強化事業を

実施し、宮古病院、八重山病院を「がん診療連携支援

病院」と位置づけ、がん治療の提供及び本島の拠点病

院との連携による患者のフォローアップ、患者に対す

る相談及び情報提供等の推進を図っております。ま

た、がん患者相談支援モデル事業を実施し、離島地域

での出張相談会の開催等を行うとともに、がん患者や

家族に対し、がんサポートハンドブックを配布し、悩

み等への対処方法や医療に関する助成制度の周知を

行っております。県としましては、引き続きこれら施

策の推進を図るなど、離島・僻地における医療の確保

及びがん患者等関係者への支援に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 少子化対策について

という御質問の中の、若者の低収入、不安定雇用の改

善についてという趣旨の御質問にお答えをいたしま

す。 

 沖縄県の雇用情勢を改善するためには、若年者の雇

用対策が重要であると認識をしております。沖縄県に

おきましては、若年者の不安定雇用の改善に向けて、

求人と求職のミスマッチを解消するため、若年者ジョ

ブトレーニング事業などの職場訓練や、合同面接会を

開催するとともに、事業主に対しては、正規雇用化を

目的として一時金を支給する起業支援型地域雇用創造

事業や若年者定着支援実践プログラム事業等を実施し

ております。さらに、沖縄県キャリアセンターにおい

ては、若年者の就職を総合的に支援するため、セミ

ナーの開催や就職相談等を実施しております。 

－ 167 －



 沖縄県といたしましては、本県の雇用情勢の改善に

向けて、産業振興や企業誘致等により雇用の場を確保

するとともに、引き続き若年者の不安定雇用の改善に

向けて各種施策を推進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島振興についての御

質問の中の、離島振興の課題と今後の取り組みについ

てという御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県の離島地域は、これまで沖縄振興開発特別措

置法等に基づく高率補助等を活用した振興策の実施に

より、空港、港湾、架橋など社会資本の整備を中心と

して、地域社会経済の着実な発展が図られてまいりま

した。しかしながら、離島地域においては、住民生活

及び産業振興の面で沖縄本島地域との格差が今なお存

在しております。これは、従来の基盤整備を中心とし

た高率補助のみでは、離島地域が抱えている遠隔性、

散在性、狭小性等の条件不利性に起因した割高な移動

コストや、行政サービスの高コスト構造等の課題への

十分な対応が困難であったことによるものと考えてお

ります。このため、沖縄県としましては、改正沖縄振

興特別措置法において創設された、より自由度の高い

沖縄振興特別推進交付金を活用し、離島住民の負担を

ともに分かち合い、離島地域を支えるという理念のも

と、平成25年３月に策定した「住みよく魅力ある島づ

くり計画」に基づき、ソフト面の対策を含めた総合的

かつきめの細かい離島振興策を推進してまいります。 

 次に、先島旅客航路の再開についてお答えいたしま

す。 

 島嶼県沖縄において、海上輸送航路の確保・維持

は、離島住民の生活の安定や産業振興を図る上で重要

であると考えております。そのため、県では、平成24

年度、先島旅客航路の旅客需要や船舶確保等の課題を

把握し、再開の可能性を検討するための調査を行いま

した。それによりますと、同航路と同一区間におい

て、航空会社の新規参入による航空運賃の低減や就航

便数の増加による利便性の向上等から旅客需要が旅客

船就航当時より縮小すると推計されるのに対し、就航

船舶や旅客化に対応した船員及び装備等の確保に多大

な費用が発生し、事業採算性や費用対効果が低いとい

う結果となっております。県といたしましては、本調

査結果を踏まえ、航路事業者及び関係市町村との意見

交換を行い、先島航路における旅客船のあり方、さら

には事業参画意向等を確認するなど、先島航路の再開

について引き続き検討していきたいと考えておりま

す。 

 次に、那覇―久米島路線減便の背景や解決策につい

てお答えいたします。 

 那覇―久米島路線については、平成25年６月21日か

ら12月末までの間、ＲＡＣの減便が計画されておりま

す。減便の要因としましては、ＲＡＣのパイロットに

他社への転職等による欠員が生じ、運航体制の維持が

困難となり、減便せざるを得ない状況に至ったための

措置と聞いております。親会社であるＪＴＡでは、Ｒ

ＡＣの減便による久米島町民の生活や経済活動への影

響が生じないよう、ＲＡＣの減便期間中にジェット便

の増便を行い、提供座席数や貨物搭載容量の確保を行

うとともに、「ＲＡＣの運航体制強化委員会」の立ち

上げや、運航乗務員の出向を行い、ＲＡＣの運航体制

の確保に取り組んでいるところであります。しかしな

がら、離島にとって航空路線は島民の生活路線として

の役割のみならず、産業振興を図る上でも極めて重要

であり、安定的な運航が確保される必要があることか

ら、県としましても航空事業者の運航体制の確保に向

けた取り組みの強化を要請したところであります。ま

た、県、離島関係市町村長及び航空事業者で構成する

「沖縄県離島航空路線確保維持協議会」を早急に開催

し、久米島路線における減便への対応のみならず、他

の離島の航空路に係るさまざまな課題の改善に向けて

取り組むこととしております。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中の、ＴＰＰに対する県の見解についてお答えい

たします。 

 沖縄県としては、農林水産分野等の懸念を踏まえ、

交渉の進展に応じた十分な情報提供に努めること、及

び農林水産分野等の聖域が確保できなければ脱退も辞

さないものとすることを求めてきたところであり、政

府においても７月に開かれるＴＰＰ交渉会合で農業の

重要５品目を関税撤廃の対象から除外するよう求める

方針を固めたとの報道がなされております。農業分野

以外では、輸入にかかわる業者にとっては、輸入品の

価格低下による販売額の増加など、一定のメリットが

ある一方、製造業については、海外・国内市場等の違

いや企業規模などによって、企業ごとにプラス・マイ

ナスの影響があると考えております。政府において

は、ＴＰＰ対策本部を現在の70人規模から113人に増

員するなど、情報収集や交渉の体制を整備するとのこ

とであります。県としても、７月の早い段階に知事を

本部長とする庁内組織を立ち上げ、全庁的に情報の収

集や影響の調査等を行うとともに、今後の対策等を協

議するなど適切に対応してまいります。  
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 下地島空港及び周

辺残地の利活用についての御質問の中で、日本航空と

の調停内容の履行の経緯についての御質問にお答えい

たします。 

 ことし３月に成立した調停において、日本航空は県

に対し、解決金として１億7000万円を２回に分けて支

払う義務があることが確認されており、ことし４月末

には、第１回目の支払いとして１億2000万円が支払わ

れております。また、日本航空が所有する下地島空港

施設株式会社の株式60万株の譲渡を県があっせんする

ことにつきましては、現在、引き受ける可能性のある

企業等に打診をしているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 我が会派の代表質問

との関連についての中の、日台漁業取決めについてお

答えいたします。 

 日台漁業取決めについては、地元に対して何ら説明

がないまま協定が締結されており、その内容も沖縄県

からの要望が全く反映されておらず、台湾側に大幅に

譲歩した内容となっております。 

 日台漁業取決めの合意は、好漁場の縮小を余儀なく

されるなど、本県水産業への多大な影響を懸念してお

り、極めて遺憾であると言わざるを得ません。このた

め、県は、漁業団体と連携し、国に対し、本県漁業者

の権益及び安全操業を確保し、漁業秩序を維持できる

よう、日台漁業取決めの見直しを強く求めてきたとこ

ろであります。県としましては、今後とも漁業団体と

連携し、国に対し粘り強く見直しを求めていくことと

しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 それでは知事にお聞きしたいと思い

ます。 

 我々の会派がハワイのアバクロンビー州知事とお会

いしたお話はもう既にお聞きしていると思うんですけ

れども、私はこのハワイやグアムの件を見ていまして

も、あるいはアメリカ本土も含めてそうなんですけれ

ども、これは海兵隊ウエルカムなんですね。そういう

意味で、米国としては各自治体としては、ぜひとも海

兵隊を迎え入れたいというのが大方アメリカの世論な

んです。そういう意味で私は早期に普天間を移設する

というんでしたら、国外という選択肢も加えてもいい

のではないかというふうに思いますがいかがでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 国内で滑走路が整っている

ところということで、国内ということを言っておりま

す。これは国外、つまりほかの国についてないしはほ

かの国が関係してきますと外交上のまた別のヒアリン

グ、関係といいますか、それが出てくるものですか

ら、我々は一つのローカルガバメントいいますか自治

体としてどこまで実現のために我々が効果的に動ける

かというと、やはり国内というのが最もリーズナブル

ではないかというのが私の考えです。確かに、このハ

ワイ州知事さんは、私は彼が下院議員のころからワシ

ントンＤＣで、イノウエさんと含めてアカカさんとか

実はハワイ系の議員たちを通じて初めスタートをし、

アメリカ政府、アメリカ議会にアプローチしてきまし

た。その中のお一人です。当初からやはり米軍――こ

れはよくわかりませんが一種推測なんですが、自分た

ちの軍隊については何か言われるより全部引き受けま

すよという趣旨のといいますか、そういうかなり強い

表現は前から言っておられました。この間のシンポジ

ウムといいますかあれでも、どこまで現実的な判断の

もとに言っておられるかも含めて、今知事公室等事務

方もいろいろと情報収集その他をやっておりますの

で、今の議員の御提案は御提案として受けとめてはお

きたいんですが、ちょっと自分たちの軍隊に対する評

価というか意見というものには特にアメリカ人はそれ

ぞれの御意見を持っているようでして、今のアバクロ

ンビーさんはもともと持ってこいという感じに近い意

見を持っておられた方であったことは確かです。そこ

でどこまで足が地に着いた形で言っておられるのかは

またこれはもう一つ別の切り口からいろいろ情報を集

めないとどうかなという感じは私は持っております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 そうですね。知事のそういう言い方

も非常に理解はできます。ただやはり州知事とお会い

して、アメリカ政府や国防総省がどう考えているかと

いうそういう情報をとるということも一つの手なのか

なというふうにも思いますので、前の答弁では一応ア

バクロンビー州知事周辺との接触もやってみたいとい

う話でしたので、できれば早目にお会いしてどういう

形でこれを進めるか。あるいは本当に県外移設が早い

のか、あるいは国外へ、アメリカ本国ないしはハワイ

やグアムへという話があるんでしたら、そこを優先し

てまずやるというそういう選択肢を含めてぜひ検討い
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ただきたいというふうに思っております。 

 それから、非常に今県外移設を求めて県内でも県民

も多くの皆さんが県外移設というふうな世論がもちろ

ん多いのでございますけれども、実は森本前防衛大臣

が県外に移設先がないからこれは沖縄なんだと。これ

は極めて政治的な問題なんだというふうに発言をされ

ましたけれども、そのことについて知事の御意見を伺

いたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時38分休憩 

   午前11時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 当時の森本防衛大臣のこれ

は記者会見でしたかマスコミさんの情報をあらあらと

私は伺っただけなものですから、正確ではないんであ

れですが、実務的には可能性あるけれども、政治的な

話なんだというような表現だったのではないかと実は

私はそう受けとめているものですから、ここのところ

は実は文字どおり御本人にもう一回詳しくきちっと確

認をしないとよくわからない情報だというふうに思っ

ております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 これは聞かなければわからないとい

うことでもありますけれども、新聞報道でしかもちろ

ん我々も知りません。これはもう全体的な日本の世論

といいますかそういう動きの中での僕は発言だという

ふうに思って、もうとにかく普天間は沖縄に押し込め

ておけというこういう大方の世論を背景にした発言な

のかと。これは極めて我々には看過できない重要な問

題でありますので、知事は早速その発言の内容をしっ

かり確認をしながらぜひ御所見なり何かできました

ら、それを記者会見ででも発表していただければいい

かというふうに思っています。 

 では次に、知事はいわゆる県内移設はかなり時間が

かかるというふうに非常にこだわっていらっしゃるの

で、知事が時間軸で言う、知事が求める県外移設とい

うのは大体何年ぐらいを見通しているんですか。県外

移設という、大体ほぼ何年ぐらいだったら認めるだろ

うという認識ですか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩いただけます

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時41分休憩 

   午前11時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 何年が長いし、何年なら短

いかというもし御質問だとしたら、なかなかこれはそ

ういう数字できちっとどうだというふうに答えられる

性格のものではありませんが、今たしか統合計画で辺

野古について９年となっていますよね。建設に５年、

あと４年何に使うかわからないが９年。恐らくこれは

常識――これは少し私個人のに近いイメージだと御理

解いただきたいと思うんですが、延びることはあって

も短くなることはなかろうという感じがします。です

から、その間現実には普天間というか米軍基地の負担

軽減に役に立つんだというのが自由民主党さんの本部

の何か説明に近い、公約でもそうですが、それに近い

表現になっていますから、もしかするとその部分はあ

るかもしれません。しかしながら、町の真ん中にある

危険だと言われている空港を、普天間飛行場を早く移

すというのが県民の願いでもあり、宜野湾の市民の願

いでもあるとすれば一刻も早くという点では９年とか

それ以上というのはとても一刻とは言えません。です

から、一刻も早く移すにはあの場所ではなかろうとい

うのが私の主張でございます。ですから、埋め立ても

やりコンクリートも打つというようなところと、既に

飛行場の機能を持っているというところとは比較しよ

うがないぐらいはっきりしているわけでして、一刻も

早くという部分が今の政府の考え方に抜けているんで

す。だから、あそこに移すというだけですから、それ

も９年以上というのはいかがなものかというのが私の

考えです。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 わかりました。しかし、この政府の

埋立申請書は、極力短期間で移設できるほうが望まし

いというそういう文言なんですね。ですから、知事が

時間軸に縛られて県外だというふうに言っていること

では、政府がどういう手を打ってくるかわかりません

けれども、私はむしろこの貴重な海を守るんだ、これ

以上の負担は要らないんだというそういう論理の補強

をやっていただいて、しっかりと県外移設を堅持して

いくというそのほうをぜひお願いをしたいというふう

に思っております。 

 もう一つは、この自民党の中央が辺野古へと言う、

県連は県外へと言う、そういう構図は非常に県民には

わかりにくいし有権者にもほとんどわからない。また

そういう県連の信憑性も非常に疑われるわけでありま

す。これは知事に伺いたいと思うんですけれども、実

は２人の国会議員が県外移設の公約を破棄しました。

このうちの西銘さんがこうおっしゃっていますね。
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「政府方針である辺野古への移設が普天間飛行場の固

定化を避ける最速の案である」と述べておりますけれ

ども、知事はどうお考えですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと国会議員の政治家

の御意見に一々私がコメントするというのは本来は適

切じゃないと思うんですよね。ですから、これは差し

控えたいんですが、早いか遅いかというだけの話だと

すると、先ほど申し上げたように、一刻も早くという

のはもう既に埋め立ても滑走路もでき上がっていると

いうところを考えるという。この一刻もという部分が

どうも政府・東京に行くと抜ける感が強くて、基地負

担の軽減につながる。それは恐らくつながるだろうと

いう予感はしますけれども、ただ長過ぎるものですか

らこれは一種固定化とほとんど同じだと思っているわ

けです。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 もう一つ西銘さんがコメントしてい

ますので、その辺についてもちょっとお伺いしたいと

思うんですけれども、西銘さんは、県外移設だけを主

張し続けて事実上普天間を固定化しておいていいの

か、それは無責任だと。県外を求める知事や県民を暗

に批判していると僕は思いますけれども、知事はその

点についていかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） これも基本的に我が与党の

国会の先生の発言に私が一々野党の先生に言われて申

し上げる立場にいませんけれども、ただ今の県外かど

うかという点についての議論だとしますと、県外とい

うと固定化になるという意味がよくわからないんです

が、辺野古をしてどういうレトリックでしょうか。

ちょっと今議員のおっしゃったあれから県外のほうが

固定化につながるというこのレトリックというか論理

がちょっと私にはよくわかりません。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 国会議員のことだから私が承知する

ものではないというお話ですけれども、知事はきちん

とそういう西銘さんらお二人を応援したわけですよ、

マニフェストを見て。だから、そういう方が公約を破

棄して全く真逆のことを言い出しているわけですか

ら、それなりにそういう批判に対してもきちんと答え

る必要があるというふうには思っております。これは

これで終わらせていただきますけれども、次は県立病

院事業の件についてお伺いしたいと思います。 

 福祉保健部長か総務部長にお答えいただきたいと思

いますけれども、知事や部局幹部と病院事業局との県

の医療政策や医療ビジョンについて、あるいはその方

針等について検討する機会はございますか。日常的に

やっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 病院事業局とは定期

的というわけではありませんけれども、機会あるごと

に意見交換をするなどして連携をとりながら進めてい

るところであります。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 僕は、非常に設置者である知事部局

とそれから病院管理者との関係が、本当に余りにも関

係が薄過ぎるんじゃないかというふうに思っているん

ですね。その辺について御見解を伺いたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども申し上げま

したけれども、事業局とは常に連携をとりながら進め

ているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 私は、この医療行政と医療提供者の

役割の分担を非常に明確にすべきだというふうに思う

んですね。所管部局と地方機関という関係から脱し

て、病院での経営責任を明確にし立場を対等にするこ

とで経営に対する一元化をする。そのことが迅速かつ

柔軟な運営体制の確保ができるというふうに思います

けれども、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） その件については、

十分されているというふうに認識をしております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 それじゃ前議会は事業局から上がっ

たその定数の件についてあれだけ混乱が起こりました

けれども、あれはどういうふうに説明いたしますか。

説明してください、ちゃんと。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時49分休憩 

   午前11時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） その件につきまして

は、これは行政の内部で十分に調整をして上げていく

べきものというふうなことで混乱ではないというふう

に考えております。 

○奥平 一夫君 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 
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   午前11時50分休憩 

   午前11時51分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） ２月の段階で、昨年の概算

要求で出てきた定数については確かに条例中、定数し

ませんでした。それはあくまでも行政内部の意見調整

というのがやっぱり必要であるわけで、別にこれは混

乱ではなくてきちっと病院事業局とも納得ずくでその

条例を提案するのを見合わせたと。今回それを６月議

会では一部提案をしたと、そういうふうな状況でござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 それでは別の質問をさせていただき

ますが、今後、病院の医療体制は相当変化をしていく

ことが予想されます。すなわち社会保障と税の一体改

革の中で、医療機能というのが強化をされるというふ

うなことが言われておりますけれども、今後の医療改

革について病院の改革はどのように変化をしていくの

か。あるいは改革のシナリオをどう考えているのか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

   午前11時53分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療を取り巻く状況

が変わっていけば、それは当然体制も変えていかない

といけないというふうなことはあると思います。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 じゃもう一度福祉保健部長にお伺い

します。ちょっと休憩お願いできますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時54分休憩 

   午前11時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○奥平 一夫君 離島・僻地の医療提供体制というの

は、これは必ずしも病院事業局だけがする問題じゃな

いというふうに思っております。そういう意味で、福

祉保健部長としてあるいは福祉保健部として離島・僻

地におけるこの医療体制を確立するに当たって、その

課題と解決策をちょっとお伺いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 離島医療の確保につ

きましては、最も大きな課題の一つとしましては、医

療従事者、医師を初めそういった看護師の確保、こう

いったことが大きな課題であるというふうに考えてお

ります。そういう課題に対して県としましては、いろ

んな形で医師修学資金であったり、あるいはドクター

プールであったり、後期臨床研修制度であったり、そ

ういった形で医師の確保を図っておりますし、看護師

の確保についてもしっかり確保の取り組みを進めてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 次に、下地島空港についてお伺いを

いたしますけれども、いわゆる検討協議会の中で出さ

れた課題とか評価については、周辺残地のことについ

てはほとんど触れておりません。これはどうなってい

るんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時55分休憩 

   午前11時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 周辺残地の御質問につ

いてお答えします。 

 周辺残地につきましては、下地島跡地利用基本計画

というのが既にございます。そういった中で、農業地

区利用ゾーンというものについて宮古島市の要望を踏

まえてその見直しを行ったところです。今後、その残

地についても有効活用に向けて企画部として取り組ん

でまいります。 

○奥平 一夫君 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時56分休憩 

   午後１時24分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 山内末子さん。 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん 皆さん、こんにちは。 

 早速、一般質問をいたします。 

 １点目、知事の政治姿勢についてです。 

 橋下氏の慰安婦発言に端を発し、日本の歴史感に対

して国内外の意見が白熱をしております。  

 (1)、慰安婦問題に関する河野談話について知事の所

見を伺います。 

 (2)、高江ヘリパッド建設工事に説明を求めた住民を

通行妨害で訴えた裁判の控訴審判決が言い渡され、通

行を妨害しないように命じた一審の判決を支持し、控

訴を棄却した控訴側の全面敗訴となりました。知事の

所見と基地問題に対する住民運動について見解を伺い

ます。 
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 ２、基地問題について。 

 (1)、米国会計検査院の報告書で沖縄の海兵隊はグア

ムに4700人、オーストラリア2500人、ハワイ2700人、

米本国800人、日本に１万5000人残留と、沖縄から１

万900人が退出する数字が出ております。内容の実態

とたびたび変わるこの数字の変化をどう捉えるか意見

を伺います。 

 (2)、米国上院議会は、本年度も沖縄海兵隊のグアム

移転経費を凍結しております。嘉手納以南の返還を含

め、沖縄の影響をどのように捉えるのか。また、国と

の調整はどのようになっているのか伺います。 

 (3)、辺野古埋立申請について。 

 ア、防衛局の埋立申請書と県が要求した事項に応え

た埋立補正申請書が公開されずに、防衛局がどのよう

に補正をしたのか、再補正の必要性はないのか。新旧

対照表を出し、検証してから告示・縦覧すべきではな

いかと通告いたしました。28日に告示が始まりました

が、見解を伺います。 

 イ、土砂の調達量の確保はできているのか。 

 ウ、防衛局に対し、土砂の購入先の詳細な特定や県

外からの土砂の有害物質の審査は内容審査で要求する

のか伺います。 

 (4)、オスプレイ配備後の騒音被害実態について。 

 ア、騒音被害状況を伺います。 

 イ、低周波音の周辺環境に与える影響の実態調査が

必要だと考えるが、求めていく用意はあるのか伺いま

す。 

 ３、防災対策について。 

 (1)、平安座地区原油タンク事故の原因調査結果が発

表されました。概要と健康被害調査の状況と課題を伺

います。 

 (2)、今後の石油タンク地域の防災対策の課題と今後

の課題について伺います。 

 (3)、不発弾処理対策について。 

 ア、不発弾処理の現状と課題について伺います。 

 イ、磁気探査の現状と課題、改善策について伺いま

す。 

 ４、商工業関連について。 

 (1)、おきなわ新産業創出投資事業で不適切な資金の

流用が明らかになっているが、その真偽を問います。 

 (2)、海外観光客の誘致拡大の課題、対策を伺いま

す。 

 ５、福祉保健関連について。 

 (1)、非婚世帯の県営住宅の家賃減免要綱を改定し寡

婦世帯と同じ基準を適用する規定を設けることになっ

たとありました。高く評価をいたします。 

 ア、その経緯と何世帯で平均減免額、いつから適用

されるのか伺います。 

 (2)、ＤＶ・ストーカー被害状況の実態と対策につい

て、過去５年間の推移についてお願いいたします。 

 (3)、性被害・性暴力被害の実態と対策について、同

じく、過去５年間の推移について伺います。 

 (4)、年金の納付状況と無年金者の状況（過去５年と

今後の推移について）、全国との比較を伺います。 

 (5)、出生前診断の状況について、効果と課題につい

てお願いいたします。 

 ６、教育・行政について。 

 (1)、給食における食物アレルギーの実態と対策を伺

います。 

 (2)、平和教育の取り組み状況と、課題と対策を伺い

ます。 

 (3)、学校敷地が私有地あるいは後援会所有となって

いる実態と改善策を伺います。 

 ７、土木関連について。 

 (1)、建設業における社会保険未加入問題について。 

 ア、実態と対策について伺います。 

 ８、我が会派の関連質問について。 

 瑞慶覧功議員の質問について。 

 (1)、橋下維新の会共同代表の発言について。 

 橋下氏は、慰安婦発言に関連してＲＡＡ（特殊慰安

施設協会）が、沖縄の女性、子供たちを守る防波堤に

なったと発言をしているが、特殊慰安施設協会は沖縄

に存在していたのか、その存在について県の認識を伺

います。 

 (2)、枯れ葉剤疑惑問題について。 

 ア、内容物の調査については調査が始まりました

が、ドラム缶の投棄者は誰か、その経緯についての調

査はどのように進められているのか伺います。 

 イ、残土の処理施設の汚染状況についての調査はど

うなっているのか伺います。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 山内末子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に基地問題についての御質問の中で、補正の内

容、再補正の必要性等についての御質問にお答えをい

たします。 

 沖縄県が補正を求めた事項について確認したとこ

ろ、適正に補正されていることから、６月28日に告

示・縦覧したところであります。補正部分が確認でき

る資料につきましては、今後、何らかの方法で公開し
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たいと考えております。 

 次に、商工業関係に係る御質問の中で、海外誘客に

係る課題と対策についてという御質問にお答えをいた

します。 

 海外観光客の誘致拡大につきまして、沖縄の認知度

の向上、そして受け入れ体制の整備、満足度の向上等

に取り組む必要があると考えております。 

 沖縄県といたしましては、平成24年度に策定をしま

した沖縄観光のブランドロゴを活用し、世界水準の観

光・リゾート地としてのイメージの浸透を図ってまい

る所存でございます。また、多言語対応や情報通信イ

ンフラ整備など、受け入れ体制の強化に取り組んでま

いります。そして、国際空港や港湾の機能の強化、訪

日ビザの一層の緩和などにつきまして関係機関へ働き

かけてまいる考えでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、河野談話に関する見解について

お答えします。 

 平成５年の河野談話におけるいわゆる従軍慰安婦問

題について、国が行った調査結果によりますと、慰安

所の設置は軍当局の要請であったこと、設置が広範囲

な地域にわたっていることなどが発表されておりま

す。 

 県としましては、沖縄戦の実相として、従軍慰安婦

の問題も後世に語り継がなければならない重要な問題

であると認識しております。 

 次に、基地問題についての御質問の中で、オスプレ

イ配備後の騒音についてお答えします。 

 県では、普天間飛行場周辺において航空機騒音の常

時監視測定を実施しております。当該測定装置は機種

別の航空機騒音を識別する機能を有していないため、

オスプレイ限定ではなく航空機騒音全体としての騒音

状況になりますが、オスプレイ配備後の平成24年10月

から平成25年３月の測定結果によりますと、８測定局

中２局でＷ値（うるささ指数）による環境基準を超過

している状況にありました。 

 県としましては、米軍機騒音の軽減について引き続

き強く要請してまいります。  

 同じく基地問題についての御質問の中で、低周波音

の実態調査を求めることについてお答えします。 

 オスプレイから発生する低周波音が周辺環境に与え

る影響については、現在のところ明確になっていない

状況にあります。県としましても、実態調査が必要で

あると考えており、平成24年10月に沖縄防衛局に対

し、同調査について要請したところであります。 

 なお、同年11月に上大謝名局において県による低周

波音調査を実施し、オスプレイの低周波音レベルは

ジェット機などに比べ高い傾向にあることなどを確認

するなど、低周波音の実態把握に努めているところで

あります。 

 次に、福祉保健関連についての御質問の中で、性暴

力被害の実態と対策についてお答えします。 

 性暴力被害については、沖縄県警察本部、沖縄被害

者支援ゆいセンター、強姦救援センター・沖縄等にお

いて相談を実施しているところであります。これらの

相談機関の相談件数については、平成22年度から取り

まとめております。平成22年度の相談件数は283件、

平成23年度は307件、平成24年度は285件となっており

ます。              

 県では、性暴力被害者フリーダイヤル電話相談窓口

を開設し、被害者支援の強化を行うとともに、中高校

生への性暴力防止講座等、性暴力未然防止対策を行っ

ております。また、被害直後の被害者が可能な限り１

カ所で必要な支援が受けられるよう、ワンストップ支

援センターの設置に向けた検討も行っております。 

 次に、我が会派の関連質問についての中で、特殊慰

安施設協会の沖縄での存在についての御質問にお答え

します。 

 特殊慰安施設協会については、東京都などに存在し

たと言われておりますが、沖縄県に存在したことを示

す資料等は見つからないところであります。 

 同じく我が会派の関連質問についての中で、沖縄市

からの残土の汚染状況調査についての御質問にお答え

します。 

 沖縄市から北谷町へ譲渡された工事残土の調査につ

いては、沖縄市が行うことになっております。汚染の

状況については、その調査により明らかになるものと

考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、高江ヘリパッド工事をめぐる控訴

審判決及び住民運動についてお答えいたします。 

 今般の裁判については、国が着陸帯の移設工事をめ

ぐり通行妨害の禁止を求めたものであり、ヘリパッド

建設の可否自体が争われたものではないと承知してお

ります。また、報道によれば、被告は最高裁判所への
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上告を行う予定とのことであります。これらのことか

ら、県としては、コメントを差し控えたいと思いま

す。 

 住民運動については、憲法上保障されている集会、

結社及び言論などの表現の自由に基づいた、地域住民

の意思による運動であると理解しております。 

 次に、海兵隊グアム移転費についての御質問にお答

えいたします。２の(1)と２の(2)は関連いたしますの

で一括してお答えいたします。 

 御質問の報告書の中で示された数字につきまして

は、太平洋における米海兵隊の再編について述べられ

たものであり、在沖海兵隊の国外移転との関連につい

ては明らかではありません。県が、2012年４月の２プ

ラス２共同発表における国外移転する在沖海兵隊9000

人の内訳を政府に照会したところ、グアムが約4000

人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回答があ

りました。また、グアム移転をめぐる米国予算凍結に

より、在沖海兵隊の国外移転や沖縄における統合計画

にどのような影響があるのか、引き続き情報収集を行

いつつ、今後の動向を注視してまいりたいと思ってお

ります。 

 次に、防災対策についての御質問の中で、平安座地

区原油タンク事故の調査結果の概要と課題についてお

答えいたします。 

 沖縄ターミナル株式会社は、４月25日に「ＴＫ―

207浮屋根事故原因調査報告書」を公表しておりま

す。 

 当該報告書によりますと、事故の原因は４点ござい

まして、１点目が、浮き屋根に浮力を与える空洞部で

あるポンツーンが完全に液体の浸入を防ぐ構造になっ

ていない。２点目に、ポンツーンに構造的に強度が弱

い部分があった。３点目に、事故時のタンク内の原油

量が半量だったため台風や大雨の影響を強く受けた。

４点目、過去の当て板補修により浮き屋根重量が増大

しポンツーンの喫水が上がっていた。 

 以上、これらの複合的要因によるものであるとして

おります。 

 また、事故の再発防止策といたしましては、これも

４点ございまして、１点目に、消防法で規定されてい

る浮き屋根構造の強化及びポンツーンふたの液密構造

化、２点目、ポンツーンが連続４室破損しても浮力を

維持できる構造とすること、３点目、ポンツーンの改

造を行い構造的に弱い部位を解消させること、４点

目、原油タンク点検方法の改善を図るため点検要領を

見直すこと、以上となっております。 

 県としましては、これらの事故再発防止策が確実に

実施されるよう、うるま市消防本部等と連携して指導

助言を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、石油タンク地域の防災対策の課題等について

お答えいたします。 

 県におきましては、「沖縄県石油コンビナート等防

災計画」を策定し、同計画に基づいて災害の発生及び

拡大の防止を図っているところであります。今回の事

故の発生を受けて、県としては、石油コンビナート事

業者に対して、改めて事故再発防止に向けた安全対

策、住民への適切な情報伝達と健康等への影響防止対

策、以上について注意喚起をしたところであります。 

 石油コンビナート事故は、一歩間違えば重大事故に

つながるおそれがあることから、県としましては、全

ての事業者に対して適切な安全対策が行われている

か、設備の日常点検の徹底や防災体制の再検討、事故

再発防止の具体的な対策について、各消防本部及び市

町村と連携して指導及び助言を行っているところであ

ります。 

 次に、不発弾処理の現状と課題についてお答えいた

します。 

 さきの大戦において本県で発生した不発弾の量は約

１万トンとされており、このうち約2100トンが現在も

県内に埋没していると推定されています。不発弾処理

に関しましては、戦後処理の一環として基本的には国

の責任で処理すべきものであります。本県の不発弾処

理は、県を初め自衛隊、県警、市町村等の関係機関が

協力して実施しておりますが、避難対策に要する経費

の一部が措置されていないことや、処理に伴う県民へ

の負担軽減が課題となっております。 

 県としましては、これらについては国の責任で措置

されるよう、引き続き国へ働きかけているところであ

ります。 

 次に、磁気探査の現状と課題、改善策についてお答

えいたします。 

 磁気探査事業は、昭和50年度から開始され、平成24

年度までの不発弾処理件数は３万4181件、重量にして

1925トンとなっております。平成25年度は、主な４つ

の事業を予定しております。１点目は、100平方メー

トル以上の広域の不発弾探査等を行う広域探査発掘加

速化事業、２点目、民間工事における探査費を補助す

る住宅等開発磁気探査支援事業、３点目、市町村単独

公共事業に係る不発弾探査等を行う市町村磁気探査支

援事業、４点目、発見された不発弾等の安全化処理経

費を補助する市町村特定処理支援事業、以上でござい

ます。 

主な課題といたしましては、平成24年度から実施し
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ております住宅等開発磁気探査支援事業の周知拡大が

挙げられます。 同事業について、今年度は事業主体

を市町村から県へ変更し、また、磁気異常点における

掘削及び埋め戻し等の確認探査費用を補助対象とする

などの体制強化が図られております。 

 次に、沖縄市のドラム缶の投棄者及び経緯の調査に

ついてお答えいたします。 

 県は、沖縄市サッカー場でドラム缶が発見された翌

日の６月14日、沖縄市が沖縄防衛局に対し、米軍の使

用の有無及び土地の使用履歴について照会したとの連

絡を受けました。６月20日、沖縄防衛局から県に対し

て連絡があり、米軍の回答は、当該ドラム缶の使用の

有無は不明、当該地に建物があった記録はないとのこ

とでありました。さらに、沖縄防衛局は米軍に対し、

県民に不安を与えており、再度調査を行うよう申し入

れたとの情報が入っております。６月24日には沖縄

市、沖縄防衛局及び県の三者による対策会議を開催

し、米軍に対し、使用履歴等について求めていくこと

を確認したところであります。 

 県としましては、引き続き国・沖縄市等と連携し、

今後の環境調査及び情報収集等、適切に対応してまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基地問題について

の御質問の中で、辺野古埋立申請に係る土砂の調達量

の確保、土砂の購入先の詳細な特定及び土砂の有害物

質の審査についての御質問にお答えいたします。２の

(3)のイと２の(3)のウは関連いたしますので一括してお

答え申し上げます。 

 申請書には、埋立土砂として、山土、海砂及び岩ズ

リを用いると記載されております。このうち、山土に

ついては約360万立方メートルをキャンプ・シュワブ

陸上部、辺野古ダム周辺から採取し、海砂については

約58万立方メートルを沖縄周辺から、岩ズリについて

は約1644万立方メートルを沖縄、九州、瀬戸内周辺か

ら購入するとしております。また、山土採取場所の６

地点について有害物質の溶出試験結果が示されてお

り、いずれの地点も国が定めた「土壌の汚染に係る環

境基準」を満たす値となっております。なお、海砂及

び岩ズリについては、埋立工事実施段階で購入するこ

とから、「土砂の性状の確認は購入時に行なう」と記

載されております。 

 県としては、今後の審査において埋立土砂が確保さ

れる見込みであるかどうか、また、有害物質を含まな

い土砂の調達方法について確認していきたいと考えて

おります。 

 次に、福祉保健関連の御質問の中で、非婚世帯に対

する家賃減免要綱の改正の経緯と対象世帯、平均減免

額、適用日についての御質問にお答えいたします。 

 県では、公営住宅入居者の状況に応じたきめ細やか

な対応を行うため、県営住宅の家賃について非婚の母

子・父子世帯に対して寡婦控除適用した場合と同等の

家賃に減額する規定を設けたところでございます。現

在、県営住宅に入居する母子・父子世帯は約1900世帯

ですが、そのうち非婚世帯数については本人からの申

請に基づき確認する事項であるため把握できておりま

せん。そのため、平均減免額についても算出できてお

りません。改正要綱の施行日は平成25年６月14日で、

それ以降の申請から適用が可能となっております。 

 土木建築関連についての御質問の中で、建設業にお

ける社会保険の実態と対策についての御質問にお答え

いたします。 

 建設業における社会保険は、雇用保険、健康保険、

厚生年金保険がありますが、国土交通省の調査により

ますと、企業単位の保険加入率は、全国の87％に対し

沖縄県は73％、また、労働者単位の加入率は、全国の

58％に対し沖縄県は26％となっており、いずれも加入

率が低い状況にあります。その要因としては、短期雇

用や下請、孫請等の零細企業が多いことが一因と思わ

れます。       

 県においては、保険未加入の対策として、国土交通

省の「保険加入の確認に関するマニュアル」に基づ

き、建設業の許可、更新等に際して、未加入業者に対

し関係機関と連携しながら文書指導等を行っておりま

す。また、保険料負担の軽減策として、企業負担分に

ついては、昨年度から工事費積算における法定福利費

の割合を見直し、予定価格が約0.8％上昇したこと、

労働者負担分については、今年度の労務単価が対前年

度比で12.3％上昇しており、保険加入率の向上に一定

の効果が得られるものと考えております。 

 県としましては、今後とも業界団体や関係行政機関

と連携を図りながら、建設業における社会保険加入率

の向上に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 防災対策についての

御質問の中で、平安座地区原油タンク事故の健康調査

についてお答えいたします。 

 住民に対する健康調査としましては、一般社団法人
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中部地区医師会健診センターを健診機関として特殊健

康診断を２期間に分け実施されております。第１期と

第２期の診断結果を比較すると、血液・尿検査とも異

常なしの割合がふえており、極端に正常値を超える人

はおらず、疾病に結びつく結果は認められなかったと

聞いております。 

 今後とも、周辺住民の健康状態についてうるま市な

どと連携を図り情報収集に努めていきたいと考えてお

ります 

 次に、福祉保健関連についての御質問の中で、ＤＶ

被害状況の実態と対策についてお答えいたします。 

 本県の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相

談件数は、平成20年度は1023件でありましたが、年々

増加し、平成24年度には2311件となっております。 

 県においては、ＤＶ対策として、女性相談所及び県

内全ての福祉保健所を配偶者暴力相談支援センターと

して位置づけ、相談体制の強化を図るとともに、被害

者の自立に向けた支援や広報啓発に取り組んでいると

ころであります。 

 次に、年金納付と無年金者の状況についてお答えい

たします。 

 厚生労働省が公表している厚生年金保険・国民年金

事業の概況によりますと、本県の国民年金の納付状況

は、平成19年度42.8％、20年度40.2％、21年度38.4％、

22年度37.8％、23年度38.1％と全国に比べ21％程度低

くなっております。 

 次に、同省が３年ごとに実施している公的年金加入

状況等調査によりますと、本県の無年金者の割合は、

平成22年調査では6.2％と推計され、全国に比べ３％

程度高くなっております。本県は、全国に比べ失業率

が高いことや県民所得が低いこと等もあり、今後も同

様な状況が続くものと考えております。 

 次に、出生前診断の状況、効果等についてお答えい

たします。 

 出生前診断については、ダウン症等の染色体異常を

早期に発見するものであり、これまでは羊水検査等で

行われてきましたが、母体の血液を用いた新型出生前

診断が本年４月から導入されています。県内における

出生前診断の実施状況については、届け出義務がない

ため把握しておりません。新型出生前診断の効果は、

母体の血液で検査をするため流産のリスクはなく早期

に判定できるものとなっております。 

 同診断の課題としましては、簡便に検査ができるこ

とから、妊婦が十分な認識を持たないまま安易に検査

を受け、その結果によって妊婦が動揺・混乱し冷静に

判断できなくなる可能性があること等が指摘されてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工業関連について

という御質問の中の、おきなわ新産業創出投資事業に

おける資金の流用についてという趣旨の御質問でござ

います。 

 おきなわ新産業創出投資事業組合につきましては、

まず１つ目に、ファンドの関係者が株主となっている

企業への投資、２つ目に、ファンド運用責任者の親族

へ一部事務の委託がなされたこと、３つ目に、ファン

ドから投資を受けた企業が新たな事業展開のため、

ファンド関係者に対し資金を貸し付けたという事実は

存在しておりますが、法令に違背する事実は確認され

ておりません。 

 ファンド事業につきましては、その制度の仕組み

上、運用責任者である無限責任組合員に投資決定権等

の運用権限が与えられておりますが、沖縄県といたし

ましては、公益財団法人沖縄県産業振興公社と連携し

て、適切な運用が行われるよう、運用責任者へ強く求

めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 福祉保健関連に関する

御質問の中で、ストーカー被害の過去５年間の推移と

対策についてお答えをいたします。 

 県警察が受理をいたしました本県のストーカー事案

の相談件数は、平成20年が88件、平成21年が103件、

平成22年が106件、平成23年が107件、平成24年が88件

となっており、平成24年は一昨年より19件減少してい

るところであります。この件数は、人口10万人当たり

で全国平均を大きく下回っておりますけれども、この

種事案は潜在化していることも考えられるため、いか

に早期に相談を受けるかが課題であると考えており、

関係機関と連携した広報啓発活動等を推進していると

ころであります。また、この種事案の特徴といたしま

しては、行為者の行動等に伴い事案の状況や危険性が

刻々と変化し、重大事件に発展する危険性があること

であります。このため、県警察といたしましては、こ

れまでも被害者の安全確保を最優先とし、早期の事件

化やストーカー規制法に基づく警告等の各種対策を講

じてまいりましたが、他県において警察部門間及び関

係県警察との連携不足が指摘をされたことから、生活

安全部の安全・安心統括官を本部司令塔として指定を

－ 177 －



するとともに、警察署においても警察署長を司令塔と

してこの種事案に迅速・的確に対応をしているほか、

他府県警察とも積極的な情報交換を推進をしていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、食物アレルギーの実態と対策についてお答えい

たします。 

 県教育委員会がことし２月に実施した調査によりま

すと、学校給食において食物アレルギーに対応してい

る児童生徒は、小学校で2149人、全体の2.4％、中学

校で1000人、2.1％となっております。現在、各学校

では、日本学校保健会のガイドラインに基づき、学

校、保護者及び給食調理場関係者が日々連携を図りな

がら、食物アレルギーに係る事故等の未然防止に取り

組んでいるところです。 

 県教育委員会としましては、食物アレルギーの専門

医等による研修会等を実施するなど、今後とも安全・

安心な学校給食に努めてまいります。 

 次に、平和教育の取り組み状況等についてお答えい

たします。 

 戦後68年が経過し戦争の風化が叫ばれる中、沖縄戦

の悲惨な実相や教訓を正しく後世に継承することは重

要なことであります。 

 県教育委員会としましては、平和教育を県の教育主

要施策や「学校教育における指導の努力点」に位置づ

けており、各学校では、各教科や道徳の時間はもとよ

り、慰霊の日に向けた特設授業を展開するなど、学校

の教育活動全体を通して行っております。また、「高

等学校における沖縄戦の指導案事例集」を作成し、平

和教育研究校の指定等に取り組むとともに、初任者研

修や校内研修等で平和教育の指導方法の充実に努めて

おります。 

 今後とも、児童生徒が平和で民主的な国家及び社会

の形成者として育つよう、平和教育を推進してまいり

ます。 

 次に、学校敷地の実態と改善策についてお答えいた

します。 

 平成25年４月１日現在、県立学校の敷地は約464万

9000平方メートルとなっております。そのうち、個人

からの借用地は23校で、約13万8000平方メートル、全

体の3.0％、学校後援会などの団体からの借用地は５

校で約19万3000平方メートル、全体の4.2％となって

おります。借用地につきましては、「県立学校借用地

買上げ基本方針」に基づき、個人を優先して年次的に

買い上げを進めるとともに、団体からの借用地は有償

借用への切りかえに努めているところです。 

 県教育委員会としましては、今後とも学校における

借用地の解消に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん では、まず、高江の裁判の件につ

いて公室長にもう一度確認をしたいと思っておりま

す。 

 この件は上告をしておりますので、裁判中だという

ことで、今、申し上げられないということをおっ

しゃっていましたけれども、この裁判はいかに沖縄県

の立場が重要かということの示されている裁判なんで

すよね。あそこの場所は県有地だということで、仮裁

判を起こす前に国のほうからは県のほうに、同意をす

るか、あるいは不同意かということを確認したと思い

ます。その件については御確認をお願いいたします。

もう一度お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） いろんな資料を見

ますと、平成20年ごろに沖縄防衛局から私ども土木建

築部のほうに何がしかの説明があったやに聞いてはお

りますけれども、当時の担当に確認しましたところ、

そういう説明があったかについてはよくは覚えていま

せんが、それ以降、私どもが申し上げているのは、こ

ういった訴訟に関して当事者でない県は、同意や不同

意をする立場にはなく、同意や不同意をしたことはな

いというふうにお答えしております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん この同意や不同意を話す、明示を

する立場にないということをおっしゃった。このこと

が、実はこの裁判の判決の一つの材料になっているん

ですよね。結局、県が同意も不同意もしなかったこと

は、黙示の同意と認められて、その判決が下ったとい

うことなんです。その件について、同意も不同意も

言ってないのにもかかわらず、これが黙示の同意だと

いうことを裁判所がそういうふうに確認をしているこ

とについて、やはり県はしっかりとその姿勢を示すべ

きではないでしょうか。受けとめ方についてもう一度

お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君）土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 控訴審の判決につ

きましては新聞にかなり細かく載っておりましたの

で、私も読ませていただきました。しかし、黙示の同

意があったというべきものであるというような判決が
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あるようですけれども、これは裁判所の判断でござい

ますので、このことについて私どものほうからコメン

トをすることは差し控えさせていただきたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん コメントを控えるということ自体

が、私はおかしいと思っています。2012年に沖縄県の

ほうに弁護士から求めていることの中で、その当時の

道路管理課長のほうは、道路管理上、国がそのような

手続をとることについて特に問題ないと回答したこと

はない、とはっきり述べているんですよね。回答した

ことはないんです、同意をしたということについて

も。ですから、そのことは同意ではないということを

はっきり言っているわけですから、それでもそのこと

をコメントする立場にないという県の、その立場を利

用したこの裁判の判決について、やはり県がしっかり

と、これが同意と認められることについて、やはり異

議を唱えないということ自体が問題ではないのかと思

いますけれども、この辺いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 多分議員のおっ

しゃっていることと私の申し上げていることはほとん

ど一緒じゃないかと思っております。同意・不同意を

する立場になく、同意・不同意をしたこともないとい

うふうに申し上げております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん ですから、その立場を利用した、

その立場に対して何も言わないということは同意だと

いうその判決、その件については、やはりそこでコメ

ントを何も出さないということ自体は、しっかりと私

たちは同意も不同意もしていませんということを明確

にすべきだと思いますけれども、その辺いかがです

か。これが黙示の同意だというふうに認められたこと

に対しての意見はやっぱり言うべきだと思いますが、

その辺、知事、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 私どもも顧問弁護

士にもいろいろと相談はさせていただいておりますけ

れども、当事者でない者が判決について何らかの指摘

をする、あるいは意見を述べるというのはいかがなも

のかということもございます。裁判所の判断でござい

ますので、そのことについてはコメントは差し控えた

いというふうに申し上げております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん もうこれは平行線だと思いますの

で、次の裁判にもまた、でもいろいろな立場で聞かれ

ることがありますが、その辺はしっかりと言う立場で

はないということを強調しておいていただきたいと

思っております。 

 それでは、この裁判は、国あるいは強い者があるい

は行政が、立場の弱い者に対して住民を弾圧するス

ラップ裁判だというような、そういう認識を持ってい

ますでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今、御指摘のあったス

ラップ裁判というような観点をいろいろ聞かれたりし

ますけれども、この裁判につきましては、先ほど来土

建部長が申し上げているように、県は裁判そのものの

当事者ではないということでございますので、お答え

は控えさせていただきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 今、自民党の憲法改正案の中でも

やっぱり表現の自由というところで大変厳しいところ

が出てきていると思います。そういった観点から今回

の裁判、手を上げたり、本当にそこにずっと座り込み

をしていたというのは、沖縄の基地問題の中では多々

あることなんですよね。この多々あることが裁判で訴

えられるような状況がこれから先、本当に多くなると

いうようなそういう危機感を持っております。そうい

う観点からもぜひこの件、県としてもこういった住民

運動に対して、本当に住民の表現の自由、そこはしっ

かりと確保していただきたいし、そこは応援する姿勢

というものは見せていただきたいなというふうに思っ

ております。その件について、高良副知事いかがで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） うまくコメントできるかど

うかわかりませんが、一応表現・行動の自由というこ

とは当然尊重されるべきですし、それはもう議員御指

摘のとおりだと思います。ただ、先ほど来申し上げて

いるのは、裁判やそういうことについて県が当事者で

はないので具体的なことについてはコメントできない

ということですので、当然、行動・表現の自由は尊重

されるべきであるというふうに思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 知事、11月議会の中で私は知事に

お願いをいたしました。高江の住民の皆さんたちとの

意見交換、あるいは視察をしたらどうかということ

で、早目に視察もしていきたいというような答弁がご

ざいましたが、その後、視察あるいは意見交換を行っ

たということはありますでしょうか。 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時12分休憩 

   午後２時13分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 11月に議員おっしゃるよう

に、高江の皆さんに会いに行って、どうこうというこ

とは申し上げたかどうか、実ははっきりしておりませ

んが、ただ、私は前に高江に行って、皆さんとそして

向こうの村の人々とも話をしたことがございます。で

すから、今の議員が、ちゃんとあなた言ったことを実

行したかというふうな御質問だとすれば、私のほうで

は高江についてもちゃんと関心を持ってこれからも対

応してまいりたいという趣旨で申し上げたと思います

が、それから後、まだお会いはしておりません。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん その間に、オスプレイの着陸帯が

１つ完成をいたしました。その完成したところも視察

もしながら、ぜひ早目の意見交換もお願いしたいと思

います。これは要望だけにとどめておきます。 

 次に、埋立申請についてですけれども、先ほど知事

のほうから補正部分について確認できる資料を何らか

の形で公表するということがありましたが、これはい

つごろに公表できるのでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先週金曜日、やっ

とホームページで告示・縦覧という――大変枚数も多

かったものですからかなり作業量もあったわけですけ

れども――それが終わりましたので、これから補正の

内容がわかる資料、どのような形で公開していくか。

これは法律の要件ではございませんので、別のやり方

で県民なり国民なりがわかるような方法をこれから考

えていきたいと。なるべく早目に公開したいと考えて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 本来でしたら告示をする前に、

しっかり新旧の対照表がわかっていれば、どういう形

で皆さんが求めていたのかもわかりますし、意見を出

す側の人たちでも判断の材料にもなると思っていま

す。そういった意味では、手続だけが先にどんどんと

進んでいくところは、少し勇み足だったのではないの

かと、私はそう思いますけれども、そういう意味では

今、しっかりと縦覧されているわけですから、内容審

査しっかりやってもらいたいと思います。 

 そこで、先ほどもありました内容審査についてです

けれども、有害物質の調査等その辺はもうしっかりそ

こまで購入をしてからだと言っておりますけれども、

それではその購入先とか有害物質のこの調査とかが行

われるかどうか、そしてそれがはっきりしないまま、

その内容審査のほうは手続だけが進められるのか。そ

れとも、それが出ないと一旦は中止をして、それが出

るまでその審査の内容あるいは検査の内容が出てくる

まで、この手続を一旦とめることになるんでしょう

か。その辺、ちょっとお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほどの答弁の中

で、埋立工事実施段階で海砂とか岩ズリは購入するこ

とから、土砂の正常な確認は購入時に行うというふう

な記載について御説明をさせていただきました。さら

に、今後の審査においては、有害物質を含まない土砂

の調達方法について確認していきたいということです

ので、購入時にそういう土砂の性状とか分析結果と

か、そういうものをどういうふうにして確認していく

かというのを、この内容審査の中で検討していきたい

と考えております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん それとまた、内容調査についてで

すけれども、この中で現地調査ということがありま

す。この現地調査はどういうことをポイントに調査を

していくのか、お考えをお聞かせください。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時17分休憩 

   午後２時18分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 現場調査につきま

しては、必ずしも法令上義務づけられた調査ではござ

いませんけれども、私ども運用上これまでも現地調査

やっておりますので、キャンプ・シュワブといえども

現地の調査に行きたいと考えております。これは現地

の場所の確認が主な項目でありまして、その中に立ち

入って県が環境調査をするとか、そういうような類い

のものではございません。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん しっかりと内容調査、頑張ってい

ただきたいと思います。この中で環境省、そことの関

連はどうなってきますか。環境省とかの意見の聞き取

りとかも考えていますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 関係部局への意見
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照会の中に環境部門が入っておりますので、これは環

境部門のほうで何がしかその環境省との関連があって

問い合わせなどするのかどうか、ちょっとその辺はよ

くわかりませんけれども、そういうことで、県として

は、私どもとしては、県の環境部門のほうに意見照会

をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん いろんな手続を経ながら、最終的

にはいつも知事は、手続は淡々とやっていくというこ

とをおっしゃっていますが、最終的にはこの手続が済

んだ時点で知事の政治的な判断になるわけですよね。

手続上、これが通っていても、政治的には知事のほう

で判断をしっかりとするということを示していただき

たいんですけれども、この辺お願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時19分休憩 

   午後２時20分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 基本的には公有水面埋立法

に沿って、申し上げていますように淡々とその目的に

沿って、そして、あれは承認基準といいますか、いろ

いろありますけれども、それに沿ってやるということ

です。 

 ただ、今、端的にお聞きになって、政治的に判断す

るかしないかという話の意味ですが、これはどういう

意味なのか私にはよくわかりませんが、私も選挙を

やってきたいわば政治家の端くれといいますか一人で

ありますから、そういう要素が一体、その要素もそも

そも法律があって手続がしっかりしている法律に沿っ

てやっていく、それでそれを適切にそれに沿って処理

する。だけれども、私の持っている政治的なスタン

ス・考えというのを一切これを排除しているかどうか

についてはまだよくわかりません。そしてまた、議員

のおっしゃる御質問の政治的なという意味がよくわか

りませんので、私も選挙をやってきた者の一人とし

て、政治家であるとすれば、おのずと政治的な判断と

いうのは否定・排除されるものでもないとも考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 枯れ葉剤について伺いますけれど

も、地位協定の問題で、返還前の汚染処理について

は、今やもうアメリカ軍には求められないわけですか

ら、じゃそれをどうしていくかということで地位協定

の改定を求めているんですけれども、そこだけを考え

て特化して、これからどんどんそういう状況が生まれ

ていくことを勘案しますと、やはり日米合同委員会、

この中で環境条項の部分だけをしっかりと求められる

ような、そういうシステムづくり、それを考えていか

なければならない時期に来ているのではないかと思い

ますが、その辺についていかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 地位協定は、これが締

結されて、これはもう50年以上がたっているというこ

となんですけれども、県が問題にしておりますのは、

その間、一言一句変えられていないと。この50年の間

に、議員が御指摘になったように、環境に対する意識

というのは大変高まってきていて、また、さまざまな

環境の問題というのが起きていると。こういう中に現

実に地位協定は対応していないという認識があるわけ

でございます。このことにつきましては、数年来、渉

外知事会の中で地位協定をそういう方向で見直してい

くということを議論しておりまして、それが環境特別

協定を１つ加えるという形で、これはドイツ等の事例

も見ながらやっていくということを主張しているわけ

で、環境をきちんと地位協定の中に書き込んでいくと

いう考え方につきましては、これは議員のおっしゃる

とおりでございます。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん よろしくお願いいたします。 

 それでは、官民ファンドについてですけれども、実

はこの問題、大変大きな問題になっていましてなかな

か沖縄の中では報道もされておりませんけれども、先

日、経済産業委員会の中でも議員のほうから質問があ

りました。この公的資金を投入している沖縄県の立場

といたしまして、そこの部分にしっかりとその使途に

ついて、県が厳しくチェックをする監視体制、これが

少しルーズだったのではないかというふうに指摘があ

りますけれども、この辺について部長のお考えをお聞

かせください。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 官民ファンドでござ

いますけれども、１つは、官民ファンドは今、投資事

業有限責任組合という器、これでやられているわけで

すが、１つには、税金を投入しておりますけれども、

投資の評価とかを役人といいますか公務員をかかわら

せると、どうもなかなかリスクテークをしないと。も

ともとリスクマネーとしての本質上、なかなか難しい

と。そういうことで、投資事業組合という枠組みを

使っていると。その枠組みというのは、本質的に無限

責任組合員ですね、ほかの有限責任組合員というの

は、投資をしただけの損失しか負いませんが無限責任
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組合員という組合全部の負債の全責任を負うという性

格上、無限責任の権限で投資をすると、そういう本質

的な仕組みがございます。ただ、その投資組合の組合

員集会の中で、産業振興公社が有限責任組合員として

おりますので、そこの中で公社を通して報告、意見等

は言うと、そういう仕組みになっております。 

○議長（喜納昌春君） 山内末子さん。 

○山内 末子さん 民間資金だと、厳しいと倒産する

んですよ。だから、そういう観点からもやっぱりこれ

は公の予算を使っていくわけですから、企業に対して

しっかり責任や成果を求めるべきだと思っております

ので、そういうことも含めて情報公開を課するなど、

さらなる対策を求めたいと思っております。 

 あと１点だけ、不発弾対策、磁気探査についてです

けれども、しっかりと磁気探査についてもその探査を

する皆さん方をしっかりと調査もしながら頑張ってい

ただきたいと思っています。 

 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

   〔赤嶺 昇君登壇〕 

○赤嶺  昇君 一般質問を行います。 

 １番、知事の政治姿勢について。 

 (1)、米軍基地の早期返還に対する知事の取り組みを

伺う。 

 (2)、米軍基地跡地利用に対する知事の取り組みを伺

う。 

 (3)、「がんの最先端放射線治療」として県内へ重粒

子線治療施設の設置について知事の見解を伺う。 

 (4)、沖縄振興一括交付金の活用状況について伺う。 

 (5)、沖縄の投資組合官民ファンド不適切運用につい

て伺う。 

 ２番、福祉行政について。 

 (1)、認可外保育施設の課題を伺う。 

 (2)、学童保育の課題を伺う。 

 (3)、本県における孤独死の実態を伺う。 

 ３番、教育行政について。 

 (1)、沖縄の歴史教育の必修化について伺う。 

 ４番、医療行政について。 

 県立病院の課題について伺う。 

 ５番、土木建築行政について。 

 (1)、国・県・市町村発注工事の県内企業、下請企業

優先発注の状況を伺う。 

 (2)、経営難を理由に同業界において新卒の雇用が厳

しい状況であります。最低制限価格を95％以上に引き

上げて人材育成を図るべきではないかを伺う。 

 ６番、観光行政について。 

 (1)、ＯＣＶＢの課題を伺う。 

 ７、我が会派との関連質問について、瑞慶覧功県議

の関連の質問について。 

 (1)、高良副知事は、歴史家として４・28は沖縄県民

にとって屈辱の日であったと認識しているかを伺う。 

 (2)、知事は、ハワイ州知事と連携する考えがないか

を伺う。 

 (3)、日米地位協定と韓国、それからドイツと米国の

地位協定の違いを伺う。 

 (4)、円安による県経済への影響状況を伺う。 

 (5)、公社等の指導監督要領が遵守されていない状況

を伺う。 

 (6)、随意契約について包括外部監査で指摘されてい

る点を伺う。 

 (7)、大型クルーズ船受け入れのバース増設について

伺う。 

 最後に、ＯＣＶＢ人事に知事の権限は及ぶかを伺

う。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 赤嶺昇議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、米軍

基地にかかわる話で、早期返還に対する取り組みにつ

いてという御趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であります。確実に実施されることが必要と考えてお

ります。 

 去る６月12日には、私も直接、軍転協の会長として

７人の市町村長と一緒に上京をし、安倍総理大臣を初

め、防衛大臣、外務大臣、沖縄担当大臣へ移設内容の

具体的な説明が必要であること、跡利用計画の円滑な

実施に配慮すること、そして地元意見を聴取する場の

設置が必要であることなどを要望したところでござい

ます。 

 次に、観光行政に係る御質問の中で、コンベンショ

ンビューローの課題についてという御趣旨の御質問に

お答えをいたします。 

 沖縄観光コンベンションビューローは、国内外の誘

客プロモーションの強化や、多様な観光ニーズへの対

応、そして受け入れ体制の整備など、これまで以上に

沖縄観光の推進母体としての役割が大きくなっており

ます。 

 沖縄県といたしましては、当財団が期待される役割

を発揮し、機動的・効率的に事業が推進されるよう執
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行体制の構築を支援していきたいと考えております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 我が会派との関連質問に関

する御質問の中で、４・28の認識についてという御質

問でありましたのでお答えしたいと思います。 

 簡潔にお答えしたいと思いますが、1952年４月28日

は沖縄が本土から切り離され、基地問題など今日に至

るさまざまな問題の原点となっている日であるという

歴史的な事実が存在します。そのために、４月28日を

「屈辱の日」とする思いが県民の間にあるということ

はよく理解できるというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、沖縄振興特別推進交付金の活用状況に

ついてお答えいたします。 

 沖縄振興特別推進交付金については、従来の補助金

と比較して、対象事業が広くなったことにより、離島

の交通コストを軽減する事業などの離島の定住条件の

支援や子育て分野など、県民により身近なサービスの

提供が可能となったほか、予算規模が拡大したことに

より、国際物流拠点施設やクラウドデータセンターな

ど、産業振興に資する大規模施設を加速的に整備する

ことが可能となっております。また、市町村において

は、離島に介護・障害者福祉サービスを行う多機能施

設が開所されるなど、定住条件の向上が図られており

ます。その他、津波避難ビルの整備など、防災・減災

に向けた取り組みも強化されており、住民生活により

密着した事業に活用されたものと認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、駐留軍用地跡地利用の取り組みに

ついてお答えいたします。 

  今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の６

施設は、沖縄の新たな発展のための貴重な空間であ

り、その跡地利用は、中南部都市圏の都市構造のゆが

みを是正し、県土構造の再編にもつながる大きなイン

パクトを持っております。そのため、県では、関係市

町村の協力を得て、広域的観点から跡地利用の方向性

を示した「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構

想」を本年１月に策定したところであります。今後、

県は、関係市町村の広域構想を踏まえた跡地利用計画

の策定を支援し、中南部都市圏の都市構造の再編及び

県全体の発展に資する跡地利用につなげてまいりたい

と考えております。 

 県内への重粒子線治療施設の設置についてお答えい

たします。 

 重粒子線治療施設の導入については、昨年度、基礎

調査が行われ、県医師会、琉球大学、重粒子線治療研

究機関、経済団体等で構成する協議会が設置され、導

入可能性についての検討が行われました。今年度は、

昨年度の基礎調査や協議会で洗い出された課題等につ

いて詳細な調査を行い、秋ごろをめどに、想定される

事業主体、整備コスト、運営コスト、収支計画等につ

いて中間報告の取りまとめを行いたいと考えておりま

す。この中間報告をもとに、施設の導入に向けた具体

的な計画案を策定する予定であります。 

 次に、円安による県経済への影響についてお答えい

たします。 

 最近の円安などを背景に、観光については、平成25

年第１・四半期の入域観光客数が前年同期と比べて

6.5％増加するなど、プラスの影響が見られます。一

方で、配合飼料価格や原油価格の高騰により、畜産業

や漁業においてマイナスの影響が出ております。ま

た、中小企業団体中央会が各業界に対して行った５月

の景況動向調査によると、麺類製造業、豆腐・油揚げ

業、パン製造業や繊維、印刷、運輸業などで４月より

も円安の影響により経営が厳しくなっているとのこと

であります。さらに、船舶燃料価格や軽油価格の上昇

により離島航路やバス路線への影響が懸念されます。 

 沖縄県としましては、県経済への影響について今後

とも注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 知事の政治姿勢につ

いてという御質問の中の、沖縄の官民ファンドの運用

についてという趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 おきなわ新産業創出投資事業組合につきましては、

まず１つ目に、ファンドの関係者が株主となっている

企業への投資、２つ目に、ファンド運用責任者の親族

へ一部事務の委託がなされていること、３つ目に、

ファンドから投資を受けた企業が新たな事業展開のた

め、ファンド関係者に対し資金を貸し付けたという事

実は存在をしておりますが、法令に違背する事実は確

認をされておりません。ファンド事業につきまして
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は、その制度の仕組み上、運用責任者である無限責任

組合員に投資決定権等の運用権限が与えられておりま

す。 

 沖縄県としましては、公益財団法人沖縄県産業振興

公社と連携をしまして、適切な運用が行われるよう、

運用責任者へ強く求めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉行政についての

御質問の中で、認可外保育施設の課題についてお答え

いたします。 

 認可外保育施設については、入所児童の処遇向上を

図ることが課題であります。県としましては、認可外

保育施設に対し、認可化と保育の質の向上を一体とし

て取り組むため、これまで段階的に支援を拡充してき

ました。平成25年度においては、補助単価を引き上

げ、さらなる処遇向上を図ったところであります。 

 次に、放課後児童クラブの課題についてお答えいた

します。 

 沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、小学校区ごとの公的施設活用の割合が低い

ことから、家賃や送迎などの負担のため、保育料が全

国よりも高くなっている状況にあります。そのため、

沖縄県におきましては、公的施設の活用を図るため、

施設整備の補助とあわせて、公的施設へ移行するまで

の間、家賃補助を行っております。今後も実施主体で

ある市町村と連携し、公的施設の活用及び小学校区ご

との設置を促すことにより、保育料の低減につなげて

まいります。 

 次に、本県における孤独死の実態についてお答えい

たします。 

 高齢者等の孤独死につきましては、定義が定まって

おらず調査が困難なことから、実態を把握しておりま

せん。県としましては、地域支え合い体制づくり事業

を実施し、市町村等が行う高齢者の見守り等の取り組

みを引き続き支援してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、沖縄の歴史教育の必修化についてお答えいたし

ます。 

 沖縄の歴史教育につきましては、小中学校において

は社会科等の授業で、地域の実態等に応じて教科書や

副読本等を活用して取り組んでおります。高等学校に

おいては、日本史の授業や学校設定科目等により、地

域や学校の実態等に応じて教材や内容を創意工夫して

授業に取り組んでおり、現在の教育課程の中で対応で

きるものと考えております。 

 県教育委員会としましては、今後とも学校との連携

を通して、沖縄の歴史に関する指導の充実を図ってま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 医療行政についての

御質問の中で、県立病院の課題についてお答えいたし

ます。 

 県立病院においては、地域の中核的医療機関として

の役割を果たしていく上で、医師や看護師などの人材

確保、必要な職員数の配置、老朽化した八重山病院の

建設など医療提供体制の整備・充実などが課題となっ

ております。 

 病院事業局としては、今後とも関係機関との協力・

連携等を図りながら、地域に必要な医療提供体制の確

保に努めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木建築行政につ

いての御質問の中で、県内企業、下請企業の優先発注

についての御質問にお答えいたします。 

 県が発注する公共工事においては、「県内企業への

優先発注及び県産品の優先使用基本方針」に基づき、

県内企業への優先発注に取り組んでおります。また、

国関係機関に対しても県内企業の優先発注について要

請を行っており、その結果、県内企業の受注機会の拡

大が図られております。 

 平成24年度発注工事における県内企業の受注割合

は、土木建築部では、件数で95.8％、金額で89.6％、

沖縄総合事務局では、件数で84.2％、金額で60.9％、

沖縄防衛局では、件数で82.9％、金額で58.4％となっ

ております。県内下請の状況は、土木建築部発注工事

における県内企業受注率は、約95％となっておりま

す。県内下請業者の優先活用策としましては、平成23

年度から、工事の特記事項として、県内業者の優先活

用に努めるよう記載しており、県内下請企業の活用に

取り組んでおります。 

 なお、市町村の状況につきましては詳細は把握して

おりませんが、県の特記仕様書に県内下請業者の活用

を明記していることについて参考通知しており、市町
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村においても県と同様に地元企業の優先活用に努めて

いるものと聞いております。 

 同じく土木建築行政についての御質問の中で、最低

制限価格の引き上げについての御質問にお答えいたし

ます。 

 現在、最低制限価格は、予定価格の70％から90％の

範囲で中央公契連モデルより率の高い算定式を設定

し、適用しております。その上限値は、１、コスト調

査の結果から、落札率90％が損益分岐点であると推測

されること、２番目として、90％程度であれば予定価

格と最低制限価格に幅があり競争性が確保できるこ

と、３番目として、沖縄県建設業審議会で予定価格の

90％が適正であるとの答申があったこと、以上から

90％と定めているところでございます。また、今年度

は公共工事労務単価が見直されたことにより、建設企

業等の賃金水準の向上が図られたことや、その効果等

も踏まえ、今後検討を行っていきたいと考えておりま

す。 

 次に、我が会派との関連質問についての御質問の中

で、大型クルーズ船バース増設についての御質問にお

答えいたします。 

 那覇港は、大型クルーズ船のバース増設について、

現在、港湾計画の改訂作業において検討を行っている

ところであります。また、那覇港以外の大型クルーズ

船バースについては、本部港、石垣港において整備を

推進しており、平良港においては港湾計画に位置づけ

ているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 我が会派との関連質問

についての中で、ハワイ州知事との連携についてお答

えいたします。 

 県は、３月にホノルルで開催されたフォーラムに県

職員を派遣し――これはハワイ州知事が出席されてお

りましたが――その後もハワイ州当局と連絡をとって

おります。沖縄県とハワイ州の地域間において、連絡

をとり合い情報交換を行うことは重要であると認識し

ており、引き続き情報収集を十分に行ってまいりたい

と考えております。 

 次に、日米地位協定と韓米・独米協定との違いにつ

いてお答えいたします。 

 日米地位協定と韓米地位協定及びボン補足協定の違

いのうち、主なものを申し上げますと、日米地位協定

では、公務外の被疑者の拘禁移転については、犯罪類

型にかかわらず起訴時点となっており、さらに、運用

改善により殺人、強姦という凶悪な犯罪の場合は、起

訴前の拘禁移転についても、米側は好意的考慮を払う

こととなっております。一方、韓米地位協定では、起

訴時点で拘禁移転できる犯罪を12種類に限定し、それ

以外の犯罪の場合、拘禁移転は判決確定後となってお

ります。 

 次に、ドイツのボン補足協定との違いについて、日

米地位協定では、日本国法令の尊重義務は明記されて

いるものの、環境に関する規定は設けられておりませ

ん。これに対し、ボン補足協定では、原則として受入

国の国内法を適用することが明記されているほか、環

境保全を目的とする詳細な規定が設けられておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） まず、「公社等の指導

監督要領」についてのお尋ねについてお答えをいたし

ます。 

 県では、公社等に対する県関与の透明性及び公平性

を確保するため、同要領におきまして、指導監督及び

調整に必要な事項を定め、必要な指導等を行っている

ところであります。公社等においては、個別の諸事情

等により、同要領で定めた基準に合致していない事例

もありますが、おおむね適切に対応していただいてい

るものと考えております。 

 県としましては、今後とも公社等と連携を図り、公

社等の健全な運営を確保するとともに、県との適切な

パートナーシップを構築し、県の行政施策の円滑かつ

効率的な推進に努めてまいりたいと考えております。   

 次に、随意契約に係る包括外部監査人の意見につい

てお答えいたします。 

 県の締結する委託契約については、関係法令に基づ

き適正な契約事務がなされているものと考えておりま

すが、包括外部監査人からは、例外的であるはずの随

意契約が大きな割合を占めていること、一部の契約に

ついて随意契約の要件を満たしていないのではないか

などの監査意見が示されているところであります。 

 県としましては、今後、当該意見の内容を十分に精

査した上で適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 我が会派と

の関連質問の中の、沖縄観光コンベンションビュー

－ 185 －



ローの人事に知事の権限は及ぶかについてお答えいた

します。 

 沖縄観光コンベンションビューローの役員人事につ

いては、当財団の定款に基づき決定されるものであり

ます。理事及び監事は、評議員会の決議によって選任

され、会長等については、理事会の決議によって理事

の中から選定されます。したがいまして、当財団の役

員人事に関し知事が権限を行使することはできないこ

ととなっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 それではまず知事に対してお聞きし

たいんですけれども、米軍基地の早期返還についてな

んですが、日米両政府が示した沖縄における在日米軍

施設・区域に関する統合計画が発表されましたが、そ

れについての評価をお伺いします。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） いわゆる統合計画につ

きましては、日米が交渉の末まとめられた計画である

と承知しております。その計画につきましては、嘉手

納飛行場より南の施設につきまして返還をするという

前提のもとにその手順等が示されているわけですけれ

ども、この関係する自治体が11ございます。その自治

体と県は直ちに会議を持ちまして、その問題点等を明

らかにしているわけですが、最大の課題というのは、

やはり具体的でないということであります。その返還

の規模、手順、さらにマスタープランを今後つくって

いくといった手順が示されておりますけれども、そう

いう意味では、市町村と連携してしっかりと――現時

点での評価はなかなか難しいという前提で――政府に

具体的な説明、手順を示すこと、さらに今後の計画の

策定においては、市町村をしっかりと加えることを要

望しているわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 午前中の知事の答弁で、いわゆる政

府がこの返還時期について一刻も早くという部分が抜

けているという感想を述べられていましたが、今回、

この計画の概要については2020年以降が結構多いんで

すね。ですから、そういう年度が書かれて、それ以降

ということになっていることについて知事の見解を改

めてお伺いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時58分休憩 

   午後２時58分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員の印象もそうだろうと

思うんですが、平成の今が2013年ですから、これが

2022年とか24年とかになっていることが１つ。ですか

ら、ちょっと遠いという印象、これは印象論ですよ。

それとあと波がこう打ってありまして、つまり、そこ

まではやらないというふうな理解もできますし、これ

から先一体いつのことなのかというのが具体的でな

い、目標足り得るかとか、いろいろと実は質問したい

ことがたくさんあるんですが、それとあと辺野古移設

が約９年、それから後へ大体こう並んでおる、手前も

１つや２つあるんですが。ですからこのパッケージを

切ったということを民主党時代に我々理解していたん

ですが、どうもまた右へならえになっているという、

リンクしているという点、このあたりも含めて少し詰

めて政府と議論、意見を聞いてみたいんです。ただこ

のあたりからやっぱりスタートかなという感じも、こ

ういうまだふわっとした段階から物事は進んでいくの

かなということを考えれば、これはこれでスターティ

ングとしてはこういうものだということで、あとは内

容を詰めていくことを政府にしっかりやってもらいた

いなというのが私の感じです。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 この日米両政府が示したいわゆる時

期なんですけれども、これと、県が作成した21世紀ビ

ジョンとの整合性、それについて皆さんどうこれから

取り組みますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時０分休憩 

   午後３時１分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 21世紀ビジョンも御存じのように10年間の基本計画

となっております。そういった中で今般政府によって

示された統合計画というのは、34年またはその後とい

う形になって長いのではないかという趣旨の御質問だ

と思いますけれども、やはり21世紀ビジョンというの

は県民が描いた将来像、21世紀ビジョンという20年後

の沖縄県民が描く将来像をもとに10年間の沖縄振興計

画のあるべき姿を配慮した基本計画ですので、これを

まずベースにしながら、ただそう言いながらも跡利用

などは中南部都市圏のまた大きなポテンシャルを持っ

ている地域ですので、これはこれとして跡利用計画は

しっかりやることによって21世紀ビジョンで示された

将来像を実現していく、そういった関係にあるのかな

というふうに思っています。 
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○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 少し具体的な部分で言うと、キャン

プ・キンザーについてなんですけれども、浦添市が牧

港補給地区の跡利用基本計画というのをまとめている

んですね。そんな中、今回２月に市長選挙で、新しい

市長がキャンプ・キンザーの５年以内の返還というの

を公約に出しているんですね。その５年以内の返還の

公約について知事も連携して取り組んでいく考えがあ

るかどうかをお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時２分休憩 

   午後３時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 浦添市長の公約につい

ては、今議員がおっしゃったとおりだというふうに承

知しております。ただ浦添市につきましては、御承知

のようにこのキャンプ・キンザーをめぐっては那覇港

湾の移設計画というのが現実にありまして、これをど

う進めていくかということに長年取り組んできたわけ

でございます。また、そのあたりの十分な調整といっ

たことにつきましては、まだ浦添市さんと具体的なお

話をしている段階ではございません。しかしながらこ

の統合計画につきましては、浦添市も参加した軍転協

の中でしっかりと市町村の御意見も聞いていくと、こ

れについては政府も意見をちゃんと聞くと言っており

ますので、そういう意味での連携は図っていきたいと

思っております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 要するに、５年以内の返還を一緒に

求めていくということですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） ５年以内の返還という

ものがどこまで公約として、あるいは公約から浦添市

の施策として実現のそういう見通しが浦添市さんと

持っておられるか、あるいはその他の現在進行中の計

画との整合性とかそういうところは当然いろいろ調整

が必要だと思います。そういったことは真摯に意見も

お聞きしようということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 政府はこの2024年とか25年で、これ

は一刻ではなくてちょっと長いんじゃないかという知

事の答弁に基づいて聞いているんですよ。片や市長選

挙で５年以内の返還というのを明確に出しているんで

すね。５年以内ということは、今後、浦添市のまちづ

くりについて大変重要なポイントになると思うんです

ね。しかも那覇空港からも近いということもあって、

これをこの地元の市長がそれを明確に出しているわけ

ですよ。それは相手がいるということは我々も理解し

ていますよ。しかし、具体的にこの５年以内に返して

くれということを言わないと、今のまま2025年とか24

年以降とかになるとその計画そのもの、跡地利用も進

めていくと皆さんおっしゃっていますけれども、跡地

利用は進めていくんですけれども、これが2024年とか

25年以降になってくると跡地利用の計画もなかなかま

まならないんですよ。そのあたりについて、地元の自

治体――これは別に浦添に限らずですよ――例えば宜

野湾で言えば知事の最初の選挙公約で、３年以内の閉

鎖ということも掲げてきたわけですよ。ですからそう

いう早目に返してもらう中で、跡地利用をやっぱりど

ういうふうに活用したいということを明確に出さない

といけないと思うんですけれども、改めて聞きます

が、軍転協の会長でもある知事も含めてそこに市町村

の皆さんもいるわけですよ。その皆さんはまちづくり

のプランとして、明確に５年以内に返してほしいとい

うことを浦添では述べているわけですから、それにつ

いて足並みをそろえることはそんなに難しいことなん

ですか、皆さん。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） まず、５年以内の返還

につきまして、これは市長の公約であるというふうに

承知しております。ただ、浦添市の中で、５年以内の

返還というものをいかなる手順でその他の課題も連携

させながらおやりになるということは、まだ県は明確

に伺っておりませんで、そこはしっかりと聞いてまい

ります。浦添市のお考えはしっかり聞いた上で県にで

きること、浦添市と連携できることはしっかりとやっ

ていくとそういうことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 公室長、そういう答弁されると、そ

うしたら普天間基地の３年以内の閉鎖状態というの

は、地元と話をして今の手順を踏んだんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） さまざまな手順を踏ん

でそこの公約という部分と、実際にそれを実現する手

順というのは、県は県として考えてきたわけでござい

ます。残念ながら、普天間飛行場の３年以内の閉鎖状

態というのは現実に実現しなかったわけでございます

けれども、浦添市との十分な話し合い、浦添市がどの

ようなお考えを持っているかということにつきまして

は、これは真摯にお聞きしようということでございま

す。 
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○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 それでキャンプ・キンザーの跡地利

用について、私は今後の観光とかいわゆる今観光誘客

に皆さん一生懸命取り組んでおりますが、子供たちと

か家族も楽しめるような空間として非常に大事だと思

うんですけれども、それについて知事の見解をお聞か

せください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 先ほど答弁させていただきました中南部の広域構想

ですが、これは各跡地の特性を生かしてそれぞれある

意味、中南部都市圏が連携した形の絵を描いているわ

けでございます。 

 今、議員から御質問のこのキャンプ・キンザー、こ

れは整備コンセプトというのがありますけれども、や

はりキンザーといいますのは西海岸に面しているこ

と、それからまた近くに国立の組踊劇場などがあるこ

ともありまして、国際的エンターテインメント都市

と、人・海・文化を生かした国際的エンターテインメ

ント都市をコンセプトに掲げているわけでございま

す。それからまた産業導入のイメージとしましては、

リゾートコンベンション産業ですとか、国際物流流通

産業、エンターテインメントを含む都市型文化産業な

どを考えているというふうに認識しているところであ

ります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 それでは普天間基地なんですけれど

も、先ほど残念ながら３年以内の閉鎖状態に至らな

かったということなんですけれども、普天間基地は、

皆さんは何年以内に今後返還してもらいたいという、

そういうことは今全く白紙の状態ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 何年以内ということは

明示しておりませんけれども、とにかくできるだけ、

可能な限り速やかに飛行場を返還していただきたいと

いうことを申し上げております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そうしますと、３年以内の閉鎖状態

は公約撤回ですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今どうしても撤回と言わせ

たいというお気持ちであるとすれば、似てはおります

があえて意識的に私は撤回したつもりはありません。

やっぱり当時民主党政権が誕生したりいろんなことが

あって延びているということですから、当時の自民党

でやってきていただいていたことが、民主党さんに

なってまた別の考えで別の委員会を設置して、３年め

どのと言っていた部分が少し延びました。そして今

度、また新しく自民党さんに戻って、この部分につい

ては今公室長が答弁しましたように、可及的速やかに

という一日も早くという表現に今してあるわけでし

て、その流れから辺野古というのは９年、少なくとも

９年というのは可及的速やかでもないし、一日も早い

危険性の除去にも当たらないとこういう考えでござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 知事、私は撤回と言わせたくないん

ですよ。この３年以内の公約を、相手がいることなの

で大変苦労されているということは理解しますが、そ

れはやはり一日、一刻も早くということは僕は大事だ

と思っているんですよ。しかし、日米両政府が出して

いるこの普天間飛行場については2022年なんですよ。

そうするとそこの時点で知事の公約とは全然合わない

わけですよ、向こうが示してきた部分は。したがっ

て、この統合計画、返還計画については皆さんは納得

しているんですか、納得していないんですか。改めて

お聞きしたいんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ですからこれは納得してい

る、納得してないという性格のものではなくて、政府

が少なくともアメリカ政府とも恐らく協議をした上で

出してきたまずスタートのポイントだろうと、そうい

う性格を持っているものだろうと先ほど申し上げたと

おりでございます。ですから、全体に長いなという印

象はあります。だけれども、一つ一つについて御存じ

のように基地についてはいろんな事情もありますか

ら、それはよく説明してもらわないと、我々としては

理解もできないと、こういうことを言いに行っている

わけです。そうすると、マスタープランをつくる、そ

うするとつくるときに我々と相談する場もつくっても

らわないと、途中の意見交換ができないではないかと

いうようなことを今申し上げている最中でございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 わかりました。 

 がんの最先端放射線治療について。 

 いろいろ課題があるということも聞いております

が、観光誘客についてもこれをうまく取り組んでいけ

ば非常に県内に設置することは、外国人も含めて高度

な治療を県内で進めるということはいいんじゃないか

なと思いますけれども、これについて改めて知事の見

解をお聞かせください。 
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○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 医療ツーリズムというのも知事の公約にもあります

し、ただやはり課題として今いろいろ出ていますけれ

ども、運営体制どうするかとか、あとやはり整備コス

ト、そういったことをいろいろ議論するときに集患

ネットワークなどいろいろ課題が出ております。我々

そういったものを今大分議論もして、どういったもの

が問題で、どういったことをやればこれがクリアでき

るかという視点で、秋ごろをめどに中間取りまとめを

つくりたいというようなことを答弁させていただいた

ところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 土木建築行政について部長にお聞き

しますが、この最低制限価格、非常に皆さんが努力さ

れていることは評価するんですが、この新潟県のモデ

ルも皆さん把握していると思うんですけれども、やは

り今型枠とか技術職の皆さんがかなり減っていって、

単価が大体9000円とか8000円とかということで非常に

厳しい状況にあって、新しい人材を育てていく上で元

請だけじゃなくて下請も含めて新卒もやっぱり育てて

いかないと人材が減っていくと思うんですね。それを

新潟のモデルもしっかりと皆さん研究するべきだと思

いますけれども、部長いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず、県内の建設

業界において、型枠とか鉄筋工とか若干不足ぎみだと

いうようなことは承知しております。そしてまた今年

度から、そういった労務単価については12.3％、これ

は平均ですけれども公共単価が上がっておりますの

で、その効果も少し見ていかなければいけないと。 

 そして議員から御指摘の新潟県ですけれども、新潟

県に問い合わせをしましたところ、確かに最低制限価

格を現在91％に上げていると。私どもの県より１％上

がっているわけですけれども、その理由としまして

は、まず新潟県内の建設業の経営状況の問題とかがあ

るんですけれども、一番のポイントは、コスト調査を

行った結果、この損益分岐点というのが91％であった

というふうに聞いております。私どもの県では、コス

ト調査をやった結果それは90％ということで、建設業

審議会からも最低制限価格は90％が妥当であるという

ような答申を受けているところでございまして、今後

いろんな社会状況の変化に応じて、その都度、最低制

限価格については考えていきたいというふうに思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 県立病院についてお聞きします。 

 伊江局長に、八重山病院の院長もされてきたので、

国境の中にもあるこの八重山病院として住民だけじゃ

なくて観光とか、あと検疫とか災害等についてもその

役割、実績を担ってきたと私は思っているんですね。

いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 議員も御存じのとおり、八重山病院は八重山のいわ

ゆる中核病院として総合的な機能をずっと担ってきて

おりまして、本島の県立病院にはないいわゆる国立病

院が持っているような機能、例えば結核療養とかそれ

から感染症ですね、こういったところが常に国境のい

わゆる接する島としてそういう機能を担ってきており

まして、実際我々も海外からのチャーター便あるいは

クルーズ船が来るときに検疫業務を保健所とタイアッ

プして担っておりました。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そのことを踏まえて、この県立八重

山病院の早期改築、建てかえですね。５年ということ

なんですけれども、従来でしたらそれぞれの利益に基

づいてまた建てた分の費用をまた捻出していくんです

けれども、いろんな事実的にこの国立病院のある程度

の機能も含めて担ってきたという事実がある以上、こ

の建てかえについてはこれは何も県だけじゃなくて国

に対しても政治的にもこの機能も有しているわけです

から――検疫も災害とかあと観光という部分で言う

と、国の支援もしっかりと堂々と求めていくべきだと

思いますけれども、担当副知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、病院事業局長が申し上

げたとおり、病院というのは、沖縄は観光立県で成り

立っている県でございますので、ある種の産業インフ

ラとしての役割も果たしつつあると。それと、最南端

の島にある基幹病院ということで海外からの感染症の

対策だとか、これは今後のまた課題になってくるかと

思います。それはそれとして国からそういうことで支

援をいただけるかどうか、ここははっきりしないわけ

でございますけれども、ただ県民の生活を守ると、そ

れから安全を守ると、あるいはまた訪れて来られる

方々の安全を守るという観点から、ここもまたしっか

りと対応というか新しい八重山病院の改築含めて、機

能も含めてしっかり考えていきたいと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 知事、今新しい病院の場所につい
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て、国有地等がいわゆる旧空港ですね。その国有地等

も絡んでくるものですから、そういう位置づけもある

んだということも含めて、従来の建てかえという発想

じゃなくて、この八重山病院の役割というのは実質的

にこういう役割を果たしてきたんだと。したがって、

その国有地の提供はどういう形かどうかも含めて国も

巻き込むことは私は必要だと思いますよ、これは国境

にも接していますし。それについてもう一度、副知事

いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 最終的にその場所がまだ確

定しているわけではありませんけれども、おおよそそ

の辺だというふうなことで議論としては出てきており

ます。その中には国有地等もございますので、そこは

国のほうともしっかり調整をしていきたいと思ってお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ頑張っていただきたいと思って

います。 

 続いて、高良副知事にお聞きしたいんですけれど

も、４・28、県民の感情は理解できるということなん

ですけれども、歴史的にやはりこの４・28、これは副

知事御自身の考えはどうなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） なかなか説明しにくいんで

すよ。私、御質問の中に歴史家としてどう思うかとい

う御質問の趣旨だったんですが、実は私は答弁すると

きは副知事という職責に立って発言しておりますの

で、歴史家という比較的自由に自分の研究成果とか認

識を展開できるという立場じゃありませんから、本当

はまた機会を改めてそういうふうな議論をさせていた

だきたいと思うんですが、ただここで申し上げられる

ことは、1952年の４月28日は明らかにこの沖縄や奄

美、小笠原を含めて日本が独立をし、主権を回復し、

そして国際社会に復帰するというそういう説明のされ

方をする立場の認識と同時に、その日は我々にとって

切り離されて、沖縄の場合は特に長期にわたって米軍

統治の受け入れと、それで基地問題という問題がその

間に形成されていくという、そういう歴史的な事実は

誰しも否定もできない。そして、そのような４月28日

についてそれをどういうふうに評価するかといったと

きに、県民の中にそれは屈辱の日と呼びたいというふ

うな思いがあることはよく理解できるし、それから同

じ日に宜野湾市でその抗議をする大会が開かれたこと

についても私は理解できるというふうに申し上げたわ

けです。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 続いて、ハワイ州知事との連携につ

いて答弁いただいたんですけれども、いろいろ今調査

をされているということで公室長から話があったんで

すけれども、この調査を進めていって、また仲井眞知

事もいずれハワイ州知事と会談するということも考え

られますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ハワイ州知事のアバクロン

ビーさんというのは我々ももう何度もお会いしていま

すし、ウチナーンチュ大会にもハワイ代表みたいな形

で見えておられました。ですから沖縄のことはそれな

りによく知っておられると思います。いずれ近いうち

にといいますか、ハワイにお邪魔すればですよ、必ず

お会いできると思っておりますが。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ知事、せっかく先ほど午前中の

答弁でも、ハワイ州知事がかなり強力に本国に基地を

受け入れるという話をされているわけですから、会談

を実現させていただきたいと思っています。 

 続いて、地位協定についてなんですけれども、先ほ

ど公室長の説明でボン補足協定について、環境につい

て進んでいるということがあったんですけれども、今

回まさに沖縄のこの環境に対して枯れ葉剤の問題も出

ておりますので、その部分をやはりもっと強調してい

く部分を研究して提案していくべきだと思いますけれ

ども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 御指摘のとおりだと思

います。ボン補足協定につきましては、実はいろんな

文献を集めたり、それからもう亡くなられましたけれ

ども、大阪大学におられた本間先生のお話を聞いたり

とかいろいろやってまいりました。やはり環境に関す

る特別協定という形が現実であるならば、それを推進

し、政府に求めていこうというのが現在の県の立場で

ございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。 

 続いて、円安による県経済への影響について、畜産

業の配合飼料価格並びに漁業の燃油価格について影響

が出ていると。これは年間にするとそれぞれ幾らぐら

いの影響が出ていますか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 畜産業の影響額につ

いてなんですが、本年４月から６月期の配合飼料価
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格、例えばトン当たり６万650円でございます。前月

期と比較いたしますと、トン当たり約3150円上昇して

おりまして、年間使用料、例えば25万トンから負担額

を推計いたしますと、年間約７億8000万円程度という

ふうに推計されます。 

 それから、漁業の影響につきましては、漁船の燃油

価格が例えば平成21年６月の１リットル当たり54円か

ら、平成25年の６月には84円ということで30円の差が

ございます。それを年間使用料約1450万リットルで換

算いたしますと、約４億3500万円というふうに推計さ

れるところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 年間、この畜産業について７億8000

万ということと、漁業についても４億3000万というこ

とで、大変だと思うんですね。そのあたりについての

御支援をしっかりとまた取り組んでいただきたいと要

望をしておきたいと思っています。 

 沖縄振興一括交付金についてですけれども、いわゆ

る24年度において不用額、県・市町村分それぞれどれ

ぐらいだったのかを教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 24年度一括交付金分の

いわゆるソフト分の県分から申し上げます。 

 最終予算額が610億円、不用額が42億7200万でござ

います。それから市町村分303億の最終予算額に対し

まして不用額が９億4400万となっています。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 それで25年度の交付決定において、

県また市町村分についてそれぞれお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 25年度の交付金につい

ては、５月30日に内閣総理大臣から交付決定を受けて

おります。県分は当初予算に計上いたしまして474億

1126万円、これは全額でございます。また、市町村分

は303億円のうち223億1036万円が交付決定をいただい

ております。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 ＯＣＶＢについてちょっとお聞きし

ますが、県から今回新しい会長、前副知事がなってい

るわけですが、県からＯＣＶＢに例えば24年度で随意

契約含めて予算は幾らぐらい投下されていますか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 県からＯＣ

ＶＢへの随意契約については、全体で約45億5900万円

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 随意契約以外も含めて幾らですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 県からＯＣ

ＶＢへの委託全体については51億9600万円です。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 そのうち51億出して、さらに再委託

をして、ＯＣＶＢが得たこの差額、利益は幾らです

か。 

○議長（喜納昌春君）  文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今御質問

の、利益を得た差額というのがちょっとどういう内容

のものか、もう一度教えていただきたいのですが。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時29分休憩 

   午後３時29分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） まず、コン

ベンションビューローから再委託するものについて

は、全体としては把握しておりませんけれども、例え

ば24年度に実施した戦略的誘客活動推進事業について

再委託分を把握しております。その分で再委託したの

が約24億5500万です。それからして差額として出てき

ますのは、約18億円になります。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 さらに、今回前副知事がビューロー

の会長になったということなんですけれども、この指

導監督要領にこれは違反していませんか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 公社等の外郭団体の役

員の就任、県の退職者の役員の就任については、当該

公社からの求めに応じて力量それから識見、ふさわし

い方を県は求めに応じて提案をすると。その後、各団

体においてはそれぞれの団体の手続にのっとって役員

に就任をすると。現在の会長もその役員会の中で互選

によって会長に就任されたというふうに理解していま

す。 

○議長（喜納昌春君） 赤嶺 昇君。 

○赤嶺  昇君 指導監督要領の６番ですね。「代表

役員等への就任の制限」、「県知事及び副知事」とい

うことは載っているんですね。これは皆さんの指導監

督要領の中でそういうふうに載っているんですよ。そ

ういうことを皆さん照らして、今回前副知事がそこに

つくということは余りよくないんじゃないかなと。さ

らに今回、給与も上がっていく予定なんですけれど

も、それについてもお聞かせください。 
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○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 知事、副知事で現職の

ままほかの団体の役員になるということは時として職

務の混同というのがあるかもしれません。そういうこ

とで禁止をしている。 

 それからもう一点、役員の報酬でございますけれど

も、指導監督要領では基準は設けておりますけれど

も、その中でも県からの役員報酬への財政支援の状況

とか、そういったものを勘案して要請をするというこ

とになっております。今回、ＯＣＶＢについては財政

支援を行っていないということもございますので、ま

だＯＣＶＢの評議委員会で正式に会長の報酬が決定さ

れたということは聞いておりませんが、そういう考え

方のもとに団体の中でも整理をされていくものだと理

解しています。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時33分休憩 

   午後３時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 比嘉京子さん。 

   〔比嘉京子さん登壇〕 

○比嘉 京子さん こんにちは。 

 社大党の比嘉京子です。 

 では、通告に従い質問を行います。 

 まず、第１番目の質問に関連いたしまして、自民党

公認の国会議員の公約破りについて、これまで複数の

議員から質問があり知事答弁を伺いました。知事は、

報道の範囲でしか存じ上げないという内容でございま

したが、改めて事実を踏まえ知事の政治姿勢を伺いた

いと思います。 

 去る４月22日、参議院予算委員会の議事録を紹介し

ます。 

 民主党の白眞勲議員が島尻政務官に次のように質問

をしています。 

 「白眞勲君 政務官は選挙の御自身の公約で、選挙

公報には、沖縄県民の民意を尊重し、普天間基地は県

外移設！としているんですが、それでよろしゅうござ

いますか。」。 

 「大臣政務官（島尻安伊子君） お答えをいたしま

す。 選挙の公約として私がそのように書いてあると

いうのは事実でございます。」。 

 「白眞勲君 これ、政府の方針とはっきり違います

ね。沖縄県内の辺野古に移転と。つまり、島尻政務

官、公約と相反する内容ですけれども、これはどうい

うふうにお思いでしょうか。」。 

 「大臣政務官（島尻安伊子君） あえてこの場でお

話をさせていただくのであれば、これまで、我が自民

党が日米合意を取り付けて、普天間の移設先は県内移

設と、辺野古崎ということで日米合意を見てきたわけ

でありますけれども、当時の鳩山総理になるときに、

民主党の公約として普天間の移設先は県外だというこ

とをおっしゃったわけでございます。 その中で、言

わばそれは、何というんでしょうか、民主党政権の大

変な大間違いの一つだったということが後々分かった

わけでございますが、私もそういうところでの参議院

の選挙でございました。まだ沖縄での混乱ぶりという

中にあって、なかなかといいますか、県外ということ

の県知事とのお話合いもしなければならないという中

にあって、県民の一番の望みというものを掲げて戦い

をさせていただいた次第でございます。」。 

 「白眞勲君 全然さっぱり分からないんですよ。鳩

山政権云々といっても、あなたの選挙公報に県外移設

と書いているんですよ。このときはもう鳩山政権じゃ

ありませんでした、菅政権でした。(中略） 菅政権

の時代でこういうふうに言っているんですよ、もう。

ですから、全然これ、何というか、言っていることと

違うんですよ。 あなたは選挙のときに、公約です

よ、公約で有権者に説明して票をいただいて御当選さ

れたわけですよね。そこでここにいらっしゃって、

（中略） 沖縄担当。まさに今の公約が実現できる立

場にいらっしゃるわけですよ。それをどういうふうに

考えているのかということを聞いているんです。もう

一回お答えください。」。 

 「大臣政務官（島尻安伊子君） 第一次安倍内閣の

ときに、私もグアム協定に関しての賛成討論を自民党

代表としてさせていただきました。そのときに、それ

まで15年、16年、本当に薄紙を剥がすような作業を自

民党政権下でやり、そしてやっとまとめ上げたこの移

設の問題、これに関して、当時、沖縄県の関係者、名

護市の皆様方にもいろいろお話を伺ったわけでござい

ます。 その後、今、細々と申し上げました、（中

略） そういうこの流れをつぶさに見る中で、今やは

り沖縄としての取るべき道というのは、間違いなく今

この日米が進める、日米が合意をして進めようとして

いるこの道だというふうに私は確信をしているところ

でございます。 沖縄の進化、そして発展のために力

を尽くしたいという中にあって、私はこれに、もう曇

りもなく、これを確信を持って進めていきたいという

ふうに思っております。」。 

 「白眞勲君 これじゃ完全に公約は申し訳ないけれ

ども守れなかったということですよね。それでよろし
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いですね。」。 

 「大臣政務官（島尻安伊子） 未来志向の中で沖縄

の進化、発展のためにこの日米合意に基づいて進んで

いくというのが道であるというふうに思っておりま

す。」。 

 「白眞勲君 沖縄の皆さんは一体誰信じればいいん

ですか。」 

 以上を踏まえ質問をいたします。 

 １、知事、副知事の政治姿勢について。 

 (1)、知事が選挙応援した県選出の国会議員が、選挙

公約である普天間基地の県外移設を翻し「県内移設」

と表明したことについての所感を伺います。 

 (2)、「４・28完全なる主権回復の日」政府式典に出

席した高良副知事の所感を伺います。また、歴史家と

して４・28は沖縄にとってどういう日か。ここは割愛

したいと思います。 

 (3)、日台漁業協定が県民の頭越しに締結されたのは

なぜか、認識を伺います。また、今後の対応をどうす

るのか、知事の姿勢を伺います。 

 (4)、安倍首相はＴＰＰ交渉への参加を決めたが、本

県において影響が予想される分野と影響を受ける額は

幾らか。 

 (5)、６月23日慰霊の日式典に総理を初め外務・防衛

大臣が参加したことについて知事の所感を伺います。

また、基地問題にかかわる我が国のトップが顔をそろ

え知事とどのような話し合いをされたのか伺います。 

 ２、教育行政について。 

 去る５月、文教厚生委員会で石垣市、竹富町及び与

那国町を視察いたしました。地域の問題点について問

います。 

 (1)、与那国小では、ことし教員14名中11名が異動と

なった、見解を伺います。 

 (2)、幼稚園がない離島での就学前教育はどうなって

いるのか伺います。 

 (3)、小学校１・２年だけでも複式学級を単式学級に

できないのか、課題について伺います。 

 (4)、石垣市、竹富町及び与那国町のＡＬＴ未設置学

校は何校か。本島と比較して設置率はどうか。 

 (5)、本県の特別支援学級の設置基準の根拠は何か。

離島の設置基準はどうなっているか。 

 (6)、学寮が不足していて、ことし八重山高校の寮に

入寮できなかった生徒がいます。見解と今後の対策を

伺います。 

 (7)、教職員住宅が不足をしています。現状認識と対

策について伺います。 

 ３、健康長寿について。 

 (1)、男女ともに長寿日本一となった長野県の取り組

みから本県が学ぶものは何でしょうか。 

 (2)、長寿日本一復活のための本県の計画を伺いま

す。 

 (3)、「自分の健康は自分で担える」人づくりをする

ために食育を必修とし、かつ系統的に教育すべきだと

考えますが、今後の取り組みについて計画を伺いま

す。 

 (4)、一方、健診率を上げることも重要と考えます

が、特に早期に自分の健康状態を知ることが必要であ

ります。そのためにも小学校でこれまで行っている健

診よりも一歩進めて、６年間に１回詳細な血液検査を

実施することを提案したいがどうか。 

 ４、県立八重山病院の改築について。 

 (1)、前述の文教厚生委員会で視察をしました安全性

にかなり問題があり逼迫した状況であることを委員全

員が認識したと思います。改築に向けたタイムスケ

ジュールと進捗状況について伺います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 比嘉京子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事、副知事の政治姿勢についての御

質問の中で、慰霊の日の総理との話し合いについての

御質問に答弁をいたします。 

 総理とは来県するたびに面談の機会をつくっていた

だいております。今回は、山本沖縄担当大臣も加わ

り、昼食をしながらの懇談の中で、那覇空港の第２滑

走路の話や鉄軌道の話、そしてＯＩＳＴの研究能力強

化の話などなどをお互いに意見交換をいたしました。

無論、現総理は沖縄の基地負担や沖縄の振興策などに

ついて非常によく御存じで理解をされている方でござ

います。そういう中での意見の交換でございました。 

 次に、健康・長寿についての御質問の中で、長寿日

本一復活計画についての御質問にお答えいたします。 

 沖縄県では、健康おきなわ21計画に基づき生活習慣

病の予防対策などを推進してまいりました。このたび

の平均寿命の順位低下を契機に、改めて健康・長寿沖

縄復活に向けた長期的かつ総合的な計画を今年度中に

策定する考えでございます。この計画では、これまで

の予防対策に加えまして、健康づくりを行いやすいい

わば広い意味で社会環境を整備するとともに、広くい

ろいろな分野の方々と一体となって県民運動的に運動

を長期にわたって展開してまいり、健康・長寿復活を

目指す予定でございます。 
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 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事、副知事の政治姿勢に

ついてに関する御質問の中で、４・28政府主催式典に

対する所感及び４月28日という日についてという御質

問にお答えしたいと思います。 

 式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のもとに、政府、

国会議員、民間の代表、全国の都道府県が参列して厳

粛な雰囲気の中、とり行われました。式典における総

理のお言葉では、沖縄県を初め東京都、鹿児島県など

施政権が切り離された地域に対しての配慮を感じまし

た。また、その会場に身を置きながら、私は、1952年

４月28日は沖縄が本土から切り離され、基地問題など

今日に至るさまざまな問題の原点となっている日であ

るという思いを新たにしておりました。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事、副知事の政治姿

勢についての中で、国会議員が県内移設と表明したこ

とについての所感を聞きたいという趣旨の御質問にお

答えいたします。 

 普天間飛行場の移設に関し、お二人の国会議員が県

内移設を容認する発言をされたことは報道により承知

しております。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い返還の実現が必要であるという認識はお二

人にも共通するものと考えておりますが、発言は議員

それぞれのお考えによるものと認識しており、県とし

ての見解は控えさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 知事、副知事の政治

姿勢についての中の、日台漁業取決めに対する現状認

識と今後の対応についてお答えいたします。 

 日台漁業取決めの合意は、好漁場の縮小を余儀なく

されるなど、本県水産業へ多大な影響があると懸念し

ております。このため、県は、漁業団体と連携し、国

に対し本県漁業者の権益及び安全操業を確保し、漁業

秩序を維持できるよう、日台漁業取決めの見直しを強

く求めてきたところであります。国からは、日台漁業

取決めが頭越しに合意されたことについて、交渉事で

もあり、地元に対して十分な説明ができなかったとの

回答でありましたが、どのような意図で頭越しの合意

をしたかについては承知しておりません。 

 県としましては、今後とも漁業団体と連携し、国に

対し粘り強く見直しを求めていくとともに、取り決め

適用水域における操業ルールを策定するため、漁業者

間の協議を進めていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事、副知事の政治姿

勢についての御質問の中の、ＴＰＰ交渉参加による影

響についてお答えいたします。 

 沖縄県の農業分野については、直接影響額が約580

億円、関連産業への波及も含めると約1420億円の影響

が出るとの試算があります。このため、十分な農業対

策が打ち出されないまま妥結し関税が撤廃された場

合、深刻な影響が懸念され、特にサトウキビ生産が主

要な産業となっている離島地域において重大な影響を

与えるおそれがあります。また、ＴＰＰは物品貿易の

みならず、サービスや投資、政府調達など幅広い分野

にかかわるものであり、県内の関係団体から農業分野

以外にも国民皆保険制度の維持や食の安全・安心につ

いての懸念などが示されております。一方、輸入にか

かわる業者にとっては、輸入品の価格低下による販売

額の増加など一定のメリットがあり、同時に一般消費

者もその恩恵を受けることが考えられます。製造業に

ついては、海外・国内市場等の違いや企業規模などに

よって企業ごとにプラス・マイナスの影響があると考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事、副知事の政治

姿勢についての御質問の中で、総理を初め外務・防衛

大臣が参加したことについてお答えいたします。 

 今回の外務大臣及び防衛大臣の参列については、沖

縄全戦没者追悼式の趣旨を踏まえ、さきの大戦で一般

住民をも巻き込んだ悲惨な地上戦となった沖縄の冷厳

な歴史的事実について理解を深めていただく機会にな

るとの考えから、関係省からの参列の意向を踏まえ対

応したところであります。 

 次に、健康・長寿についての御質問の中で、長寿日

本一の長野県から学ぶものについてお答えいたしま

す。 

 長野県における健康・長寿への取り組みについて

は、各種集団検診の実施、ボランティアの育成と健診
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受診勧奨への活用、減塩運動など地域に根差した活動

を行っております。長野県では、地域の特性に応じた

対策を重点的に長期間継続して取り組んでおり、平均

寿命の延伸につながった要因と認識しております。沖

縄県は、野菜摂取量が少なく、成人肥満者の割合が全

国平均を上回り、また、肝疾患の死亡率も男女とも高

いという特徴があります。本県においては、肥満対策

や食育の推進など、本県の特性に応じた取り組みを行

う必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、与那国小における教職員の人事異動についてお

答えいたします。 

 平成25年４月の定期人事異動において、与那国町立

与那国小学校では校長を除く職員総数15名中11名の異

動があり、うち県費負担教職員の異動は11名中７名で

ありました。同小学校では臨時的任用職員の任期満了

に加え、他地区からの交流職員の勤務年限が重なった

ことから今回の大幅な異動になったものです。 

 県教育委員会としましては、離島地区の人事異動に

おいては異動者数の平準化に留意するとともに、地域

の実情等を踏まえ適正な配置に努めてまいります。 

 次に、離島での就学前教育についてお答えいたしま

す。 

 本県では、幼稚園のない離島が５つあります。そこ

では、保育所において幼稚園教育要領に準じた保育所

保育指針にのっとり就学前教育が行われている状況で

あります。 

 県教育委員会としましては、市町村教育委員会と連

携し、幼稚園担当指導主事連絡会や保幼小合同研修会

等を実施しており、今後とも離島における就学前教育

の充実を図ってまいります。 

 次に、複式学級についてお答えいたします。 

 複式学級の編制基準につきましては、いわゆる義務

標準法に基づき定めており、複式学級を単式学級とす

るためには定数の確保等の課題があります。 

 県教育委員会としましては、平成24年度から学習支

援員としての非常勤講師を配置し、複式学級教育環境

の改善に努めているところです。学級編制に係る定数

の改善等につきましては、引き続き全国都道府県教育

委員長協議会等を通して国へ要望してまいります。 

 次に、八重山３市町のＡＬＴの配置状況についてお

答えいたします。 

 現在、八重山３市町においてＡＬＴの配置がない学

校は与那国町の５校のみで、３市町全体の配置率は

90.7％、本島内26市町村における配置率は100％と

なっております。 

 県教育委員会としましては、外国語活動指導等に堪

能な英語活動アドバイザーを派遣し、八重山地区を支

援しているところであります。なお、与那国町教育委

員会におきましては、ＡＬＴの人材確保のめどがた

ち、９月の採用を予定しているとのことです。 

 次に、特別支援学級の設置についてお答えいたしま

す。 

 特別支援学級の設置につきましては、「沖縄県公立

小学校・中学校特別支援学級設置要綱」により、児童

生徒の学び合いや集団活動による社会的自立などの教

育的観点から、適正な学級規模となるよう原則３人を

下限として実施しております。なお、離島につきまし

ては、障害の種類や程度、環境等を勘案し弾力的に対

応しているところです。 

 次に、八重山高校の学寮についてお答えいたしま

す。 

 県教育委員会では、八重山地区の教育環境の充実に

向けて３高校に寄宿舎を設置しているところでありま

すが、ことし、八重山高校で希望者が入寮できない状

況がありました。入寮できなかった７名の生徒へ近隣

高校の寄宿舎をあっせんしたところ、本人たちの希望

により１名は八重山商工寄宿舎、１名は民間アパー

ト、５名は自宅通学となっております。なお、来年４

月に供用を開始する八重山高校新寄宿舎では、希望者

全員が入寮できるものと考えております。 

 次に、教職員住宅についてお答えいたします。 

 教職員住宅につきましては、小中学校においては市

町村教育委員会、県立学校においては県教育委員会で

設置及び管理しているところです。県立学校の教職員

住宅につきましては、現在、離島を含めほぼ全ての希

望者が入居している状況にあります。一方、小中学校

につきましては、一部の離島において教職員住宅が不

足している状況にあります。このため、県教育委員会

では老朽化等により入居に支障がある場合には、市町

村教育委員会に対し国庫補助制度の活用を促すなど、

離島小中学校の教職員住宅が円滑に整備されるよう取

り組んでまいります。 

 次に、健康・長寿についての御質問で、食育の取り

組み計画等についてお答えいたします。 

 学校における食育につきましては、食に関する指導

の全体計画や各学年ごとの年間指導計画に基づき、給

食時間や特別活動、家庭科等の関連教科において実践

しているところであります。 
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 県教育委員会としましては、学校での年間計画に基

づいた食育の取り組み状況等の把握に努め、学校教育

活動全体で確実に取り組めるよう、実践的な研修会等

を通して効果的な食育プログラムを推進するととも

に、生涯にわたって健全な心身を培い豊かな人間性を

育む基礎となる児童生徒の食の自己管理能力の育成を

図ってまいりたいと考えております。 

 次に、小学校での血液検査の実施についてお答えい

たします。 

 学校では、児童生徒の健康の保持・増進を図るため

に、学校保健安全法に基づき毎年度、視力や聴力検査

等の健康診断を行っております。検査項目以外の血液

検査を実施する場合には、保護者からの同意を得る等

の課題があります。また、健康診断の実施について

は、実施主体である市町村がその実情やニーズに応じ

て判断するものと考えております。現在、国が児童生

徒の健康診断検査項目の見直しを検討していることか

ら、国の動向を注視しているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 県立八重山病院改築

についての御質問の中で、八重山病院の改築に向けた

スケジュールと進捗状況についてお答えいたします。 

 新八重山病院の建設については、機能・役割、診療

体制などについての現状と課題の分析を行うため、県

立病院課内及び八重山病院内に検討チームを設置し、

関係機関と連携を図りながら基本構想の策定作業を

行っているところであります。作業スケジュールとし

ましては、平成26年度に基本計画を策定した後、基本

設計・実施設計を行い、平成28年度に工事に着手し、

平成30年度には開院したいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん では、再質問を行いたいと思いま

す。 

 まず最初に、自民党の発言撤回なんですけれども、

その後、新聞紙上におきましては、「声」の欄に、政

治家に対する不信感、それから政治家の資質を問う

声、それからマスコミの政治家を監視する責任、こう

いう問題が報道されました。それと同時に、４月27日

の琉球新報…… 

 議長、ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時30分休憩 

   午後４時30分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○比嘉 京子さん ４月27日の琉球新報では、「社

説」の見出しに公約「破棄は民主主義の否定だ」と、

かなり厳しい口調で言われています。そこでお伺いを

したいんですが、島尻安伊子氏の2010年の参議院選挙

における選対本部長は、私は知事であったと記憶して

おりますが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） そのとおりであります。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 選挙結果が、「島尻氏、大差で再

選」という見出しで当時報道されています。そのとき

の内容にこう書いてあります。「島尻氏は、選対本部

長に就任した仲井眞弘多知事との連携を強調し「台所

から政治を変える」とアピール。」、そういう問題を

訴えて当選を圧勝したと書いてあるわけです。今のよ

うな知事の答弁、きょう、又吉公室長がお答えになり

ましたが、議員それぞれのお考えであると。私は、選

対本部長というのはどういう役割なのかということを

問わなければならない状況に陥っています。知事、い

わゆる公約も含めて選対本部長は全てを把握した上で

選挙を戦い、そして結果を出したわけですよ。それで

こういうふうな回答では私は県民の納得は得られない

と思うんですがいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） これは、基本的には議員も

同じだと思うんですが、選挙をお互いやってくる中

で、私は選対本部長を仰せつかってしっかりやりまし

た。しかし、いずれにしましてもその政策・公約を実

行するというのは国会議員になった島尻さんなら島尻

さんの議員としての考えでいろんな状況を踏まえ、い

ろんな状況に遭いながら仕事をしていくのであって、

基本的には御自身の考えに従ってしっかりとやってい

ただくということが肝要だと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 私は、これは意を異にするもので

すからこういう質問をしているわけなんですけれど

も、もっとひどいなと思うことは、選挙の後の第一声

ですよ。彼女の第一声、こう言っています。選挙直後

の第一声でこう言っている。「普天間問題で、県外・

国外と訴えたことが当選につながった。」と。しか

も、「普天間問題では名護市長選で民意は示されてお

り、自民党も地元の意見を聞かなければならない。」

と、こういうような当選を責任を持ってさせられた知

事として、今は知事じゃなく選対本部長として聞いて

いるわけなんですけれども、そういうような県民にこ
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ういうことを言っていながら翻すということを選対本

部長として務められた責任者として、私はこれは看過

してはいけないのではないかと思うんですが、先ほど

の答弁どおりですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私が選対本部長として自由

民主党公認の島尻安伊子議員を当選させるのにお手伝

いをしたということが、比嘉京子先生に野党の我々の

側ではない先生に、あれはどうだ、これはどうだと言

われるのはまことに心外としか言いようがありませ

ん。そして、これは先ほどから申し上げているよう

に、島尻さんが国会議員として自分の考えと信念に

従って自分の考えを申し上げていることでありまし

て、選対本部長を仰せつかった私に、あなたどう思う

かと言われても、これはちゃんとした大人の国会議員

の御判断でございますとしか言いようがないじゃあり

ませんか。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん これは野党である私が聞いている

というよりも、今、なぜ社説をお上げしたかという

と、社説は県民の声を代弁しているんですよ。その県

民の声を代弁してこういうふうに翻すならば辞職すべ

きだとまで言っているわけですよ。そういうような声

を選対本部長を務められたから、私ではないんだと。

私は、例えば、今、私がどうこう言える問題ではない

と。一国会議員の役割なんだ。でも、知事の支持母体

も島尻さんの支持母体も同じですよ。同じようなとこ

ろから出ていながら、そしてなおかつ私は、非常に重

大だと思ってきょうこの質問をしているのは、この建

白書ですよ。建白書の２つの要請。これは全県議が

やったんですよ、県議の全部の代表ですよ。そして41

首長、41議長、これは全員がサインをしているんです

よ。全部これはサインです、あとは。その１番目がオ

スプレイ、２番目が県外移設ですよ。この県民総意の

要請を皆さんと同じそういうスタンスの方をしかも押

し上げて、知事が責任者として押し上げて、それでい

て関知できませんというようなことでは、これは

ちょっと知事自体も疑われるんじゃないかと私は思う

んですが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） それは明らかに言い過ぎだ

と思いますよ。政治家一人一人が自分に責任を持って

発言をし行動しているのであって、比嘉議員から選対

本部長をやった知事に問題があるのではないかと言わ

れるのはいささか心外で、的を外しているとしか私、

言いようがありません。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 私は、少なくとも辞職ということ

ではなく、本部長を務められた責任者としては、25万

余りの県民に対する説明責任を果たすべきだと、それ

ぐらいのことはやっぱり言う立場におありではないか

と私は思いますよ。これは答弁はいただきません。 

 次に、副知事にお伺いします。 

 副知事、４・28の代理出席で行かれましたけれど

も、その直後のインタビューを私はテレビで見ており

ました。そこで、これまで答弁されています４・28が

沖縄の今日ある原点であると言われています。それと

同時に、式辞を聞いて、聞いた範囲では納得・理解で

きたと一定の評価を与えられましたよね。それとの整

合性はどうなんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 最初に４・28の政府式典の

ことが出たときに、沖縄や小笠原や奄美という地域の

存在を十分にわかった上で計画されたんだろうかと、

大変強い疑問を感じたわけですね。それでもその後、

県庁の中で議論しまして、知事も随分悩まれたと思う

んですが、私が代理出席ということになりました。日

本の憲法体制下の一地方自治体の代表といいますか、

メンバーとして出席したということなんですけれど

も、私の関心は、その式典の中で総理が、その後の沖

縄県民の抗議ですとか批判もありましたので、そう

いったことを踏まえてどういうふうに言及されるのか

ということについて関心があったわけです。その式典

の会場で総理のお言葉というか御挨拶がありまして、

その中で、私が聞いた範囲内では、４・28以降に日本

の主権の回復、国際社会への復帰ということと引きか

えに、むしろ置き去りにされた地域に対するコメント

がしっかりと述べられていたと。その点を私は評価し

たということでありました。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん これは２つ意味が違うなと思うん

ですけれども、きょうはちょっと時間がないんです

が、私は、総理とか大臣がコメントする場合、特に沖

縄に関するコメントをする場合、こう見たほうが一番

理解しやすいという持論があります。これは、沖縄以

外の国民に向かってのメッセージなんですよ。沖縄に

対してこのように誠意を持って誠心誠意接しているん

だよというようなメッセージなんですね、国民に対し

て。だけれども、沖縄にやっていることはどういうこ

とかというと、全く民意を無視しています。それで強

行突破です。甘受せよ、その姿勢なんですよ。ですか

ら、言っていることよりもやっていることを見たほう
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が沖縄の現実対応にはつながっていると私は思います

よ。そういうことを申し上げて、これ以上お聞きしま

せんけれども、私は、この問題は私的な意見は言わな

いとおっしゃっていますので、別の機会にしたいと思

います。 

 次、教育長にお聞きしたいと思います。 

 小学校の人事異動なんですけれども、私、14名と書

きましたが15名と御答弁なさいました。いずれにせよ

３分の２以上が異動しているわけですね。異動につい

て、幾ら以内の異動というような何か規定というのは

ないんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 公立小・中・高等学校の

人事異動につきましては、定期人事異動方針にのっ

とってやっております。その標準によりましたら、離

島地区が２年から３年、平地が５年前後、３年から５

年または５年、長くて７年という基準でやっておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 今お聞きしているのは、期間では

なくて全体の何分の１以下に異動を可能にするという

ようなことはないんですかと聞いているんです。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） それは学校の状況等、当

然何名以内が適正だとかそういう判断に基づいてやっ

ておりますけれども、今回のように漏れが出てきてい

るのも事実でございます。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ぜひ改善をお願いしたいと思いま

す。 

 次に、健康・長寿のことについて福祉保健部長にお

聞きしたいと思います。 

 まず、これまでの手法では沖縄県の復活はならない

という認識はおありでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時41分休憩 

   午後４時41分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） これまで「健康おき

なわ21」という計画に基づいて取り組みを進めてきて

いるところでありますけれども、平均寿命の低下とい

うようなこともありますので、これまで以上にさらに

取り組みを強化していかないといけないというふうに

認識しております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん これまで以上の強化とはどういう

ことを指しておられますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今年度、「健康おき

なわ21」の計画を見直しをいたしまして、長期ビジョ

ンも含めて考え方をその中に盛り込むとともに、健

康・長寿復活できるようなそういった計画を策定して

取り組みを進めていくということであります。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん これまでも「健康おきなわ2010運

動」とかこういう食育のこの本ではいろんな計画を立

てられていますよ。でも、これは実行するそういう手

立てがどこにもないんですよ。だから計画だけ立て

て、誰が実行、どのようにやるかというのがどこにも

ないんですよ。それを変える気があるんですかとお聞

きしているんですよ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今回の計画において

は、県民運動的なそういった計画にしていくととも

に、さらに具体的に取り組みが進められるようなそう

いう計画にしていきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 長野が六、七十年かけて１位にな

りましたよね。長野から沖縄県は何を学ぶ予定です

か。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 長野県においては、

これまで長期にわたりいろんな取り組みなどを進めて

きているところでありますけれども、例えば住民の一

斉の血圧の測定であったり、あるいは脳卒中予防健康

診査であったり、あるいは減塩運動であったりという

ふうなことを、地域を巻き込んで、その地域の健康づ

くりのためのそういった推進員を養成しながらその取

り組みを進めてきたというふうなところが大きいのだ

ろうというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん それは見習う予定はありますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） もちろん長野県の取

り組みを参考にしながら取り組みを進めていきたいと

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 沖縄県の目的・目標はいつもある

んですよ。だけれどもそれを実行するマンパワーの養

成を全然やってないんですよ。誰がどのようにやって
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これを実行するかというのがないんですね。そのこと

をことしは本気になって、今のビジョンの中に変えて

いくその仕組み、市町村がどうやってそれができるか

という仕組みをぜひ私は要望したいと思います。 

 もう一点は、食育の推進なんですけれども、食育が

児童生徒においてどのような成果を持っているのかと

いうことを福祉保健部長と教育長にお聞きします。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 今の現代における課

題・問題というのは、生活習慣病というものが非常に

大きな課題というふうに考えておりますので、学校あ

るいはさらに幼稚園、そういった小さいころからのよ

りよい生活習慣を確立していくというふうなことを

やっぱり進めていくことが20代、30代、40代における

そういった生活習慣病予防につながって、それがさら

にそういった生活習慣病による死亡の低下というよう

なことに結びついていくのだろうというふうに考えま

す。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 食育の推進は知・徳・体

の基礎になるもので、生涯にわたって自己健康の管理

を育むものだと思っております。特に、学校教育にお

きましては児童生徒に対する食に関する指導を充実さ

せ、望ましい食習慣の形成を促すことによりまして、

食に関する自己管理能力の育成が図られ、将来の生活

習慣病の危険性を低下させることができるものと考え

ております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 先ほどの御答弁にもありましたけ

れども、いろんな取り組みがされているんだと。た

だ、これは必修じゃなくて任意ですよね。それに系統

立ててしてないですよね。私は必修にすべきだと思っ

ているんですけれどもいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） この必修という言葉が

ちょっと難しくて、ただ、学校教育におきましては、

食育につきましては関連教科、学校給食、保健、それ

から家庭科等学校教育全体の中で取り組んでいるとこ

ろではあります。必修化という形ではまた別の形の議

論が必要になるんじゃないかなと思います。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 今なさっている実態ではなかなか

これは凹凸があり過ぎて、小学校で中学校に二、三校

が集まって中学校ができたときに、学校それぞれで全

然レベルが違うんですよね。それを均一化するために

もきちんとしたカリキュラムと系統立てて教えるとい

うそういう教材教育カリキュラムが必要だと思うんで

すがいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 平成17年度に食育基本法

が制定されて栄養教諭制度がスタートし、それから学

校給食法の改正がされ、学習指導要領の改訂がありま

した。この間、現在まで教育委員会としましては、小

中学校における食に関する指導の全体計画の作成、こ

れも年次的に上がって、小学校では前年度99.3％、中

学校では93.3％等、かなり改善を見ております。それ

から、食に関する研修会もかなり多く実施しておりま

して、こういう中で学校教育でもかなり食育について

の考え方が浸透してきているんじゃないのかなと思っ

ております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん 食育についてはかなり意見の違い

がありますけれども、もう一度検証して再度質問した

いと思います。 

 もう一点は、小児生活習慣病についてですが、知

事、那覇市では小学校４年生、肥満度20％以上の子供

たちを対象に、医師会において再検をやっているわけ

なんですね。これが平成14年からやっていてもう12年

間やっているわけなんです。そこで、20％以上の肥満

度のある子供たちをもう一回血液検査をして、そして

糖尿であるとか、それから中性脂肪、コレステロール

全部調べて、そして早くから指導する。このことを私

は全県的にできないだろうかというふうな提案をきょ

うしたいと思っているんですね。ですから、部長、こ

の案に対してはどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 学校におけるそう

いった健康診断については、基本的には学校において

実施するべきものでありますので、教育庁と連携をと

りながら、学校におけるそういった生活習慣病対策を

進めていきたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 比嘉京子さん。 

○比嘉 京子さん ぜひ早くから子供たちに気づかせ

ていくということを、特に沖縄県だからこそ実施をし

ていくというそういう意気込みをぜひつくっていって

ほしいなと思っております。 

 終わります。ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

   〔渡久地 修君登壇〕 

○渡久地 修君 皆さん、こんにちは。 

 通告に従い、一般質問を行います。 
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 １、辺野古埋立申請についての見解を伺います。  

 ２、県が普天間基地の県外移設の候補地を探してい

るとのことですが、即時閉鎖、撤去を要求すべきで

す。 

 ３、米軍基地は沖縄経済発展の阻害要因だというこ

とを、全国民に発信するように２月議会で求め、公室

長も検討を約束しましたが、その後の対応を伺いま

す。 

 ４、普天間基地を初め米軍基地内用地の先行取得の

実績と今後の展望について伺います。 

 ５、オスプレイの日米両政府の飛行合意違反、低周

波振動の健康に与える影響、新たな12機の配備中止

と、現在のオスプレイの撤去を求めることについて伺

います。 

 ６、地産地消の現状と県の取り組みと、モデル地区

を設定して具体的かつ強力に推進することについて伺

います。 

 ７、農林水産部の研究機関の目的、成果、研究員の

推移、今後の研究課題について伺います。 

 ８、モノレールの延長の進捗状況はどうなっていま

すか。ウチナーグチアナウンスを提案し実現しました

が、反応はどうでしょうか。また、エレベーターの待

機階について伺います。 

 ９、絶滅危惧種のノグチゲラについて伺います。 

 10、コンベンションビューローに元副知事を派遣し

た理由、これまでの事業のあり方、問題点と改善点に

ついて伺います。 

 11、下水処理場や海洋技術支援センターなど、県の

公共施設で太陽光発電の設置に適していると思われる

ところが多いが検討すべきではないか。 

 12、我が党の代表質問との関連について。 

 沖縄防衛局は、提訴する際に県から同意を得ている

と裁判所に証拠として報告書を提出しています。これ

は明らかに虚偽ではないのか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 渡久地修議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、地産地消の現状と県の取り組みについての

御質問の中で、地産地消の現状と取り組み及びモデル

地区設定についての御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県では、「沖縄県地産地消推進計画」に基づき

まして、第１に、学校給食などの県産食材利用の促

進、第２に、県産食材メニューの開発・普及など７つ

の推進方策を定め、各種事業を実施いたしているとこ

ろであります。今年度は、直売所とホテルや学校給食

とのマッチング支援事業に取り組んでおります。 

 モデル地区の設定につきましては、本事業を通じて

市町村とも連携をし、効果的な手法を検討してまいり

たいと考えております。 

 次に、モノレールについての御質問の中で、モノ

レールの進捗状況いかんという御質問にお答えいたし

ます。 

 沖縄都市モノレールの延長につきましては、工事着

手に必要な施行認可をことし６月に取得したところで

あります。今年度は、実施設計や関連道路の用地取得

及び支柱工事を実施し、平成31年春の開業に向けて事

業を推進してまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 辺野古の埋立申請

についての御質問にお答えいたします。 

 辺野古埋立申請につきましては、普天間飛行場の代

替施設として、名護市辺野古のキャンプ・シュワブ沿

岸域約160ヘクタールを埋め立て、1200メートルの滑

走路２本をＶ字型に配置した飛行場を建設する計画で

あり、公有水面埋立法に基づき、知事に公有水面埋立

承認申請が提出されたものであります。 

 当該埋め立てに用いる土砂につきましては、全体と

して約2100万立方メートルであり、山土約360万立方

メートルをキャンプ・シュワブ陸上部、辺野古ダム周

辺から採取し、また、海砂約58万立方メートルを沖縄

周辺から、岩ズリ約1644万立方メートルを沖縄、九

州、瀬戸内周辺から購入するとしております。当該埋

立承認申請につきましては、公有水面埋立法等関係法

令にのっとり対応してまいりたいと考えております。 

 今後の手続といたしましては、７月18日まで申請書

の縦覧を行い、その期間中、利害関係者の意見の提出

を受け付けます。その後、所要の審査、地元市長及び

関係行政機関に意見照会等を行う予定となっておりま

す。 

 次に、モノレールについての御質問の中で、モノ

レール駅でのウチナーグチアナウンスについての御質

問にお答えいたします。 

 去る４月19日からモノレール15駅のコンコース内に

おいて、標準語での案内放送の後に、例えば県庁前駅

では、「ハイサイ チュウヤ ウチナー都市モノレー

ル（ゆいレール）ンカイ ヌイガメンソーチキミソー

チ イッペーニフェーデービル クマヤ県庁前駅ナ

トーイビン」とウチナーグチでの放送を開始しており

－ 200 －



ます。 

 利用者からの反応としては、全体としては好意的に

受けとめられているものと思われます。 

 同じくモノレールについての御質問の中で、エレ

ベーターの待機階についての御質問にお答えいたしま

す。 

 県管理９駅のうち、４駅のエレベーターについて

は、おりた階を待機階とし、５駅については、２階の

コンコース階を待機階としております。今後は、利用

者の意見を踏まえて、国及び那覇市を含めた管理者で

待機階のあり方について検討していきたいと考えてお

ります。 

 次に、我が党の代表質問との関連についての御質問

の中で、北部訓練場ヘリパッド建設に係る提訴につい

てというような御趣旨の質問にお答えいたします。 

 県は、当該訴訟について同意や不同意をしたことは

ございません。沖縄防衛局に対しては、当該訴訟の当

事者は国と住民側であり、県は当事者ではないため、

同意、不同意を述べる立場にはない。提訴するかしな

いかは当事者で判断するものであるものと申し上げて

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 普天間基地についての

御質問の中で、普天間飛行場の即時閉鎖、撤去要求に

ついてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。県と

しましては、これまでの経緯等から、普天間飛行場の

即時閉鎖、撤去が実現するとは考えがたく、他の都道

府県の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えております。 

 次に、米軍基地についての御質問の中で、米軍基地

に係る情報発信についてお答えいたします。 

 県は、沖縄の基地問題を幅広く一般に理解していた

だくため、沖縄の米軍及び自衛隊基地に関する「統計

資料集」などを定期的に発行し、渉外知事会等の関係

機関に送付しております。また、県のホームページに

おいては、日米両政府への要請文、オスプレイに関す

る質問、普天間飛行場に関するパンフレットや安全保

障に関する報告書などをダウンロードして全国の皆様

に利用していただけるようにしております。さらに、

ことし３月には「沖縄振興に関するよくある質問」と

いうコーナーを設け、その中で米軍基地と県経済の関

係に関する疑問等について、数値やグラフを用いた資

料も掲載して説明しております。 

 県としましては、全国の皆様に基地問題について理

解していただくことは重要であると認識しており、引

き続きその情報発信に努めてまいります。 

 次に、オスプレイについての御質問の中で、オスプ

レイの違反飛行及び追加配備についてお答えいたしま

す。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に、可

能な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けるこ

とや、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内

に限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること

等を内容とした日米合意事項が公表されております。

県では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行

運用の実態について情報収集を行ったところ、318件

の合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもと

に、オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等につい

て政府の責任で説明することを求めております。これ

について、防衛省は、これまで行っている目視調査等

の結果も踏まえ、確認作業を行っているとのことであ

り、現時点では調査結果は示されておりません。 

 オスプレイの追加配備については、県民の不安が一

向に払拭されておらず、さらなる負担の増大は認めら

れるものではないことから、県は軍転協を通じ去る６

月12日に、安倍内閣総理大臣を初め関係閣僚に対し

て、オスプレイの配備計画中止や配置分散の実施など

を緊急要請しております。 

 なお、オスプレイの追加配備につきましては、本日

午後、沖縄防衛局より説明があり、７月下旬に岩国基

地経由で沖縄に配備されるという連絡がありました。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 米軍基地内用地の先行

取得についての御質問の中の、特定駐留軍用地内の土

地取得事業についてお答えいたします。 

 沖縄県及び宜野湾市は、駐留軍用地跡地の円滑な利

用を推進するため、駐留軍用地内の土地取得を目的と

した基金を設置し、一括交付金を活用して沖縄県は約

69億円、宜野湾市は約13億円を積み立てたところであ

ります。今年度は、土地取得事業に沖縄県は約12億

円、宜野湾市は約６億5000万円の予算を計上しており

ます。沖縄県は道路用地として約17ヘクタール、宜野

湾市は学校用地として約８ヘクタールの土地取得を始

めたところであります。買い取り希望の申し出等につ

いては、窓口となっている宜野湾市に確認したとこ

ろ、６月21日時点で買い取り希望の相談が20件あり、
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面積にすると約1.6ヘクタール分、金額にすると約７

億円分が寄せられているようであります。 

 今後、県は跡地利用推進法の土地取得制度を積極的

に活用し、宜野湾市と連携しながら、駐留軍用地跡地

の円滑な利用を推進していくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） オスプレイについて

の御質問の中で、低周波音の健康に与える影響につい

てお答えします。 

 低周波音によるものと考えられる健康影響として

は、不眠、いらいら感、頭痛、吐き気等があるとされ

ておりますが、年齢、個人差等が大きく、健康影響が

明確になっていないのが現状であり、国による低周波

音の環境基準や規制値は定まっておりません。県とし

ましては、実態調査が必要であると考えており、平成

24年10月に沖縄防衛局に対し、同調査について要請し

たところであります。また、同年11月に上大謝名局に

おいて県による低周波音調査を実施し、オスプレイの

低周波音レベルはジェット機等に比べ高い傾向にある

こと等を確認するなど、低周波音の実態把握に努めて

いるところであります。 

 次に、絶滅危惧種のノグチゲラについての御質問の

中で、ノグチゲラの生息状況などについてお答えしま

す。 

 ノグチゲラは、県の「レッドデータおきなわ」及び

環境省の「第４次レッドリスト」に絶滅危惧種として

掲載されており、沖縄島北部山林にのみ生息する固有

種でもあります。ノグチゲラの繁殖活動は、樹齢40年

以上の壮齢林とその周辺で観察されており、生息数

は、平成９年の報告では320羽から390羽と推定されて

おります。 

 ノグチゲラの生息環境は、開発行為に伴う森林伐採

等により縮小・断片化が進んでおり、また、近年は、

ハシブトガラスや野猫、マングースなどによる捕食も

確認されております。県及び国においては、鳥獣保護

を図るため、ヤンバル地域において６カ所の鳥獣保護

区を指定しております。また、マングース対策事業に

より、ヤンバル地域のマングースの低密度化が図ら

れ、ヤンバルクイナやノグチゲラ等の希少種の分布域

の拡大が見られております。 

 県としては、今後とも国と連携し、マングースなど

の外来種対策や、希少動植物の保護担保措置としての

国立公園化に向けて取り組んでいく考えであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産部の研究機

関についての中の、農林水産部試験研究機関の目的、

成果、研究員の推移、今後の研究課題についてお答え

いたします。 

 農林水産試験研究機関は、農林水産技術の向上並び

に農林水産物の生産拡大に寄与することを目的とし

て、試験研究を行っております。これまでの主な研究

成果といたしましては、ウリミバエ、ミカンコミバエ

の防除技術の開発により、県外への野菜・果樹の出荷

が可能となっております。そのほか、ゴーヤー、パイ

ナップル、菊、牧草の品種開発やマンゴーの晩生品種

の選抜、アグーのブランド化、肉用種雄牛の造成など

を行っております。水産分野におきましては、ソデイ

カ漁業の開発やクルマエビ、モズク、海ブドウ等の養

殖技術の開発を行っております。農林水産部所管の５

研究機関の研究員数は、平成17年度148名に対し、平

成25年度は128名となっております。 

 今後の研究課題につきましては、農林水産物の競争

力のあるブランド化を実現するため、オリジナル品種

の育成、高付加価値化、生産性及び収益性向上などの

研究開発を推進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 沖縄観光コ

ンベンションビューローの人事及び事業の課題につい

てお答えします。 

 沖縄観光コンベンションビューローの役員人事につ

いては、当財団の定款に基づき決定されるものであり

ます。理事及び監事は評議員会の決議によって選任さ

れ、会長等については、理事会の決議によって理事の

中から選定されます。このような手続を経て25名の理

事が選任され、新会長には前副知事である上原良幸氏

が選定されたところでございます。 

 当財団については、国内外の誘客プロモーションの

強化や、多様な観光ニーズへの対応、受け入れ体制の

整備など、これまで以上に沖縄観光の推進母体として

の役割が大きくなっております。県としましては、当

財団が期待される役割を発揮し、機動的・効率的に事

業が推進されるよう執行体制の構築を支援していきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 
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○商工労働部長（小嶺 淳君） 県の公共施設での太

陽光発電についてという御質問にお答えをいたしま

す。 

 県有施設への太陽光発電の設置については、各部局

に対して設置促進に努めるよう要請をしております。

なお、県及び市町村の教育施設では、平成24年７月現

在、太陽光発電が54校に設置をされております。ま

た、国際物流拠点産業集積地域那覇地区を拡張して整

備を進める国際物流拠点施設にも太陽光発電設備の導

入を検討しております。 

 今後も関係部局と連携しながら、太陽光発電を初め

とした再生可能エネルギーの普及拡大に取り組んでま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 まず公室長、先ほどオスプレイが７

月下旬に岩国に来るというようなことを言っていまし

たけれども、これは７月下旬に岩国に来て普天間に配

置するんですかね。もっと具体的に教えてもらいた

い。これはいわゆる接受国通報というやつですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） これがいわゆる接受国

通報であるかはちょっとはっきりしておりませんけれ

ども、きょうの午後、防衛局の職員が県に来訪されま

して、オスプレイの追加配備について説明があったと

ころであります。 

 それによりますと、オスプレイが７月の最終週に岩

国飛行場に到着し、機体整備、点検、機能確認飛行、

習熟飛行等を短期間行った後、普天間飛行場へ移動す

る見込みであると、そういった情報が寄せられたわけ

でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 これは何機ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） きょういただいた資料

の中には機数が示されておりませんが、従来から１個

飛行隊12機だというふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 知事、この沖縄県民の声を無視して

このように追加配備をまた強行するということがきょ

う通報があったということで、これは黙っているわけ

にいかないですよね。知事としても直ちに行動を起こ

すと。これはまた新たな県民大会もやらなければなら

ないと思いますけれども、知事、どんな行動を。きょ

うのきょうですから、直ちに行動を起こすという点で

は知事の決意を聞かせてください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時16分休憩 

   午後５時17分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） また追加されるらしいとい

うことは、いろいろなマスコミ情報であるとかいろん

な情報がありましたので、６月12日には総理を初め外

務、防衛、沖縄担当大臣にも配備の中止、そして今あ

るものの配備の見直しなども申し上げております。で

すから、きょう正式なといいますかおっしゃるような

伝達というかノーティスがあったようですが、少しこ

れはどういうふうに対応するか考えてみたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 このオスプレイの追加配備絶対に許

さないと、もちろん今の12機も直ちに配備撤回を求め

るというのはもうみんな一致していると思います。こ

れは私たちは私たち、議会も動かないといけないと思

いますので、知事もぜひ速やかに動いていただきたい

と思います。 

 まず再質問、ノグチゲラについてです。 

 特別天然記念物に指定されていますけれども、特別

天然記念物というのは一体何なのか。県内での指定状

況について教えてください。 

○教育長（諸見里 明君） 休憩してください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時18分休憩 

   午後５時18分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 文化財保護法によります

と、動物、植物、地質鉱物のうち、学術上価値が高い

ものを天然記念物として指定しております。さらに、

天然記念物の中でも特に重要なものを特別天然記念物

に指定しているところです。 

 沖縄に所在する特別天然記念物としましては、ノグ

チゲラのほか、アホウドリ、イリオモテヤマネコ、カ

ンムリワシ、コウノトリの５種類がありまして、この

うちノグチゲラは沖縄島に生息しております。さら

に、このノグチゲラは世界中で沖縄北部特定地域のみ

生息する固有種でありまして、現存のキツツキ類では

世界でも最も狭い分布域を持つ極めて貴重な鳥である

ため、特別天然記念物に指定されております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 
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○渡久地 修君 この皆さんからもらった資料で、

「特別天然記念物」というのは「天然記念物のうち世

界的に又国家的に価値が特に高いもの」と世界でも国

家的にも非常に価値が高いものということですね。そ

してヤンバルの地域にしかいないと。本島ではこのノ

グチゲラだけが「特別天然記念物」に指定されている

と。 

 知事、このノグチゲラは森のドラマーと言われてい

て、巣をつくったり餌をとるときにつつくときのあの

ドラミングという音、コトコトコトコトというのを出

すようなんですが、聞いたことありますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 名前は聞いたことあります

が、今議員の言われているようなことはよく知りませ

ん。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 教育長と環境生活部長は聞いたこと

ありますか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 残念ながらまだ聞いたこ

とはございません。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 私も聞いたことはご

ざいません。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 残念ながら聞いたことがないという

ことで、４月に調査してきたんですよ。そのときに偶

然に聞きました。ここに録音したんですよ。それで議

長の許可を得てぜひ皆さん、ほんの数秒ですから聞い

てみてくださいね。ドラマーみたいな音がしますか

ら。よく気をつけて聞いてください。（録音を聴取） 

今聞こえましたか。知事、どうですか、聞こえました

か。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 聞こえましたが、何でしょ

うという感じです。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 このドラミングという音、これがノ

グチゲラが巣をつくったりする音なんですけれども、

これが非常に危機的な状況にあるということで、先ほ

ど答弁があったように40年以上たったイタジイなどに

巣をつくるということなんですが、最近はタイワンハ

ンノキに営巣している。それから沿道にまでおりてき

ているというのが報道されていますが、県はこれ確認

していますか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 基本的にノグチゲラ

が営巣する樹種は22種類ほどございまして、そのうち

のイタジイが６割、その他で４割を占めていて、中に

はリュウキュウマツにも時々営巣をするというような

状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 新聞にあったタイワンハンノキとか

（資料を掲示） それから沿道にまでおりてきている

ということを確認していますかということを聞いたん

ですよ。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 私は直接その場所は

見ておりませんけれども、職員は確認はしておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 先ほどあった特別天然記念物、「世

界的に又は国家的に価値が特に高いもの」、ヤンバル

にしかいないという点では皆さんこのノグチゲラに対

する対策というのは非常に私は弱いと思います。ヤン

バルクイナにやっている対策と比べても非常に弱いと

思う。それで県のデータブックありますよね。（資料

を掲示） その中で「生存に対する脅威」の現在につ

いてどのようにこれで指摘していますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時24分休憩 

   午後５時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 「生存に対する脅

威」につきましては、ノグチゲラの生息環境は開発行

為に伴う森林伐採等により縮小、断片化が進んでいる

ということで、これによってノグチゲラ個体群の存続

を脅かしているということになっております。 

○渡久地 修君 現在と聞いたんですよ、現在。 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時27分休憩 

   午後５時27分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 「また、米軍北部訓

練場内におけるヘリパッドの移設に伴うヘリパッド用

地および作業道を開設するための森林伐採による環境

改変が危惧されている。」ということであります。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 先ほどの最初の答弁で、部長はマン
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グースとかいろいろ言っていましたけれども、マン

グースに対してこれは野猫やマングースなどの外来種

対策の重要性が指摘されているが、具体的な研究実例

はないと皆さん自身が書いているんですよ。マングー

スがかわいそうじゃないですか。ここで言っているの

は、「現在も、ノグチゲラの分布南限にあたる地域に

おいてダムの建設が行われ、森林が伐採されている。

また、林道開設、農地改良、木材生産のための森林の

皆伐が現在も実施されているとともに、林床の乾燥化

を引き起こすと指摘されている下草刈りなども行われ

ている。また、米軍北部訓練場内におけるヘリパッド

の移設に伴うヘリパッド用地及び作業道を開設するた

めの森林伐採による環境改変が危惧されている。」

と。森林の皆伐とヘリパッドの建設がノグチゲラの絶

滅の脅威になっているんだということを皆さんが指摘

しているんですよ。だから、知事、こういう世界的に

非常に貴重なものは絶対に失ってはならないという点

で皆さん自身が指摘したこれらの点について、きょう

はこの程度にとどめておきますけれども、ぜひノグチ

ゲラの種の保存について、この指摘も踏まえてノグチ

ゲラになったつもりで十分な対策をとるという知事の

決意を聞かせてください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時29分休憩 

   午後５時29分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 県としましては、希

少動物の保護については国立公園化等も踏まえて取り

組んでいきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 先ほど指摘したのも、皆さんすぐに

は出てこない。そういう意味ではマングースのせいに

してみたりする。これは違うんですよ、もう人為的な

ものが一番大きいんですよ。そこを十分把握してぜひ

保全のために全力を挙げてやっていただきたいと。今

回はこの程度にとどめておきます。 

 次に、辺野古埋立申請について。 

 知事、まず知事の２期目の公約で、地元の理解が得

られない移設案は事実上不可能ということで県外移設

を掲げましたよね。これについては政府にも何度も申

し入れていると思うんですけれども、知事の立場は私

は政府はよく知っていると思うんですが、どうお思い

ですか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時31分休憩 

   午後５時31分再開 

○知事（仲井眞弘多君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 非常によく知っておられる

んじゃないかと思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 そしてことし１月28日には、先ほど

もあった建白書、41の市町村長、それから市町村議会

の議長、県議会、私も直接総理に手渡した一人です。

オスプレイ撤去、普天間基地の県内移設断念せよとい

う要求を出しました。これも総理自身当然知っている

んですよ。ところが、知事が事実上不可能だという立

場も知っている。41市町村長みんなが反対しているに

もかかわらず、これを無視して３月22日に申請書を出

したんですよ。この出したことに対してこれはオール

沖縄の声を無視するもの、知事の見解を無視する、ま

さに私は民主主義国家にとっては許せない暴挙だと思

うんですけれども、この申請されたことに対して私は

暴挙と思うんですけれども、知事どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） これはいろいろな立場に

よっていろんな考えができると思います。現実に公有

水面埋立法という法律に基づいて申請することですか

ら、やりたいと思う人はやれるということだと思うん

ですが。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 私は暴挙だと思うんですよ。 

 なぜこんなことが行われているかといったら、２月

に安倍首相がオバマ大統領と会って、辺野古移設を約

束させられたという点で、そういう意味では県民の総

意よりも沖縄県民の声よりも、オバマ大統領、アメリ

カのいわゆる要請を優先したということじゃないです

か、どうですか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩してくださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時33分休憩 

   午後５時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） ただいまの現在の状況

につきましては、オバマ・安倍会談においてそういう

ものが確認されたという報道は承知しております。そ

こで約束が、というよりも日米両政府は普天間飛行場

の代替施設として辺野古が最善であるという考え方を
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変えていないという認識でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 だから、その認識というのは沖縄県

民の声よりもアメリカの意向が優先されたんでしょう

と。沖縄県民の声は無視されたんですよねということ

を聞きたいんですよ、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） これは日米両政府間の

合意だと承知しておりまして、アメリカの意向、オバ

マ大統領にどのような配慮をしたかどうだということ

につきましては、県は承知しておりません。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 県は承知しなくても沖縄県民の声、

知事の声、41市町村長の声が聞き入れられなかったと

いうのは事実ですよね。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 現在知事が公約に掲げ

ている県外移設というものと、政府の方針は異なって

いるという認識でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 なかなか皆さん方、とにかくこれが

対米従属という姿勢のあらわれなんですよ、対米従

属。だからそこを変えないといつまでたっても踏みつ

けられるということだと思います。 

 次に、埋立申請について伺います。 

 この申請の中で、中国脅威論が書かれています。県

もその立場に立っているんですか。力と力、武力で物

事を決めるというそういう立場に県も立つんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 埋立申請書に書かれて

いる中国脅威論というのは、防衛省を含む現在の政府

の立場を説明したものだと思いますが、中国脅威論と

呼んでいいのかわかりませんが、中国に対する安全保

障上の懸念といったものが昨今の防衛白書にも明記さ

れておりまして、そういったものが反映されたんであ

ろうと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 平和的に外交努力でいろんな紛争を

解決していくというのが私は県の立場でなければなら

ないと思います。そういう意味では、今回の埋立申請

のこの中国脅威論というのは、実にこれはとんでもな

いものだと思います。 

 辺野古の海は非常に自然の豊かな海であるというこ

とで、ランクはどういうランクになっていますか。皆

さんが去年出した環境影響評価書、知事意見出しまし

たね。知事意見ではどのような意見を出しましたか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時36分休憩 

   午後５時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず自然環境のラ

ンクでございますけれども、県のほうで平成10年に策

定した自然環境の保全に関する指針におきましては、

事業実施区域の沿岸域は自然環境の厳正な保護を図る

区域である評価ランク１に分類されております。 

 それから知事意見についてでございますけれども、

ことしの３月27日に評価書について知事意見を出させ

ていただきました。この中では、当該評価書で示され

た環境保全措置等では事業実施区域、周辺域の生活環

境及び自然環境の保全を図ることは不可能と考えると

いう意見は出させていただきました。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 自然環境の保全を図ることは不可能

ということで、知事の当然の意見を出しているわけで

す。 

 次に、埋立土砂の総量、県外から持ってくる量につ

いて再度お願いします。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと休憩お願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時38分休憩 

   午後５時38分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず全体で約2100

万ほどでございまして、県外から持ってくるものは四

捨五入といいましょうか切り上げいたしますけれど

も、県外からは約1700万立米ということになっており

ます。 

 それと先ほどちょっと私、ことしの３月にと申し上

げましたけれども、知事意見は昨年の３月でございま

した。大変申しわけございません。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 今の1700万立米とそれから2100万、

これを仮に10トントラックに積むとなると何台になり

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土砂を10トント

ラックで積むとしますと、大体立米にしますと６立米

ぐらいという平均になろうかと思います。それで計算

いたしますと、1700万立米ですとダンプトラック280
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万台、2100万としますと約350万台程度ということに

なります。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 この量がどれだけあの豊かな海に、

皆さんが言う厳正な環境の保全を図らないといけない

ランク１の海に与えるかという点で、2100万といって

も私イメージがわかないものですから、どんなものだ

ろうと。普通は東京ドーム何個分といいますけれど

も、東京ドーム行ったことないものですから、いろい

ろ計算してみました。１つは、返された新都心地区こ

こは214ヘクタール、あの返された土地からもし土砂

をとるとなったら、9.8メートル約10メートル掘り下

げて土をとる計算になります。新都心を10メートル。

トラック、先ほど言ったものになります。 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時40分休憩 

   午後５時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○渡久地 修君 トラック、先ほど言ったものをト

ラックに積んだ場合のものを私つくってみました。

（資料を掲示） 県外から持ってくる1700万立方メー

トル、10トントラック280万台、トラックは7.67メー

トルです、１台。これを積んで一列に並べてみまし

た、一列に。そうすると、那覇から札幌までの距離の

実に9.6倍、一列に並べて９本、ずらっと札幌まで並

ぶ。2100万になると350万台で、実に那覇―札幌間の

12倍。トラックがずっと数珠つなぎにしたと仮定し

て、これぐらいの物すごい量になるんですよ。こんな

量がこのきれいな海に埋め立てられたら、もう物すご

いダメージ。知事意見の保全は不可能だと思うんです

けれども、知事どうでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほど平成24年３

月に当該評価書では自然環境の保全を図ることは不可

能という知事意見を出させていただきました。その

後、当該評価書は補正されておりまして、補正された

ものが今回の申請書に添付されていると思われますの

で、そちらのほうについては内容審査の際にしっかり

審査をしてまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 この280万台のトラックですね、こ

れを県外から持ってくるといった場合に、今心配され

ているのが有害物質の混入、外来生物の混入というの

が心配されていますね。これはどうやって防ぐんです

か、280万台から。どうやってチェックするんです

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 購入する土砂につ

きましては、現時点で有害物質の分析等を行っても工

事をやるときに実際に使う土砂じゃないものですか

ら、余り意味がないということで今回は添付させてお

りません。今後内容審査をする段階で、そういった議

員御指摘のような有害物質等を排除するといいましょ

うか、きちんとチェックするような体制としてあるい

はそれを担保するためにはどうしたらいいかというの

を内容審査の中でしっかり確認していきたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 これまで県外からの土砂の持ち込み

というのは過去にあるんですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時43分休憩 

   午後５時43分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 圧倒的に県内が多

くて県外については今ちょっと私、心当たりはないん

ですけれども、これは確認させていただきたいと思い

ます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 今度の６月12日の国会で、県外から

の土砂購入で、これは岩ズリだけどというふうに皆さ

ん方、こんなものを書いていますよね。そこにいわゆ

る建設ダムのしゅんせつしたもの、こういったものま

でも持ち込まれるんじゃないですかどうですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時44分休憩 

   午後５時44分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今後、どういうふ

うな展開があるかどうかはわかりません。 

 それから国会答弁でもいろいろと岩ズリ、土砂等に

ついて共産党の議員から聞かれて政府が答弁している

ようですけれども、私どもは現在申請書に記された内

容で審査を進めていくつもりでございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 
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○渡久地 修君 この土砂の搬入の際に、それを

チェックするのは県ですか、それとも事業者ですか、

それとも業者ですか。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと休憩お願

いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時45分休憩 

   午後５時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土砂等が有害物質

に汚染されていないかとかいうようなチェックをする

のは一義的には事業者でございますけれども、それが

基本的にきちんと担保されるかどうかというような仕

組みについては、私どものほうでも考えていきたいと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 もう既にこの申請書の中には、岩ズ

リだけと書いてあるけれども、皆さん方それを信用し

ているけれども、国会ではダム堆積土のしゅんせつ土

を含む建設残土、リサイクル材、これも検討すると

ちゃんと答弁しているんですよ、国会では。だから、

あの申請書自体に書かれてないものが国会ではもうそ

ういうのもやると言っている。輸入もあるんじゃない

かと言ったらこれも否定していないんですよ。どうで

すか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 国会での答弁とい

うのは、私も見せていただきましたのでそういう答弁

もあったようではございますけれども、私どもは法律

に基づいた申請書が届いておりますので、あくまでも

この申請書の内容で審査をしてまいります。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 審査する際にも国会でこういう答弁

されていますよと。審査の届けたものとは違うものも

答弁されているんだよというのを頭に置いてやってく

ださい。 

 そしてシュワブ内の土砂採取場所、これは地権者何

名ですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土砂採取場所の所

有権等については、添付する義務のない図書にはなっ

ております。ただ、いろいろなマスコミ報道等もござ

いましたので、現在沖縄防衛局に確認中、照会中でご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 知事、名護市長の意見も聞きますけ

れども、当然名護市長の意見というのは尊重されます

よね。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ちょっと休憩して

ください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時47分休憩 

   午後５時48分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 地元市町村長の意

見についての御質問でございます。 

 建設省監修のハンドブックの当該部分を読ませてい

ただきますと、文字どおり意見にすぎず、免許権者を

直ちに拘束するものではないが、関係市町村長ではな

く地元市町村長と限定した以上、その合意なくして出

願についてそのまま免許することには問題が生じるで

あろうことも事実であるとそのように記載されてござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 ぜひ名護市長の意見も、知事、尊重

してくださいね。どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時49分休憩 

   午後５時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） もう一度明確に答

弁させていただきます。 

 地元市町村長の意見は、文字どおり意見にすぎず免

許権者を直ちに拘束するものではないが、関係市町村

長ではなく、地元市町村長と限定した以上、その合意

なくして出願についてそのまま免許することには問題

が生じるであろうことも事実であるということでござ

います。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 知事、ちゃんと尊重してください

ね。 

 あと知事にお尋ねしたいんですけれども、最近の知

事の県外移設の答弁を聞いていて、ちょっと私の心配

事なんですけれども、辺野古移設するよりも滑走路の

ある県外の飛行場に移設したほうが早いということ

で、これまでの事実上不可能というものから微妙に遅

い、早いの論点にすりかわってきているような感じが

するんですよ。移したほうが早いと。これまで不可能

だったから、あそこが早いというのにすりかわってき
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ているように思うんですけれども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） すりかえたつもりは全くあ

りません。事実上不可能と言った言葉はそのままで

す、そしてやっぱり県外だというのも。県外でないと

早くできませんから、固定化と同じになるからという

意味でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 事実上不可能というのはぜひ堅持し

ていただきたいと思う。なぜかというと、遅いか早い

かの論になってくると、この辺野古の今度の申請書は

極力短期間にできると国は言っているんですよね。国

はここが早いと言っているんです。だから、遅いか早

いかの論になってくると、辺野古も含めた場所の早い

ところはどこか、遅いのはどこかという論に入ってし

まうおそれがあるので、辺野古は事実上不可能だとい

うのをきちんと堅持するということが大事だと思いま

す。遅いか早いか論になってくると、例えば誰かが

言っているように一旦本土の飛行場に移して、その間

に辺野古をつくってその後にまた辺野古に移設する

と、こういうことになってしまったらもうとんでもな

いことなんですよ。だから、こういったことも絶対こ

れは知事の立場の中にはこういう選択肢は全くないと

いうことで明言していただきたいと思うんですが、い

かがでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今議員からいろんなお話が

出ましたけれども、私は前から申し上げているよう

に、米軍基地がある程度必要なものは必要だと私は申

し上げています。もともとあってはならないとは言っ

ていません。過重な負担、過重過ぎるということを私

は言っております。 

 ですから、基本的には何度もこれは答弁させていた

だいたんですが、フィージビリティー（実現可能性）

の問題として今回の普天間飛行場についても考えるべ

きだと。あってはならないとか、あってもよいとか、

こういう議論は私はしておりません。ですから、これ

は変わりません。ですが、どう見ても今の自然環境の 

 

 

 

 

 

 

 

 

アセスなど見ても事実上不可能、ないしは不可能に近

い。そういう中で早いか遅いか論というのははっきり

出るだろうと思っているわけです。ですから、これは

もう既に埋め立ても要らない、滑走路ができてしまっ

ているところを選ぶというのは当然の話じゃありませ

んか。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

○渡久地 修君 この早いか遅いか論になってきて、

県外を探すという点では、鳩山首相が県外移設を掲げ

て一生懸命あっちこっち探して、とどのつまり抑止力

は必要だったと言って辺野古に戻ってきてしまったん

ですよね。今は皆さん方が35カ所挙げて探していると

いうことなんですけれども、そういうふうな結局県が

移設先を探して歩くとなると鳩山首相と同じ道を歩む

んじゃないかなと私は危惧している。だから、私は閉

鎖・撤去、これを求めるのが一番だと思うんですけれ

ども、もう一回どうでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今、共産党の皆さんがおっ

しゃる閉鎖・撤去というのは言葉は一番早そうです、

閉鎖・撤去ですから、移設じゃないんですから。です

が、現実論として閉鎖・撤去という言葉だけで物事が

決まればこんないいことはありません。ですから、現

実論としてはどこかに移す、この点では政府と一緒で

す。政府は辺野古だと、私はほかのでき上がっている

空港へ移すほうが早いと言っているほうが現実的だと

申し上げております。ですから、両政府がきちっと立

ちどまって頭をやわらかくして考えれば、当然の結論

だと私は思って信じております。 

○渡久地 修君 閉鎖・撤去が一番早いということで

終わります。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明２日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後５時55分散会 
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警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

事 務 局 長 
真栄城 香代子 さん 

人 事 委 員 会 

事 務 局 長 
平 良 宗 秀 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 
 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

 

 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

  日程に入ります前に報告いたします。 

 ６月17日から27日までに受理いたしました陳情13件

は、お手元に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管

の常任委員会及び議会運営委員会に付託いたしまし

た。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情文書表 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、乙第２号議案か

ら乙第12号議案までを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 髙嶺善伸君。 

   〔髙嶺善伸君登壇〕 

○髙嶺 善伸君 おはようございます。 

 今、フランスでツール・ド・フランスという自転車

競技が行われております。６月29日コルシカ島をス 
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タートし、21日パリにゴールですが、日本代表とし

て、沖縄県石垣市の新城幸也選手が出場しておりま

す。新城選手は、６月23日の全日本自転車競技選手権

で優勝し、御承知のように去年のロンドン・オリン

ピックにも出場しております。今回、世界最高峰の

ツール・ド・フランスでの活躍が期待されております

ので、県民皆さん、応援しましょう。 

 それでは、通告に従い一般質問を行います。 

 １、知事の政治姿勢についてであります。 

 (1)、ハワイ州アバクロンビー知事が在沖海兵隊のハ

ワイ誘致を提案したと報道された。実現すれば、ハワ

イ・沖縄双方に大きなメリットとなる。この際、仲井

眞知事は外交問題と傍観せず、御縁のあるハワイ州知

事と積極的な意見交換や連携をして、県民の過重な負

担軽減につなげる取り組みをすべきと思うが所見を伺

う。 

 (2)、仲井眞知事は、県外の滑走路があるところに普

天間飛行場を移すのが何より現実的で早いと述べてい

ますが、県地域安全政策課の吉川研究員が県外の具体

的な候補地を提案したという報道があり評価したい。

知事は、在沖海兵隊の訓練移転や米軍普天間飛行場の

県外移設の情報交換や情報発信をすべきと思うが、取

り組みについて伺う。 

 (3)、県議会や仲井眞知事も米軍普天間飛行場は県外

移設であります。米国のハワイ州、北マリアナ連邦、

グアム、オーストラリアも含めた国外移転の可能性も

含めてさまざまな意見が出ていることも事実である。

一方で、日本政府は名護市辺野古移設に固執して、拙

速にも埋立承認申請を提出した。知事は、環境影響評

価書に対する意見として「当該評価書で示された環境

保全措置等では、事業実施区域周辺域の生活環境及び

自然環境の保全を図ることは不可能と考える。」と指

摘しております。以上の観点から、知事は、名護市辺

野古埋立承認申請への対応は「不承認」と表明すべき

ではないか、対応を伺う。 

 ２、農林水産業振興について。 

 (1)、我が国のＴＰＰ参加は本県経済に重大な損失を

及ぼす影響が大きいことから、県議会や農協中央会等

は交渉参加に反対している。ところが、知事は交渉参

加の閣議決定を容認するかのような姿勢とも受け取れ

るが、日本政府のＴＰＰ交渉参加への見解と交渉に際

しては、聖域を確保できなければ脱退も辞さないとす

ることを求めるという方針だが、具体的な取り組みを

伺う。 

 (2)、県農林水産部は、沖縄農業の多面的価値に関す

る定量的分析を発表したが、平成18年度の農業産出額

906億円の経済波及効果は7219億円、約８倍、県内の

雇用効果を約６万人になると試算しております。定量

的分析を踏まえ、本県農業の多面的機能の評価と今後

の支援策を伺う。 

 (3)、一括交付金を活用した流通条件不利性解消事業

は、鹿児島から東京市場への運賃相当等を根拠に特産

品等の流通コストを支援する画期的な取り組みであり

ます。事業実績と事業成果はどうなっているのか、同

事業を踏まえた流通のあり方の将来像を伺う。 

 (4)、県花であるデイゴの枯死が全県的な大きな問題

となっています。原因であるヒメコバチ防除事業の現

状と今後の取り組みを伺う。 

 (5)、日本政府は、県議会や県漁連等からの反対を無

視し、日台漁業協議における法令適用除外区域につい

て、漁場を放棄するような合意を行った。去る２月議

会では、本県漁業者の意向が協議に十分反映されるよ

うに、国へ働きかけてまいりますと答弁したが、残念

ながら無視される結果となっています。経過と外交の

犠牲にされたことへの見解と県益を回復することへの

今後の取り組みを伺う。 

 (6)、円安に対する支援。 

 ア、安倍政権のアベノミクスによる大規模な金融緩

和で急激に円安が進み、輸入価格の上昇で諸物価が値

上がりし、国民が悲鳴を上げております。ＪＡ沖縄中

央会は、円安による生産コスト上昇に対する支援を求

めている。現状と今後の支援について伺う。 

 イ、 漁船用燃料が高騰し、全国的にイカ釣り漁船

の出漁中止が起きているが、本県のマグロはえ縄、ひ

き網漁船等が悲鳴を上げております。対策を伺いま

す。 

 ３、離島振興について。 

 (1)、離島医療。 

 平成25年度を初年度とする第６次沖縄県保健医療計

画で、基準病床数を大幅に上回る既存病床数が報告さ

れている。病床過剰地域における開設の中止や、病床

数の削減等が課題となります。県立宮古病院が改築に

伴って病床数が削減されましたが、離島医療の拠点で

ある県立八重山病院の建てかえに伴う基準病床数との

関係が地元では心配されております。  

 ア、保健医療計画における圏域ごとの基準病床と算

定根拠及び県立八重山病院における病床数や医療水準

の確保の今後の対応について伺う。 

 イ、県立八重山病院の移転・改築の進捗状況と整備

基本構想策定・基本設計等への取り組みについて伺

う。 

 ウ、県立八重山病院・宮古病院における医師の確保
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や７対１看護体制への移行は、看護師の確保や医療体

制の充実の観点から急務である定数や配置についての

取り組みを伺う。 

 (2)、流通コスト解消事業について。 

 県内の多くの離島が沖縄本島から海を隔てているた

め、離島市町村の平均物価は割高になっております。

那覇市を100とした場合、離島の平均消費者物価は130 

％であり、ちなみに、与那国町に至っては146.1％と

いう現状である。離島の物価が高いということは、消

費税の実質負担は税率以上の税金を過重負担している

ことになっているんじゃないかと思われる。 

 ア、離島の消費者物価や生産資材等の離島輸送コス

トの実情を県はどのように把握しているのか。 

 イ、消費税の県内負担状況と、増税となった場合の

離島影響をどのように予測しているのか、消費税率の

軽減等国への要請行動を起こすべきではないのか。 

 ウ、離島の輸送コスト軽減措置についての取り組み

と離島生活コスト低減実証事業の今後の制度拡充を伺

う。 

 (3)、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業につい

てでありますが、一括交付金による同事業は、離島苦

解消の画期的な事業として評価も高く、離島の移動権

の持続的な制度として強い要望があります。ところ

が、格安航空会社の参入により、県は一括交付金によ

る助成を保留するという方針である。一方、従来の離

島住民割引運賃制度は空港着陸料等を軽減し、航空運

賃を割引してきましたが、さらに着陸料の軽減を拡充

することで割引運賃の拡充を検討すべきだと考えてお

ります。改正離島振興法では離島の住民や生活物資の

輸送で著しい負担を強いられることがないように配慮

されなければならないとされており、10年後を見据え

た効果や目指すべき離島振興が必要である。 

 ア、航空運賃・船賃軽減事業の実績と経済波及効果

について伺う。 

 イ、格安航空会社等の路線参入で価格競争状態とな

り、一括交付金の適用が保留となると説明されてい

る。当日変更可能な航空券による利便性の確保を求め

る声が大きいが、どのように対応するか伺う。 

 ウ、県管理離島空港の着陸料等のさらなる軽減措置

による離島住民割引運賃制度の拡充への取り組みを伺

う。 

 (4)、新石垣空港関連について。 

 ３月７日の開港以来、国内外ともに乗降客が伸び、

早くも空港関連施設の整備改善が課題となっておりま

す。利用者、特に観光客の評価は今後の展開にも大き

な影響を及ぼすことから、早急な対応が求められてお

ります。 

 ア、国内航空路線の就航の状況と空港施設・ターミ

ナル施設の対応について伺う。 

 イ、国際線の就航状況と国際線ターミナルビル等の

増築、ＣＩＱ対応への取り組みを伺います。 

 ウ、空港アクセス道路の早期整備のための用地買収

の加速化と全線４車線化への取り組みを伺う。 

 我が会派の代表質問との関連は取り下げます。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 髙嶺善伸議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、農林水産物流通条件不利性解消事業の

実績と成果及び流通のあり方の将来像についてという

御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 平成24年度の本事業による県外出荷量は、前年度に

比べ約630トン増の約２万2900トンとなっておりま

す。補助額は約12億4700万円となっております。 

 沖縄県といたしましては、輸送コスト負担の軽減に

より、農家等の生産意欲の向上につながったものと考

えております。 

 今後は、生産量の拡大や出荷のスケールメリットに

よる運賃等の低減を支援することにより、自立的な農

林水産業の振興を目指したいと考えているところでご

ざいます。 

 次に、離島医療に係る御質問で、県立八重山病院の

移転改築の進捗状況と基本構想・基本設計の取り組み

についての御質問にお答えをいたします。 

 新八重山病院の建設につきましては、機能、そして

役割、診療体制などについての現状と課題の分析を行

うため、病院事業局内に検討チームを設置し、関係機

関と連携を図りながら基本構想の策定作業を行ってい

るところでございます。また、より具体的な施設規

模、そして構造及び機能等を定めた基本計画につきま

しては、平成26年度に策定することにいたしており、

その後、基本設計に着手していくこととなります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、ハワイ州知事との連携についてお

答えいたします。 

 日米両政府は、2012年４月の２プラス２共同発表に

おいて、約9000人の在沖海兵隊が国外に移転するとし
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ており、その内訳を政府に照会したところ、グアムが

約4000人、ハワイ等その他の国外が約5000人という回

答がありました。また、ことし３月の米下院軍事委員

会の公聴会において米軍司令官は、在沖海兵隊のハワ

イへの移転数を2700人と証言しております。ハワイ州

知事は、これらを踏まえ、在沖海兵隊のハワイへの移

転について、2500世帯の受け入れが可能と発言したと

理解しております。 

 県は、３月にホノルルで行われたフォーラムに県職

員を派遣し、その後も連絡をとっており、ハワイ州知

事の提案につきましては、引き続き情報収集を十分に

行いたいと考えております。 

 次に、普天間飛行場の県外移設等の情報交換や情報

発信についてお答えいたします。  

 普天間飛行場の移設につきましては、他の都道府県

の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早期に

課題を解決できる方策であると考えており、日米両政

府に対し県外移設を強く求めているところでありま

す。 

 このため、県においては、普天間飛行場と同規模の

全国の飛行場について、移設可能性の研究を行ってい

るところであり、現在、調査研究の過程で専門家等と

の意見交換を通じて討論をしているものであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、公有水面埋立承認申請への対

応についての御質問にお答えいたします。 

 公有水面埋立承認申請については、公有水面埋立法

等関係法令にのっとり、承認基準への適合状況、利害

関係者、地元市長及び関係行政機関の意見などを総合

的に勘案し、承認するか否か判断してまいります。 

 次に、離島振興についての御質問の中で、県管理離

島空港着陸料のさらなる軽減措置についての御質問に

お答えいたします。 

 県が設置管理する12空港の着陸料につきましては、

「沖縄県空港の設置及び管理に関する条例」において

定めております。平成９年度からは、条例の特例措置

により普通着陸料の80％、ジェット機のみに課される

特別着陸料の70％を軽減しており、国管理空港におけ

る沖縄発着路線に係る軽減措置と同程度となっており

ます。なお、着陸料の軽減分については、航空会社に

よる離島住民割引の原資の一部に充当されることに

よって、離島住民の移動コスト軽減が図られていると

ころであります。着陸料のさらなる軽減措置につきま

しては、着陸料が県管理空港の重要な財源であること

を踏まえると、慎重に検討していく必要があるものと

考えているところでございます。 

 同じく離島振興についての御質問の中で、新石垣空

港の国内線就航の状況と空港・ターミナル施設の対応

についての御質問にお答えいたします。 

 新石垣空港の国内線の就航状況は、平成25年７月に

就航するエアラインも含めて、羽田２便、成田１便、

中部国際１便、関西３便、神戸１便、那覇24便、宮古

３便、与那国３便の合計38便となっております。空港

施設については、中型機対応の2000メートル滑走路と

エプロン８スポットが整備されており、１日当たり47

便まで対応可能となっております。また、国内線ター

ミナル施設については、ピーク時間当たり830人の旅

客が利用可能な施設として整備されております。以上

のことから、現状では空港施設の所要規模は充足して

いることから、今後の就航状況を見ながら、空港施設

とターミナル施設の対応を検討していきたいと考えて

おります。 

 同じく離島振興についての御質問の中で、国際線の

就航状況と国際線ターミナルビルの増築等についての

御質問にお答えいたします。 

 新石垣空港開港後の国際線の就航状況につきまして

は、開港日の３月７日から５月末までに台湾や韓国か

ら18便のチャーター機が就航し、その間の乗降客数の

累計は2395人となっております。現在は、台湾の復興

航空と華信航空によるチャーター便がそれぞれ週２回

就航しております。国際線ターミナルビル施設及びＣ

ＩＱ施設につきましては、海外エアラインや地元経済

界より拡充の要望があることから、県としては、早急

に取り組むべき課題と考えており、現在、施設の設置

管理者である石垣空港ターミナル株式会社や石垣市な

どとの間で、増築に向けた取り組みを進めているとこ

ろであります。 

 同じく離島振興についての御質問の中で、石垣空港

線の用地買収の推進及び全線４車線化についての御質

問にお答えいたします。 

 石垣空港線については、平成23年度から用地取得を

行っているところであり、今後も引き続き早期整備を

図るため、精力的に用地取得に取り組んでまいりたい

と考えております。また、全区間における４車線化に

ついては、将来の土地利用や地域開発等に加え、交通

需要の動向を勘案しながら検討してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 
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   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 農林水産業振興につい

ての御質問の中の、ＴＰＰ交渉参加を受けた取り組み

についてお答えいたします。 

 沖縄県の農業分野については、十分な農業対策が打

ち出されないまま妥結し、関税が撤廃された場合、深

刻な影響が懸念され、特に、サトウキビ生産が主要な

産業となっている離島地域において重大な影響を与え

るおそれがあることから、聖域が確保されなければ脱

退も辞さないとすることを求めていきたいと考えてお

ります。また、ＴＰＰは物品貿易のみならず、サービ

スや投資、政府調達など幅広い分野にかかわるもので

あり、県内の関係団体から、農業分野以外にも国民皆

保険制度の維持や食の安全・安心についての懸念など

が示されております。 

 県としては、今後、知事を本部長とする庁内組織を

立ち上げ、全庁的に情報の収集や影響の調査などを行

うとともに、今後の対策等を協議するなど適切に対応

してまいります。 

 次に、離島振興についての御質問の中の、離島の消

費者物価等の実情の把握についてお答えいたします。 

 離島の消費者物価等の把握につきましては、本県の

39有人離島の中から人口規模、沖縄本島からの距離等

により類型化した上で14離島を抽出し、平成23年３月

時点における生活必需品の物価の状況について調査を

行っております。その結果、離島地域では生活必需品

の価格が沖縄本島と比較して平均で３割程度高いこと

がわかりました。 

 次に、増税となった場合の離島への影響及び消費税

率の軽減等国への要請についてお答えいたします。 

 増税となった場合の離島への影響は、本島に比較し

て物価が高い離島地域においては税負担が増すことが

予測されます。現在、国において「社会保障の安定財

源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消

費税法等の一部を改正する等の法律」に基づき、低所

得者に配慮する観点から、複数税率の導入などについ

て総合的に検討されることとなっており、その動向に

ついて注視していきたいと考えております。 

 次に、離島生活コスト低減実証事業の現状と今後に

ついてお答えいたします。 

 離島の輸送コスト軽減につきましては、離島の小売

店で販売される生活必需品について、沖縄本島から対

象離島までの輸送経費等について補助する離島生活コ

スト低減実証事業を平成24年度から実施しておりま

す。対象離島としましては、調査した物価状況の結果

などから、本島周辺の小規模離島で物価差の大きい座

間味村、渡嘉敷村、北大東村、南大東村を対象に事業

を実施しているところであります。 

 今後は、本事業の効果を検証する委員会の検証結果

等を踏まえ、事業の制度拡充等について検討してまい

りたいと考えております。 

 次に、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業の実

績と経済波及効果についてお答えいたします。 

 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業における平

成24年度の利用実績は、航空路は37万5489人で、前年

度比47.1％増となり、航路においても離島住民の利用

者数は45万9069人で、全利用者数は前年度比約10.6％

増となっております。平成24年度事業について、経済

波及効果の分析は行っておりませんが、平成23年度に

社会実験として実施した小規模離島航空路利用活性化

事業の利用者数は17万8792人で、対前年比16.6％増と

なっております。その波及効果として、離島住民の移

動機会の増加及び交流人口の消費の増加により、県全

体で14億6000万円、対象離島で３億7000万円の経済効

果が期待できるとの推計結果が得られております。対

象路線や割引率が拡充された本事業では、社会実験以

上の効果が得られているものと考えております。 

 当日変更可能な航空券の確保についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。 

 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業は、離島住

民が当日購入可能な運賃が競争状態になく、県が想定

する新幹線並み運賃を上回っていることを事業の適用

条件としております。那覇―宮古、那覇―石垣路線に

おいては、航空会社の新規参入により運賃が競争状態

になったことから、航空会社、関係市町村へ事業適用

保留の通知を行いました。 

 地元からは、事前割引航空券も便の変更が可能とな

るよう要望があったことから、県としましては、当該

要望を航空会社へ伝えたところであります。しかしな

がら、航空会社からは、事前割引航空券は便の変更不

可との予約条件つきで割り引いた商品であることか

ら、見直すことは困難との回答がありました。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業について

の中の、本県農業の多面的機能の評価と今後の支援策

についてお答えいたします。 

 本県の農業・農村は、食料生産の場であると同時

に、自然や景観、伝統文化の保全を通じて都市住民の

生活にも深くかかわっていると認識しております。ま

た、離島においては、国境・領土を守る機能を有する
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など、今後とも、農業・農村の振興を通じて多面的機

能が維持・保全されるよう努める必要があると考えて

おります。さらに、本県の農業は農産物の生産・販売

等を通じて、農業・食料関連産業を中心に各種産業へ

大きな経済波及効果・雇用創出効果をもたらしており

ます。 

 県としましては、今後とも農村環境の保全、担い手

の育成、地産地消・６次産業化の推進、都市と農村の

交流促進などにより、農業の多面的機能の維持と農

業・農村の活性化を図る振興策に取り組んでまいりま

す。 

 次に、デイゴヒメコバチ防除対策と今後の取り組み

についてお答えいたします。 

 デイゴヒメコバチの被害につきましては、平成17年

の確認以降、これまでに薬剤樹幹注入等の防除対策を

実施したことにより、平成22年度の推定被害本数約８

万3000本から、平成24年度末では約３万本に減少して

おります。平成25年度の防除につきましては、沖縄振

興特別推進交付金3900万円を予算措置しており、薬剤

樹幹注入等を実施することとしております。また、デ

イゴヒメコバチの防除に当たっては、県森林資源研究

センターと連携し、防除薬剤の効果試験や使用方法の

改善等、防除対策の低コスト化に取り組んでいるとこ

ろであります。 

 県としましては、今後とも国や市町村及び関係機関

等と一体となって、デイゴの保全に取り組んでまいり

たいと考えております。 

 次に、日台漁業取決めに対する経過と見解、今後の

取り組みについてお答えいたします。 

 日台漁業取決めにつきましては、地元に対して何ら

説明がないまま、本年４月10日に合意されておりま

す。そのような日台漁業取決めの頭越しの合意は極め

て遺憾であることから、４月12日に国に対し抗議した

ところであります。その後、漁業団体と連携し、国に

対し、本県漁業者の権益及び安全操業を確保し、漁業

秩序を維持できるよう、日台漁業取決めの見直しを強

く求めてきたところであります。 

 県といたしましては、今後とも漁業団体と連携し、

国に対し粘り強く見直しを求めていくとともに、「取

決め適用水域」における操業ルールを策定するため、

漁業者間の協議を進めていくこととしております。 

 次に、円安の影響による畜産の現状と今後の支援に

ついてお答えいたします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え、円安の影響によ

り、畜産用配合飼料価格が高騰し、畜産経営は極めて

厳しい状況となっております。ＪＡ沖縄中央会等団体

から、１、経営安定対策の支援、２、備蓄サイロの整

備、３、消費者への理解醸成などの要請を受けており

ます。 

 平成25年４月から６月期の配合飼料価格は、トン当

たり６万650円であり、前年同月期と比較するとトン

当たり約3150円高騰しております。配合飼料高騰対策

としましては、国の「配合飼料価格安定基金」があ

り、価格高騰時に一定の要件のもと、補塡金を交付し

ております。加えて、国は緊急措置として、通常補塡

基金の生産者負担分の助成を決定しております。 

 県としましては、これら国の支援策の動向を踏まえ

つつ、畜産経営の安定化に向けて独自に支援できない

か検討してまいります。 

 次に、漁船用燃油高騰対策についてお答えいたしま

す。 

 近年の原油価格高騰に加え、急激な円安の影響を受

け、漁船の燃油価格は、平成21年６月の１リットル当

たり54円から、平成25年６月には84円と、約57％上昇

しており、県内漁業者の経営を圧迫しております。こ

のため、県では、国及び漁業団体と連携し、漁業経営

セーフティネット構築事業の活用による燃油高騰対策

に取り組んでいるところであります。 

 今回、同事業は、最近の燃油高騰を踏まえ、燃油価

格が１リットル当たり95円を超えた場合、漁業者の負

担が軽減されるなど、内容が拡充されたところであり

ます。 

 県としましては、同事業の周知と加入促進に努める

とともに、燃油価格の動向を注視しながら、漁業者及

び漁業団体の要望や他県の状況等も踏まえ、漁業者の

経営安定を図るための対策について検討してまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 離島振興についての

御質問の中で、保健医療計画における基準病床及び算

定根拠についてお答えいたします。 

 県では、平成25年３月に策定した「沖縄県保健医療

計画」において、各保健医療圏域の基準病床数を示し

たところであり、療養病床及び一般病床については、

北部647床、中部3370床、南部5230床、宮古476床、八

重山279床となっております。また、基準病床数の算

定基準の根拠については、医療法施行規則第30条の30

に算定方法が示されており、各都道府県は、この算定

方法に基づき基準病床数を決定することとされており

ます。 
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 離島振興についての

御質問の中で、県立八重山病院の病床数や医療水準の

確保の今後の対応についてお答えいたします。 

 離島地域については、その地理的条件を踏まえ、可

能な限り地域内で完結できる医療体制の充実に努めて

いく必要があると考えております。これまで、県立八

重山病院は、一般医療を初め救急医療、離島・僻地医

療等を担い、地域住民の医療確保を図るとともに医療

水準の向上に努めるなど、八重山圏域の中核病院とし

ての役割を果たしてきました。 

 病院事業局としましては、今後とも地域に必要な病

床数や医療水準の確保に努めていきたいと考えており

ます。 

 次に、県立八重山病院及び宮古病院の医師や看護師

の確保及び定数などについてお答えいたします。 

 県立八重山病院及び宮古病院における医師や看護師

の確保については、医療提供体制を維持する上で重要

な課題の一つとして位置づけております。医師確保に

おいては、大学や民間病院との協力・連携による医師

派遣、人的ネットワークの活用及び臨床研修による医

師の養成を図るとともに、看護師の確保においては、

看護師募集に係るイベントへの参加や採用年齢制限の

撤廃など、あらゆる手段を講じております。また、宮

古病院及び八重山病院における７対１看護体制の導入

については、他の病院での実施状況や看護師確保、経

営への影響等を考慮しながら引き続き検討を行ってい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 離島振興の中の、消費

税の県内負担状況についてお答えいたします。 

 平成24年度に県内で納付されている地方消費税の額

は約139億円で、その額から推計すると消費税額は約

558億円となり、その合計額は約697億円となっており

ます。また、地方消費税は、全国の消費活動を踏まえ

各都道府県相互において清算がなされており、平成24

年度の清算後の地方消費税額が約216億円で、その額

から推計いたしますと、消費税額は約862億円とな

り、県内で負担される消費税と地方消費税の合計額は

約1078億円と推計されております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時44分休憩 

   午前10時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 再質問させていただきます。 

 この空港アクセス道路ですね、４車線化の区間とい

うのはもとの空港跡地なんですよ。それで、なぜそこ

が４車線で新空港予定地周辺は２車線なのか。これは

いつの交通需要調査によるものか、それについて御説

明いただきたい。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず、４車線、２

車線につきましては議員御指摘のとおり、市街地部分

については、１日当たり１万6800台ということで、こ

れは平成42年の将来交通量を推計した結果となってお

ります。そして、市道タナドー線からの部分ですけれ

ども、これは郊外の部分になりますけれども、こちら

のほうは１日当たり7500台、これは同じく平成42年の

将来交通量を推計したところでございます。それで、

私どもの条例ですけれども、沖縄県道路構造条例とい

うのがございます。以前、道路構造令だったものが地

域主権一括法で条例になった部分ですけれども、これ

は都市部においての４車線といいますのは、１日当た

り１万2000台以上、地方部では４車線にするために

は、１日当たり9000台ということで、若干、郊外部に

ついては交通量が足りないというような状況でござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 平成22年度の調査の結果で、２車

線、４車線決めるというのはおかしいですよ。新空港

開港して、今、需要が大きくなっているんですよ。そ

ういう意味では、新たに新空港周辺の交通需要調査を

して、４車線にできるかできないか、これを判断をす

べきじゃないですか。その見直しについてお聞きしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほどの本答弁で

も、「全区間における４車線化については、将来の土

地利用や地域開発等に加え、交通需要の動向を勘案し

ながら検討してまいりたい」と申し上げましたのはま

さしくそのことでございまして、今後、その交通需要

に大きな変化があれば、それはそれなりにきちんと勘

案してこの計画に盛り込んでいきたいと思いますけれ

ども、今のところは１日当たり7500台ということです

－ 218 －



ので、４車線化をすることは難しいというふうに考え

ているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 知事、おかしいのは22年の調査です

よ、今。空港開港しました。交通需要というのは物す

ごくふえています。また、明和大津波の経験もあるも

のですから、この道路は防災道路としても重要なんで

すよ。したがいまして、もう供用開始しましたので、

今年度、交通需要調査を早急に入れて、今、道路整備

計画を見直すかどうか、２車線を４車線にするかどう

か、これは早急に知事の政治的な判断が必要だと思う

んですけれども、知事は、その事情はよくおわかりだ

と思いますので、４車線化への見直し、交通需要調査

を早急にやるという意味でお考えを聞かせてくださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時48分休憩 

   午前10時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 今年度、交通量に

ついては需要予測を実施してまいりたいと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 新病院の件についてお聞きします

が、やっぱり25年度中に基本構想を策定することに

なっていますが、検討委員会の設置、あるいはいつま

でに構想をまとめるのか見通しについてお聞かせくだ

さい。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） お答えいたします。 

 基本構想については、今年度中にまとめていきたい

と思っております。続きまして、平成26年に基本計画

をやっていきたいというふうに思っております。 

○髙嶺 善伸君 それは聞いたから、検討委員会の設

置の話を……。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 検討委員会について

は、検討委員会の委員の人選を今検討している状況で

ございますので、いつごろまでというのは今の時点で

はまだ申し述べられませんけれども、できるだけ早く

それを実施していきたいというふうに思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 局内で検討チームを発足させていま

すね。それで、場所の問題、これが決まらないと構想

はどういうような格好をやったらいいか、大きな影響

が出るんですよね。この移転場所については決定な

さったんですか。知事も前回の議会で、これは跡地利

用の拒否するものではないという大枠はできておりま

すので、この基本構想には跡地利用という意味で明確

に盛り込んで構想を策定することになっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 建設場所について

は、今、幾つか案が出ておりますけれども、場所の決

定については、今年度中に少なくともこれを決めて、

早急にそういった実施計画についても検討して仕上げ

ていきたいというふうに思っております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 今回は文教厚生委員会の現場視察も

あって、老朽化が著しいと。この機能停止がいつあっ

てもおかしくないという緊急事態ですので、ぜひス

ピードアップをしてもらいたいと思っております。 

 それで、病床数の確保に努めるということですが、

現在、350床が認可された八重山病院の病床ですよ

ね。それを今、基準病床数が279しかありません。そ

ういう意味では、既存病床の中で、構想の中では、八

重山病院の病床数の確保、基準病床数等の関係で非常

に懸念されているんですよ。その辺の確保については

どういう議論になるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

○病院事業局長（伊江朝次君） 今現在、八重山病院

の許可病床数350です。今後の医療の需要のニーズと

か、それから、先ほど新石垣空港も開港しまして、海

外からあるいは県外からの観光客もどんどんふえてい

くというふうな状況にありますので、その辺もしっか

り今後の人口増、あるいは需要に対して対応できるよ

うに、今の350床をまず基準にして考えていきたいと

いうふうに思っております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 知事の政治姿勢で知事から直接答弁

いただけなかったのは残念ですが、このハワイ州知事

の提言は大事だと思います。職員を派遣したというこ

とですので、知事の発言の内容を紹介してくれません

か。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時53分休憩 

   午前10時53分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） ３月10日に行われた

フォーラムの主な発言でございますけれども、そこで
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きょう、改めて皆さんに提案させていただきたい。そ

れは、在沖海兵隊とその家族の大部分を沖縄からハワ

イに移設することである。同時に、それはアジア・太

平洋における米軍プレゼンス、その他再編となる。ま

た、ハワイが在沖海兵隊とその家族の大部分の移設先

として適当な場所となると。そして、ハワイではすぐ

その作業を始めることができる。ポハクロア――これ

はハワイ島ですけれども――には既に数百戸の住宅が

ある。現在、家族住宅の増築計画を策定している。

2500世帯の受け入れが可能で、既存の訓練施設の整備

もできると。これが主なハワイ州知事の発言でござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 現在、米軍普天間基地所属の海兵隊

の数は何名ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今ちょっと正確な資料

を持っておりませんけれども、いろいろ異動がありま

して4000人から5000人ぐらいだと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 私は、以前に司令官から直接聞きま

したけれども、2000名ですよ。だから知事、閉鎖状態

にするのは、今のアバクロンビー知事と連携するとい

うのは可能なんです、受け入れると言っているんだか

ら。そういう意味で、知事の積極的な姿勢が答弁で伺

えなかったのは残念。今こそ閉鎖状態にできる、ハワ

イに移転すれば。そういう意味での兵力しかないんで

すよ。そういう意味で、提言ですけれども、９月の初

めに沖縄フェスティバルというのがハワイで開かれる

んですね。だから知事も大歓迎ですよ、仲井眞知事が

お見えになること。ぜひこういう機会に、負担軽減に

ついて積極的な提言をありがとうということで、具体

的に知事同士、負担軽減のために何が協力できるか、

最高のチャンスだと思うんですね。これだけ受け入れ

ますと知事が言っておられるんだから。ぜひ９月に訪

米なさってアバクロンビー知事とお話になったらどう

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） きのうあたりからも同様の

御質問に答えているわけで、少し今、実務的にこの内

容についてチェック、情報収集を含めてやっておりま

すので、ちょっとそれを踏まえて、ハワイに行くこと

は簡単ですから。何も９月の県民のあれを待たなくて

も、行ってすぐ帰ってこれますから。ですから、別に

そうあれではないんですが、ただ、これまでの同氏と

の接触からする感じでいきますと、今、議員がおっ

しゃっておるように右から左へ何が決まり得るかとい

う点は、少しこれはチェックというか研究させてくだ

さい。ただ、おっしゃるように９月にも大きな県民の

あれもありますし、ハワイへ行くことも簡単なことで

すから、もう少し研究をちょっとさせてください。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 ハワイ州知事は、一昨年の世界のウ

チナーンチュ大会にも来られて、沖縄の問題を共有し

て一括に解決していきたいという思いを直接お聞きし

ました。そういう県人会のネットワークもあります。

ハワイとの関係もありますので、知事、もうちょっと

積極的に、危険性の除去のために何ができるか。これ

は国の問題ではなくて、やっぱり県民の負担軽減のた

めに知事がこの機会を捉えることが大事だと思ってお

りますので、これは提言しておきたいと思います。 

 県外移設の問題ですが、これまで全く当てがないわ

けじゃないということも知事はおっしゃっておりまし

た。私も、前政権ですけれども、平野博文官房長官、

瀧野副長官とも協議しまして、危険性除去のために政

府が何もしてないと言ったら、いや、国内の20カ所以

上の自衛隊の基地などを検討してみていると。ところ

が、帯に短したすきに長しか、そういうことでなかな

かできないという話もありましたが、私は宮崎県の新

田原基地へも行きましたよ。そうしたら、在沖海兵隊

を受け入れるための滑走路をわざわざ増設する、管制

塔もそうですよ。兵舎もそう。80億円余りかけて米軍

再編の対策やっていますので、国で、国内でどんな協

議をしているのか、どんな計画があるのか、沖縄にだ

け負担を押しつけるのではない、政府を問い詰めて、

こういう見解もただしていくという意味では、この研

究員の経過というのも一つの方法論としておもしろい

と思うんですね。だから、県外移設についてもただ政

府任せじゃなくて、知事はいろんな方法を使って、負

担軽減をどうするのかと、危険性除去をどうするかと

いうことでもう少し積極的にいくべきだと思いますけ

れども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） それなりにやってきている

つもりではありますが、議員から見ればまどろっこし

いということかもしれません。ただ、この防衛につい

ての部分というのは、こういう自治体でできる部分と

――ある範囲を超えると、意見の交換はできます、プ

ライベートにですよ。そこから先はすぐれてこれは国

の分野であると私は思っておりますので、そこのとこ

ろを突破しない限り、なかなか現実の防衛の担当のレ

ベルへ議題が持ち上がらないというもどかしさがある
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と私は思っておりますので、そこを逆の方向に走らせ

ないように、我々自治体ができるところはどこかとい

うのを見きわめながらやっているつもりではありま

す。ですから、今おっしゃった御意見もなかなかの、

これまでいろんなことやってこられた髙嶺議員のお話

ですから、きちんと受けとめさせていただいて、なお

研究・検討、前へ進めるような方策を実行できれば、

ないしは考えて実行していきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 慰霊の日、安倍総理がお見えになっ

て、知事は面談する時間がありました。私はこのとき

に、日台漁業取決めのこの緊急な事態、漁場を守るた

め、漁民を守るため、あるいはＴＰＰ参加によって離

島が切り捨てられる、この危機感を持って知事はあの

ときに総理に直訴して、沖縄問題の中で今、重要なの

はこのＴＰＰと日台漁業協議だと、このことについて

は絶対に譲るわけにはいかないということを強く申し

上げるべきだったんじゃないかと思うんですが、実際

のところどうだったんですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員の御質問のトーンから

すると足りなかったんじゃないかということかと、仮

に思っておりますが、結果としては頭越しにやられて

しまったという点ではそういう言い方もできるかもし

れません。ただ、日台についてはかなり強く官邸のほ

うには申し入れたつもりではあります。ですから、こ

れから先、我々の主張を強く続けていきたいと思って

いるところではあります。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

○髙嶺 善伸君 消費税の増税は、例えば10％は離島

で換算すると12％になります。これは離島にとって平

成の人頭税ですよ。ぜひ低所得者への動向を注視する

のではなくて、離島への軽減、知事、これはちゃんと

政府に申し入れてください。質問です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 提案として受けとめておき

たいと思います。 

○髙嶺 善伸君 どうも。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

   〔照屋大河君登壇〕 

○照屋 大河君 社民・護憲ネット、照屋大河です。 

 質問の前に、所見を述べて質問に移りたいと思いま

す。 

 先日ですが、自民党の高市早苗政調会長が神戸市で

講演をし、原発政策について、福島第一原発で事故が

起きたが、それによって死亡者が出ているわけではな

いという発言をして、３・11の東日本大震災から２年

４カ月がたとうとしておりますが、今なおふるさとに

帰れず避難所生活をする皆さん、被災で地震の影響で

身内を失う、亡くしてしまう、そして傷を負ってしま

うその苦しみを抱える皆さんに多くのつらい思いをさ

せたという意味で、許せない発言だというふうに思っ

ています。党内からも、批判や非難を受けて、発言は

すぐに撤回されました。報道で、被災者の皆さん、避

難所で暮らす皆さんは、発言は撤回されたが言葉がす

ぐに消えるわけではないというふうに強い怒りをにじ

ませる姿を見ました。原発政策は国策と言われていま

す。国策によって、その地震によって大変な被害が出

た。その被災地以外のところでこのような発言をする

ことは、全くこの東日本大震災のこれからの復興に期

待ができないと言わざるを得ません。そして、沖縄に

集中する基地の問題、これも国策と言われます。東日

本の原発の問題同様言われますが、この高市早苗政調

会長は、党が言う普天間飛行場の県内移設について、

県連を説得しに来るんだと自信満々で言っておりまし

たが、帰ってしまわれたようです。党内のねじれも問

題ですが、普天間飛行場の基地の問題をねじれたまま

参議院選挙に突入するのは、この課題を沖縄だけの問

題にしてしまうという点で大きな問題だというふうに

思っています。安倍総理大臣も４・28の式典や慰霊祭

に来て、沖縄の問題は国民全体で考えるべきだという

ふうに発言をしておりますが、結果としてこの公約の

ねじれはこの基地の問題を沖縄に集中させる、沖縄だ

けの問題、個別化させてしまうということで大変な問

題だと思っています。県民全体でこの国策、基地の集

中する国策と闘っていきたいというふうに思っていま

す。 

 それでは、通告に従い一般質問を行いたいと思いま

すが、通告に１点だけ追加をしたいと思います。 

 うるま市勝連平敷屋、ホワイト・ビーチ近くで発生

した米軍揚陸艇により吹き上げられた海水による農地

や農作物に被害を与えた問題については、質問通告後

に発生した看過できない問題でありますので、議事課

にも連絡してあり、先例を踏まえ質問を行います。 

 うるま市勝連平敷屋区で発生した米軍ホワイト・

ビーチで運用されている水陸両用のホバークラフト型

揚陸艇によって吹き上げられた海水が、農地や農作物

に飛散し被害を与えた問題について、現場の確認、実

態の把握、今後の対応について伺います。 

 通告の質問に戻ります。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、４・28「主権回復の日」政府式典と同式典に抗
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議する「屈辱の日」沖縄大会について。 

 ア、政府式典に対する知事の見解について伺いま

す。 

 イ、「屈辱の日」沖縄大会に対する知事の見解につ

いて伺います。 

 (2)、橋下大阪市長・日本維新の会共同代表の問題発

言について。 

 ア、従軍慰安婦に関する問題発言について知事の見

解を伺います。 

 大きい２番、米軍基地問題について。 

 (1)、Ｆ15墜落事故と飛行再開について。 

 米軍の運用姿勢に対する見解について伺います。 

 (2)、Ｆ22配備の延長について。 

 周辺地域からは常駐化を懸念する声があり、配備延

長は到底容認できません。県は強く抗議、反対すべき

であります。見解について伺います。 

 (3)、オスプレイの追加配備と違反飛行について。 

 去る４月29日、日米防衛相会談で、普天間飛行場へ

のＭＶ22オスプレイ12機の追加配備が確認された。き

のうは７月中にも沖縄に配備されるとの報道がありま

した。情報がありました。県の対応について伺いま

す。 

 運用が制限されている夜間の違反飛行に対し、在日

米軍はまたも必要最小限であり合意違反はないと回答

しております。県の見解について伺います。 

 関連して、現行の防音工事ではオスプレイ特有の低

周波音に対する遮音効果が不十分であることが、渡嘉

敷琉大准教授の調査で判明しました。実態をより正確

に把握するために、県としても独自に調査を実施する

か、あるいは国の責任で調査を行うよう求めていくべ

きと考えるが見解について伺います。 

 (4)、米軍基地の返還跡地の土壌汚染問題について。 

 沖縄市諸見里にある市サッカー場の土中から、人体

に有害な枯れ葉剤などを製造していた米化学品メー

カーの社名が記されたドラム缶が見つかった問題に続

き、キャンプ桑江跡地で米軍の燃料と見られる油によ

る土壌汚染が見つかった。根本原因は、米側の浄化義

務を免除した日米地位協定にあると考えるが、県の見

解について伺います。 

 大きい３番、ＩＴ津梁パークにおける共同クラウド

研究所について。 

 うるま市のＩＴ津梁パークに、インターネット経由

で情報を処理するクラウドコンピューティング技術の

研究機関「一般社団法人沖縄オープンラボラトリ」が

設立された。 

 (1)、設立目的と研究内容について伺います。 

 (2)、クラウドコンピューティングのシステム開発拠

点として、県はうるま市兼箇段にクラウドデータセン

ターの整備を進めているが進捗状況について伺いま

す。 

 大きい４番、台風被害に対する農業者支援につい

て。 

 沖縄総合事務局が６月20日に発表した2012年の県産

切り花出荷量は、前年比3.9％減の３億1310万本で、

６年連続の減少。1997年の３億9950万本をピークに減

少傾向にあり、主な要因として台風による塩害として

おります。実態の把握はなされているのか、支援策に

ついて伺います。 

 大きい５番、県道工事の進捗状況について。 

 一般県道、具志川環状線工事（兼箇段域内）の進捗

状況について伺います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 照屋大河議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢についての中で、４・28の

政府主催式典についての御質問に答弁をいたします。 

 ４・28の政府主催の式典は、天皇皇后両陛下の御臨

席のもと、政府そして国会議員、民間の代表、都道府

県の代表が参加することから、県といたしましては参

加を決定いたしました。そして高良副知事を出席させ

たところでございます。無論、県民にさまざまな思い

や意見があることは承知いたしているところでござい

ます。 

 次に、ＩＴ津梁パーク関連の御質問で、沖縄オープ

ンラボラトリの設立目的と研究内容についてという御

趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 一般社団法人沖縄オープンラボラトリは、クラウド

コンピューティングに関する技術と、最新のネット

ワーク通信技術の実用化及び普及を目的に設立された

ところであります。当該研究機関では、研究の成果を

広く公開することで、国内外の通信事業者、研究機関

等の参画を得ながら、沖縄から最新技術の実用化モデ

ルを発信するものであります。これにより、高度なＩ

Ｔ人材や先端技術等が集積され、国際的な情報拠点と

しての地位確立につながるものと期待をいたしている

ところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 
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○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢についての

中の、「屈辱の日」沖縄大会に対する見解についての

答弁を私のほうからしたいと思います。 

 1952年４月28日が沖縄が本土から切り離され、そし

て基地問題を初めとする今日に至るさまざまな問題の

原点となっていることは事実であります。過重な基地

負担を抱える県民の意思表示の一つとして、「屈辱の

日」沖縄大会は開かれたというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事の政治姿勢につ

いての質問の中で、従軍慰安婦に関する橋下発言につ

いてお答えします。 

 橋下徹大阪市長の従軍慰安婦に関する発言につきま

しては、女性の人権に対する配慮を全く欠いており、

理解に苦しむものであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、米軍Ｆ15の飛行運用姿勢に対する県

の見解についてお答えいたします。 

 去る５月28日に発生したＦ15戦闘機の墜落事故につ

いて、県は、翌日29日、米軍や関係機関に対し、原因

が究明されるまでの同機種の飛行中止、事故原因の徹

底的な究明と早急な公表、再発防止措置及びなお一層

の安全管理の徹底を申し入れました。それにもかかわ

らず事故から２日後に同機種の飛行が再開されたこと

は、県民の不安を増大させるものであり、遺憾であり

ます。 

 次に、Ｆ22配備延長についてお答えいたします。 

 Ｆ22の配備延長については、去る６月25日、沖縄防

衛局から県に対し、ことし１月から４カ月の予定で行

われていた一時配備を、米軍の予算上の理由により延

長するとの説明がありました。嘉手納飛行場をめぐっ

ては、米軍再編に伴う一部訓練移転が実施されており

ますが、依然として目に見える形での負担軽減があら

われているとは言えない状況であります。 

 県としましては、外来機、常駐機にかかわらず米軍

の訓練等により県民に被害や不安を与えることがあっ

てはならず、あらゆる策を講じ、騒音を初めとした周

辺住民の負担軽減が図られるよう、軍転協などを通じ

米軍及び日米両政府に対し粘り強く求めていく考えで

あります。 

 次に、オスプレイの追加配備についてお答えいたし

ます。 

 昨日、沖縄防衛局から県に対し、オスプレイの追加

配備について説明がありました。これによると、オス

プレイ12機が７月最終週に岩国飛行場に到着し、機体

整備、点検、機能確認飛行、習熟飛行等を短期間行っ

た後、普天間飛行場へ移動する見込みであるとのこと

であります。オスプレイ配備については、県民の不安

が一向に払拭されておらず、さらなる負担の増大は認

められるものではないことから、県は、去る６月12日

に、軍転協を通じ安倍総理大臣を初め関係閣僚に対

し、追加配備を含め配備計画中止や配置分散の実施な

どを緊急要請したところであります。 

 次に、オスプレイの違反飛行についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に、可

能な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けるこ

とや、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内

に限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること

等を内容とした日米合意事項が公表されております。

県では昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行運

用の実態について情報収集を行ったところ、318件の

合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもとに

オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等について政

府の責任で説明することを求めております。これにつ

いて防衛省は、これまで行っている目視調査等の結果

も踏まえ、確認作業を行っているとのことであり、現

時点では調査結果は示されておりません。県として

は、早急に調査結果を示すよう求めてまいります。 

 次に、オスプレイの低周波音調査についてお答えい

たします。 

 琉球大学の渡嘉敷准教授によるオスプレイの低周波

音に関する調査についての報道があったことは、承知

しております。県では、昨年11月に上大謝名局におけ

る低周波音の測定を実施いたしました。測定の結果、

オスプレイの低周波音は、環境省が示した固定発生源

からの低周波音による心身及び物的苦情に関する参照

値を超過しておりました。航空機騒音について、県は

軍転協等と連携し、日米両政府にその改善等を求めて

いるところであり、低周波についても、調査を初め適

切な対応を求めてまいりたいと考えております。 

 次に、土壌汚染と日米地位協定についてお答えいた

します。 

 米軍施設・区域の返還に当たっては、昨年４月に施

行された跡地利用推進法により、国の責任において支

障の除去に関する措置が講じられることになっており
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ます。しかしながら、返還跡地から汚染物質や不発弾

等が発見される事例がたびたび発生しております。こ

うした状況を踏まえ、県としては、渉外知事会とも連

携し、米軍施設・区域の返還に当たっては、事前に日

米両政府が共同して原状回復等の必要な措置をとるこ

となど、同協定第４条の見直しを求めているところで

あります。 

 次に、緊急質問の中で、ホワイト・ビーチにおける

揚陸艇による被害についてお答えいたします。 

 県がうるま市に確認したところ、６月26日午前７時

ごろ、米軍の活動によって海水が強い風に乗り、霧の

ように陸地に吹き込んでいるとの情報が寄せられたと

のことであります。県は、６月27日、沖縄防衛局に対

し、騒音や塩害を初め周辺住民に著しい影響を及ぼさ

ないよう十分配慮することを米軍に働きかけること、

また、農作物等に被害が認められた場合には適切な対

応をするよう申し入れたところであります。沖縄防衛

局の説明によりますと、ホワイト・ビーチにおいて

は、米軍は強襲揚陸艦への荷揚げ作業のために、ホ

バークラフト型揚陸艇を運用していたとのことであり

ます。県としては、米軍の運用により県民生活に影響

を生じてはならないと考えており、うるま市と連携し

対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） ＩＴ津梁パークの関

連の御質問の中の、クラウドデータセンターの整備に

ついてという御質問にお答えをいたします。 

 クラウドデータセンターは、アジアに向けたビジネ

スの展開や、業務効率化を実現するクラウドサービス

の提供など、沖縄から高付加価値サービスを発信する

ための基盤施設であり、企業集積を促進させる施設と

して整備を進めております。整備の進捗につきまして

は、平成24年度までに基本設計を完了し、現在、詳細

設計を実施しているところであり、ことしの11月に建

設工事に着手する予定で進めているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 台風被害に対する農

業者支援についての中の、台風被害の実態と支援策に

ついてお答えいたします。 

  平成24年８月、９月に襲来した台風15号、16号、17

号の塩害等による菊への被害は、約３億5139万円と甚

大でありました。特に、３月出荷用の親株が被害に遭

い、菊の責任産地として計画出荷等を図るため、早急

に種苗の確保が必要となっておりました。県では、園

芸拠点産地強化事業を活用し、緊急時における種苗確

保の供給体制を確立するため、うるま市など11市町村

の菊生産農家179戸、32ヘクタールを対象に687万本の

苗の確保の支援を実施したところであります。県とし

ましては、災害に強い栽培施設の整備事業などを活用

し、引き続き栽培施設の整備や自動結束ロボット選花

機を導入して生産振興を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 県道工事の進捗状

況についての御質問の中で、一般県道具志川環状線工

事（兼箇段域内）の進捗状況についての御質問にお答

えいたします。 

 一般県道具志川環状線のうち、うるま市川崎から沖

縄市登川までの区間については、終点部の登川におい

て一部用地取得が難航し、工事に着手できないことか

ら全区間の供用が図れない状況でございます。また、

既に工事が完了している部分の供用については、迂回

路となるうるま市兼箇段集落内の道路の交通量が増加

することを理由に地元の理解が得られず、供用に至ら

ない状況にあります。このため、今後とも用地取得や

地元の理解を得られるよう、早期供用に向け対応して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 ４・28、これは沖縄の先輩たちが

「屈辱の日」ということで語り継いできたわけです

が、何しろ61年前です。私が生まれる約20年ほど前の

話です。知事は生まれていたと思うんですが、この

1952年４月28日をどんなふうに迎えたのでしょうか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩してくださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時29分休憩 

   午前11時29分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 突然、五十何年前のお話を

聞かれても……、61年になりますか、私が中学１、２

年のころで十二、三歳だったと思うんですが、今強い

その印象はどうかと言われると、当時の雰囲気は、僕

の薄い記憶から言いますと、日本国が一応独立した
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と、お祝いの気分もないわけではありませんでした。

ですから、「屈辱の日」という異民族支配という意味

のあれは我々もいろいろ大人から聞いた記憶がちょっ

とあるんですが、ただ、まず１回目の反応は、日本が

ようやく独立していくか、それに引きかえ沖縄はいつ

かというぐらいの感じはあって、祝福的気分も公平に

言って、日本がようやく独立できるかという感じはな

いわけではありませんでしたね。そういう少し曖昧な

記憶です。済みません。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 今回、政府が唐突に式典を開催する

ということで、私もその４・28ということを意識する

世代ではないです。しかし、この式典によって、出席

をした副知事が言われるように、悲惨な地上戦もあ

り、その後沖縄だけあるいは奄美、小笠原を切り離し

て日本は国際社会に復帰していったということで、想

像しても非常につらい苛酷な状況だったんじゃないか

なというふうに感じています。ただ、私たちはその後

の状況を副知事がおっしゃるように、基地問題の原点

の日、式典に出席をしてみて、そういう答弁がありま

したが、その後の沖縄の歴史が、ある意味知事が幼い

ころ感じた祝福的なムードもあったかもしれません

が、その後の沖縄政策の中で沖縄県民が改めて「屈辱

の日」というふうに強く感じているのかと思います。

式典に代理出席されて、副知事は、基地問題の原点

だ、沖縄のさまざまな問題の原点だというふうに感じ

たということでありましたが、改めて今、知事、この

４月28日をどのように感じられているんでしょうか。

さまざまな意見があるというふうに承知しているとい

う答弁ではあったんですが、今４・28をどう考えるの

か伺います。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩願います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時32分休憩 

   午前11時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今といいますか、おっしゃ

る60年たってのあれですから、先ほどから答弁してい

るとおりでございます。ただ、県民にいろんな意見が

ある、いろんな思いがあるという点も踏まえ、実はこ

れは県が代理であれどうであれ出席すべきかどうか、

大分実は正直言って迷いまして、これはもう欠席にし

ようかということからスタートしながらも、なおあれ

から60年たって沖縄も日本に復帰したいろんな経緯を

踏まえて、やはり出席はしておくかという結論に達し

たわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 政府式典でありながら、沖縄県に

とっても出席しようかどうか非常に議論をしたと、悩

まれたというようなことで、この安倍首相が打ち出し

た式典は、余りにも唐突だなというふうに言わざるを

得ません。この式典については式典と同時に、沖縄で

先ほどあったように「屈辱の日」、ガッティンナラン

というような大会が開かれました。私も出席しました

が、熱気あふれる各世代の人たち、年代の人たちが参

加して、熱気あふれる大会であったんですね。副知事

は、政府の式典に参加して、沖縄や奄美、小笠原に一

定の配慮があったという評価があったんですが、この

沖縄のガッティンナラン沖縄大会でも若い中部地区の

青年団協議会の皆さんが、３日間この参加に対して議

論をしながら、参加を決めて共同代表になって参加を

し、大会で実は４・28というのは知らなかったんだと

告白をした上で、沖縄は黙っていてはいけないんだ

と、国民全体の議論にしようではないかというような

発言をして大変な喝采を浴びました。激励を受けたわ

けですが、そういう沖縄の若い人たちこそ、副知事、

評価すべきであって、首相の式辞は式典を決めた後に

参加を中止しなさいとか、やるべきじゃないというよ

うな反発がいろいろあってああいう式辞になったわけ

ですから、むしろこの若い人たち、沖縄大会に参加し

た若い人たちに対する評価をするべきじゃないかなと

いうふうに思うんですがいかがですか、副知事。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） まさに御指摘のとおりだと

思います。私も４・28について、沖縄の若い人たちが

その日の持つ意味を深く考えるきっかけになったとい

う点では、大変大きな成果だったと思います。 

 それから、この４・28が沖縄や奄美や小笠原にとっ

てどういう日だったのかということが、当然後で浮上

してきたわけです。そのことによって、総理を含め東

京の政治家やあるいは日本の国民の方々も、４・28と

いうものが実は特別な思いでその日を感じている地域

もあるんだということをやっぱり認識してもらったと

いう。そして、４・28の政府式典につきましても、沖

縄、奄美、小笠原に対して配慮を欠いた形ではそれは

できないということも理解してもらえたんじゃないか

というふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 安倍総理も戦後生まれ、52年後の生

まれのようですね。そういう意味ではこの今、沖縄戦

の実相とか琉球史もしっかりと教科・カリキュラムに
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入れるようにというような発言が続きますが、しっか

り沖縄の歴史を伝えていただきたい。もう沖縄戦を記

憶する人、あるいは1952年の４・28を記憶する人も少

なくなってきているようです。知事も長生きされて、

沖縄の若い人たちに今副知事からあったような沖縄の

歴史を伝えていっていただきたいなというふうに思い

ます。 

 続いて、橋下発言に移りますが、この人も戦後生ま

れ、1952年の４・28以降に生まれた人じゃないかなと

いうふうに思います。従軍慰安婦に関する橋下発言に

ついて理解できないという部長の答弁がありました

が、県としてさきの沖縄戦において従軍慰安婦問題に

ついて、強制連行はあったというふうな認識なのか、

県としての沖縄戦の認識について伺います。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 現在の日本政府の官

房長官が、この談話については日本政府としても踏襲

するということを表明していますので、沖縄県が特に

異論を持つことはありません。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 1993年の河野談話もありますし、む

しろこの住民を巻き込んだ地上戦、悲惨な戦争が繰り

広げられたのは沖縄ですので、その歴史をしっかり踏

まえて、やはりこの継承を県もやっていただきたい。

32軍壕の点もありますので、そこは今後継承していく

に当たってしっかりと県として整理をしながらやって

いただきたいというふうにお願いを要望をしておきま

す。 

 それから、この橋下さんは沖縄に来て、その同日、

米軍に対するその風俗活用の提言もしております。提

言を受けた米軍の司令官は、驚いた様子だったという

ふうに新聞報道にありますが、この米軍基地内の犯罪

について、先日、米国の政府の発表があって、約…… 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時39分休憩 

   午前11時39分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 照屋大河君。 

○照屋 大河君 この米国防総省の公表があって、

2012年度の会計年度中にこの米軍内における被害を受

けた米兵の推定数が２万6000人であるという報道が

あったわけですが、この詳細について県は把握されて

いるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 個々の詳細については

なかなか情報をとりにくい部分もございます。ただ、

米軍から公表されるその性犯罪に関する報告書であり

ますとか、そういったものは毎年出ていますけれど

も、そういったものは入手してきちんと翻訳をして共

有しております。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 やはりこの軍の中の犯罪については

明らかにならない点がさまざま多いようであります。 

 先日は米軍の将校がしっかりとした報告義務をしな

かったということで停職処分などもあったわけです

ね。そういう意味では、この米軍内における事件に対

する取り決めというんですか、取り扱いについて厳重

に対処するような申し入れを国を通してあるいは米国

に直接やっていただきたい。実は、中部地区は基地が

集中するわけですね。そういう意味で基地外の居住

者、問題になっている基地外の居住者がいるわけで

す。そういう皆さんと、日常的には民間の保育所だっ

たり、その子供たちが通うスクールでこの米国の家族

の皆さんと交流が接点があるわけですね。この人たち

が言うには基地内が非常に怖いんだと。犯罪が多く怖

くて基地の外に居住してくるんだというふうな子供を

抱えるお母さん、米軍人・軍属のお母さんたちが言う

んだというふうなことをよく聞くわけです。そういう

意味では、基地内における規律をしっかりとしなけれ

ば、また被害に遭うのは沖縄の女性、子供たちになり

かねませんので、そういう意味では訪米の検討もある

はずですので、そういう意味では直接この厳罰化とい

うんですか、しっかりと説明できるような対応をとる

ことを求めていくべきではないかなと思うんですが、

知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 県はどちらかと言いま

すと、やはり県民がそういう米軍人の犯罪によって被

害を受けないようにと、そういった要請をしてきてい

るわけですけれども、今議員のおっしゃった視点とい

うのはまた重要であり、やはり広い意味でのモラルの

維持というものが米軍に求められているわけでござい

まして、それは強く申し上げていきます。また、今そ

ういう住民の声もしっかり拾ってまいりたいと思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 照屋大河君。 

○照屋 大河君 最後に、農業の問題をお願いしたい

なと思います。 

 菊農家の台風被害ですね。これは実は冒頭３・11の

大震災の件も話しましたが、あの当時、出荷を目の前

にした菊が出荷停止にあってこれが出荷できなかっ
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た。その後県の支援もあって何とか次期に向けた親株

を植えたんですが、これまた台風被害にそのころ遭っ

て、二重、三重の被害を受けているわけですね。そう

いう意味で、もう今農家は土地を手放さなければいけ

ないというような状況にあるわけです。これはしっか

り再調査して、もう一度支援のあり方を検討していた

だきたいんですが、この点について部長の答弁を求め

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 菊農家につきまして

は、確かに震災のころの被害、それから昨年度の３度

の台風ということで、２年連続の影響を受けていると

いうのは承知してございまして、その辺の今我々のと

ころは苗の供給とか、苗を供給することによって去る

彼岸期の面積は確保できたということを聞いておりま

す。 

 一番大事なものは、台風災害に強い菊栽培を確立す

ることかなとも思っておりますので、これから農家の

意向も踏まえながら、経営状況も確認しながら、この

栽培施設とあるいは省力機械等についても支援してま

いりたいというふうに考えております。 

○照屋 大河君 よろしくお願いします。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

   〔仲宗根 悟君登壇〕 

○仲宗根 悟君 ハイサイ、こんにちは。 

 社民・護憲ネット、議席18番、仲宗根悟でありま

す。よろしくお願いをいたします。 

 去る６月23日慰霊の日は、全戦没者追悼式を初め県

内各地で慰霊祭が行われ、恒久平和・反戦平和を誓っ

た日でありましたが、その６月23日に読谷村では「艦

砲ぬ喰ぇー残さー」の歌碑が完成をし、その記念式典

がございました。歌を作詞作曲した比嘉恒敏さんの生

まれ島でありますこの読谷村楚辺区に、昭和20年の４

月１日に上陸をしたその東シナ海を見おろす楚辺のユ

ウバンタの丘に堂々とりりしく歌碑が建ちました。歌

碑の内容は、皆さん御存じのとおり、哀リ戦世しの

ぎ、そして戦後のナンジクンジを連ねてきた歌詞の内

容であります。その中にあって、ケートゥナインカイ

基地もあるけれども、演習もどんどんどんどんやるけ

れども、またもう一度この世の中が怒ってはしないか

なと危惧をする内容と、そして、未来永劫に私たちの

子や孫たちに二度と繰り返してはいけないよというよ

うな教訓歌が刻まれた碑が建てられました。どうぞ機

会がございましたら、皆さん、平和教育の場としても

活用ができるこの歌碑に触れてみてはいかがでしょう

か。そしてまた、この歌碑建立に際し熱烈な御寄附を

いただいた県民の皆様、本当にありがとうございまし

た。お礼を申し上げたいと思います。 

 それでは、一般質問を行いたいと思います。 

 まず最初に、知事の政治姿勢に関してお聞きをした

いと思います。 

 政府は、経済財政運営の指針「骨太の方針」を閣議

決定した。地方の行政改革や地域活性化の努力を査定

し、頑張る地方自治体に重点配分をするなどの素案骨

子や沖縄振興についても明記し、沖縄振興策に積極的

に取り組む姿勢を示しました。どのように影響し、そ

してどう評価をしているか伺います。 

 防衛施設周辺における防音対策工事の助成対象外と

なっている認可外保育園の公立及び認可保育園同様、

防音工事費そして空調設備の維持管理費の助成を求め

ることについてお聞きします。 

 沖縄市の調査によりますと、平和教育に３割余りの

教師が指導方法がわからないと答えたとしておりま

す。沖縄戦の語り継ぎに苦慮する教育現場の実態が明

らかになりました。県としてどう捉えているのかお聞

かせください。 

 (4)番目は、私学助成拡大についてお聞きをしたいと

思います。 

 こちらは経常費助成が年々減少していることへの拡

充や、あるいは生徒への健康診断費に保護者負担から

公立と同様に県費で賄えないかと、県費を求めている

ことについてでありますが、お聞かせをいただきたい

と思います。 

 ２番目は、基地問題に関してお聞きをします。 

 米国防総省が最新鋭ステルス戦闘機Ｆ35の米軍嘉手

納基地へ配備を検討しているとしております。Ｆ35の

騒音は、現在配備されているＦ15の騒音を大幅に上回

ることが明らかになっています。既に騒音被害が甚大

な周辺地域の負担増は許されるものではありません。

配備計画の撤回を求めるべきであります。県の見解を

伺います。 

 県は、オスプレイの運用について318件の安全確保

違反を指摘したのに対し、防衛省は、違反はなしとの

結論づける調査報告書をまとめたとしております。事

実誤認も甚だしいこの防衛省の報告書をどのように捉

えるか伺います。 

 次に、米軍嘉手納弾薬庫内での不用弾爆破処理は、

処理直前での通告であったために、隣接する小学校や

周辺施設への通知が間に合わなかったことから不安と

動揺を与えました。しかるべき措置を求めることにつ

いて伺いたいと思います。 
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 Ｆ15戦闘機の墜落事故から２日後に安全点検をなし

たと訓練を再開し、緊急着陸が再三発生をしている状

況であります。徹底した安全確認を行い、その間、飛

行訓練を中止することを求めることについて伺いたい

と思います。 

 ３番目は、雇用失業対策に関してお聞きをいたしま

す。 

 雇用対策の現状と課題、どうなっているのか伺いた

いと思います。 

 グッジョブセンターの活動状況と課題についても伺

わせていただきたいと思います。 

 ４番目は、米軍発注工事をめぐる県内建設業者への

受注拡大に関してでありますが、県は、米軍発注工事

の県内業者への受注拡大に向けて支援策を盛り込んだ

報告書をまとめたとしておりますが、どのような内容

なのかお聞かせください。 

 ５番目は、危機的状況にある畜産農家への支援策に

関してであります。 

 円安や原料不作などにより海外からの輸入飼料の高

騰により畜産農家が経営困難にあるとされておりま

す。その支援策を求めておりますが、県の対応を伺い

ます。 

 ６番目は、「人・農地プラン」について伺います。 

 新規就農などの農業の担い手に農地を集約する

「人・農地プラン」取り組み状況と課題について伺わ

せてください。 

 そして、農地再生の状況はどうなっているでしょう

か。 

 ７番目は、おきなわ新産業創出投資事業に関してで

あります。 

 おきなわ新産業創出投資事業の目的及び事業概要に

ついて説明を願います。 

 事業開始後、今日までの事業成果について説明を願

います。 

 ６月15日の東京新聞に、「沖縄の投資組合 官民

ファンド不適切運用 運営者関係先に資金」との記事

が掲載されています。この中に、「沖縄県側は昨秋、

東京の投資会社に官民ファンドの調査を依頼。投資会

社は、「投資先の三社のうち二社で、資金が流出して

いる」と判断、大幅に目減りしていると評価した。」

との記事がありますが、沖縄県または産業振興公社が

東京の投資会社におきなわ新産業創出投資事業の調査

を依頼した事実はありますか。 

 調査を依頼した事実があるとした場合には、その調

査を依頼した理由は何なのか。また、調査結果はどう

だったか、説明を願いたいと思います。 

 最後に、我が会派の代表質問との関連から、崎山嗣

幸議員の質問の中から、知事の政治姿勢の中で、主権

回復式典に高良副知事を出席させ、沖縄の抗議大会に

は出席を見送ったと。そのことに関連しまして、政府

式典に参加した高良副知事の式典に対する評価はどう

か。そしてまた、率直な感想をお伺いをしたいと思い

ます。そして、高良副知事の４・28について、どのよ

うな考えをお持ちなのかお聞かせをいただきたいと。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの仲宗根悟君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので

午後に回したいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時54分休憩 

   午後１時25分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の仲宗根悟君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲宗根悟議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、雇用対策の現状と課題についてという

御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県の完全失業率は、平成23年が7.1％、平成24

年が6.8％となっております。雇用情勢は着実に改善

傾向にあると考えております。沖縄県といたしまして

は、県民を挙げて「みんなでグッジョブ運動」を推進

するとともに、産業振興や企業誘致の推進、「グッ

ジョブセンターおきなわ」による就業支援などさまざ

まな事業に取り組んでいるところであります。雇用の

場の拡大、若年者の就業意識の向上などの課題解決に

向けまして引き続き全力で取り組んでまいる所存でご

ざいます。 

 次に、「人・農地プラン」の取り組み状況と課題に

ついてにお答えいたします。 

 「人・農地プラン」は、人と農地の問題解決を目的

とするもので、平成24年度末現在30市町村、85地区で

作成されております。課題といたしましては、プラン

に位置づけられた中心となる経営体への農地の集積や

担い手の確保などがあります。このため、沖縄県とい

たしましては、 関係機関と連携を図りながら、農地

集積協力金や青年就農給付金など、関連する施策を講

じてまいることといたしております。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 
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○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 我が会派の代表質問との関

連に関する御質問の中で、４・28の政府主催式典の感

想及び評価についてお答えしたいと思います。 

 式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のもと、政府、国

会議員、民間の代表、全国の都道府県が参列し、厳粛

な雰囲気の中、とり行われました。式典における総理

のお言葉では、沖縄県を初め東京都、鹿児島県など施

政権が切り離された地域に対しての配慮を感じまし

た。 

 続きまして、４・28についての考え方についてにお

答えしたいと思います。 

 1952年４月28日は、サンフランシスコ平和条約の発

効により沖縄が本土から切り離され、基地問題など今

日に至るさまざまな問題の原点となっている日である

と受けとめております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、認可外保育施設の防音工事についてお

答えいたします。 

 認可外保育施設については、認可保育所と同様に児

童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保する

必要があると認識しております。そのため、沖縄県で

は、認可外保育施設を防音対策事業の補助対象施設と

するよう国に要請したところであります。次年度には

実現できるよう国に働きかけてまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 知事の政治姿勢の中

で、「骨太の方針」の地方自治体への影響についてお

答えをいたします。 

 政府が６月14日に閣議決定したいわゆる「骨太の方

針」においては、「第３章 経済再生と財政健全化の

両立」の中で、頑張る地方の支援が掲げられておりま

す。その支援の方法として、地方交付税において、地

域経済の活性化に資する算定を行革努力と地域経済活

性化の成果の２つの観点から行うとしております。現

時点ではその詳細は明らかではないことから、引き続

き情報収集に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、同じく知事の政治姿勢の中で、私学への助成

についてお答えをいたします。 

 沖縄県は、平成25年度予算において私立学校に対す

る助成に係る経費として約32億円を計上しておりま

す。そのうち、高等学校等就学支援金交付金及び積立

金を除いた補助金は27億1829万6000円で、対前年度

2.6％の増となっております。その主な内容といたし

ましては、私立学校運営費補助金として約24億2700万

円、魅力ある私立学校づくり推進事業補助金として約

１億200万円、私立幼稚園特別支援教育補助金として

約700万円等となっております。また、私立学校の老

朽校舎等の改築を促進するため、平成24年度に沖縄県

私立学校施設改築促進事業基金６億円を積み立て、私

立学校の施設の改築に対する補助事業を開始し、本年

度に3000万円を措置したところであります。 

 県といたしましては、今後とも私立学校の果たして

いる役割を踏まえ、私学助成等を通じその振興が図ら

れるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、沖縄振興に係る「骨太の方針」の

評価等についてお答えいたします。 

 「骨太の方針」や成長戦略において、沖縄をイノ

ベーションの拠点として検討し、国家戦略として特区

制度の活用も図りつつ、その振興策を総合的・積極的

に推進することが明記されたことは画期的なことであ

り、国が沖縄を日本経済活性化の牽引役として重要視

していることのあらわれであると考えております。 

 沖縄県としましては、成長戦略を全庁的に分析し、

沖縄振興に資する施策を積極的に取り込むなど適切に

対応し、沖縄21世紀ビジョン実現に向けた取り組みを

加速させてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 知事の政治姿勢について

の御質問で、教育現場における沖縄戦の継承について

お答えいたします。 

 戦後68年が経過し戦争の風化が叫ばれる中、沖縄戦

の悲惨な実相や教訓を正しく後世に継承することは重

要なことであります。県教育委員会では、平和教育の

重要性に鑑み、初任者研修や校内研修等の中で教員の

指導力の向上に努めてまいりましたが、３割余りの教

師が指導方法がわからないと答えたことを重く受けと

めております。子供たちが平和で民主的な国家及び社

会の形成者として育つよう、教師が指導力の向上に努
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め平和教育の充実に取り組むことは何よりも大切なこ

とであり、今後とも研修体制を充実するとともに関係

機関等と連携・協力し、平和教育をより一層推進して

まいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、Ｆ35嘉手納基地配備についてお答えいた

します。 

 ことし６月、米国防総省が米国議会へ提出した報告

書において、空軍については2016年、海兵隊について

は2015年にＦ35戦闘機の「初期作戦能力」を獲得する

とされております。同報告書の発表を受け、県が沖縄

防衛局へ照会したところ、Ｆ35戦闘機の嘉手納飛行場

への配備についてはいかなる決定もなされていないと

の回答がありました。引き続き、同機の配備計画につ

いて情報収集してまいりたいと考えております。 

 次に、オスプレイの違反飛行についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの運用については、昨年９月19日に可能

な限り学校や病院を含む人口密集地上空を避けること

や、垂直離着陸モードでの飛行を米軍施設・区域内に

限り、転換モードの時間を可能な限り短くすること等

を内容とした日米合意事項が公表されております。県

では、昨年末、市町村と連携してオスプレイの飛行運

用の実態について情報収集を行ったところ、318件の

合意事項に反する飛行が報告され、その結果をもと

に、オスプレイの飛行経路や運用実態の検証等につい

て政府の責任で説明することを求めております。これ

について、防衛省は、これまで行っている目視調査等

の結果も踏まえ確認作業を行っているとのことであ

り、現時点では調査結果は示されておりません。 

 県としましては、早急に調査結果を示すよう求めて

いるところであります。 

 次に、嘉手納弾薬庫内での不用弾爆破処理について

お答えいたします。 

 去る６月４日に発生した嘉手納弾薬庫地区内におけ

る爆発音については、嘉手納基地所属の爆発物処理班

が不発弾の処理を行った際に発生したとのことであり

ます。県は、引き続き軍転協を通じ、訓練・演習の実

施に当たっては住民生活に十分配慮し、事前通報を徹

底するよう求めているところであります。 

 同じく基地問題についての御質問の中で、Ｆ15戦闘

機の飛行中止についてお答えいたします。 

 事故から２日後にＦ15戦闘機の飛行が再開されたこ

とは県民の不安を増大させるものであり、県は、直ち

に米軍や関係機関に対し、極めて遺憾である旨を申し

入れております。 

 県といたしましては、米軍及び関係機関に対し、原

因究明がなされるまでの間、同機種の飛行中止を求め

るとともに、早急に事故原因及び再発防止措置等につ

いて説明を行うよう強く求めたところであります。今

後も、米軍による事件・事故の防止について、渉外知

事会、軍転協とも連携を図りながら、あらゆる機会を

捉えて日米両政府に対し求めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 雇用失業対策につい

てという御質問の中の、グッジョブセンターの事業内

容と活動状況、成果と課題についてという趣旨の御質

問にお答えをいたします。 

 「グッジョブセンターおきなわ」は、公・労・使一

体となって求職者に対し生活から就労までをワンス

トップで支援する総合就業支援拠点として、ことし４

月に本格オープンをいたしております。同センターで

は、ハローワークによる職業紹介、若年者の就職支援

を行う「キャリアセンター」、就職困難者等の支援を

行う「就職・生活支援パーソナルサポートセン

ター」、女性や中高年齢者など各階層に応じた相談窓

口、新規就農相談窓口、事業主向け相談窓口などを設

置しており、求職者のさまざまなニーズに対応でき利

便性の向上が図られております。同センターの５月末

までの利用者数は延べ1892人となっており、今後さら

に利用者の増加を図る必要があることから、県といた

しましてもより一層の周知広報を図るとともに、関係

機関と連携を深めることにより、「グッジョブセン

ターおきなわ」を最大限に活用し、本県の雇用情勢の

改善に努めてまいります。 

 次に、おきなわ新産業創出投資事業についてという

御質問の中の、おきなわ新産業創出投資事業の目的及

び事業概要についてという趣旨の御質問にお答えいた

します。 

 おきなわ新産業創出投資事業は、本県における新産

業創出の核となるすぐれたベンチャー企業の育成・誘

致を図ることを目的に、ＩＴ・バイオ・環境関連分野

のベンチャー企業に対して投資や研究開発補助金によ

る資金供給を行うとともに、公益財団法人沖縄県産業

振興公社とファンドの運用責任者の連携によるきめ細

かな経営支援を実施しております。 

 同じくおきなわ新産業創出投資事業の事業成果につ
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いてという趣旨の御質問でございます。 

 沖縄県は、平成21年度から本事業を実施し、平成24

年度までに総計29社の高い技術力を有した研究開発型

ベンチャー企業に対し研究開発補助金等による支援を

行っております。その成果として、20件の特許出願と

事業化に至った事例が５社あり、また、260人の新規

雇用が生まれております。投資事業については、平成

31年度までの中長期的な観点から成長可能性の高いベ

ンチャー企業へ投資を行っております。具体的には、

平成23年度から24年度にかけてＩＴ企業２社、健康食

品企業１社へ計１億7900万円を出資し、無限責任組合

員等によるハンズオン支援を実施しながら企業の成長

発展を見守っているところでございます。 

 同じく沖縄県または公益財団法人沖縄県産業振興公

社が東京の投資会社におきなわ新産業創出投資事業の

調査を依頼した事実の有無及び調査結果についての趣

旨の御質問でございます。(3)と(4)は関連いたしますの

で一括して答弁をさせていただきます。 

 沖縄県または公益財団法人沖縄県産業振興公社が東

京の投資会社におきなわ新産業創出投資事業の調査を

依頼した事実はございません。 

 沖縄県と公益財団法人沖縄県産業振興公社で事実関

係について確認をしましたところ、まず１つ目に、

ファンドの関係者が株主となっている企業への投資、

２つ目に、ファンド運用責任者の親族へ一部事務の委

託がなされたこと、３つ目に、ファンドから投資を受

けた企業が新たな事業展開のためファンド関係者に対

して資金を貸し付けたという事実は存在しております

が、法令に違背する事実は確認されておりません。 

 ファンド事業につきましては、その制度の仕組み

上、運用責任者である無限責任組合員に投資決定権等

の運用権限が与えられておりますが、沖縄県といたし

ましては、公益財団法人沖縄県産業振興公社と連携を

いたしまして適切な運用が行われるよう、運用責任者

へ強く求めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 米軍発注工事をめ

ぐる県内建設業者の受注拡大についての御質問の中

で、米軍発注工事の受注拡大に向けた支援策等につい

ての御質問にお答えいたします。 

 昨年度、県では「米軍発注工事参入支援可能性調

査」を実施し、米軍発注工事参入の課題、県内業者の

受注状況、今後の工事発注見通し、参入支援策を取り

まとめたところであります。取りまとめました主な参

入支援策としては、参入希望業者の技術的相談や個別

案件の相談に継続的に応じる支援窓口の設置、県内建

設業者のボンド獲得のための海外ボンドの活用、米軍

等に対する分離・分割発注、ボンド率減免の要請の実

施が提案されているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 危機的状況にある畜

産農家の支援策についての御質問の中で、円安や原料

不足による輸入飼料の価格高騰に対する県の対応につ

いてお答えいたします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え、円安等の影響によ

り畜産用配合飼料価格は高騰し、畜産経営は極めて厳

しい状況となっております。配合飼料価格高騰対策と

しては、国の「配合飼料価格安定基金」があり、価格

高騰時に一定の要件のもと、補塡金を交付しておりま

す。加えて、国は緊急措置として、通常補塡基金の生

産者負担分の助成を決定しております。 

 県としましては、これら国の支援策の動向を踏まえ

つつ、畜産経営の安定化に向けて独自に支援できない

か検討してまいります。 

 次に、「人・農地プラン」の進捗状況についての御

質問の中で、耕作放棄地の農地再生状況についてお答

えいたします。 

 県においては、耕作放棄地の農地再生対策として、

平成18年度から平成24年度までに耕作放棄地再生利用

緊急対策交付金事業により218ヘクタール、サトウキ

ビ関係事業により131ヘクタール、事業波及効果等に

より975ヘクタール、合計1324ヘクタールの耕作放棄

地を再生しております。また、県内28市町村の耕作放

棄地対策協議会が活動を展開しており、特徴的な事例

といたしましては、西原町において貸借等の仲介を行

う農地交渉人の配置による担い手への農地集積ととも

に、耕作放棄地の再生利用によるシマナー栽培及び商

品開発等６次産業化に向けても取り組んでいるところ

であります。さらに、平成24年度から人と農地の問題

解決に向けた「人・農地プラン」を推進するととも

に、農地データバンク事業や耕作放棄地対策事業等の

関連施策を活用しつつ、耕作放棄地を再生利用し新規

就農者等の中心経営体への農地集積に取り組んでいる

ところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 それではまず最初に、官民ファンド

の件からお願いをしたいと思いますが、新聞の内容か

－ 231 －



ら拾ってきたわけなんですけれども、この投資会社の

ほうへ調査の依頼をされたことがないんだというよう

なことであるんですが、じゃ、まず先ほど３点挙げら

れておりましたが、どのような形でこのようなことが

発覚したのか、その辺についてはいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 発覚といいますか、

事実はもちろん知っていたわけですけれども、新聞に

出たきっかけという意味で言いますと、今現在の無限

責任組合員から地位を譲渡しようという話が一時あり

まして、その引き受けようと言った、交渉していた東

京の投資会社から東京新聞に話がいったということで

ございます。 

 先ほど３つの事実ということを申し上げましたけれ

ども、まず１つは、ファンドの関係者が株主人となっ

ている企業への投資があったということ、それから２

つ目に、そのファンド運用責任者の親族に一部の事務

委託がなされていたこと、３つ目、ファンドから投資

を受けた企業が新たな事業展開のため、ファンド関係

者に対し資金を貸し付けるという事実は確かにあるわ

けですが、これは何ら法令上もしくは組合契約、有限

責任組合契約という契約をやっているわけですが、そ

の契約の規定にも何ら反するものではないということ

で、資金の流出という言葉が、それはもう表現として

は当たらないということであります。 

 それと、あと１点、親族への委託というのは確かに

ございまして、これも法令上何ら問題ではないけれど

も、やっぱり透明性といいますか、それに疑念を持た

れるのはまずいということで３月からそれはやめてい

ただいているということがございます。 

 それから、もう一つ一番大きなのがありますが、資

産評価が５億円から３億円に目減りをしているという

ことがありますが、これは全くございません。きちん

とした監査法人の監査を経た決算報告書がありますの

で、全くこれに関してはその事実はございません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 部長は適切な運用がされるように指

導をしていくんだというのを最後の結びで言っている

んですが、法令上違反は確認できなかった、支出もこ

れからは適切な運用がなされるように指導をしたいん

だというようなことなんですが、認識としては何らか

の不適切な運用がなされていたという認識のもとにそ

ういうことの指導をされたというようなことだと思う

んですよ。今言うように、詳しく質問の中にも入れま

した、３つのうち２つがあったということも事実でな

いと。その質問の中で３社のうち２社で資金の流出が

出ましたという記事が載っていますよ。それに対して

は違うんだというようなおっしゃり方をしております

ね。もう一つは、言うようにどうして発覚ができたの

かということで、こちらにも新聞の中身には県側の監

査の中で発覚をして、その調査を投資会社に依頼した

んだというようなことなんですが、これも事実じゃな

いんだというようなおっしゃり方をしておりますが、

この会社というのは、じゃ、独自で調査して、その調

査した部分を記者のほうに取材として申し上げたとい

うことになろうかと思うんですが、この独自で調査し

た投資会社というのは御存じなんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 先ほどちょっと申し

上げたんですが、今現在の運用責任者がおります。無

限責任組合員等がおりますが、そこから一時その地位

を譲り受けたいという東京の投資会社だったわけで

す。ですから、そのいろんな交渉の中で、さっき言っ

た３つの事実等々がわかったわけですね。ただ、これ

は事実としては一部ありますけれども、決して法令上

あるいは組合員の契約上違反するようなことではござ

いません。ただ、そういった事実については今言った

事情で東京の投資会社がそういったことを聞いて知っ

ていたということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 ただ、ひっかかるのは、東京の投資

会社が事前にその調査をしたことになるわけなんです

が、なぜその調査をしなければならなかったかと。県

からも要請を受けて調査じゃないんだと。じゃ、独自

に投資会社がそのファンドを調査しないといけなかっ

た理由なんですよね。そこら辺はどうお考えなんで

しょうかね。 

○議長（喜納昌春君）商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 調査をしたというこ

とではなくて、東京の投資会社が今の無限責任組合員

と地位を引き受ける、譲渡をしてもらうという交渉の

中でこういった事実を知ったということでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 部長がおっしゃるのは、今ある官民

ファンドを譲渡をしたいんだと。それの契約の中での

調査といいましょうか、見合うような何かあるのかど

うかということをやったと。この官民ファンドという

のは譲渡ということが挙がるということ自体おかしい

と思うんですが、その辺いかがなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 
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○商工労働部長（小嶺 淳君） 投資事業有限責任組

合法という法律でそういった組合をつくるわけですけ

れども、その無限責任組合員という全部に責任を持つ

組合員ですね。それから、有限責任組合員という投資

をした分だけ最大損をするという２種類あるんですけ

れども、それは地位の承継はほかの組合員が同意をす

ればできます。自分の持ち分も含めて地位を譲り渡す

ということは、法令上、制度上可能であります。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 少なくとも公費が入っている官民

ファンドですので、これは慎重にかからぬといけない

んじゃないかなという問題をはらんでおります。ぜひ

このことはまた、いろいろ調査をしながら引き続き頑

張ってもらいたいと思っています。 

 次に、我が会派の質問の中で、副知事のほうにお願

いをしたいんですが、４・28は全ての沖縄問題の原点

なんだというようなことをおっしゃっておりますが、

いまいちどういうことか詳しく説明いただけないです

か。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 先ほどの答弁では、この

４・28に発効したサンフランシスコ平和条約によって

沖縄を初め奄美や小笠原が切り離されてと、そして特

に沖縄についてはその後もずっと米軍の統治が継続さ

れて、簡単に言ってしまうと大変な巨大な広大な基地

が建設されて今日に至る基地問題というものから考え

ていくとそれが原点に相当するというふうに申し上げ

ていたわけです。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 この４・28、そして復帰運動へ、復

帰前までの1952年４月28日講和条約を締結して、日本

は独立国へと踏み出していくわけですが、同時に日米

安保条約によって沖縄は日本から切り離されると。そ

の後、占領が27年も置かれ、その間に広大な米軍基地

が銃剣とブルドーザーで強制接収をされるという歴史

を踏まえてくるわけですよね。民主主義を標榜するそ

のアメリカが、弾圧等を繰り返されるまた事件や事故

と、不条理に沖縄県民の生存権まで踏みにじられてき

ていたんだということですよね。それで次第に基本的

人権の尊重が保障される平和憲法に変え、復帰を目指

さなければならないというようなことで県民の意識は

高揚していって、この４・28が全ての起源なんだと。

この沖縄の思い、精神なんだというふうに思うわけで

す。副知事は研究者の立場と、それから行政につかれ

てからの立場と、この４・28についての思いの違いと

いうのがございますか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 歴史的な事実、つまり1952

年４月28日発効の条約によってどういう現実がその後

生まれたかということについては、多分これはさまざ

まな立場ではなくて事実認識として語れることがいっ

ぱいあると思うんです。要するに、例えば基地の島沖

縄にいつからそういうプロセスが進行していったのか

と、その背景に一体何があったのかと。そのことに

よって沖縄の住民たちがどういう被害、苦難にさらさ

れていったのかとか、そしてその中から沖縄の住民た

ちが自分たちの地域をどのようにいい方向に、具体的

に言いますと、その苛酷な統治状況を解決していくと

いう運動を展開していったかと。つまり歴史的な事実

をずっと整理していくと、これは研究者であろうが行

政であろうが事実認識は変わらないと思うんですが、

ただ、その４月28日一点に絞って、その日を何と呼ん

だ、呼ぶべきかとか、その日を今日の時点にとって何

という評価を与えるべきなのかということについて、

多分行政さまざまな立場で言い方とかも違ってくるだ

ろうと。先ほど関連する答弁で申し上げましたが、そ

れを例えば「屈辱の日」というふうに呼びたいという

気持ちは、私も大変理解できるということです。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 私自身もその政府式典に対して抗議

をする沖縄大会、抗議大会を主催した側の者として、

この政府式典という、まさに皇室そして都道府県の代

表を最大動員をしてまでも式典を行うと。そういった

沖縄に対しても従うように求めてきたということにな

ろうかと思うんですね。それで沖縄県の代表もこれに

出席をすると、代理も出席をするということは、その

ことの受け入れを意味するのではないかというような

思いがあるものですから、それで抗議式典にもぜひ参

加をいただきたいと呼びかけをいたしましたが、結果

は結果でございました。その件について、副知事もど

ういうふうなお考えをお持ちでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 政府主催の式典に当然招待

されたのは仲井眞知事だったわけですが、知事も随分

最後まで悩まれていまして、たしか出席するか否かと

いうぎりぎりの締め切りがあったんですが、そこまで

多分知事は悩まれていたと思います。最終的には私の

ほうで代理出席をしてくれということだったわけで

す。その政府主催の式典は、政府が主催したことと、

それから天皇皇后両陛下が臨席されたこと、全国の代

表者の方々が集われるということ、それから私の理解

では1972年の日本に復帰して以降、40年余にわたって
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日本国憲法体制の一員として沖縄が歩んできたとい

う、つまり日本国の一員であるということもありま

す。そういうことからすると、その式典に知事が直接

お出になるか、代理出席になるかどうかはともかく、

沖縄県の一応代表としてそこに出席をするというのは

行政的な判断としては間違っていないのではないかと

いうふうに思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 じゃ、質問を変えます。 

 総務部長にお願いをしたいんですが、「骨太の方

針」の中で、県もこれまで行政改革に取り組まれて成

果・効果を上げられてきたわけです。気になるところ

を先ほど申し上げました素案・骨子で地方の行政改

革、地方活性化の努力を査定をして頑張る地方自治に

交付税を重点配分をするんだというようなことなんで

すけれども、その採点基準とかどうなるのかよくわか

らないと、見守ってきたんだというようなことである

んですが、裏を返せば、この査定に取り組みがおくれ

ている自治体は地方交付税の配分に厳しく対応するん

だというようなメッセージかなというように受けとめ

られるわけですが、今現在、沖縄県が進めているこの

行政改革、政府の査定に耐え得るような行政改革と、

こういうふうにお考えなのかどうか、どうなんでしょ

う。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 「骨太の方針」を受け

て地方財政計画とかどういう形でまとめられてくるの

か、今、明らかではありませんので何とも申し上げに

くいんですが、私どもこれまで定員の適正化を初め事

務事業の見直し等々、それから給与についても独自の

削減をしてきたりということで、可能な限りの努力は

行ってきたつもりであります。それで、25年度までの

行革プランがことし終了いたしますが、今年度中にま

た新しいプランをつくって、今後また４年間の収支不

足に備えようということも考えております。そういう

意味では耐え得るというふうに明確には申し上げにく

いんですが、そういう中で私たちの取り組みをしっか

りと理解をしていただいて反映をしてもらうように取

り組んでまいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 あと１つは私学と健康診断の負担に

ついてなんですけれども、生徒の健康診断は学校保健

安全法に基づいて実施されているんだと。それで、そ

の経費の負担については法律の規定はないと。そして

これまで県立高校は県が負担して、私学の生徒は保護

者が負担をしてきたというようなことなんですが、こ

れはなぜこういう形になってきたのか非常に不思議な

んです。皆さん一緒なのかなと思ったんですが、その

辺の件についてはどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 確かにおっしゃるよう

に、学校の設置者が健康診断を実施するというふうに

法律上なっておりますが、ただ、その費用負担につい

ては明確に設置者なのか、あるいは保護者なのかとい

うことにはしっかりと規定はされておりません。それ

で、全国的にも学校設置者が負担をしたりあるいは保

護者が負担をしたりということで、県内では大部分が

保護者が負担をしているということになっているよう

でございます。せんだってもこの件に関して要請を受

けておりますが、公立学校は今御指摘のように学校の

設置者が公費でもって負担をしているということでも

ございますので、こういったものとの関係、あるいは

これまでも運営費の補助金を交付をしてまいりました

けれども、実はこの中に含まれているのではないかと

いうかつての認識もいろいろあったりしまして、そこ

ら辺もちょっと整理をしながら、健康診断、子供たち

の健全な発達ということからすると非常に大事な経費

でございますので、そこは支援のあり方について検討

していきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 よろしくお願いします。 

 教育長に最後にお願いをしたいんですが、その沖縄

戦、沖縄戦後史をどう学んだかというような問いかけ

には、学校の生徒は親よりも、またオジー、オバーよ

りも学校なんだというような回答が小学校で52％余

り、中・高で63％余りの学生が沖縄戦や戦後史を学校

で学んだというような答え方をしているわけですよ。

それで３割近い――僕もびっくりしたんですが――こ

の３割の教師が指導方法がよくわからないと答えたと

いうものですから、先ほど教育長は、連携しながらタ

イアップしてやりたいというようなことなんですが、

こうした割合というのは年々ふえてくると思うんです

よ。その辺をしっかり勉強して頑張っていただきたい

と。要望で終わりたいと思います。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

   〔玉城 満君登壇〕 

○玉城  満君 県民ネット、玉城満でございます。 

 少しばかり、またしまくとぅばの話をしたいんです

けれども、この前テレビを見ておりましたら、震災以

降東北のきずなを深めるユイマールをつくるために、

やはり東北のほうでも方言の重要さがすごく取り沙汰
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されたということで、ウチナーンチュはもともとしま

くとぅばに関しては全国的にも特徴があるわけです。

スピードラーニングという英語の勉強をする教材があ

るんですけれども、最近ウチナーグチラーニングとい

うのが出たみたいですね、ついに。だから、結局ウチ

ナーンチュもこのウチナーグチラーニングで勉強しな

いといけないのかというような状況になっているんで

すが、せっかくあと２カ月後、９月18日はしまくとぅ

ばの日でございますので、もう少ししまくとぅばにつ

いてやはり僕らは真剣に取り組んでいかないといけな

いんじゃないかなと。 

 その中で、いまだに僕らの同年代でも微妙な違いが

あって、僕らの同年代でもィヤーと言えない人がいる

わけですね、ヤーという人がいるという。このィヤー

とヤーと。小さいイヤーと、ヤー、これは意味が全然

違うんだけれども、僕らはもうそれそのまま時と場合

によってはすぐ伝わるという感じになりまして、あと

ワーとゥワーというのもやっぱり使い切れなくなって

いるという。これは今回このウチナーグチラーニング

が出たおかげでもっと注目されていいかなと。 

 あと僕らが簡単に使っている言葉で、マカチョー

ケーという言葉がありますね。ワンニンカイ マカ

チョーケー。あれを80代の人が聞いたら非常に違和感

があると言うんですよ。何で違和感があるんですかと

聞いたら、自分たちの時代でマカチョーケーというの

は、誰かと誰かが戦って、アレー マカチョーケー

と、負けましたよと言って、イー アレー マカ

チョーケーというのが当時のマカチョーケーだったら

しいんですよ。今は合点だいになってしまっているん

ですね、全然意味が違ってくるんだなと。 

 あと、ウシヌクブとよく言いますね。こっちのたん

こぶのことをウシヌクブと言うんですね。これは照屋

林助さんが生前、エー イッターヤ ウシヌクブン

ディイーシガ クレー クブヤアランドーと、クブン

ドゥヤンドーと。牛を見てください、牛のこのくぼみ

の部分をムカシンチュは、クブンと言っていたと。そ

の意味だよというふうなことで、全然逆の理解をして

しまっている言葉がたくさんある。 

 あとジンブンもよく言っているんですけれども、ジ

ンブンとは人と文じゃなくて、ジンヌブンドーという

ふうな話をよく聞かされるし、よくヌチグスイとかミ

ミグスイとかワタグスイ、ミーグスイ、聞いたことあ

ると思いますけれども、何でハナグスイがないのかな

と先輩に質問したんですよ。何でハナグスイとウチ

ナーンチュ言わないんですかと。どうもハナグスイと

いうのは、シチャジンのことらしいですね。シチャジ

ンというのは賄賂。賄賂のことをハナグスイというか

らウチナーンチュはなかなかハナグスイナタッサーと

言わないんです。だから、賄賂もらってハナグスイ

ヤッサーと言わない。だから、残すべき言葉は残し

て、意外とこれは意味が違うんだよという言葉はだん

だん消えていっているという、僕らの身の回りでも

あって、せっかくしまくとぅばでいろんな今動きがあ

るわけですから、長寿日本一奪回のためにももう一度

しまくとぅばを掘り起こして、いい言葉をどんどんみ

んなに伝えたほうが僕はいいと思っております。 

 そろそろ質問いたします。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式

典」に対する知事の見解を伺う。 

 (2)、政府式典に抗議する４・28「屈辱の日」沖縄大

会に対する知事の見解を伺う。 

 (3)、アベノミクスの沖縄への影響について伺う。 

 (4)、長寿日本一奪回に向けて知事の見解、意気込み

を伺う。 

 ２、文化観光スポーツ部関係について。 

 (1)、文化振興条例の進捗について伺う。 

 (2)、沖縄観光コンベンションビューローについて。 

 ア、事業委託について伺う。 

 イ、役員人事について伺う。 

 (3)、観光客消費額が低迷しているというが、県の対

策を伺う。 

 (4)、地元中小零細観光業者（ホテル・観光卸売・お

土産等）に対する支援はどうなっているのか伺う。 

 (5)、離島観光のビジョンについて伺う。 

 (6)は取り下げます。 

 ３、総務部関係について。 

 (1)、私学支援について。 

 ア、沖縄県私立学校施設改築促進事業基金のあり方

について伺う。 

 イ、健康診断予算について伺う。 

 (2)、沖縄県自治会連合会が結成されたが、県の対応

と支援について伺う。 

 ４、企画部関係について。 

 (1)、鉄軌道導入に当たり各地方自治体、広域圏との

調整は不可欠と考えるが、県の対応を伺う。 

 ５、土木建築部関係について。 

 (1)、米軍関係工事のボンド支援について伺う。 

 (2)、県内の橋梁、トンネル等老朽化が懸念されてい

るが、県の対応を伺う。 

 ６、農林水産部関係について。 

 (1)、尖閣諸島海域のみならず本島近海でも漁業従事
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者の安全性が問われているが、県の対応について伺

う。 

 ７、商工労働部関係について。 

 (1)、長寿・健康産業支援について伺う。 

 ８、知事公室関係について。 

 (1)、沖縄市サッカー場建設現場で発見されたドラム

缶問題の県の対応と進捗について伺う。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城満議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず知事の政治姿勢についての中で、４・28「主権

回復・国際社会復帰を記念する式典」についての御質

問にお答えいたします。 

 ４・28の政府主催の式典は、天皇皇后両陛下の御臨

席のもと、政府、国会議員、民間の代表、そして都道

府県の代表が参加することから、県として参加を決定

いたしました。そして副知事を派遣したわけでござい

ます。無論、県民にさまざまな思いや意見があること

は承知いたしておりました。 

 次に、文化観光スポーツ部関係の御質問の中で、文

化芸術振興条例の進捗状況いかんという御趣旨の御質

問に答弁をいたします。 

 沖縄県文化芸術振興条例につきましては、昨年度、

学識経験者等で構成される沖縄県文化振興懇話会から

の意見等を踏まえまして、条例案を作成したところで

あります。今後、パブリックコメントを経て、本年度

中に議会に上程し、条例を制定できればと考えている

ところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、「屈辱の日」沖縄大会についてお答えし

たいと思います。 

 1952年４月28日が沖縄が本土から切り離され、基地

問題を初め今日に至るさまざまな問題の原点となって

いることは事実であり、過重な基地負担を抱える県民

の意思表示の一つだというふうに受けとめておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 米軍関係工事のボンド支援

についての質問にお答えいたします。 

 今年度は、県内建設業者の海外展開を支援する沖縄

建設産業グローバル化推進事業の中で、海外ボンド会

社の活用等の検討を行うとともに、米軍等関係機関に

対する県内業者への分離・分割発注、ボンド率減免の

要請を引き続き行い、県内業者の受注促進に努めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、アベノミクスの沖縄への影響につ

いてお答えいたします。 

 アベノミクスの沖縄県への影響としては、円安を背

景とした観光客数の増加、企業業績が回復し設備投資

や賃金が上昇することにより消費が増加することで、

将来的に県経済への好影響が期待されます。県経済の

現状としては、観光では平成25年第１・四半期の入域

観光客数が前年同期と比べて6.5％増加するなど、好

調に推移しています。また、雇用では完全失業率が平

成25年第１・四半期で6.1％と前年同期と比べて1.0ポ

イント改善しております。一方で、輸入価格の上昇も

懸念されることから、引き続きアベノミクスの影響に

ついて注視してまいります。 

 次に、総務部関係の御質問の中での、沖縄県自治会

連合会への対応等についての御質問にお答えいたしま

す。 

 今回、中部３市町村自治会を中心に発足した沖縄県

自治会連合会については、会員相互の情報交換や研修

等を通して各自治会組織の発展向上や共通課題の解決

に取り組むものと聞いております。県としましては、

今後の沖縄県自治会連合会加入の全県的な広がりや、

具体的な活動内容等を踏まえながら、どのようなかか

わりができるのか検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、企画部関係の御質問の中の、鉄軌道導入に係

る各地方自治体、広域圏との調整についてお答えいた

します。 

 鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に当

たっては、都市構造の再編誘導や駅を中心としたまち

づくりなど、持続可能な都市形成の観点から、各市町

村におけるまちづくり計画との整合を図る必要がある

と考えております。そのため、平成24年度の県調査結

果について、市町村及び市町村議会議員を対象に、去

る６月上旬に県内５地区において説明会を開催し意見

交換を行っております。県としましては、引き続き市
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町村及び関係機関等と意見交換を行いながら、導入に

向け取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、長寿日本一奪回への見解につい

てお答えいたします。 

 沖縄県では、健康おきなわ21計画に基づき、生活習

慣病の予防対策などを推進してきましたが、このたび

の平均寿命の順位低下を受け、今年度中に健康・長寿

復活に向けた長期的かつ総合的な計画を策定すること

としております。同計画では、本県の課題である肥満

対策や、たばこ対策及び食育の推進による生活習慣病

の予防に重点的に取り組み、健康づくりを行いやすい

社会環境を整備するとともに、官民一体となった県民

運動を展開し、健康・長寿復活を目指してまいりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化観光ス

ポーツ部関連に関する質問の中の、コンベンション

ビューローにおける事業委託についてお答えいたしま

す。 

 沖縄県から沖縄観光コンベンションビューローに平

成24年度に委託した事業は、沖縄観光戦略的誘客活動

推進事業等16事業で、実績額は約45億5900万円となっ

ております。その内訳は、誘客宣伝に関する事業が４

事業で44億500万円、魅力向上に関する事業が11事業

で１億4800万円、人材育成に関する事業が１事業、

600万円となっております。 

 次に、沖縄観光コンベンションビューローの役員人

事についてお答えします。 

 沖縄観光コンベンションビューローの役員人事につ

いては、当財団の定款に基づき決定されるものであり

ます。理事及び監事は、評議員会の決議によって選任

され、会長等については、理事会の決議によって理事

の中から選定されます。このような手続を経て25名の

理事が選任され、新会長には前副知事である上原良幸

氏が選定されたところでございます。 

 次に、観光消費額についてお答えいたします。 

 県が実施した平成24年度観光統計実態調査によりま

すと、観光客１人当たり県内消費額は６万7459円と

なっており、平成23年度の６万8427円と比べ1.4％減

少しております。観光客の個人消費額を増加させるた

めには、滞在日数を延ばすとともに、観光商品の新規

開発や付加価値の向上等を図る必要があります。 

 県としましては、沖縄が持つさまざまな資源を活用

し、文化資源活用型観光やスポーツ・ツーリズムな

ど、付加価値の高い観光を推進するとともに、観光消

費額の高い外国人観光客を対象とした誘客活動を強化

し、観光消費額の増加を図っていきたいと考えており

ます。 

 次に、地元中小企業零細観光業者に対する支援につ

いてお答えいたします。 

 沖縄県では、県内中小ホテルやお土産品店を含む観

光関連施設の事業者を対象に、従業員向けの人材育成

や外国語研修に対する支援を行っております。また、

外国人観光客を受け入れる観光施設等を対象に、Ｗｉ

－Ｆｉ機器の設置費用を助成しております。さらに、

県単融資事業で、中小企業者を対象に、運転・設備資

金を用途とした「観光リゾート振興資金」や「資金繰

り円滑化借換資金」などを設けるほか、県中小企業支

援センターにおいて、経営相談や専門家派遣等による

経営支援を実施しております。県としましては、今後

とも、関係機関と連携して、中小観光事業者等の支援

策を総合的に検討し、実施してまいります。 

 次に、離島観光ビジョンについてお答えいたしま

す。 

 離島地域においては、美しい自然環境や祭祀、御嶽

等の貴重な歴史・文化資源を有するほか、地域独特の

伝統芸能、民俗芸能が伝承されるなど、優位性のある

観光資源が多数存在しております。これらの資源を保

全しつつ、離島ならではの新たな観光商品を創出して

いくことが離島観光の振興につながるものと考えてお

ります。 

 沖縄県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画

に基づき、豊かな自然環境と共生する観光地の形成に

向けて、観光受け入れ体制の整備や観光人材の育成支

援、離島の魅力や認知度を高める情報発信など、それ

ぞれの島の独特な文化や趣きなど、島々の個性や魅力

を生かした取り組みを推進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 総務部関連、沖縄県私

立学校施設改築促進事業基金についてお答えいたしま

す。 

 県では、私立学校の老朽校舎等の改築を促進するた

め、平成24年度に沖縄県私立学校施設改築促進事業基

金を設置し、私立学校の施設改築に対する補助事業を
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開始したところであります。県内に私立の小・中・高

校を設置する６学校法人に対し平成25年６月に調査し

たところ、平成25年度から26年度にかけて１学校法

人、平成26年度から27年度にかけて１学校法人が校舎

等の改築を予定しており、残りの４学校法人が未定と

なっております。 

 県といたしましては、未定の４学校法人について

も、調整を重ねて事業を推進してまいりたいと考えて

おります。 

 同じく総務部関連、次に私学に係る健康診断につい

てお答えいたします。 

 学校における健康診断については、学校教育法及び

学校保健安全法において、学校の設置者が実施しなけ

ればならないと規定しております。健康診断に要する

費用負担については、法令上の定めはなく、学校設置

者の負担または保護者からの徴収いずれの方法による

ことも可能とされており、現在県内私立学校の多くで

は保護者の負担となっておると聞いております。 

 県といたしましては、児童生徒の健康診断の重要性

や、公立学校における負担の状況を踏まえ、既存の運

営費補助金との整合性も検証しつつ、支援のあり方に

ついて検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土木建築部関係に

ついての御質問の中で、橋梁、トンネル等の老朽化に

対する県の対応についての御質問にお答えいたしま

す。 

 県が管理する道路は、大部分が復帰後に整備された

ため、近い将来急速に老朽化することが予想されてお

ります。このため、橋梁については、橋梁長寿命化修

繕計画に基づき、点検及び補修・補強・かけかえ工事

を推進しております。また、トンネルを含む道路施設

についても、日常、点検・補修を行っているほか、長

寿命化修繕計画の策定に取り組んでいるところであり

ます。今後とも老朽化する道路施設について、点検・

補修等を推進し、災害に強い社会を構築していきたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産部関係につ

いての御質問の中の、漁業者の安全操業についてお答

えいたします。 

 県は、近海を含む海上で操業する漁業者の安全操業

及び安全航行を確保するため、１、漁業無線協会を通

じ、気象や米軍の演習情報、漂流物の発生など安全情

報の提供、２、海難事故や急病、不審船など、緊急時

に対応可能な漁業無線機の整備に対する支援などを

行っております。県としましては、今後とも、漁業者

の安全操業の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働部関係の中

の、長寿・健康産業支援についてという趣旨の御質問

でございます。 

 長寿県沖縄の地位が揺らいできている中、県民の長

寿や健康に寄与する産業の支援は大変重要であると考

えております。沖縄県では、これまで地域産業資源を

活用した健康食品産業の成長支援や産学連携による新

たな健康食品の開発、リゾートで心身の癒し効果を体

験できるスパ産業の支援など、健康増進等に資する事

業を支援してまいりました。今後も沖縄県の長寿復活

を産業面から盛り上げていくためにも、健康産業の振

興に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。  

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 知事公室関係につい

て、沖縄市サッカー場で発見されたドラム缶に係る県

の対応と進捗についての御質問にお答えします。 

 沖縄市のサッカー場で見つかったドラム缶について

は、何らかの有害物質による土壌汚染の可能性が考え

られることから、県は沖縄市と連携して、去る６月25

日に周辺地下水や河川河口の底質のサンプリングを実

施し、さらに、今後、サッカー場からの暗渠排水のサ

ンプリングを予定しております。また、ドラム缶の内

容物及びサッカー場の土壌については、沖縄市及び沖

縄防衛局が調査を行うこととなっております。 

 なお、本日午前中に沖縄市は、サッカー場からサン

プリングを行ったところです。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 サッカー場の件なんですが、きょう

もサッカー場の工事現場でまた新たなドラム缶が発見

されたと、先ほど情報が入りまして。要は、これは周

りからほとんど出てくるんじゃないかという状況に今

なっているんですね。 

 そこで、その中身を調査するのも非常に大事なんで
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す。そしてちゃんと国に補償してもらうことも大事な

んですけれども、そこを請け負っている業者の方がそ

こでストップしてしまうんですよ。ストップして予定

していたその工事がどんどん延び延びになる分のこの

補償はどうなるんですかね。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 当該補償につきまし

ては、工事請負契約の約款に基づきまして、沖縄市と

それから業者の間で協議が行われるものと考えており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 沖縄市と業者の間で話し合われてい

る。例えばこれは国に直接窓口となって補償しなさい

という、県はそういう努力はしないんですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 実は、沖縄市のサッ

カー場の整備、これは一括交付金を活用して沖縄市の

事業として実施しております。サッカー場の人工芝の

整備を実施するためにいろいろ事業化したわけです

が、今般そういった汚染物質が出てきたと、ドラム缶

が出てきたということで中断しているわけですけれど

も、基本的には年度内でもし工事が完了しなければい

わゆる事故繰越という形で事業を次年度以降に繰り越

しするというようなことになろうかと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これから嘉手納以南の跡地を返され

るわけですよ。そしてそこをどんどん開発していかん

といけないわけですよ。そうすると、地元の人たち、

そこを開発してくださいと言ってまた同じようなこと

が起きて工事がまた延びたら、これは誰も請け負いた

くなくなるのが普通じゃないですか。これはこういう

ことが起こっているわけだから、今後嘉手納以南の返

還も見据えて、国にどういうふうな補償のあり方であ

るとか、そういう仕組みをこれを機につくるべきでは

ないかと思っているんですが、いかがなものでしょ

う。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 先般も答弁させていた

だきましたけれども、返還後の跡地につきましては、

いわゆる新しい法律の支障除去措置というものができ

ないわけですが、今の法律では跡地利用を促進すると

いう形の国の責任が明記されております。我々こう

いったことで、仮にその市町村なり民間に何らかの跡

地利用に遅延が生じたことによって損害が出たのであ

れば、これは今の時点ではいろんな事情があると思い

ますので明言はできかねますけれども、基本的には国

の責任としてしっかり対応していただきたいと。まず

現状の解明それをしっかりやっていただくと同時に、

損害が出た場合には国とこれからまた協議して対応し

ていく必要もあるのかなと思っています。いずれにし

ましても、今後こういったことがないようにこれから

返還される跡地については、支障除去措置を徹底して

いただくとともに、それからまた、それ以前のものに

ついても国の責任においてしっかり対応していただき

たいということを主張する必要があるだろうと思って

おります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 やはりこれは余り時間を置かない、

スピード感ある行動をぜひ皆さんのほうで率先して

とっていただいて、国と沖縄市そして今後返還される

であろう場所の取り決めも含めてやっていただきたい

なと思います。 

 それと知事、４・28の政府主催の式典なんですが、

その式典を最初に知事は聞かれたときには、正直申し

上げてガッティンナランと思いましたか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時44分休憩 

   午後２時45分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） もう思えば何カ月かになっ

てしまったので当時のあれは覚えてないんですが、た

だはっきり記者の皆さんに申し上げたのは、すとんと

胸に落ちないと、これを開催するということは。とい

うようなことは言いました。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 すとんと胸に落ちないというのは、

まさにガッティンナランということじゃないですか

ね。僕はそう思いますけれども、大体沖縄の人の８割

近くがガッティンナランと思っているわけですよ。そ

こで、政府式典のときに沖縄県の席があくのはいかが

なものかという発想は、僕は逆に考えてみて、あけた

ほうがよかったんじゃないかなと。それは何かという

と、ウチナーンチュ ワジトーンドーと、政府が。こ

こに出席したことによって、ああ沖縄の人はそんなに

怒ってないんだなと、ちゃんと県からも来ているじゃ

ないかと。じゃ僕らは別に今の沖縄に対してそんなに

まで気を使う必要はないねというふうに普通政府はそ

う感じるんじゃないかなと思って。だから、逆に欠席

したほうが効果があったと思われることもあるかと思

うんですが、その辺はいかがでしょうか。 
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○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員言われるように、どち

らがよかったか、私もこれは出席すべきか。ガッティ

ンナランという感じとはちょっと違うんですけれど

も、ガッティンナランというとちょっと怒りの感じが

ありますよね。すとんと胸に落ちないというのは少し

違うつもりで言っているんですが、ただあれから日本

に復帰して40年前後たってという部分も含めたり、い

ろいろ実は考えまして、結局はやっぱり出席をしよう

かということに決めたんですが、私のほうでもとつお

いついろんなことは考えた時期、考えていたんです

が、やっぱり欠席すべきかどうすべきかは最後まで実

は考えたところではあります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 やっぱりウチナーンチュがガッティ

ンナランと思ってそこに参加しなければ、それが僕は

伝わったと逆に思っております。要するに、今ウチ

ナーンチュが主張することをことごとくやはり政府の

ほうでは素通りしていくというふうな流れになってい

るものですから、これは逆にいい機会だったんではな

いかなというふうに僕は思っております。これ以上、

これは知事の考え方ですから言いませんが。 

 先ほど長寿についてのいろんな見解はありましたけ

れども、僕はやはり知事が独自で沖縄県の長寿をどう

していこうかという。僕は長寿は福祉保健部だけの話

じゃないと思っているんですよ。これは農林水産も含

めて、文化観光も含めてあらゆる部署が一体となって

やらなければ絶対長寿日本一は奪還できないと僕は

思っているんですね。だから、１部署で、はい何かを

考えなさい、長寿に対する何かを考えなさいという程

度のことでは僕は長寿日本一奪還は簡単ではないと思

うんですね。そういう意味ではプロジェクトチームを

つくっていただきたいと思っているぐらいなんです

が、知事の見解をちょっと。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） おっしゃるとおりで、きの

うもどなたかからか強い御指摘がありまして、県庁の

中であればいろんな部署が一緒になって、特に教育の

分野と食育といいますか、農林水産物とか農林水産業

とかいろんな学が栄養も含めいろいろあると思う。た

だ、余り広げてしまうと何が何だか少しわかりにくい

というのはあるんですが、ただ何年か前からある程度

予測されていた分野でもありますし、少し手をつける

のが遅かったかなというのはないわけでもありません

が、それでもしかしかなり広い分野でポイントを決め

るのにちょっと時間がかかると思うんですが、かなり

長い時間――40年とも言われてますし30年とも言われ

てますが――それぐらいかけて取り組んでいきたいと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 つい何年か前までクーブの使用量が

日本一だったと、沖縄が。それが２位になったことに

関して、２位になりましたというふうにしていると、

これは結局長寿と一緒で、いつの間にか気がついたら

これが挽回できないような状態になっていると。その

２位になった時点で何かの対策をするべきではないか

と僕は思うんですね。このクーブに関してはどなたが

答えるかよくわからないんだけれども、そういうふう

にランクが調査として落ちていったものを、すぐこれ

は絶対長寿に関係あることだなということでこれは戻

すべきである。まず僕はクーブと言ったら、すぐ豚料

理とのあのコンビネーションがだんだん少なくなって

きたんだろうなとか、いろいろウチナーのスローフー

ドを食べなくなってきたんだろうなとか、すぐ感じる

はずなんですよ。それはどの部署が感じればいいんで

すか。どの部署がこれを感じればいいんですかね。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩をください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時50分休憩 

   午後２時51分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） どういうふうに食事

の状況が変わってきているのかというふうなことにつ

いては、常に情報収集しているわけで、健康づくりを

進めていく上で何がいいとか何が悪いとかというのは

ないのではないかなというふうに考えています。食生

活についてであれば、これまでずっと言われているよ

うに、バランスのとれた食生活というふうなことが重

要であります。こういった昆布の消費量が落ちたこと

が健康にどうつながるかというのもなかなか難しいと

ころがありますので、生活習慣全般、食習慣をよりよ

いものにつなげていくというような取り組みが重要か

なというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 僕はアンテナを持ったほうがいいん

じゃないかということの提案なんですよ。要するに、

今僕らも含めてそうなんですけれども、やっぱりスバ

ジョーグーが多くて炭水化物過多になっていると。御

飯もおいしくなって御飯もよく食べるようになってい

ると。そうすると炭水化物を結構摂取していることも

関係するんじゃないかと思うんだけれども、そういう
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ことを考えて豆腐麺を製作したグループがいるわけで

すね。豆腐で麺をつくるわけですよ。それをウチナー

スバに生かせないかとか、それをラーメンに生かせな

いかとか。要するに、豆腐でつくられたものに関して

はやはりウチナーンチュは昔から長寿の秘訣として豆

腐が必要だろうというふうなそういう説を訴える人も

たくさんいるわけですから、そういうふうにいろんな

ものにチャレンジしている民間の人たちをちょっと

拾ってあげて、これはこうすればよくなるだろうなと

いうアンテナを各部署の皆さんにぜひ持ってもらいた

という、それが私の要望でございます。これは答えよ

うがないと思いますけれども。 

 次、コンベンションビューローの件なんですが、こ

の役員人事なんですが、前回の理事会と今回の理事

会、入れかえが新しい理事の方が13名ぐらいになって

いるんですね。前回の理事から抜けている方が10名ぐ

らいおられるわけですよ。この理由は何なんでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今回、コン

ベンションビューローのほうでこの理事の選任につい

て、いろいろ考え方をつくっております。それを御紹

介しますと、１つ目に、オール沖縄で受け入れ体制を

構築するという必要から、今まで宮古と石垣の観光協

会だけが入っていたんですが、それに那覇、沖縄、名

護の観光協会も新たに加えていくということです。そ

れから文化観光スポーツ部という新しい部ができたと

いうことを受けて、スポーツ、それから文化の関連す

る団体、いわゆる体育協会それから文化振興会もその

理事に加わる必要があるだろうということでそれも加

えております。それから団体等利害関係が生ずる可能

性のある企業からの選任を制限したというようなこと

で、そういう方針のもとで全体の見直しを行ったとい

うふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 コンベンションビューローは前回、

会長の人事の件であるとか、役員との確執であると

か、副会長がお二人を早々に辞任させてしまったとい

うそういう中の、今回10名の入れかえになっていると

思いますけれども、専門委員会とあるじゃないです

か。専門委員会の役割とは何ですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 専門委員会

は、全体で企画総務委員会、それから国内事業委員

会、海外事業委員会というのがございまして、そこで

は事業の円滑な推進を図るという目的でつくられてお

りまして、それぞれの例えば国内の誘客を進める、そ

れから海外の誘客を進める、そういったものについて

専門的にいろいろ意見交換を行う場となっておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 今回、この役員人事がかわったとい

うことで、例えば前回どうしても理事の中に利害の生

ずる団体、要するに観光の仕事を県から受けてしまう

ようなそういう業者関係をできるだけ外したというこ

とでよろしいんですか、この理事の面々の皆さんは。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 法律との関

係もあわせながら、できるだけ今言ったような利害関

係のあるところを制限していったというふうに聞いて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これは多少利害関係があっても、例

えば沖縄県の観光に対してすごくいい意見というか、

要するに観光振興において意見を求めないといけない

人たちのその意見を言う場というのは、今度はどこに

つくることができるんでしょうかね。例えば常に県か

ら受けたり、ビューローから受けたりするホテル業の

皆さんであるとか、旅行業の皆さんはみんなそういう

ふうに受けてしまうじゃないですか。しかし、じゃこ

の人たちがこういうふうな理事会とかそういう専門委

員会に入って意見が言えないということになると、そ

の人たち以外の中でやっぱりつくっていくとこの専門

性がちょっとなくなってくるんですよね。そういう意

味では観光振興にちょっと支障を来さないかなという

懸念もあるんですが、その辺はいかがなものでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 理事につい

ては、先ほど話した形でいわゆる法律等も踏まえてそ

ういうふうな制限を加えておりますが、一方の専門委

員会については、内部の規定で設置しているもので

す。それでできるだけ専門的な意見が拾えるようにと

いうことで、この専門委員会の中には業者のいろんな

意見を持っている方、経験を持っている方々を入れて

いるというふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 じゃこの専門委員会の方たちは直接

事業を請け負うということはないわけですね。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） その中には

個人の企業等もいらっしゃいますので、事業を受ける
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ケースも出てくるかもしれないと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 この辺ははっきり決めておかない

と、やはり専門委員会というのは大方の事業を決める

わけですからね。プロモーション事業はコンベンショ

ンビューローのほうでよくやっているんですけれど

も、つい先日、マレーシアからのファムツアーです

か、ファムツアーについてその概要をちょっと教えて

ください。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） そのツアー

は、ＦＣ琉球にマレーシアの選手２人が入団したとい

うことを受けて、沖縄でその選手の紹介をやるという

ことでマレーシアのマスコミの方々を招聘したものと

なっております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これは今年度事業ですよね、４月13

日から17日までですよね。それで、あるところから情

報を得たんですが、このツアーの見積もりをこのツ

アーの１週間前ぐらい、４月５日に出してくれんかと

いうことで、４月８日におたくは他社に決まりました

という連絡があったそうですよ。これは４月13日の事

業をそこからの約４日間か５日間かの事業で、１週間

ぐらい前でできるものなんですか、この事業を。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） この事業の

委託の仕方についてもいろいろと話を伺ってみたとこ

ろなんですが、急遽そのメディアの招聘事業というの

が設置されたということで、それで４月５日にそれぞ

れ県内の業者に仮の見積もり依頼をして、それから８

日にその方々から正式に見積もりをとって、その中で

金額の低いところを採択したというふうに聞いており

ます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 そういうふうな採択の仕方をしたと

して、４月16日ちょうどその事業の終了時点で、その

採択されなかった漏れた業者に対して、再度お礼の言

葉プラスもう一度その見積もりをいただけますかとい

うふうな連絡が来たと言うんですよ。これはどういう

理由でそういう連絡が来るんですか。既に事業を終え

てさらに見積もりを出してくださいと。何でそんな連

絡が来るんですか、教えてください。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 恐縮です

が、この部分までちょっと把握しておりません。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 こういうやりとりの情報を僕はある

ところからちょっと手に入れたんですが、今約48億、

そしてきのうも途中で話し終わってしまったんですけ

れども、18億というコンベンションビューローの独自

の事業の中にそういうふうな事業がたくさんあるん

じゃないのと。本当に競争させているか、本土事業に

偏ってはいないか。地元の業者から結構来ているんで

すよ。だから、そういうのを丸投げにしないで、徹底

的に調べていただけませんか。調べるかどうかだけで

も返事をいただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 採択につい

ては、県のほうとしても事業の量が多くなっています

ので、コンベンションビューローと県の間で連絡会議

というのを立ち上げております。それぞれ金額に応じ

てそれぞれの事業の委託先の決定について関与する。

それから事業の進捗について関与するような連絡会議

を立ち上げておりますので、そういった会議を通して

できるだけと申しますか、その事業が適正に執行され

るように今後も努めていきたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

   〔呉屋 宏君登壇〕 

○呉屋  宏君 こんにちは。 

 項目も少ないですから、早目に終わりたいなと思っ

ております。 

 一般質問をさせていただきます。 

 １番、第１次産業の考え方について。 

 戦略的な産業について。 

 ア、沖縄のイグサ(ビーグ)の現状を伺います。 

 ２番、基地と住民の生活について。 

 基地周辺の防音工事の現状を説明してください。 

 ３番、離島の施策について。 

 離島観光と移動手段について。 

 ア、南部離島交通の空と海の割合について伺う。 

 ４番、交通ルールについて。 

 交通三悪とは何か。 

 ア、過積載の現状について説明してください。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 呉屋宏議員の御質問に答弁

をいたします。 

 第１次産業の考え方について、沖縄のイグサの現状

についてという御質問にお答えいたします。 

 沖縄県のイグサは、うるま市を中心に約９ヘクター

ル栽培されております。生産量は、畳表にして約３万
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枚、販売金額は約１億円となっております。沖縄県産

のイグサの中でも特にうるま市照間で栽培されたもの

は、「照間ビーグ」として人気があります。このこと

から、沖縄県としましては、生産拡大に向けて地元と

連携をし、病害などに強く生産性の高い品種の選定を

進めているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地と住民の生活につ

いての御質問の中で、基地周辺の防音工事の現状につ

いてお答えいたします。 

 県は、これまで渉外知事会や軍転協を通じて政府に

対し、告示日以降の新築・増改築住宅への制度の拡充

や住宅防音工事の対象区域の拡大などを要請しており

ます。軍転協要請に対する平成23年12月の政府回答に

おいては、第一種区域指定後に建設された告示後の住

宅防音工事の助成の措置の拡大について、今後の全国

における同工事の実施状況等を踏まえつつ検討してい

くとしております。また、平成24年度には嘉手納飛行

場周辺の特に騒音の著しい、うるささ指数85以上の区

域について、告示後の住宅防音工事の対象を平成20年

３月10日までに建築された住宅に拡大されておりま

す。県としましては、これにより一定の前進が図られ

たものと考えております。しかしながら、嘉手納飛行

場及び普天間飛行場周辺においては、住宅防音工事対

象期日以降も多くの住宅が建築されており、県としま

しては、騒音被害の実態や住宅の分布状況等を考慮

し、住宅防音工事対象区域の拡大等、さらなる騒音対

策を強化する必要があると考えております。 

 県としましては、引き続き軍転協等関係機関とも連

携しながら、政府に対して強く求めてまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島の施策についての

御質問の中の、南部離島への交通機関利用割合につい

てお答えいたします。 

 南部圏域には、久米島、粟国島、渡名喜島、南北大

東島、南城市の久高島、座間味島、渡嘉敷島などを含

む慶良間諸島があり、これらの離島と沖縄本島間を結

ぶ交通機関は、航路が６路線、航空路は５路線となっ

ております。各交通機関の利用割合は、平成23年度実

績で航路が50万1903人で65.4％、航空路が26万5948人

で34.6％となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 交通ルールに関する御

質問の中で、いわゆる交通三悪に過積載違反が含まれ

ているかについてお答えをいたします。 

 交通三悪とは、重大事故に直結をする悪質・危険性

の高い飲酒運転、無免許運転、速度超過の３つの交通

違反のことでございます。 

 過積載は交通三悪に含まれてはおりませんが、過積

載によるブレーキ性能や走行安定性能の低下など、危

険性の高い違反として警察といたしましては重点的に

取り締まりを行っているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ４つの質問ですけれども、少し順番

を変えて再質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、警察本部長にお伺いをいたします。 

 過積載、実は本部長が着任をされる前に、予算特別

委員会で私はこの件を質問させていただいた。今、本

部を中心にする北部からここに来るトラック、15ト

ン、16トンを積んでいる。これは、もちろん10トント

ラックですから10トンまでしか積めない。残念なが

ら、この中で今トン当たりどれぐらいのトラックが荷

を運んでいるかというと、１トン当たり1000円なんで

すよ、現状はね。1000円で運んでいます。だから、10

トン入れても１万円にしかならない。ガソリン代は

7000円かかる。これが今の現状なんです。タイヤをか

えることもできない。彼らは渋々15トン、16トンを

積まなければいけない。本当は単価交渉したいんです

よ。しかし、皆さんの取り締まりがまばらなんです

ね、まばらなんです。彼らトラック協会の皆さんは、

トラックの皆さんは、私のところに泣く泣く20名の皆

さんで来て、私たちを捕まえてくださいと言ったんで

す。取り締まるなじゃないんですよ、捕まえてくださ

いと。こういうところから始まらなければ、この１ト

ン当たりの単価が上がることはもうないんですという

ところまで言う。この間、皆さん、所轄のほうからそ

れを運搬させているところに、実はそれを業者の皆さ

んに通知を出したと。出すと同時に取り締まりがぴ

たっととまったんですよ。今度捕まえたら、企業の皆

さんに営業停止というか注意喚起をしますよという通

達を出した後に取り締まりをやらなくなった。何でか

わからないんですね、これが。名目上は、名護にある

重量をはかるものが壊れたからという話なんだけれど
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も、実は皆さん移動式のやつを持っているんですよ

ね。だから、こういうふうにせっかくそこまで追い込

んでいって、過積載を完全になくそうなというような

ところまで来ているにもかかわらず、取り締まる側が

やめてしまうと、これはもとのもくあみになるんで

す。どう思いますか、これ。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 過積載の取り締まりの

関係でございますけれども、本県における過積載違反

の取り締まり件数でありますが、昨年中57件違反の取

り締まりをしております。ことし５月末現在の数字で

ありますけれども、既に61件ということで、去年を上

回る取り締まりをやっているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 本部長、今、本部からここに砂利を

運んでいるトラックは、これぐらいじゃないんですよ

ね。私は、携帯にＬＩＮＥが入っていて、このトラッ

ク間のやりとりがずっと入ってきます。今どこに白バ

イがいるから、捕まらないように行けよというような

形で入ってきます。彼らは、子育てをしながら一生懸

命やっているんだけれども、どうも15トン、16トンを

積むとどういう現実になるかというと、ブレーキが、

信号を見ないで、歩道の信号を見て、点滅をし始める

とブレーキ制動にかかるんだそうですよ。あれが普通

の車用の信号が黄色になってからではもうとまらない

んだそうです。それぐらい重量があると危険。そこに

子供たちが歩いているともっと危険。だから私は、も

う少し徹底的にそれを、交通ルールなんですから、10

トン以上載せちゃいけない。だけど11トンだとかそれ

ぐらいふえたからといってどうなることではないけれ

ども、現実は17トン、18トン積んで走っているという

この現状をどれだけの認識をお持ちなのかということ

が、私は今、問題になっていると思います。ですか

ら、建設単価もそうですし、土建部長にも言いたいん

だけれども、これは砂利の単価だとかというあのト

ラックが運んでいる部分を考えると、本当に大変なん

ですよ。だから、例えばトラックに載せて行くとき

に、あれはちゃんと重量をはかって切符を切ってその

まま渡すんですよ。この渡されたところでもう15ト

ン、16トンと運転手はわかっているんですよ。載せて

いるところも、何トンというのがわかっているんで

す。それをそのまま道路に出すというのはいかがなも

のかなと思うんだけれども、いかがですか本部長。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 今、議員が言われまし

たように、過積載というのは非常に危険な違反である

と。先ほども申し上げましたが、ブレーキ性能であり

ますとか、走行安定性能が低下をするという非常に危

険性の高い違反であるというふうに認識をしていると

ころでございます。 

 また、この過積載違反をなくすためには、確かに

おっしゃられるように、運転者の検挙だけの問題では

なくて、やっぱり事業者等の下命・容認行為があるか

どうかというところの確認、あるいはそういった行為

をなくすということが重要であるというふうに考えて

おります。 

 そのため、ことしの４月からは過積載違反で検挙さ

れた車両の事業者、使用者、荷主等に対して、警察署

のほうから再発防止のための指導・警告をしていると

ころでございます。 

 今後とも、県警察におきましては、過積載違反車両

に対する指導・取り締まりを推進するとともに、特に

悪質と思われる事業者等を対象として、指導・取り締

まりの強化を図ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 もうほかにもありますからこれぐら

いにしますけれども、私が３月の予算特別委員会でや

ると、県警の交通機動隊が、県議がやっているからも

うこれから取り締まりが強くなるねとか、そういうの

をトラックの運転手に言われたり、あるいは今、単管

ではかるんだけれども、ああいうものではかると13ト

ンぐらいまでは大丈夫だから13トンまで積んでいきな

さいと会社が言ったり、こんな状況では、これは本当

に取り締まっているのかなというのが危惧されますの

で、頑張ってやっていただきたいなと思います。これ

は次もまた質問するかもしれません。 

 それと第１次産業の考え方についてなんですが、

さっき知事がおっしゃっていた沖縄のビーグというの

は、私も気づかなかった。びっくりしたんですけれど

も、日本全国でやっているビーグの中でも沖縄は非常

に質が高い。これは泥染をしない、農薬を入れない。

だからシックハウス症候群だとか、あるいはぜんそく

を持っている人たちは、泥染をしないものですから細

かい粒子が出てこない。しかし、我々は今までこうい

うふうなことが全くわからない。このビーグというの

は、僕は調べれば調べるほどびっくりしたんだけれど

も、坪単価どれぐらいするかというと、大体4000円か

ら5000円ぐらいとれるんだそうですね、坪当たり。こ

れ一期でですよ。もしかしたらこれは二期作できるか

もしれないと言われている。そうすると坪単価１万円

ぐらいになる。今、農業で坪１万円とれるような作物
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は何がありますかと。100坪持っていたら100万になる

んですよ。農林水産部が今までやってきたのは、口に

入る農業ばかりをやってきたんです、果樹、野菜。そ

うじゃなくて、沖縄のビーグというのは非常に今、注

目をされている。一畳のむしろぐらいで、あるいは畳

で一番高いものになると、東京で１万2000円ぐらいす

るんだそうですね、高いときにはです。だけれども、

中国から来るのは2500円ぐらい。これはＴＰＰに強

い。誰もこのビーグを気にしていなかったのが今の現

状。だから皆さんの研究機関でもこれは全然研究して

いない。どうですか、農林水産部長。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） イグサについては、

今、うるま市の照間区のほうの一部で栽培されている

状況にあるわけなんですが、議員がおっしゃるとおり

無農薬で栽培している、あるいは泥染をしなくていい

と、使い込むほどに艶が出るということで、品質が非

常にいいというふうに理解をしておりまして、我々と

しては生産性が課題として先のほうが枯れるような品

質的な問題もあるものですから、今、農業研究セン

ターのほうで品種の選抜に向けて一緒に取り組んでい

るということがございます。そういう意味では一つの

生産から畳表にして製品化して６次産業化としての一

つの可能性もあるのかなと思いますので、これについ

ては水田伝いでの栽培になりますので、それができる

ところがあれば、これから一緒になってまた普及でき

ればなというところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 実際、これは余り研究していらっ

しゃらないんだよね、調べてみると。沖縄の産業構造

をやり直そうとしたときに、この１次産業がどうなる

かということをもっと真剣に考えて企画も動いてほし

いと思っているんですよ。そうじゃなければ、沖縄は

本当に宝物がたくさんあるのにもかかわらず、もう目

の前にあるいいものばかり、特にＪＡを中心とした、

ああいうところを中心とした農業政策がそのまま農林

水産部の政策になっているんじゃないかとさえ感じ

る。これは、イグサはイグサ組合がやっているわけだ

から、これ全島にもう少し考えていって、産業の中心

にもなりかねないようなものですから、知事の決意を

ちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 大変説得力のある御指摘だ

と思います。沖縄の農林水産業をどういうふうにさら

に活力を持たせて発展させていくかというときに、か

なり大胆ないろんな発想の転換をし、そして同時に、

それを戦略的に生かしていくための深い研究、そう

いったものを真剣に取り組むべき段階だと思います。

今、御提案のことについてはしっかりと研究して、推

進といいますか、ぼやぼやしないで、その状況が実現

できるように頑張りたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 きょうは深追いをしないでさらっと

行きますので。 

 ３番、離島政策について。 

 この間、６月15日でしたか、久米島の結婚式に呼ば

れたんですよ。そうしますと、２時半だったか３時半

の飛行機を予約して行こうとしたら、１時半になって

欠航ですと言われたんですね。その次の便も欠航。前

の日もそうだったらしいですよ。これは離島振興、離

島の観光振興と言っていながら、こんな実態があるの

はどなたが気づいていらっしゃいますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） ＲＡＣのそういった便

の欠航については、私どもも久米島の町民の方々から

も苦情を受けておりまして、私も大変危惧していたと

ころでございます。さらにまた今般、パイロットが引

き抜かれたということでさらに便数が減るということ

に対して、大変憤りを感じて緊急事態だというような

形でＪＴＡ等に抗議をやったということも承知してお

ります。そういったことも含めて、県としては、早急

にＪＴＡ、ＲＡＣ、それから離島の関係自治体の首長

を呼んで、今後の対策等を検討したいというふうに考

えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ＪＴＡが、あるいはＲＡＣが職員を

引き抜かれてパイロットがいなくなって、飛行機はあ

るけれども飛ばす人がいない。これは普通の企業の考

え方からすると、部長、ヘッドハンティングをすると

いうのはどういう理由でハンティングするんですか。

職業条件でしょう。給料でしょう。給料が安いから

引っ張られるわけですよ。ですから、これは３年前、

ＪＡＬが会社更生法か何かを受けたというときの話で

すよ。これはあのときにも出ていたはずだ。あのとき

にも、我々は県民の足として、一つになってこれをど

う安定させるかということは課題になった。だけれど

も、喉元過ぎたら熱さをもう忘れている。３年前のこ

とを忘れている。私は、こういう政策でいいんです

か、本当に。抜本的にこれは変えなくていいんですか

と。 

 これは部長、私の手元に日本航空株式会社と沖縄提

携先間の合弁会社契約書というのが、ここの７条に何
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と書かれていますか、お持ちであれば……。持ってい

なければ私が読みますけれども。 

 提携をしたのは、1967年５月17日。日航は将来、適

当な時期に新会社の実質的な経営権の主体を沖縄企業

に移管することとし、この時期及び方法については今

後相談するというふうに書かれている。つまり、ＪＴ

Ａは将来は沖縄に戻しますよというのが、買い戻し条

項がＪＡＬとの間に締結されている。もう一回、沖縄

県は自分で航空会社を持って、あるいは整備はＪＡＬ

に委託するとかでもいい、ＪＴＡに委託するとかでも

いい、そのかわり主導権は沖縄県が持たなければ、今

からもこういう格安航空が飛んでいくと、もうＪＴＡ

はもっと総潰れになっていきますよ。今、第２の危機

が離島を襲おうとしているんだけれども、そのことを

どう思っておられるのか、感想をお聞きしたいと思い

ます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 今、議員がおっしゃっ

たように、パイロットが引き抜かれるというのは確か

にあり得ないことでありまして、我々も同感でありま

す。ただ、やはりＪＴＡの親会社でありますＪＡＬの

ほうが全体的にグループを構造改革するということ

で、給与の削減とか組織の見直し、そういったものを

やった中でやはりそういった引き抜きというのも起

こったのかなと思っております。 

 ただいま議員の御質問、要は県のほうがＪＴＡ株を

多く取得して経営をしたらどうかというような趣旨の

御発言だと思いますが、今現在、県はＪＴＡの株の

12.9％を持っております。一方で、日本航空株式会社

が72.8％を持っておりまして、出資比率は第２位と

なっています。一方で議員からもありました御発言に

も関連いたしますが、23年に当時の日本航空の会長か

ら、ＪＴＡが経営改革を遂行した後に、ＪＴＡの株式

を売却し、地元資本の割合を引き上げることについて

というような趣旨の御発言がありましたけれども、一

方で、この過半数は日本航空が維持するというような

こともあります。 

 そういったこともあって県が過半数を取得するとい

うのは、買収するというのはなかなか困難だと思いま

すけれども、県のほうといたしましてはＪＴＡの経営

の健全方針とか、航空路の確保が重要であるというこ

とを十分株主として主張してもらいたいとそういうふ

うに考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 当時も日本航空が51％を持って、沖

縄提携先が49％の株を持っておられますね。この中の

那覇空港ターミナルが25.2％、あと25.2％は県下の企

業が10社で持っておられた。これからどんどんどんど

んＪＡＬが買い取って、うまみのある路線だから。私

は、１年間だけ旅行会社というか、沖縄旅行社で企画

部長の経験があるんです。那覇―石垣間はドル箱なん

ですよ。絶対離したくない路線。一番高い路線、もう

かる路線。宮古もそうだと思います。もうかっている

んです、当時は。だけれども、これは沖縄県が短い路

線については、残念ながらＲＡＣというところに切り

捨てるんですね。もうかるところだけをＪＴＡで持っ

ておくんですよ。これは一塊にしなければ利益は出な

いよ。ましてや、ＲＡＣについては皆さんが飛行機を

買って渡しているわけでしょう。初期投資がないんで

しょう。初期投資がないんだったら、本来だったら黒

字になるべきじゃないですか。そういうことも総合的

に考えて、これはもう一回考え直すべきだと思います

ね。私は今、はい、わかりましたという答えが出ると

は思っていませんよ。思ってないけれども、しかしこ

れは検討に入る準備ぐらいは頭の中に、視野に入れ

て、このことを沖縄県の最終的な離島のことを考える

とやらなければいけない。私は、新しいところに入り

込まないという考え方ではないですよ。この間、文教

厚生委員会で与那国に行きましたよ。びっくりしたの

が、あの人口に、ＣＴスキャンが入っている、診療所

に、一括交付金で。サクナ（長命草）がサトウキビよ

りも上回った販売をしている。8000万の収益がある。

塾を自分たちでつくっている。電子黒板を入れて、相

手は向こうから、いいですか、東京から東大の現役生

がこの３名、４名の子供たちに塾で教えている。これ

は与那国が一生懸命やっている。だけれども、我々が

やってあげられるのは何ですか、我々がやってあげら

れるのは。 

 彼らは彼らなりに、離島なりに一生懸命やっている

ものを見ると、我々がこれぐらいのことを本当に検討

して、何とかしたいと思うのは、これは僕は筋だと思

うので、もう一回検討をし直してほしいなと思いま

す。 

 それから、最後になりますけれども、基地と住民、

防音工事の実態。これにも皆さん言及してほしいんだ

けれども、今、知事公室長が言っていたのは、あれは

表の話ですよ。ほとんど皆さんわかっていないと思う

よ。10年前に入れたクーラーがことし壊れたと。これ

はいつ入りますか、このクーラーが次入るのは。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時31分休憩 

   午後３時31分再開 
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○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 制度上は、これは明記

されてないところです。買いかえといったものにつき

ましては、ちょっと今はっきりしたあれがありません

けれども、買いかえ等については対象となっていない

というふうに承知しています。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 公室長、これは、買いかえは10％本

人が持って、９割補助するんですよ。でも、今クー

ラーが壊れたら、ことし１年間の壊れたものをためて

５月に概算要求をする、26年度に概算要求をして、入

るのは27年度、25年度に壊れたクーラーが。何で防音

工事をやっているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） これは昭和49年にでき

ました防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

と、これに基づいて行われていると承知しておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 ちょっと意地悪な質問をしているよ

うですけれども、そうではなくて、表に出ているのは

防音工事の範囲を広げることも当然みんなわかりま

す。うるささ指数をできるだけ下げて防音工事の範囲

をもっと広げようという気持ちもわかる。だけれど

も、本当に地元の皆さんが苦しんでいるのは、うるさ

いから防音工事をする、そしてクーラーも入れた。10

年したらこれが壊れた、壊れたらこれを申請する。申

請したら２年後にしか入らない。２年間、窓をあけて

暮らせと言ってるんですか。それが１つ。 

 僕はこういう問題は表に出てこない問題なんです

よ、これは。だけれども、沖縄県がそれに耳を傾け

て、真剣に防衛省に何をしているんですかという話を

しないと、これはいつまでたってもこんなふうになら

ない。これを腹をくくってやるおつもりがあるかどう

か、防衛省とやりとりする予定があるかどうか、お答

えを。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） この航空機騒音対策と

して、沖縄県が今、先ほど答弁いたしましたように地

元の要望を受けて取り組んでおりますのは、第一種騒

音防止区域、地区の見直し、それから基準の見直し、

対象の見直しというこの３つでございます。ただ、今

議員がおっしゃったその具体的な運用、適用に関し

て、これが地域住民の必ずしも要望に応えてないとい

うことにつきましては、20年ぐらい前には電気代を見

ないというような問題があったわけでございます。こ

ういったものを県と市町村が連携をして、一部ではあ

りますけれども生活保護世帯等につきましては、限度

額を設けて国が負担する、助成をすることになってい

ると。したがいまして、今議員が御指摘になった点も

大変答弁に至らないところがあったところはおわびし

たいと思いますけれども、市町村と連携してしっかり

と取り組んでまいりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 呉屋 宏君。 

○呉屋  宏君 実態をもう一つ、話しておきたいと

思います。 

 実は、これは壊れたから、もう我慢できないから自

分でもう入れたとなったら、このクーラーが壊れた

ら、次は防音工事でクーラーを入れることはできない

んですよ。できないんです。自分で一回手を入れてし

まうと、もう防音工事の買いかえということはできな

い。これが防音工事の意地悪なところ。だから、彼ら

は本当にこういう実態というのをわかりながら――わ

かっていますよ、僕は去年から文句を言っているか

ら。だけれども、一人の力ではもうどうにもならない

んですよ。だから、沖縄県を挙げてこの実態を表に出

して、あなた方何やっているんですかという話をしな

いと、今までのように１％の人口の沖縄は切り捨てれ

ばいいと、こんな考え。これでは、我々は中部でやっ

ている人たちもほかのところも大変だと思いますけれ

ども、この防音工事を入れたゆえに苦しんでいる人た

ちがたくさんいるということをわかっていただきたい

なと思いますね。そのことを御理解いただいて、きょ

うはこの辺で、総論だけでさらっと終わらせていただ

きます。ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時36分休憩 

   午後４時５分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 當間盛夫君。 

   〔當間盛夫君登壇〕 

○當間 盛夫君 皆さん、こんにちは。 

 本日最後でございますが、何か嫌な雰囲気ですね、

こんなに少ないと。 

 よろしくお願いをしたいと思います。 

 まず、今後の財政収支の見通しについてということ

で質問をさせてもらいますが、その中で沖縄県財政の

課題と展望ということがつけられるんですが、これが

23年度に出されている部分、今年度６月に出されてい

るその課題と展望というのがほとんど変わらないんで
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すよね、中身的に。県税の自主財源の割合が低く、国

の地方財政制度に大きく依存した脆弱な構造であるだ

とか、今後も継続的に収支不足が生じ、拡大していく

という中身的な部分が。21世紀ビジョンがその部分で

描かれて収入歳出のバランスがとれた持続的財政が不

可欠だという部分が変わっているだけでですね、この

見通しという部分を、基礎的な部分ですからやはり将

来的にどうあるのかということをしっかりと出さない

といけないんじゃないかなと。やっぱり一括交付金、

その分では振興策を3000億、我々はかち取っているわ

けですから、その3000億の効果がこれからの10年、今

後の我々県の財政に対してどういう影響を与えていく

のかということを、この見通しの中で私は示す部分が

あるんじゃないかなというふうにも思っておりますの

で、この今後の財政収支の見通しについてお伺いをし

たいというふうに思っております。 

 ２つ目に、平成25年度沖縄振興特別推進交付金の市

町村事業についてということで質問をさせてもらって

おります。 

 沖縄の姿ということで、１次振計、今度もう５次振

計ということになってくるんですが、１次振計のほう

で目標１兆円――これは県内総生産ということで――

目標１兆円ということであった。結果的に１兆6000億

円、結果が出たと。２次振計のほうでは、目標が２兆

4000億、結果は３兆148億ということでこれも上回っ

ているということがあるんですが、３次振計からは４

兆9000億という目標を掲げるんですが、結果は３兆

5800億ということでこれ下がるわけですよね、その分

では。2011年まであった部分も若干下げました。４兆

9000億ということを修正して、今度は４兆5000億とい

うことを下げたんですが、やっぱり結果は３兆7000億

ということでやっております。県民所得も３次振計で

210万ということで、目標は310万です。結果は210万

でしかなかったという部分。次の４次でもこれも目標

を下げました。270万に目標を掲げたんですが、残念

なことに205万ということで全国最下位から抜け出し

切れないというのが現状。失業率にしても全国が

4.5％に対して7.1％の失業率という部分ですね。 

 一番最大の問題は、この３次振計のときに、内閣府

の沖縄担当部局のその予算自体が、この10年間で３次

振計ですね。これが３兆7000億ありました。しかし４

次振計、2002年から2011年の内閣府のその予算という

のは２兆8000億、１兆減っているわけですよね。振興

策ということはありながら、この我々が踏まえた前年

度は１兆もやっぱり減ってしまっているということか

らすると、なかなかその予算的な厳しさが前期の振興

策というのはあったのかなというふうにも思っており

ますので、今回振興策、民主党の部分で3000億まで上

げた。自民党政権に12月にかわって、自民党政権もそ

のことをぜひ維持をしてほしいと。一括交付金、民主

党は一括交付金ということで地方分権の流れでやりま

した。しかし、この自民党にかわってその一括交付金

というのは、もう沖縄だけ。全国ではなくなってし

まったということから考えると、やっぱり地方が元気

にならないと、日本は元気にならないという思いで、

我々この振興策もっともっと訴えていかないといけな

い部分があろうかと思っておりますので、その振興策

の部分と市町村事業についてお伺いをいたします。 

 次に、沖縄観光についてということであります。 

 国際通り、最近歩くと、海外の観光客が多いです

ね。台湾の皆さんなのか、中国の観光客の皆さんなの

か新聞でも観光客が増になっているということであり

ます。しかし、コンベンションビューローというの

は、もともとその観光関連の皆さんが一緒になって

オール沖縄でそういったことをやっていこうというこ

とで、コンベンションビューローというのを立ち上げ

て、理事会のその中で決めていくということになるん

ですが、今度の部分は、昨年度48億という一括交付

金、そういったものを観光にやったものですから、な

かなかちょっと中身が不透明になりつつあるというこ

とで、今度県の副知事もしていた上原さんがそういっ

た部分で理事になると。県の財政的な職員がまた専務

で行くということからすると、中身というのはぐちゃ

ぐちゃになっているんじゃないかなと。これは、そう

いった面ではこれだけの観光予算、これは一括交付金

ですから精査があるはずなんですね。これから、内閣

府のほうから。皆さん本当にこの観光の予算というの

は、私はその精査に耐え得るような部分になっていな

いんじゃないかなというふうに危惧します。そういっ

た面での質問でございますので、よろしくお願いをし

たいと思います。 

 コンベンションビューローの平成24年度一括交付金

の事業状況について。 

 そして、ビューローへの県の人事介入についてとい

うことでお答えを下さい。 

 続きまして、平成25年度設計労務単価の特別措置に

ついてということであります。 

 これは、労務費が約15％上昇したということを踏ま

えて、工事の品質確保や円滑な工事の実施等の観点か

らということで、ことしの４月１日からの工事に関し

て、新単価を用いるようにということでの国のほうか

らの特別措置ということであります。都道府県は、こ
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の分をしっかりと市町村に通知をしてくださいと。建

設業団体に対しても、請負代金が変更された場合は、

元請等に既に締結した請負金額を見直し、技能労働者

への賃金水準の引き上げ等に適切に対応するようにと

いうことで、要請を国のほうからそのことが出ている

措置でございますので、そのことがどういう今方向性

に行っているのか、しっかりと市町村含めて、建設業

団体がそれを十分行っているということになっている

のかお答えをいただきたいと思っております。 

 ５点目、離島ヘリチャーター便についてということ

でございます。 

 慶良間、阿嘉のほうに慶良間の空港があるんです

が、定期便がありません。あれだけの県の空港を持っ

ていながら定期便がないというところがありますの

で。それからすると、山間、例えば本土の山間だと

か、バスが走らないところというのは、チャーターで

タクシーを走らすんだとかいろんな事業をやっている

はずです。それからすると、離島県である我々が、離

島に対してどうあるかと。定期便がないのであれば、

バスがないということであればこれはもうタクシーと

いう感覚で私はこの離島ヘリチャーター便について

しっかりと対応することが離島振興の一つの役割、

我々県ができる部分でのあり方が出てくるんじゃない

かなというふうにも思っておりますので、その市町村

の取り組み状況、そして県の具体的な支援策について

お伺いをしたいと思います。 

 最後、基地問題でありますが、我々政策的な部分を

大阪維新の会と政策ということをやりました。内閣に

も要請ということでやりました。この要請の前文が、

戦後68年間、沖縄の過重な基地負担が軽減されていな

い現状を改善するために、国は沖縄県以外の自治体に

対して協力を要請し、沖縄の基地負担軽減についての

方針を示すことが必要であります。沖縄県の過重な基

地負担は軽減されることなく、放置状態が続いてお

り、これが今後も続くようなことがあってはなりませ

ん。安倍晋三内閣総理大臣は、安全保障に係る理解は

国民全体で共有し、負担は国民全体で分かち合わなけ

ればならないと全国に発信することの必要性を訴える

ものであり、米国政府に対しては、日米地位協定の一

部改定や嘉手納以南の統合計画に関する見直しなど、

具体的な交渉をすべきであるということで要請をさせ

てもらっておりますので、その中で米軍人・軍属の綱

紀粛正についてお考えをお聞かせください。 

 (2)点目に、日米地位協定の、県は抜本的ということ

なんですが、抜本的を言い続けて何か一つでも変わっ

たのかなという疑問もありますので、そういう一部改

定についてお聞かせください。 

 (3)点目、オスプレイ訓練の県外・国外への移転につ

いてお伺いします。 

 最後、嘉手納基地以南の返還計画に関する見直しに

ついてお伺いをいたします。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 當間盛夫議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、平成25年度沖縄振興特別推進交付金の市町

村事業について、事業の内容についての御質問に答弁

をいたします。 

 市町村事業は、５月30日付で約223億円の交付決定

を受けたところであります。交付決定は1030事業に及

び、離島振興、子育て・福祉、教育、防災、観光、産

業一般の振興など多岐にわたっております。住民生活

に密着した取り組みに活用されることとなっておりま

す。 

 次に、沖縄観光についての御質問の中で、沖縄観光

コンベンションビューローの人事についてという御質

問に答弁をいたします。 

 沖縄観光コンベンションビューローの役員人事につ

きましては、この財団の定款に基づき決定されるもの

であります。理事及び監事は、評議員会の決議によっ

て選任され、会長等につきましては、理事会の決議に

よって理事の中から選定されることになっています。

このような手続を経て25名の理事が選任され、新会長

には前副知事であります上原良幸氏が選定されたとこ

ろでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

   〔総務部長 小橋川健二君登壇〕 

○総務部長（小橋川健二君） 今後の財政収支の見通

しについて、3000億円、一括交付金の効果等も見込む

べきではないかという御趣旨の御質問だったと思いま

す。それにお答えをいたします。 

 まず、財政収支の見通しの意義につきましては、既

に御案内のように広く一般に公表することにより、県

民の県財政に対する理解を深めていただきたいと。そ

れから２点目が、次期プランの策定の議論や今後の財

政運営の参考として活用すると。そういう意味では、

今後のトレンドを示す指標であるという理解のもとで

作成をしております。 

 それで今回の策定なんですが、まず25年度当初予算
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を基礎にして策定をしております。これは、直近3000

億の予算、それからその中にもちろん一括交付金も含

まれて、直近の実績をもとに試算をしたということで

ございます。 

 それから２点目、今後の経費ですが、特にこの社会

保障関係経費が今後伸びていくということではござい

ますけれども、これは国の施策の動向に大きく影響す

るということから、なかなか見込みづらいものがござ

いました。 

 それからもう一点、歳入におきましては、内閣府の

中長期の財政見込みの中での経済成長率を採用してお

りますが、そのほかに県の3000億円の予算、とりわけ

一括交付金の寄与度といったようなものが今のところ

明らかでないということで、なかなかこれも見込みづ

らいということで今回の収支見込みになっておりま

す。 

 それで今後、25年度中に次期のまた行革プランも策

定をいたします。その中で、これまでの実績を踏まえ

た今後の反映できる成果、指標といいますか、そう

いったものが出てくればそれも当然織り込んで見直そ

うというようなことを考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 沖縄観光に

関する御質問の中の、コンベンションビューローにお

ける一括交付金事業の状況についてお答えいたしま

す。 

 沖縄観光コンベンションビュローにおいて、平成24

年度に実施した沖縄振興特別推進交付金を活用した事

業は、沖縄観光戦略的誘客活動推進事業等５事業で、

実績額は43億1400万円となっております。これら事業

による誘客宣伝の取り組みなどにより、平成24年度の

観光客数は592万人、うち外国人38万人と、対前年度

比約７％の増加につながったものと考えております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 平成25年度設計労

務単価の特別措置についての御質問の中で、労務単価

の特例措置についての御質問にお答えいたします。 

 県における新年度の公共工事労務単価は、対前年比

で12.3％上昇しており、各発注機関において、新単価

による工事の発注を行っているところであります。労

務単価の特例措置は、旧単価で４月１日以降に契約し

た工事についても新単価を適用し、増額変更すること

ができる制度となっております。県においては、本特

例措置の適用について各関係機関へ通知しており、今

後は受注者との変更協議を経て、改定契約を締結する

予定であります。また、市町村や建設業協会などへも

その旨通知を行っているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島ヘリチャーター便

についての御質問の中の、離島町村におけるヘリコプ

ターチャーター便の取り組み状況と県の支援につい

て。これは５の(1)と５の(2)は関連いたしますので、

恐縮ですが一括して答弁させていただきます。 

 座間味村においては、観光客の増加等による島の活

性化を図るため、平成24年度から沖縄振興特別推進交

付金を活用し、フェリーまたは高速船が欠航等の場合

に、観光客等がヘリコプターをチャーターする際の料

金の一部を補助しております。また、平成25年度から

は、渡嘉敷村及び渡名喜村においても同様にチャー

ター料金の一部補助を実施することとしております。

離島のヘリチャーター事業は、移動手段を安定的に確

保し観光振興等を図る目的で、それぞれの市町村が主

体的に企画立案したものであります。県としまして

は、市町村の主体性を尊重し、同様の事業を要望する

町村がある場合は、事業の採択に向けて今後とも適切

なサポートを行いたいと考えております。 

 なお、財政力の弱い18の離島・過疎町村等の特別推

進交付金の活用に当たり、県は、地方債の適用を受け

ない事業の町村負担分を支援しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、米軍人・軍属の綱紀粛正についてお答え

いたします。 

  県は、これまで米軍人等による事件が発生するたび

に、米軍の規律保持やリバティカード制度による外出

禁止措置の徹底など、米軍等に申し入れてきたところ

であります。在日米軍は、相次ぐ米軍人等による事件

の発生を受けて、基地外飲酒の禁止等を含む「新たな

勤務時間外行動の指針」を２月13日に発表しました。

それにもかかわらず、米軍人等による事件が続いてい

ることは遺憾であり、米軍の再発防止策の実効性に疑

問を持たざるを得ません。県としましては、再発防止

策の実効性を確保し、事件・事故が皆無となるよう、

ワーキングチームなどあらゆる機会を通じて強く求め
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ていきたいと考えております。 

 次に、日米地位協定の一部改定についてお答えいた

します。 

 日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行ってきたところであ

ります。県としましては、米軍基地をめぐる諸問題の

解決を図るためには、米側に裁量を委ねる形となる運

用の改善だけでは不十分であり、地位協定の抜本的な

見直しが必要であると考えております。このため、今

後とも軍転協や渉外知事会とも連携し、さらには関係

閣僚への直接の面談による要請や訪米による要請な

ど、あらゆる機会を通じ日米両政府に対し同協定の見

直しを粘り強く求めてまいりたいと考えております。 

 次に、オスプレイ訓練の移転についてお答えいたし

ます。 

 オスプレイの訓練については、岩国や韓国、グア

ム、フィリピンにおいて行われているという報道があ

りますが、これまで求めている負担軽減を目的とした

訓練であるかについては明らかではありません。オス

プレイ配備については、県民の不安が一向に払拭され

ておらず、さらなる負担の増大は認められるものでは

ないことから、県は、去る６月12日に軍転協を通じ、

安倍内閣総理大臣を初め関係閣僚に対して、オスプレ

イの配備計画中止や配置分散の実施などを緊急要請し

たところであります。 

 次に、嘉手納以南の返還計画見直しについてお答え

いたします。 

 嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は、沖縄の

過重な基地負担の軽減及び振興・発展につながるもの

であり、確実に実施されることが必要と考えておりま

す。ことし４月５日に日米両政府が発表した統合計画

においては、具体的な返還規模やスケジュールが明ら

かにされていないことから、去る６月12日、知事が直

接、軍転協を通じ、安倍総理大臣を初め関係大臣へ移

設内容の具体的な説明、跡利用計画の円滑な実施に配

慮すること、地元意見を聴取する場の設置等を要望し

たところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 それでは、再質問をさせてもらいま

す。 

 知事公室長、今の地位協定含めて綱紀粛正に関する

部分等々もあるんですが、答弁で、抜本的なものを平

成12年から求めているということがあるんですけれど

も、この地位協定、何か１つでも変わった分はあるん

ですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 地位協定につきまして

は、締結以来50年以上が経過しておりますけれども、

一言一句変わっていないというのが状況でございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 安全保障の中で、この日米地位協定

というのはいまだ何ひとつ変わってないという部分が

現実で、憲法改正の分はいろいろと話もあるんです

が、日米地位協定、日米同盟含めて憲法の上にそれが

あるんじゃないかという言われ方もしているわけです

から、なかなかそう簡単じゃないはずなんですね、抜

本的という形になると。だから一つ一つ、やっぱり沖

縄の今県民が間違いなく事件・事故の多発している部

分をどうするのかというところの観点に絞って一つ一

つ積み上げていくほうが、私はその解決のものからし

たら早道になるんじゃないかなと思うんですが、その

点はどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今の議員の御質問は、

一つ一つの項目についてしっかりと精査をして議論を

深めろという意味であれば、それは議員のおっしゃる

とおりだと思います。ただ、11項目につきましては、

平成12年度に県内でさまざまな基地由来の問題につい

て、最低でもこれぐらいの改定はしていただきたいと

いうようなことでかなり詰められて定められたもので

ありまして、県としましてはこの11項目を改定してい

ただきたいということで要請をしているところでござ

います。ただ、この昨今の要請の中で、環境に関する

協定がないということにつきましては、これは環境特

別協定という形で地位協定の改定というよりもそこに

１項目加えるというような形でやってはどうかと、そ

ういった提案もしているわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 11項目挙げている中で、やっぱりで

きるところからしっかりとやるべきですよ。公務外の

犯罪に関する分は、一次裁判権は日本側に行使すると

いうことを前面に出してくるということも大事でしょ

うし、運用でそうやっていますよということではなく

て、これをしっかりと前文で明記していくというよう

な形の提言も11項目の中で一つ一つ解決していくとい

うことも必要だと思いますので、頑張っていきましょ

う。 

 その中で、以前から米軍、ＣＰだとかいろんな形

で、県警本部長、沖縄の県警との合同パトロールをど

うするんだということが言われているんですが、この
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合同パトロール、やっぱり事件・事故が多発する中

で、県警はただ見ておくだけではないはずでしょうか

ら、沖縄県警としてこのことをどうしていくのかとい

うことをちょっとお聞かせ願えますか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） まず、米軍の憲兵隊と

の共同パトロールでございますけれども、県警察と米

軍の憲兵隊との共同パトロールにつきましては、本県

における治安の確保は県警察の責務であるというこ

と、また、何らかの犯罪を犯した米軍人を逮捕する場

合には、県警察と憲兵隊との共同逮捕という扱いに

なってしまいますので、地位協定に基づき当該米軍人

の身柄が米軍に引き渡され、原則として起訴されるま

で米軍側でその身柄を拘束されることから、県警とい

たしましては、憲兵隊との共同パトロールは容認して

いないという立場でございます。 

 では、県警としてどのようなことをやっているかと

いうことでございますが、県警察といたしましては、

米軍構成員等の事件・事故の未然防止を図るという観

点から、米軍人による事件等の初動対応を専門的に行

う渉外機動警ら隊のほか、機動捜査隊、交番等の勤務

員によるパトロール等を通じて、深夜、徘回する米軍

人に声かけをして帰宅を促す等の取り組みをやってい

るところでございます。 

 また、事件・事故が発生した場合、その都度、米軍

に対する再発防止などの申し入れを行っているほか、

沖縄に来て間もない米軍人に対する事件・事故防止を

目的とした防犯講話であるとか、交通安全について教

育をしてくる、あるいはアメリカンスクールにおいて

安全学習の支援事業をやるといったような取り組みを

行っているところでございます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 県警の皆さんからしたら、２つある

んですよね。やっぱり一緒に米軍ＭＰとやっても、逮

捕の部分が地位協定で米軍側にあるんだとか。でも公

務外ですから、先ほど言いましたようにやっぱり公務

外のそういった犯罪というのは日本側にあるんだとい

うことを、やっぱり地位協定でしっかりと訴えていく

ことが僕は大事だというふうにも思っています。その

分ではもう一点、警察力が低下すると、これだけに

なってくると、ほかのものができないんだというよう

な形の懸念もあるみたいですので、何とかやっぱりこ

れは県警も一緒になって共同パトロールをしていくと

いうことも大事な部分になってくるんじゃないかなと

いうふうに思っておりますので、よろしくお願いをし

たいと思います。 

 続きまして、離島ヘリチャーター便。 

 今、離島の近隣の町村がやっていると、一括交付金

ですよね。これ終わるとなくなるんですよ、だから。

一括交付金そういった今度の振興策。でも今度の振計

のほうには、やっぱり離島の活性化、離島をどう活性

化していくかということ、大変大事なことになってい

るわけですよね。それを関係町村がやっているからい

いだろうということではなくて、県が全面的にその支

援策をどう持つのかということは必要だと思うんです

よ。皆さんは、離島のその割引運賃だとか、定期便に

関してはやっているわけですから、何でヘリはやらな

いのかなと。バスにはやってタクシーにはやらないと

いうことにはならないはずでしょうから、その辺

ちょっとお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 先ほども答弁させていただきましたけれども、今般

のヘリチャーター事業といいますのは、座間味村の観

光客を何とか安心して座間味村に来ていただきたいと

いう思いから開始した事業でございます。 

 座間味村は、例えばこれはもうダイビングなどで大

変有名なんですけれども、水不足があって困っていた

と。そういった中で海水淡水化施設を早期に導入した

りとか、そういった中で座間味村においてはちょっと

した荒天時、例えばフェリーでしたら４メートルの高

波、高速船だったら３メートルの高波で欠航するわけ

ですね。そういった中で、観光客がちゅうちょして来

ないというのは大変困るということで考え出されたの

がこの離島チャーター便で、あくまでもこの観光振興

という観点からやったと思っております。隣接する渡

嘉敷とか渡名喜も同様な考えで、25年度からこの事業

を行ったということです。 

 議員御指摘の、じゃ、県はやらないのかというお話

なんですが、離島の固有課題というものを我々この21

世紀ビジョン基本計画でうたっております。固有課題

といいますのは、やはり移動コスト、生活コストの高

コスト構造にあると思っておりますので、こういった

ことにつきましては議員からありましたように、我々

県事業としてやるわけですけれども、それぞれの地域

の課題に応じた産業振興については、それぞれ市町村

にも303億という一括交付金が配分されておりますの

で、それぞれの市町村の自主的な判断で事業を実施し

ていただければと思っているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 それがとまって離島に行かないんで
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はなくて、そこの離島に観光で行っているときに、船

がとまってしまうと困るわけですよ。だって仕事もあ

るかもしれない。そういった面でそういうようなタク

シー的な部分が必要じゃないですかというふうにやっ

ていますし、これからまた県の部分で、新たに伊平屋

だとかそういった部分で空港の要請がありますよね。

そういった部分を本当に今の財政力の中で、離島に空

港がつくれるのかということになってくると、これは

将来的に10年、20年という話になってくるはずなんで

す。そういった面では、こういう部分でのヘリのタク

シーの使い方ということは重要な部分があると思うん

ですよね。 

 知事も離島に行かれるときに、こういうヘリの

チャーターということを使われたことはありますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） あります。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 そうですよね、便利だと思います

よ。やっぱり時間でやるわけですから、自分が飛びた

い時間で行くわけですから、帰るときも、自分が帰り

たい時間で帰れるわけですから。こういった部分の沖

縄観光がどうあるかということをやっぱりもうちょっ

と根本的に交通の便の意味でも、バスが走っていない

んであればその分ではやっぱりタクシーを走らすとい

うことはこれは至極当然な話でですね。しっかりと沖

縄観光というのはどうあるんだということは、皆さん

も検討をぜひやってもらいたいというふうにも思って

おります。 

 引き続きまた沖縄観光についてという部分であるん

ですが、コンベンションビューローの24年度の一括、

先ほども僕は一括交付金やっているわけですから、こ

の48億も使って、そういった分では中途半端な分を

やったら精査が来ますよというようなお話もしまし

た。結果的に海外から観光客がふえているというよう

なお話もあります。しかし、現実その観光客がふえて

いるのはやっぱり近隣ですよ。東南アジアだとか台湾

だとか中国だとかそういったところがいらしてふやし

ているわけですね。ところが皆さんのこの海外の国際

化ビッグバン事業を見てくると、イギリスにおけるテ 

 

 

 

 

 

 

 

レビＣＭだとか、欧米だとか、そういったところなん

ですよね。じゃヨーロッパだとかロシアだとかああ

いったところから、去年観光客何名来ましたか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 平成24年度

で欧米から沖縄に来た観光客は１万4000人です。 

○議長（喜納昌春君） 當間盛夫君。 

○當間 盛夫君 この予算的な部分も欧米だとかそう

いった部分で１億3000万ですよ、１億3000万。イギリ

スのＣＭ6000万だとか。6000万とか２億も３億もかけ

て、１万人来ましたというぐらいであれば、東南アジ

アだとか、台湾だとか中国に私は特化すべき。観光の

海外の誘客をふやすということであれば、特化も僕は

重要じゃないかなというふうにも思っておりますの

で、この予算の使い方というのは、皆さんちゃんとも

うちょっとしっかりと考えていかないといけないん

じゃないかなというふうにも思っております。 

 玉城満さんからもあったあの事業、一旦出して、そ

の分では見積もりを出させておいて３日間、４月12日

からの日程で来る。４月８日に見積もりを出してく

れ。で、残念でしたと言って、またその後、実施後で

大変申しわけないんですが、そのまた相見積もりを出

してちょうだいと。こんな事業ってあるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 先ほどもお

話しましたとおり、その内容についてはちょっと把握

しておりませんけれども、県として公正公平な事業執

行がなされているというふうに認識しておりますが、

いろいろな意見がございますので、それにも耳を傾け

ながら引き続き適正な執行について取り組んでまいり

たいと考えております。 

○當間 盛夫君 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明３日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後４時44分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、乙第２号議案から乙第12号議案までを

議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 新垣安弘君。 

   〔新垣安弘君登壇〕 

○新垣 安弘君 皆さん、おはようございます。 

 けさの新聞は、一面トップで慶良間諸島海域が国定

公園に指定されるというニュースでした。さまざま課

題もあるようなんですが、本当に地元の皆さんも喜ん

でおられるようで、いい方向にいけばと思っておりま

す。私も、生きている間に１回ぐらいは潜ってみたい

と思っております。金づちですから、結構深くまで 
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潜っていけると思いますので。浮上できるかどうかは

わからないんですが。ただ、慶良間の海に関しては、

二、三十年前に神奈川の県議会議員がダイビングを

やっていまして、慶良間の海はもう世界のどこに比べ

ても引けをとらないよと、そう言っていたのがすごく

印象に残っておりまして、今回こういうことになって

本当に喜ばしいことだと思っております。 

 それでは、質問に入ります。よろしくお願いいたし

ます。 

 まず初めに、安全保障と基地問題について伺いま

す。 

 昨今の沖縄を取り巻く日中、米中を中心とした東ア

ジアの安全保障環境をどのように認識しておられるの

か伺います。 

 次に、地域安全政策課は「変化する日米同盟と沖縄

の役割」を発行いたしておりますが、その意義と、ど

のように活用されたのかをお聞かせください。 

 (3)番目、高良副知事は、副知事就任前に琉球大学教

授としてこの本に論文を寄稿されておりますが、高良

副知事へ、昨今の中国における沖縄の帰属をめぐる主

張や尖閣問題等についての見解を伺います。 

 安全保障問題の最後に、日米合同委員会の中に基地

を有する地方自治体の代表者の参加する地域特別委員

会を設けることを渉外知事会とも協力して進めるべき

だと思いますがいかがでしょうか。 

 次に、太平洋・島サミットについて伺います。 

 昨年、太平洋・島サミットが本県で開催されました

が、その意義と成果について伺います。 

 また、次回（第７回）太平洋・島サミットも沖縄で

の開催を求めてはどうでしょうか。 

 ＪＩＣＡ沖縄との協力関係と太平洋・島サミットの

沖縄における恒久開催の可能性について伺います。 

 ３番目に、スマートエネルギーアイランド基盤構築

事業について伺います。 

 スマートエネルギーアイランド基盤構築事業の取り

組みについてお聞かせください。 

 また、久米島町で海洋温度差発電実証実験が始まっ

ておりますが、この事業が今後、久米島町の振興・発

展に及ぼす効果について伺います。 

 次に、久米島町をスマートエネルギーアイランドの

モデル地域またはエコアイランドとしてのモデル地域

として県と久米島町が一体となって取り組むことで大

きな成果が得られるのではないでしょうか。 

 (4)番目、久米島町をＥＶ（電気自動車）・ＰＨＶ

（プラグインハイブリッド自動車）タウン構想のモデ

ル地区として町との連携のもと集中的に取り組んでは

どうでしょうか。 

 (5)番目、国の平成25年度補正予算で組まれたＥＶス

タンド設置に関する県内の普及件数は何件あるか。普

及に努めるための県の施策を伺います。 

 次に、前定例会でも取り上げましたが、首里城の県

への移管事業について伺います。 

 知事の施政方針にも盛り込まれておりますが、今年

度、手がけていることは何でしょうか。 

 また、移管までの期間で、運営を習熟させる上でも

国から県へ管理を委託させることができないか、見解

を伺います。 

 ５番目に、図書館行政について伺います。 

 (1)、新築移転の計画はありますか。 

 新築移転の場合、幅広く県民からも意見を募るなど

の手法が必要ではないでしょうか。 

 (3)番目に、伊波普猷氏、山之口貘氏など近現代に活

躍した歴史家、詩人、文学者などをしっかりと図書館

においても顕彰することが必要ではないでしょうか。 

 最後に、文化行政と貴重資料等の保存・復元につい

て伺います。 

 薩摩藩侵攻及び戦前戦後を通じて県外に散逸した文

化財等を収集するための「沖縄県散逸文化財等収集委

員会（仮称）」を組織すべきではないか、見解を伺い

ます。 

 また、収集に際して必要な財源の基金化を一括交付

金で検討すべきではないか、見解を伺います。 

 公文書館にある琉球政府文書について、保存対策事

業が昨年度で終了しておりますが、事業の継続が必要

ではないでしょうか。この事業こそ一括交付金化がふ

さわしいと考えるが見解を伺います。 

 (4)番目、２月の定例会でも指摘をしましたが、久米

島町の博物館の資料及び県内の貴重資料の保存対策に

県が主体性を持って先導し協力していくべきではない

でしょうか。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 新垣安弘議員の御質問に答弁をいたします。 

 第１に、スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業についての御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県では平成23年度から、沖縄県のエネルギー自

給率の向上、低炭素島しょ社会の実現を目的に、ス

マートエネルギーアイランド基盤構築事業を実施して

おります。 

 本事業では、太陽光発電や風力発電の導入など、エ
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ネルギー源の多様化に係る実証事業などを行っている

ところでございます。 

 次に、首里城の県への移管に係る御質問の中で、今

年度の取り組みについてという御質問にお答えをいた

します。 

 首里城などの主要施設の県への移譲につきまして

は、昨年度に引き続き国や県などの関係者による連絡

調整会議を開催し、今後の管理体制などの検討を行っ

ているところでございます。 

 沖縄県といたしましては、望ましいといいますか、

いい形での移譲になるように取り組んで進めていけれ

ばと考えているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 安全保障と基地問題に関す

る御質問の中で、沖縄の帰属をめぐる主張と尖閣問題

についてお答えしたいと思います。 

 御指摘のように、３月末日で発行された県の報告書

に私は、「沖縄の歴史から見た尖閣列島問題」という

論文を執筆しました。歴史研究者としてこの問題をど

う考えるかについてはその論文をぜひ御参照いただき

たいんですが、ここでの答弁は次のようにさせていた

だきたいと思います。 

 歴史の事実認識をめぐる問題は、学界において厳密

かつ客観的に検討されるべきであると考えておりま

す。人民日報等で取り上げられた一部専門家による主

張についても、今後、学術的な枠組みの中で自由にそ

の是非が論じられていくものと考えております。ま

た、尖閣諸島をめぐる問題については、偏狭なナショ

ナリズムに陥ることなく、日中両政府の冷静かつ平和

的な外交によって解決されるべきものと考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 文化行政と貴重資料等の保

存・復元についての御質問の中で、琉球政府文書の保

存対策についてお答えいたします。 

 琉球政府文書につきましては、沖縄県公文書館で保

存し公開をしておりますが、中には傷みが激しく緊急

に保存措置が必要な文書が多数あり、今後とも計画

的・継続的に実施する必要があると考えております。 

 御提案の一括交付金の活用につきましては、琉球政

府文書が米軍占領下における住民自治のあかしとなる

記録であり、他都道府県に類を見ない貴重な資料であ

ることから、前向きに取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 安全保障と基地問題に

ついての御質問の中で、東アジアの安全保障環境につ

いてお答えいたします。 

 沖縄は、日本本土、中国大陸、東南アジア諸国に近

接する位置にあり、その地理的特性から過去に大国の

影響を受けてまいりました。防衛白書によると、我が

国を取り巻く安全保障環境について、北朝鮮における

ミサイル発射や中国による各種動向などが見られ、国

際的な安全保障環境は依然として複雑で不確実なもの

としております。 

 県としましては、現在の東アジアの安全保障をめぐ

る各国の動向に強い関心を持っており、今後ともその

動向を注視しつつ、基地問題に係る国際情勢や安全保

障問題等について調査・分析・研究を深めてまいりま

す。 

 次に、県が発行した報告書発行の意義と活用につい

てお答えいたします。 

 沖縄の基地問題は、我が国の安全保障のあり方の中

で日本国民がひとしく考えるべき課題でありますが、

国民の理解は十分ではないと考えております。こうし

た状況を踏まえ、平成24年度の沖縄における安全保障

政策研究の一環として、日米の専門家による論文等を

取りまとめた報告書を発行し、ホームページに掲載す

るなどの情報発信を行い、沖縄の基地問題の現状につ

いて、国全体の問題として提起しているところであり

ます。 

 次に、日米合同委員会の地域特別委員会の設置につ

いてお答えいたします。 

 米軍基地を抱える地方自治体は、基地の存在及びそ

の運用に伴い騒音、事件・事故、環境問題などさまざ

まな影響を受けていることから、日米間の協議に地元

の意向が反映される必要があると考えております。 

 県としましては、渉外知事会と連携し、政府に対

し、日米合同委員会の中に基地を有する地方公共団体

の代表者が参加する地域特別委員会を設置するととも

に、設置までの間、渉外知事会と日米両国政府との連

絡会議を定期的に開催することを求めているところで

あります。 

 次に、太平洋・島サミットについて、サミットの沖

縄開催の意義と成果及び恒久開催の可能性についてお
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答えいたします。２の(1)、(2)、(3)は関連いたしますの

で一括してお答えいたします。 

 太平洋・島サミットは、首脳級が集う国際会議であ

り、沖縄における３度目の開催となった昨年は、初の

試みとして、「県知事主催昼食会」や「高校生太平

洋・島サミット」等の行事を宮古島で実施しておりま

す。エコアイランド宮古島の取り組みや、島サミット

参加国の将来を担う若い世代の友好交流は、各国首脳

から高く評価され、「太平洋島嶼国と日本の交流拠

点・沖縄」を国内外に発信することができたと考えて

おります。これまで島サミットの沖縄開催に当たって

は、ＪＩＣＡ沖縄から多大な協力を得ており、沖縄が

有する独自の知見や技術を生かした国際協力活動が、

ＪＩＣＡ沖縄を通して太平洋島嶼国の各分野で行われ

ております。 

 沖縄県としては、次回の第７回島サミットの沖縄開

催を要望することとしており、さらに、将来にわたり

継続して沖縄で島サミットを開催することを政府に強

く働きかけてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） スマートエネルギー

アイランド基盤構築事業についてという御質問の中

の、海洋温度差発電実証事業が久米島の振興・発展に

及ぼす効果についてという趣旨の御質問にお答えをい

たします。 

 沖縄県は、ことしの４月に海洋温度差発電実証試験

設備を整備し、発電設備の大型化に向けた実証試験を

行っているところであります。平成22年度に久米島町

が実施した「久米島海洋深層水複合利用基本調査」に

おいては、１メガワット級の発電設備を整備し、海洋

深層水を発電するだけでなく、水産業や農業等に複合

的に利用することにより、さらなる産業の振興及び雇

用の拡大が可能であることが示されております。海洋

深層水の複合利用については、現状では不確定要素が

あることから、現在実施している実証試験を通して、

水産業や農業などへの利用のあり方について検討する

こととしております。 

 同じく久米島町をスマートエネルギーアイランドの

モデル地域とすることについてという趣旨の御質問で

ございます。 

 県内の小規模離島は、景観や地形的な制約等により

導入できる再生可能エネルギーの構成が異なることか

ら、沖縄県では、それぞれの小規模離島に適した再生

可能エネルギーの導入可能性を調査する「小規模離島

における全エネルギー再生可能エネルギー化可能性調

査」を今年度実施をいたします。その調査結果を踏ま

え、久米島町を含む離島の再生可能エネルギーの導入

支援を検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） スマートエネルギー

アイランド基盤構築事業についての中で、久米島町を

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想のモデル地区として取り組む

ことについての御質問にお答えします。 

 沖縄県においては、温室効果ガスの排出を削減する

ため、ＥＶ・ＰＨＶ等の次世代自動車の普及を促進す

ることとしており、県全域がＥＶ・ＰＨＶタウン構想

のモデル地域として国に認定されております。同構想

においては、初期需要の創出や充電インフラの整備な

どを促進することとしております。 

 久米島町については、現在、５基の充電器が整備さ

れておりますが、本年６月に策定した「沖縄県次世代

自動車充電インフラ整備ビジョン」において、さらに

10基の整備を目標にしており、今後、町と連携して取

り組んでまいります。 

 同じくスマートエネルギーアイランド基盤構築事業

についての中で、県内のＥＶスタンドの普及件数及び

普及のための施策についての御質問にお答えします。 

 県内においては、平成25年４月末現在、102カ所に

急速充電器35基、普通充電器90基が設置されておりま

す。 

 県では、さらなる普及を図るため、市町村の意向等

を踏まえ、県内の227カ所で急速充電器146基、普通充

電器345基、計491基の充電器の整備を促進する「沖縄

県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」を本年６

月に策定しました。 

 今後、市町村や事業者などに本ビジョンの周知を図

り、ＥＶスタンドの普及を促進していきたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 首里城の県への移

管事業についての御質問の中で、管理の事前委託につ

いての御質問にお答えいたします。 

 首里城等の主要施設の移譲については、平成25年６

月20日に第２回目の連絡調整会議を開催し、国営沖縄

記念公園首里城地区の管理状況及び今後の管理体制等

の検討を行っているところであります。管理の事前委
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託については、連絡調整会議の協議を踏まえ、今後、

検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 図書館行政についての御

質問で、県立図書館の新築移転、県民からの意見につ

いてお答えいたします。５(1)と５(2)は関連しますの

で一括してお答えいたします。 

 沖縄県立図書館は知の拠点であり、県民の教育と文

化の発展及び生涯学習の振興に資する施設でありま

す。現施設は、築30年を迎え老朽化も見られ、今後、

改築、改修等も必要になるかと考えております。 

 平成25年３月には、「沖縄県社会教育委員の会議」

の答申で、今後の県立図書館は新しい時代に即した機

能の充実を図り、その役割を果たす観点から、改築、

新築の検討も必要になるとの提言をいただいたところ

であります。 

 県教育委員会としましては、改築、改修等の際に

は、県立図書館が多くの県民に利用されていることか

ら、県民の意見も参考にする必要があると考えており

ます。 

 次に、県内の近現代に活躍した歴史家などの顕彰に

ついてお答えいたします。 

 沖縄県立図書館では、初代館長で「沖縄学の父」と

称される伊波普猷の著書や関係資料の複製本を所有し

ており、閲覧用に供しております。また、山之口貘に

つきましては、平成22年度に本館100周年を記念して

「山之口貘」文庫を開設しております。さらに、ホー

ムページの「貴重資料デジタル書庫」においても、沖

縄で活躍された著名な方々が文庫として掲載されてお

ります。 

 県教育委員会としましては、今後とも貴重資料の収

集・整理を図り、県民に広く知らせるための工夫をす

るなど、さらなる文化の向上に努めてまいりたいと考

えております。 

 次に、文化行政と貴重資料等の保存・復元について

の御質問で、久米島博物館の資料等の保存対策につい

てお答えいたします。 

 県内各地に残された貴重資料の保存につきまして

は、一義的には所有者である当該市町村等が担ってお

ります。久米島博物館の「上江洲家資料」につきまし

ては、今年度から久米島町が「沖縄振興特別推進交付

金」を活用して保存状態の厳しい古文書を中心に修理

等を行うと聞いており、その方法等について連携に努

め、指導助言してまいります。 

 県教育委員会としましては、市町村文化財行政担当

者研修会において、「沖縄振興特別推進交付金」や民

間助成金の活用事例等に関する情報を提供するなど、

市町村と積極的に連携して貴重資料の保存に必要な支

援に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長(湧川盛順君) 文化行政と貴

重資料等の保存・復元に関する御質問の中の、県外に

散逸した文化財等の収集についてお答えいたします。 

 散逸した沖縄の文化財等については貴重な財産であ

ることから、これらの収集または現所有者において適

切な保管が維持されることは重要なことであると考え

ております。収集に当たっては、現所有者の意向や文

化財等の現状の把握、専門家による歴史的価値の評価

を踏まえ適切に判断していくことが大切であると認識

しております。 

 そのため、県立博物館・美術館に設置した外部有識

者により構成される「沖縄県立博物館・美術館美術品

等収集委員会」を活用しながら、貴重な沖縄関連資料

の収集に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、収集に必要な財源の基金化についてお答えい

たします。 

 現在、県立博物館・美術館においては、「沖縄県美

術品等取得基金」を活用し、文化財等の計画的な収集

を図るとともに、所有者の意向を反映した柔軟な対応

に努めているところであります。そのため、散逸した

文化財等が収集すべきものであると判断された場合に

は、当該基金の活用を基本といたしますが、必要に応

じて一括交付金等による新たな仕組みも検討してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 公室長、地域安全政策課で今回この

本が発行されました。（資料を掲示） ホームページ

にも掲載されておりますが、本当にいろいろ公開され

てすごくいいと思うんですね。これは知事が行かれた

アメリカでのシンポジウムの内容とかも入っておりま

すので、その内容もいろいろと読ませていただきまし

た。先ほど、東アジア情勢のこととかいろいろお伺い

しました。私は、地域安全政策課は今、順調にそれな

りの仕事をやっているのかなと思っております。先

般、メールの件で国内の35カ所の基地を調査している

ということが問題になりましたけれども、先々回の議

会のときに私は地域安全政策課がしっかりとそれを調
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査をして資料を持つべきではないかと、そういうこと

を申し上げました。そのときには、その気はないのか

なという感触でしたけれども、今回こういうのが表沙

汰になって、ああ、やっているんだなと感心をした次

第であります。このメールが漏れてしまったというこ

とは、これは失敗かもしれませんけれども、そういう

ことにめげずにしっかりとやっていただきたいと思い

ます。 

 きのうもまた新しい研究員を委嘱しておりますし、

公室長にちょっとお伺いしたいんですが、ここまで地

域安全政策課がこうしてやってきまして、私は、他府

県にはない、この独特な安全保障にかかわる部署、部

門というのは、沖縄の県庁の中にこれは継続的にある

べきだ、やるべきだと思っているんですね。 

 これはかつて、例えはちょっとあれかもしれません

けれども、70年代、80年代のときに韓国がアメリカの

政府や議会に対してロビー活動をやるのに多額のお金

を使ってやったと、そういう話もありました。やっぱ

り弱者は、生き残っていくためにいろんなことをやら

ないといけない。その点、今回、沖縄が各地の基地を

調査し、そしてそれをアメリカに働きかけようとし

た。このことに関しては、表沙汰になったとしても、

それは全国の知事会での様子を見たら、負担軽減の話

をすると白け鳥が飛ぶような、そういう状況ですか

ら、そこはそういうことを沖縄がやっても批判される

筋合いはどこにもないと思うんですね。そういう点で

ぜひしっかりやってもらいたいし、その部署が本当に

沖縄にとって必要な部署であるということを実感して

おられるかどうか、そこら辺をお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 地域安全政策課は、平

成24年度に設置したわけでございますけれども、現在

の職務分掌といたしましては、まず１つは、普天間飛

行場の問題の解決、さらに那覇軍港の移設問題、この

担当をしております。また同時に、今、議員からお話

がありました、我が県を取り巻く安全保障の問題、こ

れは大変広く深く、また表に出ること、水面下のこと

といろいろあるわけでございますが、そういったもの

も包括的に調査研究をして県としてのデータを蓄積す

る。場合によっては、基地の負担軽減について日米両

政府に訴えるためのしっかりした理論武装にしよう

と、そういったことをやっておりまして、これは今後

とも継続が必要であると考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 あともう一点、日米合同委員会への

地域特別委員会の設置の件に関してなんですが、これ

はタイミング的にぜひ今やるべきときだと思うんです

ね。前からこれは渉外知事会も出してはいることなん

ですが、今オスプレイの訓練の問題で、沖縄以外の自

治体も結構いろんな危機感を持ったりもしている。ま

た、せんだっては本土においてアメリカの射撃訓練で

民間地に落ちて、それも時を経ずにまたすぐ訓練が始

まったとか、そういうこともありますから、そこはぜ

ひ取り組んでいただきたいと。 

 この本の中に、これは知事がアメリカでお話しされ

ている部分なんですが、自衛隊に対する沖縄の人々の

感情はどうなんだろうということを質問されて、それ

に対して、知事の答えの中で、基地問題の大部分は日

本全体でどう負担するかという日本の国内の問題とし

て解決できるかもしれないと。自衛隊と米軍の基地の

共同使用についても、これは私見ではあるがそういう

方向が模索されている気はすると。 

 安定性と安全性、基地管理権限ということを見た場

合にも、沖縄が米軍とやりとりするよりは自衛隊や政

府とやりとりしたほうがいいということが書いてある

のが１つと、もう一点は、普天間の問題に関して質問

者から、これは東京とワシントンと沖縄とでやらない

と進まないんじゃないかということに対して、知事

は、防衛問題に関しては中央政府で決定され、我々に

伝えられるという形がとられている。地方自治体がこ

れからの決定事項に参加するというのは非常に難し

い。だが、これまでの意思決定のパターンを変えるた

めにも、この３者は調整すべきであると。そういうこ

とも知事がおっしゃっていますから、そういう点でも

ぜひ地方自治体が参加して、日米合同委員会の中には

30ぐらいの委員会がありますから、その中に１つつく

るというか、ぜひしっかりとやってもらいたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 高良副知事にお伺いいたします。 

 今回の議会は、副知事に対する質問というか、副知

事の答弁の機会が結構多いと思うんですね。それに対

してどちらかというと、質問したほうはあと一歩物足

りないという気持ちを持っているんじゃないでしょう

か。そこで、これは知事にもお伺いしたいんですが、

歴史家でもあり、そして県内の政治情勢に対してもさ

まざまな意見を発信してきた高良副知事を起用して期

待する部分、どういうところに期待するかということ

を、これは後でまた一言お伺いしたいと思うんです

が。 

 その前に高良副知事に、先ほどの答弁の話なんです

が、高良副知事はこの本の中で述べておられますね。

尖閣問題について、尖閣問題に対しては、沖縄がしっ
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かりと役割を果たすべきじゃないかということです

ね。日中台湾フォーラムを東京と北京で開催するん

じゃなくて、沖縄とか福建でもやるべきじゃないか

と。そういうこともいろいろとおっしゃっています。 

 日中の関係がこじれたら一番沖縄が不幸になると、

これは当たり前の話ですね。そういうことです。知事

は、今まで尖閣問題に関しては、これは国と国との領

土の問題でもあるし、なかなか沖縄の知事という立場

で発言するには重過ぎると、そういう部分があって今

まで余り発言はされておられないと思うんですね。そ

こはよくわかります。ただ、今、高良副知事がこの本

に書いてあるように、時期的にいろいろと必要ではな

いかということも書いてありますが、先ほどの答弁に

加えて、もう少し踏み込んで御答弁をお願いできます

か。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 御質問の趣旨は大変共感で

きる点があると思います。 

 私が考えているのは、沖縄という地域が、過去の中

国との歴史や文化において500年以上の長期にわたっ

て交流した伝統実績があるわけですから、その他、地

域特性を踏まえながらどういう密接な交流を推進して

いくのかという。つまり、沖縄がこれまでもいろんな

ことをやってきましたけれども、引き続きさらにそれ

を加速し、もっと幅のある交流というものを展開して

いくということが１つだと思います。 

 それからもう一つ、沖縄の少しポリシーにかかわる

話だと思うんですが、それについては実は今年度、沖

縄が特に知的な分野でといいますか、日中間の関係改

善というものを促進するために何ができるかというこ

とについて知恵を絞るためのプロジェクトといいます

か、それがどういうことが可能なのかという問題につ

いて、沖縄の我々だけではなくて、もっと幅広い、も

ちろん中国の専門家も含めますけれども、そういった

方々を含めて何ができるかと。沖縄が何ができるかと

いうことについて、少し知的にそれをざっくばらんに

語っていくような、そういう仕掛けというんですか、

プロジェクトのようなものをつくろうと今準備をして

おります。その中で、我々の思いだけにとどめるので

はなくて、幅広い視点、問題意識を重ね合わせなが

ら、そこから見えてくる問題を少し絞り出していきた

いというふうに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 知事にお伺いしたいんですが、基地

問題とかを中心に政府とのいろんな交渉においては、

知事が本当に――私はすごく頑張っておられると思う

んですね。大変だなと、そういうふうに思っておりま

す。今回、高良副知事が歴史家であり、沖縄と本土と

のいろんな感情の問題にも携わっておられる。政治的

な問題もやってこられた。そういう中で、知事がある

意味で前面に立って諸交渉をやってきた。それを本土

との駆け引きというか、政府との駆け引きの交渉を補

佐するというか、そういう意味での力になってもらえ

るんじゃないかと、そこを我々は期待したいんですけ

れども、そこについて、副知事として起用した、どう

いうところに期待して起用されたのか、そこをちょっ

とお聞かせ願えますか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時44分休憩 

   午前10時44分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今、突然の御質問なので

ちょっと戸惑ったわけですが、２月に提案をしたとき

に、議会の御承認をいただく過程で今のような御質問

は既に終わったんじゃないかと実は思っていたもので

すから。 

 今、議員も少し言っておられたように、政府との交

渉であれ、基地問題であれ、中国との問題であれ、沖

縄の置かれている国際的な環境というか、安全保障環

境も含め、文化それから交流といいますか、人の行き

来、歴史的な点、いろんな切り口が沖縄の置かれてい

る状況でありますから、いわゆる我々以外のいろんな

専門家の方の御意見は無論聞きながら、各部はいろん

な政策を展開をしているわけでして、基地問題のみな

らずいろんな面でそれはやらせていただいているわけ

です。そういう中で、むしろどこがと言われると何で

すが、基本的に私と考えがかなり似ておられる先生だ

ということです。済みません。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 わかりました。 

 副知事に最後に、十数年前に「沖縄イニシアティ

ヴ」で、大分県内の言論界からたたかれておりますの

で、そこはまたもう一回そういった議論を巻き起こす

ようなことも期待したいとは思ってるんですね。 

 それ以外にあと最後に１点、これは先回の議会でも

大分聞いたんですが、教育長が今回かわりまして、再

度質問させていただきました。前よりはすごく前向き

な御答弁だったのでよかったかと思っているんです

が、これは副知事も詳しいところですので１つお伺い
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したいんですが、久米島の上江洲家の古文書とか、そ

ういうことの復活、あるいはその意義、そこら辺につ

いて専門家としてもし一言あればお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 私、歴史の研究、勉強をし

ていたころに沖縄県各地を何度も訪ねまして、資料が

どういう状況で残っているかという調査をした人間の

一人ですけれども、明治以降に実はさまざまな事情で

資料が失われました。一番大きかったのは沖縄戦であ

ります。それから台風被害ももちろんあります。その

中で一番古文書、昔の記録が残っているのは実は石垣

島です。その次に実は残っているのが久米島でありま

す。久米島は、上江洲家文書と呼んでいますけれど

も、それを中心にさまざまな資料が残っておりまし

て、上江洲家だけではありません。実はそれは、久米

島の文化的な遺産だけにとどまらずに、その中に記載

されている内容は、沖縄全体、琉球全体を考える上で

非常に貴重な情報がたくさん含まれています。 

 それからもう一つ久米島の資料の重要性は、昔、琉

球王国時代に中国と交流したころに、まさに福建と那

覇を行ったり来たりする進貢船という船の航路にとっ

て非常に重要なサポートをした島が久米島でして、つ

まり琉球中国交流史を考えるための必要な情報もそこ

の中に入っているということです。そういう点では上

江洲家文書に代表される久米島の資料というのは大事

でして、それは一義的には地元久米島町のほうでちゃ

んと保管・管理をする。そしてそれをみんなが使える

ように、利用できるような状況に久米島町と連携しな

がら進めていくことになると思いますけれども、特に

大事な問題は、それを今はやりのＩＴを使って、それ

をデジタルアーカイブという形にして、日本国内にと

どまらず、世界どこでもアクセスできるような状況に

整備してしまおうと。関心を持つ多くの方にその情報

が利用できるようにしていくという、それは県として

も当然取り組んでいかなければならない、サポートし

ていかなければならぬことだというふうに考えていま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 スマートアイランド構想とＥＶのタ

ウン構想について、これは久米島の件なんですけれど

も、今回、温度差発電の実証実験が始まりました。こ

れはもう既に、例えば聞いてみたらオランダからも来

ているとか、あるいはカリブ諸国からも視察に来たと

か、こういう形で結構国内からも当然視察に来ている

んですね。久米島にはその温度差発電があるし、海洋

深層水があるし、そういう意味では全国のほかの再生

可能エネルギーのところが、いわゆる産業観光という

ことでそういうところを視察に訪れる。そういう意味

では観光にとってもすごく大きなプラスになるんです

ね。ＥＶタウンの沖縄県内の認定を受けているとは思

うんですが、ここは一つ何をやるにしても自治体との

協力関係は必要だし、自治体の意欲もまたないといけ

ませんから、ここは久米島にひとつ集中的に、エコタ

ウンというか、エコアイランドということを実現して

いくそういう可能性が私はあるかなと思うんですね。

これは県内にも絶対波及していくんです。そういう意

味で環境生活部長、エコタウンの認定を国から受けて

いますよね。受けているんだけれども、そこは１カ

所、例えば久米島という地域に絞って集中的にやると

か、そういうことをやる。同時にまた、商工労働部で

は、温度差発電とか海洋深層水とかしっかり使って、

久米島側からはもう一本取水管ができればもっとやれ

ると、そういう意欲もあるんです。 

 そういうことをやると、宮古もそうなんですが、こ

ういう再生エネルギーを使っていわゆる観光の一つの

メニュー、ルートをつくっていくことをやっている。

久米島もそれはできると思うんですね。そこは文化観

光スポーツ部にとっても関心が持てることだと思うん

です。そういう点でぜひそういう取り組みをやってい

ただきたい。そこは、部も超えてやってもらいたい。

久米島はそういうエコアイランドのモデルケースをや

るのに一番適した規模だと思っているんです。そこは

ぜひお互いが協力しながらやっていただきたいと思っ

ております。 

 文化観光スポーツ部長、このモデルケースをつくっ

て、久米島でそういう観光のメニューを、産業を核に

した観光ルートをそれをつくっていくと。そこは先ほ

ど副知事が答えた久米島の博物館のこともあるし、温

度差発電もある、海洋深層水もある。そこに電気自動

車を集中的に走らせると。そういうことを引っくるめ

て一つの島としてのモデル事業ができると思うんです

が、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 貴重な御提

言ありがとうございます。 

 久米島の観光振興、産業振興を含めて観光振興につ

いて、せんだっても意見交換を終えたところでござい

ます。久米島の町長も来ていただき、観光協会からも

来ていただいてさまざまな意見交換をいたしました。

その中で、どのような魅力ある観光メニューがつくれ

るのか、いろいろ意見交換をいたしました。その中

で、当然のことながら今のような海洋深層水を使った
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視察の件もいろいろお話が出ておりましたので、また

引き続き久米島町、あと観光協会とも一緒になりなが

ら、また県の各関係部とも相談しながら、今の御提言

も踏まえながら新しい観光メニューの創設について取

り組んでいきたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣安弘君。 

○新垣 安弘君 公室長、太平洋・島サミットの件な

んですが、あれは今回６回が終わって、通常で先回か

らの例でいくと、ことしの10月ぐらいに中間閣僚会議

とかが開かれるのかなと思うんです。そして、もう一

点は、外務省からいわゆる次のサミットに向けての提

案を出したいところは出してくれと、それがあると思

うんですが、それは来てますか。それについてちょっ

と……。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） まだそういう調整は行

われていないというふうに承知しておりますが、県か

らはそれに先立ちまして要望しようと思っておりま

す。 

○新垣 安弘君 ぜひ、先回以上の要望書をつくっ

て、また誘致するように頑張ってください。よろしく

お願いします。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

   〔島袋 大君登壇〕 

○島袋  大君 おはようございます。 

 自民党の島袋大でございます。 

 通告に従いまして一般質問を行います。 

 １、骨太方針・成長戦略についてであります。 

 政府の経済政策指針「骨太の方針2013」に「沖縄振

興」が書き込まれ、成長戦略にも同様に閣議決定され

ました。どのような内容になったのか伺います。 

 ２、待機児童解消策と障害者福祉についてでありま

す。 

 (1)、国では待機児童解消策として、平成24年度補正

予算において、安心こども基金を活用した事業が示さ

れました。 

 そこで県の取り組み状況を伺います。 

 ア、緊急プロジェクトとして、平成25年・26年度に

「待機児童解消加速化プラン」が示され、「手上げ方

式として意欲のある地方自治体を国が強力に支援す

る」とありますが、県として手を挙げるのか伺いま

す。また、手を挙げている市町村はあるのか伺いま

す。 

 イ、保育士等処遇改善臨時特別事業や保育士養成施

設入学者に対する学資貸付制度、さらには潜在的保育

士の掘り起こし等の保育士・保育所支援センターの設

置については緊急性がありますけれども、取り組み状

況について伺います。 

 (2)、これまで待機児童解消策として認可外施設の認

可化を主要施策として進めてきましたけれども、待機

児童数が全国ワースト１位の勢いであります。 

 そこで次の点を伺います。 

 ア、認可外施設の認可化から全県統一方式とした沖

縄型認証保育園の仕組みへの転換について考えはない

か伺います。 

 イ、待機児童解消について、加速化プランを活用し

た認可保育所の第２園及び分園を強力に推進すること

を市町村へ通知し、連携体制をつくる考えはないのか

伺います。 

 (3)、障害者ＩＴ総合推進事業について伺います。 

 ３、県立空手道会館のこれからのスケジュールにつ

いて伺います。 

 ４、豊見城市から県立工芸会館（仮称）の建設を豊

見城城址公園跡地に誘致との要請があったと思うが、

対応を伺います。 

 ５、豊見城団地南分譲地内の「崖崩れ」に関する対

応策について伺います。 

 ６、県道東風平豊見城線の安全対策について伺いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 島袋大議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、骨太方針・成長戦略についての御質問

の中で、骨太方針などにおける沖縄振興の内容につい

てという御趣旨の御質問にお答えいたします。 

 このたび、山本沖縄担当大臣初め関係者の力強い御

尽力をいただきまして、「骨太の方針」や「成長戦

略」におきまして、まず第１に、国家戦略として、沖

縄振興策を総合的・積極的に推進するということがま

ず第１に明記されてございます。そして第２に、国家

戦略特区の議論を踏まえ、沖縄をイノベーションの拠

点として検討することというのが第２に記されており

ます。そして第３に、知的産業と言われる中でＯＩＳ

Ｔを中心とした知的クラスターの形成を進めることと

いう趣旨のことが書かれて一応３つに分けられた形で

書かれておりますが、沖縄振興全体をまず第１にこの

骨太方針では取り上げております。そして沖縄県とい

たしましては、成長戦略を全庁的に、今県庁内で分析

をし、沖縄振興に資する施策を改めて積極的に取り込

むなど適切に対応してまいりたいと考えております。
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これにより、沖縄21世紀ビジョン実現に向け取り組み

を加速させてまいりたいと考えているところでござい

ます。 

 次に、県立空手道会館についての御質問の中で、空

手道会館のスケジュールいかんという御趣旨の御質問

にお答えいたします。 

 空手道会館につきましては、今年度は建物の建築設

計と、そして並行して建設用地の買収や管理運営に関

する計画の策定等を行う予定であります。次年度には

本体工事等を行い、年度内の完成をめどに取り組んで

まいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 待機児童解消策と障

害者福祉についての御質問の中で、「待機児童解消加

速化プラン」への参加についてお答えいたします。 

 沖縄県は、潜在的待機児童も含めた待機児童は約

9000人と全国でも多い地域であり、その解消は喫緊の

課題であります。このため、「待機児童解消加速化プ

ラン」において県が実施主体となる事業については、

実施に向けて検討しているところであります。また、

市町村に対しては、５月に開催した説明会において事

業内容の説明を行い、同プランへの参加を働きかけた

ところであります。国は、７月初旬から随時受け付け

るとのことであり、引き続き市町村へ働きかけてまい

ります。 

 次に、保育士確保の取り組み状況についてお答えい

たします。 

 沖縄県におきましては、保育士の給与等の改善を図

るため、平成25年度予算で６億6000万円を計上し、保

育士等処遇改善臨時特例事業を実施しております。保

育士の確保につきましては、平成24年度から沖縄振興

特別推進交付金を活用し、潜在保育士等を対象とした

保育士確保支援事業を実施しているところでありま

す。今後、保育士修学資金貸付事業及び保育士・保育

所支援センター開設等事業につきましても、実施に向

けて検討してまいります。 

 次に、認証保育所の導入についてお答えいたしま

す。 

 県としましては、認可外保育施設について、認可化

を基本としつつ、小規模保育所や家庭的保育事業等を

活用し、待機児童の解消を図るよう市町村に働きかけ

ているところであります。しかしながら、保育所整備

による定員増は時間を要することから、待機児童解消

までの間、認可外保育施設に対する新たな支援策を検

討していきたいと考えております。 

 次に、認可保育所の第２園及び分園の推進について

お答えいたします。 

 県としましては、保育所の定員増を図る方法とし

て、機動的かつ弾力的な事業実施が可能である保育所

の第２園や分園の設置についても市町村に対して周知

を図っております。待機児童の解消に向けて、引き続

き市町村と連携を密にしながら取り組んでまいりま

す。 

 次に、障害者ＩＴ総合推進事業についてお答えいた

します。 

 障害者ＩＴ総合推進事業は、平成25年度から「障害

者ＩＴサポートセンター運営」事業と「パソコンボラ

ンティア養成・派遣」事業となっております。ＩＴサ

ポートセンター運営事業は、ＩＴ技術を習得したい障

害者に対する相談支援や情報提供、パソコン等の体験

実習等を実施する事業です。また、パソコンボラン

ティア養成・派遣事業は、障害の特性に応じたパソコ

ン機器等の使用に関する支援を行うボランティアを養

成・派遣する事業です。 

 障害者ＩＴサポートセンター運営事業等について

は、当事者や関係者の意向、事業の有効性、また実施

主体となり得る法人等の有無等を考慮し、総合的に検

討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 県立工芸会館（仮

称）の建設についてという御質問の中の、県立工芸会

館（仮称）の豊見城城址公園跡地への誘致についてと

いう趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県では、平成24年度より推進している「第７次

沖縄県伝統工芸産業振興計画」に基づき、工芸産業振

興の拠点施設を整備することとしております。昨年度

実施をいたしました工芸産業振興基盤整備調査事業に

おいては、拠点施設のあり方について基礎的な検討を

行ったところでございます。その結果、拠点施設につ

いては、既存の県工芸振興センターの研究開発や人材

育成等の機能強化に加え、インキュベートや工芸製作

体験、展示・情報発信、販売、デザインセンターなど

の機能を付加し、県内の各工芸産地のハブとなる役割

が求められております。現在、拠点施設の基本構想調

査の実施について検討しているところでございます

が、候補地につきましても、今年度、具体的な調査を

進めてまいりたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 豊見城団地南分譲

地内の崖崩れについての御質問にお答えいたします。 

 現在、当該団地の崖崩れ箇所及びその影響範囲並び

に対策に必要な範囲を明らかにする必要があることか

ら、沖縄県住宅供給公社において、測量調査及び土地

所有者の調査を実施しているところであります。県と

しましては、どのような対策工事が行えるか、公社及

び関係機関と連携して検討を行っており、周辺土地所

有者の同意等要件が整い次第、可能な限り早期に工事

着手できるよう取り組んでいるところでございます。 

 次に、県道東風平豊見城線の安全対策についての御

質問にお答えいたします。 

 一般県道東風平豊見城線の渡橋名団地付近の暫定供

用箇所において、平成24年７月に交通死亡事故が発生

しております。その後、現場の安全対策の向上のた

め、豊見城警察署の提案により、クッションドラムの

設置及び仮設支柱のセットバック等の措置をとったと

ころであります。また、さらなる安全対策につきまし

ては、現地において豊見城警察署、豊見城市と詳細を

協議し、速やかに対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 それでは順次、再質問をさせていた

だきます。 

 １番目の骨太方針・成長戦略についてでありますけ

れども、６月14日に閣議決定されたこの骨太方針、実

際私のほうもこの冊子をいただきましたけれども、僕

はこの骨太方針は我が国の今後の経済方針の基盤にな

ると思っております。そこで７行にわたり書き込まれ

たことは、大変成果があると思っているんですよ。そ

の冊子の中に、農林水産業、中小企業の欄と同様の行

数――私は沖縄振興というのは、当然大きな可能性が

あるわけでありまして――しっかりと書き込まれるこ

とで非常に、今まで書き込まれなかったのが不思議だ

なというふうに思ったんですけれども、実際、知事こ

れを見られてどういう感想を得ましたか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 先ほど答弁したとおりで、

これから安倍政権といいますか自民党が成長戦略も含

めいろんな形で政策を展開していく中で、沖縄振興も

その成長戦略的な非常に強い大きな意味を持っている

というのがようやく改めて確認、認識していただける

ようになったかということで、自由民主党の県会議員

の先生方にも大変感謝しているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 内容についてお聞きしていきたいと

思っております。 

 先ほど御説明がありましたように、この骨太方針で

は、沖縄が日本のフロントランナーとして21世紀の成

長モデルとなって日本経済の活性化の牽引役となるよ

う、国家戦略として総合的・積極的に推進するという

ふうに明記されていると思っております。この国家戦

略としての総合的という文言には、政府は我々が望む

施策について全て対応するという認識を私は持ってい

るんですけれども、それでよろしいでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 議員おっしゃるとお

り、沖縄振興というのはさまざまな分野にまたがって

おります。例えば産業基盤の整備、那覇空港の滑走路

の増設からハブ事業、それから離島の振興などいろい

ろ幅広くありますので、それ全て大事だという意味合

いで総合的というような表現を使っていただきまし

た。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 まさしく県の担当部局もそう思って

おりますから、しっかりと沖縄選出の国会議員にも、

我々認識は一つになってそういう考えを持っているん

だと、しっかりあなた方仕事してくださいよというよ

うな形でしっかりと我々も言うべきところは言ってい

かなくちゃいけないと思っておりますから、お互い頑

張っていきたいと思っております。やはりこの総合的

という文言は大きいと思っております。県当局もこの

文言をてこに政府にいろんな面で高い要求をしていく

ということもいいと思っています。それをしっかりと

やっていきたいと思っております。 

 もう一点でありますけれども、国家戦略特区におい

ても、「沖縄をイノベーションの拠点とすることを検

討する。」と明記されました。これについても大きな

成果だと思っておりますけれども、これをどのように

これから具体的に施策に押し込んでいくか、これがど

のような弾になるのかが私は大きな重要な鍵を握って

くると思うんですけれども、これについては企画部

長、どのような構想を持っていますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） まさしく議員おっしゃ

るとおり、これからが大事だと思っております。先ほ

ど知事からも答弁がありましたように、具体的なアク

ションプランが示されておりますので、今このプラン
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に基づきまして全庁的にこれを我々精査しておりま

す。それに基づいて、国が行うこの成長戦略プランに

沖縄が乗りおくれることのないよう、当然21世紀ビ

ジョン基本計画というのはありますけれども、それを

さらに超えるような成長戦略があればそれを見逃すこ

とのないようやってまいりたいと。21世紀ビジョン基

本計画もまたさらにそれを上乗せするような形でやっ

てまいりたいとそういうふうに考えているところであ

ります。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 これはしっかりとお互い頑張ってい

きたいと思っております。 

 少し話はそれますけれども、沖縄県の可能性を探る

ということで、内閣府の金融庁主催の「沖縄力発見ツ

アー」ということで、三井住友、みずほなどのメガバ

ンク、あるいは大手生保、証券会社が沖縄をこの間訪

れたと思っておりますけれども、意外と大手の方々は

この沖縄の可能性については気づいていないところも

多々あると思っております。そういう意味から、この

ような試みは大変よかったと思っております。知事も

この歓迎夕食会に出席したと思っておりますけれど

も、どのような感想を得ましたか、そういった方々が

来てですね。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私もその歓迎のレセプショ

ンに出させていただきましたが、基本的には内閣府大

臣政務官である島尻安伊子議員が金融担当の政務官で

もあって、その筋で日本全体の金融、保険、証券関係

の常務級の方々が大勢来ておられました。そして、文

字どおりこれから投資をし、産業を振興するかなめの

ポストにおられる方々を、非常にみんな元気のいい方

ばかりでしたから、そして沖縄をあちこち御視察をい

ただいたそうで、かなり強い関心とインパクトを受け

られたのではないかと思います。これからも何度もこ

ういう試みは島も含めて島尻議員が政務官の間にどん

どん、あと自由民主党の県議の皆さんとも一緒になっ

て呼んでいただけると、大変いいエンジン・パワーに

なると思っております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 安倍総理になりまして、アベノミク

スということでありますけれども、まさしく今日本は

経済を活性化しようという中で、このような骨太方針

というのはすごい。これから沖縄にとっては重要な、

沖縄がもっと盛り上がるんじゃないかという話になり

ますので、我々自民党県議団もしっかりと担当部署と

連携しながらやっていきたいと思いますから、よろし

くお願いしたいと思っております。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時18分休憩 

   午前11時18分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 次、待機児童でありますけれども、

国がそういった形で「手上げ方式」で「待機児童解消

加速化プラン」をつくりましたけれども、僕、これ沖

縄版つくりました。（資料を掲示） その中で人・物

ですね、予算・金、施設、この３つが一体化ならない

と、僕は沖縄の待機児童を解消できないということを

常々言っているんですけれども、先ほど部長からも答

弁がありましたけれども、今国は補正予算の中に職員

の処遇改善もろもろ予算を組んでおります。沖縄県が

時間かかりましたけれども、６億組んでいるという話

です。市町村も議会に諮らないといけませんから、市

町村が12月議会になったら職員はさかのぼって４月か

らこれが支給されると思いますけれども、12月じゃ遅

いんですよ。だから市町村議会には遅くても９月まで

には議会に上げないといけないと思っていますから、

その辺は県としてはどのような指導をする予定です

か。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 市町村に対しても補

正で予算を組んで対応していくことになりますけれど

も、なるべく早くその補正に上げるようにというよう

なことで働きかけは進めております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 これはしっかりとよろしくお願いし

ます。この各市町村もいろんな面でもう待っている状

況でありますから、各保育園もですね。そういった面

でお互い頑張っていきたいと思いますので、よろしく

お願いします。 

 次、この学生の方々に修学の援助、貸し付けですけ

れども、これも国の補正予算に組まれているんです

よ。これはいつ沖縄県も手を挙げるかということなん

ですけれども、学生の方々は、離島も含めてでありま

すけれども、その学資資金のこの制度を使って保育士

の免許を取る。免許を取ってもなかなかそういった意

味での制度がないものだから、やっぱり免許を取るの

が大変だから、ほかの仕事に行かなくちゃならないね

となるんですよ。せっかく国でこれ補正予算組まれて

いるわけであります。これ沖縄県がいち早く先ほど言

う「手上げ方式」でありますから、やるかやらないか

の話になりますので、この学資資金を受けて、保育所
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で働くことになったら、５年間は保育所で働かなく

ちゃいけないんですよ、５年間は。卒業できたからと

いって、やっぱりこの仕事が大変だからやりませんよ

じゃなくて、この制度を受けたら５年間はしっかりと

仕事をやりなさいという制度でありますから、これは

もう県が早目に「手上げ方式」で挙げるべきだと思い

ますけれども、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この保育士の修学資

金貸付事業ですけれども、これについても県としては

その実施に向けて検討しております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 次であります。保育士・保育所支援

センターの設置。 

 これは潜在的保育士がたくさんいる。結婚して名前

も変わってあるいは引っ越ししてカウントができな

い。数はいる。しかしこのチェック機関がなかったん

ですよ。去年は一括交付金を活用して、社協を活用し

てやりましたけれども、なかなかまだ結果が全部とい

う形になっていないと思うんですよ。こういう支援セ

ンターをつくることによって、個人情報だけれどもこ

こで全部情報を管理させる。どの市町村にはどれだけ

の免許を持っている潜在の保育士がいるよと、そう

いった形で保育所に、保育園に紹介する。そういう施

設が私は必要だと思います。これは県でも大変だと思

うから、ＮＰＯ団体も含めて、先ほど答弁ありました

けれども、そういった機関に任せてやってもらうとい

うことですけれども、これも国の補正予算組まれてい

ますから、これも「手上げ方式」なんですけれども、

どういう考えになっていますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 保育士・保育所支援

センターにつきましても、実施できるようにというこ

とで検討しているところであります。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時22分休憩 

   午前11時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 次、認証保育園制度。 

 今まで認可外保育園を認可に上げようということ

で、なかなか難しい状況に来ている。私この間、東京

都の千代田区に行きましたけれども、認証保育園の制

度をやっております。これは、今までの認可外保育園

だったら施設の助成、国の定めた保育料そういったの

があります。この認可外の認証制度というのは、個人

給付、利用券を発行する、所得に応じた保育料軽減、

そういったもろもろでやっていく。しかし、この要す

るに会計監査がなかったものだから、園の会計の明確

化と審査、公開する条件を持っていくという形になる

んですよ。（資料を掲示） これ、現在の認可外の保

育園の助成制度の仕組み。Ａ市、Ｂ市、Ｃ市あるんで

すよ。Ａ市の認可外保育園に、Ｃ市の子供、Ｂ市の子

供なんかを預かってもらっているんですよ、認可外保

育園にね、認可外保育園に。しかし、助成金はない。

Ｃ市とＢ市から行っている子供たちには助成金がな

い。Ａ市だけだから、Ａ市は20名の認可外の子供たち

がいるけれども、20名しか運営助成金おりてないんで

すよ、おりてない。これが俗に言う潜在的待機児童な

んですよ、潜在的待機児童。カウントできない。そこ

で新しいこの認証制度、これは同じＡ市、Ｂ市、Ｃ市

ですけれども、Ｂ市の子供を10名入れる。利用券を発

行しますからこの利用券の個人給付で戻して、そこで

運営助成金がこの保育園に入る、市から。そして、市

にも同じような形で入っていく。そこで、そうするこ

とによって潜在的待機児童の解消の枠が外れるんです

よ。待機児童の解消になっていく。ですから、沖縄県

というものは、今まで認可外保育園というのは借地、

借家もろもろあったかもしれないけれども、基準に応

じて認証保育にすることによってその助成が一部受け

られる。こういったもろもろを一括交付金を活用しな

がらやれば、これを各市町村だけにさせるんじゃなく

て、全県一括にする、そして利用券を発行させる。そ

うすることによって僕は潜在的な待機児童の枠が取っ

払えると思っていますけれども、私のこの提案はどう

思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 認可外保育施設に対

しては、先ほども答弁いたしましたけれども、新たな

その支援策ということで今制度設計も含めて、市町村

の意見も聞きながら検討しているということでありま

すので、議員の提案のありましたことについても、今

後そういうことも含めて検討を進めさせていただきた

いと思います。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 なぜ私はここまで言うかというと、

２年後には株式会社が参入してくる。今もやりたいと

ころ、株式会社が手を挙げれば入れるんですよ。しか

し、今沖縄県に株式会社が参入すると認可外保育園は

みんな潰れますよ、潰れていく。だからこの認可外を

しっかりと認証に上げて助成を受ける制度にして、沖
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縄の子供たちは沖縄でしっかりできるようなシステム

に持っていけばいいですよ。そうすることによれば株

式会社も入ってくる必要ない。ああいうのは大都市の

ほうだったらわかるかもしれないけれども、ウチナー

ンチュの子供を育てるのはウチナーンチュでしっかり

できるよというのを見せるためにも、私は早目に認証

保育制度を導入して、全県一円型にやるべきだと思っ

ているんですよ。なぜそういうことを言うかという

と、この間、読谷の保育園、認可外が認可に上がった

ところも、そういう運営費の問題で上がってきました

よね。だから、認可外を認可に上げるためにハードル

を上げ過ぎて、自分たちの足元が見えなくなってきて

いるのが今現状なんですよ。そうすることによって今

やるべきことは何なのかとなってきますから、これは

予算が伴ってくるかもしれないけれども、であれば知

事、副知事、総務部長なり予算関係ですから、福祉保

健部長はアップアップになるはずですから、その辺や

るという政策を言っていただければ助かるんですけれ

ども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、島袋議員が、認可外保

育所の対応をどうしていくか、それからまた認可化を

どう進めていくか、沖縄県にとっては非常に大きな問

題です。沖縄振興の根幹にかかわるのは、まさに将来

を担う子供たちをいかに育てていくかと、ここは今

我々が直面している大きな課題の一つだというふうに

県は認識をしております。それで認可外を含めた子供

たちの処遇をどういうふうに改善していくのか、目下

担当部と毎週のようにこれは議論をしているところで

ございます。１つ、この方法としては認可化を進めて

いく、これも一つ常道としてございます。この中で今

認可外の施設整備を支援をしながら認可化していく。

それからもう一つは、保育士をどう確保していくか、

これは単に集めるだけじゃ済まない、やっぱり処遇を

改善しないといけないと、この問題が１つあるんです

ね。３つ目は、認可外にどういうふうに支援の仕方が

できるのか、この研究をする。その中で、認可化の推

進というのは意外と――これは市町村の仕事なんです

けれども――法定外の負担があったりとかいろいろ市

町村は市町村の悩みがあるわけです。そこを何か支援

する仕組みがないかどうか、ここも含めて、ここのと

ころは今、自民党政権の中では待機児童ゼロというふ

うに大きく踏み込んだ政策を今やっておりますので、

沖縄県もそれに乗りおくれないように、しっかりいろ

んな方法を模索をして、そういう待機児童ゼロを目指

して頑張っていきたいというふうに思っております。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですからそれと並行して、今ある認

可保育園、既存も含めてこれを第２保育園か分園に

持っていくようなシステムも走らす、そして認可外を

認証に上げるようなシステムをやっていく。先ほど

言った処遇改善もしっかりと補正予算を早目に組んで

やっていくようなシステムをやらないといけないと

思っていますから、しっかりとよろしくお願いしたい

と思っております。 

 ＩＴ推進事業、障害者の方々でありますけれども、

知事、このＩＴ総合推進事業を実施していないのは沖

縄県だけなんですよ、全国で。ですから障害を持って

いる方々が、仕事をしたいためにＩＴを今習ってい

る。要するに、聴覚、目や耳が聞こえない人たちでも

できるようなシステムになっている。口でそういった

パソコンを打ってやるような形、自分たちで自立して

いこう、仕事をしていこうという形の中で沖縄県がな

かなか進んでいない。これは早目に推進事業を押して

沖縄県も手を挙げて、いろんな意味で進んで、今ＮＰ

Ｏも含めてやる動きかもしれないけれども、どんどん

前倒しして早目に進めるべきだと思いますけれどもい

かがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども答弁いたし

ましたように、いろんなその関係者の意向も聞きなが

ら、あるいはその事業の有効性、事業実施主体となる

法人の有無などを考慮して総合的に検討していきたい

というふうに考えています。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 よろしくお願いしたいと思っており

ます。 

 あと空手道会館でありますけれども、おかげさまで

豊見城城址公園のほうでいろんな面で誘致決定させて

いただきまして、今スタートしております。その中

で、文化・芸能を考えれば僕は県立工芸会館はセット

でやらなくちゃいけないと思っています。あの敷地の

中で、城址の復元もろもろ含めては豊見城市がしっか

りとやっていく。あとのこの空手道会館、工芸会館も

セットで文化・芸能を一律してしっかりとやってい

く。知事が常におっしゃっている、もう箱物の時代

じゃないと。維持管理まではいろんな面でペイできる

ような循環型、しっかりとお金が回るようなシステム

やらんと、これ以上修繕費でも県が単費で出すのは難

しいというのは当然だと思っていますよ。それを一体

にすることによって沖縄の新しい文化・芸能の発信地

となると思いますけれども、私のこの思いを聞いてど
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う思いますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時31分休憩 

   午前11時31分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 全く同じ考えでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですから、ぜひともこの県立工芸会

館も豊見城城址公園のほうに来ていただいて、一緒に

なってセットでいろんな面で運営、もろもろ観光客の

誘致もできると思いますから、ひとつ頭の中にじゃな

くて手も足も動かしていただきたいと思いますのでよ

ろしくお願いします。 

 次であります。豊見城市の南分譲の件でありますけ

れども……。 

 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時31分休憩 

   午前11時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○島袋  大君 これは、豊見城の南分譲の建物の後

ろ側です。（資料を掲示） これはもう約２年になり

ます、崩壊してこれは当初ですけれども、これは今い

ろんな面で事業が、土建部長もいろいろな調査をする

と言っておりますけれども、こういう事業。ここがそ

のままで、ここは土地は住宅供給公社の土地なんです

よ。ここで今いろいろ四苦八苦して一、二年かかって

いるんですけれども、その中で豊見城が要請・要望を

した中でも回答として、急傾斜崩壊対策事業、急傾斜

地法第12条における「都道府県の施行する急傾斜地崩

壊防止工事」とありますけれども、その第12条という

のは部長、どういうことですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時32分休憩 

   午前11時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 第12条の件につい

ての御質問でございます。「都道府県は、急傾斜地崩

壊防止工事のうち、制限行為に伴う急傾斜地の崩壊を

防止するために必要な工事以外の工事で、当該急傾斜

地の所有者、管理者若しくは占有者又は当該急傾斜地

の崩壊により被害を受けるおそれのある者が施行する

ことが困難又は不適当と認められるものを施行するも

のとする。」とこういう内容でございます。  

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 であれば、この土地の名義がどこか

ですよね。土地の名義はどこになるということになり

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 土地の名義は、崖

については全部ではございませんけれども住宅供給公

社、そして上の部分は民有地、そして下の部分につき

ましてはこれは糸満市のほうまで広がっております。

ここは現在調査中でございます。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 協議を早目にしてほしいということ

なんですよ。我々はこの２年間、地元でありますか

ら、いろんな面で地域の皆さん方から要請・要望で聞

かれて、現場も何度も僕は見に行っております。豊見

城市のほうにも何度も足を運んで話を聞いておりま

す。ここが壁なんですよ。県と市の行政間同士で話が

なかなか進まない、どこがどうなっているのかこう

なっているのかで。ここで２年延びているんですよ。

だから早目にしっかりとやっていただくという話は答

弁いただきましたから、まずはその皆さん方と話し合

いを持って、この施主の方々にも説明していただきた

いんですよ。本当にこの２年間、大雨が降るときにど

きどきどきどきして、いつ流れるんじゃないかと心配

しておりますので、ひとつその辺また部長のほうから

一言言っていただけたらなと思っていますので、よろ

しくお願いしたいと思っています。 

 最後になります。県道東風平豊見城線でありますけ

れども、先ほど話し合いがあったと言っておりますけ

れども、豊見城市は言われることはやっているんです

よ。照明灯をつけなさい、１カ月後、はいということ

ですぐ照明灯をつけました。その後、何度も何度も２

度も３度も県警含めて南部土木も含めて議論をしてい

るんだけれども、話が進まない。これはどういうこと

かなんですけれども、きょう県警本部長も初めてです

けれども、ちょっと答弁お願いします。部長も。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 県道東風平豊見城線に

おきまして、昨年７月４日に発生した事故であります

けれども、これは原付バイクが道路の左側に設置をさ

れたガードパイプの支柱に衝突した死亡事故でござい

ます。同場所の付近では平成23年にも死亡事故が発生

をしていたということも踏まえまして、県警察といた

しましては、７月11日に道路管理者及び自治体――豊

見城市でありますけれども――こちらに呼びかけをし
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て、合同で事故現場調査を行ったところであります。

そして南部土木事務所のほうに、ガードパイプ支柱の

撤去とクッションドラムの設置、豊見城市役所に街灯

の設置を要請したところでありまして、それを受けま

して豊見城市及び県におきましてそれぞれ対策がなさ

れたものと承知をしているところでございます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 島袋 大君。 

○島袋  大君 ですから街灯はつけたんですよ。そ

の後、このポールもやわらかいものにしてくれとか、

豊見城は約束どおり照明つけたからやってくれと頼ん

だんですよ。なかなか協議がされていないんですよ、

協議が。豊見城署も南部土木も。だから僕は行政間の

壁がある。約束事は守りなさいということですよ。２

人亡くなっているんですよ、この道で２人。３人目が

出たら大変なことになりますよ。しっかりとその辺は

引き取ってまた新たに協議をしていただきたいんです

けれどもいかがですか。早急に対応してほしいんです

が。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほども県警本部

長がお答えしたとおり、ことしの２月にはクッション

ドラムの設置とか仮設支柱の１メートルセットバック

などを行いました。今後のさらなる安全対策として、

議員からもいろいろと御指摘がございましたけれど

も、ラバーポールとかバリケードブロックあるいは滑

りどめ鋪装など、これは関係者間、県警さんとか市の

ほうともよく相談して８月中には着手する方向でやっ

ていきたいと考えております。 

○島袋  大君 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

   〔前島明男君登壇〕 

○前島 明男君 グスーヨー チューウガナビラ。 

 ワンネー 公明党・県民会議無所属の前島ンディイ

ヤビーン。 

 チューヤ 一般質問ヌ最後ヌ日ナトーイビーン。ク

ヌクトゥヌティ吉田議員トゥ順番交代サーニ 一般質

問セーヤーンディウムトーグトゥ ユタシク ウニ

ゲーサビラ。 

 それでは、質問に入ります。 

 ことしもまたあの日がやってまいりました。私に

とっても決して忘れることのできない悲惨な出来事で

あったからであります。 

 のどかな奄美から琉球政府立読谷高校２年生に４月

１日から転校したばかりの私にとりましては、余りに

もショッキングな出来事でありました。去る６月30日

で旧石川市の宮森小学校に米軍のジェット機が墜落事

故を起こしてから54年目を迎えました。事故現場では

遺族や多くの関係者が参列して、しめやかに慰霊祭が

行われたようですが、54年たった今でも悲しみは癒え

ることはありません。 

 去る６月30日の琉球新報の一面に、大きな見出しで

「最後まで読めない」の記事を涙なしで読めた人がい

たでしょうか。私は涙がとまらず、一気に読み終える

ことができませんでした。沖縄に米軍基地さえなけれ

ばとの思いでした。亡くなられた方々の遺族を初め、

後遺症で悩む方々や精神的な悩みを持っておられる

方々も多くいらっしゃると思われます。亡くなられた

方々の御冥福と、御遺族の方々の御多幸をお祈り申し

上げますとともに、一日も早く沖縄の米軍基地が整理

縮小され撤去されることを望んでやみません。 

 (1)、去る６月12日、県知事初め関係市町村長が国に

対し、平成25年度軍転協緊急要請活動をされました。

大きく２項目について要請されました。１つ目は、沖

縄における米軍施設・区域に関する統合計画について

であります。２つ目は、ＭＶ22オスプレイの普天間飛

行場配備についてであります。いずれにしても、将来

の沖縄の米軍基地のあり方に大きな影響を与えるとと

もに、沖縄の振興・発展の将来を左右する大きな転換

期になることから、政府が十分な説明を行うこと、ま

た、地元の意向を反映させ返還の加速化を図らなけれ

ばならないと考えます。そこで、要請に対し国側はど

のような対応をとったのか伺います。 

 (2)、仲井眞知事は、６月23日の沖縄全戦没者追悼式

の平和宣言の中で、普天間飛行場の県外移設と日米地

位協定の抜本的な見直しを明言されましたが、その大

意を伺います。仲井眞知事は、安倍首相初め小野寺防

衛相、岸田外相ほか大勢の国の幹部、そしてルース駐

日大使、数千人の県民の前ではっきりと沖縄県の立場

を主張されたことは、これが本当の県民の思いだった

ということを知らしめたと思います。しまくとぅばで

言うなら、「シタイヒャー ナマヤサ」の気持ちであ

りました。 

 大きな２番、経済問題についてであります。 

 (1)、アベノミクス政策の我が沖縄経済に与える影響

をどう見ているか。「３本の矢」、いわゆる金融緩

和、公共事業の拡大、成長戦略がうまくかみ合って初

めて効果を発揮するものだと考えますが、我が沖縄県

においてどのような状況にあるのか伺います。 

 (2)、那覇空港の国際貨物ハブ化は一応成功している

が、一方、那覇港の国際貨物ハブ化が遅々として進ま

ない理由は何か。 
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 (3)、東南アジアとの経済連携をもっと積極的に図る

べきだと考えるがどうか伺います。アジア各国の急激

な発展ぶりを目の当たりにして、経済戦略をアジアに

シフトして積極的な展開を図るべきではないかとの考

えからであります。 

 大きな３番、福祉政策についてであります。 

 国の住宅防音工事の補助対象地域内にあるにもかか

わらず、認可外の保育所だけ認可されなかったのはな

ぜなのか、理解に苦しむところであります。 

 (1)、嘉手納町関係者から県議会に、認可外保育所の

防音工事の要請が出されましたが、積極的にバック

アップすべきだと考えますがどうか伺います。 

 (2)、認可外保育園で働く保育士の平均給与は、認可

園と比較してどうなっているかを伺います。 

 大きな４番、医療行政についてであります。 

 (1)、「子宮頸がん予防ワクチン」の有効性と安全性

は国際機関のＷＨＯ（世界保健機構）もこのワクチン

を認め、推奨し、世界100カ国以上の国々で認証され

ておりますが、我が国において積極的な呼びかけが中

止になった理由は何か伺います。新聞やテレビで「子

宮頸がん予防ワクチン」の副作用について報道され、

不安になった女性も多くおられると思います。特に中

学生、高校生の保護者の皆さんは心配されていること

でありましょう。 

 そこで次のことを伺います。 

 子宮頸がんについて、現状と課題は何か、県の対応

を伺います。 

 (2)、風疹予防対策はどうなっているか。これまでの

経過、今後の対策を伺います。風疹の罹患者は、2013

年３月時点で既に2012年の１年分の患者数を上回り、

妊婦の罹患も報告されるなど、大きな社会問題となっ

ております。 

 妊娠初期の女性が風疹にかかると、風疹ウイルスが

胎児にも感染し、出生後に後遺症をもたらすと言われ

ております。風疹の流行は通常、夏場がピークで、厚

労省によると、ワクチン製造には約１年半かかるた

め、直ちに大幅な増産は見込めないそうであります。

よって同省は、妊娠を希望する女性や同居家族が優先

的に接種できるよう、自治体などに呼びかけていると

ころであります。 

 そこで、我が県の対策はどうなっているか伺いま

す。 

 ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時47分休憩 

   午前11時47分再開 

○議長（喜納昌春君）再開いたします。 

○前島 明男君 大きな５番、環境行政についてであ

ります。 

 食の安全・安心を守る立場から次のことを伺いま

す。  

 (1)、ＢＳＥの全頭検査見直しについて伺います。 

 ア、全頭検査をしないで県民の食の安全は守れるの

か。 

 イ、国は各自治体に対し、48カ月齢超に改正するよ

う見直しを要請してきているが、なぜなのか。 

 ウ、最初のＢＳＥ感染は飼料によるものだと言われ

ているが、飼料規制や検査はどうするのか。 

 (2)、公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場の

整備について、現状と課題、今後の取り組みはどう

なっているか伺います。 

 (3)、性暴力被害者ワンストップ支援センターについ

てであります。 

 性的暴力を受けた被害者が、何度もいろいろなとこ

ろへ足を運んで被害状況を説明するといった心身の負

担を軽減するとともに、初期医療の適切な支援を行う

ことにより、被害者の健康の早期回復を図ることを目

的としているわけですが、性暴力は今に始まったこと

ではないので、遅きに失した感がしないでもありませ

ん。これからでも積極的に取り組んでもらいたい。 

 そこで次のことを伺います。 

 ア、支援センターの設立準備状況を伺います。 

 イ、あらゆる機関の協力が必要だと思うが、設置形

態はどのように考えているか伺います。 

 大きな６番、観光行政についてであります。 

 沖縄の観光産業は、沖縄の経済を引っ張る大きなエ

ンジンの一つだと言っても過言ではありません。そこ

で、いかにすれば観光客を呼び込めるのかが課題と

なってきます。自助努力はもちろんのことであります

が、国の大きな支援なくしては飛躍的な発展は難しい

と言わざるを得ません。 

 タイミングよくと申しますか、去る５月11日に太田

昭宏国交大臣が大臣として初めて来県された折に、県

内の観光業団体の皆さんが要請されました。それを受

けて、太田大臣は早速手を打たれ、沖縄の観光振興を

観光立国実現への推進力とするため、「沖縄観光振興

会議」を設置されたものであります。沖縄にとって何

と心強いことでありましょうか。 

 そこで次のことを伺います。 

 (1)、ことしの４月、５月の観光入域客がそれぞれ約

10％アップしたとのことですが、原因は何か。また、

今後の対策はどうなっているか伺います。 
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 (2)、外国人観光客は待っていてはふえません。今年

度のトップセールスの計画はどうなっているか伺いま

す。 

 (3)、外国人観光客をもてなす方法をどのように計画

しているか。 

 (4)、去る６月４日「沖縄観光振興会議」の初会合が

沖縄総合事務局内で開かれましたが、その内容と今後

の対策はどうなっているか伺います。 

 大きな７番、教育行政についてであります。 

 教育庁内におきましては、新年度から教育行政ベテ

ランの諸見里新教育長を迎えた新体制のもとで船出を

されましたが、本県の抱える教育課題は多岐にわたっ

ているものと思慮されます。諸見里教育長におかれて

は、本県の児童生徒が自信と誇りを持って学業に専念

できるような教育方針を打ち立ててもらいたいと期待

するものであります。 

 そこで次のことを伺います。 

 (1)、学力向上対策も大事ですが、本県の道徳教育は

どうなっていますか。 

 (2)、各地域の生徒に自信と誇りを持ってもらうた

め、地域の歴史教育はどう取り組んでいるか伺いま

す。 

 (3)、ＮＩＥの学校教育における効果と、社会教育に

おける効果と取り組みはどうなっているか伺います。 

 ８番、我が会派の代表質問に関連して伺います。 

 金城勉議員の、７番、教育庁についての(4)、難聴児

童の補聴器助成についてであります。 

 御答弁を聞いて驚いたのは、難聴児童の多いことで

した。重度の難聴児童生徒は、小中校生合わせて66名

とのことですが、どの程度の補助があるのか教えてい

ただきたい。 

 (1)、軽・中等度難聴児童生徒への助成については、

障害者総合支援法において現在適用外となっていると

のことでありますが、このことについて教育長はどの

ように考えておられますか。 

 (2)、難聴児童生徒の学力は、他の生徒と比較してど

のようになっておりますか。 

 (3)、補聴器の最も安い値段と、最も高い値段は幾ら

ですか。 

 (4)、御答弁の終わりに、軽・中等度難聴児童生徒へ

の助成については、障害者総合支援法の適用拡大が望

まれますという表現で締めくくっておられますが、何

かしら他人任せのような気がしてなりません。沖縄の

教育界から政府に対して声を上げるお考えはありませ

んか伺います。 

 以上です。答弁によっては再質問をさせていただき

ます。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの前島明男君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので

午後に回したいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

   午後１時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の前島明男君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 前島明男議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、福祉政策に係る御質問の中で、嘉手納

町関係者の要請への対応についてという御趣旨の、こ

れは認可外保育施設の防音についての御質問です。 

 認可外保育施設につきましては、認可保育所と同様

に児童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保

する必要があると認識いたしております。このため、

沖縄県では、認可外保育施設を防音対策事業の補助対

象施設とするよう、国に要請したところであります。

次年度には実現できるよう国に働きかけてまいる所存

でございます。 

 次に、環境行政に係る御質問の中で、公共関与管理

型最終処分場の整備に係る御質問に答弁いたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備につきまし

ては、地元の理解と協力を得ながら進めることが重要

であると考えております。本年４月に開催されました

名護市の安和区民総会において、条件つきで同意をい

ただいたところであります。 

 沖縄県としましては、今後、基本合意書の締結に努

めますとともに、名護市と連携して地元の振興策など

について連絡協議会等を設置し、管理型最終処分場の

早期整備を図っていく考えでおります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 政治問題についての御

質問の中で、軍転協要請の国の反応と今後の取り組み

についてお答えいたします。 

 去る６月12日、知事が直接、軍転協を通じ、安倍総

理大臣を初め防衛大臣、外務大臣、沖縄担当大臣へ統

合計画について移設内容の具体的な説明、跡利用計画

の円滑な実施に配慮すること、地元意見を聴取する場
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の設置、また、オスプレイについて配備計画中止や配

置分散の実施を要請したところであります。要請に対

して、安倍総理大臣より、計画の実施に当たっては、

県・市町村と相談しながら円滑に進めていきたいとい

う趣旨の発言があったところであります。また、オス

プレイに関しては、県の要望である配備計画の見直し

や分散移転について具体的な発言はありませんでし

た。 

 今後も、引き続き軍転協等を通じて政府に対し統合

計画の確実な実施等を初め、沖縄の基地負担の軽減を

求めてまいります。 

 次に、６月23日の平和宣言の内容についてお答えい

たします。 

 普天間飛行場の移設問題について、県は、地元の理

解が得られない移設案を実現することは事実上不可能

であり、他の都道府県の既に滑走路がある場所への移

設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策であると

考えております。また、日米地位協定については、米

軍基地をめぐる諸問題の解決を図るためには米側に裁

量を委ねる形となる運用の改善だけでは不十分であ

り、抜本的な見直しが必要であると考えております。

政府においては、こうした意見に耳を傾け、真摯に受

けとめていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 経済問題についての御

質問の中の、アベノミクスの沖縄経済への影響につい

てお答えいたします。 

 アベノミクスの沖縄経済への影響としては、円安を

背景とした観光客数の増加、企業業績が回復し設備投

資や賃金が上昇することにより消費が増加すること

で、将来的に県経済への好影響が期待されます。県経

済の現状としては、観光では平成25年第１・四半期の

入域観光客数が前年同期と比べて6.5％増加するな

ど、好調に推移しています。また、雇用では完全失業

率が平成25年第１・四半期で6.1％と前年同期と比べ

て1.0ポイント改善しております。一方で、輸入価格

の上昇も懸念されることから、引き続きアベノミクス

の影響について注視してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 経済問題について

の御質問の中で、那覇港の国際貨物のハブ化について

の御質問にお答えいたします。 

 那覇港においては、アジア・太平洋地域における急

速な経済発展に対応し、同地域内における地理的優位

性を生かした国際海上コンテナ輸送の中継地点とし

て、高規格・高能率コンテナ埠頭を初めとする国際物

流関連産業の集積する国際流通港湾機能の拡充を図る

ことを目指して整備を進めてまいりました。しかしな

がら、過去10年間で上海以南の中国沿岸部では、広

州、アモイ等の港湾が急速な発展を遂げ、大型コンテ

ナ船が直接乗り入れることが可能となってきた一方

で、那覇港は施設整備が立ちおくれており、港湾サー

ビスの競争力が十分でないこと、また、総合物流セン

ター等が未整備であるなど国際物流機能の面でも立ち

おくれている状況であります。このため、那覇港は、

臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成を

促進し、ガントリークレーン３、４号基の整備、総合

物流センター整備の計画など関連施設の整備を図って

いきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 経済問題についてと

いう御質問の中の、東南アジアとの経済連携について

という趣旨の御質問にお答えいたします。 

 東南アジアは経済発展が著しい地域であり、域内人

口も６億人を超え、今後も大きな経済成長が見込まれ

る有望な市場であると考えております。東南アジアに

おける沖縄県の拠点として、シンガポールとバンコク

に委託駐在員を配置し、県産品の販路拡大、観光誘客

等に努めております。 

 今後も海外事務所、委託駐在員の機能を強化し、さ

まざまな形で東南アジアとの経済連携を進めてまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉政策についての

御質問の中で、認可外保育施設の保育士の給与につい

てお答えいたします。 

 平成23年度に県が実施した調査によりますと、保育

士等の月額平均給与は認可保育所では16万6700円、認

可外保育施設では12万6000円であり、その差額は約４

万円となっております。なお、この数値には保育士の

ほか、看護師、調理員等が含まれています。保育士の

処遇改善は保育の質の向上にもつながることから、認

可外保育施設に対しては、今後新たな支援策を検討し

ていきたいと考えております。 
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 次に、医療行政についての御質問の中で、子宮頸が

んの現状と課題及び対応についてお答えいたします。 

 子宮頸がんは、主に性交渉で感染するヒトパピロー

マウイルスの持続的な感染が原因で発症します。国

は、今年度から子宮頸がん予防ワクチンを定期接種と

位置づけて接種を開始しました。しかしながら、副反

応の発生が問題となったため、さらなる情報収集が必

要と判断し、６月14日付で積極的に勧奨すべきでない

と通知しております。 

 県としては、国の方針を踏まえた対応を図るよう市

町村に周知するとともに、国の調査に協力することと

しております。また、県民に対しては、ワクチンの効

果及び副反応について情報を提供しているところであ

ります。 

 次に、風疹の経過と対策についてお答えいたしま

す。 

 全国の風疹患者数は、本年１月から６月16日までに

１万822人となっており、昨年１年間の4.5倍と急増し

ております。県内の患者数は、昨年が46人で、ことし

は１月から６月19日までに38人となっております。風

疹の対策については、予防接種を推進することが重要

となっており、県においては、ホームページやマスコ

ミ等を通じて普及啓発を行っております。また、市町

村においてもホームページや広報誌への掲載、リーフ

レットやポスター等により呼びかけております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境行政についての

中で、全頭検査を見直した場合の食の安全についての

御質問にお答えします。 

 食品安全委員会は、科学的知見に基づきＢＳＥ検査

対象月齢を48カ月齢に引き上げたとしても人への健康

影響は無視できると評価しました。このことから、国

は、ＢＳＥ検査対象月齢を48カ月齢に引き上げる省令

を改正しています。 

 県としましては、これらを踏まえ、検査対象月齢を

引き上げても県民の食の安全を確保できると判断し、

48カ月齢を超えた牛に限定したＢＳＥ検査を実施する

こととしました。なお、７月１日から全国一斉に同様

の措置がとられたところであります。 

 同じく環境行政についての中で、国が全頭検査見直

しを要請した理由についての御質問にお答えします。 

 国産牛肉が科学的見地から安全と判断されているに

もかかわらず公費で全頭検査を継続することは、国産

牛肉の安全性について誤ったメッセージを発信し、流

通に混乱を招くおそれがあります。また、一部の自治

体が全頭検査を実施した場合、市場に検査実施と検査

未実施の牛肉が混在し、混乱が生じます。このことか

ら、国は、全国一斉に全頭検査を見直すよう要請した

ものです。 

 同じく環境行政についての中で、ワンストップ支援

センターの設立準備状況と設置形態についての御質問

にお答えします。５の３(ｱ)と５の３(ｲ)は関連しますの

で一括してお答えします。 

 県では、性暴力被害者ワンストップ支援センターの

開設に向け、情報収集及び課題の検討を行うため、医

療関係機関、相談支援機関などを構成員とする検討会

議を平成25年５月に設置いたしました。課題として

は、産婦人科医療の行える病院との連携、相談員の育

成を含めた人材及び運営費の確保などが挙げられてお

ります。 

 今年度は計５回ほど検討会議を開催し、次年度中の

設置を目指して、本県の実情に即した支援センターの

運営体制や拠点病院の確保、具体的な連携方法などに

ついて検討を行ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 環境行政についての

御質問の中で、ＢＳＥの飼料規制や検査についてお答

えいたします。 

 国内では、平成13年に初めてＢＳＥが確認されまし

た。本病は、ＢＳＥプリオンに汚染された動物性タン

パク飼料である肉骨粉の給与が蔓延の原因であるとさ

れております。国は、ＢＳＥの発生を予防するためガ

イドラインを制定し、反すう動物用飼料については製

造過程から給与まで、動物性たんぱく質が混入しない

ように定めております。また、輸入飼料の原材料と小

売業者の届け出を義務化し、汚染防止の監視を強化し

ております。 

 ＢＳＥ発生防止のための検査につきましては、独立

行政法人・農林水産消費安全技術センターが抜き打ち

で飼料工場等に立ち入りし、平成23年度は飼料中の肉

骨粉等の検査を451点実施しております。 

 県におきましては、平成24年度に畜産農家や飼料工

場等、合わせて131カ所を立入検査し、適正な使用及

び製造を確認しております。 

 県としましては、今後とも監視を継続し、飼料の安

全性を確保してまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 
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   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 観光行政に

関する御質問の中の、入域観光客数の増加要因と今後

の対策についてお答えいたします。 

 平成25年度の入域観光客数は、前年同月比で４月が

9.6％、５月が10％の増となっており、おのおの過去

最高を記録しております。観光客数の増加について

は、県や観光関連事業者による年間を通じたプロモー

ションに加え、円安による国内旅行や外国人訪日旅行

の需要の高まり、ことし３月の新石垣空港の開港、外

国航空路線の拡充などが要因になったと考えておりま

す。 

 今後は、平成25年度の入域観光客数の目標値である

630万人の達成に向け、国内客については季節ごとに

ターゲットを明確にしたプロモーションを展開すると

ともに、沖縄の島々が持つ魅力ある観光資源を活用し

た文化資源活用型観光やスポーツ・ツーリズムなど付

加価値の高い観光を推進してまいります。外国客につ

いては、平成24年度に策定した沖縄観光のブランドロ

ゴを活用し、世界水準の観光・リゾート地としてのイ

メージを浸透させつつ、効果的なプロモーションを実

施するとともに、航空会社等に路線開発やチャーター

便の就航などを働きかけてまいります。 

 次に、トップセールスの計画についてお答えいたし

ます。 

 県においては、ことし５月に韓国の航空会社に対す

る高良副知事を筆頭とするトップセールスを実施して

おります。その結果、ジンエアーの増便が決定したほ

か、他の航空会社からも新たなチャーター便就航の可

能性が示されており、大きな成果を上げることができ

ました。今月７月には北京の航空会社等に対するトッ

プセールスを予定しており、引き続き効果的なプロ

モーションに取り組んでまいります。 

 次に、外国人観光客に対するおもてなしについてお

答えいたします。 

 沖縄県では、関係機関や観光関連事業者等と連携

し、外国人観光客の満足度や県民のホスピタリティー

の向上に向けた取り組みを推進しております。具体的

には、県民が外国人を含む観光客を温かく迎え入れる

機運の醸成に向けて、「めんそーれ沖縄県民運動」を

実施するほか、外国人観光客の受け入れに必要な従業

員向けの語学研修への支援や沖縄特例通訳案内士の育

成、外国語情報コールセンターの設置等を行っており

ます。また、Ｗｉ－Ｆｉ機器や海外カード対応のＡＴ

Ｍ等の導入を支援するほか、外国語観光案内板の設置

を推進しております。 

 県としましては、今後とも外国人観光客の受け入れ

環境を充実強化し、満足度向上を図っていきたいと考

えております。 

 次に、沖縄観光振興会議の内容と今後の対策につい

てお答えいたします。 

 沖縄観光振興会議は、沖縄観光のさらなる発展が県

の振興のみならず、日本全体の観光振興を牽引するエ

ンジン役として期待されることから、国・県・観光関

係事業者等が広く連携する場として国により設けられ

たものであります。第１回会議におきましては、那覇

空港第２滑走路増設、ＣＩＱ体制の強化、入域観光客

数の平準化など、沖縄観光に係る諸課題について意見

交換を行っております。 

 今後は、これらの課題を解決する実効性のある施策

について協議を重ねられていくものと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 教育行政についての御質

問で、道徳教育についてお答えいたします。 

 道徳教育は、学習指導要領に基づき、豊かな心を育

み、人間としてのあり方・生き方を自覚させ、道徳性

を育成することを狙いとして実施しております。小中

学校においては、道徳の時間をかなめに、命の大切さ

や思いやりの心、規範意識や公共心、伝統と文化の尊

重など、「豊かな心」を教育活動全体を通して育んで

おります。高等学校においては、公民科やホームルー

ム活動を中心に、社会の一員としての自覚を主体的に

深める学習が行われております。 

 県教育委員会としましては、今後とも幼児・児童生

徒の豊かな心を育む教育を重視し、積極的に推進して

まいりたいと考えております。 

 次に、地域の歴史教育の取り組みについてお答えい

たします。 

 小中学校における地域の歴史教育については、社会

科や総合的な学習の時間等で地域の人材を活用するな

ど、あらゆる教育活動の機会を通して取り組んでおり

ます。高等学校においては、日本史の授業や学校設定

科目等により、地域の教材を創意工夫して授業に取り

組んでおります。 

 県教育委員会としましては、今後とも地域の歴史や

文化に誇りの持てる児童生徒の育成に努めてまいりま

す。 

 次に、学校教育等におけるＮＩＥの効果についてお

答えいたします。 
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 新聞を教育活動に活用するＮＩＥは、児童生徒が社

会的事象に興味・関心を持つとともに、思考を深め、

文章力・表現力の向上につながるものと認識しており

ます。また、家族のコミュニケーションを育み、社会

の一員として地域とのかかわりを深めるなど、社会教

育においても有益であると考えております。 

 県教育委員会としましては、今後とも学校、家庭、

地域をつなぐ役割を果たすＮＩＥを奨励し、児童・生

徒の思考力・判断力・表現力等の育成を図ってまいり

ます。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、補聴器の助成についてお答えいたします。 

 軽・中等度難聴児童生徒への補聴器助成につきまし

ては、現在のところ本県では行われておりません。ま

た、障害者総合支援法において、現在適用外となって

いることから、同法の適用拡大が望まれるところで

す。 

 次に、補聴器の現在の市販価格は２万円程度から、

高価なもので40万円以上のものがあると聞いておりま

す。 

 県教育委員会としましては、聞こえに支障のある児

童生徒への学習面及び学校生活での支援は必要だと考

えており、支援等のあり方について関係部局等と連携

して取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 それでは再質問をさせていただきま

す。 

 まず、土木建築部長に御質問いたしますが、那覇港

の整備がおくれているために、国際物流の貨物がまだ

一向に、予想どおりふえないという状況にあるわけで

す。先ほど部長答弁の中で、シンガポールその他の港

湾が非常に整備をされてきているという答弁でしたけ

れども、これは卵が先か鶏が先かの議論じゃないんで

すが、外国の貨物を受け入れて物流の中継基地として

発展させていくためには、やはり港の整備が一番重要

だと思うんですよ。今、ガントリークレーンは２基あ

りますよね。新年度にあと２基を追加予定だというこ

となんですが、それも非常に重要なことなんですけれ

ども、その以前に港湾の整備、ヤードの整備、そう

いったもの等をもっと早急にやるべきだというふうに

思うんですよ。非常に遅々として進まない、そういう

状況が立ちおくれている原因だというふうに思うんで

すが、もっと積極的に港湾の整備はできないものです

か。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 御指摘のとおり、

港湾の整備についてはかなり長い年月をかけてやって

いるわけですけれども、最近になってこの一括交付金

の活用などが図られるような状況が生じたために、ガ

ントリークレーンも３号基、４号基と立て続けに整備

することになりましたし、総合物流センターなども今

後、整備が進んでいくというような状況下にありま

す。 

 また、そういうハード整備とともに、またポート

セールスのようなソフト部分の対策も同時に図ってい

くべきというふうに考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 部長、海外のシンガポール、マレー

シアそれから香港、そのあたりの港湾がどうなってい

るか、それを一遍見てくる必要があると思うんです

が、視察したことがありますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） ことしの初めに実

は視察するチャンスはあったんですけれども、私

ちょっと行けませんで、別の関係者が行っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 海外の港湾の整備に比べると、非常

におくれています。シンガポールあるいは上海なん

か、ガントリークレーン何十基ですよ。10基、20基

じゃないですよ。私、現に見てきましたけれども。そ

れに比べると、沖縄はまだたった２基でしょう。太刀

打ちしようという考えも毛頭ありませんけれども、そ

れにも増して、そういうことは除いても港湾の整備、

知事にお願いしたいんですが。那覇港の港湾整備、非

常におくれていると思いませんか。もっとこれは予算

をつぎ込んで積極的に整備をしていかないと、今の状

況じゃ、あと５年、10年たっても買い上げる荷物来ま

せんよ。私はそういう気がしてなりません。ですか

ら、もっと積極的にこの港湾の整備に力を入れていた

だきたいんですが、いかがですか知事。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 議員のほうから海

外の港湾のお話などもございましたので、そういった

ものも参考にしながら、港湾の整備にはより一層、那

覇港管理組合などともともに力を入れてやっていきた

いと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 この港湾整備についてもっと議論し

たいんですが、ちょっと時間がありませんので……。 

 教育長にちょっと質問をさせていただきますが、補
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聴器の件なんですけれども、いわゆる難聴のために正

常な児童生徒の皆さんとかなり私、差があると思うん

ですよ。ですから、それを解消するためには難聴の児

童、軽・中等度の子供たちにも何らかの形でこの補聴

器を、教育委員会でそれを購入して、確保して、貸し

てあげるというような方法はとれないですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 例えば、障害者支援法の

拡大を県教育委員会が主体的にやるというのはちょっ

と厳しい点があるんですけれども、所管外でですね。

ただ、この辺が県教育委員会が買い上げて貸し付ける

となりますと、先ほど数値を申し上げましたところで

はございますけれども、それがかなりの数に上るもの

ですから、予算面からどういうふうにできるか、勉強

させていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 前島明男君。 

○前島 明男君 教育長、予算がないから、かと言っ

て、そういう難聴の子供たちをほっておくんですか。

かなり学力の差が出てまいりますよ。年々、一年一

年、結局ことしやった例えば１年生が、完全に学業を

マスターできない。それを積み残してまた２年、３年

になっていく。徐々に学力の差は開いていきます。そ

ういう子供たちがおったらほっておけませんよ。です

から、これは福祉の問題とも絡んできますけれども、

学校、児童生徒の問題ですから、これは教育長のほう

で積極的に取り組んで、その難聴児童生徒に手厚い方

法をお願いしたいというふうに思います。 

 以上で終わります。ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

   〔中川京貴君登壇〕 

○中川 京貴君 皆さん、こんにちは。 

 自由民主党の中川京貴でございます。 

 一般質問を通告しております。順次質問をしていき

たいと思います。 

 質問をする前に、まず仲井眞知事にお礼を申し上げ

たいと思います。 

 先月、私ども嘉手納町議会、徳里議長を中心とする

嘉手納町議会から認可外保育所の防音工事についての

要請、公務御多忙の中、知事が対応していただきまし

たことを感謝申し上げたいと思っております。それ

と、沖縄県認可外保育所の役員の皆さんが、知事に直

接要請したいということで、知事は本当に忙しい中、

対応したことも含めてお礼を申し上げたいと思いま

す。また、議員、各会派の皆さんも、認可外保育所の

役員の皆さんがぜひ行政はもちろん、議会の皆さん一

緒になってこの子供たちの防音工事の問題、教育と医

療、福祉、その辺ではやっぱり格差があってはいけな

い。同じ環境の中で子供たちが同じ教育を受ける権利

があるということで、各会派の皆さん方が対応してい

ただいたことも感謝申し上げたいと思っております。 

 それでは、質問します。 

 米空軍嘉手納基地所属Ｆ15イーグル戦闘機が、平成

25年５月28日、国頭村安田の南東約59キロ沖合の海上

に墜落した。事故発生後、在沖米空軍はわずか２日後

には、所属する全てのＦ15イーグル戦闘機の点検を終

了し、安全性が確認されたと墜落原因の究明を待たず

に飛行訓練を再開しております。嘉手納基地周辺にお

いては、騒音発生回数も６月は１日平均100回以上、

多い日で17日月曜日に嘉手納地域112回、屋良地域163

回、兼久地域107回、最高音はほぼ毎日90デシベル以

上、特に屋良地域においては、８日土曜日、午前10時

39分に100デシベル以上を測定しております。 

 それでは質問いたします。 

 １、米軍基地問題について。 

 (1)、Ｆ15戦闘機墜落事故について。 

 (2)、嘉手納基地・普天間基地の騒音対策について。 

 (3)、沖縄県による航空機騒音による健康への影響に

関する調査について。 

 (4)、嘉手納飛行場周辺での大気汚染物質及び悪臭物

質調査について。 

 ２、防音工事について。 

 (1)、公立認可保育所防音工事の実績と件数につい

て。 

 (2)、本県における75Ｗ以上防音工事区域による認可

外保育所の件数について。 

 (3)、認可外防音工事実施について。 

 (4)、防音工事対象拡大について県の取り組みは。 

 (5)、防音工事の手続の簡素化について。 

 (6)、県営団地の防音工事が対象となっている件数と

手続について。 

 ３、比謝川の河川管理について。 

 (1)、比謝川河川管理範囲と年間の維持管理内容など

について。 

 (2)、比謝川の河川環境整備事業について。 

 (3)、河川しゅんせつの状況について（河川に堆積し

た土砂等のしゅんせつの対応は)。 

 (4)、比謝川の生体物及び海への影響は発生していな

いか。 

 (5)、比謝川に関係する地元自治体からの要望につい

て。 

 ４、文化・観光振興について。 

 (1)、沖縄国際映画祭による経済効果または実績と取
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り組みについて。 

 (2)、沖縄にハワイから豚を運んだ７名の勇士につい

て。 

 戦前は沖縄の島々全島で約10万頭もいたと言われる

豚は生活をともにし、沖縄の食文化であり必要不可欠

であった。やがて太平洋戦争が始まり建物も家も豚小

屋も全て艦砲射撃または空爆により焼け野原になって

しまった。沖縄戦終結から３年後、食料が乏しい沖縄

にハワイの沖縄県移民の皆さんが募金を集め、１カ月

にも及ぶ苦難の航海の末、ＯＷＥＮ号で550頭の豚を

沖縄に送り届けた７名の勇士がいる。沖縄に届いた豚

は、３年間で10万頭にふえ沖縄の食糧危機を救った。

この歴史的な事実を沖縄県民はもちろん、子供たち、

孫たちに伝承していく一つとして沖縄県の教科書また

は映画化により広く広める必要はないか。 

 (3)、琉球時代に中国からカンショ(芋)を持ち帰 

り、カンショを広く琉球に広め食糧危機を救った野國

總管や儀間真常の歴史的事実を教科書や映画化はでき

ないか。 

 (4)、琉球新報に連載されている沖縄の空手家「喜屋

武朝徳氏(チャンミー）」1870年（明治３年）、琉球

士族の三男として首里儀保村に生まれる。15歳のとき

に松村宗棍から「唐手」の指導を受ける。17歳で上京

し二松学舎で学ぶ。26歳で帰郷。その後松茂良興作

ら、首里手・那覇手・泊手の指導者に師事。38歳のと

きに首里王府の直轄地・読谷村牧原に移住。40歳のと

きに比謝橋近くに居を構え、学校や警察署などで空手

の指導を始める。喜屋武朝徳氏（チャンミー）の記録

誌または映画化はできないか。 

 ５、沖縄の食文化であるヤギ生産に向けての県の取

り組みについて。 

 (1)、全島山羊フェスティバルについて、全島山羊

フェスティバルを開催することにより、農家の生産意

識・資質向上が高まり、優良ヤギ等に仲井眞知事賞を

初め、喜納昌春議長賞、部長賞など、畜産農家育成・

ヤギ愛好者普及のため、ヤギ文化沖縄県として取り組

む必要はないか。 

 (2)、ヤギ農家数の飼育状況（北部・中部・南部・離

島）について。 

 (3)、牛の海綿状脳症全頭検査の見直しについて、食

品安全委員会の評価結果（ＢＳＥ検査）対象月齢を48

カ月齢超に引き上げた背景と県の対応について。 

 (4)、今回の省令の趣旨であるが、主な理由は48カ月

以内の牛であれば著しくリスクが低いが、食べても安

全ということか。 

 (5)、今回の省令の改正では、牛（ＢＳＥ）だけに限

定され、ヤギ（ＴＳＥ）が対象になっていないのはな

ぜか。 

 (6)、これまで日本ではＴＳＥ（ヤギの海綿状脳症）

が発生したことはあるか。 

 (7)、ＢＳＥまたはＴＳＥ検査に伴い農家に規制がか

かっております。牛・ヤギの屠畜・解体に県の助成制

度ができないか。現在、牛の屠畜料１万9290円、ヤギ

の屠畜料7841円、豚の屠畜料2995円です。 

 (8)、牛の年齢が識別できる個体について、これまで

危険部位とされていた頭部・枝肉・脊髄・内臓等も利

用できるのか。 

 ６、農林水産振興について。 

 (1)、平成23年度・24年度の台風による県内被害状況

について、その概要と最も被害を受けた農林水産業の

状況と予測される今後の対策について。 

 (2)、農産物等への影響は甚大であるが、県の支援は

どうなっているか伺いたい。 

 (3)、平成23年度・24年度の南大東の台風被害につい

て。 

 答弁を聞いて再質問をしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 中川京貴議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず、文化・観光振興に係る御質問の中で、沖縄国

際映画祭に対する県の取り組みについての御質問にお

答えいたします。 

 ことし３月に開催された第５回沖縄国際映画祭は、

来場者42万2000人、取材メディア150社、テレビ番組

73本となっております。沖縄の魅力発信に貢献したも

のと考えているところです。また、メディア広告換算

で28億円を超える経済効果があったと発表されており

ます。沖縄県は本映画祭に対し、番組制作やプロモー

ション、海外メディア招聘等の支援を行っておりま

す。 

 次に、沖縄の食文化に係る御質問の中で、山羊フェ

スティバルの開催についての御質問にお答えいたしま

す。 

 沖縄県におきましては、昔からヤギ料理の食文化が

定着しております。沖縄県では、肉専用のボア種を活

用し、食味がよく、産肉性の高い「おきなわブランド

山羊」を増産して、県内自給率の向上を目指している

ところでございます。 

 山羊フェスティバルにつきましては、生産者の生産

意欲を高め、そして消費者へのＰＲ効果もあるため、

必要と考えております。沖縄県といたしましては、関
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係機関と連携をしながら、山羊フェスティバル開催に

向けて取り組んでまいる所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 米軍基地問題について

の御質問の中で、Ｆ15戦闘機墜落事故についてお答え

いたします。 

  去る５月28日に発生したＦ15戦闘機の墜落事故につ

いて、県は、翌日29日、米軍や関係機関に対し、原因

が究明されるまでの同機種の飛行中止、事故原因の徹

底的な究明と早急な公表、再発防止措置及びなお一層

の安全管理の徹底を申し入れました。それにもかかわ

らず、事故から２日後に同機種の飛行が再開されたこ

とは、県民の不安を増大させるものであり遺憾であり

ます。県としましては、今後とも米軍による事件・事

故の防止について、渉外知事会、軍転協とも連携を図

りながら、あらゆる機会を捉えて日米両政府に対し求

めてまいります。 

 次に、嘉手納基地と普天間基地の騒音対策について

お答えいたします。 

 県では、嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺地域に

おける航空機騒音について、関係市町村と連携しなが

ら騒音測定を実施し、把握しているところでありま

す。平成８年に日米両政府で合意された航空機騒音規

制措置については、米軍の任務に必要とされる場合

は、必ずしも規制措置に拘束されない内容となってお

り、飛行場周辺の住民の負担を軽減するためには、同

規制措置の厳格な運用が必要であると考えておりま

す。県としましては、今後とも騒音の実態調査を行う

とともに、地元市町村とも連携しながら、航空機騒音

の軽減に向けて一層の改善を図るよう日米両政府に求

めていきたいと考えております。  

 次に、防音工事についての御質問の中で、防音工事

対象拡大についてお答えいたします。 

 県は、嘉手納飛行場及び普天間飛行場における航空

機騒音等の軽減を図るため、政府に対し、防音工事対

象区域の拡大等、騒音対策の強化・拡充について求め

ているところであります。平成23年12月の軍転協要請

に対する政府回答によると、現在、嘉手納及び普天間

飛行場周辺に設置している航空機騒音自動測定装置の

測定結果を踏まえれば、住宅防音工事の対象区域とな

る第一種区域を拡大するような状況にないが、両飛行

場の飛行態様の変更や航空機騒音に係る環境基準の改

正・施行等も踏まえつつ、必要な調査の実施について

検討していくとのことであります。県としましては、

引き続き軍転協等関係機関と連携しながら、航空機騒

音対策の強化・拡充を政府に対して強く求めていきた

いと考えております。 

 次に、防音工事の手続についてお答えいたします。 

 住宅防音工事の具体的な手続や提出時期などについ

ては、防衛省の定める補助金交付要綱に基づき進めら

れていると承知しております。県としては、補助金交

付や工事施工に関し、政府においては住民の負担軽減

を第一に考え、手続の迅速化等、十分な配慮がなされ

る必要があると考えております。 

 次に、文化・観光振興についての御質問の中で、沖

縄に豚を送ったハワイ県系人の功績を広めることにつ

いてお答えいたします。 

 終戦後の混乱期にハワイの県系人７名が沖縄に550

頭の豚を送り届け、戦後の沖縄を救済したことは、広

く県民に知られているところであります。沖縄県は

「第５回世界のウチナーンチュ大会」において、県系

人の御遺族に感謝状を贈呈し、その功績をたたえてお

ります。このような歴史を未来に継承することは大切

であり、議員御提案の方策も含め、関係部局で検討し

てまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 米軍基地問題につい

ての中で、航空機騒音による健康影響に関する調査に

ついての御質問にお答えします。 

 県では、平成７年度から10年度の４年間にかけて、

嘉手納・普天間飛行場周辺を対象に「航空機騒音によ

る健康への影響に関する調査報告書」を取りまとめて

おります。同報告書によりますと、航空機騒音への暴

露が、幼児の身体的・精神的問題行動の増加要因とな

ること、学童の長期記憶や低出生体重児の出生率との

関連があること、長年の航空機騒音暴露による聴力損

失が疑われること等の健康影響が認められておりま

す。県としましては、県民の健康を保護し、生活環境

の保全を図るため、米軍等関係機関に対し航空機騒音

の軽減を強く要請しております。 

 同じく、米軍基地問題についての中で、嘉手納飛行

場周辺での大気汚染物質及び悪臭物質調査についての

御質問にお答えします。 

 嘉手納飛行場周辺での大気汚染物質及び悪臭物質調

査については、平成23年度に環境省が実測調査を実施

しております。その調査結果によりますと、大気汚染

物質については、二酸化窒素、二酸化硫黄、ベンゼン
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等の平均値は環境基準未満であった。また、悪臭物質

については、飛行場内の施設配置や活動内容、風向・

風速等の条件により、飛行場との敷地境界付近でにお

いを感じたものの、そのにおいの成分については特定

できなかったことなどが報告されております。 

 次に、沖縄の食文化であるヤギ生産に向けての県の

取り組みについての中で、ＢＳＥ全頭検査の見直しの

背景と、県の対応及び安全性についての御質問にお答

えします。５の(3)と５の(4)は関連しますので一括して

お答えします。 

 ＢＳＥ対策開始から10年以上経過し、国内外のＢＳ

Ｅリスクが低下したことから、食品安全委員会はＢＳ

Ｅ発生確認月齢や経口投与実験などの科学的知見に基

づき、ＢＳＥ検査対象月齢の引き上げについて評価を

行いました。国はこれを受け、検査対象月齢を48カ月

齢に引き上げても食の安全は確保できるとして省令を

改正しています。県としましては、これらを踏まえ、

48カ月齢を超えた牛に限定したＢＳＥ検査を実施する

こととしました。なお、７月１日から全国一斉に同様

の措置がとられたところです。 

 同じく、沖縄の食文化であるヤギ生産に向けての県

の取り組みについて、ヤギのＴＳＥ検査についての御

質問にお答えします。 

 ヤギについては、厚生労働省は検査対象月齢を見直

す予定はなく、今回の省令改正では対象外となってい

ます。平成17年に検査を開始してから10年に満たない

こと、検査の頭数が少なくデータの蓄積が十分でない

ことから、見直すまでには至っていないと考えられま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 防音工事についての

御質問の中で、公立・認可保育所の防音工事実績につ

いてお答えいたします。 

 沖縄防衛局に確認したところ、県内の公立・認可保

育所における防音対策事業の実績は、平成24年度まで

に15市町村において108施設あると聞いております。 

 次に、うるささ指数75以上の区域内にある認可外保

育施設の数についてお答えいたします。 

 国の防音対策事業において、うるささ指数75以上の

区域として指定されている第一種区域内の認可外保育

施設数は、平成25年４月１日現在で97施設となってお

ります。 

 次に、認可外保育施設の防音工事についてお答えい

たします。 

 認可外保育施設については、認可保育所と同様に、

児童の健やかな成長のために適切な保育環境を確保す

る必要があると認識しております。そのため、沖縄県

では、認可外保育施設を防音対策事業の補助対象施設

とするよう、国に要請したところであります。次年度

には実現できるよう国に働きかけてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 防音工事について

の御質問の中で、県営住宅の防音工事の件数と手続に

ついての御質問にお答えいたします。 

 県営住宅のうち防音工事の対象となっているのは、

砂辺団地ほか９団地1701戸であります。住宅防音工事

の手続は、「県営住宅の設置及び管理に関する条例」

に基づき、入居者が県に模様がえ申請を行い、県の承

認を得た上で、沖縄防衛局に補助金申請を行うことと

なっております。 

次に、比謝川の河川管理についての御質問の中で、

比謝川河川管理の範囲と年間の維持管理内容などにつ

いての御質問にお答えいたします。 

 比謝川は、全延長16.2キロメートルで、このうち沖

縄市胡屋から嘉手納町水釜の河口に至る15.9キロメー

トルが県の管理する二級河川区間となっております。

比謝川の維持管理費は、平成23年度は250万円、平成

24年度は166万円となっており、護岸や安全施設の補

修、除草、清掃、流木や土砂の撤去等を行っておりま

す。また、河川の清掃、除草に当たっては、ＹＯＵ・

遊・比謝川実行委員会等によりますボランティア活動

も行われており、官民一体となって良好な河川環境を

維持するよう努めているところでございます。 

 同じく比謝川の河川管理についての御質問の中で、

河川環境整備事業についての御質問にお答えいたしま

す。 

 比謝川河川改修事業は、沖縄市安慶田から嘉手納町

水釜の河口に至る延長13.2キロメートル、総事業費約

200億円となっております。事業は昭和54年度から進

めており、平成24年度末で、事業費ベースで60％の進

捗率となっております。平成25年度は、沖縄市八重島

地区の「かやま橋」から沖縄市越来地区の「せいし

じゃー橋」までを重点的に整備していく予定となって

おります。なお、河川整備に際しては、良好な自然環

境や水際の多様性が形成される多自然川づくりを行っ

ております。 

 同じく比謝川の河川管理についての御質問の中で、

河川しゅんせつの状況及び地元自治体からの要望につ
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いての御質問にお答えいたします。３の(3)と３の(5)ア

は関連いたしますので一括してお答えいたします。 

 地元の嘉手納町からは、屋良城跡公園で地域の祭り

が毎年実施されることに伴い、当該箇所の清掃やしゅ

んせつについて、ことし５月やそれ以前にも同様の要

望がございました。比謝川のしゅんせつについては、

平成16年度から祭りの開催時期に合わせて毎年実施し

てきたところであります。治水上のしゅんせつについ

ては、今後とも必要に応じ実施する予定でございま

す。また、公園区域でもある「せせらぎ」について

は、公園管理者である嘉手納町と調整していきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企業局長。 

   〔企業局長 平良敏昭君登壇〕 

○企業局長（平良敏昭君） 本議会で初めて答弁の機

会を与えていただいた中川議員に感謝を申し上げま

す。 

 去る４月１日付で沖縄県公営企業管理者企業局長の

職を仲井眞知事から拝命いたしました、平良でござい

ます。前職に引き続き、よろしくお願い申し上げま

す。 

 それでは、御質問の比謝川の河川管理についての御

質問の中の、比謝川下流堰及び長田川取水ポンプ場の

設置による影響についてお答えいたします。 

 比謝川の下流堰やそのすぐそば、隣接する長田川取

水ポンプ場周辺においては、土砂の堆積やホテイアオ

イなどの浮き草の発生が見られます。このことから、

企業局においては比謝川の水生物及び河口周辺への影

響がないよう、土砂については２年から３年に１回の

頻度で除去しております。また、ホテイアオイ等の浮

き草については２カ月に１回程度の頻度で除去してお

ります。 

 それから続きまして、同じく比謝川の河川管理の中

の、地元要望に対する企業局の取り組み状況について

お答えいたします。 

 地元の環境団体からは、堰の撤去あるいは堰のかさ

下げ、魚道設置などの改善を図ってほしい旨の要望が

あります。一方で、改善に向けては、治水、利水など

の河川管理のあり方や隣接する屋良城跡公園の親水公

園としての機能維持など、解決すべき課題が幾つかあ

ります。 

 以上のことから、企業局としては、地元の嘉手納町

や読谷村、そして河川管理者である土木建築部と調整

を行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 文化・観光振興について

の御質問で、野國總管及び豚を運んだ７名の勇士の教

材化についてお答えいたします。４(2)イと４(3)イは関

連しますので一括してお答えします。 

 野國總管や儀間真常につきましては、県教育委員会

作成の道徳教育郷土資料「守礼」や市町村教育委員会

作成の社会科副読本等において教材化されておりま

す。主に道徳の時間や社会科等で活用されており、野

國總管や儀間真常の功績は県内児童生徒に広く周知さ

れております。 

 県教育委員会としましては、本県の発展を担ってき

た先人たちの業績について、児童生徒へ教え伝えるこ

とは重要なことだと考えます。「ハワイから豚を運ん

だ７名の勇士」につきましても、戦後の復興に大変貢

献した感動的な内容であり、今後、郷土愛等の視点か

ら教材化を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化・観光

振興の御質問の中の、野國總管、儀間真常、喜屋武朝

徳の映画等の制作についてお答えいたします。４の(3)

のアと４の(4)は関連しますので、恐縮ですが一括して

お答えさせていただきます。 

 野國總管や儀間真常が芋を普及させ食糧危機を救っ

たこと、空手家である喜屋武朝徳の逸話など、沖縄に

は感動的な史実が数多くあり、有望な文化資源になり

得るものであると認識しております。県においては、

沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業を初めとする

各種事業により、映画やアニメなど、民間事業者によ

るコンテンツプロジェクトの支援を行っております。

そのため、これらの史実をテーマとした映画の制作の

企画が提案された場合は、その支援の可能性について

検討してまいりたいと考えております。また、喜屋武

朝徳を初めとした空手界の偉人については、現在建設

準備を進めております空手道会館の資料展示施設にお

いて、空手界の偉人を紹介するコーナーを設け、その

教訓や伝説的な逸話、功績等を広く世界に発信すると

ともに、後世にもお伝えしてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 沖縄の食文化である
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ヤギ生産に向けての県の取り組みについての御質問の

中の、県内各地域のヤギの飼養状況についてお答えい

たします。 

 平成23年12月末の沖縄県家畜飼養頭羽数調査では、

沖縄県のヤギ飼養状況は、農家戸数1420戸、飼養頭数

8656頭となっております。各地域の農家戸数及び飼養

頭数の内訳は、北部574戸で3217頭、中部242戸で1378

頭、南部293戸で1789頭、宮古183戸で1374頭、八重山

128戸で898頭となっております。 

 次に、国内におけるヤギのＴＳＥ（伝達性海綿状脳

症）の発生についてお答えいたします。 

 ＴＳＥとは、伝達性海綿状脳症のことで、家畜では

牛や羊、ヤギなどの病気として家畜伝染病予防法によ

り、監視伝染病に指定されております。これまで日本

でのヤギにおけるＴＳＥの発生は、確認されておりま

せん。 

 次に、屠畜料金への県の助成についてお答えいたし

ます。 

 肉用牛及びヤギの屠畜には、屠場使用料、内臓処理

料、特定危険部位処理料及び冷蔵保管料等の諸経費が

必要となっております。県といたしましては、これら

の経費については、屠畜場の利用者が負担することが

基本であると考えており、屠畜費用の助成については

困難であると考えております。しかしながら、生産振

興の観点から総合的な対策が必要だと考えており、関

係機関と連携しながら総合的に検討していきたいと考

えております。 

 次に、農林水産振興についての御質問の中の、平成

23・24年度の台風による県内及び南大東村の農林水産

業の被害状況と今後の対策についてお答えいたしま

す。６の(1)、６の(2)、６の(3)は関連しますので一括し

てお答えいたします。 

 平成23年度の台風による農林水産業への被害の概要

は、１、農作物被害が約66億9000万円、２、農林水産

業施設被害が約７億5000万円、そのうち南大東村にお

ける被害は、サトウキビが約１億8000万円となってお

ります。平成24年度の台風による農林水産業への被害

の概要は、１、農作物被害が約27億7000万円、２、農

林水産業施設被害が約12億1000万円、そのうち南大東

村における被害は、サトウキビが約３億円となってお

ります。本県は、台風の常襲地域であることから、農

作物を守る防災農業を推進するため、沖縄振興一括交

付金を活用し、１、災害に強い栽培施設の整備、２、

農地防風林の整備などを実施しているところでありま

す。今後とも、沖縄振興一括交付金など各種施策を活

用し、持続的で安定した農林水産業の振興を図ってま

いります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 申しわけございませ

ん。１点、答弁漏れでございます。 

 沖縄の食文化であるヤギ生産に向けての県の取り組

みについての中で、牛の特定危険部位についての御質

問にお答えします。 

 牛の特定危険部位は、30カ月齢を超える場合、頭

部、脊髄、脊柱、回腸遠位部及び扁桃が対象です。30

カ月齢以下の場合は、回腸遠位部及び扁桃が対象と

なっており、対象以外の部位については食用として利

用できます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 再質問したいと思います。 

 まず基地問題ですが、知事、実は嘉手納飛行場周辺

においては、在日米軍再編に係る訓練移転が実施され

ました。しかし外来機の飛来によってその効果も実感

するに至っておりません。それどころか、深夜・早朝

における騒音の発生も先ほど質問したとおりでありま

す。町民にとって厳しい状況が続いております。特に

海軍駐機場及び大型駐機場から発生する航空機騒音、

航空機排気ガスを伴い、町民は苦しんでおります。ぜ

ひ県としても騒音対策、騒音による健康への影響に関

する調査、基地周辺の大気汚染物質及び悪臭物質調査

について取り組んでいただきたい。 

 先ほど部長の答弁では、たしか平成７年から10年ま

で４年間その調査研究をしたと。たしかこの報告書だ

と思うんですが、これでよろしいでしょうか。（資料

を掲示） しかし、それから15年もたっております。

まさにその当時と違ってＦ22ステルス戦闘機や外来機

等が嘉手納飛行場、普天間、オスプレイも初め基地負

担軽減になっておりません。県としてはそういう調査

をする予定はないか、お聞きしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 県が平成７年度から

10年度の４年間にかけて行った調査は、一地域におけ

る航空機騒音の調査としてはかなりほかに類例を見な

いほど大規模な調査で、専門家によってほぼなし得る

限りの調査が行われたと考えているところです。その

当時の騒音の状況と現在の騒音の状況を比較した場

合、残念ながらやはり騒音の状況は横ばいの状況にあ

るということで、当時の状況と比べて状況が変わって

いないことから、平成10年の調査報告書が現在でも十
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分活用できるものと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 部長、何言っているんですか。実

は、普天間も防音工事対象地域になっていないんで、

75以上で85以上ないという防衛省の調査なんです。し

かし新聞に出ているとおり100デシベル以上、毎回新

聞に出ているとおりであります、普天間も宜野湾市

も。そういった意味では、じゃなぜ平成７年に県はこ

ういう調査を行ったんですか。これを行った理由を説

明してください。 

○環境生活部長（當間秀史君） ちょっと休憩お願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時46分休憩 

   午後２時47分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 第一義的には、その

調査した以前の年においていわゆるベトナム戦争のこ

ろにベトナムに対する激しい空爆等があって、かなり

の飛行機が離発着して、その後のそういう爆音による

被害がその後どういう状況で住民に健康影響を与えた

かということでの調査をしているところです。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 平成７年から４年間、10年までした

ということは、ベトナム戦争の話ではないんですよ。

当時、そういったこういう航空機騒音による健康への

影響調査、その調査をして理論武装をして政府に対し

てその地元の実態状況を数字で示しているんです。15

年前に調査したから今はやる必要はないという考えは

間違っていると思っている。これはもう時間がないの

で、知事ぜひそういったことがあったということも含

めて知事も政治判断していただきたいと思います。調

査していただきたいと思っております。 

 続きまして、防音工事について再質問します。 

 知事、ぜひ認可外保育所の防音工事について、これ

は徳里議長を初め嘉手納町議会からの要請、また、先

ほども冒頭で申し上げました沖縄県認可外保育所の役

員の皆さん方から、同じ環境で同じ教育、生活をさせ

ていただきたいという要望がございました。これも知

事、平成26年度に向けて部長は実施していきたいとい

う答弁がありましたが、それをする前にやはりことし

の８月までに概算要求に乗っけなければ平成26年度の

実施は難しいと思っております。ぜひ知事、議会が終

わりましたら、政府に対して要請行動をしていただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 無論、早速行きたいと思い

ますが、ぜひ自由民主党の先生方ともども行動したい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 これも御承知のとおり、自由民主党

の宮﨑政久衆議院議員が国会で取り上げて、そして防

衛大臣がぜひそういう取り組みをしていきたいという

答弁が出て、沖縄県でも各市町村で取り上げられてい

るものだと思っております。 

 もう一つは、防音工事の手続の簡素化。防音工事

は、住宅防音は御承知のとおり人が住んでないと防音

工事できないんです、住所がなければ。しかしなが

ら、住宅防音は人が住んでなくても防音工事ができる

ように、この告示日の見直しも御承知のとおり防音工

事は法律なんです。しかし、規則の中で大臣による訓

令で昭和53年、56年、58年、そして野中官房長官のと

きに平成14年１月14日まで、そして平成20年の３月ま

で引き上げてまいりました。これは訓令でやっており

ます。ここを法律でさわろうとするとまた四、五年で

きません。大臣勧告の訓令の中において取り組んでい

ただきたいと要望を申し上げますが、いかがでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） やはり住民本意でこう

いう措置はなされなければならないということですの

で、県からも強く申し入れていきたいと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 それでは、３番目の比謝川の河川管

理について質問をしたいと思っております。 

 先ほど土建部長が答弁したとおり、やはり比謝川は

15.……。 

 ちょっと済みません、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時51分休憩 

   午後２時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○中川 京貴君 先ほど答弁したとおり、比謝川は

16.2キロメートル、そのうちの15.9キロが県が管理す

る二級河川となっております。部長はそれを200億か

けて今60％の進捗率だと。残り40％のめど、どのよう

な状況になっているのかお聞きしたいと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 現在、昭和54年度
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から始めて60％の進捗率ということで、計画では平成

30年度ということにはなっておりますけれども、極め

て厳しい状況と言わざるを得ません。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 200億円かけて比謝川河川を清流と

してこの20年間、本当にきれいな川、河川になってお

ります。先ほど答弁されたとおり、地域のボランティ

ア活動、また清流を比謝川をきれいにしていく会等も

ありまして、その比謝川は大変きれいになっておりま

す。ＹＯＵ・遊・比謝川でも子供たちが遊んでおりま

す。しかし部長、その維持管理が平成23年度は250万、

平成24年度は160万、166万円でその維持管理、16キロ

の管理ができるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 県が河川の管理を

しているこの維持管理についてでございますけれど

も、特にこの除草に係る予算といいますのは、全体の

河川で約5000万円程度でございます。これは河川の長

さに換算いたしますと大体59キロメートルぐらいと。

県が河川管理の必要なメートルとして捉えております

のは167キロメートルですので、３年に１回ぐらいと

いう予算しか今ついておりません。しかしながら、や

はりこれは計画的に私ども優先順位をつけてやってい

くほか、また、ボランティアも64団体ほど育ってきて

おりますので、そういうところと協力しながらやって

いるというところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 部長、先ほどの答弁で、この15.9キ

ロは県の管理する二級河川という答弁をしておりまし

た。これからもその除草整備、流木や土砂の撤去は責

任を持ってやるという答弁でありましたけれども、１

つお聞きしたいのは、那覇市の国場川やガーブ川など

は、大雨に河川の氾濫によって人身事故が発生してお

ります。河川の改修や定期点検を行っていくことがこ

の危険の――要するにそういった事件・事故が起きる

前にできると思うんですが、普段からそういった整備

点検、地域の、例えば流木が流れてくる、また土砂を

撤去する、そういったことでその遊歩道とかに堆積す

る土砂とかも撤去できると思うんですが、いかがで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 御指摘のとおりで

ございまして、普段からやはり河川の巡視あるいは整

備事業で整備された施設の点検、あるいは地域からの

情報などこういうふうなものをきちんと踏まえて氾濫

等の危険性とか、緊急性の高いところを常に把握し

て、そして先ほど申し上げましたようにそういうとこ

ろから優先順位をつけて河川の維持管理をきちんとし

ていくということが大事だというふうに考えておりま

して、今そういうことをやっているところでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 部長、実はこの質問をしたのは理由

がありまして、やはり河川の増水・氾濫にて嘉手納の

遊歩道、比謝川沿いに遊歩道があって、その遊歩道が

やっぱりゲリラ豪雨とか台風の場合、氾濫して土砂が

たまるんです。ですから、要するに川に土砂がたまっ

て浅くなるとどうしても横に広がってくると思うんで

すよね。やっぱり県としてそういった管理をしっかり

すべきじゃないかなと思っているんですが、いかがで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 御指摘のところ

は、恐らく嘉手納町が公園区域に指定したところと県

の河川の区域が重複しているところではないかと思う

んですけれども、確かに毎年そういう河川の氾濫等で

砂が上がってきて維持管理が必要な箇所というのはい

ろいろとございます。先ほどの答弁にもありましたと

おり、地元からの要望でその祭りの前にしゅんせつを

してほしいとか、あるいは清掃が必要だというような

部分もありますので、そこは嘉手納町とよく相談して

役割分担を持って対応していきたいというふうに考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 これは最後に要望を申し上げますけ

れども、知事、実は比謝川の水は先ほど企業局長が答

弁したとおり、企業局は定期的にしゅんせつしており

ます。長田川から２万立米ですか、それから嘉手納基

地の中から２万立米、約６万立米企業局が給水して、

北谷浄水場でろ過をして、そして北谷町・宜野湾市・

浦添市・那覇市、ここは比謝川の水を飲んでいるんで

す。嘉手納は、中部はヤンバルの水を飲んでおりま

す。そして水道水として使用されております。ある意

味ではダム的な機能を果たしております。水がめでも

あるんです。その比謝川を清流として25年前から県の

企業局や、また河川担当の職員、土木ですね。また地

域ボランティア、「比謝川を蘇生させる会」各種ボラ

ンティアの皆さん方が努力と時間をかけて清掃作業を

してまいりました。現在においては、先ほど説明があ

りましたとおり、ＹＯＵ・遊・比謝川とか地域のボラ

ンティア活動も一緒になって取り組んでおります。維

持管理をもっと徹底して、きれいな清流として取り組

－ 285 －



む必要がないかということを聞いているんです。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 御指摘のとおり、

きれいな河川の清流が戻ってまいっておりますので、

しっかり取り組む必要があると考えております。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 それはぜひよろしくお願い申し上げ

たいと思います。 

 ４番の文化・観光振興については、答弁のあったと

おり、ぜひ沖縄国際映画祭による、またその取り組み

によってぜひハワイから豚を運んだ７名の勇士、その

方々の映画をつくって、それを県外また国外にぜひ沖

縄のチムグクルというんですか、まずびっくりしたの

がハワイから豚が来たとき、うるま市に来たそうで

す。当時の知事がまだ桟橋もないころ迎え入れて、そ

の豚は食べないで繁殖させて10万頭までふやして今の

沖縄県民の胃袋を満たしたと歴史があります。ぜひ映

画化をしていただきたいんですがいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 私でよろしいですか。国際

映画祭の中で、この豚を運んでくれたハワイの恩人た

ちの映画を国際映画祭で発表するような動きはどうか

ということでしょうか。 

 私の理解では、沖縄国際映画祭の中に幾つかのセク

ションといいますか、カテゴリーがありまして、その

中にたしか地域発信型という部門があるんですね。そ

のときにその嘉手納町ですとか北谷町ですとか、その

関係する周辺のところで、こういう映画をつくりたい

というふうに手を挙げていただければ、多分可能じゃ

ないかと。そして多分県が一定のそれに対して支援を

するというか、お手伝いをするという関係になるだろ

うというふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 中川京貴君。 

○中川 京貴君 ぜひ映画祭、そういった取り組みを

して県内外に広めていただきたい。 

 最後に、食文化であるこの山羊フェスティバル、そ

れともう一つは、ＢＳＥを48カ月に引き上げておりま

す、４年ですね、４歳。ヤギは、ＴＳＥは発見されて

いないんです。ヤギも牛も偶蹄類といって一緒の種類

なんです。ぜひ知事、これはヤギと牛の違いは何か

と、一緒なんです。これは法律にのっとってやってお

りますが、厚生労働省に沖縄の食文化としてヤギも48

カ月上げていただきたい。そうすることによってヤギ

の内臓、腸――ビービーグヮーと言うんですけれど

も、それも含めて食文化として使える。それは沖縄か

ら発信しなければ、本土でヤギの食文化というのはな

かなかないんです。僕はぜひこれは各種部署が話し

合って、知事が、牛でできる48カ月安全が確認された

んであるならば、ヤギも安全でしょうと。そういった

ＢＳＥ検査に引っかかった牛がいなければ、ヤギはＴ

ＳＥいないんです、これまでも。その安全性を確保し

て厚生労働省に提案をしていただきたいと思っており

ます。最後に答弁よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今議員からの提案につきま

しては、ちょっと内部で相談させていただいて、でき

れば今おっしゃるような方向でできないかトライして

みたいと思います。 

○中川 京貴君 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

   〔砂川利勝君登壇〕 

○砂川 利勝君 こんにちは。 

 自由民主党の砂川利勝です。 

 所見を述べさせていただきます。 

 トップリーダーがかわれば経済がこうも変わるの

か。まさに円安株高を見ても一目瞭然である。沖縄県

も仲井眞知事の強いリーダーシップのもとに数々の振

興を実現し発展を遂げてまいりました。離島・過疎地

域においても、その対応は都市部との格差が確実に是

正されつつあり、高良そして川上新副知事並びに新部

局長を含めた執行部と力を合わせて、さらなる前進を

遂げることを心から御期待を申し上げます。 

 一般質問に入ります。 

 1、離島における農業振興策について。 

 (1)、農業基盤整備について。 

 ア、地理的条件が不利な離島地域において、地元市

町村や農家に過重な負担を強いることは基盤整備のお

くれにつながります。県として離島地域における農業

基盤整備をどのように支援しているのかお伺いいたし

ます。 

 (2)、石垣島における農業農村整備事業について。 

 ア、農業基盤整備に対する干ばつ対策として、国営

石垣島地区及び関連する県営・団体営事業の進捗状況

についてお伺いいたします。 

 イ、国営石垣島に係る維持管理対象の施設が増加す

ることに伴う地元負担軽減対策についてお伺いいたし

ます。 

 ウ、国営とあわせて県営・団体営事業を推進してい

く必要がありますが、現在の取り組み状況についてお

伺いいたします。 

 ２、円安による原油高騰対策について。 

 自民党安倍政権発足以来、円安が続き、原油の輸入
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価格も上昇し県民生活に大きな負担を強いられていま

す。政権交代が起きた昨年の12月以降、ことし３月に

かけて為替が急速に円安に振れると原油価格も上昇し

ましたが、御承知のとおり４月に入ると円安が進行す

る一方でガソリン価格は下落していますが、原油輸入

価格は高どまりが続いています。円高、原油高による

問題については２月定例会でも取り上げましたが、離

島における原油高騰は住民生活に大きな影響を与える

だけに、今回も水産業などについて取り上げ質問いた

します。 

 (1)は削除します。 

 (2)、離島のガソリン価格について。 

 ア、離島におけるガソリン価格については、いまだ

に沖縄本島より割高となっておりますが、いまだに実

態として沖縄本島と離島で格差是正があることについ

て、これまでの対策及び価格是正についての再調査の

結果、今後の対策について御説明願います。 

 (3)、第１次産業に与える影響について。 

 ア、円安による原油高騰で牛の飼料代は大幅な値上

がりとなり、畜産農家に大きな影響を与えていること

はさきに一般質問でも取り上げましたが、その後、畜

産業の振興・発展を確保するための助成事業の取り組

みについて御説明願います。 

 (4)、水産業における原油高の漁船の出漁などの実態

について。 

 ア、原油高は漁船の燃料費を圧迫し大きな社会問題

となっていることは御承知のとおりであります。そこ

で、燃料費高騰による漁船の出漁の実態について、県

はどのように把握しているのか御脱明願います。 

 イ、原油価格の高騰による影響を緩和するための漁

業経営セーフティネット構築事業が平成22年度からス

タートしていますが、県内の利用実績や課題等につい

てお伺いいたします。 

 ３、八重山漁協の振興策について。 

 (1)、八重山漁協の水産物加工施設（モズク）の新改

築について。 

 ア、同施設は老朽化が進み作業に支障を来しており

ます。同施設の利用状況や実態について県はどのよう

に把握しているのか。そして、同施設の新改築につい

てどのような御見解をお持ちなのか御説明願います。 

 ４、日台漁業交渉について。 

 (1)、日台漁業交渉については、議会から白紙撤回の

要請が行われ見直しが求められています。日台漁業交

渉で設定した暫定執法線から拡大した水域はマグロ等

の好漁場で知られていますが、漁民に何の説明もなく

共同利用水域に設定され怒りと不満の声が上がってい

ます。 

 ア、議会から白紙撤回の要望が出ていますが、県は

日台漁業協定の暫定執法線から拡大水域の見直しを含

め白紙撤回する考えはあるのか、御見解を賜ります。 

 ５、空港ターミナルの増改築について。 

 新空港が開港して以来、入域客も増加し、５月の入

域客は過去最高を更新し、国際線では台湾や韓国、香

港が増加しております。国際線の客数の約５割は台湾

からの観光客が占めており、航空路線の拡充された結

果となっています。今後、台湾を初め国外からの観光

客増加が予想されており、ターミナル施設の充実が求

められていますが、県としてどのように捉えているの

か。現状把握と今後の方針についてお伺いいたしま

す。 

 (1)、ＣＩＱの増改築について。 

 ア、石垣空港は台湾等の外国からの観光客が増加

し、受け入れ施設となるＣＩＱ施設の拡充が求められ

ています。施設の増改築について県のお考えをお示し

願います。 

 ６、波照間空港の利活用について。 

 (1)、日本最南端の有人島である竹富町波照間島は航

空路線が廃止となり、現在は船舶による往来しかでき

ず、海がしけた場合は南海の孤島となってしまいま

す。波照間空港は航空路線が廃止となった後、再開に

向けて取り組みが行われていると思われますが、現状

と今後の取り組みについて御脱明願います。 

 (2)、竹富町は波照間空港を拠点にした空の観光開発

を推進することを観光振興基本計画に盛り込む考えを

示していますが、県として波照間空港の再利用につい

てどのようにお考えなのか、お示しを願います。 

 ７の(1)です。我が党の代表質問との関連について。 

 又吉清義議員の沖縄振興策の推進に関連して、制度

２年度目となる沖縄振興特別推進交付金の取り組みに

ついて伺います。 

 再質問は、質問席より行います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 砂川利勝議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、離島における農業振興策についての御

質問の中で、県営・団体営事業の取り組み状況につい

ての御質問に答弁いたします。 

 まず、国営石垣島地区の関連事業といたしまして

は、県営13地区336億円、団体営25地区144億円で、圃

場整備やかんがい施設整備を計画いたしております。

沖縄県といたしましては、石垣市及び土地改良区と密
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接に連携を図り、計画の実現に努めてまいる所存でご

ざいます。 

 次に、我が党の代表質問との関連についての御質問

の中で、沖縄振興特別推進交付金の取り組みについて

という御趣旨の御質問にお答えをいたします。 

 平成25年度は、まずクラウドデータセンターの整備

や、国際物流拠点施設の整備などの継続事業を中心に

取り組むほか、新規事業といたしましては、本島と離

島を結ぶ光海底ケーブルの整備、そして那覇空港にお

ける航空機整備基地の整備などに着手することといた

しております。 

 沖縄県といたしましては、市町村と連携を図りなが

ら、福祉、そして離島振興、産業振興など沖縄振興の

取り組みを加速させてまいる予定でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 離島における農業振

興策についての御質問の中の、県の離島地域における

農業農村への支援についてお答えいたします。 

 島嶼県である沖縄県においては離島の振興が不可欠

であり、離島において主要な産業である農業の振興は

重要であると認識しております。このため、農業農村

整備事業においては、県予算の約７割を離島地域に配

分しており、農業用水の確保を初めとする農業生産基

盤の整備に努めているところであります。また、離島

市町村に対しては、農家の負担軽減と円滑な事業の推

進を図るため、2.5％または５％の県費補助の上乗せ

を行っているところであります。 

 県としましては、離島の振興を図るため、農業農村

整備事業の着実な推進に努めてまいります。 

 次に、国営石垣島地区及び県営事業等の着工に向け

た取り組みについてお答えいたします。 

 農家経営の安定を図るためには、農作物の干ばつ被

害防止及び収益性の高い作物の導入等が必要であり、

農業用水の確保が不可欠であります。国営石垣島地区

は、石垣島全体の農業用水を確保するため、平成26年

度の着工に向けて現在国において全体実施設計を行っ

ているところであります。また、それと並行して、石

垣市・石垣島土地改良区が受益者からの事業同意取得

に取り組んでおります。 

 県におきましては、国営事業の着工とあわせて、関

連する県営事業等の円滑な実施が図られるよう、長期

計画を策定しているところであります。 

 次に、国営石垣島地区の地元負担軽減対策について

お答えいたします。 

 国においては、維持管理費用の地元負担軽減を図る

ため、１メガワット規模の太陽光発電等再生可能エネ

ルギーの導入を検討しています。 

 沖縄県としましては、一層の負担軽減が図られるよ

う発電規模の拡大等を国に要望するとともに、基幹水

利施設管理事業等に係る県の補助を行えるよう検討し

てまいります。 

 次に、円安に係る原油高騰対策についての御質問の

中の、畜産業の振興・発展を確保するための助成事業

についてお答えいたします。 

 近年の配合飼料価格高騰に加え、円安の影響により

畜産用配合飼料価格が高騰し、畜産経営は極めて厳し

い状況となっております。国では飼料価格対策として

「配合飼料価格安定制度」があり、価格高騰時に一定

の要件のもと、補塡金を交付しております。このよう

な状況下において、国は畜産経営の維持・安定と国産

畜産物の安定供給を図るため、特例的に緊急の措置を

講じることとしております。措置内容としては、各畜

産経営者に対し、７月から９月期の補塡対象数量に応

じ、トン当たり1325円を特別交付金とし交付すること

としており、所要額の総額約81億円を国が支援するこ

ととなっております。また、県においては、今年度か

ら畜産団体と連携し、沖縄振興特別推進交付金により

自給飼料増産に取り組む際の収穫機械等の整備を支援

することとしております。  

 県としましては、今後とも国の支援策の動向を踏ま

えつつ、畜産経営の安定化に向けて独自の支援ができ

ないか検討してまいります。 

 次に、燃油高騰に伴う漁船の出漁実態についてお答

えいたします。 

 近年の原油価格高騰に加え急激な円安の影響を受

け、漁船の燃油価格は平成21年６月の１リットル当た

り54円から、平成25年６月には84円と約57％上昇して

おり、県内漁業者の経営を圧迫しております。県内で

は、大規模な操業自粛などは行われていませんが、短

期間の操業では費用の回収が困難なことから、１回当

たりの操業日数を長くする傾向にあり、今後は、これ

に伴う年間出漁回数の減少など、漁業経営に大きな影

響が出ることが懸念されております。 

 次に、漁業経営セーフティネット構築事業の利用実

績と課題についてお答えいたします。 

 県では、国及び漁業団体と連携し、漁業経営セーフ

ティネット構築事業の活用による燃油高騰対策に取り

組んでいるところであります。同事業により、平成24

年度は141件の加入者に対し、１件当たり約30万円、
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合計で4214万円の補填が行われたところであります。

課題としましては、制度の周知不足のほか、小規模漁

業者や資金繰りが厳しい漁業者の加入が進まないこと

などによる加入率の低迷が挙げられます。一方、同事

業は、今回、事業内容が拡充され、小規模漁業者につ

いては、漁協による一括加入が可能となるなど加入手

続の簡素化が図られたところであります。 

 県としましては、同事業の周知と加入促進に努める

とともに、燃油価格の動向を注視しながら、漁業者及

び漁業団体の要望や他県の状況等も踏まえ、漁業者の

経営安定を図るための対策について検討してまいりま

す。 

 次に、八重山漁協の振興策についての御質問の中

の、八重山漁協の水産物加工施設についてお答えいた

します。 

 八重山漁協の水産物加工施設は昭和53年度に整備さ

れ、現在、モズクの加工施設として利用されておりま

す。同施設は整備後35年が経過し老朽化が著しいた

め、大規模な改修もしくは新設が必要であるとして、

八重山漁協や石垣市から相談を受けております。その

中で、事業計画、規模算定、費用対効果や費用負担等

の課題について地元と調整しているところでありま

す。 

 県としましては、当該漁協や市の要望を踏まえ諸課

題を整理し、水産業構造改善特別対策事業等による施

設導入に向けて検討してまいります。 

 次に、日台漁業交渉についての御質問の中の、日台

漁業取決めの白紙撤回についてお答えいたします。 

 今回の日台漁業取決めの合意は、好漁場の縮小を余

儀なくされるなど、本県水産業へ多大な影響があると

懸念しております。このため、県は、漁業団体と連携

し、国に対し、本県漁業者の権益及び安全操業を確保

し、漁業秩序を維持できるよう、１、日台漁業取決め

の水域の設定を見直すこと、２、先島諸島の南側の水

域については、今後、協議の対象としないこと、３、

違反操業を行う台湾漁船に対し取り締まりを強化する

ことなどについて強く求めてきたところであります。 

 なお、白紙撤回を求めることについては、漁業団体

及び漁業者の多くは、漁業秩序を確立するため操業

ルールづくりは必要であるとしており、県は、それら

の意見を踏まえ慎重に対応していく必要があると考え

ております。 

 県としましては、今後とも漁業団体と連携し、国に

対し粘り強く見直しを求めていくこととしておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 円安による原油高騰対

策についての御質問の中の、離島のガソリン価格対策

と価格差に関する調査結果及び今後の対策についてお

答えいたします。 

 沖縄県では、平成24年度において石油製品販売事業

者の経営実態調査を実施し、沖縄本島・離島間の石油

製品の価格差の発生要因を分析したところでありま

す。 

 その結果、離島では、本島に比べ石油製品の販売量

が少ないことから、採算性の面で粗利を高く設定せざ

るを得ない状況にあること。また、離島では、石油製

品の輸送に要するドラム缶やコンテナの購入費、ト

ラック、フォークリフトといった車両購入費など離島

固有の経費が発生しており、これは小規模離島ほどそ

の傾向が強くなっていることがわかりました。今年度

はさらに島ごとの石油製品に関する輸送方法や貯蔵方

法などの調査を実施しているところであり、その結果

を踏まえ、今年度中に離島固有または離島において割

高となる石油製品の物流に要する経費を対象とした補

助事業の拡充を行う予定であります。 

 次に、波照間空港の利活用についての御質問の中

の、波照間空港の航空路線についてお答えいたしま

す。 

 波照間航空路線は、平成８年４月、同区間に高速船

が就航し、旅客が航路にシフトしたことに伴う航空路

線の赤字の慢性化及び使用機材の退役などにより、平

成19年11月に路線が廃止されております。 

 そのため、県では、平成24年度において、同航空路

線を対象に、その採算性や路線開設に係る課題を把握

し、就航の可能性について検討するための調査を行っ

たところであります。その結果、波照間定期航空路線

については、高速船の就航により船舶利便性が向上し

たことなどから、航空路に比べ航路の利用比率が高い

と予測され、航空路の年間旅客需要は小さく、事業採

算性も低いという結果となっております。また、波照

間空港に就航可能な航空機の調達及び運航乗務員や整

備体制の確保など路線の再開に当たっては解決すべき

課題があります。 

 県としましては、本調査結果を踏まえ、航空事業者

及び関係市町村との意見交換を行い、波照間空港にお

ける航空路線のあり方、さらには事業参画意向等を把

握するなど、波照間路線の再開について引き続き検討

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 
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○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 空港ターミナルの

増改築についての御質問の中で、新石垣空港国際線

ターミナル施設の増改築についてという御趣旨の質問

にお答えいたします。 

 国際線ターミナルビル施設及びＣＩＱ施設につきま

しては、海外エアラインや地元経済界より拡充の要望

があることから、県としては、早急に取り組むべき課

題と考えており、現在、施設の設置管理者である石垣

空港ターミナル株式会社や石垣市などとの間で増築に

向けた取り組みを進めているところでございます。 

 次に、波照間空港の利活用についての御質問にお答

えいたします。 

 波照間空港につきましては、空港における航空路線

のあり方や航空事業者の意向の確認などについて、竹

富町や関係部局と連携して取り組み、空港の利活用を

検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 質問の途中ではありますが、

時間の都合もありますので、砂川利勝君の再質問は休

憩後に回したいと思います。 

 20分間休憩いたします。 

   午後３時26分休憩 

   午後３時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 砂川利勝君の再質問を行います。 

 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 それでは、再質問を行います。 

 １番目の、離島における農業振興策についての(1)

番、この農家負担軽減そして円滑な事業の推進のため

には、2.5％及び５％の県費補助の上乗せは必要だと

私は思っているんですが、これは今後も継続されるの

か、答弁を求めたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 現在、県営かんがい

排水事業については５％、それから畑地帯総合整備事

業については2.5％の上乗せをして推進しているとこ

ろでございますが、離島の経営状況等、離島性を考え

た場合に、地元が負担するというのはかなり厳しい状

況があるのかなというふうに考えておりまして、事業

を執行する上では負担軽減をするというのは必要かな

と思っております。そういう意味では、我々継続でき

るように関係部署と調整しながら頑張っていきたいな

というふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 ちょっと余り聞こえなかったんです

けれども、要は例えば県単だけでも408億になります

ので、仮に５％としたら24億ですよね。2.5％でも12

億と。それを地元受益者負担になるとなかなかできな

いと私は思うんですね。それと、事業説明の中でもそ

の話をしたら同意取りつけは厳しいんじゃないかなと

思うんですよね。そこで、やはりこれを継続していく

という、私は答弁をいただきたいというふうに思いま

すので、総務部長か農水、どちらでもいいんですが答

弁を求めたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） 今、離島かさ上げの件

でございますね。議員の御意見も農水部長も受けとめ

て、課題等々整理すると思いますので、その上でまた

農水部長から話があればちゃんと話は聞いてみたいと

思っております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 何か消極的ですね。知事、ちょっと

答弁をお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 事業も今から始まるという

ふうなことなので、進捗の状況を見ながら、そこはま

た支障がないような状況でいろいろ御相談をしながら

対応していきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 それでは前向きな、多分離島振興と

いうことを考えていく中で、離島振興法という中で、

やはり離島に対してしっかりと手厚く保護していこう

というのと逆行しないように、私はぜひ予算をつけ

て、事業をしっかりと進捗していただければというふ

うに思っておりますので、ひとつよろしくお願いいた

します。 

 それで、やはりその事業をしていくためには同意取

りつけが必要です。現在、２番目になるんですかね。

２の(ｱ)です。どの程度の同意取りつけができているの

か、答弁を求めます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 国営事業に対する受

益農家の同意については、現在アンケート調査をいた

しておりまして、その結果によりますと、おおむね

90％程度は確保できているというふうに聞いておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 大方90％の同意取りつけが見込める

んじゃないかという答弁でした。やはり100％やらな

ければなかなか厳しいところも出ると思いますので、
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県もそしてまた石垣市、そして土地改良区、そしてま

た建設業団体含めてさまざまな分野の方々を集めて、

ぜひこの事業がうまく遂行できるように取り組んでい

ただきたいなというふうに思っています。 

 それではイ、太陽光発電、１メガワットを国のほう

で整備しますよという答弁でした。県の要望・計画と

いうことで、要望がありますという答弁でしたが、県

はこの１メガワットをどのぐらいの規模にしていきた

いのか、考えがあるのかお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時55分休憩 

   午後３時56分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） １メガワットを２か

ら３に拡大していくということにしております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 ぜひ、大きなものにしていただけれ

ばありがたいし、また、土地改良事業自体が大きな赤

字をしょっているということで、多分これは売電まで

考えられているのかなというふうに思います。聞くと

ころによると数千万という話をちらっと聞きましたけ

れども、売電まで含めてしっかりとまた赤字解消につ

なげていただければというふうに思っております。ぜ

ひ強力に推進をしていただきたいなというふうに思い

ます。 

 次に移ります。 

 円高によるガソリンの高騰です。これは、先ほど部

長のほうで拡充に努めるという内容の答弁をいただき

ました。この拡充について、説明を再度細かくという

か詳しくしていただいて、財源はどの財源を使うのか

説明を求めたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えいたします。 

 やはりこの価格差をいろいろ調べてみましたとこ

ろ、販売量の少なさなどによって粗利が多いこと、人

件費がやはり高目になるとか、価格競争の難しさなど

があるわけですが、そういったのはただ行政としては

支援がちょっと難しいわけです。ただ一方で、物流に

関するもの、例えば輸送方法をドラム缶にするのか、

コンテナにするのかとか、それから貯蔵方法を見てみ

ますと、地上タンクにしたり、コンテナにしたりとか

いろいろまたあるわけです。これは離島それぞれに

よって異なっているのが我々判明いたしましたので、

それに対しては何らかの支援ができるのではないかと

いうふうに考えております。25年度も、今もう既に始

める予定ですけれども、詳細にこの事業者ごとに調べ

上げまして、こういったものに係る経費に対して支援

をできるようにしたいというふうに実は考えていると

ころであります。 

 あと財源の話なんですが、実はこの財源につきまし

ては御承知のように石油価格調整税でやっております

けれども、22年、23年、24年度とこの３年間平均いた

しますと、１億8000万ほど余分になっております。と

いいますのは、やはり県内自動車保有台数がふえまし

て、この価格調整税ふえているわけですが、一方で離

島におきましては公共事業などが少し横ばいというこ

とで差が出てきております。その１億8000万を使って

何らかの事業の拡充ができないかということを考えて

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 ぜひその１億8000万を使って、小さ

な離島に対しての拡充をお願いしたいと思います。も

ちろん、私はこの揮発油税が５年から３年になったと

いうことは大いに反対でもあるし、また揮発油税の延

長というのはさらなるまた皆さんの力も必要だし、ま

た政治の力も必要だというふうに思っていますので、

揮発油税の延長はぜひ私たちもやっていきたい、努力

をしていきたいというふうに思っております。 

 それでは、配合飼料の高騰緊急対策。 

 先ほど国から81億円ありますよと。国のほうは、明

確な態度を示しております。県も独自の対応をしてい

きたいという、先ほど部長の答弁でした。何か対策を

今考えているのがあれば、答弁を求めます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 沖縄県の場合、配合

飼料の原料につきましては、九州から運んで配合飼料

を製造しているという離島の不利性を抱えているとこ

ろがございまして、それについては、ハード的なとこ

ろとソフト的なところで今検討しているところでござ

いまして、今詰めながらしっかり対応していきたいな

というふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 畜産農家を含めた多くの農家は、

やっぱり飼料高騰によって経営圧迫がされています。

国からはいろんな意味で補助金をつけていただいてい

るんですが、ぜひ県も独自の案を考えていただいて、

農家支援のほどをひとつよろしくお願いします。 

 それで、漁業者のほうなんですが、セーフティネッ

ト構築事業についてはいろいろ説明をしていただきま

した。ただ、八重山漁協と沖縄本島の重油の価格差が
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７円ぐらいあるんですね。これで漁業者が結構圧迫さ

れているよという話をいつも相談を受けています。そ

ういった中で、県のほうで何か支援ができるのか。そ

れと、漁業セーフティネット構築事業に該当しない方

がいると思うんですね。いろいろと都合上、できない

方がいると思う。このできない方をどう救っていくか

は、やっぱりこれは行政の力が私は必要だなというふ

うに思っていますので、その辺の答弁をいただければ

ありがたいと思いますが、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 今般、漁業経営セー

フティネット構築事業につきましては、従来の燃油の

高騰に対する支援については、国と漁業者が１対１で

積み立てしたものからやっていく事業であると。今

回、95円を超えた場合には国が３、漁業者が１という

ことで、漁業者の負担を軽減して積み立てて支援して

いくというふうになりまして、それについては、原油

価格が基準になりまして、それが80円なり90円なり95

円なりを超えたときに発動されるということでござい

まして、そこの離島との輸送の関係の負担について

は、これはちょっと難しいところがあるのかなという

ふうに考えておりまして、それから漁業者の今、加入

率が全国的に６％程度ということでかなり低い状況に

ございます。これは普及啓発の課題と、それから漁業

者が小規模ということで、負担するときに負担金を出

せないというのも聞いておりますので、漁業者のほう

がどうすれば加入できるかというのも一緒になって検

討しながら、どういう支援ができるかということをこ

れから検討していきたいなというふうに考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 ぜひ、恩典をしっかり受けられるよ

うに、行政のまた力をかしていただければというふう

に思っています。 

 八重山漁協のモズクの加工所の新改築については、

水産業構造改善特別対策事業を導入するということで

す。やはり先ほどの答弁でもありましたように、衛生

面が気になるねという答弁でしたので、早目の建てか

えをお願いしたいなと。いろんな問題はあるかと思い

ます。しかしながら、そういった内容がわかっている

んであれば、やはり知恵を出して工夫をしていただき

たいというふうに思っております。 

 そして、日台漁業交渉です。これは、地元ではもう

何でこうなっているのかという形で、いろいろと漁業

者がいがみ合ったり、組合の中でもいろんないがみ合

いになっているような状況なんですね。結局、両者何

も悪くないのに、何でこうなっていくのと。やはりこ

れは政治の、国の考え方でそうなったのかわかりませ

んが、ぜひ知事を先頭に解決をしていただいて、やっ

ぱり楽しく漁をして、楽しくお金もうけができるよう

な体制をしっかりとっていただきたいというふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それと、波照間空港なんですが、やっぱりこれは生

活路線なんですね。観光施設じゃないんですよ。基本

は生活路線です。その生活路線をつくらないときはい

ろんな言いわけができるかもしれません。ただつくっ

た以上は、費用対効果も含めて国に対する説明ができ

なくなってくると思います。利活用に対しては、やは

り全身全霊を込めて取り組まなければ私はいけないん

じゃないかなというふうに思っています。ぜひ生活路

線としての役割、どこか対応できそうな航空会社が今

ありませんか。あるんであれば、ちょっと答弁願いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 私も、この波照間路線

の再開を何とかできないかということで、調査も先ほ

ど答弁させていただいたとおりです。やはり平成８年

にこの高速船が出て、それまではダッシュ・シックス

という19人乗りだったわけなんですが、その高速船が

出てからどんどんこの搭乗率が下がって40％になった

と。それで、いわゆるアイランダーという９人乗りに

切りかえているわけです。９人乗りに切りかえて、な

おかつなかなか経営が厳しいということで、最後廃止

するに至るこの３年間、17、18、19と、県と竹富町も

一緒に運営補助などを行ったりしたわけですが、それ

でも3000万の赤字が出て、結果として19年にこれは廃

止になったという話があります。そういった中で、

我々は何とか事業採算性などできないかということを

やったわけですが、先ほど答弁したとおり厳しいとい

うことがあります。 

 課題としては、やはり19名乗りではちょっときつい

のかなと。そうすると９名乗りというような話になり

ますが、これは第一航空という航空会社がありますけ

れども、ここは今３機持っています。粟国で１機は

ずっとストックしておいて、２機で回しているような

状況ですけれども、そこのほうとも相談もしてみたい

と思います。やはりここはなかなか今那覇空港を拠点

にしているという関係もありますので、石垣を拠点と

してできるかどうかという、これはいろいろ課題もあ

ると思いますけれども、何とか我々としても、どう

いった形であれば再開できるのかということを、いま

一度いろいろ住民の皆さん、それから事業者の方の意
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見を聞いて取り組んでいきたいと、そういうふうに考

えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 今、石垣島空港が80万と言われてい

ます、予測ですね。たぶん100万も近々達成できると

思っています。「熱気球体験搭乗に3000人」という新

聞があったんですけれども、たぶん観光客がふえれば

離島まで行きたいよと、必ずそうなると思います。そ

ういったときにやっぱり採算がとれるように、毎日行

かなくてもいいと思うんですよね。海がしけたら、も

う全く陸の孤島です。そういった中で、飛行機が少し

でも飛ぶということは、離島の人たちもここに住み続

けられる、やっぱりその策というのはいつかとらなけ

ればいけないんですよね。このまま野放しというわけ

には絶対いけないと思いますので、ちょっと知事の見

解を伺いたいと思いますが、よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今、担当の副知事、部長に

も大至急研究して答えを出してくれと言ってあるんで

すが、ＲＡＣをみずから持つ、ないしはＲＡＣという

ようなサイズの航空会社を県なり石垣市といいます

か、一緒になってつくるしかないかもしれません。

やっぱりこういう島でできている地域の一番の、克服

するのが難しいんですが克服しなければいけない部分

だと思いますね。これは、船舶についても同じ部分が

どうしても残ります。どうしてもこの採算性をどうす

るかというところはあるんですが、公共交通システム

だということで処理していけば、どれぐらいの額があ

ればどうなるのかも含めて、ちょっとこれは大至急研

究して、恐らくここは公共的な要素を入れざるを得な

いのかなという感じがしていますので、少しこれはぜ

ひ一緒に研究していきたいと考えています。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 知事、どうもありがとうございま

す。ぜひ離島苦の解消――されていますけれども、さ

らなる力をかしていただきたいというふうに思いま

す。 

 最後に、沖縄振興特別推進交付金について再質問し

ます。 

 沖縄振興特別推進交付金は、沖縄振興特別措置法に

基づく持続的な制度であり、離島における定住条件の

整備や子育て支援、文化の振興などのきめ細かな施策

の展開に加え、観光情報、国際物流拠点産業の振興、

人材育成など、今後の沖縄の自立発展に確実に結びつ

くものと高く評価したい。そしてまた、県及び各市町

村においては実施体制が厳しさを増す中、円滑な事業

の執行に全力で取り組んでいるものと理解しておりま

す。沖縄21世紀ビジョンに掲げる将来像の実現と、沖

縄の固有課題の解決に向けた各種施策の推進に引き続

き頑張っていただきたい。 

 そこで、いま一度、仲井眞知事に決意のほどを伺い

たいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） この制度は、この県議会の

全員の議員の先生方、そしてまた、当時この仕組みを

つくるときは民主党政権でしたが、当時の民主党政権

がよく頑張っていただいたし、当時、野党であった自

由民主党、公明党さんも内容をぐんとよくするのに相

当頑張っていただいたと思っております。そして、法

律を通すときは衆参両院全会一致という全員が賛成し

ていただきまして、そういう経緯でできたものであり

ます。そしてそういうことで、一括交付金といいます

か推進交付金のほうも、法律の中にきちんと書かれて

おりますので、そう簡単にこれは変更はできないもの

と我々は考えておりますが、いかんせん予算について

は１回目は民主党政権が約600億アップですから、一

括交付金としては、当時の一括交付金で約800億。少

なくともこの規模はずっと維持して、沖縄振興全部含

めて約3000億というのを当時要求しました。これを何

とか、こういう国家財政多端な折ですが、しっかり

我々頑張って、これは県議会の先生方、そして市町村

長さん、みんなで一緒にこれを確保してきましたか

ら、これから先も自公政権になって、ぜひ自公の先生

方を中心に一緒になって頑張っていただきたいと思い

ます。市町村も初めはちょっと戸惑った感があったん

ですが、意外にこれは使い勝手がいい、そしていろん

なものに、やりたいと思っていたものにきめ細かく使

えるではないかという発見をされた感があります。そ

ういうことで、ぜひ我々もこれを大事にし、運用につ

いてはゆっくりでも、もう少し改善ができればさらに

使い勝手がよくできるかもしれません。そういうこと

も含めて、ぜひこれは議会と一緒になって頑張ってい

きたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

○砂川 利勝君 知事のかたい決意をお伺いしました

ので、しっかりとまた沖縄振興・発展、全力で私たち

も取り組んでいきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

 これで終わります。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

   〔 田勝廣君登壇〕 

○ 田 勝廣君 一般質問を行います。 
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 今回の医療法などに関する質問は、医療法人の設立

の趣旨に従って行います。 

 まずその第１は、入院・通院患者に質の高い医療を

継続させること。その第２は、地域医療を継続・発展

させることによって、安心・安全な医療を与えるこ

と。その第３は、働く人の雇用の場を確保し、継続さ

せることであります。 

 私はこの四、五年前から、病院の関係者や地域の皆

さんからいろんな相談を受けてまいりました。これま

でその改善策、調査・分析を行ってまいりました。そ

ういうことで、その結果に基づいて私は質問する以

上、私も決意と覚悟を持って質問いたしますので、知

事を初め関係部長もわかりやすく素直な答弁をお願い

したいと思います。 

 知事の政治姿勢について。 

 (1)、日米地位協定の抜本的な改正に向けての取り組

みについて伺う。 

 ２、医療法人の運営について。 

 (1)、医療法人に対する税制上等優遇措置について説

明されたい。 

 (2)、医療法人の責務について伺う。 

 (3)、医療法第46条の４第７項の「監事の職務」につ

いて説明し、特に平成19年の医療法の一部改正で監事

の機能強化を図った。その趣旨を説明されたい。 

 (4)、理事長の選出について、医療法第46条の３第１

項について説明し、同項のただし書きの規定に基づく

都道府県知事の認可が行われるものであることとある

が、その趣旨について説明をされたい。 

 (5)、管理者たる理事について、医療法第47条第１項

の趣旨について説明をされたい。 

 (6)、理事長、理事及び監事の職務等について。 

 ア、医療法第46条の４第７項第１号及び第２号の規

定を経ることなく、県に業務報告が提出された場合、

どのような罰則があるか伺う。 

 イ、医療法第46条の４第７項第３号の規定を経るこ

となく、県に業務報告が提出された場合、どのような

罰則があるか伺う。 

 ウ、医療法第46条の４第６項の趣旨について説明を

されたい。 

 (7)、業務の範囲について、医療法第42条の各号の規

定以外に医療法人は附帯業務を行うことが可能かどう

か伺う。 

 (8)、理事長が代表取締役を務める会社に医療法人が

出資及び貸し付けが可能か伺う。 

 ３、県に提出された医療法人ほくと会の３年間の業

務報告及び平成22年に提出された理事の変更届につい

て。 

 (1)、１年ごとに提出される業務報告書は、理事会及

び監事の会計監査の後に提出されるか、理事会の議事

録は整理されているか。また、何月何日に監査を受け

たのか明らかにされたい。 

 (2)、業務報告が１年おくれたようであるが、その理

由について説明されたい。 

 (3)、理事の変更届は平成22年５月となっているが、

その理事は平成21年から理事として記名されているが

真実を明らかにされたいと同時に、理事会の開催日及

び議事録も整理されているか明らかにされたい。 

 ４、医療法人ほくと会の経営状況について。 

 (1)、労働関係について。 

 ア、就業規則等に明記されている給与規定の期日に

給与が支払われず、遅払いがしばしばあること、退職

金が未払いとなっていること。これらは明らかに労働

基準法違反であり、実態調査を行い指導されたい。 

 (2)、経営状況について。 

 ア、取引業者に対する遅払い及び未払い。 

 イ、社会保険等の遅払い及び未払い。 

 ウ、国・県・市町村等への税の遅払い及び未払い。 

 エ、賃借料（土地等）の遅払い及び未払い等が明ら

かになっており、これらの実態調査を行い指導された

い。 

 (3)、理事長の関連会社への資金の貸し出しについ

て。 

 理事長が代表取締役を務めるＡ会社へ１億円、Ｂ会

社へ1900万円、その他700万円等資金の貸し出しがあ

るが、理事会の議決を経ているか、議事録は整理され

ているか、実態を調査して明らかにされたい。 

 (4)、平成24年４月26日、不動産の売買を行っている

が理事会等の議決を経ているか。同時に理事会の開催

日及び議事録も整理されているか明らかにされたい。 

 (5)、５年間の患者数の推移につきましては、調査し

ましたので削除をいたします。 

 ５、知事の監督について。 

 (1)、医療法第63条、第64条の趣旨を説明し、「運営

が著しく適正を欠く」場合とは、また「必要な措置」

とは何か、その趣旨について説明をされたい。 

 ６、私文書偽造罪について（159条）。 

 (1)、第46条の４の第７項第１号から第２号の監査を

行っていないにもかかわらず、理事会に報告すること

もなく、いかにも監事が監査を行ったとして県に監査

報告を提出することは同条に該当すると判断するが伺

います。 

 ７、背任罪について（247条）。 
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 (1)、理事長が理事会の議決を経ることなく（正当な

手続）理事長が代表取締役を務める会社（実態のな

い）に医療法人の資金を貸し出しないし流用した場

合、また返済できず法人に損害を与えた場合、同条に

該当すると判断するが伺う。 

 ８、信号機の設置について。 

 (1)、仲泊交差点は、石川署管内であり交通事故の多

発地帯と言われている。早急な対策が必要と考える

が、県警の方針を伺います。 

 ９、我が会派の代表質問との関連については、削除

いたします。 

 以上であります。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 田勝廣議員の御質問に答

弁をいたします。 

 知事の政治姿勢の中で、地位協定の改正に向けた取

り組みについての御質問に答弁をいたします。 

 日米地位協定の見直しにつきましては、これまで私

が直接総理大臣を初め関係閣僚との面談による要請や

訪米により求めてきたところであります。 

 米軍基地をめぐる諸問題の解決を図るためには、米

側に裁量を委ねる形となる運用の改善だけでは不十分

であります。地位協定の抜本的な見直しが必要である

と考えております。このため、今後とも軍転協や渉外

知事会とも連携をし、あらゆる機会を通じて日米両政

府に地位協定の見直しを求めてまいりたいと考えてお

ります。 

 その他の御質問につきましては、副知事及び部局長

等から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療法人の運営につ

いての御質問の中で、医療法人に対する税制上等優遇

措置についてお答えいたします。 

 医療法人は、法人税法上普通法人と同じように扱わ

れており、法人税率は、株式会社等と同一の税率

25.5％が適用され、特段の優遇措置は受けていないも

のと解しております。しかしながら、社会保険診療報

酬等に係る事業税については非課税とされ、また、自

由診療に係る事業税については軽減税率が適用されま

す。 

 次に、医療法人の責務についてお答えいたします。 

 医療法人の責務は、医療法第40条の２において、

「自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その

提供する医療の質の向上及びその運営の透明性の確保

を図り、その地域における医療の重要な担い手として

の役割を積極的に果たすよう努めなければならな

い。」とされております。 

 次に、医療法人の監事の職務についてお答えいたし

ます。  

 医療法人において監事は、法人の業務執行を監査す

る機関として位置づけられており、その職務について

は、医療法第46条の４第７項各号において規定されて

おります。平成19年の医療法の改正においては、監事

の職務を明確化しております。これは、医療法人の内

部管理体制の明確化を通じた効率的な医業経営を推進

するためであるとされています。 

 次に、医療法人の理事長の選出についてお答えいた

します。 

 医療法人の理事長の選出につきましては、医療法第

46条の３第１項に規定されており、理事長は、「医師

又は歯科医師である理事のうちから選出する。ただ

し、都道府県知事の認可を受けた場合は、医師又は歯

科医師でない理事のうちから選出することができ

る。」とされております。ただし書きの趣旨につきま

しては、一般的な医療法人について、候補者の経歴、

理事会構成等を総合的に勘案し、適正かつ安定的な法

人運営を損なうおそれがないと認められる場合には、

都道府県の医療審議会の意見を聞いた上で、例外的に

医師でない理事長の選出を認めたものと解しておりま

す。 

 次に、医療法第47条第１項の趣旨についてお答えい

たします。 

 医療法第47条第１項の規定の趣旨は、医療施設にお

いて医療業務に関する実質的な責任を有している管理

者の意向を法人の運営に正しく反映させることである

と解しております。 

 次に、県に対する事業報告書等の届け出と罰則につ

いてお答えいたします。２の(6)ア及び２の(6)イは関

連しますので一括して答弁いたします。 

 医療法人においては、医療法第46条の４第７項第１

号及び第２号の規定に基づき、監査の上、同項第３号

に基づき、社員総会または理事に監査報告書を提出す

ることとされております。これらの手続を経ていない

場合には、不適切な監査となると解しております。医

療法人の事業報告書等または監査報告書が虚偽であっ

た場合には、医療法第76条第３号により、理事、監事

または清算人は20万円以下の過料に処せられることと

なっております。 

 次に、医療法第46条の４第６項の趣旨についてお答

えいたします。 
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 医療法第46条の４第６項は、理事と医療法人との間

で自由に取引をさせると、法人が不利益をこうむり、

理事個人が利益を図る可能性があることから、公正を

期すために、理事の代理権を制限したものであると解

しております。 

 次に、医療法人の附帯業務についてお答えいたしま

す。 

 医療法人が行うことのできる附帯業務は、医療法第

42条各号に規定されているもののみとされておりま

す。 

 次に、医療法人の出資及び貸し付けについてお答え

いたします。 

 医療法人が、その理事長が代表権を持つ営利法人に

対して行う出資または貸し付けについては、剰余金の

配当を禁止する医療法第54条に該当するおそれがあ

り、認められないものと解しております。 

 次に、県に提出された医療法人ほくと会の３年間の

業務報告及び平成22年に提出された理事の変更届につ

いての御質問の中で、事業報告書の提出についてお答

えいたします。 

 医療法第52条の規定により、医療法人は、毎年、事

業報告書等及び監事の監査報告書の提出が義務づけら

れておりますが、理事会等の議事録の提出については

義務づけられていないことから、提出を受けておりま

せん。提出されている書類によると、当該医療法人の

監査実施日は、平成22年10月22日、平成23年10月28日

及び平成24年10月25日となっております。 

 次に、事業報告書の提出の遅延についてお答えいた

します。 

 平成22年及び平成23年の事業報告書等の提出が遅延

しておりますが、当該法人に確認したところ、経理担

当者が交代した際の引き継ぎが十分に行われなかった

ためと聞いております。 

 次に、理事の変更届と事業報告書役員一覧の相違に

ついてお答えいたします。 

 平成22年７月７日付で提出された当該法人の役員変

更届において、理事に就任したことが届けられている

者について、平成21年分の事業報告書において役員と

して記載されており、一部記載が相違しております。

理事会の開催日は、平成22年５月22日となっておりま

す。役員選任の状況については、今後、届け出書類の

内容について当該法人に確認してまいります。 

 次に、医療法人ほくと会の経営状況についての御質

問の中で、ほくと会の労働関係及び経営状況について

お答えいたします。４の(1)アから４の(2)エまでは関連

しますので一括してお答えいたします。 

 医療法人の労働関係及び経営につきましては、医療

法を初めとする関係法令及び当該法人の定款に基づき

適正に行われるべきものと考えております。個別の事

項につきましては、当該医療法人の状況について報告

を求め、法令に抵触する事情があれば、適切に対応し

たいと考えております。 

 次に、理事長の関連会社への資金貸し出しと不動産

の売買についてお答えいたします。４の(3)ア及び４の

(4)は関連しますので一括してお答えいたします。 

 県に報告された事業報告書等には、個別の取引につ

いて明記されておらず、理事会の議事録についても提

出が義務づけられていないため、現段階では確認でき

ません。 

 次に、知事の監督についての御質問の中で、医療法

第63条及び第64条の趣旨についてお答えいたします。 

 医療法第63条及び第64条は、知事の医療法人に対す

る監督に関する規定であり、第63条で医療法人に対す

る報告徴収及び検査を、第64条で法令等の違反に対す

る措置について規定しております。 

 第63条及び第64条において「運営が著しく適正を欠

く」場合とは、医療法人の附帯業務に多額の投資を行

うことによって法人の経営状態が悪化する等法人の附

帯業務の継続が法人本来の業務である病院等の経営に

支障があると認められる場合や、法人の資金を役員個

人または関連企業に不当に流用し、病院等の経営の悪

化を招いていると認められる場合を言うとされており

ます。第64条の規定に基づく「必要な措置」の例とし

て、不動産の買い占め、不動産賃貸業を行っている場

合はその事業の中止、附帯業務の継続が、法人本来の

業務である病院等の運営に支障があると認められる場

合は、その附帯業務の中止、縮小等が考えられるとさ

れております。 

 次に、私文書偽造罪についての御質問の中で、私文

書偽造罪または背任罪に該当するか否かについてお答

えいたします。６の(1)及び７の(1)は関連しますので一

括してお答えいたします。 

 御質問の事例が刑法の規定に該当するか否かについ

ては、言及する立場にはありません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 信号機の設置に関する

御質問についてお答えをいたします。 

 御質問の交差点については、恩納村字仲泊にござい

ます仲泊公民館前の信号機の設置されたＴ字路交差点

と承知をしております。同交差点は、石川方面から山
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田向けに左折をする場合に、民家のブロック塀等で見

通しが悪い交差点となっております。同所は子供たち

の通学路ともなっていることから、所轄警察署に対

し、地元自治体から信号機の改善要請がなされている

と承知をしております。県警察におきましては、同所

における交通事故防止のため、歩行者と車両の信号現

示を分離する歩車分離式信号の導入について現在検討

を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 私も質問する以上は調査・分析して

いますから、質問した以上はその証拠とか話とか聞い

ておりますから、それに基づいて部長とちょっとやり

合いたいと思います。 

 １つは、この医療法人の責務について、「その運営

の透明性の確保を図り、」とあるけれども、これはど

ういうふうに説明するのか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 「運営の透明性の確

保」ということについては、県に報告された書類、請

求があればその閲覧に供すということで、事業報告書

であったり財産目録、貸借対照表こういったものと

か、あるいは監査報告書こういったものを閲覧に供す

るということであります。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 次に、この医療法第76条のいわゆる

さっき説明した「20万円以下の過料に処する。」と。

その他「刑」とあるよね、その中に。例えば、「ただ

し、その行為について刑を科すべき」とは何か、ここ

をちょっと説明してくれますか。あなたがさっきやっ

たもの、医療法第76条。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 第76条においては、

次の各号に該当する場合においては「医療法人の理

事、監事又は清算人は、これを20万円以下の過料に処

する。ただし、その行為について刑を科すべきとき

は、この限りでない。」ということで、何項目か、次

に該当する場合に当たるものが記載されております。

読み上げますか。 

○ 田 勝廣君 その刑を説明してください。どうい

う刑ね、刑法に該当するの、それとも何ね。そこだよ

問題は、この医療法のついているところは、肝心なと

ころよ。 

○議長（喜納昌春君） 続けてください。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 刑が科される場合に

は過料はしませんよということになります。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だから、その刑は刑法なのかという

ことよ。他の刑罰なのかと聞いているのよ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 刑法に基づくものだ

と解しております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そうだと思います。 

 それで今度は、ほくと会が皆さんに出した事業報告

書、これについてちょっと説明を求めますね。これは

平成22年の５月１日から平成24年の８月31日まで、実

はこの文書は情報公開条例でとった文書だから。ここ

に名前は言わないけれども、理事が載っているよね。

その理事はじゃどういうことでここに載っているの

か。それともこの次のところに、当該年度に社員総会

が開かれ同意した事項、これに書かれてないよ、これ

ね。21年の事業報告書以降、見たらわかるよ、書かれ

てないでしょう。これ持っているでしょう。（資料を

掲示） 持っていない、持ってなかったら議論できな

いよ。これ皆さん方からとったやつだから、これ。こ

れ皆さん方からとった文書よ、情報公開で。日付がな

い、理事でない人が載っている。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時39分休憩 

   午後４時42分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 日付が記載されてい

ないのがあって、記載漏れではないかというふうに思

います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 だから、それはなぜ日付がないかと

いうことと、なぜ理事じゃない人が21年に載っている

かということ。経理がどうのこうのと言ったけれど

も、何ね、それ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 詳細については今

後、法人に確認をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 申しわけないけれども、質問事項を

出してからそういう期間があるから、そこはちょっと

調整してもらいたいな。そこで議論できないのに、そ

うすると。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この件も含めてさら
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に調査することがありますので、そこら辺は必要に応

じてやっていきます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 今、僕は３点質問したから、また後

で答弁してくださいね。３点は調査してから答弁する

ということだから、それで結構。 

 それで次は、役員変更届、22年の７月７日に出され

ている。これの信憑性をちょっと問いたい。僕はこの

議長と言われた人、この人に会って、これ議事録書か

れているよね。この議長という人に会って意見を求め

ました。私は議長をしたこともないし、理事会を開い

てこういう結果を得たことはないと言っているわけ

よ。さあどうするかと。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そこら辺の事実関係

につきましても、今後確認をいたしたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 これについては、事業報告について

は改めて調査をして確認をするということで理解して

いいですね。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのとおりでありま

す。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 次は、ほくと会のいろんなこれも調

査、経営状況について、労使関係とかいろいろ書いた

んだけれども、これも調査をして報告するということ

だったんですね、答弁でね。 

 もう一つ、商工労働部長、これは就業規則に違反す

ると思うんだけれども、これは労基法にも全く違反し

ているわけよね。これに対しては、皆さんのほうから

はどういう調査をするのかな。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 労働基準法違反につ

いては、国の労働基準監督署が指導を行うと。定期に

調査をするというのが１つ。それから、その労働者の

親告に基づいて調査をするということがございますけ

れども、いずれの場合もまずその是正勧告を行いまし

て、是正勧告を受けたにもかかわらず是正措置を講じ

ない場合、かつそれが重大悪質な場合は、刑事責任を

追及すべく検察庁に書類送検を行うと、そういう形で

やっているということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 私の調査では賃金の未払い、退職金

の未払い、そして税関係、社会保険、雇用関係、全部

未払いと遅払いが多い。ここはやっぱりある程度、こ

れはまた医務課だろうから部長さんのところだけれど

も、これは調査が続いているので、早急に調査をして

もらいたいなと思っております。税金関係というの

は、例えば子供たち、あるいはその子供たちが就職す

るときに、みんな来ますね、税は支払っていますか

と。いわゆる納税証明書を持ってこいと。これは不利

益を与えるんだよ。これが３カ月、４カ月あるいは１

年間続くと、その不利益をこうむる人たちが多過ぎる

から、ここは早急にやっぱり対策を練るべきだと思っ

ております。 

 そして次に、先ほど第54条で関連会社への融資はで

きないという話をしていたので、この融資の関係につ

いてもう一度ちょっと部長説明してくれませんか。医

療法人が他の関連会社へ融資できるのかどうか、貸し

出しできるのかどうか、もう一度説明してくれる。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療法人が、その理

事長が代表権を持つ営利法人に対して行う出資または

貸し出しについては、剰余金の配当を禁止する医療法

第54条に該当するおそれがあり、認められないものと

解しているということです。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そうすると、できないということに

なっているわけだから、ここはやっているわけ。僕は

ちゃんと持っているわけね、この資料は。貸し出しと

いうのを持っているわけ、資料として。それはそれで

結構。それで例えば土建部長、その会社、これは建設

会社ですから、建設会社が登記しますよね、登記。い

ろんな仕事を登記する。登記したときに、例えば土地

はある、建物は登記上ない、こういう会社を普通何と

いうの。例えばそういうところに公共工事が発注でき

るかどうかとか、もちろん事業実績を勘案しないとい

けないと思うんだけれども、そういう会社というのは

どういうこと。普通、土建部ではどういう表現をする

のかね、こういう会社は。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時48分休憩 

   午後４時48分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 私ども土木建築部

のほうで建設業の許可を行っておりますけれども、そ

のときにそういうケースがどのようになるのかという

のは、ちょっと手元に資料がないので、今ここでお答

えができない状況です。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 
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○ 田 勝廣君 僕はその会社へ行ったんです。何も

ない、従業員もいない。そうすると、僕が調べた結

果、ここにお金を億単位貸しているわけだから、その

場合は実際どうなるのかねと、不思議でしようがない

わけよ。しかも、その代表取締役というのが、この医

療法人の理事長さんと同じ名前である。だからそうい

う複雑で、調べれば調べるほどちょっと僕もなぜかな

と。そこを皆さんにまた聞いているわけよね。そこの

ところがあるものだから、困ったものだね。 

 それで今度は、これは知事の監督というのは、部

長、医療法人に対する県の権限は強いよね。いろいろ

監督だとか、何だかんだとか、こんなに県の指導とか

監督とか医療法人に対して非常に大きいわけよ。そう

すると、知事の監督についていま一度、「運営が著し

く適正を欠く」というとき、これはどういうことかも

う一度説明してくれますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 「運営が著しく適正

を欠く」場合とは、医療法人の附帯業務に多額の投資

を行うことによって法人の経営状態が悪化する等法人

の附帯業務の継続が法人本来の業務である病院等の経

営に支障があると認められる場合や、法人の資金を役

員個人または関連企業に不当に流用し、病院等の経営

の悪化を招いていると認められる場合を言うとされて

おります。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 この医療法人は確実に赤字という

か、法人の経営に重大な支障を来しているわけ、現

在。それともう一つは、その監督責任において医療法

人の事務所への立入検査及び医療法人に対する改善命

令、これはどういう意味ですか。ちょっと説明してく

れませんか、それを出す場合は。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時52分休憩 

   午後４時52分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 通常は、法律に従っ

て違法であったりあるいはその不適正な事実を監査に

よって確認をした場合、医療法人の監事が知事にその

報告をすると。監事の報告をもって立入検査を行うと

いうふうなことであります。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 ちょっと違うんじゃないの。僕もこ

れは勉強しているけれども、ちょっと違うんじゃな

い、今の答弁は。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 基本は今説明したと

おりですけれども、さらに情報提供に基づいて事実確

認を行った上、情報提供があった場合、事実確認を

行った上で立入検査をするというようなこともありま

す。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 そうですよ。だからここにこう書い

てあるのよ。その法人の資金を役員個人または関連企

業に不当に流用し、病院いわゆる法人に経営上悪化を

招いているとこういうことを書いてあるわけよね。だ

から皆さんが、知事が第63条、第64条で立入検査、こ

れはもう今の状況証拠からすると整っていると思うわ

け。だから皆さんは決意を持って立ち入りやるべき

じゃないかと僕は思うんだけれども、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） まだ我々もその詳細

を把握しておりませんので、当該法人に資料提供を求

めるなどまず事実確認を行います。その後、その上で

こういった医療法第63条に基づく報告や検査について

もまた判断をしたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 これは早急にやってください。そう

しないと、この医療法人で働く人々が、あるいは患者

さんに非常に迷惑がかかるわけだから、これは早急に

やるということを約束できますか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 早急に対応いたしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 次に、警察本部長ですね。これはな

かなか答えにくいかもしれませんけれども、私文書偽

造罪と背任罪の一般的な解釈論でいいですから、

ちょっと述べてくれませんか。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 一般論といたしまして

でありますけれども、私文書偽造罪とは刑法の第159

条でございますけれども、これは他人の印章や署名を

使用して、権利や義務または事実証明にかかわる私文

書等を偽造、変造することによって成立する犯罪と承

知をしております。 

 また、背任罪とは、刑法の第247条でございます

が、これは他人のために事務処理をする者が、自己も

しくは第三者の利益を図る目的または本人に損害を加

える目的で、委託関係に反して、本人に財産的損害を
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発生させた場合に成立する犯罪と承知しております。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 もうちょっと僕は踏み込みたいと

思って、申しわけありませんけれども。背任罪のこの

自己の利益もしくは第三者の利益を図る目的とは一体

何を指すのかな。ちょっともし答えることができたら

お願いしたいなと思っています。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 大変申しわけないんで

すけれども、刑法の条文の解釈につきまして、警察と

して申し述べる立場にはございませんので、お答えは

差し控えさせていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 これ、自己の利益もしくは第三者の

利益を図る目的とはということで、これもさっき僕が

読んだ医療法上の法人の資金や役員個人または関連企

業に不当に貸し出したり、あるいはいわゆる当てのな

いというか、貸したのはいいけれども戻る見込みがな

いとか、そういうことをさっき言った条文の説明で

は、学者とかあるいは判例からもこういう条文が出て

いるわけです。そういうことからしますと、これは私

の見解で申しわけありませんけれども、背任罪の構成

要件に該当するのではないかなと私は思っているわけ

ですね。それはいいでしょう、本部長が答えができな

いと言うんだから。 

 それともう一つは私文書偽造罪、これについて他人

の印鑑とか三文判とか、これを押すことによって偽証

罪が成立するのかという。だから三文判を印刷したあ

る文書に 田勝廣なら 田勝廣と書いて、 田勝廣の

印鑑を押して、それを公共機関に提出をしていくと。

こういう場合はどうなんだろうと。これも答えること

できないですかね、どうですか本部長。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

○警察本部長（笠原俊彦君） 繰り返しになってしま

いますけれども、警察といたしましては、刑法の条文

について解釈する立場にありませんし、また、法と証

拠に照らし合わせまして判断をするべきこととなりま

すので、個別の事情が明らかでないものについては、

少し答弁はいたしかねるというところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 田勝廣君。 

○ 田 勝廣君 僕もいつも県警からは、法と証拠に

基づいて自分たちは捜査をするんだということも聞い

ておりますので、これはまた後でいろいろと議論をし

てみたいと思います。 

 そこで知事も含めて、こういういわゆる文書が出さ

れていると、公に、県に。この出されたものさえ

ちょっと疑いがあると、だって書かれてないんだか

ら、現にね。だからそういうことで、僕が調査したら

関係者は判こも押してないし、会計監査もしていない

と言っているわけだから、そこのところから考えると

これは明らかにさっき言った私文書偽造罪であり背任

罪であり、そういうことに該当するんじゃないかなと

私は認識していますけれども。最後に、これいいのか

どうかわかりませんけれども、ただ知事の権限が強い

んですよ、この医療法人に対して。最後にちょっと知

事の、これは余り一般質問じゃないんですけれども、

ちょっとどうするか。じゃ部長で結構ですので、どう

ぞ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほども申し上げま

したけれども、事実をしっかり確認をしまして医療法

第63条に基づく報告、検査について判断していきたい

と思っています。 

○ 田 勝廣君 終わります。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

   〔具志堅 透君登壇〕 

○具志堅 透君 自由民主党の具志堅透でございま

す。 

 本定例会の最終、最後の登壇となりました。 

 皆さん、お疲れのところではございますが、少しの

間おつき合いを願いたいと思います。 

 議長の許可がありましたので、一般質問をしたいと

思いますが、その前に所見を述べさせていただきたい

と思います。 

 国政においては、昨年12月、多くの県民・国民の支

持により、自民党、公明党の連立政権が誕生をいたし

ました。安倍総理の強いリーダーシップのもと、日本

経済が一変をいたしました。まさに政治は生活なりで

ございます。政治が変われば生活が変わるのでござい

ます。 

 我が沖縄県、仲井眞県政においても、知事の強い

リーダーシップのもとに沖縄振興を実践し、その成果

も確実に着実に前進しております。また、執行部も人

事を一新し、高良・川上両副知事、そして諸見里教育

長初め新部局長就任等、新たなスタートを切っており

ます。沖縄県のさらなる発展を大きく期待するもので

あります。しっかり頑張っていただきたいと思いま

す。エールをお送りいたします。 

 そしてもう一点、昨日、髙嶺議員からツール・ド・

フランスの話がございました。 

 昨今、沖縄県出身者のスポーツ界での活躍には目を

みはるものがあります。私のほうからは特に、女子ゴ
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ルフで活躍の比嘉真美子プロのことについて御紹介を

させていただきたいと思います。 

 ことしのオープニングゲームのダイキンオーキッド

では、本部町を挙げて応援に行ったのでありますが、

残念ながら予選落ちをし、やはりプロの世界は厳しい

のかなというふうに思ったのでありますが、あれよあ

れよという間に２勝もしてしまいました。それも19歳

という快挙をなし遂げております。先週も初日８アン

ダーでトップに立ち、大きく期待をしたのですが、結

果は３アンダーの39位でございました。39位で残念と

思われるまでに急成長を遂げております。今後、３

勝、４勝を大きく期待するものであります。 

 御承知のとおり、比嘉真美子プロは、本部町の出身

で本部高校の卒業生であります。本部高校は、比嘉真

美子プロのように、将来に夢と希望を持ち、一生懸命

頑張っている子供たちでいっぱいであります。諸見里

教育長も本部高校で教鞭をとった経験があると伺って

おります。その意味では、本部高校のＯＢでございま

す。その県立本部高校が、今統廃合の危機を迎えてお

り、学校現場、ＰＴＡ、本部町では存続に向けて日々

努力しているところであります。そういった中で、諸

見里教育長は近々、本部高校を訪ねると伺っておりま

す。教育長がみずからの目で見て、みずから感じるこ

とは大きな意義があり、大変すばらしいことだと思っ

ております。学校現場だけではなく、町教育委員会、

ＰＴＡ、多くの町民の声を聞いていただき、教育長と

してもどうすれば本部高校を存続できるか一緒になっ

て取り組んでいくことを強く願うものでございます。 

 それではちょっと長くなりましたが、通告に従い一

般質問をしたいと思います。 

 まず１点目、農林水産業の振興についてでありま

す。 

 私が常日ごろから申し上げていることは、北部ヤン

バルはその地理的特異性から、農林水産業の振興の発

展なくしてヤンバルの発展はない。ヤンバルの発展な

くして真の沖縄県の発展はないということでありま

す。 

 まず、そのことを申し上げ、質問に入ります。 

 (1)の、農林水産物流通条件不利性解消事業について

であります。 

 その事業は農林水産業の振興を図る上で、沖縄県の

地理的不利性を解消し、流通コストの軽減を図り、農

家等の生産意欲を上げ、自立的な農林水産業の振興を

目的としてスタートをしており、相当の成果が出てい

るものと確信をいたしております。沖縄振興のため、

自由度の高い一括交付金の活用としては、まさにタイ

ムリーな事業だと考えております。その中で対象品目

についてであります。全ての農林水産物を対象とし

て、また、６次産業化の話もありますとおり、２次製

品加工品等についてもふやす必要があると考えます。 

 そこでお伺いをいたします。 

 ア、農林水産物流通条件不利性解消事業の成果と今

後の課題について伺います。 

 イ、追加品目に対する県の要望について、国の回答

と見通しについて伺います。 

 次に、鳥獣被害防止対策についてであります。 

 このことは、昨年12月議会でも取り上げましたが、

今、北部地域の町村関係者と意見交換をする中で最も

要望が高く、一刻も早い効果的な対策が求められてお

ります。 

 そこで伺います。 

 (2)、鳥獣被害防止対策について。 

 基金を創設し対策を講ずると思うが、その事業の内

容と進捗状況について伺います。 

 (3)、災害に強い栽培施設（ハウス園芸）の整備につ

いては、台風銀座と言われる沖縄県、また、昨年の台

風被害を見ても、昨今の台風は大型化し被害も大き

く、沖縄県にとっても重要な課題の一つと考えます。 

 そこで伺います。 

 町村から要望がある災害に強い栽培施設（ハウス園

芸）の整備が必要と思うが、県の考えを伺います。 

 次に、大きな２番目の県管理の国道・県道の植栽及

び除草についてであります。ここでは主に除草につい

て伺います。 

 観光立県として、国道・県道の植栽及び除草等の管

理が重要と考える。特に除草については梅雨明け時の

雑草の成長が早く見苦しい。また、交通事故の要因と

もなりかねないため、その取り組みについて伺いま

す。 

 次に、沖縄をイノベーション拠点にすることについ

てであります。 

 山本大臣提出資料を見ますと、１、科学技術、２、

ＩＴ、３、国際物流、４、人材育成の４つの項目で振

興の方向性を示しております。その中でも、科学技術

に関する卓越した教育研究を行うことにより、沖縄の

自立的発展と日本及び世界の科学技術の向上に寄与す

ることを目指し、昨年９月開学した沖縄科学技術大学

院大学の活用こそが沖縄振興の大きなウエートを占め

ていると考えております。 

 そこで伺います。 

 (1)、産業競争力会議の議論を踏まえ、国家戦略とし

て沖縄をイノベーション拠点とすることを検討し、沖
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縄が日本経済のフロントランナーとなるよう、これま

での沖縄振興計画をベースとして、沖縄の優位性・潜

在力を活用した振興を講ずるとしているが、その内容

と実現性についてお伺いいたします。 

 (2)、沖縄科学技術大学院大学を核とした知的・産業

クラスターの形成について、内容と可能性について伺

います。 

 (3)、教授300名の実現等、2013年５月10日のＯＩＳ

Ｔ理事会決議の可能性についてお伺いいたします。 

 次に、４番目の越波対策について。 

 大宜味村から国頭村にかけての国道58号沿いで越波

がひどく、道路への砂の乗り上げや車両や住宅の塩害

被害があります。海岸の整備、テトラポット等の整備

が必要であると思うが、県の考えについてお伺いをい

たします。 

 ５番目、離島の児童生徒への各種大会への派遣費支

援について。 

 (1)、現在どのような支援を行っているか伺います。 

 (2)、今後拡充できないか伺います。 

 ６、特別支援員配置の拡充について。 

 特別支援員については、現在小中学校で120万円、

幼稚園で70万円の措置で事業実施されております。 

 (1)、その実績についてお伺いいたします。 

 (2)、その金額での継続的な配置は無理があるように

思われるが、国へ増額を求めるとともに、県において

も何らかの措置ができないかお伺いをいたします。 

 ７、我が党の代表質問との関連については削除をい

たします。 

 以上、質問をいたします。答弁をよろしくお願いい

たします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 具志堅透議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、国道・県道の植栽及び除草についての

御質問にお答えいたします。 

 道路植栽の管理につきましては、観光イメージの向

上や交通安全確保の観点から大変重要であると考えて

おります。平成23年度に道路緑化基本計画を見直し、

植樹帯を植樹ますに改良するなどの対策を講じている

ところであります。梅雨により成長した雑草につきま

しては、これから本格的に除草に取り組むことといた

しております。今後とも、観光立県にふさわしい道路

管理に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、沖縄をイノベーション拠点にすることについ

ての御質問の中で、大学院大学教授300名の実現につ

いての御質問にお答えいたします。 

 沖縄県は、沖縄科学技術大学院大学の発展を通し

て、知的・産業クラスターの形成や人材育成を図り、

自立型経済の構築につなげたいと考えております。そ

のためには、長期的に代表研究者をこの大学院大学に

おいて300名に拡充する必要があると。いわば、アメ

リカのカリフォルニア工科大学並み、カルテック並み

にするとすれば、おおよそ300名と考えております。

今後、その実現に向けて政府に強く働きかけてまいる

所存でございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 農林水産業の振興に関する

御質問の中で、災害に強い栽培施設整備の必要性につ

いて私のほうからお答えをしたいと思います。 

 沖縄県の農業振興を図るためには、台風等の自然災

害の影響を受けにくく、産地を形成することが重要だ

と考えます。このため、平成24年度より沖縄振興特別

推進交付金を活用した災害に強い栽培施設の整備事業

を創設しまして、整備を図ってきたところでありま

す。沖縄県としましては、今後とも市町村やＪＡなど

の関係団体と連携して、災害に強い農業の振興に努め

てまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業の振興に

ついての御質問の中で、農林水産物流通条件不利性解

消事業の成果と今後の課題及び追加品目についてお答

えいたします。１の(1)アと１の(1)イは関連しますので

一括してお答えいたします。 

 平成24年度の本事業による県外出荷量は、前年度に

比べ約630トン増の約２万2900トンとなり、補助額は

約12億4700万円となっております。県としましては、

輸送コスト負担の軽減により、農家等の生産意欲の向

上につながったものと考えております。また、本事業

の主な課題としては、補助対象品目の見直し等が挙げ

られ、県としては各圏域の状況も踏まえ、見直しを検

討しているところであります。見直しに当たり、国か

らは本事業の効果検証を求められているところであり

ます。引き続き平成24年度の事業効果を検証し、その

検証結果を踏まえつつ、補助対象品目の見直しについ

て、関係部署や国等と協議していきたいと考えており

ます。 
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 次に、鳥獣被害防止対策についてお答えいたしま

す。 

 県は、鳥獣被害防止対策について、銃器・わな等に

よる捕獲、侵入防止施設の設置、市町村・ＪＡと連携

した広域での一斉捕獲などに取り組んでいるところで

あります。 

 しかしながら、鳥獣による被害が深刻化している状

況にあることから、国の鳥獣被害防止緊急捕獲等対策

事業を活用し、沖縄県野生鳥獣被害対策協議会に本年

３月、4399万7000円の基金を創設したところでありま

す。基金事業の内容は、１、推進事業として、有害鳥

獣の緊急捕獲活動に対する支援、２、整備事業とし

て、鳥獣被害防止施設の機能向上に対する支援となっ

ております。事業の進捗状況は、本年５月に各地区で

説明会を開催し、現在、事業計画の取りまとめを行っ

ているところであります。 

 県としましては、市町村協議会と連携し、集中的か

つ効果的な鳥獣被害防止対策を実施していきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄をイノベーション

拠点とすることについての御質問の中の、沖縄をイノ

ベーション拠点とすることの内容等についての御質問

にお答えいたします。 

山本大臣は、安倍総理を議長とする経済財政諮問会

議に、臨時議員として５月20日に出席いたしまして、

その中で議員からありましたように、国家戦略として

沖縄をイノベーション拠点とすることを検討すること

を表明しております。それを受けまして、平成25年６

月14日に閣議決定されました「骨太の方針」や「成長

戦略」におきまして、国家戦略として、沖縄振興策を

総合的・積極的に推進することが表明されたというこ

とでございます。また、「国家戦略特区」の議論を踏

まえ、沖縄をイノベーションの拠点として検討するこ

とや、沖縄科学技術大学院大学等を核とした知的・産

業クラスターの形成を進めることもあわせて示されて

おります。 

 県といたしましては、成長戦略を全庁的に分析いた

しまして、沖縄振興に資する施策を積極的に取り込む

など適切に対応し、沖縄21世紀ビジョン実現に向けた

取り組みを加速させてまいりたいと考えております。 

 次に、知的・産業クラスター形成の内容と可能性に

ついてお答えいたします。 

 県は、沖縄科学技術大学院大学等を核として、「健

康・医療」と「環境・エネルギー」の分野で、国際的

な「知的・産業クラスター」の形成を目指しておりま

す。 

 現在、科学技術大学院大学、琉球大学、沖縄高等専

門学校と国内外の研究機関やベンチャー企業などが行

う健康・医療分野などの共同研究を支援するととも

に、国際的な研究ネットワークの構築に取り組んでお

ります。 

 また、科学技術大学院大学等の研究成果の受け皿と

なる企業の集積を図るために、去る５月に沖縄ライフ

サイエンス研究センターをオープンさせ、現在ベン

チャー企業５社、大手製薬企業１社が入居して研究開

発を始めております。 

 さらに、政府は、いわゆる「骨太の方針」におい

て、世界最高水準を目指す沖縄科学技術大学院大学等

を核としたグローバルな知的・産業クラスターの形成

を進めるとしております。 

 沖縄県としては、産学官の関係機関が一体となって

研究開発成果を活用した新事業・新産業を創出し、知

的・産業クラスターを形成してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 越波対策について

の御質問の中で、大宜味村から国頭村に至る越波対策

についての御質問にお答えいたします。 

 大宜味村から国頭村に至る国道58号沿いの護岸は、

国が管理する道路施設となっております。県では、当

該区間のうち、これまで浜海岸、塩屋港海岸、大宜味

海岸、津波海岸及び根路銘海岸の高潮対策事業を実施

し、越波被害の軽減を図ってきております。 

 海岸高潮対策事業による越波対策については、道路

を越え集落等への越波被害の有無が事業の実施要件と

なります。引き続き集落等への越波被害の状況につい

ては、村と連携を図りながら調査し、対策を検討して

いきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 具志堅議員からの先ほど

のお言葉、激励、恐縮に存じます。プレッシャーのほ

うが大きかったと思いますけれども、ありがたく受け

とめ、頑張ってまいりたいと思います。 

 それでは、離島の児童生徒への各種大会への派遣費

支援についての御質問で、派遣費支援と拡充について
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お答えいたします。５(1)と５(2)は関連しますので一括

してお答えいたします。 

 県教育委員会では、離島の児童生徒の各種大会での

負担軽減を図るため、県中学校体育連盟、県中学校文

化連盟、県高等学校体育連盟、県高等学校文化連盟を

通して派遣費を補助しているところです。また、小中

学校では市町村やＰＴＡ等から、高等学校ではＰＴＡ

等からの補助により対応しているところであります。 

 県教育委員会としましては、今後も離島児童生徒の

経済的な負担軽減が図られるよう、関係部局及び関係

機関等とも連携し、支援策について研究してまいりま

す。 

 次に、特別支援員配置の拡充についての御質問で、

特別支援教育支援員の実績及び県の対応についてお答

えいたします。６(1)アと６(1)イは関連しますので一括

してお答えいたします。 

 平成25年１月に県教育委員会が実施した調査により

ますと、36市町村教育委員会における支援員の配置

は、幼稚園169人、小学校471人、中学校127人、計767

人となっております。 

 県教育委員会としましては、特別支援教育市町村連

絡協議会を開催し、地方財政措置の周知と情報の共有

化を図り、支援員の積極的な配置を促しております。 

 なお、全国都道府県教育長協議会等を通して、市町

村への地方財政措置の拡充について国に要望している

ところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 ２点ほどちょっと確認といいます

か。 

 まず、不利性解消事業についてですが、１年間を終

えて、当然その検証をしっかりとやらなきゃいけない

だろうと。それで、さらに次年度に向けて、ことし、

毎年というか、改善をしながらやっていくことが重要

だろうと思っております。その中で、追加品目という

か品目の見直しということに関して、県として何か提

案していることがあるんじゃないですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 地元のほうからの要

望等も今、受けておりまして、例えば野菜であれば

ハーブ類等３品目、果樹であればミカン等３品目、花

卉であれば切り花等３品目、畜産については肉用牛、

豚とか、森林キノコということで12品目、要望を受け

ておりまして、これについてこれから国のほうとまた

協議していきたいなというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 全然聞こえないですね、中身。済み

ませんというか、全然聞こえない。まあまあいいで

しょう。 

 そういうふうに12品目ですか、要求があると。言い

たいことは、私、その件で国ともいろいろ意見交換を

したりしたことがありまして、国の方針というか、国

の考え方としては、沖縄県の検証をしっかりと見てみ

たいんだと。その中で品目の見直しだとか、そういっ

たことを検討していくんだということを何か言うこと

になっているんですね。ですから、沖縄県が解消事業

をスタートさせましたと。そこで、入れかえをした

い、見直しをしていきたいというときにその検証をす

ることが重要であるんですね。その検証というのはい

つごろまでに終わるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 今年度、農林水産物

流通条件不利性解消調査事業というのを立ち上げてご

ざいまして、今、委託をしまして、その中で県が出荷

量、出荷額の動向とか、生産量の出荷額動向、それか

ら事業者への直接的な効果とか、もろもろ経済波及効

果等も含めて調査をいたします。これは今年度やりま

すので、それを見ながら途中経過もデータを見なが

ら、次年度に向けて整理していきたいなというふうに

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 ということは、今年度でのその品目

変更というか、追加ということはかなわないというこ

との解釈でいいんですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 調査結果そのものが

ある程度出てこないと分析が、理論的にどういった効

果が出てきたかというところをちょっと数値的なとこ

ろで整理してから要求したいなということもあるもの

ですから、それにはちょっと時間がかかるのかなとい

うふうに考えておりまして、次年度に向けてぜひ頑

張っていきたいなと思います。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 僕は、この調査というか検証に係る

調査もコンサルに委託をしてやらなきゃいけないの

か。これは内部でできないかなと思ったり、自分たち

で実施した事業、当然、多岐にわたっていろいろ大変

だとは思うんですが、それをもう少しサイクルを早め

て、より改善していって、いい有益な品目というんで

すか、それが地域からも来ているわけですから、要求

が。それに応えられるようにやっていただきたいとい

うふうに思います。これは今後とにかく早めていただ
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きたいということですね。 

 次に、鳥獣被害防止対策についてであります。 

 捕獲とあとは進入防止だとかということをやるとい

うことなんですが、その捕獲の件でちょっとお伺いし

たいんですが、捕獲の中で、経費支払いというかその

辺の価格はどうなっているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 国のこれは事業に

なっておりまして、有害鳥獣の緊急捕獲活動というこ

とで、その中での捕獲単価につきましては、鳥類、カ

ラス等につきましては１羽当たり200円と、それから

イノシシにつきましては１頭当たり8000円というふう

な単価になってございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 実は、これは僕、昨年から質問をし

ていまして、これは地域で本当に必要とされている事

業なんです。国も、その基金を増設するときにも、農

作物被害が深刻化・広域化しており、集中的かつ効果

的な対策を早急にとるべきだということでこの基金も

創設されて沖縄県にもおりてきております。その中

で、昨年12月にやって、前の部長あるいは前の担当者

とかなり詰めておりまして、捕獲の活動に対する方法

だとか、あるいは１羽という価格に関しても、今実は

町村でも、知事、行っているところがあるんです。そ

れが200円だとかという金額で全く効果が出ないんで

す。とってきて200円でということの効果がないもの

ですから、その金額に関しても、僕は1500円以上にし

ないと効果が出ませんよと、最低でも1000円ぐらいに

しないと、実績として上がってこないんだと。事業を

やっても効果がない事業はやっちゃいけないんです

よ。ですから、捕獲器を置くのも大切。しかし、カラ

スは頭いいですからね。事実なんです。ですから、僕

は半年あるいは１年、わからぬけれども一定程度の期

限を切って、そして広域的に全県的に一斉にやって効

果を出すと。一定程度出せば多分二、三年はもつんだ

ろうと思う。そして、また出たときにやればいいとい

うふうな効果のある形でやってほしいんですが、200

円じゃどだい実績は上がらぬと思いますよ。その辺の

検討はできませんか。部長、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 議員おっしゃるとお

りで、我々も国のほうから200円という単価を聞いた

ときには、本音で言うとちょっと安いかなということ

で、国のほうにも何とか上げてもらえないかというこ

とで要望しているところでございまして、国のほうか

らはすぐにはちょっと難しいという話があったもので

すから、当面は、各市町村のほうでも従来からやって

いるという事例もございますので、それと抱き合わせ

て当分やっていきたいなと。国のほうには、沖縄県の

状況をしっかり要望を伝えていきたいなというふうに

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 国が金額を決めているから、それに

従うということではちょっと策がなさ過ぎますね。

さっきも言ったんですけれども、実際大宜味村あたり

でもまだやっているんです。そして、１日何羽しか来

ない。実績として上がらないんです。こういう事業を

やっても効果が出ないんですよ。農作物の被害を昨年

やったときにも１億6000万、県内ではあるんだとか、

そういう話がありますので、その対策についての必要

性は共通認識でありますけれども、知事、何とか総枠

の予算はそんなに上げなくてもいいと思います。短期

間で効果を出すために、例えば1000円に上げるとか

1000円以上ぐらいにもっていくというふうなことはで

きませんか、知事。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと農林の担当者とは

相談は無論させていただきますが、今のお話は極めて

説得力があると思います。そういう効果のあることを

やらないと、大の大人がですね。そういう方向で、大

至急やれるかどうか検討し、何とか前へ進めたいと思

います。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

○具志堅 透君 ありがとうございます。知事から説

得力があると言われるとは思いませんでした。特にそ

の１次産業に携わっている方々というのは、せっかく

つくったものをカラスにやられるというのは、一番ワ

ジワジーするんですよ。それが自分の生活の糧になる

ものをということであるので先ほどから言っているん

です。同じことなんですが、効果のある対策をという

ことをぜひお願いをいたしまして、終わります。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 ただいま議題となっております乙第２号議案から乙

第12号議案までについては、お手元に配付してありま

す議案付託表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付

託いたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議案付託表 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 
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○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時36分休憩 

   午後５時37分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 日程第３ 陳情第62号、第70号、第75号、第76

号、第77号の２及び第78号の付託の件を議題といたし

ます。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情６件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 委員会審査及び議案整理のため、明７月４日から10

日までの７日間休会といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明７月４日から10日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 次会は、７月11日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後５時38分散会 
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議  事  日  程 第８号 

平成25年７月11日（木曜日） 

午前10時開議 

第１ 平成25年第１回議会乙第11号議案、乙第２号議案及び乙第３号議案（総務企画委員長報告） 

第２ 乙第４号議案及び乙第５号議案（経済労働委員長報告） 

第３ 乙第９号議案から乙第12号議案まで（総務企画委員長報告） 

第４ 乙第８号議案（経済労働委員長報告） 

第５ 乙第６号議案及び乙第７号議案（土木環境委員長報告） 

第６ 患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・オーファンドラッグ）の開発促進・支援のための法整 

   備等を求める意見書 

呉屋  宏君  又吉 清義君  

提出 議員提出議案第２号 

島袋  大君  照屋 守之君  

新田 宜明君  狩俣 信子さん 

赤嶺  昇君  糸洲 朝則君  

西銘 純恵さん 比嘉 京子さん 

嶺井  光君  新垣 安弘君  

第７ 認可外保育施設への防音工事費等の助成を求める意見書 

呉屋  宏君  又吉 清義君  

提出 議員提出議案第３号 

島袋  大君  照屋 守之君  

新田 宜明君  狩俣 信子さん 

赤嶺  昇君  糸洲 朝則君  

西銘 純恵さん 比嘉 京子さん 

嶺井  光君  新垣 安弘君  

第８ 県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する意見書 

新垣 清涼君  又吉 清義君  

提出 議員提出議案第４号 

末松 文信君  中川 京貴君  

具志 孝助君  仲宗根 悟君  

新里 米吉君  玉城 義和君  

田  勝廣君  嘉陽 宗儀君  

呉屋  宏君  比嘉 京子さん 

新垣 安弘君  嶺井  光君  

第９ 県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する抗議決議 

新垣 清涼君  又吉 清義君  

提出 議員提出議案第５号 

末松 文信君  中川 京貴君  

具志 孝助君  仲宗根 悟君  

新里 米吉君  玉城 義和君  

田  勝廣君  嘉陽 宗儀君  

呉屋  宏君  比嘉 京子さん 

新垣 安弘君  嶺井  光君  

平成25年 

第 ４ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録（第８号） 

平成25年７月11日（木曜日）午前10時２分開議 
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第10 陳情平成24年第102号（経済労働委員長報告） 

第11 陳情平成24年第82号、同第170号、同第193号、陳情第59号、第61号及び第71号（文教厚生委員長報告） 

第12 陳情第52号及び第54号（土木環境委員長報告） 

第13 陳情第40号から第42号まで及び第57号（米軍基地関係特別委員長報告） 

第14 議員派遣の件（平成25年度沖縄県議会議員海外派遣） 

第15 閉会中の継続審査の件 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 平成25年第１回議会乙第11号議案、乙第２号議案及び乙第３号議案 

      平成25年第１回議会乙第11号議案 沖縄県税条例及び沖縄県位置境界不明地域内における各筆の土 

                      地の位置境界の明確化に伴い取得した不動産に対する不動産取 

                      税の減免の特例に関する条例の一部を改正する条例 

      乙第２号議案 沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例 

      乙第３号議案 沖縄県税条例の一部を改正する条例 

日程第２ 乙第４号議案及び乙第５号議案 

      乙第４号議案 沖縄バイオ産業振興センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

      乙第５号議案 沖縄県緊急雇用創出事業等臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

日程第３ 乙第９号議案から乙第12号議案まで 

      乙第９号議案 沖縄県収用委員会委員及び予備委員の任命について 

      乙第10号議案 沖縄県公安委員会委員の任命について 

      乙第11号議案 沖縄県教育委員会委員の任命について 

      乙第12号議案 沖縄県公害審査会委員の任命について 

日程第４ 乙第８号議案 

      乙第８号議案 指定管理者の指定について 

日程第５ 乙第６号議案及び乙第７号議案 

      乙第６号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

      乙第７号議案 損害賠償請求事件の和解等について 

日程第６ 患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・オーファンドラッグ）の開発促進・支援のための 

     法整備等を求める意見書 

日程第７ 認可外保育施設への防音工事費等の助成を求める意見書 

日程第８ 県内へのＭＶ22オスプレイの追加配備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する意 

     見書 

日程第９ 県内へのＭＶ22オスプレイの追加配備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する抗 

議決議 

日程第10 陳情平成24年第102号 

      陳情平成24年第102号 駐留軍関係離職者等臨時措置法の有効期限延長に関する陳情 

日程第11 陳情平成24年第82号、同第170号、同第193号、陳情第59号、第61号及び第71号 

      陳情平成24年第82号 所得税、地方税における寡婦控除を未婚の母子及び生別寡婦にも適用を求め 

る陳情 

      陳情平成24年第170号 新石垣空港開港に伴い現石垣空港跡地に急患輸送用ヘリポートの早期整備 

                 を求める陳情 

      陳情平成24年第193号 「教育の日」制定に関する陳情 

      陳情第59号 患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・オーファンドラッグ）開発促進支 

援と意見書の提出を求める陳情 

      陳情第61号 認可外保育園への防音工事費等の助成を求める陳情 

      陳情第71号 認可外保育篇への防音工事費等の助成を求める意見書に関する陳情 
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日程第12 陳情第52号及び第54号 

      陳情第52号 県道114号線（浦崎交差点～備瀬入口）の改修に関する陳情 

      陳情第54号 豊見城団地南分譲地内の「崖崩れ」対策工事の早期実施に関する陳情 

日程第13 陳情第40号から第42号まで及び第57号 

      陳情第40号 「オスプレイ撤去城原区民総決起大会」の決議に関する陳情 

      陳情第41号 外来機等の平井・訓練及び基地機能強化に反対する陳情 

      陳情第42号 俳壇処理及び訓練による爆発音、振動被害に関する陳情 

      陳情第57号 Ｆ15イーグル戦闘機の墜落事故に関する陳情 

日程第14 議員派遣の件（平成25年度沖縄県議会議員海外派遣） 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 昨日、呉屋宏君外11人から、議員提出議案第２号

「患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・

オーファンドラッグ）の開発促進・支援のための法整

備等を求める意見書」、議員提出議案第３号「認可外

保育施設への防音工事費等の助成を求める意見書」、

新垣清涼君外13人から、議員提出議案第４号「県内へ

のＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐化につながるＦ

22ラプター暫定配備期間延長に関する意見書」及び議

員提出議案第５号「県内へのＭＶ22オスプレイ追加配

備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延

長に関する抗議決議」の提出がありました。 

 その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 平成25年第１回議

会乙第11号議案、乙第２号議案及び乙第３号議案を議

題といたします。 

  各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） 皆さん、おはよ

うございます。 

 それでは早速、始めたいと思います。 

 ただいま議題となりました平成25年第１回議会乙第

11号議案、乙第２号議案、乙第３号議案の条例議案３

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、平成25年第１回議会乙第11号議案「沖縄県税

条例及び沖縄県位置境界不明地域内における各筆の土

地の位置境界の明確化に伴い取得した不動産に対する

不動産取得税の減免の特例に関する条例の一部を改正

する条例」は、社会保障の安定財源の確保等を図る税

制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付

税の一部を改正する法律が施行されることに伴い、地

方消費税率の引き上げを行うほか、不動産取得税の減

免等に関する規定を整備する必要があることから条例

を改正するものである。 

主な改正の内容は、１点目に、個人県民税について、

所得が公的年金のみの者の寡婦控除手続を簡素化する

こと。２点目が、現行100分の25としている地方消費

税の税率を、平成26年４月１日から63分の17に、平成

27年10月１日から78分の22に改めること。３点目が、

県税の減免等について、納税義務者の利益拡大を図る

ため申請期限を延長するとともに、不動産取得税、ゴ

ルフ場利用税及び自動車税の減免または課税免除の規

定等を整備するものであるとの説明がありました。 

 次に、乙第２号議案「沖縄県職員定数条例の一部を

改正する条例」は、県立病院のリハビリテーション部

門の体制を強化するとともに経営改善を図るため、理

学療法士、作業療法士及び言語聴覚士の増員を行うこ

とに伴い、病院事業局の職員の定数を47人増員し、現

行の2607人から2654人に改めるものであるとの説明が

ありました。 

 本案に関し、各病院ごとの定数増は何名か、また、

今回の定数増によりどのような改善がなされるのかと

の質疑がありました。 

 これに対し、各県立病院のリハビリ部門の増員数

は、病院事業局長の要請に基づき、北部病院が理学療

法士４名、作業療法士２名の合計６名、中部病院が理

学療法士11名、作業療法士２名、言語聴覚士２名の合

計15名、南部医療センター・こども医療センターが理

学療法士10名、作業療法士２名、言語聴覚士２名の合

計14名、宮古病院が理学療法士３名、作業療法士３名

の合計６名、八重山病院が理学療法士３名、作業療法

士３名の合計６名で、５病院の合計で47名の増員とな

る。 

 また、今回のリハビリ職員の増員により、中部病院

及び南部医療センター・こども医療センターにおいて

は、土曜、祝祭日のリハビリが可能になること、全て

の病院においてリハビリテーションの施設基準Ⅰを取

得することになり、患者サービスが一段と向上するこ

とになる。さらに、病院の経営改善にも寄与すること

になり、単年度で約１億5000万円の診療報酬の増によ

る収支改善が見込まれるとの答弁がありました。 

 そのほか、精神病院における作業療法士の配置、定

数増と収益改善の関係、今後の職員定数増の可能性等

について質疑がありました。 

 次に、乙第３号議案「沖縄県税条例の一部を改正す 
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る条例」は、地方税法の一部改正により金融・証券税

制の見直しが行われたこと等に伴い、県民税に係る条

例の規定を整備するとともに、知事等が県税に関する

条例または規則に基づき行う処分について理由を示す

こととする等の必要があるため条例を改正するもので

ある。 

 主な改正の内容は、１点目が、金融機関において個

人の口座と法人の口座を区別して管理することになっ

たことから、平成28年１月１日から法人に係る利子割

を廃止すること。２点目が、平成28年１月１日から、

金融商品に係る損益通算範囲を拡大するとともに、公

社債等に対する課税方式を変更すること。３点目が、

県民税における住宅ローン控除について、消費税の引

き上げに伴う影響を平準化及び緩和する観点から、対

象期間を延長するとともに拡充すること。４点目が、

県税の賦課徴収に関する処分の適正化と納税者の予見

可能性の確保に資するため、知事等が県税に関する条

例及び規則に基づき行う処分について、沖縄県行政手

続条例の規定に基づき理由を示すこととするものであ

るとの説明がありました。 

 本案に関し、今回の条例改正によって滞納者に対す

る対応がどのように変わるのかとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、県税の賦課徴収処分をするに当たり滞

納者がいる場合、差し押さえ調書を作成することに変

わりはないが、差し押さえの理由を付記するに当たっ

て、条例改正後は、差し押さえを受けた側の立場に

立って、なぜ差し押さえをしたのかわかるような具体

的な事実認定を付記することになるとの答弁がありま

した。 

 次に、差し押さえに至るまでの過程において、納税

する側の立場に立って可能な限り懇切丁寧に対応する

ことが求められていると思うがどうかとの質疑があり

ました。 

 これに対し、税金を納めていただくための手続等は

丁寧に対応するべきものだと考えており、各県税事務

所の徴税吏員においては、法律を熟知した上で法律の

規定に基づく納税義務について丁寧な説明を行い対応

しているとの答弁がありました。 

 そのほか、賦課徴収に関する処分の適正化と予見可

能性の確保の具体的な内容、課税徴収の金額と件数等

について質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、平成25年第１回議会乙第11号議案

については、賛成多数をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定し、乙第２号議案及び乙第３号議案の条

例議案２件は、全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 平成25年第１回議会乙第11号議案に対する討論の通

告がありますので、発言を許します。 

 渡久地 修君。 

   〔渡久地 修君登壇〕 

○渡久地 修君 おはようございます。 

 日本共産党を代表して、平成25年第１回議会乙第11

号議案「沖縄県税条例及び沖縄県位置境界不明地域内

における各筆の土地の位置境界の明確化に伴い取得し

た不動産に対する不動産取得税の減免の特例に関する

条例の一部を改正する条例」に反対の立場から討論を

行います。 

 この長たらしい名の条例改正案ですが、この条例案

の中心は、地方税法の一部改正に伴い、地方消費税の

税率を引き上げるものです。来年の消費税８％増税、

再来年の10％増税に向けた改正です。 

 働く人の賃金はふえず、企業の設備投資もマイナス

を続けています。消費税増税は総額で13.5兆円、貧困

と格差を拡大し、価格に転嫁できない業者を経営難や

廃業に追い込むなど、被害ははかり知れません。この

13.5兆円で、大企業にはまたまた投資減税、法人税減

税などを行うというのですから、とんでもない逆立ち

政治です。アベノミクスではなく、アベコベミクスで

あります。 

 行き過ぎた大企業減税、富裕層優遇の不公平税制を

見直し、負担能力に応じた負担という税の大原則に

立ってこそ、社会保障再生・拡充と財政危機打開の大

きな展望が開けてきます。最悪の不公平税制消費税の

増税はきっぱりとやめるべきです。 

 よって、平成25年第１回議会乙第11号議案に反対す

るものです。 

 議員各位の御賛同をよろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 
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 休憩いたします。 

   午前10時16分休憩 

   午前10時16分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより平成25年第１回議会乙第11号議案、乙第２

号議案及び乙第３号議案の採決に入ります。 

 議題のうち、まず乙第２号議案及び乙第３号議案の

２件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

よって、乙第２号議案及び乙第３号議案は、原案の

とおり可決されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、平成25年第１回議会乙

第11号議案を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、平成25年第１回議会乙第11号議案は、委員

長の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 乙第４号議案及び

乙第５号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（条例） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） おはようございま

す。 

 ただいま議題となりました乙第４号議案及び乙第５

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、商工労働部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第４号議案「沖縄バイオ産業振興センター

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」

は、沖縄バイオ産業振興センターの管理を指定管理者

に行わせる必要があることから条例を改正するもので

ある。 

 主な改正内容は、バイオ関連産業等の活性化を促進

するための施設として、今年度、沖縄バイオ産業振興

センターを設置したところであるが、同センターにお

けるサービスの向上と経費の縮減等を図るため、平成

26年度から当該施設の管理を指定管理者に行わせるこ

とであるとの説明がありました。 

 本案に関し、沖縄バイオ産業振興センターの設置経

緯と役割は何かとの質疑がありました。 

 これに対し、ＩＴやバイオの研究開発、人材育成を

行ってきた株式会社トロピカルテクノセンターが解散

することになっていることから、昨年度、その建物を

県が買い取り、起業支援施設の沖縄健康バイオセン

ターに入居しているベンチャー企業が支援施設での実

証開発等を終え、次の段階に進むときに使える施設と

して現在整備を進めている。年度途中から入居しても

らう予定であるとの答弁がありました。 

 次に、沖縄県のよさを生かしたバイオ研究を発展さ

せることが必要であり、同時に、そこで人材を育成し

て、きちんと研究開発をしていくことを県が責任を

持って行うべきである。株式会社トロピカルテクノセ

ンターの建物を県が買い取って民間に貸すということ

よりも、これまでどおり県が責任を持ってバイオ研究

を進めていく必要があったのではないかとの質疑があ

りました。 

 これに対し、株式会社トロピカルテクノセンターが

できたころは、バイオ研究をするところがなかったの

で、第三セクターで設立した。しかし、最近は大学や

沖縄県工業技術センターなどでも研究を行っているこ

と、人材育成も沖縄科学技術大学院大学や国立沖縄工

業高等専門学校もできたことから、株式会社トロピカ

ルテクノセンターの設立当初の使命は終わったと理解

しているとの答弁がありました。 

 そのほか、沖縄バイオ産業振興センターの現在の管

理状況、研究開発用資材の設置の有無などについて質

疑がありました。 

 次に、乙第５号議案「沖縄県緊急雇用創出事業等臨

時特例基金条例の一部を改正する条例」は、民間事業

者等に対する一時金の支給に関する事業並びに福祉及

び介護の人材を確保するための事業を行うとともに、

基金の設置期間を延長する必要があることから条例を

改正するものである。 

 主な改正内容は、第１点目に、緊急雇用特別事業を
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実施するために雇用した者を、引き続き正規従業員と

して雇い入れた民間事業者等に対して一時金を支給す

ること。第２点目に、福祉・介護人材確保対策を実施

する事業所等に対して助成すること。第３点目に、引

き続き県内における雇用対策を強化するため、平成27

年３月31日まで基金の設置期間を延長するものである

との説明がありました。 

 本案に関し、一時金支給の仕組みはどうなっている

のかとの質疑がありました。 

 これに対し、委託事業の実施に当たり、新たに雇い

入れた者との間で、委託事業に係る契約期間の終了ま

での間に、期間の定めのない労働契約を締結した場合

には、１人当たり30万円を支給するとの答弁がありま

した。 

 次に、基金事業での雇用実績と、そのうち継続雇用

となった割合、継続雇用となった上で正規雇用となっ

た割合はどうなっているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、重点分野雇用創出事業での新規雇用者

数は3456名で、そのうち継続雇用となった者は1967

名、率にして57％、そのうち正規雇用者は401名、率

にして20％である。また、ふるさと雇用再生特別基金

事業での新規雇用者数は1144名で、そのうち継続雇用

となった者は840名、率にして73.4％、そのうち正規

雇用者は371名、率にして44％であるとの答弁があり

ました。 

 次に、継続雇用を確認する時期と回数はどうなって

いるのかとの質疑がありました。 

 これに対し、毎年６月30日時点で各市町村に調査を

かけて確認している。調査は１回であるとの答弁があ

りました。 

 次に、継続雇用の確認が終わった後に自己都合退職

に追い込まれるケースが少なからずあるので、２年

目、３年目と追跡して調査をする必要があるのではな

いかとの質疑がありました。 

 これに対し、毎年、過年度も含めて確認することは

必要だと思うので、調査を実施していきたいとの答弁

がありました。 

 そのほか、支援対象企業が限定されている理由、一

時金導入による新規雇用者数の増加目標、国の助成事

業との併用の可否、正規雇用に結びつける支援策の強

化などについて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第４号議案については、共産

党所属委員から反対する旨の意見表明があり、採決の

結果、乙第４号議案は、賛成多数をもって原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。 

 乙第５号議案については、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君）これより質疑に入るのでありま

すが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 れより討論に入ります。 

 乙第４号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。 

 玉城ノブ子さん。 

   〔玉城ノブ子さん登壇〕 

○玉城 ノブ子さん おはようございます。 

 日本共産党を代表いたしまして、乙第４号議案に反

対の討論を行います。 

 乙第４号議案は、株式会社トロピカルテクノセン

ターから県が２億1420万円で建物を購入し、改装し

て、沖縄県バイオ産業振興センターとして、33室に区

分して企業に貸し付け、指定管理者に管理を行わせる

ための条例改正であります。 

 沖縄県のバイオ産業の研究開発は、今後も重要な役

割を果たすものであり、県の責任で人材の育成とバイ

オ研究の促進を図っていくべきであります。県が莫大

な財政を投入して施設を改装して、企業に貸し付け

て、指定管理者に指定を行わせることは、県のバイオ

産業の研究開発を放棄するものであります。 

 さらに指定管理者制度は、地方自治法の改定により

現行の公の施設の委託施設は全て直営で運営するか、

管理者で運営するかの見直しが行われてきました。そ

れによって、新地方自治法第244条の２第３項では、

法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指

定する者に管理を行わせることが規制緩和となりまし

た。 

 緩和の１つは、株式会社などの営利法人やＮＰＯ法

人、さらには法人格を有しない民営団体にまで門戸を

開放したことであります。２つ目の緩和は、単なる業

務の委託ではなく、施設全体の維持管理や行政処分な

ど、これまで自治体が行ってきた業務まで任せること

であります。 

 指定管理者制度では、住民の負担する税金で建設さ

れた公共施設が特定民間企業の営利追求の手段とさ

れ、自治体との協定等により、通常、一定の管理料の
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支払いを受けるとともに、地方公共団体の承認が必要

ですが、条例の範囲内で利用料金を定め、みずから受

け取ることができるようになっています。職員の賃

金、労働条件や契約形態を事業者に有利に定めること

により、指定管理者制度は公の施設を収益事業の対象

とするものであります。 

 したがって、乙第４号議案は「指定管理者の指定に

ついて」の議案であり、反対をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 休憩いたします。 

   午前10時28分休憩 

   午前10時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより乙第４号議案及び乙第５号議案の採決に入

ります。 

 議題のうち、まず乙第５号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案１件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第５号議案は、原案のとおり可決されま

した。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、乙第４号議案を採決い

たします。 

 本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、乙第４号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第３ 乙第９号議案から

乙第12号議案までを議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

  総務企画委員長山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔総務企画委員長 山内末子さん登壇〕 

○総務企画委員長（山内末子さん） ただいま議題と

なりました乙第９号議案から乙第12号議案までの同意

議案４件について、委員会における審査の経過及び結

果を御報告申し上げます。 

 委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第９号議案「沖縄県収用委員会委員の任命

について」は、収用委員会委員７人のうち２人が平成

25年７月22日で任期満了するほか、予備委員１人が平

成25年７月22日に辞職することに伴い、その後任を任

命するため、土地収用法第52条第３項の規定により議

会の同意を求めるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、収用委員会の具体的な業務内容はどの

ようなものかとの質疑がありました。 

 これに対し、公共事業の執行に当たって土地の所有

者と補償金の額などで折り合いがつかなかったり、土

地の所有権についての争いがある場合などに起業者か

らの申請を受けて、土地の収用または使用の裁決を行

うことを主たる任務としており、具体的には、月１回

の定例会において審理方針の決定、問題点の整理、裁

決書の決定などを行い、必要に応じて公開審理の開催

や現地調査を行っている。それ以外にもプロジェクト

会議として、一般事件について３名から４名の委員で

調査や裁決についての検討を行った後、定例会に上げ

るなどの業務を行っているとの答弁がありました。 

 次に、直近の３年間における収用裁決の件数は何件

かとの質疑がありました。 

 これに対し、公共事業の収用裁決状況の推移につい

ては、平成22年が21件、平成23年が７件、平成24年が

６件となっており、駐留軍用地使用裁決関係について

は、平成23年が11件となっている。 

 また、公共事業の収用裁決のうち、県、市町村ごと

の内訳は、平成22年は沖縄県が15件、市町村が６件、

平成23年は沖縄県が５件、市町村が２件、平成24年は

沖縄県が４件、市町村が２件となっているとの答弁が

ありました。 

 次に、収用委員会委員は法律、経済または行政に関

してすぐれた経験と知識を有することとあるが、その

割合はどうなっているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、委員７名のうち、法律の分野が５名、

経済の分野が２名となっており、経済の分野２名のう

ち１名は不動産鑑定士であるとの答弁がありました。 

  そのほか、収用委員会委員の報酬及び任期等につい

ての質疑がありました。 
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 次に、乙第10号議案「沖縄県公安委員会委員の任命

について」は、公安委員会委員３人のうち１人が平成

25年７月22日で任期満了することに伴い、その後任を

任命するため、警察法第39条第１項の規定により、議

会の同意を求めるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、公安委員会の業務の内容はどのような

ものかとの質疑がありました。 

 これに対し、公安委員会は、運転免許、交通規制、

犯罪被害者等給付金の支給裁定などの行政事務を処理

するとともに、管内における事件・事故及び災害の発

生状況と、警察の各種施策、組織や人事管理の状況等

について、週１回の定例会の場などで警察本部長等か

ら報告を受け、これを指導することにより、県警察を

管理している。また、警察署協議会への参加、関係機

関との協議、警察活動の現場視察等により、治安情勢

と警察運営の把握に努めており、このような活動状況

については、広報等を通じて県民に紹介しているとの

答弁がありました。 

  そのほか、委員の経歴等についての質疑がありまし

た。 

 次に、乙第11号議案「沖縄県教育委員会委員の任命

について」は、教育委員会委員６人のうち１人が平成

25年２月27日で辞職したことに伴い、その後任を任命

するため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第４条第１項の規定により議会の同意を求めるもので

あるとの説明がありました。 

 次に、乙第12号議案「沖縄県公害審査会委員の任命

について」は、公害審査会委員12人が平成25年８月３

日で任期満了することに伴い、その後任を任命するた

め、公害紛争処理法第16条第１項の規定により議会の

同意を求めるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、同条例における公害とは何を指してい

るのか、また、公害紛争の形態と公害審査会の役割は

どのようなものかとの質疑がありました。 

 これに対し、公害とは環境基本法に掲載されている

大気汚染、水質汚染、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈

下及び悪臭である。このような公害に関する紛争は民

事上の紛争であり、通常は当事者間で交渉し解決に向

かうが、その解決に至らない場合、市町村、保健所等

の行政の力をかりることになる。それでも難しい場合

は最終的に裁判で決着をつけることになるが、裁判に

なると時間がかかることから、その中間的な機関とし

て同審査会が紛争の解決に向けて、あっせん、調停及

び仲裁を行っているとの答弁がありました。 

  次に、これまでの公害紛争の件数と解決した件数は

どれぐらいあるのかとの質疑がありました。 

  これに対し、公害審査会に上げられた件数は12件あ

る。このうち２件は取り下げ、残り10件については、

全て調停で申請がされており、調停が成立したものは

６件である。なお、全国の調停成立の割合は30％であ

ることから、本県の公害審査会の調停成立の割合60％

は評価できるものであるとの答弁がありました。 

  そのほか、調停の具体的な事例についての質疑があ

りました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第９号議案から乙第12号議案ま

での４件は、全会一致をもって同意すべきものと決定

いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第９号議案から乙第12号議案までの４件

を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案４件は、これに同意することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第９号議案から乙第12号議案までは、こ

れに同意することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第４ 乙第８号議案を議

題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） ただいま議題とな

りました乙第８号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。 

 委員会におきましては、商工労働部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
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概要等について申し上げます。 

 乙第８号議案「指定管理者の指定について」は、沖

縄ＩＴ津梁パーク施設情報通信機器検証拠点施設の指

定管理者の指定について、地方自治法第244条の２第

６項の規定に基づき議会の議決を求めるものである。 

 沖縄ＩＴ津梁パーク施設の管理は、沖縄ＩＴ津梁

パーク施設の設置及び管理に関する条例により、指定

管理者に行わせるものとなっており、その候補者とし

て、株式会社沖縄ダイケンを選定しており、指定管理

期間は、平成25年９月１日から平成28年３月31日まで

であるとの説明がありました。 

 本案に関し、株式会社沖縄ダイケンに指定した経緯

はどのようなものかとの質疑がありました。 

 これに対し、今回の指定管理者の指定については、

既存の指定管理施設に隣接する施設であることから、

公募は行っていないとの答弁がありました。 

 次に、公募をしないで指定管理者を指定した事例は

あるのか、また、公募をしない根拠は何かとの質疑が

ありました。 

 これに対し、沖縄ＩＴ津梁パーク施設は順次整備を

進めており、新しい施設ができる都度、従来からの指

定管理者に追加して指定する形をとっている。 

 公募をしない根拠は、沖縄県で定めている指定管理

者制度に関する運用指針で、隣接する施設と同一の指

定管理者に指定したほうが、入居者にとっても利便性

の向上、サービスの質の向上につながることと、管理

費用の削減につながる場合には、公募によらずに従来

の指定管理者に指定することができることになってい

るとの答弁がありました。 

 そのほか、競合する事業者等からの参入要望の有

無、沖縄ＩＴ津梁パーク内で供用を開始している施設

数、沖縄ＩＴ津梁パーク内に入居している企業数、従

業員数などについて質疑がありました。 

 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第８号議案については、共産

党所属委員から反対する旨の意見表明があり、採決の

結果、乙第８号議案は、賛成多数をもって可決すべき

ものと決定いたしました。 

 以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 乙第８号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。 

 玉城ノブ子さん。 

   〔玉城ノブ子さん登壇〕 

○玉城 ノブ子さん 乙第８号議案は、ＩＴ津梁パー

ク内に新設した情報通信機器検証拠点施設を指定管理

者に指定しようとするものであります。 

 指定管理者の選定について、公募せず随意契約で指

定管理者を選定していること、また、ＩＴ津梁パーク

内の施設には、これまで16の企業が入居し1064人が雇

用されています。しかし、そのうちの正規雇用はわず

か24％で、76％が非正規雇用になっています。県が財

政を投入して貸し付けている施設で非正規雇用が76％

になっていることは問題であります。 

 指定管理者制度は、住民の負担する税金で建設され

た公共施設が特定民間企業の営利追求の手段とされ、

自治体との協定等により、通常、一定の管理料の支払

いを受け取るとともに、地方公共団体の承認が必要で

すが、条例の範囲内で利用料金を定め、みずから受け

取ることができるようになっています。 

 職員の賃金、労働条件や契約形態を事業者に有利に

定めることにより、指定管理者制度は、公の施設を収

益事業の対象とするものであります。指定管理を導入

した総務省は平成22年12月28日、全国自治体と議会宛

てに通知を出し、その当時の片山法務大臣が「コスト

をいかにカットするかというところに力点が置かれて

きた」、「結果として官製ワーキングプアというもの

を随分生んでしまっている」と発言していることは重

要です。 

 指定管理者制度によってコスト削減が優先され、労

働者の１年臨時職などの有期雇用化と低賃金化が進

み、自治体みずからワーキングプアを生み出している

ことへの見直しを求めています。地方公共団体は、住

民の福祉を図ることが基本であります。地域における

行政を主体的・総合的に実施する役割の公の施設は、

施設主体である地方公共団体がその管理を行うべきで

あります。 

 したがって、乙第８号議案は「指定管理者の指定に

ついて」の議案であり、反対をいたします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で通告による討論は終わ

りました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 休憩いたします。 

   午前10時46分休憩 
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   午前10時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより乙第８号議案を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、可決であります。 

 お諮りいたします。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、乙第８号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第５ 乙第６号議案及び

乙第７号議案を議題といたします。 

 各議案に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件） 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました乙第６号議案及び乙第７号議案の議決議案２

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。 

 委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。 

  以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、乙第６号議案「工事請負契約についての議決

内容の一部変更について」は、平成25年第１回沖縄県

議会（定例会）で議決された工事請負契約に係る議決

内容の一部を変更するため議会の議決を求めるもので

ある。 

 主な内容は、伊良部大橋橋梁整備第８期工事につい

て、大型クレーン船を現地係留するためのアンカーを

追加するなど設計の一部変更に伴い、契約金額を3347

万4000円増額して、７億9997万4000円に変更するもの

であるとの説明がありました。 

  本案に関し、伊良部大橋橋梁整備工事は、これまで

何度も金額の変更を行っている。潮流の速さなどの自

然条件は事前にしっかり現地調査をして設計すべきも

のではないのかとの質疑がありました。 

 これに対し、潮流の調査は事前に実施したが、毎日

変化するものであるため、その平均値で設計に計上し

ている。しかし、今回は工事日の潮流が若干速かった

ためにアンカーを追加せざるを得なかったとの答弁が

ありました。 

  次に、これまで気象条件等により工事はおくれてき

たが、現在は順調に進んでいるのか、アンカーを追加

しないとクレーン船が安定しないということかとの質

疑がありました。 

 これに対し、中央径間部の橋桁架設は既に終了して

いる。伊良部島側の橋桁をつないでいく工事が残って

いる。潮流の影響があるため、アンカーを追加しない

と船が動いてしまい、的確な位置に桁を敷設できない

との答弁がありました。 

 次に、乙第７号議案「損害賠償請求訴訟の和解等に

ついて」は、係争中の訴訟事件について和解し、その

損害賠償額を定めるために、地方自治法第96条第１項

の規定により議会の議決を求めるものである。 

 主な内容は、原付バイクが県道68号線上のくぼみに

ハンドルをとられて転倒し、運転手が負傷したため、

250万円を損害賠償額とするものであるとの説明があ

りました。 

 本案に関し、けがの程度や入院期間、休職期間等は

どうだったのかとの質疑がありました。 

 これに対し、右手首と左足首を骨折し、入院期間が

９日、通院日数が19日、休職期間が28日間であるとの

答弁がありました。 

 次に、県側が当初提示した額の理由は何かとの質疑

がありました。 

 これに対し、事故の原因となったくぼみが通行が予

定されていない道路の端に位置していても、道路上に

存在している以上、管理瑕疵の存在自体を完全に否定

することはできないという判断から、道路管理者とし

ても一部責任があると結論づけたとの答弁がありまし

た。 

 次に、和解に至った最大の理由は何かとの質疑があ

りました。 

 これに対し、今回の管理瑕疵、過失相殺をお互いに

５割で見るということで両者納得したとの答弁があり

ました。 

 次に、あちこちの道路にくぼみはあるので、今後も

たくさん同様の事例が出てくるのではないか、舗装の

やり方やくぼみができない工事の工夫が必要ではない

かとの質疑がありました。 

 これに対し、道路パトロール等を行う中で危険性を

注意していきたい。路肩とのすりつけが悪いところや

排水溝のふたの固定がしっかりしていないところも

多々あり、地元のほうから各土木事務所に意見等があ

るので、その都度早急な対応を心がけているとの答弁

がありました。 

－ 319 －



 以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第６号議案及び乙第７号議案の

２件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いた

しました。 

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより乙第６号議案及び乙第７号議案の２件を一

括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、乙第６号議案及び乙第７号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、日程第６ 議員提出

議案第２号 患者数が特に少ない希少疾病用医薬品

（ウルトラ・オーファンドラッグ）の開発促進・支援

のための法整備等を求める意見書及び日程第７ 議員

提出議案第３号 認可外保育施設への防音工事費等の

助成を求める意見書を一括議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第２号及び第３号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔呉屋 宏君登壇〕 

○呉屋  宏君 ただいま議題となりました議員提出

議案第２号及び第３号の２件につきましては、文教厚

生委員会の委員等により協議した結果、議員提出議案

として提出することに意見の一致を見ましたので、提

出者を代表いたしまして提案理由を御説明申し上げま

す。 

  提案理由は、議員提出議案第２号につきましては、

患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・

オーファンドラッグ）の開発促進・支援のための法整

備等について関係要路に要請するためであり、議員提

出議案第３号につきましては、認可外保育施設への防

音工事費等の助成について関係要路に要請するためで

あります。 

 次に、議員提出議案第２号を朗読いたします。 

   〔患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウル

トラ・オーファンドラッグ）の開発促進・支

援のための法整備等を求める意見書朗読〕 

 次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。 

      〔認可外保育施設への防音工事費等の助成を求

める意見書朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 なお、議員提出議案第３号につきましては、その趣

旨を関係要路に要請するため議会代表を派遣する必要

があるとの意見の一致を見ておりますので、議長にお

かれましてはしかるべく取り計らっていただきますよ

うお願い申し上げます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま議案となっております議員提出議案第２号

及び第３号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第２号

「患者数が特に少ない希少疾病用医薬品（ウルトラ・

オーファンドラッグ）の開発促進・支援のための法整

備等を求める意見書」及び 議員提出議案第３号「認

可外保育施設への防音工事費等の助成を求める意見

書」の２件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第２号及び第３号は、原案の

とおり可決されました。 
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   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） ただいま可決されました議員

提出議案第３号については、提案理由説明の際提出者

から、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣

してもらいたいとの要望がありました。 

 よって、お諮りいたします。 

 議員提出議案第３号の趣旨を関係要路に要請するた

め議員５人を派遣することとし、その期間及び人選に

ついては議長に一任することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、日程第８ 議員提出

議案第４号 県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及

び常駐化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長

に関する意見書及び日程第９ 議員提出議案第５号 

県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐化につ

ながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する抗議

決議を一括議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 新垣清涼君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第４号及び第５号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔新垣清涼君登壇〕 

○新垣 清涼君 おはようございます。 

 ただいま議題となりました議員提出議案第４号及び

第５号につきましては、７月９日に開催した米軍基地

関係特別委員会の委員等により協議した結果、議員提

出議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。 

 提案理由は、県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及

びＦ22ラプター暫定配備期間延長に抗議することにつ

いて関係要路に要請するためであります。 

  次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。 

   〔県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐

化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長

に関する意見書朗読〕 

 次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますので、宛先だけを申し上げます。 

   〔県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐

化につながるＦ22ラプター暫定配備期間延長

に関する抗議決議の宛先朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

  なお、両案につきましては、その趣旨を関係要路に

要請するため米軍基地関係特別委員会委員を派遣する

必要があるとの意見の一致を見ておりますので、議長

におかれましてはしかるべく取り計らっていただきま

すようお願い申し上げます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議員提出議案第４号

及び第５号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第４号

「県内へのＭＶ22オスプレイ追加配備及び常駐化につ

ながるＦ22ラプター暫定配備期間延長に関する意見

書」及び議員提出議案第５号「県内へのＭＶ22オスプ

レイ追加配備及び常駐化につながるＦ22ラプター暫定

配備期間延長に関する抗議決議」の２件を一括して採

決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第４号及び第５号は、原案の

とおり可決されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） ただいま可決されました議員

提出議案第４号及び第５号については、提案理由説明

の際提出者から、その趣旨を要請するため米軍基地関

係特別委員会委員を派遣してもらいたいとの要望があ

りました。 

 よって、お諮りいたします。 

 議員提出議案第４号及び第５号の趣旨を関係要路に
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要請するため米軍基地関係特別委員会委員を派遣する

こととし、その期間及び人選については議長に一任す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第10 陳情１件を議題と

いたします。 

 本陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済労働委員長上原 章君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔経済労働委員長 上原 章君登壇〕 

○経済労働委員長（上原 章君） ただいま議題とな

りました陳情１件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第11 陳情６件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員長呉屋 宏君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔文教厚生委員長 呉屋 宏君登壇〕 

○文教厚生委員長（呉屋 宏君） ただいま議題とな

りました陳情６件につきましては、慎重に審査をいた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情６件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情６件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第12 陳情２件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 土木環境委員長中川京貴君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔土木環境委員長 中川京貴君登壇〕 

○土木環境委員長（中川京貴君） ただいま議題とな

りました陳情２件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情２件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 
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   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情２件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第13 陳情４件を議題と

いたします。 

 各陳情に関し、委員長の報告を求めます。 

 米軍基地関係特別委員長新垣清涼君。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔陳情審査報告書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔米軍基地関係特別委員長 新垣清涼君登壇〕 

○米軍基地関係特別委員長（新垣清涼君） ただいま

議題となりました陳情４件につきましては、慎重に審

査いたしました結果、お手元に配付してあります審査

報告書のとおり処理すべきものと決定いたしました。 

 よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これよりただいま議題となっております陳情４件を

採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、ただいまの陳情４件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第14 議員派遣の件を議

題といたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員派遣の件 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君）  お諮りいたします。 

  本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり 

 

 

 

 

議員を海外へ派遣することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第15 閉会中の継続審査

の件を議題といたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔閉会中継続審査及び調査申出書 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。 

 お諮りいたします。 

 各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。 

 なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。 

 以上をもって本日の会議を閉じます。 

 これをもって平成25年第４回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。 

   午前11時17分閉会 
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